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はしがき

今日の都市問題において,住宅にかかわる問題は最も生活に密着した問題のひとつであ

り,また最も深刻な問題のひとつでもある.しかしながら,かかる問題に関して地理学か

らは問題の究明や住宅政策の評価など,あまり積極的なアプローチがなされてこなかった

と思われる.

斉藤・岩永(1996)によれば,アーバニズムという表現はフランス語のユルバニスムに由

来し,ユルバニスムとは「都市の居住を人間生活に適したものにすることを可能にする方

法の体系的な研究であり,それらの方法の応用に関する技術の総体」 (p. 14)を意味する科

学である.すなわち,アーバニズムには人間生活に関する居住の側面が深く関与するもの

として考えられているのである.斉藤・岩永(1996)は,このような科学が登場した背景に

っいて,都市の肥大化により都市が無秩序化し,都市の居住が人間生活に不適切なものに

なってきた事情を指摘しているが,地理学は都市の変容過程のうち,土地利用パターンの

変容などの可視的な部分に目を奪われ過ぎてきたとはいえないだろうか・もちろんそれら

の事象を明らかにすることは重要なことではあるが,都市の居住について,どのようなメ

カニズムが働き,居住パターンが形成されてきたのかとか,どのような要因によって人々

が都市内で居住の場を選んでいるのかなどについては,研究の余地は十分に残されている・

本論文は,住宅や住宅地に関する研究をアプローチや研究対象ごとに整理し,現在の都

市内における住宅に関連する問題を明らかにしたいと考えている・それによって,現代の

都市内部構造が如何に形づくられ,また変容していくのかについて・そのメカニズムを明
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らかにできるのではないかと考えるからである・

本論の各章には,既に公表された下記の論文を加筆・修正したものも含まれている・

Ⅲ章1・節.由井義通(1984) :広島市における住宅団地の形成とその居住地域構造・人文地

理, 36-2, pp.56-74.

2節.由井義通(1986) :広島市における中高層集合住宅の開発とその居住者の特性・

人文地理　38-1, pp.56-77.

Ⅲ章1節.由井義通(1991) :住宅供給の種類別にみた居住者特性の分化一福岡市を事例と

して-.地理科学, 46二4, pp.242-256.

21節.由井義通(1994):住宅のサブマーケット別居住者特性(その1)一東京都江東区に

おける中高層集合住宅居住者の年齢別人口構成-・立命館地理

学　6, pp.13-28.

由井義通(1997) :集合住宅における居住者特性の変容一東京都区部を事例とし

て一.広島大学教育学部紀要　45, pp.75-82.

3節.由井義通(1996) :京都市南郊地域における住宅団地の居住者特性一八幡市・城

陽市・久御山町を例として-.京都地域研究11, pp.19-46.

4節.由井義通(1995) :亀岡市における住宅団地居住者の特性・京都地域研究10,

pp.33-53.

Ⅳ章1節.由井義通(1993) :公営住宅における居住者特性の変容一広島市を事例として-・

地理学評論, 66(Ser. A)-ll, pp. 663-682.

2節.由井義通(投稿中) :大阪市における公営住宅居住者の年齢別人口構成の変容・
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人文地理.
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l章.研究の目的とフレームワーク

1節.　ハウジング研究の定義

「" dwelling'　この言葉は名詞なのだろうか,それとも動詞なのだろうか.建物を意

味するのだろうか,あるいは技巧を意味するのだろうか.景観を加工したもの(landscape

artifact)を表すのだろうか,あるいは居住のプロセスを表すのだろうか」 (p. 196)という

哲学者の言葉を引用して,バッディマー(Buttimer;1981)は人文主義的地理学の立場から

「住むということは,空間の中に存在したり空間に手を加えたり空間を編成したりするこ

と以上の意味を含んでいる.それは自然のリズムに合わせて生活すること,人生というも

のを人間の歴史の中に錨をおろし未来に向かっているものと見なすこと,生態学的環境と

社会環境と対話するという日常生活のシンボルである家を建てること,を意味しているの

である」 (p.106)としている.

上記の意味に限定するならば,今日のわが国の都市社会において生活をしている人々に

とって, "dwelling"を可能とさせることは非常に困難となっている.居住する行為を生き

た生活空間あるいは生活世界との関連からとらえることについて,バッディマーは地理学

者が多くの社会科学者と同様に「自然,空間,時間に関する人間の経験を描いたり説明し

たりする概念や言葉を持っていない」 (p. 107)と指摘した.

一方,行動主体である人間からみたdwellingの用語に対して,どちらかというとdwelli

ngの受け皿としての意味が強いハウジング(housing)の用語も,大場(1994)による指摘のよ

うに適訳がない.巽(1993)によると建築学では「住宅を計画する」 , 「供給する」 , 「管
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理する」用語としてハウジングを定義づけ,一語での適訳の難しい多様な意味を持つもの

とした.しかしこの定義は,地理学者ボーン(Bourne;1981)による定義の引用であり,建築

学においても独白の定義はない.また他の単語との結びつきによって,ハウジングは住宅

や居住に関する広範な内容の用語を生み出すものとされる.このように広範な意味を持つ

に至ったハウジングの用語の背景について,巽は19世紀半ば頃のイギリスの都市において

深刻な社会問題となった低所得の労働者階級の住宅問題(住宅難と不衛生)にルーツを求

め,公共による国民への住宅供給とそれを実践するための公共責任という意味でのハウジ

ングの概念成立を概略した.

住宅問題は今日の都市のみならず,産業革命期以降の近代都市が成立してから常に都市

問題の一つとして位置づけられている.都市問題の空間的不平等についてスミス(1985)は

住宅あるいは居住を生活水準の指標,つまり「生活の質」の指標としてイギリス,アメリ

カ合衆国,社会主義国,発展途上国の都市内における空間的不平等の検出に用いている.

またカステル(1984)はアメリカの都市危機の一次元として住宅を取り上げ,住宅の放棄の

問題からその経済的・社会的・制度的背景を考察した.この観点においてハウジングは公

共による住宅供給を通して,単に住宅を供給するだけでなく, 「都市を計画する」 ,さら

には「都市を管理する」という発想を含むように意味を拡大してきたといえる.

ところでハウジングについて,一般的にはどのような捉えられ方をされているのであろ

うか.新村出編『広辞苑第四版』 (岩波書店)によると, 「-ウジング(housing)」の項目

をみると, 「住居.また,土地・住宅・家具・インテリアなどを扱う住宅産業の総称」と

ある.ちなみに, 「-ウス(house)」は, 「①家.住宅.住家.人家. ②家屋.屋合.建物. 」
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である.また松田徳一郎監修『リーダーズ英和辞典』 (研究社)においても, 「housing」

の項目には「住居(住宅)・建設,住宅供給;宿を貸すこと」とある.これは, houseの動詞

が「 (家族・住民)に住居を提供する,家をあてがう」ということからして,その動名詞

housingがそのような意味にとられるのは,当然ともいえる.

さらに,小学館ランダム-ウス英和大辞典編集委員全編『ランダムハウス英和大辞典』

(小学館)では,上記の「住居(dwelling place)」のほか「 《集合的に≫住宅,家(house

S)」 「 (特に集団・地域社会への)住宅供給」とある.ところが,英英辞典『Webster's

New Collegiate Dictionary』 (Mecrriam)においては, housingの項目には「dwellings p

rovided for people」とあり,ハウジングは住居そのものを指す用語で, 「住宅供給」の

意味はない.同様に,アダムス(Adams;1984)もhouse, home, housingの語を説明したなか

で「houseは構造(structure)でhomeは経験である」とし,ハウジングは地位,社会的地位,

福祉,権力,熱望,個人的アイデンティティとの相互的プロセス」であるとした.

また, 『International Encyclopedia of the Social Sciences vol. 6』 (Sills,D.L. e

d. p. 1968,班acinilIan Company & The Free Press)では,社会的解釈(見方) (social as

pects)と経済的解釈(economic aspects)の2つの観点からhousingを説明し,前者では社会

学的観点からhousingがコミュニティ生活の連続性の確保に重要な部分を果たしており, h

ousingと家族構成間の緊密な相互関係を論じている.内容は,家族と家(home)の関係では

都市的主婦(urban wife)が,家事から離れて就業することが多くなったことや, housingの

生態学ではシカゴ学派の概念の説明, housingと地位属性では住宅により異なる社会階層な

どの説明がなされている.
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建築学の分野では延藤(1974)は,住宅供給は需給の連関に中心をおいた狭義の意とし,

広義のハウジングは住宅供給の概念を外延化したもので, 「住宅をコミュニティの結合,

居住(生活)と建設(生産)の統一,供給の全プロセスの諸活動の組織化　といったト-

タル・システム」として理解されるとした.これと同様の観点は『建築学用語辞典』 (冒

本建築学会編,岩波書店)のhousingの項目にもあり, 「①住宅および住居に密接に関連す

る施設を供給するための計画. ②住宅」とあり,住居に関する計画的側面が現れている.

また別の辞典をみると,辞書『建築大辞典第2版』 (彰国社編)では, housingは「①住宅

の利用方法や住まい方. ②住宅にかかわる商品,すなわち敷地,住宅,家具やインテリア

などを扱う産業の総称. ③空間的に人間が住むに足る住居とその環境の質を持ち,社会的

にどの地域や階層の人にも空間の質を確保するための目的と手段を持ち,居住者がこれら

を背景にしながら,近隣関係を含め住みやすい居住環境につくりあげていくことなどを統

合した有機的な概念」とある.最後の③に最も近い定義としてショート(Short;1982)は,

ハウジングを社会的活動の本質的な基礎,消費の主要部分,ステータスの反映,コミュニ

ティ内における社会的地位であり,社会的摩擦(social conflict)と政治的流動化(politi

cal mobilization)の源であるとした.

その他の学問額域に関してみると,経済学においては, 「住宅および住環境に関する国

民のニーズおよび潜在ニーズを適格に予見して,住宅および住環境改善の投資を安定的に

成長させていくことは,国民生活の福祉と生活の質の改善の道であると同時に経済の安定

成長の道であり,福祉と経済的要請の両方をみたす道ということができる」 (五井・丸尾,

1984)との指摘にあるように,ハウジング研究は国民の生活福祉の向上と経済成長-の政
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策と密接に関連した存在として位置づけられる.このような観点から,ミュース(Muth;19

71)は, 『都市住宅の経済学』 (Cities and Housing)において,住宅の需給や住宅立地を住

宅支出や住宅産出などの経済学からハウジングに関して理論的な分析を行ったものである.

また社会学においてハウジングは,インナーシティや郊外住宅地における住宅問題を扱う

というより,それぞれの住宅地域における住民特性やコミュニティの構成,あるいはそれ

らの変容過程の分析など,住宅を通してみた地域構造の変容に関心が集中している(小林

ほか編; 1987)

一方,社会学の一分野で1970年代以降構造主義的マルクス主義者カステルを理論的旗手

としてヨーロッパの都市研究で台頭してきた新都市社会学においては,ハウジングに対し

てマルクス主義的観点あるいはそれに近い観点からのアプローチが多い.この点に関して,

吉原・岩崎編著(1986)は新都市社会学の論文の特徴について「論調が,広義のマルクス主

義を基調としながらも影響源が極めて多様であること,またそのこととかかわって国家論,

階級論における新たな(知)の形態と交錯しながら,現代都市の複雑多岐にわたる問題領

域をカバーしようとしている」と述べている.このため新都市社会学において扱われるハ

ウジング研究は,都市の資源配分としての住宅政策や居住者特性を含めた都市空間の変容

過程としての社会文化的説明の文脈の中にみいだすことができる(町村, 1986).この点

においては,近年の社会地理学に非常に近い立場である.この他にフランスの社会学にお

いては,ローヴェ(1973)が家庭像や親子関係,男女の新しい役割,隣人関係などと結び付

けた住宅観を,私的社会空間としての住宅を都市の公的空間として研究する視点を主張し,

住宅社会学を創設する必要性を訴えた.
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しかしながら,わが国の『地理学辞典』には項目として取り扱われておらず,都市地理

学の項目内にも,住宅研究すら言及がない.地理学におけるhousingの意味は, 『Diction

ary of Human Geography 3rd.ed. 』 (1994)によると,この項目の分担者であるスミス(Smi

th)はハウジングの定義を「住まい(shelter),避難所(refuge),福祉サービス(welfare s

ervice),投資(investment),仕事やサービス,社会的援助のゲートウェイ(gateway)」 (p・

253)であるとしている.また『Dictionary of Human Geography 2nd.ed. 』 (1986)によると,

分担者のマクドゥェル(McDowell)はハウジングを「異質で耐久性のある固定された本質的

消普財(heterogeneous, longlasting, immobile and essential consumer good)として把

握し,ハウジングが「その居住地によって隣接地の財やサービスへの近接性が決定される

ような,消費者間の社会的ステータスと所得格差の指標である」 (p.201)とした.このよう

な階級間格差は, 「それはPOWER (権力)と開発者の利益, CLASS (階層)と消費者の階級

集団の競合の源である」とみなされ,また, 「住宅投資は総合的な国家財政政策の重要な

要素でもあり,多くの先進国の福祉供給の主要部分でもある.競合する社会理論の範囲は,

この複雑なシステムの個々の部分を分析するために,地理学者によって利用されている」

(p. 201)と記載されている.

次に,従来の地理学的研究の文献からハウジングの定義を整理すると以下のようになる.

ボーン(Bourne;1981)はハウジングについて, 「単純でかつ複雑な用語」 (p. 1)であるとし,

単純な用語としては物理的人工物や可視的な日常生活内の中心構成要素とみなされるが,

一方で「より広義の社会的コンテキストにおいては,ハウジングは計り知れないほど多様

で複雑であって,その社会経済的,政治的,近隣環境に密接に相互に関係する」 (p. 1)もの
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としている.ボーンはハウジングに関して次のような6つの主要テーマを強調している.

すなわち, ①様々な近隣や都市,国々における限りない多様怪や複雑性,さらに一つの政

治システムから他の政治システム-一般化することの困難性, ②住宅の需給関係に影響を

与える因子における地理学的変化性(変異性) , ③ハウジングが公共部門(セクター)と

民間部門の両方において世帯に配分されるプロセス, ④この配置から結果づけられる社会

的・空間的結果, ⑤これらの結果から生じた問題や政策的反応, ⑥住宅政策と都市構造や

公共政策の次元間の関係(p.4),である.

さらに,モロー-ジョンズ(Morrow-Jones;1989)もサブ人口(女性と高齢者)と住宅供給

に関する報告のなかで,居住地移動,所有の変化,世帯のライフサイクルを結合させたハ

ウジング研究の必要性を主張しているが,そのなかで-ウジングとは「人々が居住する方

法や建造物環境の質など多くに分化しているため,複雑なトピック」であり,あらゆるス

ケールでの空間的分析が必要とされると述べている.

ボーンは,地理学的焦点が都市地域や特に大都市地域内のハウジングにあることを指摘

し,この焦点が「住居の土地利用,近隣変化,世帯の住居移動,土地転換や局地的レベル

での開発のプロセスに関する文献にまとめることが要求されるとしている.

以上のことをまとめてボーンは,ハウジングに関する文献における混乱の2つの主要な

港(すなわち,概念化と測定)があることを指摘し, 「最も基本的レベルにおいて,ハウ

ジングは確かに『シェルター』ではあるが,それ以上のもの」 (p.13)であるとし, 「物理

的存在,社会的人工物,経済的商品,資本ストック,ステータス・シンボルであると同時

に,政治的に扱いにくい問題(hot-potato)でもある.われわれが-ウジングに言及する時,
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この多次元的なものの側面に関して意味してしていることにわれわれは正確でなければな

らない」 (p.13)と主張した.

次に,著書名や論文タイトルにおいてhousingの用語を使用している文献から,ボーン

(1981)はハウジングに関する少なくとも6つの共通した定義を明らかにしている.それら

は物理的施設単位あるいは構造(a physical facility unit or structure),経済的財ある

いは商品(an economic good or commodity),社会的あるいは集合的財(a social or coll

ective good),サービスの集合(a package or bundles of service),経済部門(a sector

of the economy)であり,同時にこれらの総体でもある,と定義した.さらに, Bourneは

「それぞれの概念がハウジングの個々の観点にも適応でき,またそれぞれの概念は特定日

的に関連している」 (p. 14)と述べている.

また,ショート(Short;1982)によるイギリスにおけるハウジング研究は,住宅政策,住

宅の生産と消費における開発主体と世帯間の相互作用,住宅と世帯間の関係の3つの側面

から分析しており,同様にドワイヤー(1984),ドワイヤー(Dwyer;1986)が第三世界の都市

における住宅問題を研究するなかで用いた,ハウジングの用語は住宅市場というよりはそ

れにかかわる住宅問題や居住状況,スラムなどを住宅政策や計画などとの関連から分析し,

都市政治との密接なつながりからアプローチしたものである.

特にイギリスにおいては,地理学関連学術誌にはハウジングを対象とした論文が数多く

掲載されており,それらの内容は,住宅供給などの住宅市場に関連したもの(Kirby;1976,

Williams; 1976)や民間住宅,公営住宅あるいは住宅協会の住宅供給に関した都市の住宅政

策を扱ったもの(Grey;1976, Pinch;1978, Kirby;1981)などハウジング研究とは住居そのも
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のの研究というよりも住居供給に関連した事象や住宅政策に関する制度論的研究など,住

居や居住に関連した幅広い対象をもった研究であるといえる.

わが国の地理学的研究において,管見の限りハウジングについて明確に定義した文献は

ないが,木内(1979)は「居住地理学」の用語を用いることによってハウジング研究を表し

ており,また菅野(1981)は,アメリカ合衆国における都市地理学の動向を時期別に展望し

たなかで,第1期(1953-1957年)は機能論的研究,第2期(1958-1962年)は都市内部の土

地利用パターンの研究, C.B.D.研究の発展および中心地研究,第3期(1963-1967年)は社

会地理学の出現と計量的手法を使用した研究の増加をそれぞれの時期の特徴としている・

このような時期区分のなかで, 1960年代前半の特徴はシェフスキー・ベル(Shevky and Be

ll;1955)に代表される都市の社会構造に関する地理学的研究が活発になされ1968-1972

年においては都市社会地理学へと移り,さらに1973-1977年では居住地区,人口移動と人

口流動,社会地理,医療を扱う研究に移っていったとしている.その研究動向において,

ハウジング研究,都市内住居移動研究,都市内部のスラム,貧困などの研究や行動科学的

研究への多様な展開が指摘されている.

この菅野によるアメリカ合衆国の都市地理学の展望のなかで,ハウジングに関連した研

究の展開に絞ってみると,第3期以降においてかかる内容の研究が活発になっている.第

3期(1963-1967)は,アメリカ合衆国における社会地理学の出現の時期とされ, 「合衆国

における社会地理学はドイツの社会地理学とは違い,社会集団の相互作用過程とその空間

的パターンを重要視し,その研究対象は人種・民族集団,貧困などの社会問題に向けられ

た」.その理由の一つとして,菅野は1960年代に激化した公民権運動をあげた.具体的な
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研究事例としては,社会科学的都市地理学研究があげられ,モリル(Morrill;1965)による

都市内部におけるゲットーの問題やトンプソン(Thompson;1964)による都市内部における貧

因に関する問題などの社会問題に対する研究対象の広がりが指摘されているが,菅野はこ

れらの都市内の住宅問題に関わる研究をハウジング研究とは認識していない.

しかしながら,菅野は第4期(1968-1972年)に分類した時期の特徴として, 「都市社会

地理の研究が多くなり,都市交通と都市内人口流動研究,さらに居住(housing)研究も増加

した」と述べていることからもわかるように,ハウジング研究は都市社会地理的研究の-

研究分野として位置づけられ,都市社会地理学的研究として「マイノリティ研究,とくに

黒人社会と文化の研究が進んだ」とし,ハウジング研究の明確な定義はないが,ハウジン

グ研究に該当するとしている「都市内の居住地域の研究」は,シェフスキー・ベル(1955)

による社会地区分析に影響され　「1960年代の計量的手法の使用と結びついて発達したも

の」であり,因子生態研究と呼ばれる「都市内の住民の特性に基づく地域区分に因子分析

(あるいは主成分分析)を用いた研究」とされている.

また,第5期(1973-1977年)においては,居住地区に関する研究として「都市の社会地

区分析から発展した因子生態学によって都市内部の居住地区の分類が行われた後には,そ

のような居住地区がどのようにして形成されるのかを扱った研究が生じ,家族のライフサ

イクルと関係づけた説明がなされた.社会的地位に応じた居住地区は郊外にもモザイク状

に発達し,個々の居住地区の住民の価値観とライフスタイルが一様になり,その同一性を

守ろうとする住民の態度が郊外のモザイク化を一層進展させた」と述べていることからも

明らかなように,居住地区に関する研究の深化が指摘されている.また,社会地理に分類
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された研究のなかにローズ(Rose;1976)による「郊外への黒人住宅地の進出」と,新しく出

現したラディカル地理学の枠組みのなかで,ハーヴェイ(Harvey;1973)による都市の住宅市

場研究が紹介されている.

一方,わが国の地理学におけるハウジング研究は,木内(1940)による「都市密集住宅地

区の地理学的研究序論一特に東京市に於ける分布に就いて-」 (地理学評論17)が最も早い

段階のものと思われ,その中では劣悪な住宅事情の地域の分布について考察されている.

不良住宅地区などへの住宅状況に関する研究は都市問題への関心の高まりとも関連して研

究の蓄積がなされ,例えば稲見(1955, 1957)は戦災都市における住宅の催災と復興について

の分析など住宅を指標として都市構造を明らかにする研究もなされた.

木内(1979)は居住に関する地理学的アプローチについて, 「居住地理学あるいは集落地

理学として発達をみたが,都市の住居地域についての文献は必ずしも十分ではない」 (p. 2

03)と指摘したが,木内はこの理由として,形質的な諸要素(環境・土地・住宅(街) ・個々

の家屋)と機能的,生活の諸要素(国民社会・地方・地区・個々の住民)とによって作り

出される住居に対して,後者は人口学や社会学において多くの研究があるものの,形質面

と総合した住居地域(広い意味のコミュニティ)としての論文に乏しかったことにあると

述べ,地理学においてこの観点からのアプローチがあまり活発に行われなかったことを批

判している.

居住に関する研究については,都市構造の分析においても必要性が主張され,渡辺(198

2)は居住現象の視点に立った大都市地域構造を考え出した.渡辺は,居住現象としての大

都市地域の構成システムが大都市居住そのものの構成システムと,その成立と表裏の関係
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にある大都市地域の居住側からみた諸機能の構成システムに分けられ　双方のシステムに

マクロシステムとミクロシステムが共存することを指摘した.藤井(1983)も大都市圏内の

都市システムの分析に,居住の立地動向の変化とそのメカニズムへのアプローチが必要と

されることを述べ,経済活動だけでなく居住機能の立地動向からのアプローチし,経済活

動と居住機能の結合の必要性を主張した.

以上のように,ハウジングの用語に関しては各々の学問分野における定義が多様で,こ

れはハウジング研究が学際的研究分野であることを示している.地理学においてハウジン

グ研究を定義するならば,住宅政策や住宅の配置や分布などの住宅の供給に関する研究と

居住者の社会階層などの住宅消費に関わる諸現象を研究対象とするものと定義できる.

2節.ハウジング研究の意義

ハウジングに対する関心は,人間の生活に対する基本的要求の一つである「住」 -の要

求によるところが大きいと思われる(早川;1988).それにもかかわらず,居住に関しては狭

小な住宅や過密なミニ開発地での住宅群など,わが国の大都市における住宅状況は低水準

のままであり(日本住宅会議編;1989),また一方では,このような住宅状況下において住宅

と住環境が家族の営む家庭生活にどのような影響を与えるのかについて,建築学や家政学

では研究の蓄積がなされている(早川;1979, 1984,中島;1988).ところが,地理学におい

てはこれまで住宅状況についての地理的な分布を明らかにし,問題地区を確定することは

あっても,政策や都市計画などにより形成された住宅環境がもたらす都市構造への影響や,

上記のような住民の属性や生活への影響などについては関心が低かったといわざるを得な
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い.ここに都市における住宅問題に対する地理学の問題解決的態度が,新たに要求される.

前述のように,ハウジング研究は学際性・総合性が求められ,地理学的研究においても

共通するところがある.その学際性と総合性の故に非常に奥深い研究分野であり,地理学

的なハウジング研究をことさらに強調するものでもない.わが国の地理学においてはミク

ロな地域スケールでの資料的制約が大きく,住宅供給に関する地理学的研究にはいまだ不

十分さが感じられるが,居住者側については居住状態や居住特性などに関して国勢調査な

どの資料により分析が可能である.

このような状況のもとでの地理学的ハウジング研究は,その応用面において都市計画や

住宅政策などの行政に対して有効な情報を提示できると同時に,それらの基本的資料とな

る情報を利用したプランの作成をすることを可能とさせるものである.このように,現代

の都市間題に対して問題地域や問題点の指摘を行うことによって,短期的な対症療法を行

う可能性も大いに残されており,さらに,長期的には需要者の住要求の質を向上させたり,

-ウジング研究の成果を都市計画・住宅政策に応用させることが重要であると考える.

3節.ハウジング研究のフレームワーク

上述のように,ハウジング研究は都市地理学研究においてかなり古くから言及されたに

も関わらず,ハウジング研究として欧米の都市地理学の研究の中でその存在意義を強く示

し始めたのは1970年代以降の極めて最近のことである.

ショート(Short;1984)は,都市における住宅市場が,自力で建築した家屋(self-produc

ed housing),個人仲介の家屋(individual contact production),制度的仲介の家屋(ins
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図1住宅市場の構成要素(ポーン・バンティング;1993. 186p.)
Components of an urban housing market

titutional contact production),投機的生産(speculative production)と2つの住宅供給

部門(民間部門(private sector),公共部門(public sector)の4つの住宅生産構成となっ

ていることを示した.この住宅市場の構成について,ボーン・バンティング(Bourne and

Bunting;1993)は図1のように,模式化した.これまでの地理学におけるハウジング研究で

は,民間住宅団地ならばその開発形態や居住者を対象として研究が行われることが多く,

これらの住宅市場内の各部門相互間の関連性をあまり考慮することがなかったように恩わ

れる.
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(Bertuglia, C. S. et al. (1987): Urban

systems: Contemporaヮapproaches to
modelling. Croom Helm, London, 677
p.による)

図2　都市システムのメカニズム(矢野;1995, 35p.)

ところが,都市内部システムの考え方を援用することにより,住宅市場相互の関連だけ

ではなく,住宅市場をとりまく社会的・経済的環境をも考慮したアプローチが可能となる・

矢野(1995)は,ウィルソン(Wilson)に始まる都市地理学の研究のフレームワークを引用し

て,都市地理学において必要なのは都市システムを構成する個々の諸要素だけではなく,

それぞれの諸要素の都市システム全体の中での相互作用から構成されるシステムとして位

置づけて理解する必要性を主張した.すなわち,従来の都市地理学は,図2に示すように,

都市システム全体の中で諸事象の相互関連性を把握することが少なかったことが課題とさ

れる.ハウジング研究との関連からみると, 「人口部門を中心に考えてみると,人口は労

働を供給する就業者であると同時にサービスを需要する消費者でもある. (中略)そして,

人口は住宅に居住することから住宅ストックと住宅配分という形で相互作用することにな

- 15　-



図3　ハウジングに関する地理学研究の文献状況(ボーン;1981. 10p.)

The literature context for studies of the geography of housing.

る. (中略)こうした活動は,有限の土地の範囲内で行われることから,住宅ストック,

基幹産業やサービス産業の立地交通供給などの土地利用が競合し,それらは,土地利用

配分を介して相互作用することになる.この視点は,都市(圏)を,これら要素が空間・

時間次元のなかで相互作用しあうダイナミックなシステムとみなすものである」 (矢野,

1995, p.35)　この指摘が,ハウジング研究に極めて重要な示唆を与える・

都市システム研究と同様に,ボーン(Bourne;1981)はハウジングに関するこれまでの地理

学の研究について,文献の文脈(literature context)を図3のようにまとめている・図は,
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「現代の都市環境におけるハウジングの理解に直接的に寄与する,研究の数多くの確立し

た分野のイメージを意味しようとした」 (Bourne,1981,p.10)ものであり,この図では8つの

異なる研究領域が示され,研究領域が追加されることも可能であるとされている. 「これ

らの領域は,哲学や方法論が多様であると同じように,スケール(マクロとミクロ) ,主

堰(需要と供給,政策)においても多様である.需要の側面では,最も関連した分野は居

住立地モデルやローカル・レベルでの意志決定から,社会的価値,態度,政治的構造の社

会的レベルのコンテキストに至るまでまちまちである.供給の側面では,関連分野は国家

的住宅及び資本的市場(住宅部門) ,政府,制度,組合参加者とローカル・レベルで土地

開発と住宅供給のパターンを形づくる財産規制についての研究を含んでいる」 (Bourne;19

81,p. 10).

広範囲なハウジング研究のすべての分野を扱うのは,あまりにも膨大な作業であるため,

本研究では,ハウジング研究の成果をボーンによる分類における「居住者の人口特性の変

化」に研究の焦点をしぼり,かかる観点から関連する文献を再整理することによって,居

住者の人口特性からみたハウジング研究の一分野の確立を試みるものである.なぜなら,

居住者の人口特性に着目したハウジング研究は,都市内部の地域構造のうち人々の生活様

式や生活空間,生活態度に密着した分野であり,また人口統計資料が比較的揃っているの

に対して,住宅ストックに関する小地域スケールでの統計資料があまりにも貧弱であり,

マクロスケールの分析しかできないなどの資料的問題が存在するためである.

そこで本論文では,図4に示すように,居住者の人口特性に着目したハウジング研究の

アプローチや視点について整理し,居住者の人口特性の要素は住民属性,世帯属性,住民
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行動,地域特性などの研究対象に分類した.居住者の人口特性は,都市構造の-特性とし

て把握され,また,世帯の居住地移動の結果として,あるいは居住地移動に影響を与える

原因として,さらに,居住者の人口特性の形成と住宅政策との関係や住宅の需給の影響が

どのようであったのか,など多種多様なアプローチから構成される.

以上の議論をもとに,本論文は図5に示すような章構成により,居住者特性からみた地

理学的ハウジング研究の構築を試みた.この図からわかるように,本論文はハウジング研

究の一部分に過ぎず,住宅供給や住宅市場に関する研究を総合的にとらえることにはなっ

ていないが,居住者特性を分析する際に住宅市場に関連させて分析することにより,都市

計画や住宅政策などの制度論的制約や民間不動産資本の活動などのアーバン・マネージャ

-やゲート・キーパーに言及することにより多面的な捉え方を試みたい.章構成は,序論

でハウジング研究に関する様々なアプローチと研究成果を整理し,居住者の特性に関する

研究を中心としてハウジング研究の研究の流れを概観する.次に,本論ではI章で日本の

住宅状況について概観した後で, Ⅲ章では広島市を事例として,住宅供給と居住者特性の

関係を明らかにするために, 1節では住宅団地開発と居住者の特性を, 2節では中高層集

合住宅の建設とその居住者の特性について分析した. Ⅲ章では居住者特性に関する具体的

事例研究を都市規模別および住宅市場の種類(民間住宅市場と公共住宅市場に大きく分け

られるサブマーケット)ごとに明らかにした. 1節では,福岡市を対象として,都市域全

体の中でいかにサブマーケットごとに居住者特性が相違しているのかを明らかにし, 2節

では,大都市内部の東京都区部の集合住宅を取りあげ,集合住宅の種類による居住者特性

の違いと1970-90年の変化を明らかにした. 3節と4節では,京阪神大都市圏の中の郊外

- 19　-
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地域を取りあげ,ミニ開発の多い京都府南部と大都市圏の最縁辺部にあたる京都府亀岡市

の住宅地を対象として,居住者特性の変容をみた. Ⅳ章では,公営住宅居住者の特性の変

化から,居住特性の分布パターンや変容のメカニズムを住宅関連の諸制度との関連から地

域別にアプローチし, 1節では郊外地域を多く含む広島市, 2節では巨大都市内部の事例

として大阪市, 3節では大都市圏内のインナーシティである東京都江東区の公営住宅にお

ける居住者特性の変容を分析した. Ⅴ章では,都市内の集合住宅居住者を対象に居住地移

動の側面から分析を試みた. 1節では広島市, 2節では福岡市の民間集合住宅居住者を対

象として,居住地移動の空間的パターンを明らかにすることを試みた.
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日章.ハウジング研究の展開一地理学における住宅研究史-

1節.ハウジング研究に関するアプローチの分類

ハウジング研究について『人文地理学事典(第2版)』 (Die. of Human Geography 2nd. ed.

;1986)担当のマクドゥェル(McDowell)は, 「housing study」の項目で「都市の住宅市場の

空間的パターン化への関心は長い歴史があるが,地理学独自の領域としての-ウジング研

究は,比較的最近発展したものである.その起源は,北米都市における居住分化(residen

tial differentiation)に関する1920年代のシカゴ大学の研究成果にある」としている.同

書によると, 「(1920年代の)シカゴ学派時代以降,オータナティブ理論的視点の範囲(ran

ge)が,住宅システムの個々の分析に拡大(発展)された・これらは,新古典派経済葺ウェ

-バー理論,都市管理主義,構造主義あるいは政治経済学(political economy)の分析への

移行を意味した. 」 (p.201)

一方,ジョンストン(Johnston;1977)は1970年代の都市地理学研究を①計量・記述的アブ

ローチ, ②行動主義的アプローチ, ③ラディカルアプローチに分けているが,この分類を

ハウジング研究との関連でみると, ①のアプローチは前述の新古典派経済学Rによる土地

利用分析と因子生態学的研究による都市生態学的研究に該当し, ②のアプローチは居住地

移動研究への行動論的アプローチ,また③のアプローチは構造主義や政治経済学的分析へ

の移行と読み取れる.

松原(1990)は,上記で展開された都市構造や住宅に関するアプローチについて,バセッ

卜・ショート(Bassett and Short;1982)による表1に示すような分類を紹介している.こ
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T 7 a - f -

1 . 生 態 学 的 ア プ ロ ー チ

群 論 背 .爪 研 究 内 容 代喪的論者 (発表年 )

人間生m 学

新古典派縫i角学

住宅 地肌連の空間的 パ ター ン パ ージエス(19 25 )

2 . 新 古 典 派 ア プ ロ ー チ

3 . 制度的 アプローチ

マ ネジ ヤリズム

効用極大化

洞穴普選好

ア ロンゾ(196 4 )

ウエーバーは全学

ゲー トキーパー. バ ール(19 75 )

フ ォーム(19 54 )
立 地 コ ン フ リ ク ト

住宅制限

圧 力集【乱

コ ンフ リク ト

4 . マ ルキ ス トア プ ローチ

一

史的唯物論 商品 と しての 住宅

労働 力の 再生 産

ハ ーヴェイ(19 73 )

カステル(197 2 )

出典 :B a ssett, K . & S h o rt , J. p. 2.

表1住宅・都市構造に関する7ブローチの分類　　　松原C1990,p.349)

の分類では,第一は人間生態学の考えを都市に通用した生態学的アプローチ,第二は住宅

立地や地帯構成の経済学的説明を試みた新古典派経済学的アプローチ,第三はマックス・

ウェーバーの理論を背景とし,土地・住宅市場の制度や地主やデベロッパーなどの供給主

体に注目する制度論的アプローチ,第四は消費サイドからの都市間題の把握や都市政治の

分析を試みたマルクス主義的アプローチ,に分類されている.

以下では,住宅に関する研究をマクドゥェルやバセット・ショートによる分類を基調と

して,ハウジング研究におけるアプローチの側面から整理する.ここで分類したアブロー

チは,論理実証主義にもとづく記述的アプローチ,新古典経済学的アプローチ,生態学的

アプローチ,制度論的アプローチ,マルクス主義的アプローチ,人文主義的アプローチで

あるが,これらの分類は境界領域的に重複した複合的アプローチもあり,あまり厳密なも
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のではなく大まかな分類であり,また羅列したアプローチの順番は決して時期的な順序に

基づくものではない.

2節.生態学的アブⅢ-チ

(D古典的都市構造モデル

石水(1974),田辺(1979),林(1991)らによると,都市の内部地域構造研究の晴矢とされ

る1920年代シカゴ学派の社会学的都市研究において最も刺激的な都市構造モデルであるバ

-ジェス・モデルは,周知のように,市街地の拡大を説明しようとしたものであり,決し

て都市内における住宅の空間的パターンのみを対象としたものではない.しかしながら,

同心円構造モデルをみると,図6に示すように, I地帯の核(loope)を除いて, Ⅲの漸移地

帯では住宅退廃地域, Ⅲの労務者住居地帯, Ⅳの住宅地帯, Ⅴの通勤者地帯(郊外居住地)

と地帯区分とそれらの地帯の名称からも明かのように,さまざまな種類の住宅を指標とし

て都市の内部地域構造を論じている(バージェス;1972).

また,バージェスの同心円理論に対する批判を行ったホイト(Hoyt;1939)は, 『アメリカ

都市における居住地近隣地区の構造と成長(The structure and growth of residential n

eighborhoods in American cities)』において,住宅的土地利用だけを取り上げ,地代を

指標として都市域を内帯・中間帯・外帯の3つの同心円地帯と方向別セクターに分けて街区

別平均地代の分布をみた.その結果,高地代地域(高級住宅地域)がセクター状に分布す

ることを明らかにした.ホイトは,高級住宅地域の発展方向とパターンの決定要因として,

24　-



図6　土地利用と構造の空間的モデル

Spatial models of land-use and strui:ture ('after Park l925; Hovt 1939; Harris Land uIIman l945)

デイヴィーズ・ハーバートC1993-p.41)

Davies and Herbert
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業務地区との距離や交通機関の発達状況,不動産業者の活動など9項目をあげている.しか

しながら,ホイトによるモデルは,都市の空間構造のうちバージェス以上に範囲を狭めて,

住宅的土地利用(居住面)に限定している点が不十分であると石水(1974)は指摘した.

「Burgessの場合には,住宅地域を,住宅頚廃地域・労務者住居地帯・良好住宅地帯として

とらえ,単家族住宅・ 2世帯住宅・労務者住居地帯・良好住宅地帯としてとらえ,単家族住

宅・2世帯住宅・多家族住宅といった形態面をも考慮した」 (石水, 1974, p.57)ものであ

るのに対して,ホイトは地代を指標とした3階級からなる地域区分にとどまっている.

ハリス・ウルマン(Harris and Ullman;1945)は,都市の土地利用の分布から多核心理論

を提示した.そのなかで住居地域は,水はけのよい高台上にあり騒音や鉄道路線から離れ

た高級住宅地と工場や鉄道地区近くの低級住宅地,および郊外の住宅地の分化をあげては

いるが,フィッシャー・フィッシャー(Fisher and Fisher;1954)は,土地利用の概念が厳

密に規定されていないこと及び何等一般化が行われていないことを批判した.また松原(1

990)は,生態学的アプローチにおける地帯形成の形成メカニズムの説明において,集心,

離心,侵入,遷移などの生態学的概念の説明が不十分であると批判している.

シモンズ(Simmons;1965)は土地利用の記述モデルを提起したが,そのなかで都市の内部

構造が社会階層(social rank),都市化(urbanization),居住隔離(人種別分離Xsegregat

ion)3つの次元から把握されるとし,それぞれの社会的次元の分布パターンは扇形,同心

円,多核心であることを明かにした.ハウジングに関連した部分では,社会階層の次元で

高所得住宅地域と低所得住宅地域がセクター状の分布,都市化の次元では家族構成などの

世帯状況が同心円状の分布,人種別分離の次元がランダムな分布パターンであることを指
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摘した.このような空間的パターンについてはジョンストン(Johnston;1969),ティムズ

(Timms;1971),モーガン(Morgan;1975a,b)など多くの検証がなされた.しかし,石水(197

6)は,この多次元理論は都市の発展過程と土地利用パターンとの関連から出発した理論化

がなされていないと批判した.

また,古典的都市構造モデルの検証の中で,モーガン(1975a)は社会経済的地位の分布を

住宅と関連させて分析し,モーガン(1975b)は,家族状況をもとにしたセグリゲーションを

住宅の築年数と対比させ,家族状況が住宅の築年数を反映した同心円構造,住宅所有の違

いを反映したセクター状の構造をしていることを明らかにした.これらの古典的都市構造

モデルを提示に関連したシカゴ学派の都市社会学的研究は,パークやマッケンジー(1972)

らを代表とする人間生態学的立場による実証的・実践的研究であった(杉浦; 1992,p. 197).

近年,シカゴ学派の再評価が新都市社会学をはじめとして活発になされており,矢崎(198

7),秋元(1989)などにおいて, 20世紀初頭の大量の移民の急増により都市が成長し,犯罪

などの社会的解体現象が噴出するなどの都市間題の凝集したその社会的・思想的背景が詳

述されている.

古典的都市構造モデルで検証が試みられた同心円構造について,山鹿(1971)は人口増減

を指標にした木内信蔵説,地価に対応する土地利用を指標にした清水馨八郎説,外方への

都市化の波及に着目した山鹿誠次説などのわが国における都市構造研究の成果から,住宅

地域の位置を表2に示すように比較をおこなっている.都市構造上での比較に続いて山鹿

は,住宅地内部の経済階層構成について内側に高所得階層,外側に低所得階層が立地する

考え方とその逆の考え方があるとしている.後者は,ジョンストン(1972)のいうヨ一口ッ
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表2　大都市地域における住宅地の位置

パやアジアの歴史的のある都市においては都心周辺部に社会経済的階層の高い屑が居住し

ているというもので,バージェスのいう都市構造モデルとは逆になっているため,逆バー

ジェス・モデルといわれる.しかしながら,わが国の都市構造における住宅地域がバージ

ェス・モデルと逆バージェス・モデルのどちらにより近いのかについては記述していない・

都市構造研究において,都市構造の形成史に関連して過去の産業化以前の都市構造を明

らかにしようとする動きがあった.バージェスの同心円構造モデルの検証に関する研究に

おいて,ショハーグ・モデル(Sjoberg;1960)が都心周辺にエリート眉の居住を明らかにし

た他にも,ヴァンス(Vance;1971)やラングトン(Langton;1975)がショハーグ・モデルに対

して,都心周辺ではエリート層とその使用人などとの同居による垂直的居住分化を主張し,

また,ジャクソン(Jackson;1981)によるビクトリア朝都市における労働者階級の住み分け

の分析など,活発な議論の展開があった.かかる議論において,先進資本主義国における

都市構造だけでなく,歴史的にさかのぼった過去の都市構造についてジョンストン(1966,

1969a, 1969b, 1972, 1976, 1980) ,ワース(Wirth;1968)などによる文化圏の違う都市の

都市構造を明らかにすることが試みられた(Haynes;1971, Shaw;1977).
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一方,わが国の都市について歴史地理学的アプローチによって明らかにされた都市内部

構造研究からは,城下町における身分制社会制度がもたらす居住分化が数多くの研究事例

で紹介されている.例えば,矢守(1954),松本(1957),服部(1966)は城下町の都市構造研

究において城下町の人口特性から居住分化を明らかにし,また後藤(1977, 1981)は侍の居住

パターンの変化を明らかにしている.田辺(1979)は,日本の大部分の都市は封建時代に起

源をもち,封建都市の地域構造とそれらの明治維新以降の変化が二種類の同心円構造の重

合であり,城下町の城郭地区中心の同心円から商業地区中心の新しい同心円が形成されて

きたと述べている.これらの研究は,資本主義的な都市が成立する以前の封建都市におい

ても居住分化がみられたことを示すものであるが,この点に関してヴァンス(Vance;1971)

は産業革命以前の都市における居住分化は,職業的な住み分けが卓越すると主張した.

また,野尻(1986)は人文地理学方法論と生態学的視点の関係をみた中で,ディッキンソ

ン(Dickinson;1970)による『Regional Ecology』から,生態学的視点に与えた3つの決定

要素(立地(site),共生(symbiosis),革新(innovation))を紹介しているが,そのうち位

置(site)は「人間の居住に関連するいろいろな自然条件の特徴的な組み合わせが同質的な

地域」とされ,さらに,野尻はモーガン・モス(Morgan and Moss;1967)からコミュニティ

概念の地理学への応用可能性として, 「コミュニティの構成要素と居住地との間の相補的

な関係」をあげ,地理学における生態学的アプローチにおいて居住の側面が重要視されて

いることがわかる.

しかしながら,藤田(1990)は,シカゴ学派以降の都市の内部構造研究における「諸理論

および概念的把握は,独占の初期段階あるいは現代段階でも中小都市レベルの地域分化の
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形態的説明においてある程度の有効性を持つ」が, 「そこには,価値視点の欠落という本

質的な問題が内包されている.このため,現代段階の大都市の地域分化を説明するのに無

力となる」と指摘している.また,矢田(1982)は,都市内部構造研究の欠点として,地域

分化が形成される機構の社会科学的分析が欠落していることと都市内部構造をとりまく社

会経済機構,特殊的にはアメリカないし日本資本主義の機構との内的関連を欠いているこ

とを指摘し,これらの原因として「都市を人間集住の一形態,都市の地域分化を人間同士

の相互接触にもとづく,などという人類の一般の生態としてしか把握しえなかった点に根

ざしている」 (p.184)と批判している.

これらの都市構造研究に対して,藤田は「都心業務地域の平面的・立体的な拡大にとも

ない,ドーナツ化現象は一層顕在化し,これに住居形態の多様化なども加わり,住宅地域

も激しい再編を余儀なくされている.特に,この段階になると,土地・住宅問題をはじめ

とする都市間題は,危機的様相すら呈するようになる.こうしたなかで,都市は資本の存

在する場としてのみの意味にとどまらず,それら深刻化する諸問題を包摂しなから,都市

空間そのものが資本にとって利潤実現のための投資対象に転化していく」とし,現代都市

構造を住宅に関連した側面から解く鍵は「第1に資本と賃労働関係が与えてくれるであろう

これは,特に都心と労働力の再生産圏としての住宅地への分化機構にたいする基礎視角と

なる」 (p.124)と述べている.

②社会地区分析におけるハウジング研究

都市社会の内部構造について,シェフキー・ベル(Shevky and Bell;1955)は社会学の分

野から社会地区の類型化を試みた.彼らの分析は空間的パターンを示してはいないが,対
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象となる都市の地域特性を分析したものとして注目された.薮内(1977)は,社会地区分析

家と都市生態学者と異なる点について,前者が社会分化の理論から出発する点にあるとし,

それは「社会空間には変化があるという社会分化の理論であり,そして社会空間は次いで

地理的空間に翻訳されるのである.一方,都市生態学者は地理的領域としての自然地域を

確認し,かつ地理的領域をその社会的性格の点で研究しようとする」 (p. 125)とした.

この社会地区分析の方法的な内容については,森川(1975)に詳細な説明がなされている

が,概略すると社会的地位(social rank),都市化・家族状況(urbanization, family sta

tus),隔離(segregation)の3つの分析枠組みからセンサスによる指標をもとに各社会地区

の類型を得るものである.つまり,社会地区分析は「増加尺度の理論に始まり,あらかじ

め規定された枠組みのなかで社会地区の型を認識し,それに次いで社会地区の地理的分布

を検討する過程をたどる」 (森川;1975,p.646).シェフキー・ベルによる分析には,社会的

地位(経済状況)の指標として職業・学歴・家賃が,都市化(家族状況)の指標として出

生率・婦人労働・ 1戸建て住宅率が,隔離(人種的状況)の指標としては比較的孤立した種

族集団の各指標が使用されており,社会的地位と都市化(家族状況)にはともに住宅関連

の指標が用いられている.つまり,住宅や居住状況を重要な指標として都市の社会地区を

分類し,地域特性を明らかにしようと試みたが,地理的な分布には関心が薄かった(森川

;1975, p. 642).住宅関連の指標によって2つの分析枠組みをみる点は,分析的枠組みの独

立性や指標間の相関関係の吟味に問題を残すなど,分析枠組みの検討の必要性も含めて,

当初から多くの批判がなされた.これらの批判に関して,森川(1975)はホーリー・ダンカ

ンによる「①社会地区という術語使用の混乱, ②センサスによる分析資料の限界から生ず
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る3つの分析枠組みの科学的正当性(中略) , ③増加尺度(increasing scale)理論の考察

に社会地区を分析することの理論的根拠」の批判を紹介したが,デーヴィス・ハーバート

(Davies and Herbert;1993)も同様の指摘に加えて,ステージに関する論理上の筋道に疑問

があり,論理の飛躍がみられること,さらに人口移動(migration)を追加的に概念構成ある

いは基本的変動源として引き出さないのはなぜか,などの疑問をあげている.

しかしながら,森川(1975)は「社会地区分析は地理学における都市の空間的パターンと

は別途の目的を持って発展してきたものであるが,アンダーソン・イ-ジランドの研究に

よって橋渡しされ,バージェスに始まる都市の空間的パターン研究の舞台に登場してきた」

とその意義に評価を与えたが,因子生態学的アプローチ-の橋渡しとしてだけでなく,礼

会的分化の理論的枠組みの構築などは,都市の社会構造が客観的に比較検討された点にお

いてその存在意義は大きい.

③因子生態学的研究におけるハウジング関連園子

生態学的研究に因子分析を用いたとされる因子生態学的研究は,帰納的にいくつかの因

子を導出し,各因子の分布的特徴を考察する点で,演樺的な方法論をとる社会地区分析と

相違するといわれる(森川;1975).因子生態学的研究は,コンピューターの普及により多

数の変数をいくつかの因子で代表させることにより可能となったものであり,数多くの因

子生態学的研究によって都市の内部構造が明らかにされている.それらの研究成果として,

社会経済的地位,都市化,居住分化の3つの普遍的因子が得られた(森川;1975,上野;198

2) .

森川(1975)は,表3に示すように,数多くの因子生態学的研究の研究成果から,国や地
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域ごとに異なる因子構成の比較を行った.上記の3因子のうち社会経済的地位と家族状況が

ヨーロッパの都市を含めた都市での重要な因子として抽出されており,北米やオーストラ

リアなどの移民社会では民族的状況(ethnic segregation)がさらに加わる.ここで注目さ

れるのは,ハウジング関係の命名がなされている因子である.表中のアンダーソン・ピー

ン(Anderson and Bean;1961)やハーバート(Herbert;1972)では住宅状況が第1因子として抽

出されており,ハーバート(1968)では第1,第2因子に住宅状況の因子が抽出されている.

わが国の都市を対象とした研究においても,高野(1979)や斎藤(1982)が住宅状況を示す因

子を抽出して命名した.もちろん,パームとカルーソ(Palm and Caruso;1972)の指摘のよ

うに,同じような因子構成であっても命名が異なるため,たとえハウジングと命名されて

いなくても社会経済的地位因子や家族状況因子の中にはその因子負荷量構成においてハウ

ジング関連の住宅状況を示す変数が含まれている.例えば森川(1976),山口(1976)や横山

・森川(1977)による家族状況因子や社会経済的地位因子の因子負荷量構成にはそれぞれ民

営借家率や持ち家率などの住宅所有関係の変数が高い負荷量を持つ変数として含まれてい

る.

また社会地理学的アプローチにおいて,シャファー(Schaffer;1971)は,因子分析の適用

により住民の社会構造や集落構造に関する多数のメルクマールを社会空間の区分のために

用いた.これらのメルクマールは, 「社会階層・職業区分と職業的モビリティー年齢集団

・世帯構成・家族のライフサイクル上の状態一住居の構造・再開発のための基準・家賃-

転居および選挙の際の行動」 (マイヤー他, 1982, p.78)の4つのグループに分けられ,社会

空間の区分は3因子,すなわち都市内部における社会的・職業的なステータスの分化(社会
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的階層・職業集団・居住水準のメルクマールと密接に関係) ,住民の年齢構成(家族のラ

イフサイクル・所得獲得のための行動・住居の建築上の状態が特徴づける因子) ,住民の

転居や移動の用意,により表現された.

ノックス(Knox;1982)は, 「全体として大陸ヨーロッパ都市における居住分化は,やはり

第1因子が(社会経済的地位の次元)によって支配されていることはまちがいない.しかし,

住宅的地位や自営業者の局在化といった要素が付随することが多い」 (p. 132)と述べ,さら

に「イギリスの都市は,一般的西洋モデルには厳密には適合しない.実際,イギリスの都

市は,ハーバート(Herbert;1968),エヴァンス(Evans;1973)が述べるように,大規模な公

共住宅セクターと関連した建設政策と賃貸政策によって修正された,古典的モデルの主要

次元とは違った特徴的な生態学的構造を提示している」 (p. 132)と指摘する.これは,制度

や政策的作用によりコントロール・形成される現代都市の都市構造を解釈する必要性を主

張したものといえる.

これらの因子生態学的分析によって抽出された3大園子の発現要因として,ノックスはア

ブール-ド(Abu-Lughod;1969)を引用して「Abu-Lughod, J.は,社会経済的地位と家族的地

位の2つの次元の必要条件の問題を明らかにしようと試みたが,彼女によると<社会経済的

地位>による居住分化が起こるのは,全体として地位や名声に応じて人口グループに分化

した社会に,効果的なランキングシステムが存在し,なおかつ,このランキングシステム

が,住宅市場に対応した細分化により適合した場合のみである」と説明している(ノックス,

1982,p. 134)i)

「同様に彼女は,家族的地位次元は,家族ライフサイクルの異なったステージにある家
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族が,異なった住宅需要を持ち,かつ住宅ストックの性質と空間的配置が,これらの需要

を充足可能な場合であることを示した.これらの条件に潜在するのは,人口が現存の住宅

機会に対して社会的地位やライフサイクルの需要を適合させて十分に移動性があるという

重要な仮定がある.アブール-ド(Abu-Lughod)は,これらの条件が現代北米都市社会の特

徴であることを指摘した」 (ノックス,1982,p.134).

住宅状況の因子構造への反映は国ごとに異なり,ハーバート(Herbert;1968)は公営住宅

の多いイギリスの都市での分析結果から,住宅関係が都市の社会的分化を特徴づけ,社会

的地位や家族状況との関係は合衆国の都市ほど直接的ではないとした.同様に,ノックス

(1982)も前述のように, 「住宅市場の特性により支配されているイギリスの都市の生態学

の傾向は,国家(カントリー)によるより高度に発達した公共セクターの反映としてみら

れる.例えば,大部分のイギリスの研究において兄いだされた家族的地位の次元と密度の

測定との関連性は,住宅需要の指標として家族規模を基礎として公共住宅を配置する,地

方自治体の住宅局の賃貸政策に関連しているはずである.同様に,公営住宅への人々の通

格性を決定する住宅需要の経済的基準を使用することは,社会経済的地位と住宅所有間に

緊密な関係があることを確実にするものである」 (p. 135)とイギリスにおける住宅事情の制

度論的背景を強調した.

ノックス(Knox;1982)による1980年のボルチモア市の事例では,第1因子は「下層階級」 ,

第2因子は「社会経済的地位」 ,第3因子は「若年/移民」 ,第4因子は「黒人貧困層」の因

子が得られた.第1因子は,民間賃貸住宅率,空き家率,不十分な台所設備の住宅率と正の

関係を持ち,ノックス(Knox)は下層階級と命名しているが,貧困な住宅事情を示したもの
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といえる.また第2因子も社会経済的地位とノックスは命名しているが,内容的には複数の

浴室を持つ住宅率が最も高い正の負荷量をもっている.

また, 3つの普遍的因子以外の因子は, 「特殊な地域条件によって関係していることが多

いが,そのうちのいくつかはかなり普遍的に出現する」 (ノックス　p.228)　それらの因

子の中にも,デーヴィス(Davies;1984)の事例に示されるように, 「劣悪住宅水準/どや街

因子」や「住宅保有形態因子(通常,家族のライフサイクル特性に結びついた公営住宅居

住などの形態) 」が得られ,それぞれ特徴的な空間的パターンをもっていることが明らか

にされている.これによると,劣悪住宅因子は都心(city center)周辺部に位置し,住宅

保有形態因子はアーバン・フリンジ(市街地縁辺部)及び都心とアーバン・フリンジとの

中間地域にいくつかの塊状に分布している.デーヴィス(Davies;1984)によるイギリス都市

の社会地区モデルでは,図7に示すように,住宅の種類を指標として地域類型を行ってい

る.中でもインナーシティ内の類型には, 「劣悪住宅,労働者階級」 「劣悪住宅・移民」 ,

「一間アパート,一時滞在者」 , 「老齢的地位」 , 「古い公営住宅」 , 「更新:公営住宅」 ,

「更新:ジェントリフィケーション」のようにすべて住宅関連の指標である.またミドル

・シティ(郊外内帯)やアウター・シティ(郊外外帯)においても「公営住宅」地区が類

型化されている.図のインデックスからわかるように,いずれの地域においても,公営住

宅地区は低地位・低所得を代用する用語として使用されており,住宅が社会階層と経済的

地位を表す指標として用いられている.また森川(1982)は,ドイツのピーレフェルト市の

都市構造を明らかにした際,住宅状況に関連する社会経済的因子の分布パターンが,住工

混合地区などの外国人労働者の多い地区と郊外の社会住宅(Sozialwohnung)において生活
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1ォCentralbusinessdistrict
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2.Innercity
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f.Renewed:council
g.Renewed:gentrification
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4. Outer city
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b. Middle income

c. Council housing
d. Undeveloped
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b. Mixed status satellites

c. Older v=ages
d. Rural

source: Davies (1984) Fig. 9.8, p. 341.

Knox(1987,p. 135)

図7　イギリス都市に関する社会地域のモデル

保護世帯比率が高いことに関連して必ずしもセクター状の分布とならないことは,都市計

画と関連した問題でもあると指摘している.

また,過去の因子生態構造を明らかにする試みとして,ショー(Shaw;1977)は19世紀の前

産業都市における居住パターンの変化を明らかにし,それと工業化した都市における居住
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分化が量的及び質的にも異なることを明らかにした.わが国の都市に関する事例研究では,

居住パターンを家族状況や社会経済的地位などの次元ごとに模式化することにより,上野

(1981)は大正期の東京市における都市構造を分析した.上野の分析では住宅状況に関する

変数を使用しておらず,人口の属性と世帯規模などの家族状況による都市構造の分析とな

っている.この時期は近代から現代への移行期にあたり,この時期において職業からみた

社会経済的地位や世帯規模などの家族状況などの各次元において居住分化がみられること

を明らかにした.

因子生態学的研究の問題点については,森川(1975)に詳しく述べられており,使用変数

の吟味(変数の共通性の問題)や分析スケールの妥当性,因子のラベリング,分析手法の

検討などが指摘されている.以上のように,因子生態学的手法は多くの変数を集約した形

で都市構造の特徴を示すことができる点では,バージェス・モデルなどの1次元的モデルに

比べて多次元的にとらえたことに意義があるが,石水(1974)は解釈の点では問題が残され

ていると指摘した.ハウジング研究との関連から指摘するならば,住宅状況がいかに社会

経済的地位や家族状況の因子構造や因子得点の分布パターンに影響を与え,どのような変

数との関連性をもっているのか,十分な検討が行われているとはいえず,今後の研究課題

であると考える.また,居住者の属性や住宅状況を指標とした因子生態研究で明らかにさ

れた都市構造が,諸事象の連関からどのような都市内部システムにより解釈できるのか,

ハウジング研究としての課題である.
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3節.新古典派経済学的アプローチ

新古典派経済学的アプローチは,都市内部の土地利用分化のメカニズムを経済学の理論

から明らかにしたもので,新古典派経済学的分析とは,アロンゾ・モデルで知られるアロ

ンゾ(Alonzo;1960)により発展された新古典派経済学的立地論にはじまる.住宅立地を都心

からの距離と居住空間の規模とのトレードオフ・モデルから説明したものである.アロン

ゾ・モデルは,地価,土地利用,利用密度の都市内の変動を示したもので,チュ-ネンに

よる農村土地利用のモデルと対比できる.このモデルの鍵は,アクセシビリティと交通費

との関係であるが,すべての就業地が都市の中心地域にあり,より中心地域から遠くに住

む世帯ほど経済的余裕のある世帯であること,また同じ所得の人は同様に郊外を選好する

と仮定される.

都市周辺に最も裕福な世帯による新しい住宅が造られるという,住宅需要の単純な経済

モデルについて述べたものであるアロンゾ・モデルでは, 「高い地代を逃れて,高所得者

が高い通勤費用にたえ得る郊外へ移動し,地価の高いインナーシティに低所得者が高密度

で居住することとは矛盾する」 (Die. of Human Geogr.2nd.eds. p. 14)との指摘がある.

この他の新古典派経済学的アプローチによる地理学的ハウジング研究について,松原(198

8)はアイザード(1964)などの「需要主体の効用に注目し,都市土地市場における需要主体

間の付け値競争から,土地利用を説明する研究」 (p. 9)をあげている.また神頭(1985)は東

京都における住宅立地の特性について,都市経済学的アプローチにより公共サービスを立

地選択要因として組み込み,分析した.
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このような新古典経済学的なハウジング-のアプローチについて,林(1991)は「住宅地

は,商業や工業などの経済活動に比べると,都市地域に占める割合が大きい.住宅地もま

た,空間をめぐって行われる土地利用競争の結果としてその配置が決まるため,経済学の

概念を用いて立地を説明することができる」 (p.8)とした.さらに,利便性が高く土地需要

の多い都心の高層住宅化と,地価が安く都心から離れた地点での平面的な住宅利用や利便

性の高い地域での複合的土地利用などについて, 「商業・工業などの土地利用と同様,住

宅の地域的展開も経済立地論(economic location theory)の枠組みの中で説明できるとい

う考えが,基本的になされている」 (p.8)と指摘した.

新古典経済学的アプローチに対して,松原(1990)は効用極大化行動などの前提の非現実

性や静態的均衡の枠組みを,また水間(1978)は,チュ-ネン流の都市土地利用モデルが立

地分化後の需給関係の変化を考慮していない点を批判した.さらに,ショート(Short;197

8a)は新古典経済学的アプローチにおけるトレードオフ・モデルの前提条件である職場への

近接性は世帯の立地決定にあまり重要ではないことを指摘し,カーピー(Kirby;1976)も郊

外居住者がかなり広大な余分な土地を買わざるを得ない状況にあることから,郊外にいく

ほど住宅価格が上昇するメカニズムを重視する必要を主張した.

また,ノックス(1982)は新古典派モデルにおける歴史性の欠如を,現在の住宅市場に過

去の遺産が与える影響を見落としていると指摘し,さらに重大な批判点は,新古典派モデ

ルが土地と住宅市場の供給を適切に扱うことに失敗していることであるとした.つまり,

「都市の土地と住宅の供給は国内や国際経済の影響,計画規制や財政のコントロール,煤

護主義者や借家人組合などの特殊な利益グループの干渉,住宅協会の管理者・不動産業者
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・開発業者のような重要な専門家・権力保持者などのさまざまな要因によって制約を受け

ている」 (p. 171)ため,複合的な要素に対する考慮を欠いていると指摘した.

しかしながら,新古典経済学的アプローチは,地価をもとにマクロな視点から都市の住

宅間題のうちの特に住宅の需給をとらえる点においては有効な手段であり,住宅需給に関

する不完全な把握は新古典経済学的アプローチのみによらず,上記のように新たに制度的

枠組みやゲートキーパーである不動産業者の役割をも考慮した分析を併用することにより,

さらに説明力をもったものとなると思われる.

4節.制度論的アプローチ

ウェーバー(Weber)の社会学理論にもとづく制度論的アプローチについて,松原(1988)は

「土地所有者,デベロッパー,住宅組合(Building Societies),公的セクターなどの供給

主体の行動についての分析,モゲージなどの金融制度や『線引き』 ,公共住宅制度などの

公共政策に注目した都市構造の分析など」 (p. ll)の多様な研究成果をあげている.そもそ

も制度論的立場については,カステル(1984)やパール(Pahl;1977b)による都市管理の概念

に兄いだすことができる.西山(1986)は,アーバン・マネージャリズム論のなかでレック

ス・モア(Rex and班oore;1967)やレックス(Rex;1968)による住宅をめぐる都市資源の配分

との関連において「 『都市』は希少資源(住宅,とくに望ましい住宅)の配分システムか

らなる場であり,その点で全体社会一般とは異なる固有のシステムを有している」 (p. 150)

とみており, 「都市の社会的相互作用のもとにある基本的プロセスは,希少で望ましい夕
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イブの住宅を求める競争である.このプロセスにおいて,人々は住宅市場における力関係,

あるいはより一般的にいえば,住宅配分のシステムにおける力関係で区別される」 (p. 150)

とし,この住宅配分システムにおける力関係を住宅階級(housing class)の概念により説明

した.

ここで用いられた住宅階級とは『Dictionary of Human Geography, 3rd. ed. 』によれば,

「個々の住宅タイプへの近接(access)により特徴づけられた人々のグループとされ,通常

は所有により分類される.その概念はイギリスのレックス(Rex;1968)により開発され　彼

はhousingに近接する方法を次の3種類に分類した.一つは資本(capital)と信用貸し(cred

it)への近接をもつことにより,一つは公営住宅での賃借権(tenancy)を得ることにより,

もう一つは民間部門(private sector)での賃借権を得ることによる方法である」.レック

スにより分類された住宅階級は以下の通りである.

(a)魅力ある地域でのより大きな住宅の完全な所有者(outright ownersとは即金で購入し

た所有者のこと)

(b)魅力ある地域で住宅を購入した抵当権者(mortgagees)

(C)特定の目的に応じるように建てられた公営住宅の賃借人(居住者)

(d)解体待ちのスラムにある公的機関の賃借人

(e)インナーシティ内の大部分である民間所有者の戸建て住宅(whole houses)の賃借人

(f)多くが短期支払の高利子で資金を借りて転入している住宅所有者.彼らはローンの支

弘のために間借りに転貸しをしている.

(g)間借り人(下宿人; lodgers)
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『Die. of Human Geogrphy,3rd.ed. 』によると,この住宅階級(housing class)で知られ

るレックス・モア(Rex and Moore;1967)は, 「1960年代後半,現代イギリス都市における

住宅配置の方法(仕様)の,より現実的分析に焦点をあてた」 (放cDowell;1994)択一的アブ

ローチを開発したが,この住宅階級に関してパール(Pahl;1975)やサンダース(Saunders;1

984, 1986)は,生産サイドのみではない消費サイドから共同消費の概念の欠如を批判し,

さらに住宅市場に作用する地主や政治・制度の役割を指摘した.同様に,ハリス(Harris;

1986)も住宅の社会的・政治的重要性から,住宅所有と階級との関係を検討した.また,パ

-ル(Pahl;1977a, 1977b, 1979)は個人が都市の希少資源にアクセスする際に生じる, 「希

少資源へのアクセスの格差- (社会的拘束)にかかわってその独立的な制約要素として立

ちあらわれる「アーバン・マネージャー」もしくは「ソーシャル・ゲートキーパー」の存

在に着目すべきこと」 (吉原;1994,p.40)を主張した.

またベリー(1973)は, 20世紀のヨーロッパの都市化を19世紀の工業化による都市化と区

別して「管理された都市化」としてとらえた.西山(1986)はこのベリーの立場について

「都市計画の公共性という視点から,北米及び第三世界の都市化とは異なるヨーロッパの

都市化を再定義した」ものとし, 「北米の都市化は都市開発の多くが自由な私企業の投機

的事業にまかされ,これまでのアーバニズム論が研究の対象としてきたもの」 (p. 137)であ

り,また「第三世界の都市化は,都市開発が公共利益を求め公的事業として行われるにも

かかわらず,すべてが私物化されてしまう性質のものである」のに対して, 「ヨーロッパ

の都市化は,公共の利益という理念に基づいて,開発基準や制度を確立し,私企業の利潤

追求の開発論理を規制していく点に特徴がある」 (p. 137)と指摘された.
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上記のことから西山(1986)は「管理された都市化」について, 「福祉国家の進展にとも

ない都市空間を公共的な性質ものにつくり変えていく,その過程を意味する」とした(p.1

37).西山はその具体的事例として,ロブソン(1969)による「20世紀のイギリスにおける公

営住宅と都市計画の発達が,ワース(Wirth;1938,括弧内は筆者)のアーバニズム論などに

みられる古典的都市化理論の基盤を崩壊させた」 (p. 138)ことを引用し,またニュータウン

法に基づく福祉国家の都市政策に関連して,公営住宅の供給が都市化に新たな役割を分担

していることを指摘した.また,ピンチ(Pinch;1990)もマネジャリズム論との関連でイギ

リスの住宅政策について「産出」アプローチ2)により住宅資源配分の地域的不均衡を明ら

かにしている.

以上のような都市の管理機能に着目した研究の視点は,都市の管理が政策策定者や彼ら

の施策としての制度により行われることから制度論学派(institutional school)と呼ばれ

る.都市地理学におけるこのような立場について,林(1991)はこの制度論学派(instituti

onal school)は,人間の行動は決して自由に行われるのではなく,社会的な制度によって

制約されているという考えが基本であり,社会的諸制度を生み出している政治・経済体制

に目を向け, ・その本質を見抜くことが重要だと説くものであると述べている.このアプロ

-チの評価としては, 『経済人』を前提とする研究スタイルが『政治人』を前提とする研

究に適応できる可能性が強いことである.現代の都市は企業や消費者が何の制約もなく自

由に振る舞うことができる空間ではなく,行政的コントロールによって利害の調整が行わ

れるのを常としているのであり,ここに制度的視点の重要性が主張されるのである.

「多様な階級への近接(アクセス)は,誰がどのタイプの住宅に住むかを制御する都市
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管理者(urban managers)や門番(gatekeepers)によって・デザインされ操作される適格ルー

ル(eligibility rules)により決定される・住宅階級の概念は,共通の価値システムと(前

述の7つの階級に沿った)居住願望の尺度(scale)を仮定している・この仮定や,所有(own

ership)よりむしろ資源の配置(disposal)によって定義した階級に対して,批判されている」

(Eyles,J. ;1986,p.201).ノックス&カレン(Knox and Cullen;1981)やショート(Short;19

87)などにもみられるこの概念は,ウェーバー理論(Weberian theory)に基礎を置くもので

あり,この理論をもとにした研究では「住宅への様々なアクセスの方法」が検討され,都

市管理者や門番のルールに部分的には決定されるとの観点にたつ(MacDowell; 1986).

都市地理学におけるこのような制度論的な立場や見方が,ハウジング研究においてどの

ように展開してきたのであろうか. 1970年になると, 「マルクス主義者と構造主義者の,

都市管理者の独立性の制限的程度についての批判が,資本主義的経済での社会関係(socia

1 relations)の構造へ注意を引かせた.そして,住宅供給(housing provision)と住宅政策

(housing policy)を,資本主義社会のより広い社会構成と階級闘争(class struggle)に関

連づけた(Ball;1981, Boddy,1976, Gough,1979)」が, 「これが,政治社会学者と政治科

学者間の興味ある論争を引き起こした.例えば,住宅システムにおける世帯のさまざまな

位置が,現代西欧社会での階級区分を交錯させるのかあるいは強化するのかというような,

サンダース(Saunders;1981, 1984)とダンレヴィ(Dunleavy;1980)との論争や一方でマルク

ス主義的分析との論争(Harloe;1984, Harris;1984)のような,政治社会学者と政治科学者

間の論争を引き起こした」 (p.201).

都市の住宅市場に関する特に地理学的な観点は,例えば,住宅の異なる様式や所有の空
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間的位置などのような,異なる都市の近隣地区の創出を分析しており,そのような択一的

方法(alternative ways)に関する優れた要約がバセット・ショート(Bassett and Short;!

980)やディールマン(Dieleman;1983)に兄いだされる.しかしながら, 「地理学者はハウジ

ングに関するいくつかの観点,すなわち住宅供給の構造,国家の住宅政策に関する変動的

なイデオロギー的,物質的基礎を否定する傾向にある.都市経済学者のバール(Ball;1983)

による住宅生産の社会的関係に関する研究は,地理学者が新分野を開拓するのに貴重な刺

激を与えた.経済学者のメレット(Merrett;1979, 1982)はイギリスの政策に関する有益な

情報源を出版し,地理学者ショート(Short;1982)は第二次世界大戦後のイギリスの住宅政

策に関する序論的調査を出版した.また,住宅政策に関しては,多くの地理学者の自民族

中心的な偏向(ethnocentric bias)を平衡化する手助けとなるような,住宅政策に関する興

味ある比較研究もある(Duclaud-Williams,R. ;1978,Harloe, M. ;1985)」とハウジング研究の

政治的しくみや制度的制約-の関心の移行がみられる.

上記で議論した住宅政策に関連した住宅市場のうち,最も直接的に制度的制約を受けて

いるのが公営住宅市場である.政治・経済体制が異なる諸外国にあって西ヨーロッパの社

会保障制度の整備されたイギリスやドイツにおける公営住宅の供給や配置,及び公営住宅

居住者に関する研究が地理学においてもなされている.例えば,公営住宅率の高い高福祉

国家イギリスでは公営住宅が有色移民などのマイナリティに対して不利な位置が紹介・斡

旋されることや,スラムクリアランスとの関連などについて研究されている(Williams,P.

R. ;1976, Pinch,S.P. ;1978, Dennis,N. ;1978).また大場(1994)は,ドイツの工業都市にお

ける非営利的住宅施策の展開を紹介した.
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新たな研究の視角として注目されるのは,ハウジングをジェンダーの観点からとらえよ

うとする立場である.ルイス・ボールビー(Lewis and Bowlby;1991)は,公共サービスとし

ての公営住宅が単身女性や離婚して子供を養育している女性にとって重要な役割を担って

いるにもかかわらず,削減されている問題を指摘した.それによって,公営住宅供給をジ

ェンダーとの関連でとらえ,さらに,住宅市場において差別的に作用する制度上の問題か

ら住宅問題に内在するジェンダー問題にアプローチしようとする動きもある.

これまでのわが国における住宅研究や住宅地研究では,制度論的なアプローチから行わ

れた地理学的研究はあまり事例がみられないが,水内(1984)は歴史地理学的観点と社会地

理学的観点を融合させ,都市形成要因としての都市計画策定者や都市管理者に着目し,昭

和初期の富山市における都市形成が政治的権力によりどのように形成されたのかを明らか

にしようとした.また,大正期の東京都におけるインナーシティ問題へのアプローチにお

いて,労働運動の活動の展開から当時の労働者階級の居住分布を明らかにした.

これまでも住宅問題に対する土地政策に関しては,大場(1993)がドイツの自治体の土地

政策の展開において住宅市場に対する行政のコントロールへの展開を紹介した例があるが,

都市経営における住宅政策に関してこれまでの地理学的研究は,あまりにも無関心であっ

たと言わざるを得ない.公営住宅は都市経営側が直接住宅供給と住宅経営に関与するもの

であり,以下ではこの間題に絞って論を展開する.

住宅政策の展開については,石田(1987)や本間(1988)などが建築史や都市計画史の立場

から紹介しているが,水内(1984)やミズウチ(Mizuuchi;1991)は,昭和初期の不良住宅地区

改良事業などの施策がいかに都市空間の形成に関与し,都市社会政策への国家の介入がい
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かに行われたのかについて検討されている.このような観点について,水内(1994)は近代

都市空間形成における政治的・社会的コンテキストから文献の整理を行っている・

まだマクドゥェル(McDowell;1986)は, 「住宅研究の分野の中で社会的プロセスと空間的

構造との相互作用についてのより完全な理解は,地理学者によって開発され始められたと

ころである」 (p.202)と指摘したが,これは今後の地理学的なハウジング研究において,刺

度論的なアプローチの可能性を高く評価するものと考えられる.しかしながら地理学のハ

ウジング研究において,住宅需給を取り巻く社会や経済,さらには文化的な制度的制約な

どがいかに住宅の需給や居住者の特性に影響を与えたかについては未だ十分なアプローチ

がなされたとはいえない.制度論的アプローチでは不十分であるとして,この研究の方向

性はハーヴェイによるマルクス主義的アプローチへ展開した.

5節,マルクス主義的アプローチ

都市の住宅問題については,産業革命期以降の工業化のなかでの労働者の貧困な居住状

態を記述したエンゲルス(1949)などのマルクス主義に立つ観点からの著作が多く,また横

山(1949)に代表されるこの視点からのルポルタージュも少なくない. 1970年代に出現し,

都市問題などの社会的矛盾に着目したラディカル地理学の立場に立ったハウジング研究に

ついて,竹内(1980)やピート(Peet;1977)によるアメリカ合衆国におけるラディカル地理学

の展望のなかでマルクス主義的観点による研究の特徴とその観点からのいくつかの事例研

究が紹介されている.そのなかで,ハーヴェイ(Harvey;1973)が都市の住宅市場を研究し,
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「伝統的な土地利用理論の弱点や政治システムの表現としての住宅市場の本質を指摘した」

ことを紹介している.さらに,ハーヴェイ(Harvey;1974)は「階層的な資本主義的住宅市場

における階級的独占地代の発生の研究」 (竹内1984,p. 175)を行ない, 「都市化のマルク

ス主義の立場から,資本主義の下における都市過程の再定式化」を試みた.すなわちバー

ヴェイ(Harvey;1974)は, 「都市の居住構造の地理的パターンを,資本主義的経済の構造的

条件が現実には地理的に表徴されたものと見ることができる」 (ジャクソン・スミス; 19

91, p.216).

このようなハーヴェイによるマルクス主義的立場からの理論構築の試みのなかで,特に

住宅問題に関する概念として都市化の分析における「建造環境(built environment)」が注

目される.建造環境とは, 「さまざまな要素一道路・運河・埠頭や港湾・工場・倉庫・下

水・官公庁・学校や病院・住宅・事務所・店舗など-からなる複合的な合成商品であり,

その個々の要素は多様な状況のもとで全くさまざまな準則にのっとって生み出される」

(ハーヴェイ; 1991, p.31).中村(1990)は,ハーヴェイによる建造環境を絶対的余剰価

値の追求から相対的余剰価値の追求へと移行したことによる社会的インフラストラクチャ

-への投資の拡大とみなし, 「建造環境は資本の活動の容器であると同時に都市景観を形

成する」 (p. 175)と解釈する.

この考え方において住宅問題は,階級闘争が都市過程に与えてきた影響によるものとさ

れ　「住宅の分野で起こった多くのことや,結果として生じた『都市的』なるものの形状

は,こうしたさまざまの形態の階級闘争からのみ説明することができる」 (ハーヴェイ;

1991, p.45)とされた.
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この他にマルクス主義的観点からのハウジング研究としては,ドパーティ(Doherty;197

3),ウォーカー(Walker;1974, 1975),ストーン(Stone;1975),イヴ(Ive;1975),エルンス

トら(Ernst et al. ;1975)などの地代や住宅階層,居住分化,コミュニティ間の葛藤などに

関して研究された.

マルクス主義的なアプローチからのハウジング研究は,福利厚生の観点から住宅機会の

不平等の指摘をするにあたっては極めて刺激的で有効な分野であると言え,スミス(Smith

;1977)は「生活の質」という概念により基本的には厚生経済学の枠組みを提示した.この

分析枠組みでは,社会的分化あるいは居住分化に対してもさまざまな成果をあげているが,

「福祉の空間的不公平を考察するようになった段階で,空間的不公平という次元で解決さ

れるのは,社会的不公平の中のごく一部に過ぎないこと」 (竹内; 1980,p.449)との批判

もある.またこれらの居住分化をすべて階級論争や政治体制と安易に関連付けたり,社会

改革や社会改良を強いイデオロギーのもとで主張する点については,議論の多いところで

あり,竹内(1984)はアメリカの都市問題の説明とマルクス及びエンゲルスの著作からの都

市問題及び住宅問題に関する引用において理論的整合性を持っていないと指摘した.また

この他にもジョンストン(1979)などによる同様の批判がある.

また,松原(1988)は「マルキストのアプローチは,マルクス主義理論を大局的な観点か

ら都市に通用したというのも多く,資本蓄積と巨大都市形成や都市問題発生メカニズムと

の関係をより撤密に検討していくことが必要である」 (p. 13)と今後の問題を指摘し,林(1

991)は,制度論的アプローチを批判しているマルクス主義的アプローチに対して, 「資本

主義体制をなくしたら地域格差が解消されるのか,階級間の支配・従属関係は体制のいか
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んを問わず,不可避かである」 (p.ll)と批判した.しかし一方で,林(1991)は「構造主義

的接近方法が提起した中でとくに重要と思われるのは,都市地域を政治的に中立な存在と

して見るのではなく,資本主義の動態的な運動のもとで絶えず変化しているものとしてと

らえる見方である」 (p.ll)と評価もしている.確かに都市における住宅問題には,マルク

ス主義的なアプローチにより構造的にその間題の因果関係を捉えることも有効であり,特

に世帯や地域の経済格差が反映されるマクロな住宅の質の問題に対しては行政の政策から

のアプローチや階級論争から説明できる部分も多々あると考えられる.しかしながら,都

市内部に残留する人々に対して経済的尺度や階級概念で説明できない部分があるように,

また,個人的な居住地選好の反映に対しては必ずしも有効なアプローチとはいえない部分

もある.

6節.社会地理学的アプローチ

社会地理学的アプローチに属する一部の研究は,空間をいかに捉えるのか,上記のマル

クス主義的アプローチに含まれると考えられるものから記述分析的アプローチに至る伝統

的地理学に属するものまで非常に幅広い.これはこれまで整理してきたアプローチは,分

析手法や哲学的背景による分類であるのに対して,社会地理学的アプローチの分類の次元

が分析対象と分析目的にあるという点で異なるためである.

すなわち,シャファー(Scaffer;1968a)による社会地理学の定義では, 「人間集団と人間

社会の存在基礎諸機能の空間的組織形態と空間形成プロセスに関する科学」 (マイヤー他;
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1982, p.19)とされ,またマイヤー他(1982)は,社会地理学的研究の定義として,ボペック

(Bobek;1962)による社会地理学の3つの問題領域(空間的社会構造・ 「地理学的社会構造」

の確定, 「地理学的社会システム」の確定, 「機能する場」とされる空間構造の把握)を

あげている.さらにマイヤー他は,社会地理学の研究領域として基礎機能としての「居住」

について, 「 『居住する』という基礎機能は,集落についての社会地理学的考察の重要な

構成部分であり,隣接諸科学のうち例えば都市建設と都市計画・建築学・地域計画・国土

計画などが,地理学者にとって重要な意味をもつ」 (p.27)としている.ここに住宅を媒介

とした総合研究が要求されているが,この点において住宅というハード面よりも居住とい

うソフト面に重点をおいたハウジング研究が,社会地理学においても重要な位置を占めて

いることが示されているのである.

また,森川(1972)はルッベルト・シャ-ファー(Ruppert・Schaffer)による定義から,社

会地理学を「人間集団および人間社会の基本的生存機能一養育・居住・労働・生計・教育

・休養-の空間的組織形態や空間形成過程を研究する科学」と定義し,社会地理学におい

て居住に関する研究,すなわちハウジング研究が貴重な位置を占めることを示している.

具体的なハウジングに関する社会地理学的研究では,シャ-ファー(1968b)による都市周辺

部の大規模団地における社会階層別のセグリゲーションを明らかにした事例が山本(1981)

により紹介されている.また,ヤシュケ(Jaschke;1973)はハンブルク大都市域のラインベ

ック市を事例とした社会空間の区分において,次の11個の建物類型を,職業のメルクマ-

ルにより範噂化した6個の階層に対応させたが,これはレックスによる住宅階級に似た区分

である.ヤシュケは建物類型と職業階層との相関関係を分析した結果,特定の建物類型と
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職業階層との間にさまざまな形で密接に関連があることが明かにし, 「人口・社会・経済

・および集落組織などの典型的な構造メルクマールを組み合わせることによって,ライン

ペックの町について構造的な空間類型による社会空間の区分を行うことができた」 (マイヤ

-他;1982,p.71)と述べている.

マイヤー他(1982)には,因子分析を適用して住民の社会構造や集落構造に関する多数の

メルクマールを社会空間の区分を行った研究例も紹介されている.この社会空間の区分に

おいて得られた3つの因子のうち,都市内部における社会的・職業的なステータスの分化を

示すと解釈した第1因子は,因子構成において社会的階層・職業集団・居住水準というメル

クマールと密接に結びつき,住民の年齢構成に関連する諸作用を示す第2因子は家族のラ

イフサイクル・所得獲得のための行動・住居の建築状の状態により特徴づけられている.

このように因子生態学的手法を用いた社会地理学的アプローチにおいても,社会空間の区

分として住居関連の指標が重要なメルクマールとなっており,しかも摘出されたどちらの

因子構成においても負荷量が大きい.すなわち,ハウジング関連の変数からなる因子構成

の抽出は,社会地理学のテーマである社会地区・社会空間の分析にとってハウジングが貴

重な指標であることを示しているのである.

また,都市内部の一機能地域である住宅地域は, 「家族のライフサイクルとそれに相応

して住宅への要求が変わることとの間には密接な相関関係がある」 (マイヤー他;1982, p.

130)とされ,ライフサイクルの各段階はそれぞれに適合した住居のタイプを必要とし,ま

た一方では社会階層によっても住要求が異なることも指摘されている.すなわち,社会地

理学において-ウジング研究は,社会地区の分析において指標を与えるだけではなく,個
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々の現象のメカニズムの解析を総合的に捉える視点を与えるものであると解釈できる.

さらに,ジャクソン・スミス(1991)はレイ(Ley;1977, 1980)やレイ・サミュエルズ(Ley

and Samuels eds. ;1978)による主観を導入する人文主義的方法が,インナーシティでのジ

ェントリフイケ-ションやセグリゲーションの調査において,参与観察による経験的なフ

ィ-ルドワークにみられるとした(pp.208-212).ジャクソン・スミスは,人文主義的アブ

ローチのそのなかにラディカルな分析視点を内包していることを指摘しながらも,感情移

人を強調するこの手法の分析視点の有効性を主張している.

ところで,近年の社会地理学のうち,都市社会地理学は先に議論したような住宅資源の

配分や住宅政策への評価,また,インナーシティにおけるセグリゲーション問題やジェン

トリフイケ-ションの現象の説明やその解明,さらには都市住民の生活行動や居住地移動

などの行動面などにテーマが移行しているようである.特に,ダンカン(Duncan;1976)は,

住宅供給システムに関する社会地理学的な研究の理論的フレームワークの開発において,

住宅資源の配分のメカニズムを強調したが,この視点は制度論的なアプローチやマルクス

主義的アプローチに通ずるものである.これらの議論については,制度論的アプローチや

住宅のサブマーケットごとの研究成果の節において整理しているので,近年の動向につい

てはここでは省略する.

7節.人文主義的アプローチ

1950年代末に起こった地理学の科学化をめざした計量革命以降の,新たな方法論の一つ
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として,人文主義(人間主義)的アプローチがある.このアプローチに関しては,山野(1

979)などにより詳細に解説されているように,主体から主観を通してみた空間の意味や価

値についてとらえようとするもので,方法論的に洞察や記述が重要視され,計量的分析を

重要視しない傾向がみられる.

人文主義的アプローチによるハウジング研究としては,トゥアン(1992)による郊外とニ

ユータウンに関する記述が注目される.そのなかでトゥアンは,産業革命期以前の都市と

郊外に対する人々の抱く感情が,都市の中心部の居住環境の悪化に従って逆転し, 「貧し

い人々の不健康さと不潔さへの恐怖」のために,貧しい人々そのものから逃げ出したと解

釈した.

トゥアン(1992)は,人々の郊外への移動の理由のなかでも,子どもを育てるためという

理由が際だっているとし,都市のアパートの空間が,成長している家族にとっては足りな

いだけでなく,都市全体が,危険に満ちたものとしてみられているというような情緒的な

ものを強調している.さらに,ニューヨークにおける郊外への転居の理由として, 「新し

い移民たちを避ける」ことを挙げ,自分たちと同じ種類の人々の中で住みたいという人々

の要求が,都市から郊外への転居に与える影響を重視している.つまり,郊外また住宅地

の質すなわち「排他性・組織化されたコミュニティの生活・限られた会員資格・防護され

た地区での静かな田園生活など」 (394p. )が住宅の質より強調される.このような郊外とニ

ユータウンへの人々の志向について,トゥアンは歴史的なアプローチを試み,産業革命を

契機とした「都市の荒廃と,健全な生活へのあこがれによって駆り立てられた」現象であ

ると解釈した.つまりトゥアンは,都市からの逃避の一般的原因について「圧倒されると
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いう暖味な恐怖や,都市生活の混乱と豊かさへの恐怖」であったとし,現在もそうである

としている.

このようなトゥアンの研究のアプローチや成果は,詳細な文献の解釈や考察に基づくが,

残念ながら方法論的議論が無く,多くの批判にあるように分析そのものが無い.しかしな

がら,ベルク(1993)による郊外住宅地の解釈にあるように,都市景観に表現される事象に

対する文化的意味の違いを考慮することは,イギリスを除くヨーロッパにおける郊外のマ

イナスのイメージと,理想の生活の枠組みを示すアメリカの近郊地帯のプラスのイメージ

の違いを考える上で意義深いものである.なぜなら,町に住むことをひとつの特権と見な

す傾向の強いヨーロッパと,都市を否定的に考え,自然を肯定的に考えるアメリカにおけ

る郊外開発を比較するには,従来の地代を中心とした経済的なアプローチだけでは不十分

である.郊外開発に絡んだ景観の意味も合わせて解釈することによって,歴史的,主体的

かつ魅力的にハウジング研究ができるものと思われる.

ハウジング研究に関連して,わが国の地理学的研究では人文主義的アプローチをとった

研究例としてわずかに杉浦(1992),内田(1989)などがあげられる.これらは決してハウジ

ング研究を目的としたものではないが,そこにおいて展開される議論や解読は居住に関す

る地理学的考察そのものである.前田(1982)により文学作品に描写された都市空間の解読

が注目をされた後,杉浦は,プロレタリア文学作家・徳永直(1929)による『太陽のない街』

から20世紀前半(大正期から昭和初期)にかけての東京における中小工場地域で展開された

工場労働者の労働運動と居住状況を中心としてみた生活の解読をおこなった.また,杉浦

は川本三郎(1990)による『モダン都市文学Ⅶ　犯罪都市』のなかで指摘された都市犯罪と

-　57　-



探偵小説の関係から,不良住宅地区やスラムを都市構造に関連させ,さらには,東京郊外

における鉄道会社などによる住宅開発などにも言及しなから,数多くの文学作品から都市

構造からみた住宅立地論を解読している.これらで解釈された点は非常に興味深いもので

あり,ハウジングに対するハード面だけではなく,作家の捉えた住宅地域イメージなどの

ソフト面への着目は今後のハウジング研究の新たな展開ともいえる.

地理学における人文主義的なハウジング研究は,居住者が抱く地域イメージの解釈,特

に人々の居住地選択行動の分析や都市内に滞留する人々の地域への愛着に基づく定着性の

分析など,環境あるいは居住地域と居住者との情緒的結びつきに関して今後研究される余

地が十分残された分野であるともいえる.すなわち,これまでの分析において十分にとら

えることのできなかった居住地や住居に対して居住者がもっている意味や価値について,

人文主義的なアプローチに課せられた期待は大きい.しかしながら一方で,この残された

分野は人文主義的アプローチの欠点としてしばしば指摘される,居住者の主観をいかにと

らえるのかが困難で,常に方法論的な問題が残されたままである.

8節.小括-ハウジング研究の方向-

これまで述べてきたように,ハウジング研究は都市地域研究の動向と対応して景観的・

形態的アプローチから社会生態学的アプローチや立地論を背景とした経済学的アプローチ

などを経て,制度論的アプローチやマルクス主義的アプローチ及びヒュ-マニスティック

なアプローチへと展開している.このような研究の展開は,林(1991)による都市地域研究
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柿(1992,P.ll)

図8　都市地域に対する接近方法

の接近方法の展開の説明と対応する部分もある.林は,これまでの研究方法が図8に示さ

れるように,時計回りの方向の順で進められてきたとし,研究の回転が歴史的には一種の

螺旋階段で, 「過去の研究スタイルが,新たな装いをともないながら,近い将来に再び現

れるという可能性が否定できない」 (p. 12)と考えた.確かに景観保全運動の高まりによる

過去の景観論や生態学的視点の再評価は,上記の螺旋的研究の展開であるともいえる.し

かしながら,これらのアプローチは必ずしも連続的な展開を示すものではなく,より新し

いアプローチが,過去のいずれかのアプローチによる研究成果をベースとして新たな展開

をしたと考える方が妥当ではないだろうか.すなわち,生態学的アプローチに対するアブ

ローチへの再評価があったとしても,それは必ずしも新たな装いの生態学的アプローチに

よる研究というわけではなく,過去のアプローチによる有益な研究成果を再評価した新た
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なる展開となったアプローチとして位置づけた方が適切であると考える.なぜなら,これ

までの研究の展開が再びリメイクされた状態で登場すること以外にも,パラダイムの革新

的な変革により,これまでの研究と全く異なる立場のアプローチが登場する場合も想定で

普,螺旋状の回転だけではアプローチの展開図に位置づけることができないと考えるから

である.また林(1991)は, 「各接近方法は互いに排他的な関係にあるのではなく,相互補

完的な関係にある」 (p.12)と述べているが,相互補完的関係であるならば,必ずしもアブ

ローチの展開が螺旋状である必然性もないはずである.

都市の地域構造に関する現在の研究が多岐多様であるように,ハウジング研究もその研

究対象,問題意識,アプローチ,分析哲学などが多様である.そのなかにあって, 「現代

の都市は企業や消費者が何の制約もなく自由に振る舞うことができる空間ではなく,行政

的コントロールによって利害の調整がおこなわれるのを常としている」 (林;1991,p.12)の

が明らかなように,制度論的視点は現在のハウジング研究には重要な研究視点の一つであ

ると考える.この制度論的アプローチには,都市構造解明の上で生態学的アプローチ,景

観論的アプローチ,行動論的アプローチなどの研究成果が援用され,それらをもとにア-

バン・マネージャーの役割をみることによって事象のメカニズムの解明を試みている.

いずれにしても,ハウジング研究は,都市の地域構造とその変化に関する研究と同様に,

さまざまな立場からさらに多くの研究の蓄積が必要である.立場の違いがハウジングに関

係する事象の捉え方や解釈の論争を招き,より多面的にハウジングにとらえることができ

ると考えるからである.分析対象を越えて,さまざまな問題意識や分析手法,分析哲学な

どを意識して研究の蓄積を重ねることがハウジング研究の発展につながると考える.
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日章.サブマーケット別にみたハウジング研究の成果

前章で述べたように,ハウジングに関しては都市構造に関するアプローチと同様に景観

論的あるいは形態論的アプローチから始まり,近年の制度論的アプローチ,マルクス主義

的アプローチなどの構造主義的アプローチへと展開をしたように,多岐多様なアプローチ

が試みられている.また,ハウジング研究はさまざまな分析哲学や方法論によってアプロ

-チが試みられる一方で,その分析対象によっても整理することが可能である.後者の分

析対象による研究成果の整理は,住宅市場内で住宅の種類ごとに構成されるいくつかのサ

ブマーケット別にみることで,都市内における住宅供給やそれに伴う居住者特性の変容に

よる地域構造の変動の一側面をとらえる点において,個々の事象の空間的展開が明らかに

される.

しかしながら,従来の都市地理学におけるハウジング研究は,デーヴィス(Davis;1965)

が中流階層の住宅地域が都市内部と郊外地域に二極化していることを指摘したように,本

釆一つの都市(あるいは都市圏)において分割して考えることのできない住宅市場を,都

市内部地域と郊外地域のそれぞれにおいて別々に議論されることが多かった(戸所; 1977)

といわざるをえない.とくにわが国における住宅地域の進展に関する研究では,都市全体

の住宅供給の動向が把握しにくいこともあり,その傾向が強いといえる.また住宅市場を

構成する各サブマーケットの状況が明らかになった上で,まとめの段階で都市全体の住宅

市場について総括することも可能と考える.以下では,ハウジング研究の動向をおもに郊

外地域と都市内部地域のそれぞれにおける個々の研究成果を紹介しながら整理する.
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1節.郊外地域を対象としたハウジング研究

①都市化・郊外化に関する研究

ハウジングに関する初期の地理学のアプローチとして,都市構造に関して形態論的分析

を用いた事例研究や,住宅地域の分布や居住地域の空間的パターンについて,空間的バク

-ンの模式化・理論化を都市構造から解明しようとした研究が圧倒的に多かったことは,

1950年代後半以降の都市地理学の文献(山鹿;1952, 1957, 1960, 1967,矢崎;1968,服部

;1969,国松;1971,桑島;1971,今朝洞;1979,樋口;1979)をみれば明白である.これらの

研究は,欧米における都市の内部構造を分析し,空間的パターンを明らかにした数多くの

研究(Theodorson,G. A. ;1961(1982), Robson,B.T. ;1969, Johnston,R. J. ;1971, Yeates,M.

H. and Garner,B,J. ;1971, Carter,H. ;1972, Gale.S. and Moore,E.G.ed. ;1975, Herbert,

H.T. and Johnston,R.J. ;1978, Bourne,L.S. ;1981, Palm,R. ;1981)と同様に,都市を形態

面からとらえたものとみることができる.このようにハウジング研究は都市の居住地域構

造へのアプローチから始まったといえる.

例えば,コンウェイ(Conway;1985)は発展途上国の都市を事例として,図9に示すように,

都市化の段階の変遷を人口移動や住宅の質から模式化したが,このような都市構造の形成

過程や原因についての分析は,主に住宅の都市郊外への外延的拡大を対象とした都市化に

対する研究であった.地理学において最も早い段階から住宅地域にかかわる諸現象や諸間

題に関して研究されたのは,都市化に関連した研究分野であったといえよう.

ところで,都市化および郊外化の用語の定義を木内(1979)は, 「東京,大阪などの周縁
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にみられる密集した住宅や乱雑な土地利用は,郊外と呼ぶよりは,既成市街地の延長にす

ぎず,一部では市内より過密無統制である.これをスプロール(sprawl)という. (郊外化)

(suburbanization)は都市化または大都市化(metropolitanization)の周辺への波及を指し,

アメリカ合衆国においては,中流階級がよい自然的・社会的環境を求めて市街の外に住居

を移す運動である.それは農工一体を求めたハワードの初期の田園都市運動とは別のもの

である」 (p.194)と定義した.

この定義では,アメリカ合衆国においてはハリス(Harris;1943)のいう住居郊外(resi-

dential or dormitory suburbs)のことを指すと解釈されるが,木内は「住居郊外は郊外の

最も大きな分担である.これには,教育,スポーツ,厚生福祉,近隣ショッピングなどの

機能が伴う」 (p. 195)とし,単なる住宅の集まりは住宅団地(housing estate)のような,和

製英語のbed townに該当するものとした.また,わが国の大都市圏における郊外化現象に

ついて森川(1988)は,大都市への長距離通勤者の多さから「交通の発達と地価の高騰のも

とでの,大都市地域からの追い出し現象」 (p.695)とみており合衆国や西ヨーロッパ諸国の

反都市化とは同一現象ではないとした.

日本地理学会の研究委員会報告書である木内他編(1964)では,都市化をruralな地域が

urbanな地域に変化する過程と,都市的な要素がより多く加わっていく過程の2種類がある

としたが,これは石水(1962)による狭義の都市化と広義の都市化に該当する.郊外への住

宅地の外延的拡大は,前者の都市化とみることができる.同様に,山鹿(1981)は都市化の

定義を①既成市街地の再編成, ②都市域の拡大, ③都市関係圏の形成と変化, ④大都市地

域の形成としたが,このうち①と②は服部による都市化の定義と同一である.また,服部
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(1973)は都市化の空間占拠の仕方を周辺膨張型都市化,有核塑都市化,団地都市化の3タイ

プに分類した.それぞれのハウジングに関連した特徴については次のようにまとめること

ができる.周辺膨張型都市化は郊外方向への蚕食的な住宅地化で,有核型都市化は既存の

商業核をもった周辺都市及び駅前の中心地を核とした都市化の形態,団地型都市化は団地

規模拡大や地価上昇などにより住宅団地は近郊・遠郊へ拡散し,スプロール現象の激化で

住民の通勤圏の拡大となった.

都市の郊外への外延的拡大に対する視覚的,景観的なアプローチは,土地利用変化など

を指標として研究が進展した.この観点での市街地の外延的拡大に焦点をおいた都市化に

関しては,山鹿(1952,1960a,1960b),樋口(1979),田辺(1971)など数多くの都市地理学的

研究の事例研究の蓄積がある.これらの研究は景観論的・形態学的なアプローチに依拠し

たものであり,研究成果として田辺による「サザエ状」発展説の提示など,都市の機能地

域からみた住宅地域の拡大過程の説明・記述や模式化を試みたものである.また岸本(198

Dは,このような都市市街地周辺における住宅地化の一つの要因として,核家族化の現象

をあげている.

一方,社会地理学的アプローチによる研究において,ボペック(Bobek;1959)は都市化に

ついて「諸都市がその数や面積や住民数において,広がり・増加し・拡大すること(中略)

と理解されている.しかしこの概念は,都市・対・農村という二分法を前提とする限りに

おいて適用可能であるにすぎない」 (マイヤー他1982, p.123)と批判し, 「ア-バニゼ-

ションとは,既存の諸集落が,ある特定都市の影響ないしは一般的に諸都市から生ずる種

々な発展や影響を通じて,ア-バニティを獲得してゆくという,諸集落の生まれ変わりの

-　G里　-



社会地理学的なプロセスのことをいう」 (pp. 124-125)と定義し,住宅地化などの建造環境

の変化というよりは居住者や生活様式の都市的な変化を強調した.

このような市街地の拡大において重要な役割を担ったのは,大規模な郊外住宅地である.

郊外住宅地については,その分布や開発の様子を記述した数多くの研究事例があるが,そ

の詳細は項目を別に設けて節を改めて述べることにし,ここでは郊外地域の市街化・住宅

地化について論をすすめることにする.

まず郊外地域の宅地開発についてみると,その制度的側面からは都市計画との関連から

住宅地化をはじめとする都市化に対する法律によるコントロールを対象として,土居(198

4)は,松山市を事例として必ずしも都市計画上の法的規制が農地の住宅地化に対して制約

を与えていない部分が存在することを指摘した.この他にもこの観点からの研究として,

都市計画の視角から市街地拡大に対する行政側のコントロールを概説した千歳(1979)や片

柳(1994)などがあげられる.また,ホワイトハンド(Whitehand;1990)は,地主や民間デベ

ロッパーの活動と地方自治体の開発コントロールの関係を住居形態や区画から分析した.

以上のように,地理学における都市化研究では都市化のなかにおける「郊外化」につい

て,形態論的立場から住宅地の拡散状況を明らかにしている.ここで「郊外」について,

地理学以外からどのような捉え方をしているのかをみることによって,地理学的アブロー

チへの逆照射を試みたい.

そもそも郊外住宅地とは,大場(1993)が指摘するように「 (都市の)郊外〔近郊〕住宅

地区」を意味するサバーブス(the suburbs), 「 (都市の)近郊,郊外」を意味するサパー

ブ(suburb)であり, 「どちらも,都市から離れた,静かで広々とした郊外の住宅地やその
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住人を意味する言葉」 (p. 9)である.それに対してサバービア(suburbia)は,辞書では

「 (都市の)郊外,郊外社会,郊外居住者〔住民〕 ,郊外族,あるいは,郊外風の生活様

式〔習慣,風俗〕 」 (p.9)を意味し, 「サバーブという単語に, 『地域,社会』を意味する

la　という接尾辞が加わっだ'サバービア"の場合は,郊外住宅地やその住人だけを意

味するのではなく,住宅地や住人の生活様式や風俗,文化といった要素も含まれている」

(p. 9)ことを大場は強調する.

しかしながら,郊外化を研究した都市地理学の研究では郊外化の要因について,不動産

業者の投機的行為や都市住民の過密解消などが要因としてあげられることが多い.このよ

うな研究傾向のなかで,ジョンストン(Johnston;1984b)は都市居住者のモザイク状のセグ

リゲ-ションを分析し,郊外居住者が彼らの居住環境やサービスの質に満足しているが,

これが逆に行政による政策的メカニズムが排他的ゾーニングとなっていることを指摘した.

このようなサバービアに関する居住者の特性や彼らの生活様式についての分析が,これま

での地理学的研究においてあまり活発になされてこなかったといえる.

ところが,郊外に関する歴史的観点からの研究では,フィッシュマン(1990)は,都市史

の詳細な分析により,サバービア(-郊外住宅地)の形成において投機的建設業者や土地

開発業者の背後にある社会的背景を強調している.すなわち,その社会的背景とは「都会

の堕落をのがれた,自然との調和を回復した,富と独立に恵まれながらしかも緊密で安定

したコミュニティに守られた家族という,複雑な,心動かされるヴィジョンを表現する郊

外デザインの力量から出てきた」 (p.5)ものである.さらにそれは,アングロ・アメリカン

中流クラスの集団的創造とする社会的背景である.ここで用いられているサバービアは大
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場(1993)による定義でいうと郊外住宅地をさすのではなく,郊外地域での生活様式を意味

する.

すなわちサバービアは,元来発祥の地であるイギリスにおいて18世紀の都市周辺部が最

も貧しい住民と悪臭のひどい製造業者が追いやられた,不名誉な貧民窟であった事実に対

してラディカルに新しい都市生活の対立を示すものであり, 「印象的に,階級の富と特権

の集団的主張」 (フィッシュマン, 1990, p.10)をあらわし,労働者クラスなどの下層階級

から自分自身と家族を分離したり,仕事と家族の分離をブルジョワジーなどのエリート階

層(後に中流階層へと拡大)が願望したことに加えて,徒歩から各種交通機関の発達によ

る技術的な背景があって発達したものである.同様に,マ-シュ(Marsh;1990)は都市史の

立場から郊外生活がもたらす家庭生活と中流階層の生活様式との関連について記述してい

る.郊外の住宅地開発が富裕階層向けとして,地主と投機的な建設業者によってなされた

ことはアシュワース(1987)も都市史の立場から都市の生活環境の悪化と居住条件の改善お

よび都市計画運動への展開の一連の流れから説明している.

この点に関して大場(1993)は,アメリカ合衆国の映画,小説,写真集などで表現された

郊外住宅地の姿やイメージを記述しているが,アメリカの住宅に関する研究書から郊外化

のルーツについて「ひとつは,イギリスからアメリカに渡った初期の移民が新天地に本国

にあった荘園の邸宅とか別荘のイメージを植え付けたということ.もう一つは,人々がフ

ロンティア・スピリットに駆り立てられた,開拓時代の土地の所有や生活が,一戸建ての

独立した住宅に結びつき,アメリカン・ドリームの一端を担っているということ」とメン

タルな部分でのアメリカ人の郊外への思い入れを分析している.
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また,フィッシュマン(1990)もアメリカ合衆国の郊外化は上記のイギリスにおける郊外

化が起源であり,スポイルされない都会と田舎の総合という,サバービアの概念がその意

味を失いながらも, 「18世紀ロンドン商人のかぎられたエリートのためだった周縁的なか

たちから,サバービアは,アングロ・アメリカン中流クラスが選ぶ住宅地に,近代メトロ

ボリス全体をつくりかえる能力ある都市形態になるほどに成長した」 (p. 6)と述べている・

同様に,都市社会学の視角から吉原(1993)は,サパーバニズムの論理として「階級なき

社会」 ・同質的社会・地位社会の観点から「これまでの郊外研究は総じてハードよりはソ

フトに力点が置かれる傾向にあったし,そこから共通に導き出されるサパーバニズムの性

格は,一に社会構成面における強い近隣関係,階級の衰微(- 『中間層』化) ,拡大され

た家族機能という点にあった.注目さるべきは,これら3つの特徴が輯検して, 『階級なき

郊外社会』というイメージが増幅されてきたこと,そしてそうしたイメージの増幅過程で

郊外の『同質性』が強調されたことである」 (p.198)と述べている.吉原はこのような郊外

の同質怪の強調について「郊外像がますます(神話)化されるとともに,同質性が画一性

を生み,ひいてはコンフォーミディ(同調性)を強制する」 (p.198)ためであるとしている.

杉浦(1994)は,このような空間的隔離と均質性(社会階層,所得水準,人種構成,家族

・年齢構成,建築様式や居住空間,獲得する情報や価値観のいずれの面における等質性)

を郊外化の特質について,自動車による郊外化として捉えている.鵜月(1994)は郊外化の

結果,都心と郊外の対比に階級的分断を兄いだしている.また吉原は「こうしたサパーバ

ニズム論は,現実の郊外とか郊外化にたいする事実認識以上に,このような状況が現出す

る象徴としてのサパーバナイト(郊外人)のライフスタイルへの,中産階級に特有の『思
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い入れ』が込められていた点に一つの特徴が兄いだされる. 」 (p.196)と述べているが,竹

田(1994)も「中産階級の郊外化プロセスは,アメリカ中産階級の生活・再生産様式の創出

そのもの」と主張した.

また吉原(1993)は,ハーヴェイによる「建築形態」としての郊外化および郊外的生活様

式のありようを切り離して-考察する必要性を主張した.すなわち白人による郊外への移

動と非白人の中心都市残留はホワイト・サパーバニゼ-ションの進展と指摘され　そこに

は「 『高所得・高学歴の者ほど郊外によりよい環境を求めて移動するという,ホワイトの

間ですでに一般化した行動パターンがノン・ホワイト人口の間ではいまだ同じ程度に一般

化していない』 (ハーヴェイ;1980, p.92)ことが示されるとともに,ノン・ホワイトの中

心都市への沈澱をいわゆるフィルタリング・ダウンという形でメトロポリス空間に埋め込

む端緒形態が観られるからである」 (p.203).この意味で「1970年以降取り沙汰されるよう

になる『都市の危機』の遠因は,既に郊外化のメカニズムそのものに内在するものであっ

た」 (p.204)とし, 「中心都市が豊かな白人の流出によって財政基盤が弱まるにもかかわら

ず, 『利用空間』として日々中心都市に流入してくるサパーバナイトの昼間塑需要の諸機

能の充足と都市インフラストラクチャーの整備に追われるという段階から,こうした『郊

外による中心都市の搾取』を放置したまま格差-社会的不平等の構造を内包したメトロポ

リス的生活様式が臨界局面に達し,メトロポリス全体が疲弊の色を濃くしているという段

階に至っている」 (p.206-207)と指摘した.

こうしたことから,吉原(1993)は大都市の危機を招いた郊外化の進展に関して,メトロ

ポリス自体の存立基盤を危うくするようになってからは,サパーニズム論の陳腐化が避け
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難いものになっているとし, 「サパーバナイトが同質型コミュニティに封入されるなかで,

(郊外の魅力)論が急速に色あせたものとなりつつあることが指摘されねばならない」 (p・

207)と述べている.このような郊外に対する批判はかなり古くから出されており,マンフ

ォ-ド(1969)は住宅の画一性とともに居住者の社会階層,年齢階層の画一性をあげ,低級

な同じ形の環境と批判している.このような批判は他の分野からも数多くなされており,

三浦(1995)によると,郊外は「社会の癌」 「都市計画の災禍」 「インスタント・サバーブ」

「スラムとサバーブの合成したslurbJ 「混乱した郊外のdisturbia」などと嫌われ, 「大

規模郊外住宅地とその住民は,無個性な,本来の人間のあるべき姿とはかけ離れたものと

して忌避された」 (p.51)とした.また,三浦は郊外住宅地の均質性と無個性さが,親から

子の世代へ再生産される社会システムそのものが批判されていると述べている.

都市史の説明において住宅地域を記述した研究では,鈴木(1996)は,ロンドン郊外にお

けるエステート開発がヴィクトリア朝期の地主によるものから19世紀後半には投機的開発

業者へと移行した過程を概説している.この他にも, 、住宅地域の形態的側面を中心に居住

者についても触れたものとして,高橋(1981)は都市史的観点からみたフランスの都市の都

市空間の変遷について,次のように述べている. 18世紀に都市計画が行われ,貴族やブル

ジョワジーの大邸宅が形成された後, 19世紀に労働者階級とブルジョワ階級の社会階級の

空間コントラストがみられるようになり,その時に広い新しい道路,広場の周りや業務地

区内にバルコニー付きのブルジョワジーの大邸宅,中心部から離れて環境の良くない地域

に立地し,入り組んで汚い街路綱には中産階級は小さな個人所有の家屋や賃貸アパルトマ

ンに居住していた1900-50年にかけて地下鉄や郊外電車などによって無秩序な都市化が
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進行した一方で, 19世紀末から労働者の住宅を供給する組合の組織化によって安価な共同

住宅が建設された.第二次世界大戦後,都市と農村の境界の外延部における集合共同住宅

建設と都市内の空き地や工場敷地に都市空間整備が行われた.この結見　同一規格の建築

に同世代の居住者が吸収され,世代の隔絶が生じたとした.

ところで,郊外化に対する新たな視点として,ジェンダーとの関係から都市の郊外化に

アプローチする社会学の分野における研究が注目される.先に紹介したハイデン(1991)に

よると,アメリカン・ドリームの象徴的存在であった都市の郊外化は,男女の役割の分化

や家族形態に大きな影響をもたらし,新たな問題を生じさせてきたことを指摘している.

また先に紹介したフィッシュマン(1990)も「中流クラスの女たちが,とりわけ新しい郊外

の仕事と家族生活の二分法に影響された.新しい環境は,おそらく女たちの家庭での役割

を高めたが,しかし女たちを,権力と生産性の世界から分離した」 (p.10)とし,また「19

50年代の新しい郊外住宅は,その1世紀以上まえの先例に似て,まさに女と家族を都市経

済生活から隔離するために存在した.それが都会と田舎のあいだにある,排他的住宅地を

規定した」と述べている.確かに郊外化にともない,通勤距離や家事に従事する時間的制

約などの新たに生じた状況は,女性の就業には非常に不利な居住条件へと変化したことは

明白であり,これが,この後で述べるジェントリフィケーションなどの都市内部地域での

居住を再評価する動きにつながったと考えられる.

さらに,郊外化に伴う郊外生活が,女性の家庭化という新たなジェンダー問題をつくり

だしたことは,アメリカ合衆国の大都市圏において黒人が通勤,住宅市場等の問題から,

郊外になかなか転出できないという人種差別を生起させているのと同様であるという指摘

-　72　-



がある.郊外化が弱い立場にある人々に対して格差を生じさせたり,強化したりしている

というこれらの指摘に対しても地理学の新たなアプローチとして今後の展開が望まれる・

この視点では,ゴーバー(Gober;1989)は郊外における女性が世帯主の世帯の増加が明らか

にした研究例があるが,このようにこれまでの地理学においては,上記で展開したサパー

ビア,すなわち郊外地域における生活様式に関するアプローチがあまり活発に行われてお

らず,今後の課題であるといえる.

郊外化が都市圏全体にもたらした影響について,成田(1981b)は郊外化を通じて中心都市

の貧困者,失業者,老人の比率が上昇し,中心都市そのものが都市圏内における被隔離地

区的性格をおびたとし,また一方で,ジェントリフィケーションによりインナーシティの

近隣から追放された住人がスラムを拡大再生産し,インナーシティの外周やインナーサバ

-ブをスラム化している点を指摘した.さらに, 「郊外の生活様式は多様化しているけれ

ども,そこでの人種的経済的なセグリゲーションは変化していないといわれ,郊外のスラ

ム化はすでにアメリカの多くの大都市圏で明かであり,郊外はかつては市内に閉じ込めら

れていた社会的問題のえじきになりつつある」 (p.23)と指摘した.この点に関して,ゴー

バー(Gober;1989)は個性の無い同質的「ベッドルーム・コミュニティ」としての1950年代

の郊外の景色が,人種や年齢,家族や世帯状況などの多様化と,分化した生活様式や文化

景観に転換があったことを指摘した.またウォーターマン・コスミン(Waterman and Kosm

in;1987)も多様な人種・民族の流入による郊外地域の変容を明らかにしている.

また田口(1978)や杉輔(1994)は,サパーバニゼ-ションが中心都市の衰退を招いたこと

を指摘し,居住地の人種的差異を住宅市場から説明した.さらに,ダンカン(Duncan;1984)
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は,郊外の公営住宅団地においてもインナーシティと同様の社会的剥奪(deprivation)3)の

問題が発現していることを明らかにした.田口(1986)は,マサッティ(Masotti;1973)が問

題提起した「インナーサバーブ」の問題を取りあげ,個々のサバーブ(郊外地区)は比較

的ホモジニアスな人口の特徴だが,サバービア(総体としての郊外地域)は経済活動や人

口構成の点で中心都市と競り合う存在になり,中心都市に取って代わり得る魅力をもった

存在に変わりつつあろうという予測を紹介した.ここで取り上げられたインナーサバーブ

は開発が古い郊外地域の内側をさすが,このインナーサバ「ブにおける「老齢型」と「成

熟化」の問題は,従来扱われてきた「成長型の郊外」と異なり,郊外地域におけるインナ

-シティ的な問題の発生の点で注目される.

このような郊外の変化に対して,イブンデン・ウォーカー(Evenden and Walker;1993)は,

カナダの都市における郊外化に関して女性の就業や,家庭状況の変化(世帯人員の少人数

化)などによって郊外に対する住民の評価が変化していることを指摘した. 1950年代後半

以降急速に郊外化したわが国の都市圏では,まだインナーサバーブにおけるこのような高

齢化の問題をはじめとした諸問題が顕著となっていることが少なく,地理学的研究事例も

少ないため今後の研究課題となるであろう.

もう一つの問題として高橋(1995)は,地理学的視点から郊外コミュニティを捉え現実の

都市周辺部にある集落の社会的側面に接近しようとするとき,郊外コミュニティの多様な

形態や性格を見逃す恐れがあると指摘し「郊外を含んだ空間を都市として成立させる機構

やプロセス,あるいは構造が注目され,郊外化を受ける農村地域からの発想が欠如してい

る」 (p.159)と批判した.
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②ニュータウンに関する研究

ニュータウンは都市計画の一環として把握され,都市の無秩序な拡大-の対策として都

市化を秩序づける都市政策と'して位置づけられる.カステル(1984)はニュータウンを社会

的,政治的,制度的諸関係全体の分析からとらえようとし,イギリスにおけるニュータウ

ンをロンドン首都圏の都市危機(社会的,そして機能的)への回答とみなし,その起源は

メトロポリタン地域形成に関する資本主義の技術的,経済的発展によって生まれた過剰な

工業集中から起こっているとした.カステルは,諸活動の空間的集中が地域間の不均衡を

強めるなかで,生産システムが都市システムの各種の要素に与える影響やそこから引き出

される諸結果を図式で示した.また,カステルはこの危機的状況に対して,制度的システ

ムの側から,この計画への調整者としての唯一の介入は,住宅に関してであったとニュー

タウン計画の背景における社会的決定要因を図式化して考察した.

ニュータウンの歴史については,都市史や建築・都市計画史など,多くの分野の文献に

よって記述されており,本研究では新たに議論するものでもない.また,都市史の観点か

らみるとアシュワース(1987)は,ニュータウン発祥の地であるイギリスにおけるニュータ

ウン登場の経緯を当時の都市社会情勢から分析し,劣悪な都市の生活環境と富裕階層向け

の開発・投機が重要な要因であるとした.わが国においても都市史の点から郊外住宅地の

開発をみると,建築学の分野から山口編(1987)は,大名屋敷の分割から始まった東京の住

宅地開発が大正期に入り郊外に広がっていき,郊外電車の発展と中産階級の増大によって

独特の郊外文化を形成していったとし,現地調査や開発当初の敷地図,住宅の平面図や写

真,広告などの資料によって14の郊外住宅地の詳細なモノグラフを記述している.
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ここでニュータウンの定義に関して歴史的に整理すると,下線(1975)によれば,イギリ

スにおける本来のニュータウンは, 1946年のニュータウン法により設立された各ニュータ

ウン開発公社が建設・管理するものを基本とし,本来のニュータウンは母都市・母地域の

再開発事業とリンクしたものであり,過密地域を再開発することにより,事業前後の開発

密度の差から「計画的にあふれる人口(planned overspill)」を受けとめることを目的とし

たものである.これは,過密地域の再編成を都市内部だけで考えず,全国的視野に立って

開発を試みたものと位置づけられる.

また,木内(1979)は,イギリスのニュータウンが19世紀の工業化による都市生活の崩壊

を回復させるために建設され,その目的と理想は,巨大都市のもたらす不経済・交通難・

貧民窟の解消,新しい発展の組織化,工業と人口,住宅のバランスを目的として,イギリ

スの都市化を秩序づけ,社会の立て直しをはかるものであるとした.そのために,ニュー

タウンは,地域環境の質(social),大都市の疎開(urban),資源利用の効率(economic)の3

つの目的を総合化したものが必要とされた.さらに, 1940年代の「旧」ニュータウンは健

康,ソーシャル,伝統尊重,人口静的が原理であったが, 1960年代の「新」ニュータウン

は動的(ニュータウン内の移動を容易にする)へと変化した.

また小森(1983)は,イギリスのニュータウンの特色について「単に個々の都市の設計の

巧みさや生活環境の質の高さのみにあるのではなく,総合的でまったく新しい計画に基づ

いて経済発展と都市の成長を誘導し,国民の生活と職場の環境を改善する目標の達成に努

力している点にある」 (p.15)としている.これは大都市の周辺地域のみに建設されるわが

国のニュータウンと異なり, 「斜陽の炭鉱地帯や古い工業都市の周囲にニュータウンを開
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発して新しい活力を注入しようとする試み」 (p.15)の例にみられるように,イギリスでは

ニュータウン開発を地域の再活性化などの地域開発の手法として行われたことを意味する

(下総; 1975).

以上のような定義のもとニュータウンの起源は,ハワードの「田園都市」構想に求める

ことができる(樋口;1983,高橋;1983,井内;1983).しかしながら,前述のようにイ

ギリスで用いられる本来のニュータウンとは明らかに異なるわが国のニュータウンについ

て,ここで厳密に定義する必要がある.ニュータウン開発はわが国の場合,前述のように

イギリスにおけるニュータウン構想を模したものであるといわれているが,イギリスのニ

ユータウンは,様々な研究において述べられているように,ハワードの田園都市論の影響

を大きく受けたものであるといわれている.ハワードの田園都市論について増田(1993)は,

健康的生活と産業の計画されたものであり,工業化社会のビジョンとしてとらえている.

ニュータウンが本来的には新しい街を意味するものであり,多機能が集積した街を示す

のに対して,住宅団地は工業団地や流通団地のように,単一機能が集積した開発地を指す

ものと考える.また,イギリスにおけるニュータウンは大都市のスプロール化の対策とし

て,郊外の発展を秩序づけた点において,わが国で使用されているニュータウンは,むし

ろスプロールの一因となったものも多い.このように,わが国で用いられている「ニュー

タウン」の用語は,イギリスで用いられている本来的な意味とは帝離しているため(Kiuc

hi and Inouchi;1976, Tanabe;1978,井内;1983,小森;1983) ,日本におけるニュータウ

ンは住宅団地として別に項目を設けてあとで議論する.

人工的工作物であるニュータウンにおいては,計画上の不備や,開発計画自体のもくろ
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みの誤算などの様々な要因によって多様な問題が生じている.ニュータウンの問題点への

アプローチとして,ニュータウン内で生じた様々な問題に対するアプローチとともに,ニ

ユータウンの開発が凧辺地域などへ与えた諸影響に対するアプローチの二つの視角に分け

ることができる.

第1の視角として,ニュータウン内で生じた問題に対するアプローチとして,小森(198

3),高橋(1983),中野(1983),住田(1984),小林茂他(1987)によるニュータウン居住者の

社会階層の問題へのアプローチがある.小森(1983)はイギリスのニュータウンの初期の目

的が社会的にバランスのとれた地域社会の創出,すなわちソーシャル・ミックスにあった

ことを紹介した.居住者のバランスをとるためにソーシャル・ミックスがはかられたが,

方法として労働者選抜がさまざまな社会階層の受け入れのためにおこなわれ,ニュータウ

ン内に進出する企業を多様化させることが行われた.このソーシャル・ミックスについて,

ニュータウン開発の直接の動機として,大都市における住宅難解決のために景気変動に耐

える産業構造を生むと考えられた.近年の試みとして,高齢者や貧困層の受け入れやこユ

-タウン内就業が行われている.

このようなニュータウンにおける社会階層をはじめとする居住者特性の単調性(単一性)

について,高橋(1983)は,ニュータウン政策が行われた1955-70年のフランスの都市政策

において,集合共同住宅が単一的・画一的建築形態が特に婦人層に「サルセル病(集合共

同住宅に住むことによるノイローゼ) 」と呼ばれる心理的悪影響を及ぼしたのは,新住民

の社会的性格があまりにも均質であり,正常なコミュニティ生成が稀であったためと指摘

した.
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このようなソーシャル・ミックスに関して成田(1981b)は,都市の本質は混合にあるとし,

人種的・文化的・経済的多様性をもった近隣であるソーシャル・ミックスはアメリカの大

都市間題の解決策として期待されるが,それには住宅のタイプ・サイズ・所有関係などの

多様性が効用を発揮し,居住地区の安定性に役立つとした.その一方で,ソーシャル・ミ

ックスは社会変革のエネルギーをそらそうとするリベラルの代替案にすぎないとか,黒人

や労働者の結束を弱めて分割統治する手段であり,社会的不平等を根本的に解決する手段

とはなりえないという批判もある(成田;1981b).

またニュータウン開発による弊害として,中野(1983)はアメリカ合衆国における郊外化

について社会的地位や所得水準などによる明確な住み分けが生じていることを明らかにし,

上流住宅地における排他性,労働者階級の住宅地における人種的結合や近隣関係が重要で

あることや白人と非有色人種の二重の住宅市場の存在を指摘した.

第二の視角として,ニュータウンが周辺地域などへ与える悪影響について,小森(1983)

はイギリスのニュータウンの評価において,母都市からの工場分散,他地域からの移転に

より地域の経済的再活性化を促進したことから,ニュータウンは大都市問題解決の有力な

手段とされ,人口と産業の大都市からの流出を秩序づけと評価した.その一方で,反都市

化を進行させ,ホワイトカラーや熟練ブルーカラーの流出を招き,大都市のインナーエリ

アに低所得世帯や少数民族を残存させ,住宅をはじめ各種社会資本ストックの老朽化,失

業の増大など,インナーシティの衰退を助長したとし,また職住近接の理念は時代錯誤で

あるとした.さらに高橋(1983)は,フランスではニュータウンを地域整備の中核にする予

定にもかかわらず,計画外地域のスプロールを招き,点的開発に留まることを指摘した.

-　rJ遡　-



③住宅団地に関する研究

本研究ではその計画性や地域開発への関与をみるよりも,わが国におけるニュータウン

については機能の単一性の点から郊外住宅地あるいは郊外住宅団地などと同意義とみなす

ことにする.小林(1964)は「住宅団地とは,通常居住機能である住宅が,数百ないし数千

戸集在してまとまった地区を形成しているのをさす」と定義した.また木内(1979)はわが

国のニュータウン(実際には住宅団地のことを指している)について住宅団地や工業団地

などのように機能分化したことを特徴としてあげ,住宅団地の規模もイギリスの古いこユ

-タウンが人口3-10万人であるのに比べて,わが国のそれは人口10万-40万人と規模が大

きいとしている.同様に鈴木(1964)も,ある程度の規模をもった集団的住宅地を団地とみ

なしている.また別の名称として,山鹿(1957)や藤田(1972,1973,1974)は,集団住宅地の

用語を使用した.以下では日本的なニュータウンを住宅団地として表現するが,住宅団地

名に「ニュータウン」がついているものについてはそのまま使用して議論を進めることに

する.

地理学における住宅団地に関する研究は,その開発の経緯や実態,あるいは開発に伴う

諸問題に関する記述的分析を中心としたものと,住宅団地居住者の属性に関する研究に大

きく分けられる.ここでは郊外化において政策的あるいは計画的に役割を果たすことの多

い住宅団地の開発や開発に伴う諸問題,住宅団地居住者に関する研究などに論点を絞って,

既往の研究成果を整理する.

まず,住宅団地の開発に関しては,開発状況や開発結果を記述したり,景観の変貌を記

述説明した多数の研究がある.今朝洞(1979)は東京における住宅団地を区画面積から分類
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を試み,類型化された住宅団地の分布と区画が広く高級とされた住宅団地の分筆などの変

容を分析した.他にも鈴木(1979)は,高槻市の住宅団地の分布から大阪から押し出された

営力による都市化の進展について論じた.同様に山鹿(1957)は,東京西郊を事例として,

また小林(1967)は,京阪神都市圏で住宅団地の分布や開発などの形態面を明らかにした.

地方都市圏における住宅団地の開発については,仙台市を事例とした田辺ほか(1976a)や長

谷川,広島市の事例では藤田(1972)などがある.さらに高山(1979)は,住宅団地内の空閑

地について検討した.いずれの研究も分布の解明に中心があるため,分布に影響を与える

地価との関連や分譲価格などの経済的側面および住宅購入層の特性の解明など開発のメカ

ニズムを総合的には分析を試みていない.それに対して,開発の制度的背景について千葉

(1988, 1994)は,仙台市を事例として都市計画法の住宅団地開発への影響を分析した.こ

の観点は松原(1988)による開発主体の活動への着目に起源を求めることができる.

松原(1988)は,住宅供給主体である不動産デベロッパーの活動に着目し,不動産資本の

空間的運動の理論的検討と不動産資本による都市開発の実態分析を都市経済地理学の立場

から行ない,不動産資本による都市地域構造の形成をその開発戦略から,都心・郊外など

の都市地域の形成・再編成を解明した.その結果,不動産資本は大規模住宅団地を飛び地

的に拡大させ,都市域の遠隔化を促進した.ここで指摘された飛び地的な住宅地の発展の

原因について,山鹿(1957)は安価でまとまった土地を入手するために,交通線間の不便な

土地に集団住宅地が多く建設されたことによるとし,地価による制約が大きな原因であっ

たとした.これらの大規模住宅団地は既成市街地の社会資本に依存しなくてもよいもので

あったが,既存の地域社会に対して農村社会を変容させて衛星都市化させたり,児童の急
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松原(1982, 1988)は, 1974年制定の国土利用計画法により土地取引がチェックされるよ

うになって,宅地分譲中心から建て売り分譲中心-と移行したことを指摘した.その結果,

付加価値をつけて販売するなどの街つくりに個性をもたせ,住宅地商品を差別化するよう

に開発手法が変化したことが明らかにされた.千葉(1988, 1994)も,仙台市の大規模宅地

開発が宅地開発要綱によって住宅地の優良化・差別化が生じたことを明らかにした.松原

(1982)は,東急多摩田園都市を研究対象として,新線建設と一体化した地域総合開発的色

彩の開発が,著しい地価上昇を招き,不動産資本は莫大な収入を得ることができ,それに

より東急は鉄道経営から不動産経営,建設,東急ストアの巨大市場を獲得して東急グルー

プを確立させたことを明らかとした.

松原(1982)によると,多摩田園都市は東急主導の「一括代行方式」と呼ばれる,工事の

設計,管理,組合の運営事務一般などを一括して代行する,事業費全額を東急が負担する

方法で行われた.これは東急と地元地主とで事業着工に先立ち,保留地(区画整理事業費

用にあてるため,第三者への売却が予定されている土地)を東急が譲り受ける約束を行っ

たものである.この開発方式は,地主との対応の苦労や手続きが複雑な反面,事業におけ

る反対者に対して強制力をもち(地権者の3分の2以上の賛成で強制執行) ,安価で大量な

条件の良い土地を保留地にでき,マスタープランにそってほぼ全域の開発を主導できた.

しかしながら,低密度開発から集合住宅の開発を中心とした高密度開発-計画変更した

結果(住民や自治体からのチェックが困難で,開発主体の一存で決められてしまうため) ,

学校不足の深刻化(横浜市は学童収容不可能学区域に指定して集合住宅の建設を小規模に
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制限)や日照権の問題,より多くの利潤が得られる遠隔地からの住宅地形成などが問題点

としてでてきた.また多摩田園都市の特徴として取り上げられた美しが丘住宅地の特色は,

「造成は一括して『計画的』に行われたのに対し,その造成後の土地利用,住宅供給がア

ンバランス」 (P.193)で, 「東急は,高級住宅地や分譲マンション,中高層の社宅を供給し,

地元地主は,狭小な住宅地,木造の寮,賃貸マンションを供給するというコントラストが

認められる.こうした住宅地の特色は, 『一括代行方式』土地区画整理という開発手法が,

作り出したものに他ならない」と指摘した.

松原による住宅団地に対するこのようなアプローチは,住宅開発を行う開発主体の活動

とその開発様式に着目したものであり,さらに,宅地開発指導要綱などの行政側による規

制をも含めて,地域構造を形成する要因の主体であるゲートキーパーやアーバンマネージ

ヤーの作用を扱う研究であるといえる.イギリスではこの分野の研究が活発になされてお

り,ノックス・カレン(Knox and Cullen;1981)やショート他(Short, Witt and Fleming;!

987)は建造物環境の要素の管理と生産における営力の相互作用について検討した.山鹿(1

976)は住宅団地の開発が都市施設などの公共サービスの不足,遠距離住宅地の発生,交通

混雑,近接地の地価暴騰などの様々な問題を生じさせていることを指摘しているが,それ

らの都市間題に対して開発主体や法的規制などの側面から分析することが今後も必要とさ

れる.

次に,住宅団地居住者に関してバルドウィン(Baldwin;1974)やテイラー(Tailor;1979)は

郊外住宅団地の建造物などの物理的環境とその所有や社会・経済的特徴から,居住分化が

みられることを明らかにした.日本は社会経済的階層差が欧米諸国ほどではないとされる
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が,わが国における郊外住宅団地の居住特性の問題として,年齢別人口構成の問題が深刻

化している.わが国の郊外住宅団地における年齢別人口構成の偏りに関しては,田辺ほか

(1976b)が仙台市周辺の住宅団地を対象として,住宅団地の造成年代,造成主体,団地の重

地位置の差異と年齢別人口構成との関係について分析し,造成年代との密接な関係を明ら

かにした.また金城(1983)は,千里ニュータウンと泉北ニュータウンの居住者の年齢別人

口構成の比較から,泉北ニュータウン居住者の年齢別人口構成が先に開発された千里ニュ

-タウン居住者のそれを追随した形となっていること,住宅の所有形態により年齢別人口

構成に違いがみられることを指摘した.

社会学においても,多摩ニュータウンに関する総合的研究として小林ほか編(1987)では

店田(1987)がニュータウン地区と一般郊外地区の住民特性の比較を行い,浦野(1987)がニ

ユータウン住民の住みかえ行動を分析した.そのなかで店田は,ニュータウン居住者の家

族構成には高い核家族率,地方圏出身者が多く, 30-40歳代の比較的若い世帯主年齢に偏

っていること,世帯年収からみた経済階層や学歴や職業からみた社会階層において同じ階

層への集中度が高いことが明らかにした.また,ニュータウン内においても都営住宅,質

貸住宅,分譲住宅などの住宅の種類ごとに年齢構成からみたライフステージや学歴・職業

などの居住者の特性が著しく異なることも明らかにされた.建築学においても住田(1984)

は,千里ニュータウンの居住者構成の特徴において住宅の種類ごとに家族形態(核家族化)

と世帯主の属性(年齢,職業)が異なることを明らかにし,全体としてニュータウン居住

者層のホワイトカラー化(専門技術と一般事務)とエリート化(管理職と専門技術)が進

んでいることを明らかにし,ミックス・ディベロップメントで居住者の社会階層の混合を
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はかることを主張している.

次に,住宅団地が周辺地域へ与える影響として,佐藤(1987)は企業都市における住宅建

設が小規模で分散的な住宅団地の造成古.=よりなされ,その結果として分散的な市街地が形

成されたことを明らかにし,企業と地方自治体の役割について検討した.

木内(1979)はわが国のニュータウン(厳密な内容的には住宅団地と同義)について,家

族数及び形態の変化　生活水準の向上に伴う住宅様式,社会施設の充実と改善,近い位置

に職場をつくり出すことが問題であるとし,さらに将来の問題として,ニュータウンが大

都市人口の人口と財政の負担を増大させないか,全国的な人口の分散,環境保全の計画の

樹立をあげ,日本の経済,政治構造の変化(分散化)が必要と主張している.確かにニュ

-タウン開発はイギリス方式における地域開発的要素を多く取り入れるならば,全国スケ

-ルでの人口分散をねらわなければならないと思うが,しかしながら,現在の大部分の大

規模住宅団地は大都市の人口をその周辺に分散させ,全国的スケールからみれば一層の大

都市圏人口への集中をさせた一要因でもあると考えられる.今後のニュータウン開発がど

のような都市計画のもとで,あるいはどのような開発思想のもとで計画・施行されるのか,

これまでの住宅団地の開発結果の評価とともに注目される.

④公共団地に関する研究

郊外のニュータウン開発には,民間不動産資本による住宅団地の他に住宅・都市整備公

団(旧・日本住宅公団)による公団住宅や地方自治体の関連公社などの公的機関による公

社住宅,あるいは都道府県や市町村などの地方自治体による公営住宅が集積した大規模住

宅団地も含まれる.また,公的住宅団地は都市の内部地域においても,工場跡地や再開発
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地域に大規模なものが建設されており(松原;1988),さらに小規模な公的住宅は都市の内部

地域に分散的に供給されている.以下では公的住宅からなる住宅団地と都市内部の公営住

宅に関する研究成果を整理した.

まず,前述の郊外住宅団地のうち公的に開発・分譲,あるいは経営されている住宅団地

に関した研究の成果をみる.公団住宅に関しては『日本住宅公団10年史』や『日本住宅公

団20年史』などにその活動内容の詳細が記載されており,また『マンション60年史一同潤

会アパートから超高層へ-』 (高層住宅史研究会, 1989)では時期別に公団住宅の活動と

役割がどのように変化したのかについて説明されている.公団住宅居住者に関してはそれ

らの文献において,公営住宅と比較して所得階層の高い層を対象とした供給がなされ　中

流階層に特化した居住者構成になっていることが明らかにされている.

公営住宅の供給に関しては,地理学的からのアプローチはほとんど行われておらず,尾

蘇(1985)と北畠(1992)による2例があるにすぎない.尾藤(1985)は,神奈川県における公

営住宅の立地が,用地取得の困難さによって次第に駅から遠隔化したことを明らかにした.

また,北畠(1992)は大阪市における公営・公団住宅の立地と室構成を分析したが,制度上

の考察がほとんどなされておらず,資料の吟味など山田(1993)による厳しい批判がなされ

た.

次に,公営住宅における住宅状況について,マリンズ・ロブ(Mullins and Robb;1977),

レント・レント(Rent and Rent. ;1978),パション(Pacione;1982, 1984)は,住宅の老朽化

やバンダリズム(破壊行為)などの居住環境の観点から高層化した公営住宅開発の問題点

を指摘した.このような公営住宅政策の評価にあたる公営住宅居住者に関して,トゥワイ
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ン・ウィリアムス(Twine and Williams;1983)は,公共住宅の社会的居住分化を職業構成や

住宅の老朽度との関連から分析し,またウィンチェスター(Winchester;1990)はジェンダー

問題に関連させて公営住宅に女性と子供からなる片親世帯が集中していることを明らかに

し,新たなる貧困の集中を生じさせたことを指摘した.居住地移動の側面からの研究では,

スミス・フォード(Smith and Ford;1985)は公営住宅市場内で転居する世帯の住み替え行動

において制度的制約がみられることが明らかにされている.

ドイツにおける公的な住宅供給については,大場(1994)により非営利的住宅施策の展開

が説明されているが,ドイツで供給されている社会住宅(Sozialwohnung)は, 「経済的に困

窮している所得階層にある家族の居住状態を一定水準に維持する目的で,社会保障政策の

一環として1948年6月より供用が始められている公的助成による住宅. 1977年には,西ドイ

ツ全住宅戸数の26.2%に相当する420万戸がこれに該当するとされている.この比率は, 1

949-55年の60. 9%から,建設価格の高騰などにおされ一貫して減少傾向にある」 (マイヤ

-他; 1982, p.271).この社会住宅に関しては,シャファー(1968)による人口移動とライ

フサイクルの段階との関係を分析した社会地理学的研究において,住宅の大きさと間取り

が不十分であるために,子供たちが生まれて学校に通う時期に特別の問題をひき起こすこ

とが指摘され　ライフサイクルの各段階は,それぞれに適合した住宅のタイプを必要とす

るために,社会住宅からなる大住宅団地から「成長期」や「安定期」の発展段階の家族が

転出するメカニズムを明らかにされた.

公営住宅居住者の社会階層的な問題について,ウィリアムス(Williams;1983)はイギリス

のアバディーンの公営住宅における明確な居住分化の存在を,居住者の貧困のレベルと社
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会的剥奪(deprivation)の分布から明らかにした.また国内の研究では佐藤(1989),竹中

(1990),野沢(1990)は,公営住宅では居住者が所得水準によってクラス分けされ,そこか

ら生じてくる差別や階級間の葛藤・紛争が生じるとした.それらの研究では,特にニュー

タウンでは住区や住棟という単位で露骨な階層区分がされ,コミュニティ形成が阻害され

るが,ニュータウン内に集合住宅が建設された場合には社会的なフィルタリング作用が働

普,各社会階層を各種の住宅ごとに集めることによって住宅階層問題を発生させることが

明らかにされている.このような住宅地における住宅階層間題は,郊外の大規模な公的住

宅団地では居住者特性が単一だけに周辺地域とは帝離したものとなると思われる.一方,

市街地内部における公営住宅では周辺地域との関連において,地域としてみた場合に社会

階層がミックスした状態といえるため,その間題の深刻さば郊外の大規模な公的住宅団地

における程ではないと思われる.

平山(1985, 1986),佐藤(1989)は公営住宅における居住者の社会階層と世代の同質性を明

らかにし,さらに老齢化や生活困窮者の流入などの問題を指摘したが,この点に関して,

由井(1991, 1993, 1996)は公営住宅における居住者特性の変化実態から,それらの変化が公

営住宅の広さや立地場所により異なることを明らかにした.またその背景には公営住宅供

給の制度的問題が存在し,特に市街地内部の公営住宅において,いわゆる「ハウジング・

トラップ」の現象がみられることを明らかにした.

ハウジング・トラップとは,特定の社会階層を特定の住区・住棟に住宅政策により結果

的に集積させてしまう現象を指す(竹中; 1990).地方自治体による公営住宅居住者の選択

には,入居条件としてあげられる申込者の世帯収入が最重要な基準として作用する.さら
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にその後の転出入の繰り返しの過程においては,公営住宅市場では民間住宅市場と異なり,

世帯の収入基準を制約条件とした転入世帯の行政側による選択とともに,高齢者や身体障

害者世帯,低所得者層に対する優遇入居が行われ,福祉政策としての公営住宅供給が,そ

の福祉機能を果たす一方で,その弊害として低所得者層や高齢者層の集積を政策の力によ

って創出しているのである.

このようなプロセスの理解を強調する研究視点は,近年とみに活発化している都市社会

地理学の中に兄いだすことができる.この点に関してジョンズ・アイルス(Jones and Eyl

es;1977)は,社会地理学の定義として概念,理論,実証研究の学際的混合を含む存在であ

るとし,都市社会地理学の究極的主要課題は「社会集団が,自らの認知に従って空間を利

用するパターンと,そのパターンを形成し変化させるプロセスの理解」と, 「都市内にお

ける希少資源の配分とアクセスから生じる,社会的パターンとアクセスから生じる,社会

的パターンとプロセスに対する評価」の「折衷主義」であると指摘する.この住宅資源の

配分に対する観点は,行政機関が直接的に住宅供給を行っている公営住宅の建設やそれら

の住宅における居住者の特性の分析に重要な視座を与えるものとして今後ますます注目さ

れるものと思われる.

また公営住宅に関するもう一つのアプローチとして,政策評価の研究視点が注目される

(Yancy,W. L. ;1971, Buttimer,A. ;1972).特にサッチャー政権以降の公営住宅の払い下げ

(民営化)政策に対して,イギリスの地理学におけるハウジング研究では,貧困者に対す

る深刻な問題を招くものとして批判的な政策評価を行っている(Forrest and班urie;1986>

Smith;1990).一方,マクドゥェル(McDowell;1983)やワトソン(Watson;1986)は公営住宅
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政策の評価として単身者や女性などのような非家族世帯に対する不平等な点を指摘した.

このような公営住宅に対する政策評価的な研究視点は,都市計画や住宅政策への提言を含

めて,今後の研究の発展・深化が強く望まれる分野であると思われる.

2節.都市内部地域におけるハウジング研究

①都市内部における中高層集合住宅

住宅の建設は都市地域の郊外においてのみ展開されるのではない.市街地内部において

は戸建て住宅の更新とともに,駐車場などの空き地や農地,工場用地,倉庫など様々な用

途からの転換や同一用途である木造アパートや邸宅などの住宅からの転換などにより,中

高層集合(共同)住宅が建設され,新たな居住空間が創出されている(由井;1986).ヨ-ロ

ッパにおいても戦前の老朽化住宅の更新によるコンドミニアムへの転換が報告されている

(Maas;1982).これは前述の石水(1962)のいう広義の都市化であり,都市化した地域がさら

に都市化する現象であるといえる.かかる観点から既成市街地内における住宅の中高層化

を検討した研究には,戸所(1973,1975),村松(1983),大吉(1988)などがある.もっとも1

980年代後半のいわゆる「バブル期」には,中高層集合住宅は市街地内部だけに建設される

のではなく,郊外地域の市街地拡大の最前線にも数多く建設されたため,都市化の両面に

関連するようになったともいうことができるが,郊外地域における中高層集合住宅に関す

る研究はまだ行われていない.マース(Maas;1982)はオランダの都市における戦前の住宅を

集合住宅へ更新した状況を更新後の住宅購入者の属性から分析したが,この観点はジェン
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トリフイケ-ションに関連するため節を換えて検討することにする.

これらの居住機能に特化した建造物である中高層集合住宅は,本来の英語の意味とはま

ったくかけ離れた和製英語の「マンション」として一般社会には受け入れられた.しかし

ながら, 『マンション60年史　同潤会アパートから超高層へ』 (高層住宅史研究会編, 19

89)によると, 1955年にわが国で最初に個人向けに分譲された「マンション」は外国文献

などから「コーポレイティブ・ハウス」からの造語である「コーポラス」であり,その後

は多種多様な高級イメージをつくりだす名称によって売り出されていたようである.松原

(1985)は『建築統計年報』から新設住宅着工分譲住宅にしめるマンションの割合が1981年

の首都圏で69.8%,東京都で84.9%であったことから,都市型住宅としての重要性を強め

たことを指摘しているが,中高層集合住宅は市街地内部における最も一般的な居住様式に

なりつつあるといってもよい.

このような中高層集合住宅の増加の原因について,藤岡(1976)は1950年代後半頃からの

中高層集合住宅の増加が, 「戦後の家族構成の変革による社会的な要請と,より効率的な

住居への欲求に対する社会資本の適応が,共同住宅の高層化を促す要因となった」 (p. 127)

ものであるとし,山鹿(1971)は大衆化した1966-1968年の第2次マンションブームの原因を

「大都市圏の急激な人口増加,核家族現象,地価の騰貴,住宅の郊外拡散などにより,中

流階級の人々にとって独立の持家を建てることが次第に困難となり,かわって手頃な高層

分譲住宅を求めるようになってきたことである」 (p.127)と述べている.

この他にも中高層集合住宅の増加の原因について,松原(1985)は戸建て住宅の取得との

比較でとらえ,戸建て持ち家の取得が価格や通勤などの点で困難になるに従い,中高層集
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合住宅の「大衆化」 「多様化」が進み,需要の増大と1970年代の大量供給をあげている.

昭和44年度版以降の『建設自書』においても,マンションの増加について住宅の遠隔地化

による遠距離通勤という形の住宅困窮世帯の増加に対する職住近接への強い希望の現れと

している.また松原は,開発主体である不動産ディベロッパー側からのアプローチとして,

中高層集合住宅が資産の回転率の早さ,リスク負担も少ない投資対象であるため,資金・

リスク負担力さえあれば比較的簡単に事業化が可能であることもあげている.

都市地理学における中高層集合住宅に関する分析の視角としては,前述の住宅団地に関

する分析と同様に,一つは建設・開発に関する供給側からのアプローチであり,もう一つ

は居住者に関するアプローチである.前者に関しては,分布パターンやその変化からみた

立地展開を地形や都市構造から分析したものである.山鹿(1971)は東京都におけるマンシ

ヨンの立地展開において,都心周辺や高級住宅地などに初期の立地が集中したことを指摘

した.このような都心や高級住宅地に集中した初期の立地展開について,前出の『マンシ

ヨン60年史』では昭和30年代後半の第1次マンションブーム期におけるマンション建設地

は,港区,新宿区,渋谷区などの住宅地として高級イメージをもっている地点が選ばれた

ことが記載されている.また中高層集合住宅の立地に関して,戸所(1973, 1974, 1975, 1977

は建造物の機能,都市構造との関連から分析した.さらに香川(1984,1993)は,民間マンi

ヨンの立地が土地からの最大収益をあげうるように供給されることに着目し,地価と床面

積や建坪率との関係から分析した.

また,鈴木(1977)は京阪神大都市圏におけるマンションの立地展開の時期区分を行い,

交通条件を重視してマンションの価格,螺旋状に変化した立地場所の移動や住宅の多様化
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について分析した.同様に,山口(1976)も郊外地域へ拡大した中高層集合住宅の分布を示

した.このような中高層集合住宅の分布に関する事例研究は,地方都市においても広がり,

楊井(1975),藤田(1983)などがあげられる.

次に,中高層集合住宅の建設に伴う周辺地域への影響に関する研究では,藤岡(1976)は

大都市圏内の住宅都市における中高層集合住宅の立地展開を明らかにし,日照問題などの

近隣地区との対立を指摘した.また松原(1985)は,大都市圏における民間マンションの大

量な建設がなされた東京都江東区を事例として急速なマンション開発により若年世帯の大

量な転入が生じ,行政が学校の新設などに対処する必要性に迫られた問題を指摘した.檎

本(1988)は再開発による影響を整理したなかで, 「マンション型の再開発」を取り上げ,

「古くからの地域コミュニティを形成しているような所では,その地域の人間関係に異質

性が高まり,コミュニティを解体に導いていく.特に借家・アパート居住者の追い出しと

他方でのマンション開発がすすむ場合には,いわゆるジェントリフィケーションがおこな

われることになる」 (pp.15-16)と指摘した.

一方,中高層集合住宅の居住者の特性に関して,山鹿(1971)は1964年頃の第1次マンシ

ヨンブームは東京の高級住宅地に多く建設され　「東京だけにみられる特有の現象」 (p. 1

27)であったため,入居者が芸能人,大企業の経営者,一流文化人などの高所得の限られた

特殊な層であったことを指摘した.この点に関しても, 『マンション60年史』では昭和30

年代後半の第1次マンションブーム期におけるマンション居住者について,高額所得者,

特に会社社長,弁護士,密室性の高い住居を求めた芸能人,外国人などの特定階層に限定

されていたことを紹介している.また,香川(1984,1989)は中高層住宅における居住者の属
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性をルームタイプとの関連から分析を試みており,居住者の移動や永住指向を明らかにし

ている.由井(1986, 1991)では,広島市と福岡市を事例として公営住宅との居住者の比較を

行いながら,民間マンション居住者の年齢別人口構成の変化や世帯人員構成などについて

明らかにした.

また賃貸アパートを中心とした賃貸住宅市場に関しては,長谷川(1967)による仙台市で

の研究事例があるが,資料的制約も大きくあまり活発に研究されてこなかった.インナー

シティ問題と関連して木造賃貸アパートの密集した地域の問題性を追求した高山(1982)や

近代化過程におけるインナーシティの形成と発展を詳細に検討した水内(1982)などは,そ

の居住水準の問題性を指摘するとともに,産業構造との関連でインナーシティ居住者の居

住特性と住宅の関係について分析している.

②インナーシティ問題に関する研究

これまで整理してきたように,従来,地理学の分野におけるハウジング研究は,都市に

おける市街地の拡大との関連から述べられる都市化研究や,あるいは都市の内部構造理論

との関連における住宅地域研究も多かったが,一方で都市内部地域における貧困な住宅状

況に関しても研究の関心が強かった.郊外化と中心市の衰退は表裏一帯のものであり(成田

;1977),中心市の中でも特に問題が深刻なのはインナーシティである.成田(1979)はイン

チ-エリアが中産階級によって魅力のない場所となり,貧困者,老人,マイノリティ・グ

ループが取り残され,職場がなく,福祉・教育などの公共サービスの国家経営を飲み込ん

でいることを指摘した.以下では都市内部地域における住宅問題を,インナーシティ問題

に関連した観点から整理をする.インナーシティにおける貧困・民族性などの数多くの社

-　94　-



会問題は,ワード(Ward;1989)によれば19世紀半ば以降に既に出現していた.

都市の内部地域のうち,深刻な住宅問題として従来から数多くの研究がなされているの

が,インナーシティにおける住宅問題に関連する諸問題である(Davis, Eastman and Hua;

1974, Hirsch and Law;1979).特に,住宅の老朽化について,ブラック・プリ-マス(Pra

k and Priemus;1986)は,住宅の荒廃について政策や需給者相互の関係からモデル化を試み

た.そのなかでは,政府による政策の与える住宅管理や財政面への影響が強調されている.

また,ショート(Short;1982)はインナーシティにおける住宅問題が高密で最低レベルの質

である民間賃貸住宅が破壊され,建造物の破壊だけではなく社会的剥奪などのソフト面で

の衰退など多角的な衰退が生じていることを指摘した.同様に成田(1978)はインナーシテ

ィ問題を住宅の老朽化などの物的衰退とともに,失業,貧困,社会的病理現象の集中など

社会的不利益と称される質的衰退も含まれるとした.また小森(1978)は,インナーシティ

における貧困は所得以外の要素を考慮した多元的貧困(multiple deprivation)と呼び,住

宅については老朽,過密,設備不十分な住宅への居住をあげている.

このようなインナーシティにおける貧困な住宅状況について,建築学から三宅(1974)は

現代的貧困の典型として,木造アパートの居住者と経営者の両面から分析し,また牛見(1

974)は職場と住宅を分離し難い「居住立地限定階層」の成因や住宅事業について分析した.

さらに,カステル(1984)はニューヨークのインナーシティにおける住宅の放棄が多いこ

とを取り上げ,この過程が社会サービスの悪化と学校のような地域社会の施設の閉鎖,さ

らにその近隣地区に残留する人々の生活の質を悪化させることを明らかにした.西山(198

6)は都市管理論的都市社会学の立場から,福祉国家の「都市危機」論は,社会的共同消費

ー　95　-



手段,あるいはカステルのいう集合的消費手段の生産・分配・管理をめぐる問題に向けら

れていたとし, 1960年代後半以降のインナーシティ問題は「不十分なコミュニティ・サー

ビスによる施設環境の悪化,荒廃した住宅,大家族と過密,教育の機会を奪わ.れた青少年,

非行問題,精神病など,いわゆる『複合的貧困』 (multiple deprivation)の集積である」

(p. 149)とした.またマクラファーティ(McLaffarty;1990)は,福祉の観点からインナーシ

ティにおける健康状態の恵化を分析した.ロジャー(Rogers;1990)はインナーシティは社会

的・経済的・環境的・政治的問題であるため,人種・貧困・無秩序などの多くの用語の代

わりになるものとした.

一方,インナーシティ問題に関する地理学的研究の歴史は古く,木内(1940)は東京市を

事例として密集住宅地区の分布を検討した.また最近では森川(1993)による旧東ドイツの

大都市のインナーシティにおける住宅の放棄や修理の欠如による都市崩壊(Stadtverfall)

の報告がある.このようなインナーシティの形成過程を歴史的に解明した水内(1982, 198

4)は,特に「窮乏化地区」の形成を住宅改良事業との関連からアプローチしている.特に

水内(1982)は,大阪市を事例としてインナーシティの歴史的発展過程を工業化と労働水準

によりいかに形成されたか,また貧困層がいかに居住地を選択し,その居住地の選択には

どのような営力が作用したのか,さらに形成された居住地がどのような性格を具有したの

かを解明した.

また成田(1987)は,バージェス以来の古典的都市構造モデルにおける都心部周辺地帯に

ついて整理して説明しているが,その中でバージェスのいう漸移地帯(area of transitio

n,地図ではzone in transition)について, 「CBDからのビジネスと工業の侵蝕によって生
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じた居住地荒廃のエリア」としている.成田はイェーツ・ガーナ-(Yeates and Garner;!

971;p. 244)を引用して,バージェスは「拡大(extension),遷移(succession),求心(cone

entration),離心(decentralization),組織化(organization),組織解体(disorganizati

on)といった運動を含む都市成長の過程が,個人や集団を住居や職業によってふるい分け,

分類し,再配置させることによって同心円的構造を生み出すとするが,そのような諸種の

運動がなぜ漸移地帯に(中略)性格を付与するのかを説明していない」と指摘する.

成田は上記の議論の展開の後で,大阪市を事例に都心部周辺地帯を確定する方法として,

メッシュ単位で修正ウィ-バー法を用いて土地利用類型と建物利用類型からみた住工およ

び住商の混合類型を指標としたが,これらの土地や建物の利用類型にとって,都心部周辺

地帯の確定に住宅と商業や工業との混合的利用が重要な指標として使用されている.また

漸移地帯的変数に関する主成分分析においても居住者の属性や住居の特性などを変数とし

て使用されている.また,高山(1982)はインナーシティにおける雇用との関連から住宅問

題を研究し,大阪市の劣悪な住宅事情を明らかにしたが, -ウジング研究においてこのよ

うなインナーシティにおける住宅問題の摘出も重要な位置を占めていることを提示した.

東京のインナーシティ問題については高橋編(1992) : 『大都市社会のリストラクチャリン

グー東京のインナーシティ問題-』において様々な角度からアプローチされており,その

中で竹中(1992)は社会階層の問題を明らかにし,中林(1992)は人口の転出入状態からイン

ナ-シティの人口流出を分析し,住宅政策の必要性を訴えた.

以上のように,インナーシティの確定やインナーシティ問題の分析には住宅が重要な描

標として用いられることが多いが,インナーシティにおける住宅事情の形成要因に関して
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は戚田(1987)に詳細な紹介がなされている.成田は「インナーシティにおける住宅供給に

着目して,その主要手段とされてきたフィルタリング　プロセスが人種差別にもとづく住

宅市場の二重性によって有効性を阻害され　インナーシティの衰退を招いている実態と,

住宅市場の二重性を存続せしめてきた仕組み」 (p. 135)を明らかにすることを試みている・

その際に成田はアメリカ合衆国における住宅市場について次のように述べている.

「アメリカにおける住宅建設の大部分は,民間部門で行われ(中略) ,しかも新築住宅

は,地方政府の建築基準やゾーニング法に適合するために,高水準の質と規模を維持しな

ければならないから,そのコストは一般に割高となり,購入者のほとんどが中産階層以上

に限定されている.そして通常,住宅の新築はビルトアップされていない市街地周辺の空

地を指向するから,都市の中心から外周に向かうほど住宅は新しくなる.そこで,都市に

おける新旧の住宅の取得者の所得水準と,居住地の分布は明瞭な対応関係を示す.中心部

のもっとも古い住宅に低所得者が居住し,周辺部から郊外にかけてのもっとも新しい住宅

に高所得者が居住し,両者の中間に中所得者が居住するという,帯状の住み分けが成立す

る.それに所得上昇を伴うライフサイクルが重なり,ある近隣住区が老朽化すれば高所得

者はより外側のより新しい住宅に移るし,所得水準の向上を実現した所帯も同様の行動を

とり,彼らによってあけ渡された住宅には一段低い水準の所得者が入居する. (中略)フ

ィルタリング　プロセスを通じて,全体としての住宅水準が向上したことは確かであろう」

(pp.142-143)とフィルタリング・プロセスの評価を行っている.

またベリー(1976)はシカゴの住宅市場の分析結果から,フィルタリング・プロセスが有

効に作用して,貧困者を含めて全般的に住宅水準が向上したことを主張し, 「シカゴの住
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宅市場が,人種によって分割されていることを認めながらも,活発な白人郊外の成長がフ

ィルタリング　プロセスを通して,インナーエリアの黒人の住宅選択の幅を広げ,住居費

の相対的低下をもたらし,その居住条件を向上せしめた」 (成田;1987,p. 146)とその効果の

部分をも評価している.

一方,フィルタリング・プロセスに関する別の評価としてダウンズ(Downs;1976)は,質

困者が排除されることによってわずらわしい問題から解放される近隣地区で,良質の住宅

を享受できる多くの世帯には,フィルタリング・プロセスは非常にうまく機能するものと

評価されるものの,都市の貧困地帯,特にマイノリティグループにとってこのプロセスは,

自分たちを都心部に接した古い近隣住区の最低質の住宅に閉じ込める社会的災禍(social

disaster)となることから正反対の評価をしている.これと同様に成田(1987)はChicago U

rban League(1977)による評価を紹介しており,その要点は,第1に,シカゴの住宅市場は

黒人市場と白人市場に二分されており,両市場間には自由な住宅の移転が存在しないこと,

第2に黒人に持家購入の能力があっても,差別によって持家の供給が制限されていること,

第3に両人種間の住宅の移転は,所得の高い白人から所得の低い黒人への移転ではなく,所

得の低い白人から所得の高い黒人への移転であることなどの,差別的住宅市場に起因する

点にあるとした.さらに,上記の住宅市場の二重性を支えるメカニズムとして家主組合や

不動産業者,金融機関などによるものとともに,公的セクターにおける人種による空間的

隔離が説明されている.またミュース(Muth;1961)も,シカゴ南側の住宅価格の調査から黒

人の住宅市場が黒人にとって不利な状況であることを明らかにした.

このような都市内部地域における社会・経済的階層に基づくセグリゲーションについて,
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植木(1993)は都市社会学の立場からウォーラースタイン(Wallerstein)による「世界都市」

における労働需要の再編の一環としてとらえ,高度情報サービス産業,最先端産業が

「 『世界都市』固有の社会的・経済的二極分化が進行しつつある」 (p.293)とし,この産業

において顕著なのは, 「一方で高度な専門職・高所得者層の増大であり,他方で低賃金・

単純労働,パートタイム, (中略)の激増である」 (p.293)としている.植木はこの二極分

化傾向は最先端産業に固有の労働需要から生じているとし, 「製造部門を第三世界に,早

純事務サービスを地方に移転させた後に残るのは, (中略)高度な専門職を大量に擁する

多国籍企業・プロデューサー・サービス産業において,新しい低賃金労働・単純職種が大

量に必要となってくる」ことに加えて, 「高所得者層の消費様式を支える消費サービス産

業自体が,本来的に低賃金・単純労働職種から成り立っている. (中略)この二極分化は,

当然のことながら,居住地域に反映する」 (p. 293)と指摘し,居住分化の成因を産業構造と

雇用構造の変化から分析した.

インナーシティ問題に関する地理学的研究は,その分布や問題性の指摘に関して住宅市

場と住宅制度(政策)との関連性からアプローチしたウィリアムス(Williams;1976, 1978

a),雇用と地方財政などと関連した経済問題の一つとして社会的剥奪(deprivation)を指摘

したフォアマン-ペック・グリパオス(Foreman-Peck and Gripaios;1977)や不法地域など

の問題地域を研究したハーバート(Herbert;1976),ベンサム・モズリー(Bentham and Mos

eley;1980),ハムネット(Hamnett;1983)など多くの研究の蓄積がある.わが国では,佐野

(1979, 1988)が解体地域という表現を用いて,漸移地帯における都市社会病理現象のひと

つとして位置づけている.また,インナーシティにおける社会病理現象として特に深刻化
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しているホームレスの問題については,ウォラス(Wallace;1989),ライミャン・ウォルヒ

・ケ-ゲル(Rahimian, Wolch and Koegel;1992),ヴェネス(Veness;1993)などが都市問題

の指摘とともに都市政策の関連から要因を検討している.さらに近年はインナーシティに

おける住宅問題の一部として取り上げられることの多いホームレスの問題に,より貧困の

深刻なジェンダーの視角からのアプローチもみられる(Rowe and Wolch;1990).

インナーシティ問題に関連して,かかる問題に低所得者層の居住面を中心に都市構造か

らアプローチした研究として,田中(1987)は大阪市内の福祉事務所からの生活保護世帯に

関する資料をもとに, 1986年における被保護層の居住分布が市域縁辺部に高く,中心部に

低いドーナツ状パターンを基本としながらも「あいりん地区」などのクラスター状の分布

もみられること,さらに過去30年間に被保護層の居住パターンが固定的ではなく,市域南

部やクラスター状の集中分布地域への転移によって形成されたことを明らかにした.

これまでの地理学において発表されたインナーシティに関するハウジング研究としては,

前出の田中(1987, 1988)の他に住宅ストックなどの資料的制約があまりにも大きすぎるた

めか,あまり活発になされてきたとはいえない.高山(1982)は高齢化などの人口面での諸

変動,産業活動の全般的衰退,物的側面からの住宅の老朽化から分析し,インナーエリア

における住宅問題の特徴として,従来住工混合地帯として住環境の悪い地帯と指摘されて

きたインナーエリアが,住宅の物的質も劣悪であり,狭くなった敷地で容積率を高めるよ

うな狭小なミニ住宅の増大により,住宅問題が拡大再生産されることが,人口の郊外流出

の要因と捉えている.

衰退するインナーシティの再活性化については,レイ(Ley;1981)など商業機能を含めた
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中心部の経済的再活性化をテーマとした研究や再開発による居住特性の変容に関した研究

(Vorlaufer;1982, Phipps;1983)が数多くなされている.インナーシティの再開発のうちハ

ウジングに関連した住宅更新に関しては,オローリン・ミュンスキ(0'Loughlin and放uns

ki;1979)などの研究例があるが,低所得者のインナーシティ-の固定化を招くとの批判が

指摘され(田口;1978) ,また小森(1978)は,インナーシティに低所得階層が過度に集中し

たメカニズムを住宅供給の経済的・制度的側面から分析し,ハウジング・トラップの機構

の存在を指摘した.このハウジング・トラップは,スラムクリアランスやジェントリフイ

ケ-ションなどにより民間の賃貸住宅市場から閉め出された低所得者層が,公営住宅市場

における入居者の選別作用により郊外の公営住宅を希望しても入居できず,中産階級が転

出した空き家に入居せざるを得なくなる状態を作り出していることを示しており,制度に

よってこのような問題地域を作り出しているような「制度的な枠」あるいは「政策的・制

度的な昆」といえる.このようなセグリゲーションに対する住宅市場からのアプローチの

例として,ヴィクリアーノ(Vitaliano;1983)は,公営住宅政策がスラムの固定化を促して

いるのではないかとの疑問を提示した.

インナーシティ問題において低質の住宅での過密居住や犯罪の集中,また不衛生な生活

状況など,さまざまな問題が凝集した地区がスラムである.磯村(1955)は,スラムの定義

は多様で困難であるとしながらも,アメリカ合衆国の大都市でスラムを研究したゾ-ボー

(zorbaugh)などによる定義から,家屋の問題,職業の経験,生活水準の3条件からスラムが

貧困者の集団であり,都市の全体から隔離されていることなどを紹介している.これらの

3条件はいずれも相互に関連しているものと考えられるが,ハウジングとの関連では特に
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「家屋の問題」と「生活水準」が研究対象となる.スラム地域における居住水準の低さは,

サリンズ(Salins;1987)はスラム地域における住宅問題を詳述しているように家屋の問題そ

のものであり,またそれによる社会的貧困,健康上の問題,公共サービスの不均衡など,

さまざまな問題を伴うものである(McLafferty;1990).

このようなスラム地域の形成要因について,デーヴィス・イーストマン・フ-(Davis,

Eastman and Hua;1974),ヒルシュ・ロー(Hirsch and Law;1979),ヴィクリアーノ(Vital

iano;1983)は住宅政策との関連から,公的助成や住宅政策の評価と低所得者の住宅維持・

管理の問題や公的住宅供給がもたらす弊害が明らかにされている.戸所(1977)も住宅の維

持・管理問題からわが国の都市内で急増している高層の共同住宅におけるスラム化の可能

性を指摘した.

スラム対策事業としてその正否が問題となっているのがスラム・クリアランスやジェン

トリフイケ-ションである.これらに関しては後で議論するが,低所得階級の追い出しや

スラムの分散化,ホームレスの急増などの問題を新たに作り出したことが指摘されている.

上記のような都市計画による行政主導のスラム・クリアランスは東南アジア諸国でも盛

んに行われているが(矢崎;1988,高山;1990),それらとは異なり, 1970年代に世界的に採

用されるようになったセルフヘルプ論は,一般的にこれまでの第三世界における開発戦略

がスラムを郊外へ拡大・分散させたなどの問題点が指摘されたため登場したものであり,

藤巻(1990),瀬川(1990),揮(1994)は住民参加を開発戦略とした住民の自助努力により居

任地改良を行う事例として,インドネシアのカンポン改良計画を紹介している.

スラム・クリアランスに該当するといえるわが国における不良住宅地区改良事業は,中
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揮(1955)などの文献において事業の経緯が詳述されているように, 1927C昭和2)年における

不良住宅地区改良法の発布以降のことである.水内(1984)は,歴史地理学的手法により東

京市や大阪市などの6都市を事例として,詳細に貧困階層の過密居住地区の分布を分析し,

不良住宅地区改良事業による居住者属性の変化や居住民の対応などを通して居住環境整備

事業の政策的評価を試みた.水内によるこの分析手法は,制度論的アプローチに立ったも

のとして,現代の居住環境整備の在り方を探るものであり,成田(1978b)はインナーシティ

の再開発により,再開発地は居住環境の悪化をくい止めることはできたものの,再開発さ

れていない近隣コミュニティでは転出によりゲットー化し,コントラストが一層強まった

ことを指摘している.今後はインナーシティ再生に向けた政策策定に地理学から有益な提

言を可能とさせる研究の蓄積が望まれる.

③都市内部地域における民族的セグリゲーションに関連したハウジング研究

都市内部地域において,民族的なセグリゲーション(居住分化)の空間的パターンから居

住分化がみられることが数多くの研究(Pooley;1977, Vandell,K.E. ;1981, Sibley,D. ;199

0など)で明らかにされている.山下(1984)はこのような都市内部におけるセグリゲ-ショ

ンに関する研究が都市社会地理学的研究から盛んにアプローチされ,人種・民族集団・貧

困などの社会問題に初期の研究の関心が向けられたとした.例えばアメリカ合衆国の都市

における民族的セグリゲーションに関しては,二神(1973)や樋口(1979)などがあげられる.

またドイツの都市においては,小林(1990)などが都市間題の紹介においてガストアルバイ

クーの居住区の分布について概略しており,山本(1980, 1982)は,ガストアルバイターの居

住地の分布と住宅問題から民族的セグリゲーションの要因を住宅市場と雇用の観点から分
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析している.このような旧西ドイツの都市における民族的セグリゲーションについて,ワ

ルド-フ(Waldorf;1990)は住宅政策による影響を検討した.同様に,民族的セグリゲ-シ

ヨンについてシプレイ(Sibley;1990)は,制度的背景や政策的影響からイギリスの都市につ

いて分析した.さらに東南アジアの都市における民族的セグリゲーションに関しては,山

下(1984)が人的関係や経済活動からの分析をしたが, -ウジングとの関連ではヴァンデル

(Vandell ; 1981)は人種構成の近隣地区への影響を評価した.

このように,都市内部地域におけるセグリゲーション(居住分化)は,社会経済的状況

によるものと民族的状況によるものに大分できるが,両者は独立した関係ではなく,少数

民族や移民などのホスト社会から隔離された社会集団は,低所得世帯が多く,むしろ非常

に緊密に関連している.前者の社会経済的地位による居住分化について,マルクス主義的

立場からハリス(Harris;1984)やハーヴェイ(Harvey;1991)は,ティムズ(Timms;1971)によ

る社会学的説明や新古典主義的経済理論からの説明などを批判した上で,資本主義社会の

脈略から「資本主義都市において居住分化があるということは,市場能力の獲得に必要と

される希少資源へのアクセスの難易がさまざまに異なっていることを意味している」 (p. 1

60)とし,さらに「居住分化を,社会関係に基盤をもつ選好体系によって受動的に生み出さ

れたものとみるのでなく,階級関係と社会分化とが生産され維持される過程になくてはな

らない媒介的影響を及ぼすものととらえなければならない」 (p.167)と主張した.このよう

に居住分化を階級関係から捉えることには,理路整然とした説明に説得力があるが,経済

学的側面以外に含まれる個人個人の居住観や居住地選好などの行動的あるいは文化的側面

が居住分化に反映される余地があることを考えると,疑問のあるところである.
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このような都市内部地域におけるエスニシティ問題について,都市社会学の立場から植

木(1993)は「 『世界都市』におけるエスニシティは,それが国際労働力移動,インフォー

マル・エコノミーと結びついているところに,その固有の怪質が現れている」 (p.294)とし,

そこにウォーラーステイン(1985;1987)による「世界都市」の概念を引用し, 「単なる差別

問題,異文化摩擦の問題ではなく,エスニシティが,労働需要の再編,分裂した労働市場

に組み込まれていることにおいて」 (p.294), 『世界都市』の発現とみている.このような

都市社会学的観点について植木は,空間論的視角が欠如したものであり,このような「社

会的危機も動揺も,空間的・地理的にのみ発現する」 (p.296)と指摘した.

同じ都市社会学の立場ではあるが,町村(1994)は東京における人種・民族的集中地域の

分析を行い,差別化される居住地域の存在を指摘し,国籍による住み分けの要因として構

造的要因(就業機会の分布,エスニック集団の集住状況,入居可能な住宅ストックの存在,

地域社会における外国人差別の可能性など)と個人的要因(住宅費支出を左右する経済的

余裕,職業ごとの通勤可能距離,同じエスニック集団で暮らすことがもたらすメリット,

ライフスタイルやライフステージに基づく選好など)の2つをあげている.

先に述べたように,ハウジングと関連させて都市内部における民族的セグリゲーション

を考察する際には,当然のことながら民族的セグリゲーションが社会・経済階層の問題と

密接にかかわっており,移民社会において最低賃金の黒人移民がインナーシティ内の最も

貧困な住宅に居住していることを明らかにした研究事例は多い(Rose;1964, Morrill;1965,

Hansell and Clark;1970, Hughes;1990, Robinson;1991).これらのセグリゲーションの要

因に関してハウジングとの関連から分析したものとしては,黒人に対して差別的に作用す

-　日間　-



る住宅市場を分析し,人種的な「かえるとび(leapfrogging)」を説明したリッチ(Rich;19

84)があげられる.

都市内部地域におけるセグリゲーションの中でもスラム及びゲットーは特に都心周辺地

域に局所的に形成される.それらに関する研究の代表としてしばしば引用されるのがウォ

-ド(Ward;1989)によるシカゴにおける黒人居住地域に関する研究である.インナーシティ

内において特にマイノリティの集中現象として,深刻な社会問題化しているのがゲットー

の問題である(Boal;1976, Ward;1982).ゲットーとは『人文地理学事典第3版』 (Die. of

Human Geogr. 3rd. ed. )によると,民族的あるいは文化的グループの排他的,保護的な居住

地区であり,本来的にはヨーロッパの都市において法的に分離されたユダヤ人居住区を指

す用語であった.ゲットーにおける問題は,ハウジングや労働市場における差別や偏見に

よって一つの民族が集中していることにおいて,スラムとは異なる.

ハーヴェイ(Harvey;1973)は,マルクス主義的アプローチによりゲットー形成の問題点に

ついて, 「居住地選択は次々に連続的に生じるものであって,一時に起こるものではない.

最も貧困な者たちが最後に『選択する』のである.社会的に規定される希少性が市場経済

の前提条件であるから,競り人の多くは何も手に入らないであろう.ハーヴェイの見解で

は,たとえばゲットーの形成は先進資本主義の市場過程を通して産み出された経済的不平

等の所産であり,これが惹起する諸問題は根本的な構造変革なしには解決され得ないとい

うことになる」 (ジャクソン・スミス;1991, p.217)と述べている.

具体的事例ではハーヴェイ(Harvey;1970)は, 「バルティモアの都市間題,あるいはアメ

リカ都市のゲットーやスラムの問題,すなわち,これらのレリヴァントな問題に取り組み
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ながら,スミスなどと同じ歩み,すなわち人種的・民族的差別,あるいは富の配分・再配

分などにみられる空間的不平等・不公正を解決するための具体策を提言するための分析を

進め」 (竹内1984,p.168), 「公共財の立地,外部効果,空間組織と政治的・社会的過程

の関連が大きな問題」とする厚生地理学の主張を行った.またハーヴェイ(Harvey;1972;1

973)は, 「地代が都市の土地を様々な利用に配分する役割を果たすという指摘をおこなっ

てゲットーの形成を説明し,それは利用が空間の価値を決定しているからなのではなく,

価値が利用を決定しているからなのであると述べている」 (竹内1984, p.170).また,モ

リル(Morrill;1973)もマルクス主義的観点からゲットーの成因の解明を試みている.

この点に関して竹内(1984)は, 「このよう1J:公式論と,マルクス及びエンゲルスの著作

からの都市問題及び住宅問題に関する記述を断片的に引用してアメリカ都市間題の説明に

適用している部分とは,理論的整合性を持っていない」.これに対してベリー(Berry;197

2)は, 「ハーヴェイに賛成しつつも,ハーヴェイの議論は,マルクス主義理論の発展が自

動的又は『魔術的』に社会変化を,もたらすという『思い入れ』であると批判した」 (竹内

; 1984, p.170).

わが国における都市スラムの研究事例として,木内(1941)はアメリカの都市における都

市において,都心周辺部にスラムが出現する理由を,都心の拡張による開発を見越した土

地利用の粗放化が一部の頚廃化地区を形成し,都心の立体化が水平的拡大を停止させるこ

とにより,予期した開発が行われない頚廃化地区が一層悪化すると述べている.さらに木

内はこのような現象が日本ではみられないとし,昭和初期の東京市における不良住宅地区

の分布を示した.むしろ「東京の都市スラムは,市街地の拡大に伴って,市街地の周縁に
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発生するものが多いのである.それゆえ,市街地内部にあるスラムも,市街地の拡大によ

って,元々は周縁にあったものが内部にとりこまれた結果」 (杉浦,1992,p.208)と考えて

いる.

スラムと不良住宅地区は必ずしも同一のものではなく,この点に関して中川(1985)は関

東大震災後,旧市内の旧来の都市スラムが消滅,縮小し, 「市街地の拡大,旧市内での都

市環境整備の進行,震災による郊外への人口移動といった外因と,都市スラムの集住単位

空間であった共同長屋(トンネル長屋) ,棟割長屋,木賃宿における,炊事,育児,洗濯,

排便などを行う際に必要とされた疑似的な共同性の喪失といった内因により,最下層住民

は分散されていった」 (p.151)ことにより, 「最下層住民の分布と都市スラムの存在とが必

ずLも一致しなくなり,一般の住宅地域との対比において都市スラムをとらえ直すことが,

都市を経営する行政側にも要請された」 (pp. 176-177)と東京における不良住宅地区の特殊

性を指摘している.

このようなわが国の大都市における不良住宅地区やスラム地域に関しては,横山(1988)

による『日本の下層社会』 (岩波書店)や松原(1988)による『最暗黒の東京』 (岩波書店)な

どのルポルタージュが知られる.また,近代期の東京の下層社会に関する木田(1990)や杉

原・玉井編(1986)の『大正　大阪　スラム』は大正期における大阪市のスラムを都市部港

住民や在阪朝鮮人の労働や生活状況に関する詳細な報告があり,そのなかで福原(1986)は,

図10に示すような都市部落の居住地拡大のモデルにより,都市部落の拡大過程をダイナミ

ックに示している.この他に,丹羽(1992)による大阪市西成区の「寄せ場」釜が崎地区に

おける「野宿者」の社会空間に関する都市社会地理学的研究やアリムラ(Arimura;1991)に
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よる日雇い労働者に関する研究がある.

④ジェントリフィケーションに関する研究

都市内部地域の1970年代前半以降における新しい動きとして,ジェントリフイケ-ショ

ンがあげられる.マ-バー(Maher;1974, 1978)は施設の老朽化と頚廃化の結合したインナ

-シティでは下級化(down grading)よりもむしろ上級化(up grading)が見られることを明

らかにした.スミス・ウィリアムズ(Smithand Williams, eds.;1986)はジェントリフイケ

-ションのプロセスを住宅市場だけでなく,より大きな経済・社会への反応として捉えよ

うとしたが,スミス(Smith;1982)はジェントリフィケーションの過程が従来の住宅連鎖モ

デル(housing chain model)である「ろ過(filtering)」過程と逆方向のプロセスであり,

侵入と漸移の方向に逆転が生じているとした.ジェントリフィケーションの定義について,

藤塚(1994)は研究の視角や現象に接する人々により様々な文脈で把握されているとして明

確な定義は困難であるとし,居住空間の改善と定義した.

スミス(Smith;1979)は,ジェントリフィケーションに最も早く言及したとされるグラス

(Glass;1964)による記述から,ジェントリフィケーションの定義を労働者階級の居住区か

ら中間階級への居住者階層の上方変動であるとし,元来の労働者階級の立ち退きの進行に

より地区全体の社会的性格が変容する現象としている.この定義に山口(1984)は,ハムネ

ット(Hamnett;1973)による「民間資本による家屋の修復や保存事業による中流階級の住宅

地への格上げ(filtering up)の過程をさす」と行為主体を加えている.しかし近年では,

行政(公的部門)によるインナーシティの再開発は,民間資本による住宅改良とプロセス

をたどっており,ジェントリフィケーションは開発主体にとらわれず,現象面から定義さ
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れている(Johnston; 1994).

この格上げ現象についてショート(Short;1978)は,従来の「侵入と漸移モデル」では住

宅の老朽化に伴い居住者の質的低下がみられるが,住宅の改修,更新により侵入と漸移の

方向が逆転し,社会経済的に高い若年世帯の流入により生ずる地域の格上げ現象とした.

しかしながら,このような格上げ現象は,公的機関による再開発やスラム・クリアランス

では前住者を優先して再開発地域に居住させるため顕著ではない(Ford and Smith;1981).

わが国では山口(1981),小森(1978),成田(1978,1981,1987),デイビッド・マメン(199

2)などにより欧米の諸都市におけるジェントリフィケーションについて紹介がなされてい

る.山口(1981;1984)はゲ-ル(Gale;1979)によるワシントンの研究,キブリュ-スキー(C

ybriewsky;1978)によるフィラデルフィアの研究などの成果を紹介し,ベリー(1980)による

インナーシティ問題の展望からアメリカ合衆国におけるジェントリフィケーションについ

て「世帯数の増加にもかかわらず,それに見合う住宅供給が円滑に行われなかったために

生じた現象」であるとした.

わが国の都市研究では,藤塚(1990)が京都市都心部の人口変化や建物更新の状況を調べ,

続いて藤塚(1992)は京都市の西陣地区を事例として新規に建設されたマンション居住者の

社会的属性が在来住民と異なり,多数の専門技術職従事者の存在からジェントリフイケ-

ションの徴候を提示した.また,由井(1986)はマンション開発に伴う入居者によって格上

げ現象が確認できたことからジェントリフィケーションの可能性を提示した.

ジェントリフィケーションの理論に関して,藤塚(1994)は制度論(Williams;1976,1978),

段階モデル(Kerstein;1990, Beauregard;1990),地代格差論(Smith;1987, Badcock;1989,
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1990, Clark and Gullberg;1991),新中間階級(Gale;1979),マージナル・ジェントリファ

イヤーの5つの理論的探求を試みているが,この整理の仕方には方法論,研究対象が混在し

た点で問題をはらんでいる.アプローチの分類としては,形態学的アプローチ,制度論

(政治学的アプローチ) ,地代格差論(経済学的アプローチ)に大きく分けられ　新中間

階級からのアプローチは経済学的にも制度的アプローチにも関連する.レイ(Ley;1986)や

スミス・ウィリアムズ(Smith and Williams;1986)はジェントリフィケーションを建造環境

や不平等発展(uneven development)への投資という資本の循環として経済理論的考察を試

みている.

しかしながら,経済学的アプローチのみでは現象の主体であるジェントリファイアーへ

の分析が十分ではなく,幅広い分析が要求される.そもそもジェントリフィケーション白

体が都市内部地域における住宅更新と密接に関係していることから,一部の階級論争のみ

を扱った研究を除けば,ジェントリフィケーション研究そのものが都市内部地域における

-ウジング研究ということができる.以下では,特にハウジング研究との関連から,新た

にジェントリフィケーションにかかわる問題を居住者であるジェントリファイアーの居住

特性の関連から整理することを試みる.

成田(1978)は,ジェントリフィケーションの主体をなしているのは「同一市内での住み

替え」であり, 「都市への回帰(郊外から中心市への移住) 」も次第に増加しているとジ

ェントリファイアーについて述べている.スミス(Smith;1987)は,ジェントリフイケ-シ

ヨンの行為主体であるジェントリファイアーと彼らの住宅に関して研究を行い,ヤッピー

と呼ばれる若年の高学歴ホワイトカラーである新中間階層(新中間階級)の居住地選好と
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住宅の更新の関係について分析した.ジェントリフィケーションの主体であるジェントリ

ファイアーのなかで特に重要な役割を果たすのが,これらの新中間階層である(Ley;1986).

ハムネット(Hamnett;1992)により,レイなどの新中間階層の重要性を主張する立場と対峠

するとされたスミス(Smit柚992)も,階級概念の重要性は認めており,新中間階級の概念は

ジェントリフィケーションのキーワードであることに疑いの余地はない.レイ(Ley;1980,

1994)は,新中間階層の政治的立場からジェントリフィケーションを説明しようと試み,ま

た磨松(1992)もトロントを事例として,都市改良派が歴史的建造環境の保護を背景とした

新中間階層の政治的行動をこの観点からアプローチした.

このような新中間階層の居住地選好として,インナーシティの歴史的建造物をはじめと

して伝統的生活様式に, 「疑似的なブルジョワの習慣に時間と金をつぎ込み,工場労働者

などの労働者階級との差異化をはかる」 (Zukin;1987)ことに加えて,建築様式の歴史的な

価値だけでなく,現代的なアメニティを重視することが指摘された.新中間階層をはじめ

としたジェントリファイアーにとって,建造環境を再構築すること(Mills;1991)は労働者

階級の象徴である産業景観を刷新することにつながり, 「彼らにとっては,住宅を所有す

ることよりも,どのように見られるかという点においてスタイリッシュであることが重要

である」 (藤塚;1994).このようなジェントリファイアーの居住空間選好やインナーシティ

における生活様式,社会的・文化活動などの魅力に重点をおいた研究にはホッジ(Hodge;1

981),ムント(Munt;1987),スミス(Smith;1987),ハムネット(Hamnett;1991)などがあげら

れる.また,ネルソン(Nelson;1988)は経済学の立場からジェントリフィケーションを都市

内人口移動との関係から捉えようとし,都市内部への居住空間選好について検討した.ま
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た,ブリッジ(Bridge;1994)はジェントリフィケーションの見方として,居住地と住居の関

係と同様に職業と就業地の関係も分析する必要を主張している.

ジェントリフィケーションについて従来の数多くの研究では,その功罪の両側面が指摘

されている. 「功」の側面では,都心地域の衰退に対する再活性化策としての評価であり,

もう一つの「罪」の側面では,当現象がもたらす立ち退き(強制移住的, displacement)

の問題である.前者については,ジェントリフィケーションが必ずしも地域再活性化に結

びついていないとの批判もある(Lang;1986)が,都市への人口回帰現象として都市居住の再

評価(Gale;1979, Van Weesep;1994)につながる点において積極的にプラスの評価がされる.

藤塚(1994)は公共ではなく民間の自発的更新であるジェントリフィケーションが地方の行

政担当者から歓迎されたことを紹介した.またハウジングとの関連からみると,シャファ

- ・スミス(Schaffer and Smith(1986)やミルズ(Mills;1988, 1991),レイ(Ley;1993)は,

ジェントリフィケーションが価値ある建築様式をもった歴史的建造環境の住宅地域などに

散在的に発現することが明らかにした.

後者の立ち退き問題についてみると,家賃の上昇や借家が更新されてコンドミニアムに

転換されることによる立ち退きは,ホームレスの問題を深刻化したと指摘される(Spain;1

980, Lowry;1987).立ち退きさせられる者は,低所得者や民族的マイノリティなどの経済

的弱者であり(Legates and Hartman;1986),さらに-ニック(Henig;1984)はこれらに高齢

者を加えている.これらの立ち退きさせられる者は,リニューアル(建物更新)などの椿

上げ現象により入手可能な住宅(affodable housing)が不足し,住宅市場から排除されるこ
r

とで,ホームレスになる者が多い(Marcuse;1988).成田(1994)も住宅政策と住宅供給方法
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が原因となり,ジェントリフィケーションの進展による弊害として,裕福な住民とそれに

隣接する老朽化した公営住宅ストックとの格差と,ホームレスと公営住宅ウェイティング

リスト掲載世帯の増大という住宅難を招いたことを紹介している.このような立ち退き問

題に関してはわが国においても研究事例がみられ,早川・平山(Hayakawa and Hirayama;!

991)は,共同住宅の建設により多数の借家人が立ち退きを余儀なくされていることが指摘

した.

さらにジェントリフィケーションへの批判は,ジェントリフィケーションが「住民の間

題意識よりも,都市の再開発に望みをかける連邦政府,税収の増大を図る地方自治体,有

力な投資先を求める金融機関,都心部の再生と繁栄を期待する商工会議所といったグルー

プによって増幅」 (山口, 1984,p.49)されている点であり,スミス(Smith;1979)は人間では

なく資本のみが還流してきたと批判した.

また,ジェントリフィケーションに関する近年の動向として,バラッサ(Bourassa;1993)

は都心との地代格差からのアプローチの問題点を指摘し,またローズ(Rose;1984)は階級概

念のみによる分析の不十分さから多様なジェントリファイアーの構成を鑑み,ジェントリ

フイケ-ションの分析にマージナル・ジェントリファイアーへの考慮の必要性を主張した.

このうちボンディ(Bondi;1991)やワルド(Warde;1991)はジェンダーの関連からアプローチ

を試み,女性が労働力市場に進出することにより,居住様式が変化したことを指摘した.

すなわち女性は家事と賃金労働の役割により時間的・空間的に制約され(McDowell;1983),

インナーシティに居住することを選択するとされるのである.これに関連してローズ(Ros

e;1989)は,単身女性も治安上の問題からより安全なインナーシティ内のジェントリフイケ
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-ションの近隣に居住することを望んでいるという報告もある.他方,ウィンチェスター

・ホワイト(Winchester and White;1988)やノップ(Knopp;1990)は前衛的な芸術家やゲイな

どの同性愛者をマージナル・ジェントリファイアーととらえ,彼らを研究対象に含めたジ

ェントリファイアーの多様性を指摘した.しかしながら,ハムネット(Hamnett;1991)やバ

トラ- ・ハムネット(Butler and Hamnett;1994)は,これらマージナル・ジェントリファイ

ア-は二義的な説明の仕方に過ぎず,第2世代の中流階層から不釣合に引き出されたもの

であり,この状況のもとでジェントリフィケーションのプロセスにおいて女性がなす役割

を理解すべきと批判した.

最後に,ジェントリフィケーションに関する研究は,これまでその現象が発現している

インナーシティに限定されることが多かったが,都市全体あるいは都市を取り巻く経済状

況などを含めて総合的な観点からのアプローチが要求されているといえる.すなわち,ジ

ェントリフイケ-ションは都市内部地域,特にインナーシティにおける住宅市場の更新が

どのような経済・社会・政策的状況の元に行われ,郊外住宅地との関係を含めて,住宅消

費者がどのような居住意識をもって居住地選択を行うようになってきたのか,今後の課題

である.

また,ジェントリフィケーション以外にもインナーシティにおける都市内の地域改良事

業として,コーポラティブをあげることができる.前述のカンポンとは自助努力による住

宅地区改良事業であるという点で,似た性格のものともいえるが,平山(1991,1992,1993)

は,現在逼迫したアメリカの住宅事情において新しい住宅の方法として'非政府"そして

''非市場''の独立しだ'サード・アーム''として存在するコミュニティ・ペースト・ハウ
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ジングの一つとしてコーポラティブ・ハウジング(コープ住宅,組合住宅)を紹介してい

る.

コープ住宅の所有形態は特徴的内容で,非営利法人のコープ住宅組合である. 「居住者

は住宅を直接的に所有するのではなく,組合の株を保有し,組合員となり,組合から居住

権を付与される.一般的に入居時点に株を購入し,入居後は住宅使用料を支払っていく.

(中略)居住者の代表はボード(理事会)を構成し,入居者の選定,住宅の維持・管理,

コミュニティの運営に携わる.コープ住宅は,居住者が組合の形成を通じて共同で経営す

るものであり,その互助関係を基礎に成立するところに独自性がある」 (p.356).

金倉(1992)は,ジェントリフィケーションとは対照的な一見矛盾する現象である建物所

有者の権利放棄あるいは管理放棄も,低所得層の住宅問題を象徴的に示すものと指摘して

いる.このようなジェントリフィケーションや不動産放棄に対して, 「コミュニティ・ベ

-スト・ハウジングは低所得層の住宅を確保するための戦術として,コープ・コンヴァ-

ジョンを発達させてきた」 (p.357)が,厳密にはコープ・コンヴァージョンはジェントリフ

ィケ-ションなどによる中間所得層のコープ住宅への転換も含まれる.しかし,低所得層

のためのコープ・コンヴァージョンは,ジェントリフィケーションの高質化の圧力に対し

て,賃貸の放棄住宅のストックを修復し,コープ住宅に転換する方法であり, 「居住者の

相互関係を強調し,低所得層が安定して居住できるアフォーダブル住宅4)を生み出す方向

に狙いがある. (中略)コープ・コンヴァージョンは放棄住宅を修復して住みつづける,

あるいは空き家の放棄住宅に入り込み,そこに住みつく行動である」 (p.357).

平山(1993)によると,コープ住宅は住宅放棄への抵抗であり, 1960年代から70年代にか
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けてのニューヨークの低所得層の不安定な住宅ストックの状態において, 「インナーエリ

アでは,低家賃住宅の家主は近隣の荒廃,借家人の低所得化,不動産税の増大,維持・管

理コストの上昇などにより,合理的な収益は期待できず,所有物件の''放棄"を選ぶよう

になった」 (p.357-358).一方で,ジェントリフィケーションにより低家賃住宅の高質化

が促され,中間所得層,高所得層の住宅,商業施設への転換が進み,高質化に起因する

「立ち退き」の被害を受けた世帯が急増した.このような状況において, 1970年代の初期

に開始されたコープ・コンヴァージョンにより, 「インナーエリアの居住者は放棄住宅を

救い,コープ住宅に転換し,そこに住み続ける方向性を模索しはじめた」 (p.358)のである.

コープ住宅の問題点としてはその閉鎖性があげられ, 「コープ住宅に空き家が生じると

普,ボードは入居希望者を審査する.一般的な入居資格をもつ者であっても,ボードが好

ましくない人物として判断すれば,入居は拒否される. (中略)コープ住宅組合は,それ

自身の利益のためにしか動かず,社会的な問題には貢献できないという批判」 (平山; 19

93,p.362)があることが指摘されている.

このようなコープ住宅の背景となるコーポラティズムの概念に関して,西山(1986)はパ

-ルによる都市資源の配分の決定を議論した都市管理主義からの展開であるとしている.

西山は,コーポラティズム論について私的所有と国家管理の二つの特徴からなる経済シス

テムであるとし, 「国家が民間部門を援助する関係から,積極的に指導する関係への変化

である.この経済システムは具体的には,パールが指摘するように,民間資本の投資を誘

導しその代わりに税と価格の所得政策を操作することである」 (p.159)とした.この視角は,

都市地理学における制度論的視角に該当すると考える.ハウジングに関する都市地理学的
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研究において,この観点がどのように見られているのか,わが国における既往の研究事例

では戚田(1992)が紹介したリンケージ政策に兄いだすことができる.成田によると,リン

ケージとは狭義には「都心部のビル建設と低所得者用の住宅建設を"結び"っけて低所得

者用の住宅建設を図ろうとするもの」 (佐々木;1988.p.171)であり,広義には「市が新しい

商業的開発を許可する代償として,開発業者に新しい手がとどく住宅,雇用機会,保育施

設,交通システム等-の寄与を求める様々なプログラム」 (Andrew and Merrian;1988,p. 2

00)を意味する.成田は,当初は住宅リンケージが追求され,のちに雇用促進,マイノリテ

イへの援助などへ拡張されたが,矢作・大野(1990)は,住宅リンケージを都心居住を推進

するために,業務ビル開発に住宅整備を義務づけるものとし,低所得者に手がとどく住宅

に限定しない広い解釈を示している.

⑤都市内部地域における高齢化に関する研究

特に先進工業国の大都市内部における居住者特性の特徴として,セグリゲーションの間

題とともに深刻化し,社会問題化しつつあるのが高齢化の問題である.インナーシティ地

域における高齢化に関して,高齢化の顕著な地域を抽出することにより,都市域の中での

事象の空間的パターンを明らかにする研究,インナーシティにおける高齢化の要因やメカ

ニズムに関する研究,インナーシティの高齢者の生活状態や生活空間と福祉とを関係づけ

た研究(Lawton and Cohen;1974)などがある.インナーシティに限らず高齢者の空間的分布

に地域的偏りが大きいことはロー・ワ-ンズ(Law and Warnes;1976)などにより指摘されて

おり,ワ-ンズ(1981)は高齢者に関する地理学固有のアプローチとして,高齢人口の分布,

高齢者の住居移動,高齢者の居住環境問題,高齢者に対する福祉サービスの問題,高齢者
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の生活行動をあげている.ハウジングに関連したインナーシティにおける高齢者に関する

研究としては,分布(Graff and Wiseman;1878, Wiseman;1978),住居移動(Golant;1972,

wiseman and Virden;1977, Bohland and Treps;1982)に研究の中心があったのが,近年は,

居住環境・居住状況や生活行動に関する研究(Margulis;1987, 1993,倉沢編;1993),居住

状況とも密接に関連する生活の質の研究(Smith;1988, Warnes; 1990)や高齢者-の住宅政策

を含めた福祉サービスに関する研究(Barnard;1982, Joseph and Hall;1985, Phillips an

d Vincent;1986, Phillips, Vincent, J. and Blacksell;1987)へと研究の関心が移行して

きている.

ワ-ンズ(Warnes;1991)は,アメリカ合衆国とイギリスの都市内部地域において貧しい高

齢者が集中することと彼らの居住状態と居住環境が最悪の地域であり,貧困の社会問題が

明確化していることを指摘し,また高齢化問題のなかでも黒人や民族的マイノリティの高

齢者に社会問題が深刻化していると述べている.このように高齢化の問題だけでなく都市

内の社会問題を高齢者の居住状態に関連づけて考察することは,ほとんどの研究において

みられることであるが,高齢化の問題を民族的マイノリティやハウジング,社会制度,雇

用を含めた経済構造などの様々な事象と関連させてとらえる方法が必要である.

ところで,わが国の都市における高齢化に関しては,石水(1981)による名古屋市での事

例研究において「高齢人口の空間的残留過程仮説」を提示したことがきっかけとなって以

降,都市内部地域の,特にインナーシティにおける高齢化の特化した地域の特定や高齢化

の顕著な地区を抽出する研究(成田;1979,高山;1983)や,その原因を明らかにしようとす

る研究により指摘されている.
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石水によるアプローチは,高齢化のメカニズムを人口の移動から捉えようとするもので

あり,この観点は,ヒルトナー・スミス(Hiltner and Smith;1979)による非高齢人口が流

出するインナーシティの高齢人口の比率が高く,郊外ではそれが低いという結果と同じで

ある.同様に,香川(1987,1990,1991)はコーホート分析により,インナーシティにおいて

は非高齢人口の転出が多いことを指摘した.また,高山(1983)は大阪都市圏の高齢化が都

市圏縁辺とコア-エリアに二極化しており,インナーエリアの高齢者の住宅事情では民間

アパートや民間借家の占める割合が高いことを指摘した.これらの要因について,高山は

インナーエリアにおいて社会資本の整備など高齢者を吸収・滞留させる要因があるのでは

ないかと考え,施設や雇用の面から分析した.

また,矢野ほか(1990),中林・矢野(1994)などによる東京大都市圏における高齢化の分

布パターンに関する研究では,都心周辺地域や郊外住宅地において高齢化の進展がみられ

ることが明らかにされているが,その要因として地域別・年齢層別に転出入傾向みること

により地域別に高齢化の特徴を明らかにした.さらに,高齢者の移動性が意外にも高いこ

とを指摘した.

都市の地域構造からのアプローチにおいて,斎野(1989, 1990, 1992)による一連の事例研

究などの既往の事例研究は,分布パターンの記述に留まるものが多く,ハウジングに関連

させて要因を明らかにすることを試みたり,あるいは別の要因に関する高齢化のメカニズ

ムを深化して追求した事例研究はほとんどみられない.しかしながら,人口の高齢化とハ

ウジングには密接な関連性があり,マッシー(放assey;1980)は,都心部のサービスや公共交

通機関の充実とともに郊外地域での住居費の高さをあげ,都心部における高齢人口の残留
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する過程を経済変数とハウジングの観点から分析している.また,住宅地域特有の現象と

して稲見(1955)は,第二次世界大戦後の早い段階において既に衛星住宅都市芦屋市では高

年齢不生産人口の増大がみられていたことを明らかにしている.

都心周辺地域の高齢化の原因のすべてがハウジングにあるといえないが,成田(1981b)は

郊外化による中心市の高齢化を指摘しており,ハウジングが都市の内部地域における高齢

化の重要な切り口になると考える.なぜなら,都市の狭小な住宅状況は現在進行している

核家族化を受容あるいは促進する可能性をもっているからである.つまり,核家族化によ

って若年世帯は都市内部地域の親の世帯から独立する傾向にあり,しかも都市内の狭小な

住宅は二世帯の居住には不向きであるため,結果として都市内の住宅には親の世帯のみが

残留し,高齢化が進行するものと考えられる.これに関して, 『昭和63年住宅統計調査』

(総務庁統計局)の統計資料によって,京浜地方や京阪神地方の大都市圏の高齢者夫婦世

帯や単身高齢者の居住水準において,最低居住水準未満や誘導居住水準未満の割合が高く,

都市部における高齢者世帯の居住水準の低いことがわかる.また,高齢者が相対的に建築

時期の古いものに居住し,居住状況の変化が少ないことからも高齢者が都市内部地域の住

居に残留する傾向にあることがわかる.この点に関しては,日本住宅会議編(1989) 『1990

年版住宅自書』では,高齢者の住宅事情から詳細な分析が行われている.

さらに,郊外地域における高齢者の生活空間が,特に男性の場合に地域社会との関係を

あまり強くもたないことが仙田(1993)により明らかにされているが,インナーシティにお

ける高齢者の生活空間はどのようであろうか.辛(1992)や磨総(1994)は東京都千代田区神

田地区において地縁的関係を維持していることを明らかにしている.
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外国の都市の事例においては,森川(1982)はドイツのピーレフェルト市を事例として,

「都心付近には老人が多く,郊外には幼年人口が多いので,居住者の年齢構成には同心円

構造が推定されるが,トイトブルガ--ヴァルト周辺に高級住宅が分布し,再開発前の住

工混合地区や市街地縁辺部の社会住宅には低所得者や外国人労働者が居住するので,居住

者の社会経済的地位がセクター状をなして分布するとはいえない」 (p. 53)ことを明らかに

し,住宅の種類と高齢化との関係が密接であることを述べている.

大都市内部における高齢化については,地理学以外にも社会学などにおいて盛んに研究

されているが,これらの研究のなかでハウジングとの関連からアプローチした秋山編(199

3)は高齢者の住宅問題と行政の住宅政策に関連した研究を行い,高齢者の住宅問題は経済

的弱者としての住宅取得難と低水準の居住状態を指摘した.また八代・鈴木(1995)は経済

学の立場から東京の都心部に近い区部に高齢者の比率が高いことと,これらの高齢者のい

る世帯が一戸建て住宅に住む比率の高いことを指摘したが,この原因として,古くから都

心部に居住する高齢者が過去の地価が現在よりもはるかに低水準にあった時期に住宅を購

大したためであると述べている.さらに中島(1988)は高層住宅居住者の高齢者の増加問題

を指摘し,今後の高層住宅計画への問題提起を行った.

大都市のインナーシティにおける高齢化は,核家族化の進行など家族状況の変化や若年

世帯の郊外への居住地志向,大都市内部の住宅事情,高齢者の雇用機会など様々な要因が

あげられているが,これらの諸要因の関連性を追求するとともに,そのメカニズムを解明

し,高齢者の居住状況を含めた生活状態の向上をいかにはかれるようにするのか,政策的

提言が求められる.
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lv章.ハウジングと都市内居住地移動研究

これまで述べてきた居住者特性に焦点をあてた都市住民のハウジング研究には直接的に

関連しないが,都市内の居住地域構造に関する研究において,その形成および変動要因の

一つ.にあげられるのが都市内居住地移動に関する研究分野である.都市内居住地移動研究

そのものは必ずしもすべてが都市内居住地域構造の変容に関連したものではないが,居住

地域構造の形成や変動に影響を与えていることは明白である(Clark;1982).また都市内の

地域構造へ影響を与えると同時に,図11に示すように,居住地移動は都市内居住地域構造

に影響され,ライフサイクルや所得の変化とともに住宅ユニットや近隣地区の適応・調整

として発生する(Robson;1975, Clark;1982).ハウジング研究とのかかわりから言えば,供

給側のディベロッパーに関する研究とともに,'需要側である居住者や住宅購入者に関する

研究があって初めて地域構造変容のメカニズムが探求できると考える.ノックス(Knox;19

82)が述べるように,都市内の住宅需要,居住地移動,社会生態との相互関係を住宅需要と

都市構造の循環的・累積的関係から説明することが必要とされ,ハウジング研究は需要と

供給の両者に関する研究が相互補完的に行われることが要求されているのである.

これまでの都市内居住地移動研究において,ハウジングとの関連から説明を試みたもの

としては,欧米において住宅供給との関連からアプローチした研究が数多くみられる.シ

ヨ-ト(Short;1984)は,ライフサイクル内のそれぞれの段階における住要求や住宅の要望

を表4のように示しているが,その原点はロッシ(Rossi;1955,2nd.ed. ;1980)に求めること

ができる.彼は世帯の住居の移動は,自分達の住宅をライフ・サイクルの変化にともなっ
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A mode一 of residential mob=ty. Source: Robson (1975), p. 33.

Knox(1987.p. 185)

図11居住地移動モデル
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裏4　ライフサイクルのさまざまなステージと関連した住宅需要

Housii一g needs associated with different stages of the life cycle

Stage in life eyel Housing needs/aspirations

1 pre-child stage

2 child-bea‖ng

3 child-rearing

4 child-launching

5 posトchild

6 laterlife

relatively cheap, central city

apartment

renting of sing一e family dwe一ling

close to apartment zone

ownership of relative一y new

suburban home

same areas as 3) or perhapsmove

to higher status area

marked by residential stability

institution/apartment/live with

children

Short(1978,P.427)

て生じた家族構成の変化が引き起こした住宅に対する必要性に適合させて行く過程と指摘

した.その後クラーク(Clark;1968)やシモンズ(Simmons;1968),ド-リング(Doling;1976),

マッカーシー(MaCarthy;1976),マクリード(班cLeod and Ellis;1988)などにより,都市内

居住地移動において世帯のライフ・サイクルとそれぞれの世帯のライフ・ステージにおけ

る住要求の変化との関連から分析を試みる研究がなされた.

この分野において注目されるのはモロージョ`ンズ(Morrow-Jones;1988, 1989a, 1989b)によ

る一連の研究やハムネット・ランドルフ(Hamnett and Randolph;1988)であるが,彼らはラ

イフ・サイクルの変化と住宅所有の密接な関係を明らかにし,これにサブ人口の属性(女

性や高齢者の問題)と住宅政策に焦点をあてることによって,居住地移動の観点から地理
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学におけるハウジング研究の必要性を主張した.またハウジングとライフサイクル上の人

口特性との関係に注目したアプローチからの研究を,ゴーバー(Gober;1992)は住居人口学

(housing demography)と呼んだ.建築学においては,野口(1974)がライフサイクルと住要

求と住居の種類の関係を詳細に分析しているが,地域的な特徴については言及していない.

またイギリスにおいては,バード(Bird;1976)やショート(Short;1978a, 1978b)が住宅の

サブマーケットごとに異なる居住地移動を住宅市場に作用する制度的制約の側面から明ら

かにしようと試みた.また,ショート(Short;1978b)は図12に示すように,フィルタリング

・ダウンのプロセスを模式化し,居住階層の変化の説明を試みた.これに関連して,空き

家発生とそれらの空き家への居住地移動との関係については,ロブソン(Robson;1975)が図

13に示すように,模式化を試みた.空き家連鎖(vacancy chain)についての検証は,ミラー

・ロムサ(Miller and Romsa;1981)などによっても試みられた.また,フォード・スミス

(Ford and Smith;1981),スミス・フォード(Smith and Ford;1985)は公営住宅市場内にお

ける都市内住居移動が空き家連鎖の中で行われるが,それらの移動が制度的制約のなかで

限定的に行われていることを明らかにした.

前述のジェントリフィケーションにおいて,都市内居住の再評価が原因としてあげられ

ていたこととも関係するが,居住地選好においてハウジングに対する文化的差異が反映す

る.例えば森川(1988)は, 「フランスや南ヨーロッパでは今日でもインナーシティのアパ

-ト居住が好まれる」 (p.694)とし,近年のアメリカ合衆国での反都市化との関連で居住面

の生活様式の違いを指摘している.

わが国では,住宅供給の地域的状況と都市内居住地移動との関連から捉えようとした地
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occupied by

upper-middle dosses.

日.⊂』だ出33　日自白自白　自
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Short(1978,p.424)

図12　フィルタリング・プロセス

I: 2LINK CHAIN II: 2 LINK CHAIN　間: 3LINK CHAIN

_」コ?一一F household m-Vemenis

c-こ二二一て- vacancy pain

図13　空き家連鎖モデルの例

/~~1-I-ノ、・一一一.1
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BY PARENTS

Bourne(1 981 ,p.1 58)
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理学的研究の事例はみられないが,居住者特性からみた地域構造と都市内居住地移動との

関連から分析した事例として斎藤(1977, 1979),加藤(1980),村山(1985)などがあげられ

る.これらの研究では住居や地域住民の属性などに着目し,集計レベルで人口移動パター

ンと都市構造との関係の解明を試みたものである.

ハウジングとの関連からみた居住地移動研究では,斎藤(1982)が住居の種類別にみた住

宅市場により居住地移動が異なるパターンを示すことを明らかにしたが,そこでは住宅の

需給に対する視点が欠いている.このように,わが国において-ウジング研究と都市内居

住地移動研究との関連から分析を試みた地理学的研究が少ないのは,行政側の作成した資

料が住宅供給と都市内居住地移動のいずれに関するものもほとんど無いためであるという,

資料的制約によるところが大きい.

田中(1994)はパネル・データを作成して移動経歴のグラフを分析し,移動前後の地域類

型を世代間の比較などにより検討しているが,残念ながらピックルス・デーヴィ-(Pickl

es and Davies;1985)の分析したような住宅経歴(housing careers)については,深く議論

されておらず,ハウジングとの関連ではアプローチされていない.また,片瀬ほか(1984)

は企業の住宅政策と工業従事者の居住地移動を関連させて検討することを試みたが,この

観点はゲート・キーパーを扱った制度論的枠組みによるアプローチに立つものといえる.

さらに清水(1994)は外国人就学生という特殊なサンプルの住居移動を住宅探索における刺

約条件とエスニック問題とを関達させて分析した.

このように都市内の居住地移動をハウジングと関連させて捉えようとする試みは,居住

地移動に対して強く影響を与える住宅市場を捉える必要性を主張するものであり,また誘
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因となる家族のライフステージの変化やそれに対応した世帯の居住地選好の変化など,都

市内部における諸要素の連関システムから捉えた幅広い観点からのアプローチが要求され

る.

∨章.地理学におけるハウジング研究の課題

これまでみてきたように,都市地理学におけるハウジング研究は商業などの他の機能の

研究に比べて決して研究の蓄積が多いとはいえない.特にわが国の都市地理学では居住地

域に関する研究は,都市の内部構造研究の一部としてみられる傾向にあり,その居住地域

の形成や変容に関する要因やメカニズムについて検討することはほとんど行われてこなか

ったといえる.このような状況において,高野(1994,1995)は都市内の地域構造がどのよう

なメカニズムのなかで変容したのかを明らかにしようと試みた.また社会学や建築学など

の隣接分野に比べても,地理学がハウジングに対するアプローチに積極的であったとはい

えず,わずかにあるハウジングに関する都市地理学的研究においても引用・参考文献には,

都市計画学や建築学などの隣接分野のものが多い.

サブマーケットごとに研究事例をみると,ジェントリフィケーション研究にはイデオロ

ギ-的な背景が強く出ているが,ニュータウン研究にはあまりそのような傾向がない.ま

た,分布現象を追求する際に現象を取り巻く制度的・経済的諸要因についての考察も十分

とはいえない.

今後の地理学の課題として,第一に,従来住宅の種類ごとにサブマーケット別に研究対
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象とする事が多かったことを見直し,都市内における住宅市場を一括して取りあげること

により,都市構造の変動全体に関わる住宅市場の動向を総合的に把握することである.第

二に,都市の内部システムのなかに居住およびハウジングを位置づけ,例えば郊外住宅団

地の開発が都市内におけるそのほかの住宅市場とどのように関連性をもつのか,開発主体

がどのような意図のもとに開発行為を行い,都市住民の居住地選好がどのようになってい

るのかなど,都市の内部システムを構成する諸要素の関連性からアプローチすることが必

要と考える.また,郊外住宅の開発や都市内部における中高層住宅の建設の急増によって,

都市の居住地域構造がどのように変化し,それによって行政サービスや商業施設,交通施

設がどのような対応をしているのかなど,都市内における住宅開発がもたらすさまざまな

影響を調べることも大きな課題として残されている.

以上の議論をふまえ,以下の本論では,具体的研究事例を通して住宅のサブマーケット

ごとに居住者特性とその変化を明らかにし,現代の都市がいかに住宅開発によって形作ら

れたり変容したりしているのかを,居住の側面から解き明かしてみたいと考える.

注)

1)ノックス著,小長谷一之訳(1993,p.231-232)とは異なる.

2)ピンチ(1990)によると, 「産出」アプローチとは,異なる地方政府によって配分される

地方公共サービスの量と質を比較することによって,行政域の編成の影響を分析すること

とした.
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3)社会的剥奪とは,建造物環境の物理的荒廃とともに低層の居住者が流入することにより,

社会階層の低下が引き起こされる.そのような居住者の社会的な下方-の変化による社会

的荒廃が進行することを示す.

4)平山(1993)によると,アフォーダブル住宅とは適切な負担で居住可能な良質の住宅のこ

とをさす.
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I章.日本の住宅事情

嘩全国的スケールでみた住宅事情

住宅の種類ごとに居住者の特性をみる前に,以下では,おもに住宅統計資料を用いて日

本の住宅状況について概観する.住宅統計資料は,国勢調査と違ってサンプル調査であり,

都市内の詳細な分析はできないが,住宅状況に関して都道府県単位や都市圏レベルでは概

観することが可能である.

①住宅供給状況

住宅数の推移は,図上1に示すように住宅数は世帯数の伸びを上回って増加しており,

量的には充足されている.総世帯数及び総住宅数の増加は人口総数との比較からすると,

両者の伸びははるかに人口総数の増加率を上回るものであり,今日の総住宅数の増加は核

家族化がもたらしたことも大きな原因の一つであるといってもよい.

第二次世界大戦直後の深刻な住宅不足からみると,空き家数が増加し, 1968C昭和43)年

に全国的に総住宅数が総世帯数を上回った後も量的な充足はますます進展し, 1973C昭和4

8)年にはすべての都道府県で総住宅数が総世帯数を上回った.その結果,図I -2に示すよ

うに, 1993C平成5)年住宅統計調査によれば,居住世帯のない住宅(空き家)は全国で511

万戸にものぼる.これらの空き家のうち昼間だけの使用などの一時現在者のみの住宅や逮

設中の住宅を除いた空き家は, 448万戸となっており,総住宅数にしめる空き家は9.8%で

ある.このうち賃貸用または売却用の住宅は262万戸で空き家全体の58.5%,別荘などの二

次的住宅は8. 2%,居住世帯が長期間不在の住宅が33. 2%である.
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総務庁統計局(1996): 『日本の住宅』より
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空き家率を都道府県別にみると,図卜3に示すように,高い順に高知県14.4%,山梨県

13.1%,和歌山県12.7%,長野県12.6%,徳島県12.1%となっており1),低いのは山形県

5.7%,佐賀県6.8%,秋田県7.6%,富山県7.7%である.三大都市圏でみると京浜菓大都

市圏9.5%,中京大都市圏9.5%,京阪神大都市圏10.3%であり,必ずしも大都市圏で低い

わけでもない.これは,空き家住宅には都市地域に多いと思われる賃貸または売却用の住

宅と,保養地に多い別荘などの二次的な住宅が含まれているためであり,これらを区別し

て考察する必要がある.賃貸または売却用の空き家住宅の総住宅数に対する比率は,全国

で5. 7%,都道府県別では東京都7. 3%,大阪府7. 0%のように大都市圏を含む地域で高い.

また大都市圏別にみると京浜大都市圏で6.7%,京阪神大都市圏で6.4%となっており,大

都市別にみると大阪市で9.7%,札幌市8.2%,東京特別区部で7.8%,千葉市7.6%,仙台

市7.6%,広島市7.1%,名古屋市7.0%のように,いずれの都市においても高い比率となっ

ている.

一方,居住世帯が長期間不在の住宅は全国では3. 2%であるが,京浜大都市圏で2. 1%,

京阪神大都市圏で3. 2%,東京都で2. 1%のように京浜大都市圏で低い比率となっている.

また一方で過疎地域においても空き家住宅が多くなっているが,これは転出に伴う住居の

放棄によるものである.

また地域別に空き家状況についてみると,全国平均9. 4%と比較して大都市地域は9. 2%

と低い.しかしながら大都市地域間の差異が大きく,近故地方が関東地方より高く,特に

関東地方の臨海地域8.2%,東京都8.5%に対して,大阪府では11.0%と高い. 『平成2年空

き家実態調査』 (建設省住宅局)によると,空き家のうち60.2%は民営借家であり,そのう
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ち木造の1戸建て・長屋建ては37.9%,木造共同住宅は44.2%であった.さらに, 『平成5

年住宅統計調査』によると,これらの空き家の水準は非常に低く,老朽度が高い上に借家

の平均延床面積(居住室のほか玄関,便所,台所などを含めた床面積の合計)は30. 8m2と狭

く,戸建て住宅平均の118.74m2に比べて4分の1強の狭さである.また,木造共同住宅のう

ち83. 6%は浴室なし・便所共用の状況が示すように,設備の面でも居住水準が低く,利用

不能なものが38. 9%も占めている.

②住宅の所有状況

わが国の住宅政策は,住宅政策イコール「持ち家政策」といわれるほど公的賃貸住宅の

供給より日本住宅金融公庫などの融資に重点を置いた間接的住宅供給に特徴があるといわ

れる(早川;1988,荻田・リム;1989など).しかしながら,高度経済成長期に大都市圏へ

流入した人々が,借家から持ち家へと住み替えをした1973-83年にかけて持ち家率の上昇

がみられたが, 1983年の62. 0%をピークにその後は減少し, 1993年には持ち家居住世帯は

2437. 6万世帯と数的には微増しているものの,普通世帯総数に占める割合は59. 6%と減少

している.これは,核家族化の進行が進んだことによって若い世帯が独立して借家へ移っ

たことや「バブル期」の地価上昇に伴って持ち家の新規取得が困難になったためであると

考えられる.

住宅の所有状況を都道府県別にみると,持ち家率が高いのは富山県79. 8%,秋田県79. 6

%,山形県79.2%,三重県77.8%,新潟県76.9%となっており,三重県を除いて北陸・東

北地方で持ち家率が高い.また,持ち家率が全国平均59. 6%を上回っているのは47都道府

県中39県であり,全国平均を下回っているのは,残りの8都道府県の東京都39.6%,大阪府
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47.9%,神奈川県51.5%,福岡県53.4%,北海道54.0%,沖縄県55.9%,愛知県57.8%,

京都府58.1%であり,北海道と沖縄を除いて大都市圏を含む地域である.このように,持

ち家率からみると大都市圏を含む都道府県とそれ以外の地方の県には,大きな地域格差が

現れているといえる.

(③居住状況

次に,居住状況についてみると, 1住宅当たり延べ面積では1963年に58. 97nfであったが,

1993年には88. 38m2と広くなっており,居住室の畳数のみをみても1963年19. 21畳から1993

年30. 96畳へとほぼ1.5倍になっている.しかしながら住宅の種類別にみると,居住格差は

大きく,一戸建て住宅の敷地面積では118. 74m2に対して長屋建てでは52. 38m2,共同住宅は

44. 17m2で半分以下である.共同住宅の居住面積が著しく狭いのはいわゆるワンルームマン

ションの建築が増えたためであり,居住室が1室の専用住宅は245. 1万戸のストックをもち,

1988-93年にかけて42.7%の増加率となっている.住宅の所有別にみると,持ち家では1住

宅当たり居住室数が6.08室,居住室の畳数40. 60畳,延べ面積118. 45m2であるのに対して,

借家では居住室数が2. 90室,居住室の畳数16. 83畳,延べ面積44. 29nfと持ち家住宅の半分

以下の居住面積である.表I -1に示すように,借家のうち特に居住面積が狭いのは民営借

家の設備共用の住宅であり,木造と非木造の両方において1住宅当たり1室弱, 6畳強の著し

く狭い状況である.借家のなかでも公営借家は民営借家に比べて居住面積が広く, 1住宅当

たりの室数3. 40室,延べ面積は50nf弱で民営借家よりも広い.

都道府県別に居住状況をみると,持ち家率の高い富山県などの北陸から日本海側の地方

において広く,居住室数の全国平均4.79室に対して,富山県6.88室,滋賀県6.60室,福井
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表卜1住宅所有の関係別専用住宅の規模(平成5年住宅統計調査)

住 宅の所有の開拓

1住宅当たり . 1住宅当たり 1住宅当たり
居住室数 (室) . 居住室の量数 (畳) 延 べ面積 (irf )

平成 5 年 昭寺巧3年 平成5 年 昭柵 3年 .-平成 5 年 昭寺巧3年

住 宅 捻 数 l)

持 ち 家

借 家

4.79 4.80 30.96 30.15 3.38 84.95

6-08 6.02 40.60 39.07 118.45 112.08

2.90 2.93 16.83 16.38 44.29 43.08
公 営 の 借 家 3.40 3.32 18.42 17.56 49.43 47.01
公 団 ●公 社 の 借 家 3.11 3.07 17.伝 16.50 46.65 44.84
民営借家 (木造 . 設備専用) 2.93 2.95 16.48 16.18 44.67 43.75
民営借家 (本道 . 設備共同) 1.31 1.30 6.74 6.67 16.98 16.00
民営借家 (非木造 .設備専用) 2.57 2.65 15.75 15.81 39.07 38.96
民嘗借家 (非木造 .設備共用) 1.19 1.23 6.90 6.76 17.19 16.17
給 与 住 宅 3.34 3.51 20.36 20.58 54.33 54.2 1

1)住宅の所有の蹄騒「不詳Jを含む.

総務庁統計局(1996): 『日本の住宅』より

図卜4　専用住宅の1住宅当たり延べ面積

(平成5年住宅統計調査)　　　総務庁統計局(1996): 『日本の住宅』より
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県6.23室,秋田県6.22室となっている.同様に居住室の畳数では,全国平均30.96畳に対し

て富山県48. 19畳,秋田県44.74畳,新潟県42.97畳,山形県42.34畳, 1住宅当たり延べ面積

では,全国平均　U8irfに対して,宵山県149.53m2,福井県137.71m2,秋田県136.06nf,山

形県132.61m2,新潟県130.75m2である.図上4に示すように,北陸から東北地方の日本海

側の各県において広く,東京大都市圏,京阪神大都市圏で狭くなっており,居住状況の地

域格差も顕著である.しかし,大都市圏と地方との間の単純な格差とはいえず,大都市圏

以外でも北海道や福岡県や鹿児島県などの九州各県,沖縄県でも全国平均を下回っている.

3大都市圏について専用住宅の規模をみると, 1住宅当たりの居住室数や畳数,延べ面積

において全国平均を上回っている中京大都市圏を除いて,京浜菓大都市圏は居住室数4. 79

塞,居住室の畳数25. 51畳,延べ面積69.78m2,京阪神大都市圏は居住室数4. 55室,畳数27.

80畳,延べ面積77.73mヲと大きく全国平均を下回っている.

l戸建ての1住宅当たり敷地面積は持ち家が295m2,倍家が130m2であるが,表「2に示す

ように,持ち家住宅の33. 1%が100-199irfにあるのに対して,借家では50m2未満が13. 8%,

50-99nfが43. 2%と極めて狭い敷地内の住宅が半数以上を占めていることがわかる.これ

を都道府県別にみると,衰上3に示すように, 1戸建て・長屋建て住宅の1住宅当たり敷地

面積は茨城県420m2,富山県396m2,栃木県391m2,山形県390m2,秋田県380m2の順となって

おり,全国平均262m戸を上回るのは32道県で,北関東,北陸,東北地方で広い.一方,狭い

のは大阪府131m2,東京都150m2,京都府171m2などの大都市圏であるが,これ以外にも全国

平均を下回るのは高知県182m2,和歌山県203m2,広島県214rげ,愛媛県225nf,長崎県232m2

などのように平野が少ない県においても敷地面積が狭い.
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表卜2　持ち家・借家別にみた一戸建て・長屋建て住宅の敷地面積(平成5年住宅統計調査)
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表卜3　一戸建て・長屋建て住宅の1住宅当たり敷地面積(平成5年住宅統計調査)

(m)

都道府県 1住宅当たり都道府県 1住宅当たり郡道府県 1住宅当たり

敷地面積 . 敷地面塀 敷脚

全 国

北海道

262

280

富 山県 396 島墳県 284

石川県 288 岡山県 258

福井県 320 広 島県 214

青森県 338 山梨県 331 山 口県

徳島県

1 2餌

280

岩手県

宮城県

349

345

長野県

岐阜県

333

281秋田県

山形県

380

390

香川県 276

静岡県 260 隻.頓県 225

愛知県 252 高知県 182

福島県 357 三重県 285 福岡県

佐賀県

2餌

309

茨城県

栃木県

420

391

滋賀県

京都府

284

171群馬県

埼玉 県

349

238

長崎県 232

大阪府 131 熊本県 321

兵庫県 199 大分県 280

千葉県 269 奈良県 233 宮崎県

鹿児島県

312

288

東京都

神奈川県

150

188

和歌山県

鳥 取県

203

ヨog新潟 県 340 沖縄県 275

表巨4　距離帯別にみた一戸建て・長屋建て住宅の一住宅当たり敷地面積

(rrf)

距 .灘 帯 東 京 名 古 屋 大 阪

70キロ圏 50キロ圏 50キロ圏

段数 216 261 154

0- 10 km n o 182 93

10- 20 144 263 145

20- 30 182 287 176

30- 40 207 273 186

40~ 50 26 1 333 183

50~ 6 0 349

60- 70 380
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3大都市圏について1戸建て・長屋建て住宅の1住宅当たりの敷地面積をみると,京浜莫

大都市圏213m2,中京大都市圏259m2,京阪神大都市圏166m2となっており,京阪神大都市圏

の住宅の敷地面積が著しく狭いことがわかる.これを各大都市圏の距離帯別にみると,義

I -4に示されるように,東京70km圏では0-101tm圏でのHOirfを最低に郊外に向かうにつれ

て拡大し, 40-50km圏で261m2と全国平均とほぼ等しくなり,さらにその外側の50-60km圏

では349rげ, 60-70km圏では380rがと敷地面積の上位の県と大差のない敷地面積となってい

る.名古屋50km圏でも同様に郊外に向かうにつれて敷地面積が拡大する.一方,大阪50km

圏では都心の0-10km圏で93m2と東京の都心部より狭いのに加えて, 20-30km圏で176m2に

広くなるものの,それより郊外に向かうにつれてもほとんど敷地面積が拡大せず,最も外

側の40-50km圏でも183m軍と東京70km圏の20-30km圏とほぼ同じ面積である.大阪を中心と

した距離帯のなかで最も広い30-40km圏でも敷地面積は186rrfで,全国平均より極めて狭く,

京阪神大都市圏の住宅状況は良好なものとはいえない.

④世帯状況

次に,世帯と住居の関係についてみると,世帯の所得状況と住宅所有との関係では,表

I -5に示すように,収入階級が高くなるほど持ち家率が高くなり,世帯収入と住宅取得の

関係が密接であることが窺える.借家についてみると,図I-5に示すように,持ち家率と

同様に給与住宅率も世帯収入が高くなるほど増加し,特に700-1000万円未満の収入階層で

は25%を超え, 1000-1500万円未満や1500万円以上の液も収入階級の高い屑で35%を超え

ている.これは企業が管理職などの高所得階層に対して住宅面において厚遇している現れ

であると解釈できる.一方,民営借家についてみると,非木造の民営借家はいずれの収入
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表卜5　世帯の年間収入階級別にみた住宅所有関m l平成5年住宅統計調査)
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階級でも30%強で収入による違いはみられないが,木造の民営借家では100万円未満の収入

階級での40%強を最高に収入が高いほど低くなっている.同様に民営借家の木造共用の住

宅率においても収入階層が上がるほど低くなっている.

また,公営住宅については,収入階層の低い400万円未満のいずれの収入階層においても

15%強を占めているが,それ以上の収入階級では収入が上がるにつれて低くなっている.

一方,公団・公社の借家についてみると収入が上がるほど入居比率の占める割合が高くな

っているが　700-1,000万円未満の9.2%をピークとして,それより高収入の階級では低く

なっている.これは,公団・公社住宅が公営住宅より収入階層が上の世帯を対象として供

給された結果であると考えられる.

次に,世帯人員数と住宅の所有状況との関係についてみると,表「6に示すように,世

帯人員数が多くなるほど持ち家世帯率が高くなっているのに対して,借家世帯率は世帯人

員数が少ないほど高い.特に,木造・設備専用や非木造の民営借家率は1人世帯や2人世帯

で高くなっている.また,年齢階層別に住宅所有状況をみると, 29歳未満の年齢階層で持

ち家率が著しく低く, 30歳代で31.6%と急増し,それより上の年齢階層では年齢階層の上

昇と共に持ち家世帯率が増加している.これは住宅取得が30歳代に始まり, 40歳代でほぼ

半数の世帯が持ち家となっていることが示しているように, 30歳代から40歳代にかけての

年齢階層が世帯の住宅取得の時期となっていることがわかる.

年齢階層別に借家の種類をみると,表I 17に示すように,若い年齢階層ほど非木造の民

営借家率が高く,年齢層が高いほど木造の民営借家率が高い.また,表「8に示すように,

公営の借家率も年齢層が高いほど高くなっており, 60歳以上の年齢階層では借家のうち25・
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表卜6世帯人員別にみた住宅所有・種類(平成5年住宅統計調査)
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表卜7　家計を主に支える者の年齢層別にみた住宅の所有(平成5年住宅統計調査)

(1000世帯)

家計を主に支

える者の年齢

主　　世　　帯

持ち家 借　　家

蘭越gazn-aagE

柾物に居住する性帯

普通世帯稔数　2)
25歳未満
25-29歳
30-34

35-39

40-44

45 -49

50-54

55 -59

60-64

65歳以上

40 934　　　　　24 376　　　　　15 691

2 109　　　　　　　66　　　　　　2 041

2 403　　　　　　　313　　　　　　2 082

2 953　　　　　　　932　　　　　　2 0(浴
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1)住宅の所有の関係「不詳」を含む.

2)家計を主に支える者の年齢「不詳」を含む.

表1-8　家計を支えるものの年齢階層別にみた借家の所有関係

家計 を主に支

え る者 の年轟音

(96)

借 家

絵 数 公営 の借家

公団 . 公社

の 借 家

民営 借家

(未 達 .

設備専用 )

民営 借家

(木 造 .

設備共用 )

民営 借家

(非 木 造 )

給与 住 宅

主 世 帯 . 数 1)

25 歳 未 済

25 - 29 歳

30 ~ 39

40 ~ 49

50 ~ 59

60 歳 以 上

100.0 13.0 5.4 34.8 1.8 32.0 13.1

100.0 2.4 1.1 30.9 3.9 51.0 10.6

100.0 7.1 3.2 29.6 1.1 43.8 15.2

100.0 11.3 5.2 30.2 0.7 35.8 16.ラ

100.0 15. 1 7.0 35.9 1.2 25.4 15.4

100.0 18.6 8.1 39.7 2.0 19.0 12.6

100.0 25.8 7.2 48.9 3.2 13.0 3.9

1)家計を主に支える者の年鮎r不詳」を含む.
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8%が公営住宅に居住している.つまり,住宅を所有していない高齢の年齢階層では木造の

民営借家と公営住宅に7割以上が居住していることになる.給与住宅率は,これらとは異

なったパターンを示しており　30-50歳代で高く,それより若年や老年の年齢階層では低

い.

(9家賃

借家の1ヶ月当たりの家賃は,表「9に示されるように, 1993年で平均44,763円であり,

1988年の借家平均33, 762円から急騰した.住宅の種類別にみると,非木造の民営借家が65,

309円で最も高く,以下,公団・公社の借家44,602円,木造・設備専用の民営借家44,448円,

公営借家21,862円,木造・設備共用の民営借家20,966円,給与住宅19,769円である.これ

は先に述べた世帯の収入階層との関連でいうと,所得のかなり高い階層に多い給与住宅で

は家賃が最も低いことを示しており,収入階層の低い層に多い公営住宅や木造の民営借家

は,家賃は低いものの収入との相対的比較からみると,低収入の階層ほど家賃の負担が大

きい.また,表I -10に示されるように,公営住宅では3万円未満の家賃の住宅が70%以上

を占め,木造・設備共用の民営借家では3万円未満が80%以上を占めているが,非木造の民

営借家では3万円未満は約5%しかなく, 5-7万円が約半数, 10万円以上の家賃も12. 3%を

占めるなどかなり高い家賃となっている.一方,給与住宅は43.6%が1万円未満の家賃とな

っており, 2万円未満の家賃の住宅は70以上を占めている.

都道府県別に1ヶ月当たりの借家の家賃をみると,東京都66,297円,神奈川県J,323円,

埼玉県51,599円,千葉県48,952円,大阪府46,364円となっており,一方,家賃が低いのは

宮崎県27,386円,島根県27,493円,徳島県28,462円,山口県28,520円,岩手県28,965円で
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表卜9　住宅の種類別にみた借家の1ヶ月あたりの家賃及び1畳あたりの家賃

(平成5年住宅統計調査)
(円)

住　宅　の　種　鼠

専用住宅の所有の碍係

1か月当たり家賃 l量当たり家賃

平成5年 昭和63年 平成5年 昭和63年

問　　　家　　l^^MM

専　　用　　　住　　　宅

公　営　の　借　家

公　団・公　社の借家

民営借家(木造・設備専用)

民営借家(木造・設備共用)

民営借家(非　木　　造)

給　　　与　　住　　宅

農　林　漁　業併用住宅
店訴その他の併用住宅
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表巨10　住宅の種類別にみた1ヶ月あたり凄賃別割合(平成5年住宅統計調査)

総務庁統計局(1996): 『日本の住宅』より
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ある・このように家賃は大都市圏で高く,九州や中・四国,東北地方で低くなっており,

大都市圏と地方での家賃の格差は大きい.また大都市圏のなかでも大阪府は,公営住宅や

木造の民営借家が多いためか,平均すると借家の家賃は非木造の民営借家の多い関東地方

より低くなっている.

⑥最低居住水準の状況

表「11に示すように,いずれの住宅においても1人当たりの居住室の畳数は増加してお

り,居住水準は改善されつつある.これは1室当たりの人員をみても同様で, 1973-93年に

かけて徐々に減少し,居住密度が緩和されている. 「第6期住宅建設五箇年計画」で設定さ

れた最低居住水準とは,すべての世帯が確保すべき水準で,居住室,設備,住宅の環境,

世帯人員別住宅規模を中心に基準が示されている. 1993C平成5)年住宅統計調査で用いられ

ている最低居住水準は,夫婦独立の寝室(6畳)の確保,中学生以上の子どもの性別就寝, 1

8歳以上の子どもの個室(4. 5畳)確保,世帯人員に応じた食事室の確保などである.

最低居住水準未満の住宅は,持ち家では2.4%,借家16.6%である.また,t　借家のうち公

営住宅で20.3%,公団・公社の借家21.3%,民営借家16.6%,給与住宅11.4%となってお

り,比較的世帯人員の多い公営住宅や公団・公社の借家で最低居住水準未満の住宅率が高

い.特に借家について世帯人員別にみると,借家の3-5人世帯では最低居住水準未満の住

宅率が23. 5%と高く, 5人以上の世帯では42. 7%もの世帯が最低居住水準未満の住宅に居住

している.

都道府県別にみると,表「12に示すように,東京都で最低居住水準未満の住宅率は21.

2%,大阪府14.8%,沖縄県13.7%,神奈川県12.2%,京都府11.2%となっており,沖縄県
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表V-11住宅所有関係別にみた居住密度の推移(平成5年住宅統計調査)

1人当たり居住室の畳放(畳)

住宅の所有の関係

1室　当　た　り　人　員(人)

住　宅　捻　　数1)

~持　　　　ち　　　　家

借　　　　　　　　　家

公　営　の　借　家

公　団・公社の借家

民営借家(本道・設脚用)

民営借家(本道・設備共同)

民営借家(非木造・設備専用)

民営借家(非木造・設備共用)

給　　与　　住　　宅

6.61　7.78　8.55　9.55　10.41　0.87　0.77　0.71　0.66　0.62

7.55　　8.87　　9.60　10.72　11.69　　0.79　　0.70　　0.65　　0.61　0.57
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1)住宅の所有の開拓「不詳」を含む.

2)公団・公社の借家を含む.

3)民営借家(非木造・設備専用)を含む.

4)民営借家(非木造・設備共用)を含む.

表V-12　居住水準を満たす世帯の割合(平成5年住宅統計調査)

節道府県

扇 動嘩 以上の世帯

都道府県

居住水準以上の世帯

都道府県

(% )
居住水準戻王の世帯

最低居住 誘導居住 .最低居住 . 誘導居住 最低居住 .l 誘導居住

水 準 水 準 水 準 水 準 水 準 水 ー準 ‥

全 回 90.4 40.5 富 山 県 96.7 64.5 島 根 県 95.2 49.2
石 川 県 95一 59.2 岡 山 県 93.1 46.2

北 海 道 94.3 53.7 福 井 県 95.7 54.6 '
.′、

広 島 県 94.3 46.3

音 詩 県 95.9 57.7 山 .梨 県 93.7 48.5 山 口 県 94.9 46.6

LAJ 手 県 95.0 55.6 長 野 県

岐 阜 県

95.7 55.8

95.4 ′ 55.0

石 ノ、
宮 城 県

93.9 45.4 徳 島 県 94.3 47.3

秋 田 県 97.1 63.9 香 川 県 95.3 50.8

山 形 県 坊 54.3
静 岡 県 92.6 41.8 空 媛 県 95.1 45.6
空 知 県 91.4 44.8 高 知 県 91.9 40.0

福 島 県 93.7 47.4 三 重 県 96.0 52.3 福 岡 県 9 1.3 39.2

茨 城 県 93.2 40.7 滋 賀 県 .

京 都 府

95.9 54.7

35.2

.′、
栃 木 県 91 0 41.2 佐 賀 県 95.2 43.7

群 馬 県 93.3 41.7 長 崎 県 9 1.8 38.0

埼 玉 県 90.1 32.8
大 阪 府 85.2 30.1 鰻 本 県 92.6 39.7
兵 庫 県 90.8 40.7 大 分 県 95.0 47.1

千 葉 県 91.2 万.9 奈 .良 県 93.5 46.8 宮 崎 県 93.9 38.5
史 京 都 78.8 25.8 和増た山県

鳥 取 県

93.0 40.7

94.3 49.0

神奈川県 87.8 31.3 鹿児島県 94.1 39.9

新 潟 県 盟.7 57.3 沖 縄 県 86.3 30.4

総務・庁統計局(1996): 『日本の住宅』より
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を除いて大都市圏で高くなっている. 3大都市圏についてみると,最低居住水準未満の住

宅率は13. 0%であるが, 3大都市圏以外の平均6. 1%と比較するといかに低水準の住宅が大

都市圏に多いかということがわかる.特に,京浜菓大都市圏では14.7%,京阪神大都市圏

では12. 0%が最低居住水準未満である.

さらに, 3大都市圏で住宅の種類別に居住水準についてみると, 3大都市圏全体で最低

居住水準未満の住宅率が10. 3%あり,持ち家を含めていずれの種類の住宅においても高い

比率となっている.京浜菓大都市圏では公営借家25. 5%と公団・公社借家23. 1%において

民営借家の20. 9%を上回っており,公営住宅の居住水準が低いといえる.同様に,京阪神

大都市圏においても借家の居住水準が低い.しかし,中京大都市圏では2つの大都市圏ほど

居住水準が低くはなく,最低居住水準以上の健帯が全国平均を上回っている.このように,

居住水準からみると京浜菓大都市圏と京阪神大都市圏の2つの大都市圏で特に低いことがわ

かる.

2捧住宅のサブ・マーケット

わが国における住宅のサブ・マーケットは,住宅の所有や形態などにより,図I-6に示

すように,分類される.

(D戸建て持ち家住宅

宅地開発の形態には,住宅団地とミニ開発に大別できる.住宅団地は厳密な定義はない

が,開発面積が1ヘクタール以上の大規模なものといえる.大規模な住宅団地には,はとん

どの場合,宅地開発指導要綱により開発許可申請が必要となっており,宅地開発指導要綱

により道路幅,団地規模に応じた公園や学校などへの公共用地への土地提供などが取り決
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一戸蝣IBて水道が多いが,

・那プレハブとR C迫り

図卜6　わが国における住宅の種類(午見;1983, p.142を修正)

められている.また,一定基準を上回る住宅には住宅金融公庫の融資がもらえるようにす

るなど,このような行政からの直接的・間接的コントロールにより,住宅が供給されてい

る.

ミニ開発は「狭小敷地に建つ木造戸建の建売住宅を指す」 (森本; 1993, p. 172)とされ,

その起源は1976年7月14日付朝日新聞のルポルタージュ記事とされる.牛見(1983)は高地価

の大都市近郊のスプロール地域において零細不動産業者等により「基準以下のものが密集

して建てられるケース」としてミニ開発建売住宅を定義し, 「敷地は極端に切りつめられ,

敷地いっぱいに軒と軒を接するように建築され,低湿地であったり,必要な公共施設や社

会的施設に欠けていたりして,不十分な点が多く,都市計画上からも好ましくない,スプ

ロール(ひとで状虫くい)開発の大きな原因」 (p.43)とし, 「持家モドキ」 (西山;1976の
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いう「ニセ持家」 )住宅と表現することにより将来のスラム化を懸念している.

ミニ開発の概念は『-ウジング用語辞典』では①開発規模が1000m2未満, ②一つの区画

が100m2未満, ③建売分譲住宅,という点で合意が得られているとされている.しかしなが

らこの概念だけではミニ開発に潜む問題点が隠されているため, ④公共・公益施設が未整

備な住宅開発, ⑤開発主体の大部分が零細建売業者や零細不動産業者などであること,を

加える必要がある.

ところでミニ開発は,制度的背景として1968年の都市計画法で開発許可制度が創設され,

一定規模以上の宅地開発に許可が必要となったために登場したものである.すなわち良好

な宅地開発を誘導しようとした都市計画法が,大規模開発についてはその効果がプラス面

に作用した一方で,ミニ開発のような法的規制から逃れた「好ましくない」宅地開発が形

成される要因ともなっている.

森本(1993)によると,ミニ開発には大きく分けると二つのタイプがあり,その一つは

「郊外部における畑地の宅地化に際して,次々と小規模な開発が連続して進められるもの」

と二つめは「宅地化が既に進展している市街地内において,区画整理跡地や工場跡地,さ

らには比較的大きな邸宅跡地などが細分化されて出現するもの」である.これら二つの夕

イブのミニ開発は図上7に示されるように,極めて密集した住宅地を形成するだけでなく,

道路の配置,私道であるための道路管理の問題,排水施設の問題,防災上の危険性,公共

・公益施設の未整備とただ乗り,公共・公益施設の後追い整備の必要性,計画的な街づく

りの破壊,将来の再開発候補地となる,などさまざまな問題を抱えていることが指摘され

ている.しかしながらマンションより資産価値が低下しないとかマンションより住宅の広
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さに満足度が高いとか,戸建て持ち家志向の強さ,販売価格と取得能力との一致,業者の

供給能力などの点から「現在の社会経済状況からやむを得ない,あるいは利点を持ってい

る」 (森本; 1993, p.172)という評価もある.

ミニ開発に関する数的な把握は,統計資料が全くないため困難である.しかし,平成5年

住宅統計調査結果によると,持ち家住宅のなかで100m2未満の住宅の比率は全国で約43. 0%

であるが,京浜大都市圏では約58.7%,京阪神大都市圏で約55.3%となっていることから

も推測できるように,大都市圏では内部や郊外に多いことがわかる.このなかには「分譲

マンション」などの集合住宅もかなり含まれているため,一戸建住宅で100m2未満の住宅の

比率をみる必要がある.ただしこの統計資料も持ち家と賃貸住宅が含まれているため,完

全にミニ開発を示すものではないことに注意する必要がある.

1983 (昭和58)年住宅統計調査結果によると, 100m2未満の住宅率は全国平均で約20. 7%,

市部で24. 6%,京浜大都市圏で32. 0%,京阪神大都市圏で37. 0%,中京大都市圏15. 7%で

あったが, 1993 (平成5)年住宅統計調査結果によると全国平均で約18.5%:市部で21.9%,

京浜大都市圏で29. 0%,京阪神大都市圏で34. 8%,中京大都市圏13. 2%とわずかながら狭

小な住宅が減少しているものの,京浜大都市圏と京阪神大都市圏における狭小な戸建て住

宅の比率は極めて高い.大都市圏別にみると,京阪神大都市圏においてミニ開発的な狭小

な住宅の比率が極めて高くなっていることが原因と思われる.

都市別にみると,東京特別区部でのIOOnf未満の住宅率は54. 6%,大阪市では68. 5%,京

都市54. 5%が極めて高い比率である.三大都市圏のなかでは名古屋市26. 0%,横浜市27. 0

%,川崎市40.996,神戸市37.5%と,上記の3市と比較して狭小な住宅の比率はかなり低

- 154　-



い.これは,横浜市や神戸市などにおいて大規模な郊外住宅団地を含んだことが原因と思

われる.一方,地方の大都市では100m2未満の住宅の比率は,三大都市圏と比較して総じて

著しく低く,札幌市5.8%,仙台市10.3%,広島市26.8%,福岡市15.1%である.

②共同住宅

平成5年住宅統計調査によると, 1988-93年において供給された住宅数の増減を住宅の建

て方別にみると,住宅総数で約336万戸の増加に対して鉄骨・鉄筋コンクリート造りの共同

住宅は253万戸と最多の増加数である.木造の戸建て住宅や長屋住宅が減少しているなかで,

民間マンションのような共同住宅の増加は,特に大都市圏において著しい.このような共

同住宅が住宅供給の主流となった状況は,建築時期別にみると, 1981年以降のことであり,

特に1986年以降は各時期における住宅建築数の過半数を占めている.

共同住宅の割合をみると,全国平均は35.0%であるが,東京都65.3%,神奈川県51.8%,

大阪府50. 1%,沖縄県42.4%,兵庫県40.7%の順となっており,沖縄県を除いて大都市圏

の都府県において高い.大都市圏別にみると,中京大都市圏では戸建て住宅の割合が全国

平均(59. 2%)より高いが,京浜菓大都市圏は共同住宅の割合が51. 9%,京阪神大都市圏で

は43.4%と全国平均を大きく上回っている.

このように,大都市圏をはじめとして急増した共同住宅の居住水準は,最低居住水準で

みると,全国平均では,水準未満の世帯率が戸建て住宅で3. 1%に対して共同住宅は14. 2%

と低水準の住居が多い.さらに大都市圏別にみると,京浜薬大都市圏では水準未満が戸建

て住宅で5. 4%に対して共同住宅で16. 2%,京阪神大都市圏では戸建て住宅の水準未満が2・

6%,共同住宅の水準未満が16.2%である.
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住宅統計調査による定義の共同住宅は,必ずしも賃貸や分譲のマンションのみの数値で

はないため,これらについては正確な状況がつかめないのが実状である.

③借家住宅

借家住宅のなかには民営借家と公営借家があるが,民営借家についてみると,牛見(198

3)は民営借家を一戸建て,長屋建て,共同建てに大別し,さらに長屋建て住宅と共同建て

住宅をそれぞれ木造(木賃アパート) , RC造り(鉄賃アパート)に分類している.また,

木賃アパートは設備共用と設備専用住宅に細分される.

近年,大都市内部において卓越する民営借家住宅は,イギリスのヴィクトリア朝期にお

ける都市流入者の劣悪な居住条件の例にあるように,現代都市に共通している深刻な住宅

問題をいくつか提示している.一つは居住空間の狭さや老朽化の問題など住居自体の問題

であり,もう一つは,周辺地域を含めた居住環境の問題である.

供給過剰にある民営借家住宅は,中高層集合住宅形態のものが大半を占めるが,居住室

が1つのみからなる「ワンルームマンション」には,居住空間の狭小さから一般世帯の居

住ができないため,必然的に居住者の選択が行われる.また,老朽化した建物が多い木造

アパートには,その低廉な家賃負担から高齢者や若年単身者などの居住者になりやすい・

④公営住宅

わが国における公営住宅は,公営住宅法に記されているように,国及び地方公共団体が

協力して住宅を直接的に建設し,住宅に困窮する定額所得者に低廉な家賃で賃貸すること

を目的としたものである.建設主体は都道府県および市町村であるが,工事費の2分の1を

国庫が補助する第-種住宅と工事費の3分の2を国庫が補助する第二種住宅がある・第二種
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住宅は福祉的な意味を強くもち, ・世弗収入のより低い階層を入居対象としている.

この他に直接的な住宅供給として,不良住宅地区の環境整備事業の一環として行われる

住宅改良事業があり,住宅地区改良事業の施行による除去住宅居住者の収容を目的とした

改良住宅がある.改良事業には,不良住宅除却費の2分の1が国庫の補助があり,土地整備

費や改良住宅の建設費には3分の2の国庫補助がある.

大都市や主要地方都市における公営住宅の分布をみると,図卜8に示すように,市域肉

での分散もみられるが,特定地域にある程度集中した分布となっている都市が多い・住宅

配分の点からみると,分散した分布が好ましく思われるが,実際は建設費を抑制するため

に安い地価の郊外地域を選好し,このような土地取得上の問題から市街地から離れた場所

に公営住宅が建設されることが多い.イギリスでは,市街地内部の高地価だけが原因では

なく,公営住宅が市街地内部から離れて立地するのは政策的な要因も指摘されている・イ

ギリスでは公営住宅を郊外地域に集中して単一階層の居住者集団を形成し,住宅政策によ

る問題地域形成へとつながるとともに,市街地内部の老朽化して居住条件の極めて患い公

営住宅には,有色人種の移民が集中するように行政による「操作」が行われ,明らかに彼

らに対して不利な状況をつくり出した.

わが国では,市街地内部の住宅改良事業によって低所得の居住者を再集中させることが

多い.また,郊外地域の公営住宅は,大規模な住宅群から形成されることが多く,一定の

所得水準以下の人々により入居許可が出されるような現行の公営住宅入居者選抜の制度で

は,ある意味で,行政が福祉政策の名のもとに所得水準の低い人々を集中させているとも

いえ,一種の「ハウジング・トラップ(住宅政策の昆) 」が行われている.
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国卜8　主な都市における公営住宅の分布(その1)

(1980年国勢調査統計区別資料より作成)
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福岡市

0
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国卜8　主な都市における公営住宅の分布(その2)

(1980年国勢調査統計区別資料より作成)
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3.住宅の諸制度

わが国における住宅に関する諸制度は,図上9に示すように,住宅の種類ごとに根拠と

なる法令,建設主体,融資主体,供給対象,補助・融資条件などが細かく取り決められて

おり,全国的には過去6度にわたる「住宅建設五箇年計画」に基づく住宅建設計画法によっ

て居住水準の設定,住宅供給に関する政府施策住宅(公営住宅や公庫融資住宅など)の供

給計画戸数の策定などが行われる.このなかで,政策に基づいて持ち家推進のために間接

的な住宅供給として住宅融資が行われ,また公的な直接的な住宅供給として公営住宅の建

設などが行われる.それぞれの住宅供給には,住宅融資保険法や公営住宅法,住宅都市整

備公団法,住宅地区改良法,住宅金融公庫法などの法的根拠がもたされている.

これらの複雑な諸制度は,公営住宅における入居者選択や持ち家取得者に対する貸付に

関する制約など,さまざまな局面において制約条件となり,それらの制約条件下において

人々の住居探索行動や購買行動などが行われ,その結果として住宅の種類ごとの居住者特

性の分化が行われると考えられる.これまでのわが国の都市地理学において,特に居住の

側面に関してはこれらの制度的側面について注目されることは少なく,わずかに宅地開発

指導要綱による開発規制の影響に関する研究例がいくつか見られる程度である.制度的側

面から居住者特性について考察されることは,今後の課題と思われる.

4.小結

わが国における住居水準は徐々に向上してきたとはいえ,極めて低い状態は継続されて

いるといえる.特に,都市部では異常に高い地価の影響もあって,狭い住居に住まわざる

をえず,居住水準は農村部と著しい格差をもったままであるといえる.このような状況の
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もとで,政府の持ち家政策により公的住宅供給もあまり積極的に行われなかったため,都

市部の公営住宅は福祉的性格を強くもった限定的住宅となっている.

本論文では,住宅のサブマーケットごとに居住者特性を明らかにすることにより,住宅

により異なる居住者特性がいかなるメカニズムにより形成され,その形成メカニズムの背

景にどのような社会的・制度的背景があるのかなどについて検討を試みる.

注)

1)総務庁統計局『日本の住宅　平成5年住宅統計調査の解説』によると,空き家率が高

いのは西日本の府県が多いと記されているが,東北地方の空き家率の高さを考慮すると必

ずLも妥当な解釈ではない.
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日章　住宅供給と居住者の特性一広島市を例として-

1960年代以降,高度経済成長に伴う都市地域への人口流入はわが国において顕著な現象

であった.このため都市人口は急速に増大し,さらに核家族化の進行も大きな要因となっ

て住宅不足は深刻な問題となった.この住宅問題解決のためには住宅の大量供給が必要と

なり,戸建て住宅群や公営住宅群からなる大規模な住宅団地は,既成市街地から溢流する

人口の受入地として重要な役割を果たしてきた.さらに,近年には居住空間の拡大を目的

としただけではなく,豊かな自然環境などのよりよい居住環境を求める人々にとっても住

宅団地が重要な受け皿をなしている.一方,市街地内部では,建物を高層化することによ

って大量の人口を収容する中高層集合住宅が急増し,土地利用の高度化によって市街地内

部に新たな人口定着がはかられている.

郊外地域の戸建て住宅からなる住宅団地と市街地内部の集合住宅とは,互いに密接な関

連性を持っており,既存の住宅の建て替え以外では、新規の住宅取得希望者はどちらかの

選択をしなければならない.そこに世帯の居住地選択の意志決定が反映されるが,そのよ

うな意志決定の結果としてそれぞれの種類の住宅には,同様の居住地の選好を経験し、同

様の居住様式を求めたような居住地選択をした世帯が集合することとなる.一方,住宅供

給側からみると,同一集合住宅内や同一住宅地内では似たような間取りや居住面積で大量

供給される.本章では,住宅供給に関する資料を得ることができた広島市を事例として,

住宅供給と供給地における居住者の特性をみることによって,住宅供給がつくり出した居

住者集団の分化について明らかにしたいと考える.
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1節.住宅団地の開発とその居住地域構造一広島市の事例-

1.研究目的

一般に「団地」といえば中高層のアパートを思い浮かべる人も多く,事実「団地族」と

呼ばれる住民は郊外の戸建て住宅からなる住宅地域の居住者ではなく,中高層アパートの

居住者を指す場合もある.鈴木(1964)によると, 「団地」という用語は都市計画学や建築

学の分野において大正期から使用されているといわれるが,本来団地は工業団地や流通団

地のように,単一機能が集積するようにつくられた土地を指しているものと考えられる・

したがって住宅団地を定義する場合,中高層アパートからなる集合住宅だけではなく,建

て売りの戸建て住宅や戸建て住宅用に区画された分譲用の土地の集合したものも合わせて,

居住機能が集積するようにつくられた土地(あるいは大規模な場合には地域)を住宅団地

とすることが妥当であると考える.また,新聞などマスコミにおいても一般的に「住宅団

地」として表される地域は住宅の種類を問わず,住宅が大規模に集積した地域を指してい

る.

この点に関して小林(1964)は「住宅団地とは,通常居住機能である住宅が,数百ないし

数千戸集在してまとまった地区を形成しているのをさす」とし,鈴木(1964)は「ごく普通

に''団地''と称されるものが,ある程度以上の戸数をもつ集合的住宅地をさすとするなら

ば,公団住宅や都道府県営住宅のように限られた敷地内に同一の様式をもって建設された

住宅群はもとより,会社の社宅群などの民間企業体によって一括して建設された建て売り

住宅群もこの範噂に入れられるべきである」とした.山鹿(1957)は,同義の集団住宅地を
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①戦前から戦後にかけて同潤会や住宅営団によって建設され　それらの解散後個人所有と

なったもの, ②戦後建設された都営住宅,引揚者住宅,住宅公団住宅などの公営,準公営

住宅, ③戦前戦後を通じてつくられた社宅集団,産業労務者住宅,公務員宿舎などの給与

住宅, ④公共団体,または民間による集団的建設で,個人に分譲される建て売り住宅,に

分類している.

このように,住宅団地の定義は行政における法文上の規定を欠き,個々の研究者による

定義が若干相違する.このため,本研究では既往の研究,新聞などの日常用語,行政の刊

行物などで使用される用語を総合的に考慮し,住宅団地を住宅建設を目的として開発され

たある程度以上の規模をもってつくられた土地と定義し,その中には戸建て分譲住宅群や

公営住宅,公団住宅,社宅などの中高層集合住宅群からなる造成地およびそれらが混合し

て供給されたものを含める.

次に,どの程度の規模以上を住宅団地とするかの問題であるが,鈴木(1964)は「日本住

宅公団の国民金融公庫の内容から地方公共団体が住宅建設にあたって,国家から融資を受

けられる最低限度は20戸であり,一応この程度の規模が団地として認められる最小単位で

あろう」としている.また,藤田(1973)は「計画的に開発・建設された住宅地のうち,面

積Iha,戸数50,人口150を基準として,このいずれかを越えるものに限定して」研究対象

とした.以上のことを考慮して,本研究では『広島市開発状況調書』 (広島市;1980)から1

ha以上の計画面積をもつ,住宅建設目的の開発による土地を研究対象とした.この規模設

定では,実際に1ha以上の開発における最小戸数が20戸程度であるため,前述の鈴木による

定義と比較的よく対応する.
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周知のように,住宅団地は人為的につくられた居住地域であり,それが単独であるいは

周辺地域と関連して地域社会を形成する.またこれまでに内外の都市計画学の分野で多く

指摘されたように,同一時期に入居した団地住民は住宅団地ごとに均質的な特徴を持った

居住者集団を形成する傾向がある.しかも住宅団地は外延的に郊外に発展していくため市

街地拡大の一役を担い,また飛び地的な拡大もみせる.これに伴い都市域内部には住宅団

地ごとのモザイク状の居住地域が形成されると予想される.本研究では,既存の自然発生

的住宅地と違った住宅団地の開発経過を明らかにした上で,住宅団地居住者の居住特性が

どのような空間的構造を示すのか,また住宅団地居住者の特性がどのように変化し,それ

らの居住特性の変化に地域的差異がみられるのかについて明らかにすることを目的とする・

2.住宅団地の開発

広島市における住宅団地の開発は, 1960年代前半に始まり,図Ⅲ-1-1に示すように, 197

0年代に入り開発面積が急激に増加した.この時期における広島市における宅地開発のすさ

まじさは,都市計画学の『都市計画教科書』 (都市計画教育研究会編;1995)において都市計

画がなされなかった悪例として紹介されるほどの乱開発の様相を示している.しかし, 19

75年以降はその前年の国土利用計画法による乱開発の規制や地価の急騰,都市内部の中高

層集合住宅の建設増加などのために,開発面積増加のペースはやや鈍っている.

広島市における住宅団地の開発は,平地が少ないこともあり,図Ⅲ-1-2に示すように,

市街地周辺の山麓斜面や市街地からかなり離れた山間部に展開されている.これらの開発

は,開発面積・開発件数の推移,分布地域の変化から以下の3つの時期に区分することがで

きる.この区分は,藤田(1972)による広島都市圏における集団住宅地開発の時期区分とは
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国l卜111広島市における住宅団地の開発面積と開発件数の推移

( 『広島市開発状況調書』より作成)
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次の点で異なる.すなわち,藤田が昭和30年代以前の公営団地も含めた戦後の応急住宅の

建設も含めたのに対して,本研究ではそれらを除いた宅地造成に限定している点である・

第I期(1961-69年)の広島市における住宅団地の開発は,土地区画整理組合による東区

塔の上団地に始まり,図Ⅲ三上3に示すように,旧市内の市街地周辺地域1)において宅地造

成がなされた.特に東区では, 1968年までの広島市における宅地造成総面積の2分の1以

上を占めるほど開発が集中していた.この時期の開発が市街地に近接した地域や市街地周

辺地域に多いのは,商業施設,教育施設,公園などの諸施設を備えていない3ha程度かそれ

未満の小規模な住宅団地で,それらの諸機能を住宅団地が隣接する在来地域に依存するも

のが多かったためである.このため第I期に開発された住宅団地は,都心からバスで20-

30分以内の地域に多く位置する.また表Ⅲ-1-1に示すように,第I期の開発主体は,公的

機関による土地区画整理事業やまとまった土地を所有する個人により宅地化されたものが

多い.個人による小規模な開発は,市街地周辺に造成の容易な山麓緩斜面の土地をもつ地

主が積極的に開発行為を行ったためであり,既成の市街地に隣接させることでそれらの地

域に生活の利便性を依存させることが可能とさせることができたからである・

1960年代後半は,都市への人口流入が激しい時期で,広島市においても住宅不足がかな

り深刻な状態であったため,これらの小規模な戸建て住宅では量的な住宅問題は解決され

なかった.

第Ⅲ期(1970-74年)には,開発件数・開発戸数ともに急増し,最も活発に宅地開発がな

された.東区・西区などの市街地周辺地域における開発と安佐両区・安佐北区などの郊外

の新地域における開発が並行して行われ,特に新市域における開発が急激に進んだのが特
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表lトト1住宅団地の開発時期別特徴( 『広島市開発状況調書』より作成)
(単位:住宅田地故)
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徴である.この時期に民間企業による開発が多くなったのは,大手不動産資本が住宅団地

に商品的価値兄いだし,積極的に開発・販売を行ったためである.また地主たちが土地区

画整理組合をつくって開発行為を行った事例も多く,その大部分が市街地に近接した地域

や周辺地域に分布する.これらの土地区画整理組合による宅地開発事業は,周辺地域の市

街地化や宅地造成に刺激された地主たちが宅地開発に乗り出したことによると考えられる・

なぜなら,図Ⅲ」!4に示すように,土地区画整理組合による宅地開発では,西区の山田団

地のような飛び地的な開発や,市街地から10km以上離れた地域では少なく,民間企業のよ

うな投機的開発が敬遠されており,大部分の開発が周辺地域の造成地に隣接したり,市街

地と近接しているからである.これらの土地区画整理組合による宅地造成地域の特徴とし

て,住宅団地造成地域へのアクセス道路や住宅団地内の歩道が未整備であったり,住宅団

地内の生活関連施設が不十分であるなどの問題を抱えていることである.

第Ⅲ期の開発は,第I期と同様に小規模なものが多かったが,第I期にはみられなかっ

た大規模な住宅団地が現れ, 300戸以上の大規模住宅団地が件数で約3分の1,供給戸数で過

半数を占めた.これらの大規模住宅団地は,山林を達成して開発されたものが多く,平地

部の農地のように所有者が分散していないために宅地への登記転換も比較的容易になされ

しかも広大な土地を獲得しやすいことが開発業者の利点となった.また土木技術の進歩に

より,これまでコストの高かった山間部や丘陵地の土地においても大規模な宅地造成が容

易となったことも一因である.

大規模住宅団地は,市街地と離れて飛び地的な分布を示すものが多く,そのため在来市

街地の諸施設に依存することが不便であったり,不可能であったりすることが多い.また
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大規模住宅団地が-集落として成立しうる規模をもったため,敷地内に宅地開発指導要綱

による規定通りに小学校などの教育施設や上下水道,公園を計画的に設置するほか,小規

模なスーパーマーケットや商店街などの商業施設を設置することにより在来地域から機能

的に独立した地域をつくるものも登場した.

しかしながら,第Ⅲ期までの開発で特徴的なのは,広島市における住宅団地の開発は道

路綱や軌道系公共交通機関の整備などを欠いたものであることである.そのため在来の集

落が利用していた幅員の狭い道路や,ひどい場合には水田のあぜ道のような生活道路を利

用しないと住宅団地にたどり着けないような状況をつくり出している.また,安佐南区安

川流域のように丘陵地の住宅団地群から流出する通勤・通学者が谷の中の限られた交通ル

-トや交通手段に殺到する事により,早朝から深刻な交通渋滞を引き起こすような問題も

発生した.表Ⅲ」∵1に示したように,第I期には都心から10km未満の立地が多かったが,

第Ⅲ期には都心から15km以上離れた立地の団地も多く,上記のように道路整備も不十分で

あるため,図n-i-5に示すように,バスルートも数少ない幹線道路に集中するようになっ

ている.しかも,時刻表によるバスの所要時間は,図n-i-6に示すように,安佐南区安古

市地区からでも1時間以内に都心に到着できるようになってはいるが,しかしながら,莱

際の通勤時間帯の所要時間は,この2倍以上もかかる状態であった.

第Ⅲ期(1975-1980)は,第1次オイルショック後の景気の非常に悪い時期であったため,

また地価の高騰などのさまざまな要因によって宅地造成ブームが衰えた時期であった.こ

の点に関して松原(1988)は,宅地開発指導要綱の自治体への普及に伴う開発コストの上昇

やコスト上昇部分の販売価格への転嫁の限界などによって,低成長期に入ってからは十分
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な地価差益を取得できなかったことを指摘した.松原はこの時期における大都市圏の住宅

市場における質的変化が,戸建てからマンションへの需要のシフト,建て替え需要へのシ

フト,既存住宅ストックの活用としての住み替えによる中古住宅流通市場などを挙げてい

る.また松原は低成長期における住宅地開発の特徴として, 1974年制定の国土利用計画法

が土地取引のチェックをし,宅地分譲中心から建て売り分譲中心へと移行するような開発

手法の変化がみられたことを明らかにした.

広島市における第Ⅲ期には,民間企業,土地区画整理組合である地主組合による開発が

多いが,民間の大手不動産資本が市街地内部のマンション建設に力を入れ始めたのに対し

て,土地区画整理組合による開発は第Ⅲ期と比べてあまり変化せず,所有地周辺地域の宅

地化に刺激された宅地造成が継続されている.また大規模開発の増加により,開発件数の

減少にもかかわらず開発面積の増加ペースはあまり大きな変化となっていない・つまり低

成長期における宅地開発は小規模な開発が抑制されたことが特徴と思われる・

第Ⅲ期における開発の第一の特徴は,この時期の開発の特徴は,飛び地的分布形態を示

す住宅団地の開発と既存の住宅団地に隣接した連担的分布形態をとる住宅団地の開発が並

行しておこなわれた時期であり,都心からかなり離れた山間部に孤立する住宅団地や,交

通の便や教育・商業などのサービス-のアクセスの良い市街地周辺に住宅団地の集積がみ

られるようになった.後者の住宅団地集積地域としては,西区や安佐南区の安川流域の丘

陵地があげられる.しかしながらJR・広島電鉄・バスを併用でき,西広島バイパスが整備

された西区においても朝夕の通勤・通学ラッシュ時には交通渋滞が深刻であるが,それ以

上に安佐南区では,区内で造成された住宅団地からの通勤・通学流に加えてより遠くの安
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佐北区からの通勤・通学流が未整備な幹線道路に流れ込み, 1994年に新交通システムの導

人とそれに並行する祇園新道の整備により対応がなされるまで慢性的で深刻な交通渋滞を

さらに危機的にさせることとなった.

このような住宅団地の集積に関して,松原は東京大都市圏を事例として不動産資本の大

規模住宅地開発が特定地域に集中する傾向にあることを指摘し,これが不動産資本の地価

差益追求行動の結果とした.すなわち, 「交通機関の新設や改善等による地価上昇-の寄

生や,住宅公団などのニュータウン開発への寄生により,各社は競って土地取得を行い,

その結果として民間大規模住宅地開発の集中が生じた」とした.広島市の場合,西区己斐

地区や安佐南区安川流域の丘陵地域など必ずしも交通条件や地形条件に特に恵まれた場所

でもないが,松原の指摘のようにこれらの大規模住宅団地開発の集積が自然環境の披壊や

水災害,自治体の財政難などの諸問題を甚大なものにさせたことは共通している.

住宅団地の集積は周辺地域への影響も大きく,小林(1964)は,住宅団地の周辺地域への

影響について「その形成過程において,当初は地域付加拡大の役割を果たし,近年では地

域創出体として機能している」と述べているが,開発の古い住宅団地が在来地域依存であ

るのに対して,市街地から離れた郊外の新しい住宅団地は大規模なものが多く,独立した

地域社会を築きつつある.これらの大規模住宅団地におけるコミュニティの独立性につい

ては,市街地に近い住宅団地に比べて周辺の在来地域社会のコミュニティとの乳蝶ほほと

んど無いと思われるが,一方で文化施設や娯楽施設が少なく地域としての魅力に欠け,ま

た女性の就業機会の少なさや単一属性の社会がつくり出すさまざまな弊害も予想される.

第二の特徴は,それ以前の開発がどちらかというと住宅供給の目的のみであったのと性
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格を異にして,住宅とその居住環境の供給が一体化される形での開発が多くなった・第Ⅲ

期の大規模住宅団地においてもこのような居住環境整備が出てきてはいたが,第Ⅲ期にお

けるそれらの整備が開発指導要綱に沿ったものであるのに対して,第Ⅲ期以降における居

住環境の整備は,せせらぎをつくったり大規模な児童公園やショッピングセンターを設置

したり,必ずしも団地居住者のみの利用施設ではない施設をつくる傾向にある・

このような傾向について松原(1988)は付加価値をつけた販売によって,街づくりに個性

を持たせることで住宅地商品を差別化するようになったと述べている.広島市においても

大規模住宅団地では車道と歩道を分離したものが多くなり,また街路樹の植樹により線化

を強調するなど個性を出し,他の団地との差別化が試みられている.

3.住宅団地の販売と入居状況

『広島の土地』 (広島市都市計画課;1983)によると,広島市及び旧五日市町・廿日市町

(1980年当時)において1980年に分譲された2743区画のうち,更地分譲総数は1638区画であ

り,その内訳は旧市域(中区・東区・南区・西区) 25.4%,新市域(安佐両区・安佐北区

・安芸区) 35.0%,五日市町・廿日市町39.6%である.建て売り分譲は地域的な差異が著

しく,建て売り総数1105区画のうち旧市域ではわずか39区画しかない.それに対して新市

域の占める比率は圧倒的に高く　70.5%である.また五日市町・廿日市町では26.0%とな

っており,いかに新市域において建て売り販売が多く行われたのかがわかる.販売方法に

おけるこのような地域的な差異は,一般的に宅地分譲地で行われる住宅展示会などのイベ

ント的な販売が行われるか否かによると思われる.小規模な造成地の多い旧市域ではこの

ようなイベントを行うほどの規模はない.それに対して新市域での大規模な住宅団地では,
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各住宅メーカーが競い合って建て売りすることによって宅地の販売効率を高め,更地売り

に比べて街としての魅力をアピールすることができて,住宅展示会などによって宣伝効果

も上がるのではないかと思われる.

次に,更地と建て売りの分譲価格を地域別にみると, 1980年における更地の分譲価格は

1m2あたり2万円台から13万円台までと極めて幅が大きい.地区ごとの平均値でみると,図

n-l-7に示すように,両区が最も高く,次いで西区,安芸区,五日市町となっている.中

心市街地に近いほど分譲価格は高いのだが,交通条件のよい西方面ほど他の同一の距離帯

に比べて高い分譲価格である.建て売り分譲の価格においても, 1戸あたり1,400万円台か

ら4,000万円台までの幅があり,更地分譲と同様の地域差がある.地区ごとの平均値でみる

と,表n-i-2に示すように,土地面積の最も狭い旧市域での価格が最も高い.新市域での

建て売り分譲は,地価が安いこともあり土地面積が最も広いにもかかわらず分譲価格は最

も安い.更地と建て売り分譲地の平均価格の推移をみると,図n-i-8に示すように,わず

か4年間においても分譲価格の高騰は顕著であり,建て売り総額では30%近い上昇率1 m2

あたりの更地単価では実に70%弱の高騰の状況であった.その間に分譲された更地の土地

面積はあまり変化していないが,建て売り分譲の土地面積は狭くなっているのに対して,

建物床面積は微増であり,庭の面積などが減少した状態となっている.

入居状況についてみると,開発の古い住宅団地ほど入居率が高いとは必ずしもいえず,

都心から30km以上離れて立地する住宅団地では, 1972年に開発された安佐グリーンランド

などでは通勤に非常に不便な上,団地周辺にスーパーマーケットなどの生活関連施設が整

備されたいないため, 1982年8月の時点で305の総区画数に対してわずか5. 2%の16区画しか

- 177　-



周辺町
(1 980年当時)
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図lトト7　更地分譲平均価格(1980年) ( 『広島市開発状況調書』より作成)

表I卜1-2　建売分譲1戸あたり平均価格( 『広島市開発状況調書』より作成)
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図1トト8　分譲価格の推移( 『広島市開発状況調書』より作成)
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はすがおか団地(安佐北区)

安佐グリーンランド(安佐北区)

(Al

瀬戸内ニューハイツ(安佐北区)

剛トト9　住宅団地における入居状況(その1 )

(1983年8月現地調査及び住宅地図より作成)
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くすのき台団地(安佐北区)

伴ハイツ(安佐南区)

図Iトト9　住宅団地における入居状況(その2)

(1983年8月現地調査及び住宅地図より作成)
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家屋が建てられていない.このほかにも都心から遠距離に立地する住宅団地では,交通条

件のよい住宅団地と比較して極めて低い入居率となっているものが数多くみられ　図Ⅲ-1

-9に示すような状況である.このような現象は,宅地造成ブームにおける不動産資本の強

気な読みが失敗したものと思われるが,このような開発行為を行った地元資本の中には倒

産した中堅不動産会社もある.しかし,表Ⅲ」∴3に示すように,都心から10km未満の距離

に位置する利便性の高い西区内の住宅団地においても, 1975-80年に造成された団地のな

かに入居率の低いものがあるが,これは販売時期をずらせているためであり,売れ残って

いるためではない.

土地や建物の取得者の前住地についてみると,図Ⅲ」-10に示すように,旧市域内の住宅

団地では同一区内からの移動が約50%を占め,旧市域内からの移動が大半を占める・新市

域の安佐南区内の住宅団地においても同一区内からの移動が多いが,旧市域からの移動も

31.5%である.安佐北区内の住宅団地では,同一区内からの移動は少なく,旧市域からの

移動が。Li'V/。)新市域からの移動(大部分が安佐南区から)が33.　を占める・より都心

から離れている安佐北区には,旧市域と安佐北区の中間に位置する安佐南区からより遠心

的な移動が起こっていると考えられる.また,五日市・廿日市町(1980年当時)の住宅団

地では,広島市の旧市域からの移動が56. 1%であった.

4.住宅団地の居住特性

広島市における住宅団地居住者の居住特性を明らかにするために,本研究では因子生態

学的手法を用いた.居住特性に関する資料は,あらかじめ『広島市開発状況調書(1980)』

にもとづき, 1. Oha以上の開発面積で1980年国勢調査時に居住者のある住宅団地をリストア
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旧市域(更地,建売)

旧市域

59. 1%

安佐北区(建売)

新市城　5a1%

安佐南区(建売)

旧市域31.5#

五日市,廿日市(唾売)

図lトト10　住宅団地取得者の前住地( 『広島市開発状況調書』より作成)
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ップして,それぞれの住宅団地について1980年国勢調査の最小集計単位である国勢調査区

単位の統計資料を集計した.ほとんどすべての住宅団地では,数区あるいは数十区の調査

区を合計すれば住宅団地単位の資料となるが,以下の場合には,なるべく純粋な住宅団地

単位の資料とするために次のような操作をした.すなわち,調査区の境界が必ずしも住宅

団地の境界と-致せず,調査区が住宅団地に隣接する在来市街地の一部やミニ開発的な宅

地を含む場合には,その調査区を除外して集計した.また,開発の新しい住宅団地でまだ

入居者が少ないため,調査区が隣接する2つの住宅団地にまたがり分離できない場合には,

含まれる戸数の多い住宅団地に含めて集計し,隣接し合う住宅団地に複数の調査区がまた

がり分離が困難な場合には,それらの住宅団地を併合してひとつの住宅団地として集計し

た.以上から,研究対象の住宅団地は212団地となった.

1980年国勢調査の資料から得られたのは,居住特性を示すと考えられる年齢別人口構成,

入居時期,最終学歴・就学状況,職業別就業人口構成・産業別就業人口構成,世帯人員構

成,住宅状況,通勤・通学状況の7つのカテゴリーからなる.さらに,表Ⅲ」∵4に示すよう

に,都心から住宅団地までの道路距離2)を加えて,これらのデータを43変数選んで分析に

用いることとした.

212×43の地理行列から主因子法を用いて因子を抽出し,さらに解釈を容易とするために

固有値1. 0以上の因子をバリマックス回転して因子構成を解釈し,因子得点の分布パターン

を考察した.その結果,表n-i-4に示すように,固有値1.0以上の因子が9因子抽出された・

これらの9因子で全変動の89. 6%を説明するが,第1因子から第3因子までは特に説明量が多

く,上位3因子で55.4%を説明する.一方,第4因子から第9因子までの6因子は個々の説明
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表lトト4　分析に使用した変数と因子負荷量

変　数　名 変　数　の　説　明

幼　年人口率

10歳代人口率

20歳代人口率

30歳代人口串

40歳代人口率

50歳代人口率

老　年人口串

10歳未満人口/人口総数× 100

10歳代人ロ　/人口総数×100

20歳代人ロ　/人口総数×100

30歳代人ロ　/人口総数×100

40歳代人ロ　/人口総数×100

50歳代人口　/人口総数×100

65歳以上人口/人口総数×100

入
居
時
期

出生時からの入居率

入居率1

入居率2

入居率3

入居率4

出生時からの入居音数/人口総数

1975-79. 9の自区からの入居者数/人口総数

1975-79. 9の他区からの入居者教/人口総数

1979. 10-80. 10の自区からの入居者数/ 〟

1979. 10-80. 10の他区からの入居者敷/ 〟

学
歴
・
就
学

串¥
i
m
¥
串

:
:
ォ
;
サ
:

稗
押
印
松
柏

高
大
女
高
大

高校卒業者数/卒業者数

大学・短大卒業者数/卒業者数

女子の大学・短大の卒業者数∠卒業者数

高校在学者故/就学音数

大学・短大在学者数/就学者教

職
業
政
美
構
成

労働人口寧

雇用者率

自営業者率

建設・製造業就業者率

小売・卸売業就業者串

運輸・流通業就業者率

サービス菜就業者率

公務就業者率

家事従業者率

労働者敷/人口総数

雇用者数/就業者総数

自営業者数/就業者総数

建設・製造業就業者数/就業者総数

小売・卸売業就業者数/就業者確教

運輸・流通業就業者数/就業者総数

サービス業就業者数/就業者総数

公務就業者数/就業者総数

家事従業者数/就業者総数

2人世帯率

3-5人世帯率

6人以上世帯率

1世帯あたりの人員

準世帯率

夫婦のみの核家族串

非就業世帯率

世帯人員2人世帯数/普通世帯数

世帯人員3 - 5人世帯数/普通世帯数

世帯人員6人以上世帯数/普通世帯数

世帯人員総数/普通世帯数

準世帯数/世帯総数

夫婦のみの核家族数/普通世帯数

非就業世帯数/世帯総数

眉
t
t
*
F
*
>

1世帯あたりの室数

1世帯あたりの畳数

持ち家事

借家串

給与住宅率

捨宝数/普通世帯数

総畳数/普通世帯数

持ち家世帯数/普通世帯数

民営・公営借家世帯数/普通世帯数

給与住宅世帯数/普通世帯数

通
勤
・
通
学

自区通勤者率

他区・県内通勤者寧

日区通学者率

他区・県内通学者串

ノミスセソクーからの距渡

自区通勤者教/通勤者総数

他区・県内通勤者数/通勤者総数

自区通学者数/通学者総数

他区・県内通学者数/通学者総数

メ,'ス路線による道路距離

固有値

説明畳(%)

黒摂説明丑(潔)

(注)卒業者は,国勢調査の区分による。
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量が少なく, 6因子で34.2%を説明するに過ぎない.水野(1982)の指摘のように,各因子は

絶対的なものではなく,回転により簡単に無に帰してしまうものであるために,あまり判

然としない因子の意味づけは行わない方がよい.そこで本研究では,説明量の多い上位3因

子と因子の解釈の容易な第4,第5因子に関して解釈し,それぞれの因子得点の分布につい

て考察を行う.

①第1因子(住宅状況因子)

第1因子は21.8%の説明量を有し,住宅状況(住宅所有状況と居住空間の広さ) ,バスセ

ンクーからの距離, 40歳代人口率,世帯人員に関する変数の負荷量が高く,特に住宅状況

に関する変数との関係が深いことから住宅状況因子と解釈される.第1因子の因子得点分布

は,図Ⅲ」-11に示すように,市街地に近接した市街地周辺地域に負の得点,郊外地域に正

の得点が分布し,同心円構造のような分布パターンを示している.つまり,市街地周辺地

域で狭小な借家に居住する若年世帯が多いのに対して,郊外地域には居住面積の広い持ち

家に居住する40歳代で,世帯人員の多い世帯が多く分布していることを示しているものと

解釈される.

第1因子に高得点3)をもつ住宅団地の特徴をみると,表n-i-5に示すように,正の高い得

点をもつ住宅団地は, 1970-74年に民間企業により開発されたものが非常に多く, 1969年

以前の開発時期の古い住宅団地は少ない.一方,負の高い得点をもつ住宅団地は1969年以

前の古い時期の開発が多く,民間企業より公的機関や土地区画整理組合による土地区画整

理事業による開発が比較的多い.

この原因として,広島市や広島県などの公的機関による開発の古い住宅団地には,都市
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図1トト11第1因子の得点分布

表l卜115　各因子の高得点の住宅団地の特徴
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(単位:住宅田地敷)

田 子 得 点

開 発 時 期 開 発 主 体 都 心 か らの 距 離 (k m )

19 69年
以 前

19 70～
19 74

19 75年
以 降

公 的 機 車 間 企 業 個 人 抱合 そ の 他 ~ 5 5~ 1 0 1 0~ 20 2 0~

第 1 因 子 (正 ) 1 14 6 0 18 1 1 1 3 3 9 6 、

(負 ) 13 4 5 6 8 1 7 0 5 l l 6 0

第 2 田 子 (正 ) 8 ll 3 2 l l 3 5 1 7 l l 4 0

(負 ) 7 7 l l 5 1 0 3 6 1 2 8 . l l 4

第 3 田 子 (正 ) 7 9 5 4 1 2 0 2 3 4 5 1 2 0

(負 ) 5 12 6 . 0 13 5 5 0 2 5 8 8

第 4 因 子 (正 ) 4 13 8 7 13 0 5 0 6 15 4 0

(負 ) 9 13 5 3 17 4 2 1 1 5 13 8

第 5 因 子 (正) 1 3 1 0 3 4 14 3 2 3 6 8 10 2

(負 ) 6 14 7 5 1 5 2 4 1 3 8 14 2

開発時期・開発主体は広島市都市整満局『広島市開発状況調剤より作成
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内部の住宅難解消を目的とした公営住宅が敷地内に建設されており,層営住宅などの中高

層集合住宅を合わせて建設することにより,なるべく多くの住宅供給数を確保しようとし

たことがうかがえる.そのため,公営住宅が敷地内に建設されている住宅団地では居住面

積が狭小となったと解釈される.それに対して, 1970年代後半以降の郊外地域における住

宅開発では,よりよい居住条件を求めた住居移動が多くなり,また地価が高いために市街

地内部では広い居住空間を確保することが困難となった.そのため必然的に,広い居住空

間を求めようとする住宅購入者のニーズに合わせて民間企業が郊外地域を開発したものと

思われる.さらに,市街地周辺地域内の住宅団地に比べて,郊外地域の住宅団地には賃貸

アパートなどの狭小な賃貸住宅が含まれることが少ないため, 1戸あたりの居住空間の広さ

の差異が大きく異なったものと考えられる.さらに,開発時期別にみると, 1964年以前に

造成された開発の古い住宅団地における1世帯当たりの室数は,平均4.52室であったが, 1

975年以降に造成された住宅団地では　4.室へ増加し, 1世帯当たりの室数は開発時期の

新しいものに多い. 1世帯あたりの畳数も1970年の27. 51畳から1980年には31. 06畳へと変化

している.しかしこれは,年代による差異というより,住宅団地の位置による影響が大き

い.

住宅状況が地価と密接な関係があることから,地価分布図4)と第1因子の得点分布図を対

応させた.図II-1-11に示したように,第1因子の得点は1坪当たり20万円(約6.1万円/m2)

の等値線の地価線を境に異なる.すなわち,市街地に近い比較的地価の高い地域には負の

得点が分布し,郊外地域内の住宅団地では正の得点が分布する. 『広島市開発状況調書』

によると, 1980年の更地分譲の平均価格は旧市域の両区が99, 300円/m2,西区が81, 500円
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と高く,新市域の安佐南区(4, 700円/nf)や安佐北区(38, 400円/m2)の2倍以上の価格とな

り,価格差は非常に大きい・また建て売り分譲住宅の1戸当たりの平均価格(1980年)は,

新市域で1, 922万円,旧市域で2,485万円であり, 1戸当たりの土地面積では旧市域の171m2,

新市域の200rげを考慮すると,さらに新市域と旧市域の価格差は大きくなる.

そこで,市街地周辺地域と郊外地域の住宅状況の差異をみるために,都心からの距離帯

別に住宅団地の住宅状況をみた.都心から離れるにしたがい持ち家率が高くなり,公営住

宅・民営借家住宅・給与住宅が減少しているが,表Ⅲ」-6に示すように,住宅事情が良く

なり, 1世帯あたりの室数は, 5km未満の地域の4. 61室から30km以上では6.48室へと広がっ

ている.また1世帯あたりの畳数では5km未満の地域の29. 36畳から30km以上の地域の42. 16

畳へと増加している　25-35km地域で室数が少ないのは,持ち家率の低さからもわかるよ

うに,この距離帯内のあさひヶ丘団地内に県営住宅がまとまって立地しているからである・

②第2因子(年齢構成因子)

第2因子は19. 0%の説明量をもち,表Ⅲ」-4の因子構成から年齢構成に深く関係した因子

と解釈できる.第2因子の因子得点は,図Ⅲ」-12に示すようにやや複雑な分布を示すが,

正の高い得点は市街地に近接した地域や市街地周辺地域に多く分布し,負の高い得点は市

街地に近接した地域と安佐両区安古市地区や沼田地区などに多くみられる.このことは,

市街地に比較的近い地域の住宅団地には40-50歳代の中年夫婦と10歳代の子どもからなる

世帯が多く,市街地から離れた郊外地域内の住宅団地では, 20-30歳代の若年夫婦と10歳

未満の子どもからなる世帯が多く居住していることを示している.このような複雑な分布

パターンとなっているのは,都心からの距離の他にも重要な要因がある.若年世帯の多い
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表1トト6　都心からの距離別住宅状況
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住宅団地には,ほとんどの場合,民営賃貸住宅や公営住宅が配置されており,そのような

住宅団地内には若年世帯が多く居住している.

住宅団地居住者の年齢別人口構成は,開発主体による差異はみられないが,住宅団地の
・含

開発時期と密接に関係する.そこで住宅団地の開発時期別に居住者の年齢別人口構成をみ

ると,図Ⅲ」-13に示すように,開発時期により年齢別人口構成に微妙な差異が生じる・ 1

0歳未満人口率は,比較的開発時期の浅い,新しい住宅団地で高く,特に4歳以下の乳幼児

の人口比率は1974年以降に開発された新しい住宅団地において高い値を示し, 5-9歳の人

ロ率も開発の新しい住宅団地で高くなっている. 10歳代人口率は, 1975年以降の住宅団地

で低く,それ以前に開発された古い住宅団地においては高くなっている.開発の古い住宅

団地においても, 15-19歳の人口比率が新しい住宅団地と同様に低いものがいくつかみら

れる.この原因としては,子どもの成長に伴う進学・就職などにより子どもが転出するこ

とによるものであろうと考えられる.

次に, 20歳代人口率はいずれの開発時期においても一般に低いが,そのなかで郊外地域

の新しい住宅団地内には比較的多く居住している. 20歳代前半の年齢階層は,婚姻や就職

などに伴い,親の世帯から独立したことによるものと考えられるが,郊外地域の新しい住

宅団地に20歳代後半の年齢階層が比較的多いのは,結婚直後の新婚世帯が県営住宅の他

市街地内部に比べて家賃の安い住宅を選好したためと思われる.

30歳代人口率は, 10歳未満人口率と同様に開発の新しい住宅団地で高い.新しい住宅団

地で30歳代前半の人口比率が高いのは,住宅団地入居時の転入者の年齢構成が30歳代前半

に多かったことを示していると考えられる. 40歳以上の各年齢層の人口比率は,開発時期
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図lトト13　住宅団地における開発時期別年齢構成
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の古い住宅団地で一般に高い.親と子どもの年齢階層の組み合わせから想像すると, 50歳

代, 60歳代の年齢階層は,子どもの年齢階層にあたる20歳代前半の年齢階層を伴っていない・

っまり,子どもの進学・就職や結婚などによって,親夫婦の世代のみが残される傾向であ

ることが考えられる.また,核家族化の進行により子どもが結婚しても親と同居しないこ

とや,二世帯の大家族で居住するには3-4LDKが中心の戸建て住宅では狭小であることも親

夫婦の世代が住宅団地に残留する原因となっていると思われる.

以上のように,住宅団地居住者の年齢別人口構成は, 10歳未満人口比率と30歳代人口,

10歳代人口比率と40歳代人口比率とがよく対応したものとなり,それぞれが若年世帯と中

年世帯を表している.これらの世帯の年齢別人口構成には開発時期による差異がみられ,

郊外地域へ外延的に広がって行く住宅団地居住者の年齢別人口構成は,開発の古い市街地

周辺地域から同心円状に郊外方向に向かって年齢階層が若くなる.住宅団地居住者の年齢

別人口構成が住宅団地開発時期と密接に関連するのは,子どもの成長による世帯構成員の

より広い居住空間獲得の必要性のためと,住宅購入の際に利用することの多い住宅ローン

の20-30年の返済期間を考慮して,世帯主が30-40歳代に住宅を購入することも影響して

いると考えられる.

年齢構成におけるこのような同心円的傾向は,都市域を対象とした居住地域構造に関す

る,数多くの因子生態研究で明らかにされた家族状況(family status)に関連する因子の空

間的パターンが同心円構造を示しているのとよく対応する.外延的な郊外への住宅団地の

拡大は,形態的には市街地が外延的に拡大した過程にあるシカゴ市の居住状況を説明した

バージェスの同心円構造と似た部分がある.モザイク状に外側-と次々に拡大する住宅団
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地では,居住者の世帯状況,特に年齢別人口構成が開発年次ごとに団塊を甘す・ものとな

りやすいのではないかと思われる.しかしながら,近年では郊外-の拡大が距離的に限界

に近づき,完成した住宅団地と住宅団地の間が開発され,郊外-の飛び地的拡大と並行し

て市街地に比較的近距離での未開発地の造成が行われる傾向にあるため,今後,年齢別人

口構成に関連する因子の空間的パターンは複雑化するものと思われる・

また,住宅団地において将来問題になるのは,現在も一部の古い住宅団地で問題化しつ

っあるのだが,居住者の高齢化の問題である.住宅団地内の住宅には持ち家が多く,市街

地内部の賃貸住宅に比べて定着率が高い.また,市街地内部の集合住宅や戸建て住宅に比

べて,居住面積が少し広くとも二世代の居住には狭いため,前述のように核家族化により

子どもの世代の転出により親の世代のみが残留する傾向にあるのは,市街地内部の集合住

宅と同様である.しかし,ここで問題となるのは,生活関連施設や医療施設を市街地内の

近隣地域に依存できる市街地内部の立地と異なり,居住機能しかもたない開発時期の古い

多くの住宅団地では,これらの施設の利用を住宅団地外の既存市街地に俄存せざるをえな

いことである.特に医療施設の問題は,行政側にとっても対策を求められる.さらに問題

を深刻化させるのは,必ずしもすべての住宅団地内にバス路線が入っていないことである・

現在は自家用車に依存していても,バス路線が団地内にない丘陵地では高齢者の行動に大

きな制約条件となるであろう.

また,住宅団地内に施設を備えた大規模住宅団地においても問題がないわけではない.

幼稚園や小・中学校などの教育施設は,年齢別人口構成でみたように親の年齢階層と共に

子どもの年齢階層にも偏りがあるため,団塊の世代が成長した後,児童・生徒数が減少す
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ることが考えられる.行政としては住宅団地の開発に伴い学校を新設する経費を負担し,

その学校の児童数が減少することにより小規模な学校維持の負担が続くのは好ましいこと

ではない.このような傾向は,千里ニュータウンなどでも報告(住田;1984)があるよう

に数多くの住宅団地で経験されている現象であるが,開発時期が短期間であったり,住宅

団地内の住宅の種類が偏っていた場合などに顕著である.

広島市においても, 『学校要覧』の資料によると,図Ⅲ」-14に示すように,住宅団地の

開発が活発になされていた西区,安佐南区や安佐北区などで住宅団地の敷地内に学校の新

設が多かったが,表Ⅲ」-7に示すように,これらの小学校の児童数は急激に減少している・

また,表Ⅲ」-8に示すように,住宅団地開発による転入者の増加に伴う児童数の急増に対

して,自治体が後追い的に住宅団地の隣接地に建設した小学校においても,児童数は近年

急減している.既存市街地内の学校の統廃合は,問題を含みつつも児童の通学距離の問題

は少ないが,このような山間部の住宅団地では飛び地的開発も多く,市街地内部のような

統廃合は困難である.予想されるこのような問題を避けるためにも,イギリスのニュータ

ウンで設定されているような開発期間の長期化や住宅団地内に供給する住宅の種類の多様

化など,ジェネレーション・ミックスのために細心の注意を払うことが必要である.

③第3因子(雇用上の地位因子)

第3園子は14. 7%の説明量を有し,表Ⅲ十4から雇用上の地位を表す因子であると解釈で

きる.第3因子の因子得点は,図Ⅲ-1-15に示すように,安芸区,東区,西区高須地区から

井口地区,安佐両区沼田地区,安佐北区可部地区に正の得点が多く分布し,これらの区に

雇用者世帯が多いことを示すが,飛び地的分布を示す住宅団地や市街地周辺の住宅団地で
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図lトト14　広島市における小学校の開校年次別分布( 『教育要覧』より作成)

表Iトト7　住宅団地内の小学校における学級数と児童数の変化( 『教育要割より作成)

所在 地

(区名 )

学校名 学校創 立年

(年 )
l班蝣サJ 児意数 ( ー

1980年 199 0年 1980 年 199 0年

中区 基町 1972 24 12 878 259

東 区 東浄 1979 23 12 895 40 5

早稲 田 1980 16 21 543 73 2

西区 山田 1979 7 7 226 179

飴が睦 19 79 10 28 30 8 854

安佐南 区 大町 19 72 30 18 1178 592

毘沙 門台 1980 18 16 6 70 45 7

安北 ー978 ー8 ー5 6 59 48 4

安 西 1976 27 20 10 88 60 6

安 佐北 区 亀 崎 1980 16 15 588 50 9

真 亀 197 7 22 18 8 17 5 44

落合東 19 75 2 1 2 6 8 18 856

日田東 19 78 2 4 22 90 4 743

亀 山南 ー9 74 3 6 ー5 145 6 464

日浦 詛1873 26 22 10 05 70 3

* 印 は , も とも と創 立年 は古い小 学校 だが, その後 住宅 団地 内に移転

表l卜1-8住宅団地隣接地に建設された小学校における学級数と児童数の変化

串 在地 学校 名 学校 創立 年 一望.

1980 1990年 198 0 90

19 74 24 13 9 86 43 7

A rl山 19 77 14 12 5 :、5 30 2

秦 1975 12 12 472 36

安 佐南 区 安 東 197 5 29 16 106 3 658

上安 1979 l8 17 66 7 466

膏 如 『教 育要覧 昭和 55年度 版 . 平成 2 年版 』よ り作 成
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は負の因子得点と正の園子得点が混在しており,複雑な分布パターンである・本地域を対

象とした森川(1976),横山・森川(1977)では雇用上の地位と密接に関係する社会経済的地

位を示す因子がセクター状の空間的パターンを示したが,住宅団地においては雇用上の地

位を表す因子は数カ所に正の得点と負の得点が塊状に分布し,正と負の高い因子得点の分

布に限ってみても複雑癌パターンであり,全体的傾向としてセクター状の空間的パターン

とは解釈できない.このような結果となったのは,自営業者世帯に比べて雇用者世帯が都

心から比較的近距離に居住しているためであり,特に東区や西区の市街地周辺の住宅団地

内には,公務員宿舎や各種企業の社宅が多いことによる影響と思われる・開発時期や開発

主体別にみると,正と負の高因子得点の住宅団地に差異はみられなかった・

④第4因子(職業上の地位因子)

第4因子は　7.7%の説明量を有し,高学歴のホワイトカラー層を表す変数が高い正の負

荷量をもち,ブルーカラー層を表す変数が負の負荷量をもつことから,社会経済的地位に

密接に関連した職業上の地位を表す因子であると解釈できる.第4因子の因子得点は,図Ⅲ

」-16に示すように,市街地周辺地域と近郊の安佐両区安古市地区に正の高得点が分布し,

その他の郊外地域では負の因子得点が分布する.このような因子得点の分布パターンから,

第4因子は基本的には同心円構造に近い空間的パターンを示すが,北方向に正の得点が分布

が伸びていることから,セクター状の空間的パターンも一部で組み合わされた同心円構造

が変形したパターンといえる.これは,横山・森川(1977)による広島市の居住特性からみ

た社会経済的地位因子の空間的パターンとほぼ一致し,住宅団地における社会経済的地位

因子の空間的パターンは,都市域全体を対象とした同様の因子の分布と似たようなパター
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図Iトト16　第4因子の得点分布



ンであることが明らかとなった.

社会経済的地位を表す因子が,住宅団地居住者を対象として上記のような空間的パター

ンをなす原因として,広島市は広域中心市として国や企業の各種出先機関が多いため,そ

の就業者(主にホワイトカラー層)世帯の居住地として,表Ⅲ」-6に示すように,郊外の

持ち家より都心に近い市街地近接地域の給与住宅,借家住宅が多く利用される5)ことが考

えられる.

ブルーカラー層の世帯が郊外の住宅団地に比較的多く居住するのは,前述の地価との関

係からみると,市街地周辺地域に比べて郊外地域の地価が安いという経済的理由,転勤な

どにより移動性の高いホワイトカラー層に比べて定着性が強く,持ち家志向が強いこと,

さらにはホワイトカラー層の給与住宅が市街地内部の住宅地域や東区牛田・戸坂地区など

市街地近郊の住宅団地内に多い.それに対して,製造業関係などのブルーカラー層の給与

住宅は住宅団地内には少なく6) ,住宅地図で確認された製造業や建設業の給与住宅はわず

か2件のみであり,工場近隣に社宅がつくられている場合が多い.

⑤第5因子(世帯状況因子)

第5因子は7. 4%の説明量を有し, 50歳代の夫婦のみの核家族世帯を表す変数に正の負荷

量が高く, 10歳未満人口比率が負の負荷量をもつことなどから,世帯状況を表す因子であ

ると解釈される.特に50歳代で夫婦のみの核家族ということから,居住者のライフスデー

ジが子どもの養育を終えて世帯の縮小期にあることが想像される.

第5因子の因子得点は,図Ⅲ」-17に示すように,これまでの4因子に比べ正の得点と負の

得点が混在した非常に複雑な分布パターンを示している.西区に正の高い因子得点が比較
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的多く分布していることを除いて,表Ⅲ-「4に示すように,距離帯による差異はほとんど

ない.また開発主体による差異もほとんどみられないが,開発時期に関しては,正の高得

点の住宅団地が1969年以前の開発の古いものが多く,負の高得点をもつ住宅団地には比較

的新しい開発が多いことが明らかとなった・これは,上述のように開発の古い住宅団地で

は子どもの養育を終えた段階に入った世帯が多く,また　3-4LDK中心である戸建て住宅は

二世帯居住するには狭小すぎるなどの理由により,子どもの転出によって住宅団地内には

親夫婦のみが取り残されることが多いためと考えられる・

一方,新しい住宅団地に10歳未満の子どもが多いのは,新しく開発された住宅団地に入

居する世帯に若年世帯が多かったためであろうと考えられる・

以上のように,説明量の多い因子について解釈をし,その空間的パターンに関して検討

してきたが,住宅団地における住宅状況は,都心から住宅団地までの距離に密接に関係し,

居住者の年齢別人口構成や世帯状況は住宅団地の開発時期にそれぞれ関係が深いと考えら

れる.

5.住宅団地の類型化とその空間的パターン

因子分析で抽出した上位3因子を用いて,群平均法によるクラスター分析を行った結果,

広島市内の住宅団地は以下のように類型化され,それぞれの類型の特徴を表Ⅲ-「9に示し

た.

①第1グループ(市街地周辺の借家世帯グループ)

第1グループは47団地で構成され,第1因子が負の得点をもつ点で共通し,第2,第3因子

が混在している.第1グループの住宅団地の特徴は,図Ⅲ一上18に示すように,東区牛田・
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表l卜119　類型別住宅団地群の特徴

開　発　時　期　l　　　　　開　発　主　体　　　　l　都心からの距離(km)

y A,　-　~f 琶69宗門冒74琶75副公的機車間企業l個人匝合軽の他ト　5-10 10-20
1 (市街地周辺の借家)

2A(郊外の持家)

2 B (市街地周辺の中年世帯)

3 (雇用者世帯)

4 (郊外の自営業者世帯)

5 (その他)
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戸坂地区や両区などの市街地周辺地域に多く分布し,民営借家入居世帯が多いことである・

また,他の類型化されたグループに比べて土地区画整理組合や個人による開発の古い住宅

団地が多く,民間企業による開発の割合は小さい.

②第2グループ(郊外地域の持ち家世最　市街地周辺の中年世帯グループ)

第2グループは, 80団地により構成されるが,クラスター分析結果の樹状図の特徴や3因

子の因子得点構成からみて,大きく2つのグループに分けることができる.

一つのグループは44団地により構成され,第1因子が正の得点で郊外の広い持ち家に居住

する世帯人員の中規模な世帯が多い団地からなるグループで,ここでは2Aグループ(郊外

の持ち家世帯グループ)とする.これらの住宅団地は, 1970-74年の宅地造成ブーム期に

民間企業により開発されたものが大部分で,都心からの距離は10-20kmの市街地近郊地域

に多く分布し,開発時期,開発主体,都心からの距離に偏りをもって明瞭な特徴をもって

いる.

もう一つのグループは36団地により構成され,第2因子が正の得点をもつことに共通点が

ある.つまり,このグループは40-50歳代の夫婦と10歳代の子どもからなる世帯が多い住

宅群であり,それらの分布地域は東区,両区,西区内の市街地周辺地域に多い.以上のこ

とから,このグループを2Bグループ(市街地周辺の中年世帯グループ)とする.このグル

-プの住宅団地の特徴は, 1969年より以前に開発された古い住宅団地が多いことであり,

開発主体をみると,民間企業による開発が最も多いのだが,土地区画整理組合や個人によ

る開発も比較的多くみられる.

③第3グループ(雇用者世帯グループ)

-　葛mm



第3グループは16団地により構成され,第3因子が高い正の因子得点をもち,世帯人員が

中規模の雇用者世帯の入居が多い住宅団地群であるといえる.これらの住宅団地は,市街

地周辺や近郊地域に分布しているが,住宅団地数が少ないこともあり,あまり明瞭な分布

パターンを示しているわけではない.このグループの住宅団地の特徴は, 1970年代前半の

開発時期が多く,民間企業による開発が大半を占める.雇用者世帯が市街地周辺に多いの

は,先に述べたように,各種企業の社宅や公務員宿舎などの棟を含む給与住宅がこのグル

-プ内の住宅団地に多いためである.

④第4グループ(郊外の自営業者世帯グループ)

第4グループは31団地により構成され,第1因子が正の得点,第3因子が高い負の得点を示

す点で共通し,郊外の広い持ち家に居住する自営業者世帯が多い住宅地群である.このグ

ループに属する住宅団地は,安佐南区,安佐北区などの郊外地域の新市域に多く,大規模

開発で山間部に飛び地的分布を示すものが多い.このグループの特徴は,民間企業により

開発された比較的時期の新しい住宅団地が多いことである.

⑤第5グループ

第5グループは37団地により構成され,主要3因子のうちのいずれかに極めて高い因子得

点をもつ個性の強い住宅団地群である.このグループの住宅団地は,東区牛田・戸坂地区,

西区己斐地区などに比較的多く分布しているが,安佐南区などにも分布しており,全体的

には散在した分布である.このグループの特徴は,開発時期には違いはみられないが,広

島市や広島県などの自治体による開発が比較的多く含まれている.西区内の第5グループの

住宅団地には,学校や民間企業の寮を含むものや民間企業の社宅や寮を含むものや運送業
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者の社宅を含むため,他の住宅団地とは怪格を異にする.公共機関により開発された住宅

団地には,公営住宅や公務員宿舎を団地内に設置するものが多いため,特異な生活をもつ

ものが多い.

6.小括

本節では,広島市における住宅団地の開発経過を明らかにし,それら住宅団地の居住人

口特性から,住宅団地における居住地域構造を分析した.その結果は以下のように要約さ

れる.

広島市における住宅団地の開発経過は, 3期に区分できる.第I期(1969年以前)には,

都心から10km以内の市街地周辺地域で公的機関(自治体)や個人により開発された小規模

な住宅団地が多く,民間企業は,まだ郊外地域において積極的に宅地造成に乗り出してい

ない.第Ⅲ期(1970-74)は,最も活発に宅地造成が行われた時期であり,都心から10km

以上離れた郊外地域において,民間企業(民間不動産資本)による大規模な宅地開発も行

われるようになった.また,所有地の周囲の宅地開発により刺激された土地区画整理組合

による開発も増加したが,民間企業の投機的開発と異なり,都心から遠距離には位置して

いない.第Ⅲ期(1975年以降)には,市街地周辺地域と近郊地域において既存住宅団地間の

空隙地を埋めるような形態で宅地開発が行われるのと並行して,市街地からかなり離れた

山間部などに飛び地的開発が大規模に行われた.遠郊の開発件数がそれ以前に比べて減少

したのは,市街地周辺地域や近郊地域のより立地条件の良い地域に住宅団地の集積がみら

れるようになったため,遠郊地域の利便性が相対的に・減少したからである・

注目されるのは,第Ⅲ期,第Ⅲ期の大規模な住宅団地では,公園・商店・学校・病院な
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どの諸施設が住宅団地内に設置され,従来の住宅団地が在来地域依存であるのに対して,

独立した地域社会を形成しつつあるといえる.

居住人口特性を表すと考えられる変数を用いて因子分析を行った結果　9因子が抽出され,

説明量が多く因子の解釈が容易な上位5因子に関して考察した. 5因子はその因子負荷量構

成から,それぞれ住宅状況因子,年齢構成因子,雇用上の地位因子,職業上の地位因子,

世帯状況因子と解釈される.従来の都市域全体を対象とした因子生態分析では,社会経済

的地位と家族状況を示す因子が基本的2大因子であることが認められているが,住宅団地に

おいてもそれらの因子が抽出される.しかし,住宅団地においては学歴や社会経済的差異

より住宅状況や年齢別人口構成に関する因子の説明量が多いのは,住宅の市場性の高まり

により経済的要因が重要となったためであると考えられる.また,住宅団地居住者の年齢

別人口構成は,入居時の年齢,世帯人員構成がそれぞれ密接に関係する.

住宅団地の住宅状況は,都心からの距離と主に関係する立地場所の地価に大きく左右さ

れ,開発時期による差異はあまり重要でなはい.一方,団地居住者の年齢別人口構成は開

発時期に大きく影響を受けている.そのため,近年の住宅開発が外方への拡大と共に,居

住条件の良い近距離の郊外において,既存の住宅団地に連続した形態で拡大されることに

より,居住者の年齢別人口構成の空間的パターンは複雑化する.

住宅団地居住者は,都市域全体の居住者からみると,ある特定の社会階層を占める極め

て均質的な集団であると考えられるが,人為的な新しい地域集団であるがゆえに,開発時

期を反映した年齢別人口構成や経済的要因を反映した住宅状況は,都市域全体を対象とし

た研究で明らかにされたいくつかの空間的パターンより明瞭なものとなる.しかし一方で,
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均質的な集団により構成された地域社会は,児童数の急増と急減に対応した学校建設や,

子どもの転出に伴う親の世代の残留などによる急速な高齢化などの問題を深刻化させる一

因ともなっている.住宅団地居住者に関する研究は,今後,欧米でさかんな住宅政策研究

と関連した都市計画的な意味も含めて重要になってくると思われる・

注)

1)本研究では,都心を中区紙屋町交差点として,都心から5km未満を市街地近接地域, 5-

10kmの地域を市街地周辺地域, 10-20kmを近郊地域, 20km以上を遠郊地域とした・

2)キルビメーターで,中区紙屋町交差点のバスセンターから各住宅団地内や最寄りのバス

停までのバス路線の距離を計測した.

3)因子得点の絶対値1. 0以上を高得点とした.

4)資料として中国不動産研究所編『昭和57年度版地価図一広島都市圏-』から作成した広

島大学地理学生の会編『都心周辺部における中高層住宅と郊外住宅とのかかわり』 (1981;

p. 21所収,未刊)の地価分布図を修正した.

5)特に,東区牛田地区・戸坂地区や西区己斐地区・高須地区などの住宅団地内には,各種

大企業の社宅や民間の集合住宅が多い.

6)建設業や製造業関係の社宅は,住宅団地内には少なく,住宅地図によると2住宅のみであ

る.
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2節.中高層集合住宅の開発と居住者の特性

1.研究目的

大都市における居住地域は,住宅団地などの郊外への外延的な水平的拡大とともに,都

市内部における中高層集合住宅の急増により垂直的拡大を遂げている.前者の拡大は都市

域の新たな創造であるといえるが,後者の垂直的拡大は新しい居住様式を与え1),都市内

部の都市化であり市街地の高密化といえる.両者はそれぞれ無関係に住宅の供給を行って

いるわけではなく,互いに密接な関係をもち,都市の居住地域構造を変化させている.本

節では,まず市街地内部における新たな居住地の創造である中高層集合住宅の建設につい

て,その立地パターンを明らかにする.集合住宅は,土地利用の高度化を可能にし,人口

減少傾向にあった市街地内部における人口定着化を導くものとされる.これまで,一方向

的に郊外へ流出することの多かった都市内人口移動に対して,中高層集合住宅は,市衝地

内部に居住地を求める世帯にとって,新たな選択肢を創出したことになるのである.

以下では,前節で分析した大規模な住宅団地開発とその居住者特怪と比較して,郊外の

戸建て住宅より市街地内部の集合住宅を選択した世帯の特性を明らかにすることを試みる.

2.中高層集合住宅の開発状況

広島市における中層の集合住宅の大量供給は,戦災復興事業の一環としての特別都市計

画法2)に基づく原爆被災者用の大規模な公営住宅の建設に始まった3)といえる.これらの

公営住宅は,都心に近い広島城西側の旧軍用地に応急的に建設されたものである.

その後の高度経済成長期には,広島市への激しい人口流入に伴って住宅不足は深刻とな
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り,住宅地は急速に郊外へ拡大した.平野の狭い広島市では山地斜面が開発され, 1970年

代には都心から30kmを超える地域にも住宅団地の造成がみられた.山地斜面の開発地のな

かには公営住宅を含んだものもいくつかみられ,比較的早い段階から集合住宅は郊外地域

に立地していた.しかし,郊外地域の宅地造成の大部分は,宅地開発指導要綱の施行以前

のため乱開発的なものが多く,団地-の道路の未整備や大量輸送できる交通機関の整備を

伴わなかったことなどにより,通勤時にはわずか10kmを2時間近くも費やすほどの深刻な交

通渋滞が匝性化していた.さらに, 1970年代以降の全国的な地価の急騰によって住宅団地

の地価も急騰し,不便さも重なって都心から遠距離にある住宅団地では売れ残りの住宅や

区画が多くでてきた.また, 1970年代以降には戸建て住宅に比べて相対的に安価な中高層

集合住宅が,民間資本によって大量に市街地内部に供給されはじめ4), 1980年代に入って

からはますます大量の住宅供給がなされた.

広島市における5階建て高層建築物の数は, 1974年度末の1449棟から1980年度末の2689棟

へと増加した.このうち集合住宅の数は,行政資料がないため数的把握が困難であるが,

広島市消防局の資料によると, 1983年9月末に5階建て以上の集合住宅数は1720棟あり,最

も多いのは中区の772棟,次いで西区の335棟であった.公営住宅に多い4階建て住宅につい

てみると,中区772棟,西区669棟となっており,公営住宅や社宅の多い西区では, 4階建て

の集合住宅が中心であることがわかる.広島市消防局からの資料により,建築時期別に旧

市内における集合住宅の分布をみると,図Ⅲ-2-1に示すように, 1969年以前の古い建物は

両区・東区に規模の大きなものがみられ, 1970-74年には集合住宅が急増し,都心から2-

4kmの範囲に集中しながらも市街地内部全域に拡大していった1975-79年は不況時でもあ
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i

分謂マンション戸数

住宅団地
分芸事区画数

住宅金融公庫
融貸付分譲
マンション戸数

197778 79 80 81 82 83

区=卜2-2　広島市における住宅団地と分譲マンションの供給戸数の推移

( 『広島の土地』より作成)
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り建設戸数は減少したが,それらの立地は都心から2km以内に集中した. 1980-83年にかけ

ての分布は,都心周辺地域に小規模な集合住宅が建設される一方で,横川・東雲・宇品・

井口などの大規模な集合住宅の集中する地域が出現した.

広島市における住宅団地と中高層集合住宅の分譲戸数は,図n-2-2に示すように,いず

れも景気の変動と対応して供給数の増減の変化が激しいが,住宅団地の戸建て住宅分譲数

は中高層集合住宅の分譲数に比べて相対的に年々低下しており, 1983年には中高層集合住

宅の分譲数は戸建て住宅分譲数を上回った.この原因として,広島市が廿日市市などの遠

距離の開発を促進するためと西部丘陵都市計画のために,現在の広島広域公園周辺地域の

開発を一時的にストップさせたことなどによって大規模な宅地造成が少なくなってきたこ

とや,都市内部の中高層集合住宅の需要が高まってきたことがあげられる.さらに,他の

大都市圏と同様に,分譲される中高層集合住宅の購入にも住宅金融公庫の融資を受けられ

るようになった経済的・制度的誘因や全国的な開発・販売活動を行う大手不動産の広島都

市圏への進出による影響も大きい.

民間資本による集合住宅の開発は,多くの既往研究から開発時期の区分がなされており,

地域により数年のずれがあるものの,首都圏や京阪神大都市圏においては以下のようにま

とめることができる.

第1期は,会社社長や芸能人などの特定入居者に限られる1964年頃であり,都心およびそ

の周辺に居住するというステータス・シンボル的な住居として「マンション」が登場して

きた時期である.第2期は,大衆化が進んだ1966-68年頃であり,第3期(1972-73年)は大

衆化と高級化の明確な分化の進み,大衆マンションの郊外進出に特色がみられる.第4期
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(1977-80年)は,マンションの大衆化と多様化が進んだ時期である.

資料の制約から,広島市における小規模な民間の中高層集合住宅の分譲状況に関しては

1977年以降しか正確な数を把握できない. 50戸以上の大規模な棟については,広島市消防

局の査察台帳から1973-74年に建築されたものが多いことが明らかとなり,首都圏などの

大都市圏における第3期が,広島市において最初にマンション・ブームになった時期であ

るといえる.次に,建築基準の改正に伴う駆け込み申請が殺到した時期でもある1979年前

後の時期が,首都圏などの大都市圏でのマンションブームと重なる.

広島市において最初に分譲された集合住宅は, 1967年に広島県住宅供給公社によって

供給された大手町ビルであるといわれるが, 1970年代に始まった民間資本による集合住宅

に関しては,前述のように,民間資本による中高層集合住宅の分譲に関して網羅した資料

が1977年以前に関しては無いため,業界紙である『ハウジングニュース』をもとに1978-

84年6月の期間に分譲された集合住宅のみについてそれらの分布についてみた.図n-2-3に

示すように,この間に分譲された棟は,都心から1km圏内に全建築棟数の約70%が集中して

おり,都心への近接性を極めて強くもった立地となっている.この他には,東区の牛田早

稲田地区,南区の宇品地区,東雲地区などにも民間による集合住宅の分譲がみられる.開

発時期別に民間資本により分譲された中高層集合住宅の分布をみると, 1978年には都心か

ら1km以内の徒歩圏内に立地する棟が多く,これらの集合住宅は100戸以上の大規模なもの

と40戸未満の小規模なものが混在している. 1979-80年では,都心周辺地域に小規模な集

合住宅が建設される一方で,市街地周辺地域の山地斜面の宅地造成地域や西区横川地区,

南区宇品地区・東雲地区などの住工混在地区などにも大規模な集合住宅が建設されはじめ,
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この傾向は1981-84年前半にかけても継続された.このように, 1980年代前半までの広島

市における民間資本による集合住宅の供給は,都心周辺地域に集中した開発に始まり,都

心近接傾向を強く継続させながらも市街地周辺地域に新たな集中地域をつくり出していっ

たといえる.

次に,供給された集合住宅の規模についてみると, 100戸以上の大規模な住宅は両区に多

く,中区や西区では40戸未満の小規模な住宅が多い.これは,大規模な集合住宅に転用で

きるまとまった土地が両区に多く,中区や西区に少なかったためであると考える.住宅の

規模の推移をみると,表n-2-1に示すように, 40戸未満の小規模の集合住宅を中心に住宅

規模の大きな変化はない.業者からの聞き取りによると, 100戸以上の大規模な集合住宅が

建設可能な土地の取得は困難な状況にあり,たとえそのような土地があったとしても,大

規模な棟は入居者の調和がとれにくく,コミュニティ形成に問題が発生する可能性が高い

などの理由から,広島市においては販売状況も恵いため,建築棟数が少ない.

1戸あたりの分譲価格の推移は,表n-2-2に示すように,地価や建設費の上昇により,

1978年の1250-1500万円主体の供給から1979年には1500-1750万円, 1980年には1750-20

00万円主体の供給へと上昇した. 1981-84年にかけては,都心周辺地域への再集中がみら

れることもあり, 2500万円以上の高級な分譲住宅が増加している一方で,市街地周辺部の

立地に多い1500万円未満の廉価な大衆向け住宅も供給され,多様な価格帯となっている.

1戸あたりの平均単価でみると,表n-2-3に示すように, 1戸あたりの住宅価格の上昇は

平均単価が上昇したためであり, 1979年に3. 3rrfあたり70-80万円であったものが1983年に

は100万円以上になった. 1984年には, 3.3m2あたり150万円以上もする高級マンションも登
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表I卜211分譲型集合住宅の規模の推移( 『ハウジングニュース』より作成)

.住 宅 の 規 模 (芦 ) 19 78 *E 19 7 9年 19 80 5 ▼…▼ー」こ蝉 垂 19 8 2i」 19 83 年 19 84 車 小証

～ 19 15 10 11 6 1

20 ~ 39 10 11 12 15 11 7 3

4 0 - 5 9 4 7 6 2 4 6 4 3 3

6 0 ~ 7 9 0 1 4 2 2 4 2 15

8 0 ~ 9 9 2 1 2 1 2 0 0 8

00 ' 1 2 1 2 2 3 0 ll
計 24 37 32 30 20 36 22 20 1

表l卜212　分譲型集合住宅の分譲価格の推移( 『ハウジングニュース』より作成)

m

『ハウジングニュース』より作成
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表I卜2-3　分譲型集合住宅の平均単価の推移( 『ハウジングニュース』より作成)

… {五 日⊥ L 」 旦虹 1 9 7 9 毎 1 9 8 0 年 1 9 8 1年 1 9 8 2年 1 9 8 3年 1 9 8 4 毎

o ~ 7 0 0 0 0 0

小 首

′} 7 0 9

7 0 - 7 9 1 0 2 6

8 0 ~ 8 9 2 7 7 4 ′2 3 2 2 7

9 0 ← 9 9 1 1 ー1 7 4 1

1 0 0 ~ 1 10 1 2 6 6 3 5 5 2 8

1 1 0 - 1 19 0 2 3 3 3 2 3 ー6

1 2 0 ′- 1 2 9 0 1 1 2 3 7 2 1 6

1 3 0 ~ 1 3 9 1 1 0 1 2 3 1 9

1 4 0 ~ 1 4 9 0 0 0 1 0 1 1 3

15 0 ~ 0 0 0 0 0 4 0 4

不 明 13 2 2

計 2 4 3 7 3 2 3 0 2 0 3 6 2 2 2 0 1

表l卜2-4　分譲型集合住宅の面積の推移( 『ハウジングニュース』より作成)

∠ゝ き m a 197 8*F 197 9 年 198 0隻 一一qこ±璽 1年 19 82 年 19 83 缶 19 84 年

2 1 0 0 0 3 1

小 計

～3 0 7

3 0 ～ 3 9 0 1 1 2 0 2 0 6

4 0 - 4 9 0 2 0 1 3 4 2 12

5 0 - 5 9 2 1 4 3 3 5 5 2 3

6 0 - 6 9 12 11 5 4

7 0 - 7 9 10 1 1 10 5 2

8 0 - 8 9 1 2 7 4 4 2 1 2 1

9 0 ~ 9 9 0 0 2 1 0 2 0 5

10 0 - 0 1 0 0 0 0 0 1

華 明

計

13 20

う 37 32 30 20 36 2 2 2 0 ー
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場したが,都心周辺地域の急激な地価の上昇が反映されたものと思われる.

また,集合住宅の1戸あたりの分譲面積は,表n-2-4に示すように,いずれの年におい

ても60-79rぱの広さが大部分を占め,前述の分譲価格の上昇は居住面積の拡大に伴うもの

ではないことがわかる.これらの集合住宅の居住面積は,戸建て住宅のそれより狭小であ

るが,一般世帯の居住には向かない40m2未満の極めて狭い住宅も分譲されており,いわゆ

る分譲型「ワンルームマンション」の供給もされている.

分譲された集合住宅の立地をみるために,集合住宅の建設地における路線地価をみると,

表n-2-5に示すように, 1978年に3. 3irfあたり50-75万円と125-150万円の大衆型と高級型

に二分されていた状態が, 1979年には100万円以下の大衆型が増加し,地価の安い場所への

分譲へと移っていたことがわかる.しかし,これは先に分析した分譲価格の推移と比較す

ると,地価の安い地域へ展開しながらも分譲価格を上昇させたことによって,不動産業者

の利益が大きくなっている.

このような民間資本による中高層集合住宅の開発は,それらへの土地利用の転換が容易

であるか否かに強く関係しているように思われ,中高層集合住宅への土地利用転換につい

て転換以前の土地利用状況をみた5).表n-2-6に示すように,年次別にみると都心周辺部

での建築が大部分である1978年には,商店や事務所,駐車場や空き地からの転用が多く,

その後は都心周辺部以外にも中高層集合住宅が立地するようになったこともあり,住宅や

倉庫からの転用数が増加した.地域別にみると,都心周辺部の大手町地区,八丁堀・職町

地区,十日市・土橋地区では,商店や事務所および駐車場や空き地からの転用が多く,特

に駐車場は都心周辺地域において長期的にも短期的にも漸移的土地利用としても役割をも
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表l巨2-5　分譲型集合住宅が面する路線地価の推移( 『地価図1982年版』より作成)

、 岨 」」 ⊥9 78 年 19 79 垂 19 80 年 19 8 1集 19 82 毎 19 8 3年 19 84 缶 小 計

~ 5 0 1 4 " 6 ′ 3 3 3 4 2 4

.5 0 ～ 7 4 12 11 5 7

7 5 - 9 9 2 3 5 6 2 3 1 2 2

10 0 ~ 124 2 4 6 5 6 5 2 3 0

12 5 - 149 7 3 5 4 2 7 3 3 1

15 0 - 174 3 0 0 2 0 0 1 6

ー7 5 - 199 2 4 0 2 1 3 2 14

20 0 一- 2 24 1 4 1 0 0 1 0 7

22 5 - 2 49 0 1 0 0 0 0 0 1

25 0 - ー 2 0 1 1 3 1 9

不 明 0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 1計 2 4 37 32 3 0 20 36 22

表1卜216　分譲型集合住宅建設地の従前の土地利用( 『住宅地図』より作成)

住居(アバー り 商店 .事務所
駐串場 . 空可 倉 庫 l 工業用地 -その他(造成地)

午

吹

1978

1979

1980

1981

2 ( 1) 10 3 ( 2)

8 ( 3) 10 9 ( 7)

5 ( 3) 9 C 6)

7 ( 2) 11 4 ( 2)

1982

1983

1 ( 1) 3 ( 3)
10 ( 5) 2 ( 2)

1984 6 月 3 ( 1) 2 ( 1)

計
36 (16) 45 53 24 11 32 (23)
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っている.また,都心周辺地域において木造の賃貸アパートや旅館からの転用6)が多いの

も特徴としてあげられる.

建物の利用状況についてみると,図Ⅲ-2-4に示すように,社宅などの給与住宅はすべて

住居専用であるが,民間分譲の集合住宅のうち,都心から離れた南区や西区内に住居専用

の集合住宅が多い.事務所や病院などを収容した複合利用の集合住宅は,都心周辺地域に

多いが,喫茶店や病院などを下層に収容する集合住宅は,主要道路沿線に多く分布してい

る.

これらの都心周辺地域に立地する中高層集合住宅のうち,低層部分に商店や事務所など

の機能を収容する「下駄履き住宅」には,建築以前の土地利用である商店や事務所をその

まま収容したものも多く,機能面からいくと商業・業務機能に居住機能が上層階に付加さ

れたものとなっている.一方,臨海部の工業や流通業務地域に近い宇品地区では,広い面

積をもつ倉庫からの転用に特色がある.このような倉庫からの転用は,大規模な中高層集

合住宅の建設を可能とさせ,また,西区に完成した西部埋め立て地への工場移転によって

横川駅周辺地域においても都市内工業からの転用が数多くみられ,従来の住工混在の土地

利用から居住地域への純化を導くものと思われる.

さらに,民間資本により分譲された中高層集合住宅の分布の特徴として,同一年次や1-

2年の前後の短期間に隣接して建設される場合が多々みられる.分譲時には業者間の競合が

あったと思われるが,不動産業者数社からの聞き取りによると,分譲期間を他社との競合

を避けるように設定したり,競合そのものを避けるために建設地の選定に地元不動産業者

からの情報収集をしているようである.しかし,一つの棟の建設により刺激された隣接地
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図11-2-4　集合住宅の利用状況(現地調査及び住宅地国より作成)

表l卜2-7　業者別にみた分譲規模別棟数( 『ハウジングニュース』より作成)

I L 」L広 島 県 住 宅 生 、 、 三 共 杢動 産 農 重 出 シ.>1 慮 恕 杢 動 産 大 東 観 光 ダ イ ア 建 設 口ツコーマンシヨン 島 崎 産 集

~ 1 9 1 4 8 5 5 0 2 3 ー

2 0 ~ 3 9 4 13 ー0 ー 3 4 8 3 4

4 0 - 5 9 1 0 3 0 1 0 1 0 1

6 0 - 7 9 2 1 1 1 1 2 1 0 0

8 0 ~ 9 9 0 0 0 0 0 0 1 0 1

1 0 0 " ' 2 0 0 0 0 1 0 . 0 0

計

総 分 譲 戸 数

1 0 1 8 2 2 1 0 13

6 0 8 4 9 8 5 4 5 16 7 2 6 8 3 7 0 5 5 5 1 2 9 2 3 7
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を所有する地主が直接的・間接的に不動産業者に土地を売却するために,また売れ行きの

よい中高層集合住宅に便乗して販売をしようとする業者もあり,民間資本による中高層集

合住宅の立地は集中することとなり,マンション集中地域が形成されると考えられる・

民間不動産資本により分譲される中高層集合住宅は,それぞれの開発主体である不動産

業者の立地選定が重要な要素となって建設される.松原(1985)は,首都圏において供給主

体別にそれぞれの業者の立地パターンに違いがあることを明らかにしたが,広島市におい

て1978-84年6月の期間に分譲戸数の多い上位9杜の供給活動について,同様に分布に関す

る分析を行ない,さらに建築した集合住宅の規模,供給された住宅の質,販売状況を調べ,

不動産業者に立地選定に関する聞き取り調査を行った.

広島市において1978-84年に分譲された集合住宅総数は201棟であったが,最大の供給主

体は24棟分譲した三井不動産で10%以上のシェアを持つ.次いで18棟分譲した野村不動

産となっており,両者はいずれも東京に本社を置く不動産大手資本である.しかし,供給

数では,広島県住宅生協が最大の供給数であり,表Il-2-7に示すように,大規模な集合住

宅を2棟供給したためにこのような結果となった.次いで供給数の多いダイア建設は, 198

2年に広島市に進出してきた集合住宅専門の業者であるが,わずか2年半で1978年以瞳の分

譲戸数の7.4%をしめるまでに急増している.

業者別の集合住宅の分布パターンは,図Ⅱ-2-5に示すようになった.これらの分布バク

-ンを類型化すると,広島市における中高層集合住宅を建設する不動産業者は,大きく3つ

のグループに分けることができる.

第1のグループは,都心周辺地域での建築とともに,大部分は既成住宅地域内部や宅地造
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表I卜218　業者別にみた集合住宅の分譲価格・分譲面積
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表I卜219　業者別にみた集合住宅の平均単価(3. 3m2当たり)
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地内に大規模な集合住宅を主体として大衆向けの分譲価格で住宅を供給した三井不動産な

どの大手不動産資本と住宅生協である.このグループに属する大手不動産資本は,不動産

流通部門をもち,集合住宅だけでなく住宅団地の造成も行っている総合的な住宅供給に特

徴をもっている.三井不動産や野村不動産は,都心周辺地域にはほとんど供給しておらず,

同一地区内に集中して中規模の集合住宅を分譲する傾向にあった.また,両者はお互いに

分譲地域の重複を避けており,販売の競合を避けている.また,野村不動産は,郊外の安

古市や祇園地区にも大衆向け集合住宅を分譲しており,広島都市圏における郊外型マンシ

ヨンの先駆的な試みを行った.一方,業界大手の藤和不動産は,当時全国展開では業界第

2位であったが,広島市では供給が少ない.これは,ダイア建設や大京観光などの集合住宅

専門の業者とは異なり,広島市においては宅地造成を主体とした住宅団地開発を積極的に

行っていたためであり,集合住宅の供給は都心周辺地域に限定された.この点に関しては,

業者からの聞き取り調査によると,藤和不動産では住宅の売れ残りを出さないように,厳

しい立地選定を行い,売れる確率の高い都心周辺地域に限定して供給しているとのことで

あった.このグループの業者により供給された住宅の分譲価格は,表n-2-8に示すように,

1500-2000万円の価格帯が多い三井不動産と2000-2500万円の価格帯の多い野村不動産の

ように,販売価格帯に少しのずれがある.また,住宅の面積については　60-79r淫の住宅

が大部分であった.

第2のグループは,都心周辺地域やJR広島駅,および横川駅や西広島駅周辺の交通の結節

地域に近接して大規模な集合住宅を建設し,大衆向けの住宅とともに投資向けの住宅7)も

あわせて供給するなど,多様な集合住宅の供給をしている「マンション」供給専門の不動
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産資本である.このグループにより供給された住宅の分譲価格は,第1のグループによるも

のと大きな違いはないのだが,分譲面積は狭く,平均単価でみると表Ⅲ-219に示すように,

かなり高くなっている.このグループによる集合住宅は,都心周辺部にも多く立地してい

ることもあるが,それ以外の場所にも立地展開をしており,大衆向けの価格による分譲で

あっても,その価格は住宅を狭くすることによってなされた価格であった.

第3のグループは,都心周辺地域での中小規模の集合住宅が大部分を占める地元の不動産

業者である.第3のグループに属する業者により供給される住宅は,大衆向けの分譲もある

が,表n-2-8に示すように, 1戸当たりの分譲価格が当時において3000万円を超える高級住

宅や30m2未満のいわゆるワンルーム・マンションなどの住宅も多く,一般世帯向けの住宅

が中心であるとはいえない.これらの地元不動産は,当初は都心周辺地域のほかにも舟入

地区や安芸郡海田町などにも大規模な集合住宅を供給していたが,大手不動産資本の分譲

が急激に増えた1978年以降は,中区の都心周辺地域に小規模な集合住宅を分譲するように

立地選定に方向転換が生じた.このグループにより分譲された住宅も,第2グループの業者

と同様に平均単価は極めて高くなっている.

このように,広島市では民間不動産資本による中高層集合住宅の建設が市街地内部の特

に都心周辺地域に集中していたが,それ以降の動向として,市街地内部の都市内工業用地

や倉庫などのまとまった土地が集合住宅へ転用される一方,そのような転用可能な土地の

減少によって, 1980年代前半に大手不動産資本が試みていた郊外地域への大衆向けマンシ

ヨンの供給が増加した.それによって,市街地内部での供給が継続されるとともに西区の

国道2号線バイパス沿線から佐伯郡大野町のJR宮島口駅付近にかけての地域と,安佐両区ア
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ストラムライン沿線, JR山陽線海田市駅から瀬野川駅周辺にかけての各駅周辺地域,安佐

北区高陽ニュータウン内とその周辺地域など極めて広い範囲にわたって帯状に中高層集合

住宅が分散した.

3.中高層集合住宅の急増に伴う都市内居住特性の変化

民間資本による中高層集合住宅の急増は,都市内部に新たな居住地を大量につくり出し,

それによって都市内部の居住地域構造が受けた影響も大きい.以下では,市街地内部にお

ける人口特性の変化について概観する.

1970-75年において広島市の旧市域では,住宅団地の開発が活発になされた西区や東区

などの人口急増地域と中区などの市域中心部での人口減少地域が対照的であった.そのな

かで,この期間に人口減少率が20%を超えた地区を多く抱えるデルタ内の旧市域において,

市街地再開発によって大規模な公営住宅と公団住宅の供給があった基町地区や1973-74

年の早い時期からマンション供給のあった都心周辺部では人口増加を示している. 1975-

80年になると,旧市域において人口減少から増加へ転じた地区がいくつか現れ　その大部

分が中区に位置した.このような人口増減の逆転現象は他の区にはほとんどみられず,デ

ルタ内の他地域では依然として人口減少傾向にあった.

このような人口増減と中高層集合住宅の分布とを対照させると,都心周辺地域と東区牛

田地区や南区宇品地区などの民間集合住宅集中地区では人口増加地区となっており,この

期間に民間集合住宅が供給されていない地区では人口減少傾向が継続したり,人口増加か

ら減少へと転じていた.以上のことから,市街地内部において民間の集合住宅の建設が与

える都市内部の人口構造への影響はかなりのものであると判断できる一方で,住宅の供給

-　226　-



1975-80年における
40-44歳人口の
人口増加率

Ⅲ -00-110
巨ヨ110-120

2km,

国120-・

ロ4^0詣雷完這

● 1970-75年人口減少し
1975-8年人口増加

★ 1970-75年と75-80年
ともに人口増加

剛卜2-6　広島市中区における40-44歳人口の変化(1970, 1975- 1980年国勢調査より作成)

数に比して人口増加がみられない地区もあり,依然として都市内部地域での人口流出が継

続していることが考えられる・今後,これらの都市内部からの流出世帯の把握も課題であ

る.

さらに,地域別人口特性の変化を明らかにするために1970-75年と1975-80年の間に

人口減少から増加-転じた地区の多い中区について年齢別人口構成の推移をみた・その結

果,二つの期間とも人口減少を示した地区においても1975-80年には大部分の地区で30-

34歳人口が増加しており,若年世帯が都心周辺地区を志向してきた現れと解釈できる・ま

た, 65歳以上人口もほとんどの地区で増加しているが,公営住宅率の高い地区で65歳以上

人口の増加率が特に高くなっている・次に, 40-44歳人口の変化をみると,図Ⅲ-2-6に示
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すように,大手町や国泰寺町などの都心周辺地域においてはこの年齢層の増加率が高く,

人口総数の増加とほぼ対応していることがわかる.しかし,人口総数が減少から増加へ転

じた地区においても40-44歳人口が減少し, 30-34歳人口が増加した地区も十日市付近に

みられる.以上の結果,中区では40歳代の壮年層の流出が大部分の地区でみられたが,図

n-2-3と対応させてわかるように,中高層集合住宅の建設が急増した地区ではこの年齢階

層の増加がみられ,都心周辺地域における中高層集合住宅の入居者に壮年世帯が多かった

ことが考えられる.

4.中高層集合住宅居住者の特性

広島市内すべての中高層集合住宅に関する居住者の特性を把握することは,資料上の制

約から困難であるが,国勢調査の最小集計単位である調査区別資料を使用することにより,

約50戸以上の居住世帯のある建物については棟単位で居住者の特性をみることが可能であ

る.以下の分析では,棟単位で資料収集のできない小規模な集合住宅や,大規模な集合住

宅でも隣接する住宅を含む住宅などを除いたすべての集合住宅について,従来個別の事例

研究しかなかった集合住宅居住者の特性に関して,都市域全体を対象地域として1970, 75,

80年の3時点にわたる経年変化の分析を行う.対象とする集合住宅は,民間の中高層集合

住宅(いわゆる分譲マンションと賃貸マンション) ,公営住宅,公団住宅,給与住宅であ

る.

広島市内において棟単位で国勢調査資料を得ることができた集合住宅は, 1970, 75, 80

年の国勢調査時でそれぞれ64住宅140住宅, 188住宅である.その内訳は, 1970年では公

営住宅が37,給与住宅27で民間の集合住宅は小規模なため棟単位の資料を得られなかった.
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公営住宅と給与住宅の規模は大きく,特に都心周辺部の基町地区に立地する公営住宅群は,

戦災復興事業の一環として行われたもので, 「原爆スラム」と呼ばれたブライト地域の解

消をはかって建設された大規模なものであった. 1975年では,公営住宅が57,給与住宅45,

民間の集合住宅38である. 1970年からの大きな変化として郊外の住宅団地造成地において

大規模な公営住宅群がいくつか建設され,民間の集合住宅は都心から2-3km圏内に位置す

るものが加わったことである. 1980年には,公営住宅67,給与住宅47,民間の集合住宅77

である.中層の給与住宅は3時点とも都心周辺や市街地周辺地域の山地斜面の宅地造成地内

に建設された公務員住宅などと,臨海部や安佐南区などの工業地域に隣接した製造業就業

者の社宅が大部分である.また,調査対象の集合住宅は, 3時点の国勢調査区の境界線変更

などによって継続的に住宅単位で資料を得られるものだけではない.

以下では,居住者の年齢別人口構成,世帯人員別にみた世帯状況,就業人口構成の3つの

指標をもとに居住特性を明らかにすることにした.

①年齢別人口構成

中高層集合住宅居住者の年齢別人口構成は,図n-2-7に示すように,住宅の種類によっ

て明瞭な違いがある.すなわち, 1970年では公営住宅には25-44歳人口がほぼ均等な比率

であるのに対して,給与住宅には15-24歳の若年層と44-54歳の壮年層が多く, 55歳以上

人口は少ない.これは,給与住宅の特徴が現れたものと思われ, 40歳代が多い公務員宿舎

と若年層の多い製造業就業者の社宅の2種類が含まれているためである.

ここで, 1970年の集合住宅におけるいくつかの年齢階層の分布を取り上げて地域的な差

異をみると,次のようなことが明らかとなった. 0-4歳人口率では,図Ⅲ-2-8に示すよう

-　間的　-



1　20%　　　1 0　%

コ`持家の多い棟　　　実線: 1969年以前に辻築された棟

..j借家の多い棟　　　破線: 1970年以降に辻築された棟
●公営の中高層集合住宅居住者の

I中居の給与住宅

囲　公営の中高層集合住宅

Elm即

図1卜2-7　集合住宅の種類別,建築年別にみた居住者の年齢別人口構成

(1970, 1975, 1980年国勢調査より作成)

に,半数以上の住宅で20%以上の比率となっているが,そのなかで基町地区や舟入・江波

地区などの古い公営住宅や牛田・戸坂地区や皆実町地区などの公務員宿舎では低い比率で

あった.建築時期別にみると, 1964年以前の住宅でこの年齢層の人口率が特に低いことが

明らかとなった　30-34歳人口率についてみると,図n-2-9に示すように　0-4歳人口率

とほぼ似たような分布パターンであるが,東区と西区の公営住宅および臨海部の給与住宅

で高い比率である. 40-44歳人口率では,図Ⅲ-2-10に示すように　30-34歳人口率と全く

異なる分布パターンを示しており,公営住宅に比べて公務員住宅などの給与住宅で高くな

っている. 50-54歳人口率と65歳以上人口率は,図Ⅲ-2-11と図H-2-12に示すように,基

町地区の公営住宅の一部を除いてともに市域全体にわたって低い比率である・これは, 19
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70年当時において集合住宅がこれらの年齢の高い層にはあまり魅力のないものであったの

か,階段の昇降が敬遠されたのか,さまざまな理由が考えられる.また,それら以外にも

高い年齢階層は戸建て志向が強いことや公営住宅や給与住宅では狭小なため子供の成長に

よって住み替えが起こること,給与住宅では定年退職後の居住ができないため,高齢者は

必然的に退去しなければならないことなどが考えられる.

1975年では,公営住宅に10歳未満人口と25-34歳人口の2つの年齢階層が突出し,若年世

帯に関連した年齢層が増加した.これは,郊外に大量の公営住宅が供給され,それらの公

営住宅に若年世帯が大量に入居したためであると考えられる. 0-4歳人口率と30-34歳入

口率は,いずれも郊外地域で高い比率であり,市街地内部においても基町地区や若草地区,

福島地区の公営住宅と牛田地区などの公務員宿舎などの一部を除いて高い比率であった.

また, 50-54歳人口率と65歳以上人口率もそれぞれ1970年のパターンと基本的には似たも

のであり, 1975年時点においても集合住宅は若年層向けの住宅であったといえる.しかし,

基町地区の公営住宅などわずかではあるが,図Il-2-13に示すように,一部の公営住宅にお

いて既に65歳以上人口率の高いものが出てきたのもこの時期であり,都市中心部の公営住

宅において非常に早い段階から高齢化の進行が進んでいたことが明らかとなった.民間の

集合住宅では,賃貸住宅が中心の棟では若年世帯に関連する0-4歳人口率と25-34歳人口

率が高く,高い年齢層の人口率は少ない.このように,若年世帯の多い賃貸住宅のなかで

も,都心から2km以上離れた民間賃貸住宅には特に若年層の比率が高い.これは,若年世帯

が少しでも賃料の安い地域の集合住宅を求めた結果であるといえる.

このように, 1970年と75年において集合住宅居住者はいずれの時点も比較的年齢階層の
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若い層に偏ったものであり,高い年齢層の居住者は少なかった.また,住宅の種類による

年齢階層の違いも明瞭であり,賃貸住宅と持ち家との違いなど住宅の所有による違いも明

らかとなった.

1980年では,住宅の種類別にみると1975年と同様の構成となっている.公営住宅では25

～39歳人口とそれに対応する子どもの年齢階層の人口が突出したパターンであるが,建築

年次別にみると, 1969年以前に建築された住宅では,年齢構成が平準化していることと65

歳以上人口率が高く,高齢化が進んでいることが明らかとなった.対照的に, 1970年以降

建築された公営住宅では, 25-39歳と10歳未満人口率が高く,若年から中年にかけての世

帯の占める割合が大きい.これらの新しい公営住宅は,郊外地域に立地するものが多く,

高齢化の進行がほとんどみられず,市街地内部に多い古い公営住宅と居住者の年齢階層が

大きく異なっている.

1980年においても,若年世帯と中壮年世帯を表していると考えられる0-4歳人口率と30

～34歳人口率, 10-14歳人口率と40-44歳人口率は,それぞれが似たような分布パターン

を示していることがわかった.そこで, 1970年, 1975年と同様に,世帯主の世代である30

～34歳人口率と40-44歳人口率,および分布に特徴のみられる65歳以上人口率について,

その分布パターンとそれぞれの住宅の建築年次などとの関連について考察した.

図n -2-14に示すように,民間の集合住宅では30-34歳人口率が市内のいずれの地域おい

ても高く,給与住宅においても公務員宿舎を除いて市街地内部と郊外地域の両方において

高い比率である.しかし,公営住宅では市街地内部において低く,郊外地域において高い

というように地域的な違いが明瞭である. 1975年と比較して, 30-34歳人口率は建築年次
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の古い公営住宅や民間集合住宅の一部において低下しており,若年層に卓越していた集合

住宅居住者の年齢階層がやや上がった状態となっている.これは,公営住宅や民間分譲の

集合住宅居住者の定着率が高いことによる加齢がもたらしたものと考えられる.

40-44歳人口率は,図n-2-15に示すように, 30-34歳人口率の地域的分布と逆のパター

ンを示しており, 1970, 75年時点の分布と同じように公務員宿舎と民間分譲の集合住宅で

高いが,他の大部分の住宅では低い比率である.公務員宿舎に居住する世帯の年齢階層が

高いのは, 2DKを主体とする公営住宅よりも3DKの間取りが多く,子どもが成長しても移動

を余儀なくされる可能性が低いことや,公営住宅に比べて家賃が安いこと,転勤が多いた

めに持ち家志向が弱いことなどが考えられる.

1980年における65歳以上人口率は,図Ⅲ-2-16に示すように,それ以前の1970年, 1975年

の65歳以上人口率の分布ではほとんど高齢者のいない状態に比べて,旧市内のいくつかの

集合住宅において高くなっており,それらの住宅では急速な高齢化の進行がみられる.特

に,表Ⅲ-2-10に示すように,基町地区や福島地区などの古い公営住宅での高齢化が顕著で,

基町地区には65歳以上人口率が20%を超えるものもある.これらの公営住宅の他に,都心

から2km以内の民間集合住宅においても65歳以上人口率の高い住宅がある.それに対して,

郊外地域のほとんどの集合住宅では65歳以上人口は著しく少なく,高齢者が都心志向を示

す市街地内部と対照的である.広島市役所住宅課からの聞き取りによると,旧市内の建築

年次の古い公営住宅居住者は移動性が低く,しかも古い公営住宅の家賃が非常に安いため,

本来一時的居住者用に供給されているはずの公営住宅に長期入居者が多くなっており,こ

れが居住者の高齢化の一因となっていると考えられる.また,基町地区の公営住宅などに
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表l卜2-10　集合住宅の種類別居住者の65歳以上人口率の推移

(1970, 75, 80年国勢調査より作成)

3-6

棟別65歳以上人口比率
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みられるように,住宅改良事業による「改良住宅」では,福祉的な役割も強くもっている

ため住宅改良事業前の居住者を入居させ,余りの住宅を一般から募集するために若年層の

入居はそれほど多くない.さらに,家賃が安いこともあって経済力の弱い高齢者の入居が

多くなっている.

②世帯人員構成からみた世帯状況

集合住宅居住世帯の構成は,住宅の種類別にみると, 3時点のいずれにおいても他の種類

の集合住宅に比べて給与住宅において世帯人員の多い世帯が多く,図Ⅲ-2-17に示すように,

4人以上の世帯人員の世帯が半数以上を占める.公営住宅にも4人以上の世帯が多いが,世

帯規模の大きいのは郊外地域に立地する建築年次の比較的新しい住宅である.一方,旧市

内の1950-60年代に建築された公営住宅には2人以下の世帯が多く,先にみた年齢別人口構

成と考え合わせてみると,これらの古い公営住宅には独居老人や老人夫婦のみからなる世

帯が多いことが予想される.民間の集合住宅では,賃貸住宅の多い棟に単身世帯の割合が

非常に高くなっており,持ち家の多い分譲マンションなどの棟では, 3-4人世帯の比率が

高くなっている.

このように,住宅の種類によって居住する世帯の規模に差異が出ているのは,それぞれ

の住宅の種類ごとに居住スペースに違いがあるためと考えられる.そこで,各年次におけ

る居住スペースについてみると, 1970, 75年では公営住宅には15畳以下の狭い住宅が多い

のに対して,給与住宅には15-20畳の住宅が多い.また,民間の集合住宅では,賃貸住宅

の多い棟に20-25畳の居住スペースが多いのに対して,分譲マンションでは25畳以上の広

い住宅が多い.このように,世帯人員数と居住スペースとの関係が密接であることが明ら
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図l卜2-18　集合住宅における平均畳数(1980年国勢調査より作成)
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かとなった.しかしながら,公営住宅と民間の集合住宅を比較すると,世帯人員構成の差

異以上に居住スペースの差異が大きく,公営住宅における過密居住ぶりが窺える.

集合住宅における1戸当たりの平均畳数の地域的分布は,図II-2-18に示すように,住宅

の種類の差異ほど明瞭ではない.なぜなら,公営住宅では居住スペースや間取りが決めら

れた画一的なものであるためであり,また,民間の集合住宅では,都心周辺地域のワンル

-ムマンションなどの単身世帯用の棟を分析対象に含んでいないためであると考える.

(③就業人口構成

居住者の社会経済的地位の特性とその変化を明らかにするために,住宅別に産業別就業

人口について分析した結果,製造業就業者率と小売業・卸売業就業者率やサービス業就業

者率が住宅の種類や立地場所により特色のある分布を示していることが明らかとなった.

製造業就業者率は,住宅の種類による違いが地域的な差異よりも明瞭に現れた分布となっ

ており, 1970, 75, 80年のいずれにおいても公営住宅で高い比率である.しかも,市域全

体にわたって大部分の公営住宅で高く,地域的な差異は少ない.民間の集合住宅では1975

年にはそれほど高い比率ではなかったが, 1980年には図Ⅲ-2-19に示すように,臨海部の工

業地域に近い地域でやや高い比率となっている.

一方,小売業・卸売業就業者率は,図Ⅲ-2-20に示すように,給与住宅を除いたいずれの

集合住宅でも高い比率となっており,特に,都心周辺地域に立地する民間集合住宅では小

売り業・卸売業就業者率が40%以上を占める住宅が70%近くもあり,この産業の就業者が

特に職住近接傾向をもつことが明らかとなった.また,サービス業就業者率の分布もこれ

と似たような分布を示していることが明らかとなったが,いずれも職住間の近接性が求め
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表I卜2-11集合住宅の種類別にみた職業別就業人口構成(1980年国勢調査より作成)

(由井;1986. p.70)

民間中高層集合住宅

(哲蒜の多) (質指)

中層の

給与住宅

公営の中高

層集合住宅

1969年以前
に建築され
た公営住宅
樵

(%)

専門的・技術的職業従事者

管理的職業従事者

串務従事者
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られる職業であるといえる.

次に,資料上の制約から1980年の一時点のみしか分析できなかったが,職業分類からみ

た社会経済的地位の把握を行った・その結果,表n-z-11に示すように,住宅の轡別にみ

ると民間集合住宅には専門的・技術的職業従事者と管理的職業従事者比率が高いのだが,

都心周辺地域では事務従事者率とサービス業従事者率も高くなっており,地域的な違いが'

みられる.また公営住宅には建築年次の新旧を問わず技能工・生産工程および労務作業者

率が高く,立地上の違いもみられない.これらの職業別従事者率のうち,以下では社会経

済的地位を最もよく表すと考えられる技能工・生産工程および労務作業者率と管理的職業

従事者率について,考察した.

管理的職業従事者率の分布は,図n-2-21に示すように,分譲タイプである持ち家の多い

民間集合住宅で高い比率であり,他の種類の集合住宅では低い.また,立地上の違いから
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みると,民間集合住宅のなかでも利便性の高い都心周辺地域より,東区内の牛田地区や西

区内の住宅地区に立地する集合住宅では管理的職業従事者率が高く,臨海部の工業地域に

隣接する地区や都心周辺地区の民間賃貸住宅には管理的職業従者率は特に低い.一方,技

能工・生産工程および労務作業者率の地域的分布は,図Ⅲ-2-22に示すように,管理的職業

従事者率のそれとは対照的な分布を示しており,とりわけ公営住宅では郊外地域を含めて

市域全般にわたって高い.　このような集合住宅居住者の社会経済的地位に関する相違は,

図Il-2-21からわかるように,集合住宅の立地している隣接地域における社会経済的地位が

反映されたものが多く,集合住宅居住者は周辺地域の社会経済的状況を判断したうえで,

自分や自分の世帯と似たような世帯の集まっているような地域内の住宅を求めて移動して

いるとも考えられる.

以上のように,国勢調査結果からみた集合住宅居住者の諸特性は以下のようにまとめる

ことができる.

まず,集合住宅居住者の特性は,住居の所有や住宅の位置により年齢別人口構成,世帯

状況,就業人口構成などにさまざまな相違点がみられた.さらにこれらの諸特性は,住宅

の建築年次などによりやや複雑なものとなる.そこで,集合住宅居住者の特性を概略的に

示すと図n-2-22に示すようになる.年齢別人口構成では,民間の集合住宅のうち持ち家の

多い分譲タイプの住宅に居住する世帯主には壮年世帯が多く,民間の賃貸住宅には若年世

帯が多い.公営住宅では,旧市内の古い住宅に老年層・壮年層が多く,高齢化が進行して

いる一方で,郊外地域には新しい住宅が多く,若年層も増加している.給与住宅では,公

務員住宅などには壮年世帯が多いものの,臨海部などの工業地域に隣接する製造業就業者
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年 齢 構 成 世 帯 構 成 …トr :I

民Pal集合住宅

持家の多い捕 :壮年世帯 4 人世帯が多しヾ .ホワイ トカラー居

借家の多い棟 :若年世帯 1,2人世帯が多い
(与荒と崇 甥 の近くには)

公　営　住　宅

旧市内の古い棟:壮年・老年世帯

郊外の新しい棟:若年世帯

2人以下の世帯が多い

4人世帯が多い
ブルーカラー居

図II-2-22　集合住宅居住者の特性(由井; 1986, p.72)

の社宅に若年世帯が多いことが明らかとなった.

世帯構成に関してみると,給与住宅や民間の分譲タイプの集合住宅には3-4人世帯が多

く,古い公営住宅や民間賃貸住宅には狭小なこともあり,少人数世帯が多い・職業別にみ

ると,ホワイトカラー層は民間の分譲タイプの住宅に多く,ブルーカラー層は市内全域に

わたって公営住宅に多い.また,職業別就業者率の分布は,住宅の立地する周辺地域の居

住者特性に近い.このように,中高層集合住宅居住者の特性は,住宅の種類による違いが

大きく,居住分化もみられる.
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5.アンケート調査結果からみた民間の集合住宅居住者の特性

これまで広島市における集合住宅居住者の特性を概観したが,民間の集合住宅について

は国勢調査の最小集計単位である調査区別資料を得られるもの以外の,中小規模を含めた

全体的な居住者の特徴を把握することができなかった.そこで,以下では民間集合住宅居

住者にアンケート調査を行い,その結果について考察した.

アンケート調査対象の民間集合住宅は,広島市設定のコミュニティ区を参考にして,広

島市の旧市内(ほぼデルタ上の地域とその周辺の山麓緩斜面に相当)を21地区に分け,そ

れぞれの地区から1-3棟を無作為に抽出したもので,合計34棟である.調査対象の集合住

宅には, 1984年7-8月に調査票を戸別訪問により配布し,戸別訪問による聞き取りのほか,

回収は郵送と回収箱の設置による方法を併用した.配布した1340枚の調査票のうち有効回

答599票の回収ができ,回収率は45. 1%であった.

民間の集合住宅居住者の年齢別人口構成は,住宅の所有別にみると,表n-2-12に示すよ

うに,持ち家では30-55歳の年齢層が大部分を占め,国勢調査結果を用いた前章での分析

結果に比べて30歳代前半の若年世帯がやや多いものの,壮年世帯が卓越しているのは一致

している.一方,借家では35歳未満の若年世帯が過半数を占める.借家に住むこれらの若

年世帯は,都心から3-5km圏にある安い家賃の地域に多い.また,持ち家に多い壮年世帯

は, 3人以上の世帯人員からなる世帯が約4分の3を占め, 2人以下の世帯が40%近くを占め

る借家世帯とは対照的である.以上の結果から,ライフステータスの違いによる住宅所有

の違いが明らかとなった.

次に,世帯主の職業別就業状況をみると,この点に関しても国勢調査結果と同様に,管
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表I卜2-12　年齢別住宅所有状況(アンケート調査結果より作成)

寺蒔㌃空空」持家民間借家社宅

図1卜2-23　棟別管理職従事者比率(アンケート調査結果より作成)
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理的職業従事者や専門的事務技術職従事者などのホワイトカラー層が大部分を占めること

が確認できた.また,図n-2-23に示すように,管理的職業従事者率をみると都心周辺地域

の借家の多い棟に商工業・サービス業従事者率が高く,その外側の地域には専門的事務・

技術職従事者率が高くなっており,さらにその外側には,管理的職業従事者率の高い棟が

分布している.また,民間の集合住宅を社宅として使用する世帯の大部分は,管理的職業

従事者率が高く,企業が管理職用に購入した集合住宅がかなりみられる.

以上のように,アンケート調査結果を分析した結果,居住特性に関しては国勢調査結果

とほぼ一致した.居住地移動の側面に関しては,住居選択の意志決定として集合住宅の利

便性に対する評価が高いことが明らかとなった.

住居移動に関して移動の前後における住宅所有の変化についてみると,持ち家世帯では

同じ居住様式である民間集合住宅からの移動が多いが,戸建て持ち家からの移動もかなり

みられる.一方,借家には民間集合住宅からの移動も多い.

住居移動に関する空間的パターンと住居選択に関する分析結果は, Ⅴ章で述べることに

する.

7.小括

中高層集合住宅は,多種多様の機能を多量に収容することができるため,今後も都市内

部の土地利用において果たす役割は増大すると考えられる.本節では,居住機能のみにつ

いて分析を試みたが,以下のことが明らかとなった.

まず,人口減少が続いていた市街地中心部におけるドーナツ化現象に対して,中高層集

合住宅の供給はそのような地域に住宅を大量に供給し,市街地中心部に再び人口を集める
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ことを可能とさせている.広島市における民間の集合住宅の供給地域は, 1984年以前では

都心周辺地域と,両区などの準工業地区・臨海部の工場・倉庫からの転用が可能となった

地域に集中しており,特に都心周辺地域にはさまざまな規模で大量の集合住宅の建設がな

された.郊外地域における宅地開発がほぼ充填され　しかも地価の高騰や宅地開発指導要

綱の制定などによって宅地造成にかつてほどの利潤を生み出すことができなくなったため,

道路や学校などの建設費を免れ,既成市街地に生活利便施設や各種サービスを依存させる

ことができる集合住宅に不動産資本の開発が移行したこともあり, 1980年以降は急激な増

加となっている.

次に,国勢調査結果の分析から, 1970-80年にかけて居住者の年齢別人口構成や世帯状

況の変化をみると,住宅の種類により著しい差異があることが明らかとなった.すなわち,

民間により分譲された集合住宅には壮年世帯が多く,民営借家の多い棟では若年世帯が多

く居住している.ライフステージ.の相違により住居に違いが明瞭に出ているが,これは

世帯の経済状況の反映と考える.公営住宅では,旧市内の建築年次の古い棟には壮年と高

齢者世帯が多く,郊外地域の公営住宅には若年世帯が大部分である.世帯人員をみると,

民間分譲の集合住宅と給与住宅に3-4人世帯が多く,民間借家と旧市内の古い公営住宅で

は2人以下の少人数世帯が多く,世帯規模が小さい.

集合住宅の建設は,都市内部における居住利用への土地利用の転換をさせるものであり,

この点において人口流出傾向にある市街地内部の人口定着化に寄与すると考えられる.郊

外地域における住宅団地屠住者と市街地内部地域の集合住宅居住者との共通点はともに年

齢構成と開発年次との関係が深いことである.しかし,住宅団地居住者の年齢構成では,
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都心から離れるほど若年化するという住宅団地の立地上の違いによる居住者属性の差異を

明らかにできたが,市街地内部の集合住宅では,開発年次よりも住宅の所有状況や住宅の

種類による居住者特性の差異が明瞭であった.

本章では,広島市を事例として郊外地域における住宅団地と市街地内部における中高層

集合住宅の開発と居住者特性について分析したが・両者は互いに密接な関係にあって住宅

供給が行われる.郊外地域の住宅団地には,市街地内部の密集した居住状況を避けようと

した人々が移住し,市街地内部には市街地居住による利便性を求めた人々が移り住むと考

えられる.それらの住宅要求に対応する形で住宅供給が行われるが,郊外地域での住宅団

地造成は市街地の拡大を引き起こし,都市構造全体の変動をもたらす.また,市街地内部

での集合住宅の建設は,市街地内に居住空間を新たに生みだして市街地内部構造の再編成

をもたらすと考えられる.現代都市においては,このように外方向への都市化と市街地内

部の再編成が平行した形で行われ,都市構造が複雑化している.またそのような都市構造

の複雑化において,民間不動産資本による地域構造変容への影響はかなり大きいものと思

われる.

また,今日の住宅開発は,画一的な住宅の大量供給が主流である.このような住宅供給

は,供給地域内部においては,住宅の広さや立地条件などに対応した等質的な入居が見込

まれ,結果的に等質的な画一的な居住者集団の形成も予想される.このような画一的特徴

を持った居住者集団は,当初は島状に郊外地域に点在し,その後,住宅地と住宅地との間

に残された未開発地に拡大することによって,モザイク状の都市構造が形成される.周辺

の既存集落とは異なり,住宅開発地域には住宅地ごとに特徴を持った人々が転入し,住宅
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取得能力に応じた居住者階層の分離が生み出されていくことになると思われる.すなわち,

成田(1978)は,シカゴにおける民間住宅市場の二重性が社会構造までコントロールするこ

とを明らかにしているが,アメリカ合衆国のような人種による住宅市場の二重性はないも

のの,わが国においても住宅取得能力をフィルターとした「ふるい分け」の存在が考えら

れる.現代の都市においては,このような住宅取得に対する世帯の経済状況を反映した都

市構造が,日々変容しながら再構成されていると考えられる.

注)

1)西山(1980)によると,集合住宅は従来積み重なって住むことがほとんど無かった日本人

に新しい居住様式を与えた.

2)藤田(1983)によると, 1946年に広島市は特別都市計画法適法の都市となり,原爆による

消失市街地の土地区画整理事業を行った.

3)終戦前,軍都であった広島市には都心周辺部に広大な軍用地があったが,終戦直後に基

町地区では応急的な木造公営住宅が建設され　さらに太田川沿いには大量の不法住宅が隣

接して, 「原爆スラム」が形成された.

4)広島市都市整備局(1982) : 『広島の土地』によると, 1982年における旧市内の住宅団地

の1区画平均価格は2485万円,分譲マンションでは1681万円であった.

5)1973年, 1979年, 1983年度版の住宅地図を利用した.

6)旅館からの転用は, 1970年代後半以降のホテル建設ラッシュの影響が大きいと思われる.

7)購入者と居住者が一致しない住宅で,投資目的の購入者向けに分譲される住宅をさす.
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日章.住宅のサブマーケット別にみた居住者特性の分化

都市地域内における住宅供給は,既存の住宅地における戸建て住宅の更新もみられるも

のの,量的には民間ディベロッパーや地方自治体などによる中高層集合住宅や郊外におけ

る住宅団地の造成による戸建て住宅が圧倒的に多く,これらの大量供給が市街地内部や郊

外に居住空間を創造している.これらの住宅供給は,それぞれの開発地域内においてある

程度の価格差や面積差,住宅様式の差などを持ちながらも,総じて開発地域内では価格に

おいても住宅の質的な側面においても,開発地域の周辺地域と比較して差異の小さい,画

一的住宅供給になっているといえる.さらに,これらの画一的で大量な住宅供給は郊外の

住宅団地においても,市街地内部の中高層集合住宅においても,世帯構成や世帯のライフ

サイクル,世帯の所得などの居住特性が似通った世帯に対して同様の居住地選択行動を引

き起こさせるといえる.その結果,画一的住宅の集合体に画一的居住者構成(等質的居住

者集団)が形成されるようになる.

このような画一的住宅供給がもたらす居住者構成の画一化に関して,序章で展望したよ

うに,住宅団地居住者については,田辺ほか(1976b)や金城(1983)が,住民の年齢別人口

構成の偏りと変化を明らかにし,住宅地の建設年代が古くなると釣鐘型の年齢構成に近づ

いていること指摘した.また中川(1959)や松原(1982)は,著しく偏った年齢構成とそれに

対応した医療施設や学校施設の増加などの各種サービスの変化について指摘した・松原(1

982)は,民間資本の住宅開発における計画が及ぼす公共施設への影響について,若年世帯

を大量に収容する中高層集合住宅が立地した地域では,住宅団地のように団地内に学校施
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設をつくることがないため,周辺地域への公共施設の依存となる傾向が強い・そのため,

マンションの建設が集中した地域では,児童数が急増するなどの学校-の影響が大きく,

マンション開発の規制が行われるに至った横浜市の事例が紹介した.また,都市計画学側

からのアプローチとして,例えば住田(1984)は,千里ニュータウンにおいて住宅の供給形

式別に年齢構成,世帯構成や職業構成などを分析し,住宅の種類によりそれぞれ特化した

居住特性となっていることを明らかにした.

中高層集合住宅居住者の特性に関しては,香川(1984)がルームタイプから世帯状況の違

いを模式化し,また松原(1985)は,供給主体により居住者の特性には差異があることを認

め,大手企業によるマンションには中小企業のものに比べてより高い年収,より高い年齢

構成であり,大企業の社員が占める比率も高いことを明らかにしている・

そもそもわが国における住宅供給は,住宅の種類によりその供給対象に明確な違いが現

れている.住宅政策として従来一貫して持ち家中心の政策が進められてきたことは,建築

学を中心としてこれまでにも多くの指摘がなされている1).その結果,持ち家政策によっ

て,住宅金融公庫の設立をはじめとして多くの公的な融資制度が充実され,世帯の住宅取

得に公的な間接的助成が加えられている.また一方で,住宅取得困難な世帯に対しては公

的な直接的助成が行われ,公営住宅や公団住宅などの供給が行われている・

しかし,早川(1979)は, 「持家中心の住宅政策は,国民の居住状態の格差を紘大し,

(中略)老人世帯や低所得層など社会的弱者の住生活をより貧困化させている」と指摘し

た.また,住宅取得困難な世帯に対して供給される公的な住宅供給においても,前田・酒

井(1982)が分類するように,中流世帯向けの公団住宅や公社住宅と低所得者向けの公営住
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宅のrような所得階層別のピラミッド構造が形成されているのである2).大都市における住

宅不足問題の解消のために住宅団地や大規模公営住宅地などの住宅開発は,住宅供給地域

内での狭小な範囲においては等質的な居住特性を持った空間を形成するが,それぞれの住

宅の種類毎に居住特性の格差を持った空間を形成しているのである・

さらに,わが国における住宅状況はアメリカ合衆国の住み換えシステムと異なり,地価

の恒常的な上昇により住宅の老朽化に伴って住宅価格が下がることがほとんどないために,

ショート(Short;1978)の紹介にあるような住宅連鎖(housing chain)モデルが当てはまら

ない.したがって,世帯の移動に伴って生ずる空き家には,転出した世帯よりも経済的に

格下の世帯が入居することが必ずしも典型例としてみられない.そのために,ひとつの中

高層集合住宅や住宅団地内の居住者構成は,住宅の老朽化に伴って著しく変化するとは考

えにくく,年齢構成の高齢化はあっても衰退地区への変化と直結することはできないため,

定住性の強い住宅団地では供給された時期に入居した居住特性は,激変することなく継続

して残存していると思われる.

以上のように,大規模な住宅団地や中高層集合住宅のような大量で画一的な住宅供給は,

等質的な居住者構成を生み,しかもその居住特性が継続するために,その周辺地域へ与え

る影響は軽視できないものである.特に,学校や病院,老人福祉施設などの公共サービス

の敷設には地域住民の居住特性の偏りは無視できないものである・

また,従来の住民の居住特性からみた都市内地域構造に関する地理学的研究では,例え

ば山口(1976),森川(1976, 1977),森(1980),斉藤(1982)などによる園子生態学的分析に

ょ-て得られた空間構造の解釈にあた-て,住宅の種類と居住者の特性撃せた説明を行
珂薮.
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っている.しかしながら,これらの解釈では人種的隔離のほとんどみられないわが国の都

市の場合,住宅の所有や住宅の種類に反映される世帯の経済的格差を,様々な種類の住宅

が混合された統計地区単位での地域のまとまりとして扱うことになる.その結果,実際に

は顕著な差異を示すであろうと思われる住宅の種類による「住み分け」を,相殺した状態

での説明に陥ってしまうという分析スケールの問題を解決できない.このように,都市内

地域構造をみる際に,住宅の種類ごとにいかに居住者特性に差異が現れるのかに関しては,

従来の研究では詳細に分析や吟味がほとんどされずに暗黙の了解事項として解釈されてい

たといえる.ここでは,都市構造をみる際に地域の特色として把握されることの多い居住

者特性について,住宅の種類ごとにいかに居住者の分化が起こり,住宅供給によってその

ような居住分化がいかに創造されているのかについても考察を行う.

以上の観点から,本章では1節でひとつの大都市スケールで住宅の種類ごとの居住者特

性の違いを明らかにする.ここでは,戸建て住宅の大量供給が行われる郊外地域の住宅団

地と市街地内部の中高層集合住宅,住宅都市公団などの公的機関や地方自治体による公団

・公営住宅を対象として,それぞれの住宅の種類における居住者の特性とその居住特性の

空間的パターンを明らかにすることによって,新たな住宅供給の結果として形成される居

住分化の状況を明らかにすることを目的とする.研究対象地域として,一つの都市地域内

で戸建て住宅を中心とする住宅団地,分譲マンションを含む民間のディベロッパーによる

中高層集合住宅,公営住宅などの多様な住宅供給がなされ,しかもそれぞれの住宅供給量

が著しく偏っていないことを考慮して福岡市を選択した.また,福岡市に関しては,住宅

団地や中高層集合住宅の供給に関して藤田(1973),松原(1985)などの研究例があることや
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住宅団地の開発に関する行政側の資料がないもの0,他の都市では実態を捉えることが困難

なマンションの供給に関する資料があることなど,研究を行う上で有利な点があった.

2節では,現代の大都市内部地域において主流を占める集合住宅を対象として,供給さ

れる住宅の種類ごとに居住者特性に違いがみられるのかについて,分析を試みる.研究対

象地域は,大都市地域の中心部をしめる東京都区部であるが,住宅供給に関する資料は全

く得られなかった.しかし,東京都区部はわが国の都市部において最も集合住宅の集積し

れた地域であり,各種の集合住宅について居住者特性の変化に関する分析が可能である.

3節と4節では,市街地拡大の最大の要因となっている郊外地域の各種住宅団地を中心に,

郊外地域を対象として,そこで供給された戸建て住宅に居住する住民の属性について分析

する.対象地域として, 3節では高度経済成長期以降に激しく宅地開発が進んだ京都府南

部地域と4節では京都府亀岡市を取り上げた.京都市南郊地域は,京都市と大阪市の2つ

の大都市圏に挟まれた地域にあり,丘陵地の宅地開発とともにミニ開発といわれる小規模

で低質な住宅供給が大量になされた乱開発地域である. 4節の亀岡市は大都市圏の最も縁

辺部に位置し,それまであまり住宅開発がなされなかったところであるが,近年の地価上

昇によって周辺地域に比べて相対的に地価が安いことから近年大規模な住宅団地開発がな

されたところである.

以上のように本章では,大都市内部から郊外地域にかけてのそれぞれの地域における住

宅のサブマーケット別居住者特性をみることにより,住宅の種類と居住者の分離について

考察を試みる.
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1節　都市スケールでみた住宅のサブマーケット別居住者特性

一福岡市の事例-

1.地域概観

福岡市は,国内の政令指定都市のなかでも人口増加の激しい都市のひとつで,それに対

応して各種の住宅建設も活発である.図Ⅲ」-1に示すように,住宅団地の造成は南区,西

区,東区に大規模なものが集中しており,南区や東区では市街地面積のかなりの部分が宅

地造成による住宅地である.民間資本が中心の広島市と比較して福岡市における宅地造成

の特徴は,住宅公団や公社の大規模開発が多いことである.また,図Ⅲ-ト2に示すように

民間分譲マンションは, 1973年に一度ピークを迎えた直後にオイルショック後の景気停滞

により減少したが, 1977年以降は福岡市の新規住宅供給数の半分以上を占めるまでになっ

た.また,それまで市街地中心部で建設がさかんに行われていた民間分譲マンションは,

1983年の地下鉄開通を契機として東西方向や南部方向へも立地を拡大した.しかし,地下

鉄沿線では中央区の天神まで30分以内で通勤することができる上に,比較的地価が安いこ

f

ともあって分譲マンションの立地地域は,郊外方向へ拡大したといわれるが,実際は郊外

地域では戸建て住宅の供給が中心であり,図Ⅲ」-3に示すように,民間分譲マンションは

市街地中心部での供給が大部分であることに変化はなく,市街地内部の空白地を埋めるよ

うに西鉄沿線や地下鉄沿線地域内にマンション集中地域をつくり出している.

このように活発な住宅供給の結果,図Ⅲ-1-4に示すように,福岡市では市街地周辺に著

しい人口急増地域を発生させ,また人口減少傾向にある市街地内部においてもマンション

-　265　-



.
 
I
I
-
ヽ
了

＼

′

S
B

′
・
}

I
-
.
♂
-
・
ノ

.̂
''-̂
-

*
c

I

''肇F'ノ
＼　　　　　　0　　　　ヽ

図日-卜1福岡市における住宅団地造成地の分布

S

-

*

′

一

ザ
・
ノ
十
.
.
＼

*
y
?
了
*
v
ノ
}

＼
l
r
瑞
&
　
●

サ
ー
~

/

ヽ

∧
甘
、
＼

＼

H

u

　

5

j・息UJ

′
＼

.
乱
川
E
J
S
E
=

一
J

開発主体

蜘公的機関

巨ヨ市・県

口民間・組合

図日一卜2　福岡市における民間分譲マンションの供給数の推移

-　266　-



●

　

△

　

　

口

　

0

昨
怖
押

8
　
8
　
8

M

 

Y

h

 

E

i

]

l
　
　
1
　
　
　
1

年39
8

1

.*ロoAC

0

●▲　　○

図l=一卜3　福岡市における民間分譲マンションの建設時期別分布

図日トト4　福岡市における統計区別人口増減

-　267　-

t
サ

〇

　

　

㌔

E
H



供給の集中した地域では人口増加が継続している.

2.研究の方法

福岡市の住宅供給状況とそれぞれの居住者の特性の把握は,以下の方法により行った・

まず,大規模な住宅団地については,福岡市都市計画課で1ha以上の大規模開発の開発許可

書を転記し,開発位置・開発主体・開発規模・年次などを調べた.その結果,福岡市にお

いては都心から5km以上離れた市街地周辺地域に1965C昭和40)年以降宅地造成が盛んに行わ

れるようになり,藤田(1973)も述べているように,東区・南区・西区では多くの大規模な

宅地造成が行われたことが明らかとなった.公団住宅や公営住宅については,福岡市住宅

課から資料を得た.また,民間による分譲マンションなどの中高層集合住宅については

『福岡県マンション年鑑』 (西日本新聞社発行) 3)から30戸以上の中規模以上の中高層集

合住宅に関する資料を得た.次に,それぞれの住宅団地や集合住宅の居住特性を把握する

ために,各住宅の分布図をもとに福岡県統計局で住宅の単位(住宅団地・中高層集合住宅

の棟)ごとに1980年国勢調査結果の統計資料が得られるものを調査区地図から選び出し,

それぞれの住宅単位で調査区単位の統計資料を転記したものを集計した.

以上の作業手順で得られた分析対象は,住宅団地100ヶ所,公団住宅と公営住宅122ヶ所,

給与住宅26棟,民間の中高層集合住宅188棟である.

3二　住宅の種類別にみた居住特性

①年齢別人口構成

住宅の種類別に居住者の年齢構成をみると,図Ⅲ十5に示すように,居住形態が異なっ

ても共に持ち家が主体である中高層集合住宅と住宅団地間には,持ち家主体の中高層集合
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図日卜1-5　住宅の種類別年齢別人口構成　1980年国勢調査より作成

住宅に25-34歳の若年世帯に対応する年齢人口が住宅団地に比べて若干多いこと,住宅団

地には65歳以上の老年人口が多いことなどが挙げられるが,そのほかの年齢層には顕著な

差異がみられない.つまり,住宅を取得している世帯は住宅の種類にはほとんど関係なく・

ほぼ同一年齢層であるといえる.

一方,持ち家に比べて公営住宅入居世帯の年齢構成は,世帯主が25-34歳で,それに対

応する子どもが9歳未満からなる若年世帯の占める割合が高いことを反映させたものとなっ

ている.都心及び都心周辺部と郊外の公営住宅のいずれにおいてもこのような若年世帯の

卓越する年齢構成となっているが,先にⅢ章で明らかにした広島市での事例研究結果と同

様に,郊外の公営住宅では若年世帯が多い・このような若年世帯に対応する年齢階層の著

しい偏りは,後述の民営借家や給与住宅にもみられるが・前述の持ち家の二種類の住宅と

異なる点である.

民営借家においても,若年世帯を構成する年齢層の集積がさらに顕著にみられ　20-24

歳の年齢層が他の種類の住宅に比べて極めて多い・つまり,住宅取得にまで経済力がない

若年世帯と単身の若年世帯の収容先として民営借家が機能していることがうかがえる・
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給与住宅居住者の年齢構成は,公営住宅や民営借家居住者に近く,若年世帯に対応する

年齢層が多い.しかし,給与住宅には40-54歳にかけての壮年層も多く,特に公務員宿舎

にその傾向が強いようである.この点に関しては,仙台市を事例とした田辺ほか(1976)に

よる研究でも同様のことが確認されている.また,定年退職後は給与住宅を離れる必要が

あることや老人を含めた三世代同居が可能なほど居住空間が広くないことから,老年人口

率は他の住宅に比べて著しく低い.

さらに地域別にみると,図Ⅲ-ト6に示すようになる.郊外住宅団地では,いずれの区に

おいても老年人口がその他の住宅に比べて多くなっているが,福岡市においては最も古い

住宅団地の集中する両区で,その他の区に比べて老年人口率が高い.持ち家中心の中高層

集合住宅では,若年世帯に対応する年齢層が著しく多い博多区と壮年世帯に対応する年齢

層の人口比率が高い東区・中央区・南区というように地域毎に年齢構成の特色が現れてい

る.これは,上記の地域で早くからマンション建設が盛んであったという福岡市における

中高層集合住宅の供給状況が影響した結果であるといえる.

公営住宅の年齢構成では,中央区以外の各区において25-34歳と9歳未満からなる若年世

帯が突出していることが図Ⅲ丁6から読み取れるが,中央区ではその他の区に比べて壮年

層の比率が高い.また,博多区を除いて郊外よりも市街地内部の公営住宅に老年人口が多

くなっており,公営住宅間にも供給位置により年齢層による住み分けがみられる・

中高層の民営借家では,公営住宅と同様に25-34歳と9歳未満の年齢層の人口率が極めて

高く,人口構成における若年世帯に対応する年齢層の偏りは公営住宅の状況より顕著であ

る.特にその傾向は,博多区・中央区・南区の市街地中心部に近い地域に強く現れている・

-　270　-



中火区
持うまOPiK屑)　公雷・公田

l

'

一

'

　

一

'

`

▼

　

一

1

　

-

　

-

1

　

1

・

I

　

ー

　

▲

那
　
「

朋

　

　

　

　

　

　

か

-

0

　

-

　

1

　

1

　

0

.

A

 

O

　

・

"

O

一

■

　

l

 

t

一

一

一

1

　

　

　

　

　

　

一

　

N

 

t

一

1

　

-

民訂伯東
拾与Lr.宅

‖H&Mi回頭打HSgHiiaiKI

(田　地)公田(拝　外)

公雷　(ffi'di稚)民冨lLt安
公田　(郊　外)拾与u宅

10 1St.0　5　10 157.0　　　10 15V.

雨

　

　

　

_

1

4

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

t

d

　

　

　

　

`

'

　

1

　

5

　

一

t

.

1

一

t

一

t

'

　

T

 

I

 

I

 

J

 

I

 

I

 

I

 

I

 

r

 

I

 

I

 

I

 

r

 

f

一

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

〇

　

t

J

 

h

V

 

i

_

　

n

I

一

-

　

一

'

　

一

l

'

　

l

 

l

一

　

'

'

　

N

 

I

 

I

0　5　10 1Sf.0　5 10 157.0　5　10 157.

図日∴卜6　区別・住宅の種類別にみた年齢別人口構成(1980年国勢調査より作成)

-　271 -



給与住宅は,大規模なものしか統計資料が入手できず,公務員宿舎や大企業の社宅など

が分析対象となったため給与住宅の全体的傾向とはいえないかも知れないが,中央区と西

区においては40-59歳にかけての壮年層とその子どもに対応する年齢層が多くなっている.

この原因としては次のようなことが考えられる.

上述してきた住宅の種類別の年齢別人口構成から,主な年齢層についてその年齢比率の

分布をみると,住宅の種類による居住者の年齢構成の違いをより一層明確にみることがで

きる.図Ⅲ-ト7に示すように,若年世帯の構成員をしめる0-4歳人口率は,郊外の中高層

の民営借家と公営住宅において高く,西区や南区内の大規模な公営住宅団地や南区や博多

区南部の民営借家では特に高くなっている・一方ち中央区と博多区の都心や都心周辺部に

ある持ち家中心の中高層集合住宅や西区・南区・東区内の住宅団地では0-4歳人口率は低

く,若年世帯が住宅の種類により住み分かれていることが判断できる.このような住宅の

種類は世帯の家賃負担力の段階を示すものであり,ライフステージと世帯の家賃負担力が

反映された居住分化を示したものといえよう.

同様に,住宅の種類別に65歳以上の老年人口率の分布をみると,図m-l-8に示すように,

都心やその周辺部,郊外を問わず市内全体を通して中高層集合住宅には老年人口率の高い

ものはあまりみられず,また,郊外の住宅団地においては中高層集合住宅に比べて老年人

口率はやや高くはなっているが,西区や東区の比較的新しい住宅団地では老年人口率は低

い.しかし,東区や中央区内の古い住宅団地や博多区・中央区・南区内の古い公営住宅や

博多区内の古い民営借家においてはきわめて老年人口率の高い棟がある.このような公営

住宅における老年人口率の高さは,統計年次の1980年においてはまだ高齢者の入居を優先
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図IH一卜7　住宅の種類別にみた0-4歳人口率(1980年国勢調査より作成)
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するという公営住宅法の改正がなされていない段階であるため4),長年の居住により現住

居で高齢化したものであると推測される.したがって,老年人口の高い公営住宅には,経

済的に住宅取得の困難な居住者が現住居から転出できず,そこで高齢化している世帯が多

いと判断できる.

以上のように,供給される住宅の種類によりその居住者の年齢構成の特徴の違いを兄い

だすことができた.

②世帯人員構成

住宅の種類別に世帯人員構成をみると,図m-l-9に示すように,持ち家中心の中高層集

合住宅では東区,南区,西区において3人以上の世帯が卓越し,博多区や中央区では二人末

満の世帯が多いことと対照的である.このような世帯規模についての都心周辺と郊外地域

の対照は民営借家においてもみられる.

また給与住宅と郊外の住宅団地と民営借家においては4人以上の世帯が多い.これは,給

与住宅には大規模家族の方から優先的に入居できる場合が多いことや,郊外の住宅団地や

中高層の民営借家が市街地中心部に比べて居住空間が広く,しかも居住空間の広さに比べ

て家賃が安いため世帯人員の多い世帯には郊外ほど好都合であることなどによるものと思

われる.つまり,郊外ほど世帯人員の多い世帯に適する居住空間の広い住宅が供給される

ために,それに対応して経済力のある持ち家取得可能な世帯は住宅団地に,また経済力の

弱い住宅取得困難な世帯は中高層の民営借家に入居すると考えられる.

上述の世帯人員と居住空間の対応をみるために,供給された住宅の種類別・地域別に室

数と畳数から居住空間をみると,表Ⅲ-ト1に示すように世帯人員の少ない中央区の中高層
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図日卜119　区別・住宅の種類別にみた世帯人員構成(1980年国勢調査より作成)

中高層集合住宅 住宅田地

東区 博多 区 中央区 南区 西区 - 東区 博 多区 南区 西 区

室 数 4 .7 4.3 4.3 5.1 5.0 5.2 5 .2 5.3 4 .9

持家 畳 致 3 1.8 27.5 29.9 36.7 33 .9 32.2 34 .2 33 .8 32 て4

公営 室 数 3.2 2.9 2.7 3.0 3.2 3.3 3 .7 3.2 3 .3

公団 畳 数 17 .9 15.6 14.2 16.2 17.4 16.7 19 .0 16.9 17 .4

民営 室 数 3.2 2.7 3.6 3 .5

借家 畳 致 18.9 16.3 20.6 20 .6

給与住宅 室 数 3.3 3.3 2.5

資料: 1980年国勢調査結果より作成

表=トト1区別・住宅の種類別にみた畳数と室数(1980年国勢調査より作成)
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の民営借家の室数と畳数は少なく,世帯人員の多い郊外の西区・南区の民営借家は室数・

畳数は多くなっている.また,給与住宅には中央区・両区・西区に多くみられるような単

身世帯向けのものとそれより広い一般世帯用のものがあるが,後者はある程度の居住空間

があり,持ち家が大半の住宅団地と中高層集合住宅とともに世帯人員に対応して居住空間

も広い.一方,公営住宅は市街地内部にあるもののほとんどは居住空間が狭小で,持ち家

中心の中高層集合住宅の居住水準の半分以下の状況であるために, 3人以下の世帯の比率が

しめる割合が高くなっている・郊外の比較的新しい公営住宅は,市街地内部の公営住宅に

比べて1部屋分ほど広く,世帯人員の多い世帯も多くなっている・

このように,供給される住宅の種類により居住空間の大小があるため,それに対応した

世帯人員構成となっているようであるが,世帯人員の多い世帯で住宅取得が困難な世帯の

場合は,世帯人員に適した居住空間を得ようとすると家賃の高負担のため市街地内部に住

居を探すのは困難であり,市街地内部では公営住宅も狭小であるために・郊外の民営惜家

か公営住宅を選択せざるを得ないという選択肢が限られたものとなっている・

③職業別就業人口構成

住宅の種類別に職業別就業人口構成をみると図Ⅲ十10に示すように,住宅が同種類では

職業別就業人口構成が近似したものになっていること,しかしその一方で,同一種類の住

宅であっても地域により若干異なるものが存在することが明かとなった・つまり,各区に

ぉける住宅の種類別の就業人口構成は,博多区を除いていずれの区においても持ち家中心

の中高層集合住宅と住宅団地が近似し,事務的職業,販売,専門的・技術的職業に従事す

るものが多い.また,全ての区において公営・公団住宅に技能工・生産工程及び労務作業
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図1日一日0　区別・住宅の種類別にみた職業別就業人口構成(1980年国勢調査より作成)

者が,民営借家に販売,サービス業就業者が卓越していることが共通点としてあげられる・

また一方では,同じ公営住宅においても中央区と博多区の公団・公営住宅には郊外地区に

比べてサービス業就業者が多いことが明かとなった.

管理的職業に従事する就業者率が高いのは,持ち家中心の中高層集合住宅と住宅団地及

び市街地内部の公団住宅であり,反対にそれが低いのは中高層の民営借家と給与住宅であ

る.一方,管理的職業従事者率とは対照的にブルーカラー的職業の技能工・生産工程作業

及び労務作業に従事する就業者の比率が高いのは,管理的職業就業者率の低かった中高層

の民営借家と郊外の公営住宅である.
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給与住宅では,一般に就業者構造は一つの建物に同一企業内の同一職業に従事する世帯

主と右の家族が居住するため,実際には各種の職業に従事する世帯が混合された状態では

ない場合が多いことに留意しなければならない.上記に嘩意して給与住宅居住者の職業別

人口構成をみると,事務的職業に従事している就業者が多く,その他の住宅に比べてサー

ビス業や管理的職業に従事する就業者が少ない.これは事務的職業従事者を多く抱える大

企業に社宅を持つものがみられることもあるが,支店経済が発達する福岡市においては俗

に言われる「転勤族」用に社宅を備えている企業の存在が影響していると思われる・さら

に,管理的職業に従事する世帯は経済的に住宅取得が可能であるために社宅から転出する

ことができること,心情的に部下と同じ住宅に居住することを避けることなどが考えられ

る.

以上のように,住宅の種類により就業する職業構成の相違が確認できた・なかでも管哩

的職業,技能・生産工程作業及び労務作業,サービス業就業者率は,住宅の種類による差

異が顕著であるため,それぞれの地域的な差異についても検討する・

管理的職業の就業者率は,図Ⅲ-ト11に示すように・持ち家中心の中央区と南区都心とそ

の周辺地域の中高層集合住宅及び南区の住宅団地で高く,中央区や博多区の都心部とその

周辺の民営借家の中高層集合住宅や公営住宅,都心から離れた東区や西区内の公営住宅や

民営住宅においては管理的職業従事者はあまり居住していないことがわかる・

管理的職業と密接に関連する学歴について,住宅の種類別にみても上述と同様のことが

確認できる.つまり,図ffl-1-12に示すように,いずれの区においても管理的職業の多い持

ち家では高学歴者が多く,特に中高層集合住宅には戸建て住宅中心の住宅団地より管理的
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職業就業者が多い.一方,管理的職業就業者率の極めて低い公営住宅には,低学歴者が多

いことが明かとなった.中でも博多区の公営住宅においてそのような傾向が強く現れてい

るのは,福祉目的の改良住宅事業の影響であると思われる.また,中央区,両区,西区の

民営借家では高学歴者率が高くなっているが,これは分析対象が民営の大規模な賃貸マン

ションに限定されたため,それらが大企業の支店に勤務するいわゆる「転勤族」の受け皿

として機能していることと関係していると思われる・

技能・生産工程作業及び労務作業就業者率の分布は,図Ⅲ1-13に示すように,管理的職

業就業者率の分布と対照的である・つまり,都心及び都心周辺部においては一部の公営住

宅に比率の高いものがみられるものの,大部分は5%未満である・それに対して・博多区内

の中高層の民営借家と中央区以外の博多区・東区・南区・西区内の公営住宅では,技能・

生産工程作業及び労務作業就業者率が20%以上を占めているものが多い・特に都心周辺地

域の博多区内においては,技能・生産工程作業及び労務作業就業者の多い棟があるが,こ

れらは住宅改良事業に伴う公営住宅の改良住宅で,入居基準において特に低収入であるこ

とが定められたものである.また,持ち家でも中高層集合住宅にはほとんど技能・生産工

程作業及び労務作業就業者は居住していないが,郊外の住宅団地には東区や南区内にこの

職業の就業者率の高いものがある.

サービス業就業者率の分布をみると,図m-l-14に示すように,都心とその周辺部の中央

区と博多区内の公営・公団住宅をはじめ中高層の民営借家などの棟にサービス業就業者率

が高いことが確認できる.一方,郊外の住宅団地や公営住宅ではサービス業就業者は少な

く,家賃負担の大小が反映した住宅の種類によるサービス業就業者率の差異はみられない・
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図日卜1-13　住宅の種類別技能・生産工程作業及び労務作業就業者率の分布

(1980年国勢調査より作成)
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これは,サービス業が販売業と共に,その他の職業より強く職住近接傾向を持つため,住

宅の種類より就業地の多い都心からの住宅の位置がサービス業就業者率の大小に大きな影

饗を与えていると考えられる.

④居住年数と前任地

居住年数と前任地に関して住宅の種類別にみると,図Ⅲ士15に示すようになる・出生時

からの居住は,開発時期の古い住宅団地や公営住宅を除くと子供が大部分を占め,この比

率は既に分析した幼年人口率の分析結果と一致する. 1975C昭和50)年9月以前からの入居は,
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まだ福岡市においてはマンション開発が活発でない時期であるために,持ち家の中高層集

合住宅ではきわめて低率である.この時期からの入居で5年以上の入居は住宅団地に多く,

特に古くから住宅団地の開発が行われた博多区・中央区に多い. 1975C昭和50)年10月から

1979C昭和54)年9月までの期間においては,大まかな区分ではあるが前任地をもみることが

できるが,その結果,どの地域においても給与住宅と中高層の民営借家に県外からの入居

者が多くなっている.この傾向は1979C昭和54)年10月以降の入居者についても同様のこと

がいえる.

また,博多区・東区・西区内の持ち家中心の中高層集合住宅には自区内からの入居が多

く,マンション入居者の短距離移動傾向が明らかとなった・同様に郊外住宅団地において

も自区内からの入居者が多く,持ち家は自区内などの市内での居住地移動先として機能し

ている.これは先に述べた給与住宅と民営借家が県外からの入居先として機能しているこ

とと異なり,住宅の種類により補完的に機能分担しているといえる・また,民営借家では

5年以上の居住者が非常に少なく,短期間居住者が大半である・

4.小括

以上述べてきたように,福岡市においてそれまで供給された住宅の種類により,入居者

の居住特性に種々の相違点をみることができた・

福岡市において供給された住宅は,居住者の年齢構成から24歳未満の単身の若年世帯向

けの中高層の民営倍象0-9歳の子供と25-34歳の親からなる若年世帯向けの郊外の公営

住宅,壮年世帯や老年世帯向けの戸建て住宅からなる住宅団地と市街地内部の中高層集合

住宅に大きく分類することができる・このような年齢層による居住分化は,当然のことな
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がら住宅取得の経済的能力の有無によると思われるが,その他にも世帯の規模や職業など

の世帯の諸属性が住宅の種類の選択に影響を与える.

また,住宅の種類の選択に加えて住宅の位置の選択が世帯の属性別に行われるために,

実際は住宅の一つの単位(棟や団地など)内では同一属性を持つ世帯のみが居住すること

はほとんどなく,一見モザイク的な居住特性を持つように思える.しかしながら前章で明

らかになったように,世帯の種々の属性別にみた居住特性の断面をみると,世帯人員が多

い世帯は居住空間に対応して広い戸建て住宅や持ち家中心の中高層集合住宅に入居し,少

人数世帯は民営借家に多い.公営住宅は,その福祉的役割から住宅困窮世帯にナショナル

ミニマムを満たす住宅を供給する必要があるため,収入と共に世帯人員に応じて優先され

て大規模世帯から入居が行われる.そのため,居住空間は狭小であるにもかかわらず,拷

ち家と同じような世帯構成の世帯人員の多い世帯が入居しているのである・

職業別就業人口構成は,世帯の経済状況や住宅取得能力にも関連し,管理的職業就業者

は持ち家の集合住宅か住宅団地に入居することが多く,ブルーカラー的な技能工・生産工

程作業及び労務作業者は公営住宅や民営借家に入居するものが多い・販売業やサービス業

就業者は住宅の種類による違いよりも住宅の位置,特に就業先である都心からの距離によ

る違いが大きく,都心から近距離に入居している・

このような供給される住宅の種類による居住者構成の相違は,その居住分化め影響とし

てさまざまな社会問題を引き起こしている.例えば,郊外住宅団地では小・中学校,高校

の教育施設の不足がみられ,特に福岡市やその周辺市町村では,住宅団地の開発誘致に重

点がおかれたために,広島市にみられるような学校施設の義務付けや要請が弱い・それに
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よって,大規模な住宅団地の開発であっても開発者が負担する学校用地の提供がないため,

住宅団地入居者の増加に伴う既存の施設拡充や新設校の建設など地方自治体の財政負担が

大きくなっている.しかも,住宅団地に入居する世帯の年齢層に偏りがみられるために,

年次を経過するにしたがって小学校,中学校,高校と必要とされる学校施設は変化し,一

旦増設された施設は,特定年齢層に偏り団塊となった年齢層が卒業するとマンモス校から

一転して小規模校へと縮小していくことが予想される.

現在ではこのような事態にならないように,また販売価格の漸次的上昇をねらって大規

模な住宅開発は数次に分けて入居者を募集するなどの対応をみせてはいるが,施設の有効

利用とソーシャルミックスによる調和のとれたコミュニティのためにも同種の住宅の画一

的な住宅供給は,今後の地域計画の上で慎重に検討されなければならない・

この点については,成田(1987)にも紹介されているが,サルキッシャン(Sarkissian,W.

;1976)によるソーシャルミックスの目標が興味深い.それによるとソーシャルミックスは,

「社会的,人種的緊張を和らげて社会的調和を促進する.相互作用を通じて異なる階層間

の不信感と敵意を和らげ,共同の精神を再発見させる(p.127)」とある・また,成田はソー

シャルミックスの効用の一つとしてダウンズ(Downs;1973)による「日常的な接触は異なる

グループ間の関係を改善し,社会の分裂を回避することになる」 (p. 128)点についても紹介

している.

もちろん,これは人種間での格差と隔離の顕著なアメリカ合衆国の都市での事例であり,

わが国の大都市でそのまま当てはめて考えることはできない・しかし,経済状況の格差に

伴う居住分化に観点を絞ると,わが国の大都市においては住宅を所有するものとそうでな
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いものとの著しい経済的格差は,ほぼ同一種類の住宅により成り立つ今日の住宅供給によ

り住宅単位ごとに現れ,事実,千里ニュータウンでは住宅の種類毎による経済的状況の格

差から社会問題が発生した例が報告されている5).したがって,多様な種類の居住者から

なる住民構成が健全な地域社会であると考えるならば,今日の画一的な住宅供給で構成さ

れる新興の住宅団地や中高層集合住宅,公営住宅は居住者構成においても画一性を生じさ

せる危険性がある.しかも,わが国の場合には住居移動に伴う居住者の格下げ現象(filte

ring down)はほとんどみられないために,転出入があっても居住者特性に大きな変化がな

いので,最初に形成された居住者特性が継続される可能性が高い・

以上のことから,住宅の供給に伴い年齢構成や経済的状況の画一的な地域社会が形成さ

れるのを回避するためにも,ライフステージや経済的状況などにおいて多様な世帯が入居

する,多様な種類の住宅が混合された住宅供給が検討されることが望まれる・

注)

1)例えば,三村監修・荻田・リム　ボン(1989)や下山ほか編(1979),社会保障研究所編

(1990),五井・丸尾編(1984)などで,日本の住宅政策が持ち家優先政策であったこと

が述べられている.

2)前田・酒井(1982, p. 147)によると,千里ニュータウン内の集合住宅はA(府住宅供給公

社による分譲及び賃貸), B(公営住宅), C(公団賃貸及び分譲), D(給与住宅)となって

おり　A-Cの公共住宅は収入状況によって,上から順にC, A, Bと,居住者を階層区分

している.
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3)福岡県内において建設された中高層集合住宅について網羅している『昭和53-59年版福

向県中高層集合住宅資料(福岡県マンション年鑑) 』 (西日本新聞社)を利用した・

4)単身高齢者(男性60歳以上,女性50歳以上)に対して単身者向けの公営住宅の優先的入

居が可能になったのは, 1980年の公営住宅法改正以降である.

5)前田・酒井(1982, p.148)によると,公共住宅が収入によって階層区分しているために,

居住者内で差別意識を発生,助長させる事態を招来していることが紹介されている・ま

た同じB (公営住宅)の団地でも,公営住宅法により一,二種と区分され,差別意識を

生み出している点を指摘している.
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2節　大都市内部の集合住宅におけるサブマーケット別居住者特性とその変化

1.研究目的

前節でみた福岡市での事例研究では,都市内全体で住宅のサブマーケット別に居住者特

性をみた場合,住宅の種類によって居住者の年齢階層や世帯状況,職業別就業人口構成な

どのさまざまな側面において違いが現れることが明らかとなった.また,前章における地

方都市の広島市を事例とした都市内の中高層集合住宅を対象とした分析からも,民間賃貸

マンションには若年層が多く居住し,民間分譲マンション居住者には賃貸住宅より高い年

齢階層が多いこと,さらに公営住宅には市街地内部の高齢化の進行が顕著であることなど

が明らかとなったように,住宅の種類による居住者特性の違いがみられる.戸建て住宅と

集合住宅との間の建物の違いだけではなく,集合住宅内でも居住者特性が異なっている.

ところで,大都市内部において供給された住宅の大部分は集合住宅の形態をとるものが

大部分を占めている.このように供給された大都市内部の住宅に関して,その居住者がど

のような居住特性をもっているのか,彼らはどのような年齢別人口構成からなるのか,あ

るいは年齢別人口構成と関連してどのような世帯の特徴をしているのか.サンプルを限定

した個別の調査はあっても,それらの居住特性がどのような空間的パターンを示している

のか,つまり,集合住宅居住世帯の特性に地域的な差異はみられるのか,管見の限り研究

事例がない.本節では,巨大都市の東京都区部を事例として大都市内部においても住宅の

種類ごとに居住者の属性に違いが現れるのかどうか,居住分化の有無を明らかにすること

を目的とする.
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2.地域概観

研究対象とした東京都区部における住宅状況は, 1990年国勢調査によると持ち家率が40・

9%,公営・公団・公社などの公的借家率8.4%,民営借家率43.6%であった.この状況を

区別にみると,図Ⅲ-2-1に示すようになる.都区部内で持ち家率が高いのは,都心地域の

千代田区・中央区と下町地域の台東区・荒川区・墨田区,山の手地域の文京区などであり,

全体的パターンとしては都心地域と東部・南部で高くなっており,都区部西部では民営借

家率の比率が高くなっている.公的借家率は下町地域の墨田区・江東区,都区部東部の葛

飾区・江戸川区,北部地域の板橋区・北区・足立区で高い.これは, 1975年の国勢調査結

晃をもとにした『東京の社会地図』 (1986)に示されたパターンと同様であり,それによる

と,公営借家率は1960年代後半から開発の進んだ地区で高く,東京湾沿いと都区部東北部

周辺の大規模開発地に分散し,それらの分布と年少人口比率の分布との関係が深いとされ

ている.特に公的借家に関して1970年と1980年の国勢統計区単位で分布をみると,図Ⅲ-2

-2に示すように, 1970年時点における公的借家の集中地域において1980年にはさらに集中

がみられる.特に,都区部北部(北区・足立区) ,東部(葛飾区・江戸川区)及び下町地

区の江東区に大規模な集積がみられ　新宿区や世田谷区などにも大規模な公的借家の住宅

地が散在している.

次に,東京都区部における年齢別人口構成に関してみると,図Ⅲ-2-3に示すように,若

年世帯の世帯主の年齢に該当する30-34歳人口率は千代田区などの都心地域で低く,都区

部西部の世田谷区や杉並区で高い　40-44歳人口率は,都心地域や都区部西部地域で低く,

下町の江東区や都区部東部地域,南部地域,北部地域,南部地域など都心地域を取り囲む
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持ち家畢

(都区部平均佃.9%)

I I38サ6末涌

厘趣巨且I BM g frMfc dE

匪詞佃以上45,1末涌

巨∃ 45以上5哨未満

恕田5哨以上

・ ㌢霊芝悪霊芸芸霊,
us&mz&A瓦Km閣

(都区鮎平均8.4K)

図日-2-1東京都区部における持ち家率.屈営借家率の分布(1990年国勢調査より作成)

図日-2-2　東京都区部における公的借家の分布(1970年国勢調査よ。作成)
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30-34歳人口牽

く都区部平均6. 9*5)

田7.5%以上

∈∃ 7・0以上7.5%未満

∈ヨ6・5以上7.<&%未満

旺Ⅲ =以上Q.5%未満

[:コ6.8%未満

40-44故人口車

(都区部平均8. 4*`)

0 9.B%以上

0 815以上9.15%未満

0　8.0以上8.5K未満

0　8.OX未済

冗　　　　iwaa
h一-・td

図日-213　東京都区部における30-34歳, 40-44歳人口率(1990年国勢調査より作成)

5¢～54歳人口畢

(都区部平均6.8J6)

田7.5%以上

∈]7㌢志未満

皿65fe1

7志未満
⊂コ6.5?6未満

0 〇
0 a

10km

老年人口率

(都区部平均1臥5,6)

0 15.0*6以上

0 12.0以上15.Q%未満

0　9.0以上12.i%未満

0　9,6未満

図日-2-4　東京都区部における50-54歳, 65歳以上人口率(1990年国勢調査より作成)

図日-2-5　江東区における住宅地区別年齢別人口構成(1970年, 1980年国勢調査より作成)
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ように圏構造の外側の地域で高い比率となっている　50-54歳人口率は,図Ⅲ-2-4に示す

ように,山の手地域や西部地域で低く,東部の足立区や下町の江東区などで高い・老年

(65歳以上)人口率は,都心地域の千代田区で極めて高く,圏構造をなして外側地域で低

い.

このような年齢別人口構成は,特に住宅との関わりを強くもち,例えば江東区を事例と

してみると,図Ⅲ12-5に示すように,それぞれの種類の住宅が卓越した地区ごとに年齢構

成の違いが認められる.

以上の地域概観と東京都による都営住宅管理一覧など行政資料等で一般的に使用されて

いる地域区分を参考として,都区部を都心地域,山の手地域,下町地域,南部地域,西部

地域,北部地域,東部地域の7地域に区分し,それぞれの地域からいくつかの区を取りあ

げて,巨大都市の中心部において顕著な集合住宅居住者の特性を分析することにした.こ

れにより,大都市中心部における集合住宅居住者の特性が住宅の種類により差異を生じて

いるのか確かめることにする.

3.住宅の種類別にみた年齢別人口構成

1970年時点においては,まだ民間の集合住宅が少ないため,十分に集合住宅の種類によ

る居住特性の差異を認めることが困難である.そこで,分析対象の非常に多い1990年にお

ける年齢別人口構成についてのみここでは分析する.研究対象地域は,固in-2-6に示す通

りである.

各年齢階層のうち,以下では0-9歳人口率, 30歳代人口率, 40歳代人口率, 50歳代人口

率,老年(65歳以上)人口率を住宅の種類ごとに地図化した. 0-9歳人口率を取りあげた
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図日-2-6　研究対象地域

研究対象地域

(都心地域)

(山の手地域)

(下町地域)

(南部地域)

(西部地域)

(北部地域)

(東部地域)

1.千代田区　Z.中央区

3.新宿区　　4.文京区

5.江東区

6.大田区

7.世田谷区　8.中野区　9.杉並区

10.北区

ll.江戸川区

のは学齢期と未就学児の状況を把握するためであり,今後の学校状況の予測にも応用でき

ると考えたからである.また, 30歳代以降の各年齢階級についての分析は,大まかに世帯

主の世代を把握するためである.

①地域別にみた年齢階層別人口構成

ここでは,子どもの世代である0-9歳人口率と成人の世代である30-39歳人口率　40'

49歳人口率　50-59歳人口率,老年(65歳以上)人口率を住宅の種類ごとに地図化した・

都心地域の千代田区と中央区では, 30-39歳人口率は0-9歳人口率と似たような分布を

示しており,図Ⅲ-2-7に示すように,特に,中央区佃島の公団住宅や民間集合住宅で高い

比率である.これらの年齢階層は,ともに若年世帯の分布を示していると考えられる・そ

の他の民間集合住宅では40歳代人口率が高く,臨海地域の公団住宅も同様である. 50-59

歳人口率は,千代田区の民間集合住宅と中央区の公団住宅で高い.また,老年人口率は,
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裏目卜2-1集合住宅における年齢別人口構成(その1 ) (1990年国勢調査より作成)

都心地域(千代田・中央区)
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裏目卜2-1集合住宅における年齢別人口構成(その2) (1990年国勢調査より作成)
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図Ⅲ-2-8に示すように,都営住宅で著しく高くなっており,公営住宅の高齢化が顕著であ

ることが明らかとなった.このような住宅の種類別にみた各年齢階層の構成比は,表Ⅲ-2

-1に示すようにまとめることができ,その他の区についても同様に確認することができる・

山の手地域の新宿・文京区では, 0-9歳人口率は,新宿区内で北部と東部の民間集合住

宅で高く,中央部で低いという地域的な差異が確認できる.それに対して文京区内の民間

集合住宅では比較的高い比率である.また,一部の公団・公社住宅においてもこの年齢層

の高いものがみられるが,都営住宅では大部分が低い比率となっている・ 30歳代人口率が

高いのは民間集合住宅であり, 40歳代になると住宅の種類による差異はあまり顕著ではな

くなっている. 50歳代人口率では,都営住宅,公団・公社住宅で高い.老年人口率をみる

と,新宿区では民間集合住宅の大部分が極めて低い値となっており,民間集合住宅におい

ても老年人口率が高く高齢化の進行がみられる文京区とは異なる様相を示している・

下町地域の江東区では　0-9歳人口率は,民間集合住宅や公団・公社住宅の大部分で高

率となっており,対照的に都営住宅では一部を除いて低い比率となっている・他の地域と

比較しても,江東区内における0-9歳人口率は高い傾向にある. 30-39歳人口率は,江東

区内中央部と東部の民間集合住宅や公団住宅において高いが,都営住宅では全体的に民間

集合住宅等に比べて低率となっている. 40-49歳人口率は,公団・公社住宅において高い

が,民間集合住宅や都営住宅などでは共通して低く,住宅の種類による差異が顕著ではな

い. 50-59歳人口率は,住宅の種類による差異が大きく,大部分の民間集合住宅では低く,

都営住宅では高くなっており,その分布状況からは江東区内における地域的差異は認めら

れない.下町地域は老年人口率が高い傾向にあったが,江東区内の民間集合住宅における
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老年人口率は極めて低い.しかし,都営住宅では他の種類の住宅に比べて際だって高く,

.江東区中央部などに位置する比較的建築年次の古い都営住宅では,著しい高齢化の進行状

況である.

南部地域の大田区においても　　歳人口率と30-39歳人口率の分布は,似たような分

布であり,約半数の民間集合住宅と公団・公社住宅で高く,都営住宅の約半数で低い・ 40

歳代人口率は,住宅による差異があまり明瞭ではないが, 50歳代人口率では都営住宅で高

く,民間集合住宅で低いものが多くなっている.老年人口率をみると,都営住宅で高く,

民間集合住宅で低い比率である全体的傾向は他の地域と大差はないが,他の地域と異なる

のは都営住宅における老年人口率が他の地域ほど著しく高くないものが約半数あり,南部

地域の都営住宅では高齢化が他の地域ほど進行していないことが明かとなった・

西部地域は面積が広く,いわゆる住宅地的性格の地域が多い.また,この地域は,都心

と都区部外の郊外地域の中間的位置にあり都区部縁辺地域といえる. 0-9歳人口率は,中

野・杉並区内の民間集合住宅をはじめとして大部分の集合住宅で低いが,都区部最縁辺部

にある世田谷区内の民間集合住宅や公団・公社住宅において高い比率のものが多い.また,

都営住宅では区内のいずれにおいても低率である.また, 30歳代人口率も若年世帯の世帯

主年齢に該当することから, 0-9歳人口率と同様の分布を示しているが,民間集合住宅や

公団住宅では高い比率の住宅が多い. 40歳代人口率の分布からは,民間集合住宅と公団・

公社住宅において40歳代人口率が総じて高く,都営住宅において低いことがわかる. 50歳

代人口率の分布では,一部の民間集合住宅において高い比率のものがみられるが,全体的

に民間集合住宅で低く,都営住宅と公団・公社住宅で高い比率である.老年人口率につい
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てみると,特に,杉並・世田谷区内の都営住宅の老年人口率が著しく高く,居住者の4分

の1以上が老年人口によって占められ,高齢化が極めて進行した状態であるといえる・

北部地域の北区では公的借家率が高く,都営住宅の集積がみられる地域ではあり,若年

人口率より50歳代や老年人口率の高い地域も多い　30-39歳人口率は民間集合住宅で高く,

次いで公団・公社住宅,最も低いのは都営住宅である.この空間的パターンは,他の区と

同様に, 0-9歳人口率の分布に非常によく似たパターンである. 40-49歳人口率は,一部

の民間集合住宅や都営住宅で低いものがあるものの,残りの大部分にはあまり大きな差異

はない.特に,公団・公社住宅では40-49歳人口率が高い. 50-59歳人口率は,区内中央

部などの民間集合住宅において高いものが散在してみられるものの,約半数は極めて低い

比率である.都営住宅では全体的に高率である.老年人口率は,住宅の種類による差異が

極めて明瞭であり,老年人口の著しく多い都営住宅とその反対に著しく老年人口率の低い

民間集合住宅というパターンが区内全体に広がり,あまり地域差はない.

東部地域の江戸川区では　0-9歳人口率は,民間集合住宅と公団・公社住宅では全体的

に高く,反対に江戸川区内中部から東部にかけての開発の古い都営住宅では低率である.

区内南部にある開発の新しい都営住宅や公団・公社住宅では区内の他の地域に比べて高い.

30-39歳人口率は前述の0-9歳人口率と同じ若年世帯を示すものと思われ,同様の分布パ

ターンである. 40-49歳人口率は,民間集合住宅や公団・公社住宅でやや高い傾向にある

が,他の地域と同じように住宅の種類による差異があまり顕著ではない　50-59歳人口率

は民間集合住宅で著しく低く,都営住宅では区内中央部の都営住宅では高いものの,南部

では低く地域差が現れている.東部地域は老年人口率が全体的に低い状況であったが,都
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営住宅に関してみれば他の区と同様に老年人口が高く,著しく低い民間集合住宅居住者と

比較してかなり進んだ高齢化状況であるといえる.

②最多年齢階層からみた住宅の分類

居住者の年齢階層のうち20歳以上の成年層に関して, 10歳階級ごとの年齢階層のうち最

も比率の高い年齢階層を最多年齢階層とし,その住宅の特色づけるものとした・つまり,

それぞれの住宅には何歳代の年齢階層が卓越しているのかを明らかにすることによって,

先に明かとなった各年齢層ごとの分析だけではなく,最多年齢階層を明らかにすることに

より,住宅の類型化を試みた.

地域別にみると,図Ⅲ-2-9に示すように,都心地域のうち千代田区や中央区の一部で40

歳代以上の年齢層の高齢層が最多となっており,臨海地域において都営住宅を除いて若年

層が卓越しているのと対照的である.山の手地域では都営住宅や公団・公社住宅の大部分

で老年人口や高齢層が卓越しているのに対して,民間集合住宅では老年人口が最多のもの

は数カ所のみで,残りは20, 30歳代の若年層が最多のものと40, 50歳代の中高年層が最多

のものに二分される.下町地域の江東区においても同様に都営住宅において老年層の卓越

が確認できるが,公団・公社住宅に関しては高齢化はそれほど進行しておらず,民間集合

住宅に関しては30, 40歳代が最多のものが大部分である.南部地域の大田区では,他の地

域とは異なった現象がみられた.すなわち,老年人口率が著しく高い都営住宅が大部分を

占めていた他の地域とは異なり, 40歳代や50歳代が最多年齢階層を占めるものが約半数占

めることである.民間集合住宅に関してはワンルーム民間集合住宅等の賃貸住宅と分譲住

宅を含むことが反映されて,若年層が最多のものと40歳代の中層年層が最多のものに二分
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図日蝣2-9　集合住宅における最多年齢階層(その1 ) (1990年国勢調査より作成)
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図H卜2-9　集合住宅における最多年齢階層(その2) (1990年国勢調査より作成)
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される.

西部地域では,中野・杉並区内のほとんどの都営住宅ガ老年層が最多となっており,也

域的差異は認められない.しかし民間集合住宅についてみると,大部分は若年層が最多と

なって共通しているものの,中野区の東部に位置する約半数の民間集合住宅において老年

層が最多となっており,老年層が卓越した民間集合住宅の少ない杉並区とは異なっている・

世田谷区においては, 20歳代などの若年層と40歳代の中年層が最多の民間集合住宅と老年

層の卓越した都営住宅や一部の公団・公社住宅の対比が明瞭である.北部地域においても

他の地域と同じように,都営住宅は60歳以上が最多となっている高齢化の進行したものが

大部分であり,民間集合住宅は20歳代, 30歳代などの若年世帯に代表される住宅が卓越し

ている.分布状況からは東部地域では,民間集合住宅全体では20歳代・ 30歳代の若年世帯

の比率高いものが大部分であるが,江戸川区内の中南部の民間集合住宅集積地域では40歳

代が最多となっており,同じ種類の住宅でも混在してはいるものの地域的差異がみられる・

東部の都営住宅では他の区と同じように60歳以上人口が卓越している.

4.年齢別人口構成の変化

次に, 0-9歳人口率, 50-59歳人口率,老年(65歳以上)人口率の1970-90年の変化を

住宅の種類ごとにみた.特に, 50歳代と65歳以上を対象としたのは,居住者の加齢と高齢

化に関して把握するためである.分析対象地域は,先に分析した区にいくつかを加えて,

山の手地域の新宿区・渋谷区・豊島区,下町地域の江東区,南部地域の品川区・大田区,

西部地域の中野区・杉並区・世田谷区,北部地域の足立区,東部地域の葛飾区・江戸川区

である.
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①0-9歳人口率の変化

図Ⅲ-2-10に示すように,いずれの地域においても0-9歳人口率は, 1970年の極めて高い

比率から1990年には著しい低下がみられる.この傾向は,いずれの種類の住宅においても

みられるが,特に1970年にこの年齢階層の比率が高かった公団住宅において減少が著しい.

山の手地域では, 1970年には公団住宅や民間集合住宅で高い比率であったが, 1990年には

低くなっている.都営住宅では,他の地域に比べて古い住宅が多いこともあって1970年に

おいてもこの年齢層の人口率は低く, 1990年にはさらに減少している.南部地域や西部地

域においても都営住宅と公団住宅で, 0-9歳人口率は急激に減少したものが多く,特に,

1970年には公団住宅において25%以上をしめるほど年少人口が多かったが, 1990年にはほ

とんどの公団住宅で10%未満である.この状況は,下町地域や北部地域,東部地域におい

ても同様であるが,北部地域や東部地域では公団住宅に加えて都営住宅にもこのような年

少人口の1970年における偏りとその後の急激な減少が特徴的であり, 1990年には大部分の

住宅で子どもの数の極端に少ない人口構成となっている.

0-9歳人口率の変化から,東京都区部の集合住宅においては若年世帯は古い都営住宅や

公団住宅,あるいは民間集合住宅に入居することは少ないといえる.すなわち,居住者の

入れ替わりによって居住者の年齢階層に平準化が起こっても,年少人口の著しく低いよう

すから判断できるように, 1970年時点で入居のあった古い集合住宅では,建築当初は若年

世帯に偏っていても入居した世帯の加齢がみられ　若年世帯が減少していることが明らか

となった.このことは,かつて経済的に弱くて住宅に困窮した若年世帯に対して主に供給

されていた都区部内の都営住宅が,今日ではそれほど若年世帯の受け皿として役目を果た
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していないことになる.しかし,このような状況は,若年世帯の居住地選好が都営住宅を

避けるようになったことではなく,先に分析した1990年における世帯の高齢化と関連させ

て考えると,居住者の定着性が強いためであると考えられる.すなわち,住宅困窮者のた

めの一時的住まいで供給される都営住宅において,居住者の定着が,新たに住宅に困窮す

る若年世帯の入居希望を阻害していると考えられる.そのため,都営住宅を希望する若年

世帯は,新規募集の多い郊外地域の都営住宅や都区部内部で更新される都営住宅に応募せ

ざるをえない状況が生じていると考えられる.

②50-59歳人口率の変化

50-59歳人口率は, 1970年時点の大部分の集合住宅ではそれほど高くなかったが, 1990

年にはいずれの住宅においても急増している.これは,先にみた0-9歳人口率の変化と関

達させて考えると, 1970年当時に年少人口を抱えた若年世帯が加齢して,平行移動的に年

齢階層の変化があったと考えられる.

固in-2-11に示すように,山の手地域における50-59歳人口率の変化では　0-9歳人口率

の変化と全く逆のパターンを示しており,大部分の住宅で増加している.しかしそのなか

にあって増加していないものについてみると, 1970年に既にこの年齢階層が高かったため

に1990年には減少したり,あまり変化の無かった都営住宅や,民間集合住宅においても分

譲と賃貸による違いが反映されたためか,この年齢階層の増加したものとしなかったもの

の二分化がみられる.

このほかの南部地域や北部地域と東部地域においても, 1970年には大部分の住宅で低い

比率であったが, 1990年にはいずれも高い比率となっている.住宅の種類別にみると,公
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団住宅では著しく増加しているが,都営住宅では著しく増加したものとあまり変化のない

住宅とに分かれる.後者の都営住宅には,先に分析した0-9歳人口率の変化においても特

徴があったものが多く, 0-9歳人口率が低い状態が継続した住宅とそれとは逆に高い状態

が継続した都営住宅である.すなわち,建築年次が古く1970年時点において既に若年世帯

中心の年齢構成ではなかったために, 1990年には居住者のかなりの比率が高齢化した都営

住宅や建て替えなどによって新規に入居してきた若年世帯の比率が高い都営住宅では,こ

の年齢階層が急増していない.

以上のように, 1970年には50-59歳人口率は,大部分の住宅でそれほど高い比率ではな

かったが, 1970年の集合住宅において高い比率であった30-39歳の年齢階層が加齢したた

めに, 1990年にはいずれの種類の住宅においても高い比率となっている.これは, 30歳代

の人口率の変化からわかるように, 1970-90年にかけて50-59歳人口率と対照的に著しく

減少しており,年齢階層の移行がうかがえる.このような状況は, 1970年当時に若年世帯

に偏っていた年齢構成が, 1990年においても偏った状態で加齢したことを意味しており,

今後は偏った年齢階層の状態で非常に著しい高齢化を迎えることが予想される.

③老年(65歳以上)人口率の変化

1990年において都営住宅居住者の高齢化が顕著であることが明らかとなったが, 1970年

にはいずれの種類の集合住宅において老年人口率は低かった.老年人口率の変化について

みると,図Ⅲ-2-12に示すように,山の手地域の老年人口率の変化では,住宅の種類による

差異が顕著で,都営住宅における老年人口率の顕著な増加が新宿・渋谷両区で共通してみ

られる.公団住宅についてみると都営住宅のような著しい高齢化のみられるものは一部の
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みである.民間集合住宅についてみると,新宿区と渋谷区でやや違った傾向がみられ,あ

まり高齢化の顕著でない新宿区に比べて渋谷区内の民間集合住宅のなかには高齢化の顕著

なものが数多くみられる.これは,新宿区内の調査対象住宅が賃貸民間集合住宅が多かっ

たため,分譲住宅に比べて定住していないためと思われる.

南部地域においても, 1970年時点ではいずれの種類の住宅の老年人口率は低かったが,

1990年には半数近くが老年人口率の増加を示している.しかし,増加のようすは山の手地

域ほどではなく,特に大田区南部にある都営住宅では建て替えが進んだこともあり,老年

人口率の上昇は少ない.西部地域では,山の手地域と同様に, 1970年にはいずれの種類の

住宅においても老年人口率が低かったが, 1990年には著しく増加した.老年人口率が20%

以上を占める住宅は,都営住宅と公団・公社住宅において半数以上を占めるまでになり,

高齢化の進行は顕著である.また,都営住宅と公団・公社住宅において老年人口率が20%

に達していない住宅でもその直前の段階である50歳代人口率が高くなっており,今後ます

ます著しい高齢化の進行が予想される.

北部地域や東部地域においても老年人口率は, 1970年にはすべての住宅で5%未満であっ

たが, 1990年には20%以上に増加している住宅とそう`でない住宅に分かれている.公団住

宅は,居住者の入れ替わりが激しい賃貸住宅が中心であるため,ほとんど老年人口の著し

い増加がみられなかった.しかし,江戸川区や足立区北部の都営住宅では1970年と同様に

5%未満の老年人口率が継続されたものと葛飾区や足立区南部の都営住宅のように1990年に

なって著しく増加した住宅とに分かれる.東部地域の江戸川区では,これまでにみた他の

地域に比べて高齢化は著しく低く, 1970年時点にも老年人口率は低かったが, 1990年にお
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いても増加はしているものの低い状態である.

都営住宅と公団・公社住宅の高齢化への変化パターンが異なる点は,公団・公社住宅で

は1970-90年にかけての年齢階層の変化が平行移動的に20歳加齢した状態で変化したのに

対して,都営住宅では平行移動的な加齢というより, 20-30歳代の若年層中心の年齢階層

から60歳以上が最多年齢階層となるような変化を示していることである.

このような変化の原因として,都営住宅において長期居住者が多いことによって世帯主

の世代の大部分が残留していること,子供の世代が独立することにより若年層が減少し,

親の世代が残留することによって相対的に高齢化が進行することが考えられる.しかし,

それだけではこのような平行移動的な年齢階層の変化を上回る高齢化の説明はできない.

都営住宅における高齢化は,残留者の加齢によるものに加えて高齢者の新たな流入が原因

として考えられる.この点に関しては資料がないため裏付けができないが, 1980年に公営

住宅法が一部改正され,単身高齢者にも公営住宅の入居に応募が可能となったことも制度

的要因として無関係ではない.

また,民間集合住宅において高齢化が進行したものとそうでないものの違いは,住宅の

所有状況によるところが大きい.分譲型の民間集合住宅の場合は,賃貸型に比べて定着率

が高く,世帯主夫婦の加齢と子どもの独立によって都営住宅と同じように居住者の年齢構

成が変化すると思われる.なぜなら,民間集合住宅の分譲型であっても親子二世代が居住

するにはあまりにも狭いので,子どもは独立せざるを得ないためである.一方,賃貸型の

民間集合住宅では,世帯の移動性が高いため,居住者世帯の加齢よりも常に新たな転入者

を迎え入れるので高齢化の進行は分譲型に比べて遅くなるのである.
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④最多年齢階層の変化

これまでの分析から,それぞれの地域の住宅における各年齢階層の変化が明らかとなっ

たが,以下では,各住宅内における居住者の年齢階層の変化を,先ほど用いた最多年齢階

層の変化から考察した.

図Ⅲ-2-13に示すように,山の手地域での最多年齢階層の変化について,都営住宅に関し

てみると1970年においては大部分が20歳代の若年層が最多であったが, 1990年においては

老年層が最多へと変化し,著しい高齢化現象がみられる.一方,民間集合住宅についてみ

ると1970年においてはむしろ都営住宅より年齢層がやや高く, 30歳代が最多のものが多か

ったが, 1990年では都営住宅ほど居住者の高齢化が進行せず,老年人口よりも40, 50歳代

が最多となっている.これは民間集合住宅において定着率が低かったことが原因であると

考えられる.また公団・公社住宅に関してみると,都営住宅と同様に老年層が最多となっ

たものと,民間集合住宅と同じように若年層の継続がみられるものに二分できる.

南部地域においても,都営住宅や公団住宅で20歳代を最多階層とする住宅が, 40, 50歳

代が最多へと移行した住宅と60歳以上が最多へと変化した住宅に分かれている.西部地域

での最多年齢階層の変化においても,大部分の住宅において加齢が進行し,地域的差異は

みられない.住宅の種類別にみると表m-2-2に示すように,都営住宅での高齢化が顕著で

あることが明らかとなった.都営住宅では1970年には20-30歳代の若年世帯が最多年齢階

層を占めているものが多く, 1940年代後半から50年代前半にかけて建設された都営住宅の

なかには既に40歳代が最多年齢階層となった住宅もあった.また,都営住宅のなかで高齢

化の進行していない例外的な住宅は,建て替えにより新たに居住者の募集が行われたとこ
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図日-2-13集合住宅における最多年齢階層の変化(その1 X1970. 90年国勢調査より作成)
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図日-2-13集合住宅における最多年齢階層の変化(その2 )(1970, 90年国勢調査より作成)
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表‖-2-2　区別にみた集合住宅における最多年齢階層の変化(その1 )

新宿 区に おけ る最 多年 齢階 層の 変化

最 多年齢 階層 住 宅の 種類

変 正面を才ラ「つ 9 70 ^ 199 0年 都 営 住宅 公 団 . 公社 住宅 民間マンション

中年 虹 l一一一一一

準高 齢 化

2 0 - 30 歳代 → 40 歳代 3

軍0 - 30 革咋 ∵ 草q 歳代 1. .1

4 0歳 代 -◆50 歳代
高齢 化 2 0 - 30 卿 七

や9卸 七

5 0歳 代

一丁,69 卿 七以上

「→甲 歳代 以キ

ー→60 歳代 以上

6

I

2 1

6 0歳 代 以上 -~サ60 歳代 以上

若 年層継 続 2 0 - 30 歳代 - I→20 - 30 歳代 1

中 年層継 続 4 0歳 代 -→40 歳代 ー
1970 年 ・ 199 0年 国勢 調査 より イ

渋 谷区に お ける最 多年齢階 層の 変 化

最 多年齢 階層 住 宅 の稚 類

ー9 90 年 都営 住宅 公 団 . 公社 住宅 民間マンション変 化の タイ プ ー970 年

中 年化 20 - 30 歳代 ▼→40 歳代 2 2

準 高齢 化 20 --?9歳 代

40 歳代

*50 卿 七

→ 50 歳代

. .2 2

▲ 化 20 - 30 歳代 → 60 歳代 以上 4 2

1

-1
∴:.140 歳代 → 60 歳代 以上 」

50 歳代 → 60 歳代 以上

!60 歳代 以上 → 60 歳代 以上 : ー

若 年 Ff 継続 20 - 30 歳 代 → 20 - 30 歳 代 2 1 ー

中 年層 継続 40 歳代 → 40 歳 代

19 70 年蝣 19 90 年国 勢調 査よ りイ

豊 島 区にお ける 最 多年齢 階層 の変 化

最 多年 齢階 層 住宅 の種 類

変 化の タイ プ. ー97 0年 ー9 90 年 都営 住 宅 公画二 公社 住 宅 民間 マンション

中年化 20 - 30 歳 代 → 40 歳 代

準 高齢 化 20 - 30 歳代 → 50 歳 代 I

40 歳代 → 50 歳 代

高 齢 化 20 - 30 歳 代 ー→60 歳 代以上 ー 1 .-lー

40 歳代 丁丁甲 革 代以ヰ

→ 60 歳 代以上50 歳代 ー

-60 歳代 以上 -→60 歳 代以 上 1

若 年層 継続 20 - 30 歳 代 ▼→20 > 3 0歳 代

申年 17 継続 40 歳代 → 40 歳 代

19 70 年 l t990 年 国勢調 査よ りイ

世 田谷 区に おけ る最 多年 齢階 層の 変化

最 多年 齢階 li 住宅 の檀 額

変 化の タイ プ i 1 前 0年 19 90 年 都 営住 宅 'A 画 ・ 'A亘社住 宅 T 民間 マンション

中年堪 泣0 - 30 ffi 代

準 ー齢 化 20 - 30 歳 代

二磯

→ 50 歳 代

1
I

3

1 ‖ー

i40 歳代 ▼→50 歳 代

高 齢化 i20 - 30 歳 代 --蠎60 歳 代以上 10 I

40 歳代 l→60 歳 代以 上 1 . 5

50 歳代 → 60 歳 代以上

60 歳代 以上 → 60 歳 代以上

若 年層 継続 20 - 30 歳代 *20 - 30 象 埠 1

中 年層継 続 40 歳代 → 40 歳代 I
ー9 70年 ・ 19 90 年国 勢調 査よ り作

杉 並区 にお ける 最 多年齢 階層 の変 化

最 多年 齢階 層 住宅 の維 嬢

午

変 化のタ イ プi t970 年 ー9 90 年 都営 住 宅 公団 . 公 社住 宅 民間マンション

申 年化 20 - 30 轟代

2Q40 表芸 雛

20 - :坤即 阜

40 歳代

→ 40 歳代

準 高齢 化

高 齢化

→ 50 歳代

2-→50 歳代

「- 60 歳代

? 印 歳代 .以上

,→60 歳代 以上 ー

' 2

1

薫畢旋 l→60 歳代 以上

若 年層継 続 l→20 - 30 歳 代

中 年層継 続 !40 歳代 → 40 歳代 :

ー97 0年 ・ 19 90 年国 勢調 査よ り

中 野区に お ける最 多年齢 階層 の変 化

最 多年 齢階 層 住宅 の種 類

-- 19 90 年 都営 住宅 公 団 . 公社 住宅 民間マンション変 化のタ イ プ 1970 年

中 年化 20 - 30 歳代 → 40 歳代 2

準 高齢 化 20 - 30 歳代 → 50 歳代 2

40 歳代 → 50 歳代

高 齢化 ∵ 90 歳イ

「? 甲 歳 L

→ 60 歳 L

以上 4 ー

4

2

Gjlヰ

以上

4

I→60 歳 代由 ±

禁 悪霊 戎
20 - 30 象鎧

.40 歳代

-→20 - 3 0歳 代 1 2 I

→ 40 歳 代 1

19 70 年 1990 年 国勢調 査よ りイ
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表‖-2-2　区別にみた集合住宅における最多年齢階層の変化(その2 )

足 立区 にお ける最 多年齢階 層 の変 化

蝣,X 2 iw m Si:_、 住宅 の 生類

変 化の タイ プ 1970 年 19 90 年 都 営住 宅 公団 . 公社 住 宅 民間マンション

申年佐 一l

準 高齢 化

2旦:▼▼l3P∈塵 it

20 - 30 卿 や

40 歳代

二 些 鼻 埠

? 甲 車 代

-→50 歳 代

5 1

2 3 10

高齢 化

若年 層継続

中年 層継続

20 - 30席 代

20 - 3 0歳 代

-→60 歳 代以 上 ー3

→ 60 歳 代以 上 一一 P‥ー

一一一60 歳 代以 上

- ォ60 歳 代以

→ 20 - 3 0歳 代 3

40 歳代 - >40 歳 代

19 70 年 . ー990 年 国勢調 査よ りイ

葛飾 区に おけ る最 多年 齢階 層の 変化

最 多年齢 階層 住 宅の 種類

変 化のタフ 3 1̂ 19 70を Tt ー99 0年 都 営住 宅 公 団 . 公社住 宅 民間マンソヨン.

中年 但 J 2 Q :_ 30歳 性

竺 藩 芸 = 一.ー

高齢 化

車9 歳代

隼旦革 ft 以上

琵 悪 霊酎 票 謡 歳 代

二 旦o a w

∵ 5q 歳 L

→ 50 歳 L

1 3

5 ー

l→69 承代

~-60 歳代

以.上

以上

10

16

2 、

∴由 馳 出 土

→ 20 - 3 0歳 代 ー

→ 40 歳代

19 70年 . ー9 90 年 国勢調 査よ り作

江戸川区における最多年齢階層の変化

最多年齢階層 住宅の種類

変化のタイプ 19 70年 ー990年 都営住宅 公団. 公 土住 マンソヨン

霊 告㌃ -潔20 - 3 0歳代 - 4 0歳代 ー
鎧 ;tP響

担0 - 30歳代

「9 0革咋

→5 0歳代

7

高齢化 ? 9 9壊亘以上

? 甲即 羊.鞍上

→6 0歳代以上

4

l→6 0歳1七以上

若年層継続 ー・20 - 30歳鑑」

中年層継続 i4 0歳代 -→4 0歳代
1970年 199 0年国勢調査よりイ

品川区における最多年齢階層の変化

最多年齢階序 住宅の 垂粗

変化のタイプ ー970年 199 0年 都営住宅 公団. 公社住宅 民間マンション

中年化 20 - 30塵 j七

号0 - 30車代

40歳代

→40歳代 1 1

準高齢化 丁やq革代

I→50歳代

2 2

高齢化 20 - 30歳代 ? 甲即 や叫上

→60歳代以上

3 2

19歳代

甲即 や
60歳代.以上

-→60歳代以上

→60歳代以上

若年層継続

中年層継続

20 - 30歳代 →20 - 3 0歳代
40歳軒 -→40歳代

19 70年 19 90年国勢調査よりイ

E] 黒 区にお け る最 多年齢 階 層の変 化

ef 2 S 3 ー排 . 住 宅の種 挿

変化の タ イプ t 1両 6膏 1990 年 都 営住 宅 公 団 . 公 社住 宅 民 間マンション

中年化 ー

準 高齢 化

星0 - 3 0歳 tt

2l0 て319歳 代

4PQ最岱一

→ 4 0歳 代 」

ー>5 0歳 代

二二旦旦最 ft

? 叩 即 やl以上

- 6 0車 代以 上

-- 6 0卸 や叫上

二壁 義 肢 畦上

-ア20 二 30最 鑑

--蠎40 歳代

I

I

2 Lー
二 一

3

高齢 化 軍0 - 3 0歳 代

や0即 t

声0即 や

6 0轟性 以 上

3

若生 厚鍵境 ー

中年 層継 続

2 0 - 些 盛蝣fi _

4 0歳 代

- 1

ー970 年 . ー99 0年 国勢 調査 より 作

大 田区に お ける最 多年 齢階 層の 変 化

最 多年齢 階層 住皐 の旦 麺 .～一一..I一l-▼..一一

変 化のタ イプ ー970 年 ー9 90年 都営 住宅 公 団 . 公社 住宅 ロマノソヨノ

中 年化 F

準 高齢 化

高齢 化

崇 悪 霊酎

2 0 - 30 歳代 → 40 歳代 5 ⊥

2 0 - 30 郡 や

40 歳代

20 - 30 御 車

や9 歳代

50 歳代

TT.甲 -即 乍

- >50 歳代

2 .2

1

-詛60 歳代 w 阜

】◆60 歳代 以上

甲

1 」

「丁60 即 や.叫 上

-→60 歳 代以上 f
60 歳代 以上

・& 二- 20 - 位

I→4 0歳 代

1 ー I

40 歳代
19 70 年 ・ 1990 年 国勢調 査よ りイ
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ろである.公団・公社住宅においても高齢化の進行がみられ　60歳以上が最多年齢階層と

なった住宅が半数を超える.公団住宅のなかで60歳以上人口率が最多となっていない住宅

においても加齢した年齢階層は増加している.

北部地域や東部地域では, 1970年における30歳代中心の年齢階層から, 50歳代や老年人

口中心へと変化している.特に,この地域においては1970年時点で20, 30歳代人口率が高

いものが多く,若年世帯に著しく偏った住宅が多かったが, 1990年では50歳代と60歳以上

が最多となっている住宅が大部分となっている.先に分析した65歳以上人口率の変化では,

当該地域の集合住宅における高齢化はそれほど顕著ではなかった.しかし,最多年齢階層

の変化からみると,既に他の地域と同様に高齢化が進行しており,たとえ60歳以上人口率

が最多ではなくともその手前にある50歳代が最多年齢階層となっている状態の住宅が多い

ことが明らかとなった.

以上のように, 1970-90年にかけて最多年齢階層の変化をみた結果,居住者の入れ替わ

り。多い民間。賃貸民間集合住宅や賃貸公団住宅。一部において,あま。高齢化&'iられ

なかったが,大部分の集合住宅では20年間に居住者が加齢しており,都市内部地域の集合

住宅では定着性が高かったと考えられる.また,都営住宅では加齢以上に高齢化が進行し

ており, 60歳以上の年齢階層が最多となった住宅がかなりにのぼることが明らかとなった・

5.世帯人員数の変化

上記のような各地域の集合住宅における年齢別人口構成の変化は,どのような影響によ

るものであろうか.その原因の一つである世帯人員の変化からとらえることを試みる・

集合住宅のみならず,わが国における一般的傾向として世帯人員の減少が国勢調査の度
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に明らかとなっているが,代表的な都市型住居形態の一つである集合住宅では1970年から

1990年にかけてどのように変化をしたのであろうか. 1人世帯率の変化をみることによっ

て,地域ごとに世帯人員数の減少をとらえ,居住者の加齢と関連させて考察した・

山の手地域の事例では,図m-2-14に示すように,大部分の集合住宅で1人世帯率が高く

なっているが,民間集合住宅に関してみると,新宿区では他の区に比べて1人世帯率が低

い.公団住宅のなかに著しく1人世帯率が高いものが渋谷区や豊島区にみられるが,これ

らは市街地内部に供給された1人世帯用の公団住宅である.その他の公団住宅や公営住宅

についてみると, 1970年には5%未満の1人世帯率が大部分であったが, 1990年には急激な

増加となっている. 1970年において高い1人世帯率の集合住宅が多かった渋谷区ではある

が, 1990年には1970年時点で1人世帯率が低かった一部の民間集合住宅においても高くな

った.

以上のような1人世帯率の増加は,ほかの地域にも共通してみられ集合住宅における

世帯人員数の減少は著しいものであるといえる.特に, 1970年において1人世帯がはとん

ど居住していなかった公営住宅や公団住宅では,地域的な差異は,公営住宅についてみら

れ足立区ではもともと1970年時点において1人世帯率が低かったこともあるが, 1990年

においても1人世帯率の増加がほかの地域に比べて少ない.

また,住宅の種類別にみると,建て替えなどによって多少の違いはあるものの, 1人世

帯率の増加が著しいのは公営住宅である.民間集合住宅は1970年と1990年の比較が可能な

住宅が少ないこともあるが,渋谷区と同様に中野区や品川区では, 1970年において1人世

帯率が高いものが多く, 1990年にはさらに増加している.
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1人世帯率の変化と先に分析した高齢化との対応をみると,民間集合住宅では若年者の

単身が多いことによるのか, 1人世帯率の増加は高齢化と必ずしも対応しない.しかし,

公営住宅や公団住宅においては,若年の単身者は少ないため,高齢化の著しい住宅では1

人世帯率の増加も著しい.このことから,公営住宅における高齢化の状況が長期居住によ

る加齢と世帯人員の減少によって引き起こされていることが推測される.

6.小括

大都市内部の事例として東京都区部を対象として,中高層集合住宅居住者の特性を明ら

かにした結果,東京都区部において主流を占める中高層集合住宅居住者の年齢別人口構成

は,多少の地域的差異や建築年代による差異がみられるものの,都営住宅や公団住宅など

の公的借家の住宅グループ,民間の賃貸集合住宅からなる住宅グループおよび民間の分譲

集合住宅や公的分譲1のE集合住宅などの住宅グループでそれぞれ特徴がみられ,ハウジン

グクラス(住宅階級)の概念でいわれるような住宅の種類による階層分化が指摘できる.

すなわち,住宅の所有形態により居住者の年齢階層には特色がみられ,特に都営住宅にお

ける著しく高い老年人口率は,公団・公社住宅などにもかなりみられるものではあるが,

民間集合住宅の居住者と比較すると両者の年齢構成には明瞭な差異が確認できた.また,

1990年において老年人口率がそれほど高くない都営住宅であっても50-59歳人口率や最多

年齢階層の分析結果から明らかなように,高齢化の前段階,つまり高齢者予備群的な年齢

階層の集積がみられ,近い将来における深刻な高齢化が予測される.これらの集合住宅で

は,世帯人員の変化をみると,子どもの独立によって親が残留したことによる少人数世帯

が多いことが明らかとなった.
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高齢化の問題と対比される現象であるが, 0-9歳人口の分析から都営住宅においては若

年世帯に該当する年齢層の入居が少ないことが明かとなったように,今後の都心居住者の

年齢階層のミックス化をはかり,都市内部における再活性化を検討するためにも,今後の

都営住宅居住者の年齢別人口構成には慎重な対応が求められる.

本研究においても,前節において明かとなったように,民間の賃貸民間集合住宅では住

み替えが多いため居住者の加齢の進行が遅く,公営住宅における居住者の高齢化が顕著で

あることが明かとなった.また, Ⅲ章の広島市内の集合住宅の事例でみられたような,市

街地内部と郊外地域における公営住宅でみられた高齢化の進行度の地域的差異は,中心市

街地のみを対象としたために,本節で対象とした東京都区部では顕著ではなかった.しか

し,都心に近い地域では高齢化の進行が顕著な住宅が多かったのに対して,都区部周辺地

域にあたる北部や東部では都心周辺地域に比べて高齢化がそれほど著しくない住宅も多か

ったが,それらの住宅では高齢化直前の50-59歳人口率が高く,入居当初の偏った年齢階

層が平行移動的に加齢した状態で高齢化を迎えようとしていることが明らかとなった.
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3節.大都市郊外地域におけるサブマーケット別居住者特性とその変化

一京都府南部地域の事例一

前節でみたように,都市内部において住宅の種類ごとに居住者特性の相違がみられるこ

とが明らかとなった.本節では,郊外地域のみを対象として,戸建て住宅からなる住宅団

地や公営住宅・公団住宅などの集合住宅からなる住宅地,およびミニ開発的な開発地に居

住する世帯の柳生を明らかにすることを試みた・特に,大都市圏において特徴的であるミ

ニ開発についてその居住者の特性を明らかにしたいと考える・そこで本節では,ミニ開発

の多いといわれる京阪神大都市圏のうち,京都府南部地域を対象地域とする・また,既存

の在来集落をいくつか取り上げて,それらの居住者と近年の人為的開発地(住宅団地や集

合住宅など)の居住者との比較も試みることとする・

1.地域概観

京都市南郊地域は,京都市と大阪市の二つの大都市圏に挟まれた地域であり, 1960年代

以降の宅地化により急速に人口が増加した・当該地域において早くから人口増加がみられ

たのは向日市(当時は向日町) ・長岡京市(当時は長岡町) ,宇治市であり, 1961年頃か

ら兆候がみられた.その後の1965年から1990年にかけての人口の変化は,急激な住宅地化

のみられた1965-70年の人口増加率は著しく高く,大山崎町では169.3%,長岡京瑚6.8%,
7.・

向日市では78.4%,城陽市では78.0%,宇治顛0.1%となっている・それらの地域に少し
てN>

遅れて,公団による大規模開発のあった八幡市では1970-75年に118. 2%,久御山町では4

1. 6%の増加率であった.田辺町においても1965-70年に24. 1%の人口増加率であったが,
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より急激な人口増加となるのは, 1980年以降のことであった.このほかの木津町,精華町

などではまだ宅地化があまり進行していなかったため,人口は微増あるいは微減の状態で

あった.近年の増加率は関西学研都市開発が行われ,大規模な住宅団地造成が行われてい

る田辺町,精華町,木津町などで高くなっている.特に,木津町では1985-90年の間に人

口増加率は40.9%の高さであった.一方,新たな宅地化の少ない久御山町では, 1985-90

年に人口は微減(-1.8%)するなど,向日市や長岡京市などにおいても人口増加率は微増

状態になった.

京都市の南側に隣接する宇治市や向日市,大山崎町には,繊維工業や自動車関連工場,

食料品工場などが立地し,郊外の住宅地だけではなく,大量の就業機会を保有する地域で

もある.また,久御山町には小椋池の干拓により広大な農地がひろがり,町域の南部では

大規模な工業団地やミニ開発的な宅地開発が行われている.久御山町の工業団地は『久御

山町史』によると旧京都飛行場とその周辺地域の土地利用を転用したものであるが,特に

京奈和自動車道など主要道路の結節点に近いことから製造業や流通関係の倉庫も多く立地

し,在来集落とは対照的な景観をなしている・

それに対して八幡市には,上述のような大規模な工業団地もなく,市域が中央部の市役

所のある中心市街地,在来集落の分布する東部地域,そして丘陵部を造成して宅地化した

西部地域に大きく分けることができる.西部地域には大規模な男山団地が含まれ,現在も

田辺町に隣接した南部で宅地造成が進行中である.中央部には在来集落とその周辺部や隣

接地に宅地のミニ開発地域が混在している.農村的景観の残る東部地域は市街化調整地域

の設定や農業地域であることもあり,農地が広い面積を占め,集村形態をとった在来集落
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が分布している.八幡市は男山団地の造成によって,旧来からの中心市街地,在来集落の

点在する東部農村地域とは全ぐ性格の異なる地域を抱えることとなった.

京都市南郊地域は,結ばれる鉄道ルートに大きく影響されて京都市の通勤・通学圏と大

阪大都市圏に含まれる. 1990年国勢調査によると,京都市への通勤・通学流動率が高いの

はJR東海道線沿線に墾姉都市に隣接する向日市の45. 5%,向日市の南側にある長岡京市

の32.3%である.しかしながらこれらの地域においても,大阪府-の通勤・通学率は向日

市では12.5% (うち大阪市7.2%) ,長岡京市では17.8% (うち大阪市10.6%)となってお

り,二つの大都市圏に二分された状態である.また,東海道線沿線でも大阪府との境界に

ある大山崎町では白地区内に大企業の立地もみられるため自地区内への通勤も27. 1%と多

く,京都市への通勤・通学率は27.6%,大阪府22.8%と分かれている.

一方, JR奈良線や近鉄京都線で京都市と結びつく宇治市では,京都市への通勤・通学率

は34.6%で,また宇治市の南側に位置する城陽市では30.7%となっている.これらの市で

は大阪府へはそれぞれ7.3% (うち大阪市3.9%) , 7.1% (うち大阪市3.6%)と低い通勤

・通学率である.その南側に位置する田辺町では,自地区内が38.7　と高く′,京都市20.5

%,大阪府17.8% (大阪市8.1%) ,奈良県4.5%となっている.自地区内に立地する大学

の影響を除くために通勤者に限ってみても,自地区内36.8%,京都市20. 1%,大阪府9.6%

であり,整備されたJR学研都市線により大阪市と結ばれているため,京都市-ゐ結びつき

とともに大阪府への通勤・通学が多い.

さらに田辺町の南側に位置する木津町,精華町では,京都市への通勤・通学率は,それ

ぞれ7.8%, 13.3%と低い.それに対して,これらの町では時間距離の短い大阪府や奈良県
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内への通勤・通学流動が多く,木津町では大阪府23.4% (うち大阪市15.4%) ,奈良県20・

5% (うち奈良市14.8%)となっており,精華町においても大阪府20.6% (うち大阪市12・

3%)奈良県13.6% (うち奈良市10.0%)と京都市よりも大阪市や奈良市に通勤・通学者

が多い.同様に,加茂台団地のある加茂町でも京都市-はわずか3. 7%の通勤・通学率で,

大阪府24. 8%,奈良県21. 0%と京都市との関係は弱い・帥京阪本線沿線の八幡市では,他

の市町村と異なった通勤・通学状況を示しており,市平均では京都府内23.5% (うち京都

市16.4%) ,大阪府41.3% (うち大阪市18.2%,隣接の枚方市11.9%)であるが,大規模

住宅団地である男山団地では最寄りの公共交通機関が京阪本線楠菓駅であるため京都市-

の通勤・通学者がさらに少なく,大阪府への通勤・通学が半数以上を占めている・また,

八幡市と城陽市の中間に位置し,鉄道沿線にない久御山町における通勤・通学先は,自地

区内に工業団地や流通団地があることから自地区内52. 1%,京都市が22.2%,次いで宇治

市が9.1%となっており,隣接する城陽市や八幡市-の流出は少ない・これは,交通ルート

や木津川などの地形の制約などによるものと思われる・

これらの京都市南郊地域は,宇治市・長岡京市・八幡市・城陽市をはじめ高度経済成長

期において激しく都市化の進行した地域であったが,それぞれの都市化の進行程度および

都市化の様相にはいくつかの共通点およびそれぞれ異なった性格を帯びている点がある・

まず,宅地化の共通点に関しては,集落形態から判断して,既存の在来集落との関係に

ぉいていずれの市町において希薄な関係となっている開発地が多い・例えば,宇治市の琵

琶台団地や折居台団地などをはじめとして,八幡市の男山団地では丘陵地上にあるため在

来集落とは地形的にも距離的にも蔀離し,また,田辺町の松井ヶ丘団地や花住坂団地など
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も旧来の集落からは著しく離れた丘陵地に造成され,飛び地的な分布形態で空間的にも孤

立した形態をとることが多い.

これらの丘陵地に造成された住宅団地では,八幡市の男山団地のように住宅団地内に学

校などの教育施設や商業施設などの生活関連施設を計画的に配置したものもあるが,その

ような住宅団地は例外的である.図in-3-1に示すように,当該地域内の大部分の住宅団地

では,供給戸数が多くても学校などの公共用地を住宅団地内に予め整備したものは少なく,

宇治市の大部分の住宅団地をはじめとして,城陽市の城陽団地や城陽宮の谷団地や,田辺

町の松井ヶ丘団地などのように,地元自治体が後追い的に住宅団地の隣接地に学校を建設

したような事例がほとんどである.このような開発形態となった原因は,宅地開発に対し

て行政側の宅地開発指導要綱などによる開発規制が遅かったことや,宅地開発指導要綱施

行直前の駆け込み的な開発が多かったことによるものと思われる.

また,八幡市の男山団地の例にみられるように,既存の市街地に比べてあまりにも大規

模1)であるために,既存の中心集落とはほとんど関係することがなく,いわば独立した地

域として存在している感を受けざるを得ない住宅団地もある.事実,現地のバス停の時刻

表に記載されている男山団地からの行き先は最寄り駅である京阪本線楠薬駅(大阪府枚方

市)が圧倒的に多く,商業施設も充実していることもあって,男山団地から在来市街地の

4

中心部である市役所へのアクセスより隣接の枚方市の楠薬地域へのアクセスが上回ってい

る.また,八幡園内や八幡双栗などのミニ開発的な住宅地でいく人かの住民から聞き取り

の結果,枚方市の楠菓駅前に買い物に出かけることが多いとのことからも明らかなように,

旧来からの既存集落の中心性を奪う存在になっている.さらに,小学校などの公共施設が
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男山団地内にあるため,学校行事を通じた在来集落と住宅団地の住民の交流が少なくなら

ざるを得ない.

丘陵地域での住宅団地開発との相違点としては,当該地域に特徴的な平地部のミニ開発

があげられる.ミニ開発は,小規模であるがゆえに抱える様々な問題が指摘され,特に,

平野部において虫食い的に開発されている.ミニ開発は,概念的な定義はないが・ 『ハウ

ジング辞典』によると開発規模がIOOOrが未満, -区画が100m沫満,建て売り分譲住宅であ

ることで大方の合意がある(p. 172).本研究においても,上記の定義を参考としていくつか

のミニ開発を抽出し, 1990年国勢調査の基本単位区の集計単位で統計資料を得られたもの

を研究対象とした.本研究では,開発規模が1000m2以上の大規模なものであっても,供給

される住宅の-区画が100m沫満の狭小な住宅からなる住宅地であればミニ開発として扱う

ことにした.なぜなら,多くのミニ開発は, 1968年に制定された都市計画法による一定規

模以上の開発に許可が必要とされるため,開発業者はそれを避けて開発単位を小さくして

次々と連続的に小規模な開発を行うので,地図から判断する際には規模が大きい住宅地と

して読み取られる.そのため,基本単位区で取り扱うことのできるミニ開発地には,必然

的に大規模なものが含まれてしまい,実際に当該地域内に無数に点在する小規模なミニ開

発の大部分は,基本単位区の集計単位では小規模なため隣接する住宅地と合計され,単独

で統計資料を得ることが難しい・また, -区画がたとえ100m2以上であっても・開発面積が

狭い造成地の場合も周辺市街地に寄生している点において,本研究ではミニ開発に含めて

扱った.

これまでミニ開発に居住する世帯の特性については,地理学で扱われることは少なかっ
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たため,たとえ部分的ではあってもそれらを明らかにすることは,本研究の目的である住

宅の種類ごとの居住者特性を明らかにする点において意義深い・

ミニ開発には極めて多い問題性が指摘され,.前述の指摘のように,周辺施設に教育施設

を依存することから公共施設のただ乗り的存在であることや後追い的整備の必要性から地

元行政の財政を圧迫することのほかに,袋小路的な道路配置や道路復員の狭さの問題から

くる防災上の問題,私道が多いことによる道路管理の問題,排水施設の問題,販売価格の

割高なこと,計画的な都市建設の障書となることなど,居住する住居の水準の低さに対す

る指摘とともに,居住環境に対する問題の指摘も多い.

特に,図m-3-1に示すように,ミニ開発では小・中学校が住宅地内に敷設されておらず,

既存集落にある小・中学校に依存している.先に指摘した住宅団地での問題と同様に,宇

治市や城陽市,向日市などに数多くみられる平野部のミニ開発では,前述した丘陵地の住

宅団地と同様に,開発業者が継続的に小規模な開発が繰り返すことによって公共用地の揺

供を免れた結果,大規模になったにも関わらず住宅地内に学校施設が全くない・そのため,

隣接地に行政が応急的に学校建設をして対処したと思われるような小・中学校の分布形態

となっており,この点において宅地開発が行政側の財政を圧迫したとも考えられる・

2.住宅状況

当該地域における住宅状況は, 1990年の持ち家率でみると,大規模住宅団地やミニ開発

の多い宇治市(73. 1%),城陽市(82. 1%)や在来集落と大規模住宅団地からなる精華町(84.

9%)などでは持ち家率が高い.一方,八幡市や久御山町では公営・公団・公社の借家率が

それぞれ22.9%, 28.0%あり,持ち家率は60%弱である・また,民間賃貸住宅がともに27・
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1%をしめる長岡京市や向日市においても持ち家率は約65%である.大規模住宅団地が立地

する田辺町では,町内の大学に関連した民間賃貸住宅も多いため民営借家率が19. 3%あり,

持ち家率は68. 7%である.

以下では,各住宅団地やミニ開発,集合住宅ごとに住宅の所有状況と世帯当たりの居住

面積について検討する.

持ち家率に関してみると,宇治市や城陽市などの丘陵地にある戸建て住宅からなる住宅

団地やミニ開発地では,大部分で持ち家率が90%以上と高く,向日市や長岡京市のミニ開

発地においても80%以上の持ち家率がほとんどである.八幡市においても,公団の賃貸住

宅群からなる男山団地の一部や府営住宅などの住宅を含む住宅地を除普,ミニ開発的な住

宅地を含めて大部分の住宅地では持ち家率が高い.城陽市においても,枇杷荘などのいく

っかの住宅地で周辺地域の工業団地と関連する民営アパートの立地により民営借家率が高

い.一方,木津町,精華町では,大規模住宅団地のなかに大量の公団賃貸住宅があるため,

持ち家率の低いものもある.

次に,世帯当たりの居住面積に関してみると,図Ⅲ-3-2に示すように,居住面積は住宅の

所有状況及び住宅の種類,建築形態との関連が非常に深く,戸建て住宅からなる持ち家率

の高い地区では広く,公団分譲などの中層集合住宅群からなる地区では持ち家率が高くと

も60m沫満のかなり狭小な住宅である.宇治市や城陽市では,丘陵地の住宅団地の居住面

積が120m2以上で平野部の住宅地のそれを上回っている・特にミニ開発的な住宅地ではほと

んどが戸建ての持ち家であっても世帯当たりの居住面積が70Iが未満である・ミニ開発地の

多い向日市や長岡京市においても,大部分のミニ開発地の居住面積は70nf未満となってお
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り,丘陵地の住宅団地内の住宅とは居住面積にかなりの違いがある.久御山町においても

在来集落の居住面積は広く,府営住宅や公団住宅などの賃貸住宅では狭い・八幡市の男山

団地に関してみれば,住宅の種類,所有形態により著しく居住面積に差がみられ,公団賃
<

貸住宅と戸建て持ち家住宅との格差は大きい.このほか八幡市についてみると,在来集落

や西山団地などの戸建て住宅で居住面積が広く,公営住宅の含まれる住宅地では狭い・

図化はしていないが1世帯当たりの室数も関連させてみると,公営借家や公団借家など

で約3室弱,戸建ての持ち家住宅中心の住宅地では4-5室の居住面積であり,さらに男山団

地に隣接した八幡市西山団地では6室以上である.このような1世帯当たり6室以上の室数は

居住面積とも密接な関係がみられ, 1世帯当たり120m2以上を占める住宅団地では1世帯当

たり6室以上の住宅となっている.宇治市や城陽市では1世帯当たり100m2以上の広い住宅

固地は,丘陵地に位置するものが大部分であり,そのような住宅地では部屋数も5室以上

(しかも6室弱)となっている.また久御山町では公団借家住宅の42.4rrfを最も狭小とし,

そのほかのミニ開発的な住宅地域でもほとんどがIOOnf以下であった.この数値は在来集落

の世帯当たりの居住面積である150m2弱と比較して非常に狭小な居住水準であるといえる・

以上のように,住宅地域や住宅の種類ごとにみた住宅の居住空間の大小は,住宅のサブ

マーケットごとにいかに居住状況に違いを生じさせているのかを示すものであり, 「住宅

階級(housing class)」を示す一つの指標といえる.以下では,異なる居住状況のもとで住

宅の種類ごとにどのように居住者の住み分けが生じているのかについて検討する・

3.住宅のサブマーケット別にみた居住者特性

①年齢別人口構成

-　糾冗　-



住宅地ごとにみた居住者の年齢別人口構成は,図上1-3-3に示すようになった.八幡市に

っいてみると,八幡園内,八幡双栗,西扇などの事例にみられるように, 1970年代後半に

造成された住宅地では, 40歳代と10歳代の年齢階層が突出して多くなっており, 20歳代は

少ない.これに対して在来集落では70歳以上の比率が非常に高く,また最多年齢階層への

年齢階層の集中も弱い.またメロディハイム希望ヶ丘などの分譲マンションにおいては,

40歳代の年齢階層の比率が高い.さらに公営住宅についてみると府営八幡吉原団地にみら

れるように20歳代前半の年齢階層への集中が顕著であり,子供の年齢階層も5歳未満が突出

して多くなっている.

さまざまな住宅の種類が計画的に配置されている男山団地について詳細にみると,住宅

の種類によって年齢別人口構成に明瞭な違いがみられることがわかる・公団の賃貸住宅か

らなる男山弓岡,男山香呂,男山八望,男山竹園,男山笹谷ではいずれも世帯主に該当す

る年齢階層が25-39歳に集中しており,それらの世帯の子供の年齢階層も9歳以下に集中し

ている.特に男山竹園,男山笹谷では世帯主の年齢階層,子供の年齢階層のいずれも若く,

年齢階層に著しい偏りがみられる.また分譲タイプの中層集合住宅では,賃貸タイプと居

住者の年齢階層が異なり,男山雄徳,男山笹谷では世帯主の年齢階層は40歳代が最も多く,

子供の年齢階層も10歳代が最も多くなっている.さらに戸建て分譲住宅の多い男山長沢で

は40歳代が多くなっている.同様に戸建て分譲住宅からなる近隣の男山指月(式部園団地) ,

西山(和気・丸尾・足立)地区においても40-50歳代の年齢階層と10歳代から20歳代前半

の年齢階層の比率が高い.

城陽市についてみると,城陽団地や城南団地などの住宅団地で顕著なように, 40歳代と
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10歳代の年齢階層の比率が高く, 20歳代は低い.特に,城陽宮の原団地や城陽宮の原団地

における40歳代への人口集中は著しい.また,ミニ開発地においても同様の年齢階層の偏

りがみられる.府営住宅では水主団地の年齢階層が著しく若く,世帯主に該当する年齢階

層も25-39歳に集中しており,年齢階層の偏りが著しい.一方,同じ府営住宅でも城南団

地では70歳以上の人口率が20%以上を占めるほど非常に高い.在来集落に関しては八幡市

での事例と同様に老年人口率が高い.また,久御山町では,公団久御山団地,府営下津屋

団地などの公的借家において25-44歳の年齢階層と14歳以下の年齢階層の比率が高いが,

府営東佐山団地ではそれらより若干高い年齢階層の人口率が高くなっている・

比較対照の在来集落に関しては,城陽市,八幡市,久御山町のいずれにおいても老年人

口率が非常に高くなっている.

次に,研究対象地域内で年齢別人口構成の空間的パターンをみるために,まず,住宅地

別に0-9歳人口率の分布をみた.その結果,図Ⅲ-3-4に示すように,八幡市男山団地内の

公団賃貸住宅や,宇治市,長岡京市などの民間分譲マンションで高い比率となっており,

このほかに宇治市や城陽市の開発の新しい住宅団地やミニ開発においても高い比率となっ

ている.しかし,宇治市,城陽市,長岡京市などの開発時期の古い住宅団地やミニ開発で

は10%未満のものが多くなっており,住宅地開発が複雑な分布パターンで,ミニ開発がす

でに開発された地域内で空自を埋めるような形で進められているため,地域的な差異をみ

いだすことは困難であった.先に住宅地ごとの年齢別人口構成で述べたように,健帯主の

年齢層の偏りに対応して子どもの年齢層にも偏りが生じている・そのため,開発の新しい

住宅地には学校施設の増設が必要となり,開発時期が古い住宅地では子どもの減少が生じ
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る.

少子化現象は全国的な現象であるため当該地域のみの現象であるとはいえないが,例え

ば,男山団地では大規模な住宅団地でありながら,わずか4年間という短期間に入居が集中

したため居住者の年齢階層の偏りによる影響が指摘される.表Ⅲ-311に示すように,小学

校の学級数と児童数の推移をみると, 1989C平成元)年に208学級, 9733人であったが徐々に

減少し, 1994C平成6)年には182学級, 5620人となっている.また,中学校の在籍生徒数も

表Ⅲ-3-2に示すように, 1989C平成元)年の3758人から1994C平成6)年には2739人とわずか6

年間で約30%の著しい減少である.この期間における各学年の学級数と児童・生徒数の推

移をみても,低学年ほど減少数が多く,世帯のライフステージの偏りからくる弊害が現れ

ている.小学校別にみると男山団地内の八幡第二,第三,第四,第五小学校において在籍

児童数が学年ごとにわずかなに減少がみられるが,戸建て住宅のみでしかも分譲から長期

間を経過している住宅地に隣接する橋本小学校では小学校高学年に比べて低学年の児童数

は約半数である.このような結果は,先に検討した年齢別人口構成と考え会わせてみて推

測されるように,単なる少子化に伴う児童・生徒数の影響もさることながら大規模住宅団

地内の小・中学校の児童数の減少もある程度みられ,年齢別人口構成の偏りがもたらした

影響とが重なったために生じた現象であると考えられる・

老年人口(65歳以上)率についてみると,当該地域は新興の住宅開発地を多く含んでいる

ために,老年人口率が京都府平均よりも低い.例えば,八幡市のように市平均で7. 1%と全

国平均と比較してもかなり低い老年人口率となっている・しかしながら住宅地ごとにみる

と市内における地域差が顕著である.図m-3-5に示すように,在来集落において高齢化が
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表llt-3-1八幡市の小学校における学年別児童数の推移

各年5月1日現在

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年 平成6年
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h
 
n
 
n
　
・
<
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・
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n
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-
n
 
n
*
i
o
<
s
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級
級
級
級
級
級
　
　
　
　
級
級
級
級
練
級
級

級
学
学
学
学
学
学
学
　
並
　
　
学
学
学
学
学
学
学

校

只

　

年

年

年

年

隼

年

妃

　

男

女

昨

年

年

年

昨

年

児

学
学
学
学
学
学
草
笛
　
氾
　
　
学
学
学
学
学
学
需

放
散
放
牧
放
牧
数
枚
　
放
　
　
　
牧
放
牧
放
牧
政
教

10　　　10　　　10　　　10　　　10　　　10

281　　270　　　263　　　256　　　257　　　251

208　　　204　　　200　　1 93　　1 85　　182

31　　　32　　　　30　　　　31

32　　　　31　　　31　　　28

34　　　　30　　　　31　　　32

34　　　　34　　　　29　　　　31

33　　　　33　　　　34　　　　28

33　　　　33　　　　33　　　　32

11　　　11　　　12　　　11

6.733　　6,524

3,533　　3.416

3,200　　3. 108

1,074　　1.105

1.028　　1.031

1.086　　,Old

1.101　1.062

1,210　　1,080

1,200　　1,192

34　　　　　40

6.195　　5.994

3.221　　.127

2.974　　2,867

965　　　　974

1.078　　　　940
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1 ,057　　1.030

33　　　　　31

29　　　　　26

30　　　　　29

27　　　　28

30　　　　　28

30　　　　　30

28　　　　　30

11　　　11

5.837　　5,620

3.0-16　　2.898

2.791　　2.722

969　　　　812

955　　　　<M4

916　　　　941

1 ,035　　　897

972　　1.024
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表ll卜3-2　八幡市の中学校における学年別生徒数の推移

各年5月1日現在
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進行しているのに対して,男山団地などの公団住宅や公営住宅を含む地域では老年人口率

カ琴
満と極めて低い.また,男山団地内においても集合住宅地域の方が戸建て住宅地域に

比べて老年人口率が低くなっている.城陽市についてみると,老年人口率の高いのは府営

城南住宅であるが,同じ府営住宅でも西部の水主住宅では低い・城陽市では分布図からわ

かるように在来集落の高齢化に比べて,住宅地における高齢化に関してみれば地域的な差

異が少なく,全体的に老年人口率が低い.久御山町についてみると,公団住宅や府営住宅

などの借家からなる住宅地で老年人口率が低く,在来集落で高くなっており前述の八幡市

や城陽市と同様である.

高齢化の点からみると,在来集落に比べて老年人口率があまり高くないため高齢化の進

行がみられていないということにはなる.しかしながら高齢化の前段階である50歳代ある

いは40歳代の「いわゆる団塊の世代」が極端に高い比率を示しており,しかも定着率が高

いならば極めて危険な状況であるといわざるを得ない・

なぜなら親の世代の自然な加齢に伴う高齢化が「絶対的高齢化」であるならば,核家族

で入居しているために子供の世代が成長し独立することにより,親の世代のみが残留する

ことでいわば分母の減少で比率が異常に高くなる「相対的高齢化」というべき現象が加わ

ることになるためである.このような相対的高齢化のメカニズムとしては,住居の狭さと

深い関係があると考えられる. 2世帯の居住に耐えうる居住面積ならば,多少なりとも核

家族化が妨げられると考えられるが,実際には戸建ての広い住宅において高齢化は進行し

ている.しかし住宅団地における居住者の高齢化は,住宅団地への入居者の年齢階層は都

市内部や郊外地域の集合住宅より高い年齢階層も多かったため・入居時においてかなりの
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高齢者を抱えていたものもある.いずれにしても,上述のように住宅団地での高齢化につ

いては,現在の居住者の年齢構成からみて10数年後であるといえよう・

広島市においても,昭和40年代前半の早くから宅地造成された西区や安佐南区内のいく

っかの住宅団地居住者の年齢別人口構成をみると,団塊の世代の加齢に伴う高齢化直前の

段階をみることができる.例えば安佐南区の弘億団地,高取団地などでは老年人口率は11

%台であるが, 60歳代以上の人口率は20%弱あり,また50歳代人口率も他の住宅団地に比

べて高く, 15-17%である.また西区についてみても60歳代以上の人口率はイト-ピア団

地や閑静園団地の20%強にみられるように開発の古い住宅団地で高くなっている・これら

の住宅団地は,開発時期が古いことに加えて,販売時期が短期間であったことによって住

宅購入者の年齢階層に偏りが生じたため団塊の世代の加齢が生じたと思われる・

次に,いくつかの事例を取りあげて1985-90年の年齢別人口構成の変化をみた・図Ⅲ-3

-6に示すように,住宅団地では,開発の新しい宇治市羽戸山団地では1985年の30歳代の世

帯主と10歳未満の子どもからなる若年世帯中心の年齢構成が突出し,著しく偏りのある年

齢構成であったが, 1990年においてもこの年齢構成が平行移動した形になっており,特定

の年齢階層に偏った状態は継続されている・同様に・田辺町大住ヶ丘団地,松井ヶ丘団地

などでも年齢階層の偏りが著しく, 1985年での35-44歳の世帯主と5-14歳の子どもからな

る世帯が集中した状態で1990年に移行している.また,それらより開発の古い宇治市明星

団地においても年齢階層の偏りがみられるが,新しい住宅団地ほど著しいものではなく年

齢構成の平準化が生じている・さらに開発の古い長岡京市の住宅団地の事例では,世帯主

の年齢構成が1985年において既に40-50歳代が中心であり, 1990年における65歳以上の人
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図I‖-3-6　住宅地別にみた1985-90年の年齢別人口構成の変化(その1宇治市)
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図日-3-6　住宅地別にみた1985-90年の年齢別人口構成の変化(そのぐ2八幡市)

-　354　-



図日蝣3-6　住宅地別にみた1985-90年の年齢別人口構成の変化(その3　長岡京市)

-　355　-



松 井 ケ丘 団 地 ( 田 辺 町 )

人口比率
0.05 0.1 0.15 0.2

0～4歳
5～9歳

10- 14歳
15- 19歳
20- 24歳
25- 29歳

. -

∃

r z z m m m m m ^ ^ ^ m

誓……≡………

45- 49歳
50- 54歳
55- 59歳

.、.....

60- 64歳
65~ 69歳
70歳以上

∴ 休 ケ丘 団 地 ( 田辺 町 月

人口比率
0.05 0.1 0.15 0.2

0～4歳5～9歳10-14歳15-19歳20-24歳25-29歳等、……≡……蓋
45-49歳50~54歳55-59歳

団

60 - 6 4歳

65 ~ 6 9&

70歳以上

新 田 辺 西 住 宅 (田 辺 町 )

人口比率
0.05 0.1 0.15 0.2

0～4歳5～9歳10-14歳15-19歳Z0~24歳25-29歳等……≡……蓋
45~49歳50-54歳55~59歳60-64歳65-69歳70歳以上

固

健 康 ケ丘 団 地 1一( 田 辺 町 )

人口比率
0.05 0.1 0.15 0.2

0～4歳
5～9歳
10-14歳
15-19歳
20-24歳
25-29歳等……≡…34蓋

45~49歳
50-54歳
55~59歳
60-64歳
65~69it
70歳以上

I l 一

匡轟

図Ill-3-6　住宅地別にみた1985-90年の年齢別人口構成の変化(その4　田辺町)
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口率も高くなっている.

ミニ開発では,長岡京市の事例でみると,柴の里団地や東和苑のように住宅団地と同様

の年齢階層の偏りもみられるが,緑が丘団地や城の里団地のように年齢階層の平準化がみ

られるものも多くあり,住宅地ごとに構成がかなり異なる.そのなかにあって,うぐいす

台団地や梅が丘団地では著しく70歳以上人口率が高いが,これは居住者の高齢化というの

ではなく,老人関連施設によるものであると思われる・

公営住宅では,いずれの事例も年齢階層の偏りが強く,年齢階層も偏った構成がそのま

ま平行移動的に移行したものとなっている.宇治市の府営西大久保団地では, 30歳代中心

の若年世帯から乎行移動的に30-40歳代の世帯主の世代-と移っている・また,府営田辺

団地では府営西大久保団地より年齢階層が少し高いが,同様に平行移動的に加齢された状

態である.

多様な種類の住宅からなる八幡市男山団地内のほとんどの地区では,偏った年齢階層の

乎行移動的な年齢別人口構成であり,突出した年齢階層がそのまま移行している・これま

で分析して書た東京都区部や大阪市内などの都市内部に立地する公団住宅では,男山団地

と同時期に入居が始まったものでもかなりの高齢化の進行がみられたが,大阪市内への通

勤時間が1時間強を要する郊外に位置する男山団地では・加齢以上にそれほど高齢化の進

行がみられなかった.すなわち,中心都市から離れた当団地では新たな高齢者の転入は・

ほとんどなかったと考えられる.

②世帯人員別世帯構成

世帯人員構成についてみると,親と子供からなる一般世帯に該当する4人以上の世帯は,
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図m-3-7に示すように,宇治市,長岡京市,八幡市などの公営・公団住宅や民間集合住宅

などで低い比率であるのを除いて,戸建て住宅からなる住宅団地やミニ開発では大部分が

過半数以上を占めている.

宇治市,城陽市や八幡市などほとんどの住宅団地やミニ開発では　3-4人世帯が住宅地

内で最多をしめているため,住宅地ごとに違いを兄いだすことは難しい・しかし　3-4人
一

世帯が最多ではない住宅地に関してみると,それらは在来集落にみられる・これらは高齢

化に伴う2人以下の世帯が卓越したことによるものと大家族が多いために5人以上の世帯が

多いことによる.そこで,住宅地ごとの特徴を兄いだしやすい少人数世帯率(単身世帯率

と2人世帯率)と5人以上の世帯率を指標として考察すると以下のことが明らかとなった・

八幡市では,単身世帯が多いのは市営住宅やワンルームマンションなどの民営賃貸住宅

を含む住宅地であり,男山団地内においても一部の戸建て住宅が卓越する地区にみられる・

一方, 5人以上の世帯率は在来集落で40%以上を占めるほど高く,この他に男山松里・男山

長沢,西山などの戸建て住宅からなる住宅地で高い.城陽市では,ミニ開発地的な住宅地

の一部で2人世帯の比率が最多比率となっているものもみられる・単身世帯率が最も高いの

は府営城南団地で49. 4%と全世帯数の約半数を占める.他にいくつかのミニ開発地的な住

宅地で10-20%の比率となっている.また5人以上の世帯率は在来集落において高く・この

他に城陽友が丘団地や城陽南団地,一部のミニ開発地的な住宅地でも高い・しかし,八幡

市に甚べて丘陵地の大規模住宅団地では開発時期の新旧に関わらず,総じて5人以上の世帯

の比率が高くない・久御山町では,在来集落やミニ開発地での世帯構成において4人以上の

世帯が全世帯数の3分の2以上を占めているのに対して,公団久御山団地では4人以上の世帯
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は3分の1未満である.また公団久御山団地では世帯人数の少ない世帯が多く,単身世帯率

は25. 3%, 2人世帯率は19. 8%である.府営住宅では特に単身世帯と5人以上の多人数世帯

は少なく,大部分が3-4人世帯である・

以上のように,住宅地における世帯人員構成は戸建て住宅と集合住宅との間で住宅の種

類による違いが大きく反映され,住宅の居住空間の制約によって居住する世帯の規模に差

異が現れている.しかし,先に分析した居住空間と世帯人員構成との関係をみると・必ず

しも居住空間の大小と世帯人員数が対応したものではなく,居住空間の狭いミニ開発では

それより広い住宅団地と似たような世帯人員構成も多い.また,ミニ開発よりさらに狭い

居住空間の民間集合住宅においても4人以上の世帯がかなり居住しており,居住密度が高く

なっている.さらに狭小な居住空間の公営・公団住宅では,一部に世帯人数の少ないもの

もあるが,戸建て住宅と同様の世帯人員構成となっているものも多く,過密状態である・

しかし,世帯人員構成と居住空間との関係をみる際に,世帯の年齢階層をも考慮しておく

必要があり,若年世帯の多い公営・公団住宅や民間集合住宅では,世帯人数が多くとも子

供がまだ幼少であったりすることも多いため,一概に過密状態の居住であるとは言い切れ

ない.

次に,夫婦のみの世帯の占める比率についてみると,宇治市や城陽市の丘陵地の住宅団

地に関してみれば,開発の古い宇治市明星団地や城陽団地などの住宅団地で夫婦のみの世

帯の比率が高く,比較的新しい城陽宮の谷団地などの住宅団地では低い・ミニ開発におい

ても同様で,向日市や長岡京市の古いミニ開発では夫婦のみの世帯率は高く,特に長岡京

市では総世帯数の20%以上をしめるものが多い・また,公営住宅に関してみると,高齢化
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の進んでいる久御山町の府営下津屋団地などで高い比率となっているが,その他の住宅地

に関してみれば若年世帯が多いため夫婦のみの世帯は少ない・八幡市平均では14. 9%であ

るが,在来集落や比較的開発の新しい住宅地においてこの比率が低く,それに対して開発

の古い住宅団地や男山団地内の中層集合住宅群からなる地区において高い・一方,在来集

落では核家族世帯が少ないこともあり,高齢者が多いにも関わらず夫婦のみの世帯はそれ

ほど高くない.

夫婦のみからなる世帯は, 20歳代の若年世帯の多い地域ならば子供が産まれる以前のラ

ィフステージにある世帯と子どもが独立した後に親夫婦のみが残留した場合の二つの場合

が考えられるが,当該地域の年齢別人口構成からみると, 50歳代が多い開発時期の古い住

宅団地などでは,子供の成長独立に伴い親夫婦のみが残留した形態であるといえる・特に,

男山団地の分譲タイプの中層集合住宅地域においてこのような中高年の夫婦のみの世帯が

高い比率を占めていることは,今後の高齢化に伴う老人扶養の問題などの諸問題への対処

の観点からみても注意してみておく必要がある・

次に,世帯人員構成についてもいくつかの事例を取りあげて,住宅の種類に変化をみた・

図Ⅲ-3-8に示すように,住宅団地では,いずれも4人以上の世帯が過半数以上を占め,単身

世帯は著しく少ない.開発の新しい宇治市羽戸山団地や天神台団地,田辺町大住ヶ丘団地

などでは,年齢階層が若いこともあり世帯人員の増加がみられ, 4人以上の世帯が増加して

いるが,それらより古い宇治市明星団地や長岡京市河陽が丘団地などでは, 4人以上の世帯

の減少がみられた.ミニ開発においては,住宅団地と同様に4人以上の世帯が中心であるが,

住宅団地に比べて少人数の世帯人員の世帯が多く,また1985-90年でさらに少人数世帯が
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増加している.公営住宅についてみると,戸建て住宅に比べて狭小な住宅であるにもかか

わらず,世帯人員構成は住宅団地やミニ開発と似たような構成となっている・

また,八幡市の男山団地では1985-1990年の世帯人員構成の変化をみると, 1人世帯に

っいては男山金振地区18. 6から25.7%-,男山泉地区では20. 3から22. 0%-増加したのが

目立ったが,団地内の他の地区においても微増し,同様に2人世帯もほとんどの地区で増

加して世帯の少人数化が進んだ.しかし, 3-4人世帯はほとんど差がみられず, 5人以上の

世帯が減少した.

5.小括

本節では,京都市南郊地域の住宅団地やミニ開発地域をはじめとした種々の住宅地の居

住者属性を年齢別人口構成,世帯人員構成から検討したが,その結果,当該地域の住宅団

地やミニ開発地域においては1970年代以降からの開発当初30歳代の若年世帯を中心として

世帯の流入があったため, 1990年にはそれらの世帯が40歳代から50歳代の年齢階層へ移行

した段階に入った状態であるといえる.従って,これらの住宅地域では今めところ在来集

落ほど高齢化の進行がみられないが, 40-50歳代のいわば「団塊の世代」が10数年後に

「高齢者の団塊」としての時期を迎えたとき,当該地域における高齢化問題が始まると考

ぇられる.定着性の低い住宅地であれば高齢化の問題は深刻化しないと思われるが・住宅

団地住民の定着率が高いほど高齢化の程度は著しく,しかも年齢別人口構成において等質

的であるほど「まとまった高齢者集団」が地域の高齢化を一気に進めることも考えられる・

居住者の等質性に伴う問題とともに,さらに深刻と思われるのは,東京都区部内の公営住

宅や民間分譲マンションなどの立地条件と異なり,市街地内部ほど病院や公共サービスが
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整っていない居住環境のもとでの高齢化が抱える数多くの問題である・行政としては来る

べき時期に備えた対策も必要となると思われる.

また,本研究で着目したミニ開発と住宅団地との間での居住者特性の差異については,

世帯主やそれと対応した子供の年齢階層などや世帯人員構成においてわずかな差異を確認

できたものの,顕著な差異はみられなかった.これは,金城(1983)や由井(1984, 1991, 1

995)において明らかにされたように,居住者の年齢階層が住宅地の供給年代や入居年次に

ょる影響を強く受けたためであり,開発の古い住宅地ほど年齢階層が高い・世帯人員構成

についても,ミニ開発と住宅団地との間に大きな差異がなかったが,畳数からみた住宅状

況では,従来数多くの研究が指摘しているように,ミニ開発の住宅が住宅団地内の住宅に

比べて狭小であることが明らかとなった.その結果,世帯人員構成においては大差がない

ものの,居住空間においては差があるため,ミニ開発では過密居住の状態であることが窺

えた.しかし,区画の大きさの違いほど居住空間に差異がないのは,ミニ開発地では,住

宅団地内の住宅のように庭や駐車場にあてる空間を十分確保しないことや,関西地方の大

都市内部で特に多い3階建て住宅によって居住空間を確保しようとしているためであると

思われる.本研究ではミニ開発と住宅団地間の住民の社会経済的な状況の違いについて分

析していないが,ミニ開発地が必ずしも地価の安い場所に立地しているとは限らないため,

むしろ住宅環境が良くなくとも平野部で利便性の良い高地価地域内で割高に業者が販売し

ているものもあるなど,世帯の経済状況に関連した居住階級からの分析には慎重な分析が

必要である.
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注)

1)ここで男山団地について概略すると, 「日本住宅公団20年史」 (1975)によると男山団

地は公団施行の土地区画整理事業として1965年に着工され,施行面積は1856494m2 (合算減

歩率は33. 3%) ,計画人口32000人であった.造成用地は当初の公団資料では京阪本線八幡

市駅からバスで10分とあるが,現在は楠菓駅からのバスの便数や所要時間においても利便

性がよい.宅地開発事業用地の処分は1970年から1973年においてなされ,処分面積は1970

年は大部分が公団住宅建設用地の占める割合が90%弱(320, 544n坤281, 024m2)であった

が, 1973年には分譲用地が46% (160,560m2中86,712ntf)を占めるようになった1970-1
1

973年の事業用地の処分面積は624, 124nfであるが,分譲用地は128,866 (20. 6%)蝋公団

住宅建設用地は495,258rげ(79.4%)となっており,集合住宅主体の住宅団地といえる・こ

れらの集合住宅のうちわけは,居住室数2室が790戸, 3室が3140戸,施設付きが14戸であっ

た.ちなみに供給当初における賃貸住宅の家賃は2室が19,400-20, 600円, 3室が20, 600'

25, 800円であった.
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4節.大都市圏縁辺地域における住宅団地居住者の特性

一京都府亀岡市の事例-

1.研究目的

前節では,京都市の南郊における住宅団地や公的住宅地における居住者特性や住宅状沢

について明らかにしたが,それらの地域のなかにも加茂町や田辺町など通勤限界地的な場

所に住宅団地が形成されていた.

大都市圏から離れた通勤限界地域における住宅団地の造成は,大都市圏内での地価の高

騰により入手可能な土地が遠隔化したことや交通手段の高速化などの要因が大きく働いた

結果であると考えられるが,一方では,地元志向や自然志向の高まりともいえる影響も少

なからずあるのかもしれない.しかしながら,それらの住宅供給では,量的不足の解決が

重視されたためか,住宅の質的な側面や住宅地造成によって開発地域を含めた地域の将来

像などについては,住宅団地居住者の特性を考慮した行政による計画が十分に対応してい

.I

るとは言い難い.また,そのような地域における住宅団地の開発は,居住者にとって中心

市への利便性を奪うものとなることが多く,特に,女性の雇用機会がほとんど無いため,

昼間には女性と子どもだけの社会が形成されることとなる場合が多い・また,中心市への

利便性の欠如は,住宅団地内や住宅団地周辺地域などに商店や金融機関,病院などを新た

に立地させる要因ともなり,住宅団地の造成が集中したり,大規模な住宅団地がつくられ

ることによって中心市への依存度を弱めた地域社会をつくることもある・

そこで本節では,大都市圏の最も周辺地域に位置する亀岡市を対象として,第1に,住
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宅地図から住宅団地内の公共施設や商業施設などの各種生活関連施設の整備状況を調べる

ことにより,当該地域の住宅団地の特徴を団地内の生活関連施設から明らかにすること,

第2に,それらの生活関連施設の整備状況と各住宅団地における居住者の特性との関連を

明らかにすることを目的とする.

2.地域概観

亀岡市の人口総数の推移をみると, 1975年国勢調査時に58, 184人であったが, 1990年回

勢調査時には85,283人と急増した.このような人口増加は,亀岡市内各地域で大小様々な

住宅団地やミニ開発といわれる宅地の造成が行われたことが大きな要因となっていること

は明かであろう.亀岡市は,京阪神大都市圏の通勤圏のなかでも最も端の部分に位置し,

しかも市外への通勤先のほとんどが京都市となっているように,大阪都市圏というより京

都都市圏に含まれているというほうが適切である.つまり,亀岡市はJR山陰線ではこれよ

り下り方面に大規模な住宅団地が立地することのない,いわば通勤限界地域の一つといえ

るような地域である.これには,単線で電化したJR山陰線を利用しても京都駅から1時間

弱要すること,および自動車通勤においても渋滞のひどい国道9号線を利用せざるを得ない

ことなど,交通上の問題によるところが大きい.

亀岡市における住宅団地の開発状況については, 1976年8月に『亀岡市宅地開発等に関す

る指導要綱』が施行される以前の宅地造成が大部分を占めるため,指導要綱施行以前の開

発面積や開発年次などの宅地造成に関する基本的資料を得ることができなかった.そのた

め,当地域における住宅団地の開発状況に関しては資料的制約から分析が困難であるため,

本研究で研究対象とした住宅団地は,住宅地図に「○○団地」 , 「〇〇台」 , 「○○住宅」
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などの表現がなされていたり,あるいは地形図から明らかに宅地造成地であるもので,し

かも1990年の国勢調査において住宅団地単位で統計資料が得られるものである.研究対象

の住宅団地の分布は,固in-4-1に示した.

亀岡市における住宅団地の分布をみると, JR山陰本線の最寄りの各駅(馬堀,亀岡,並

川,千代川)からIkm以内に大部分の住宅団地が位置していることがわかる.分布の特徴

としては,馬堀駅と亀岡駅の南部にある丘陵地には見時団地　東つつじヶ丘団地,西つつ

じヶ丘団地,南つつじヶ丘団地の大規模な住宅団地が分布しているのに対して,並河駅と

千代川駅付近では小規模なミニ開発による住宅団地のみにより構成されており,大部分が

山林や農地転用からのいわゆるスプロール的な市街地の拡大であるといえる・大規模な住

宅団地は,土地買収の容易さから山林からの転用が多いと一般的に言われているが,亀岡

市においても大規模なものが丘陵地にあり,そのような傾向がうかがえる・

3.住宅団地における各種施設の整備状況

住宅団地の施設整備状況を小・中学校や幼稚園などの学校施設,公園,集会所などの公

共施設と病院などの厚生施設,商店などの生活関連施設について分析を行い,住宅団地に

おける生活環境の現状を明らかにするために,各種施設の整備状況について住宅地図の判

読から考察した.上下水道や道路などのインフラストラクチャーの整備状況については,

全住宅団地の資料を得られないという資料的制約から,本研究では分析の対象外とする・

表Ⅲ41に示すように,南つつじヶ丘団地のような大規模住宅団地では公園や小学校のよ

うな公共施設が団地内に整備されているのに対して,ミニ開発的な小規模な団地では,隻

会所程度の公共施設しかなく,分譲当初に多数存在した児童が遊べる公園も設置されてい
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ないものが多い.

亀岡市の場合,いわゆる「宅地開発指導要綱」が1976 (昭和51)年8月に施行されている

が, 『亀岡市宅地開発等に関する指導要綱』が施行される以前の開発や施行直前の駆け込

み的な申請に基づく開発が相次いだことにより,宅地開発指導要綱による開発は見晴団地,

朝日ヶ丘団地　西つつじヶ丘団地,南つつじヶ丘団地の4団地のみである.

『亀岡市宅地開発指導要綱』では,第2条で開発行為のうち「開発面積が300m2以上又は

計画戸数2戸以上の開発行為」 , 「計画戸数2戸以上の建築行為」を対象とし,第5条で公益

施設(行政施設,教育施設,交通施設,医療施設,清掃施設,その他地域に応じて必要と

する福祉施設等)施行の原則,第6条で公共,公益施設の経費負担について書かれている・

また,具体的に設けられている数値基準では,道路関係では区画街路の幅員が原則6メート

ル以上(第16粂) ,公園,緑地関係では第17条「当該開発区域内に公園,緑地,広場及び

子供の遊び場等の公共の用に供する空地の面積の合計を,当該開発区域面積の100分の3以

上を確保するものとする.ただし開発区域の規模が0. 1ヘクタール以下については,開発規

横に応じて協議するものとする.なお事業者は,開発区域内の線化計画についても協議し

なければならない」とある.

さらに教育施設については,第23条で開発区域の規模に応じた学校用地の市への触償提

供がいわれ, 「計画戸数1800戸につき小学校用地1校分(1. 5ヘクタール),計画戸数3600戸

につき小学校用地2校分(3.0ヘクタール)と中学校用地1校分(2.0ヘクタール) ・ただし,

当該開発区域内に市の学校設置計画がない場合は,別に定める学校用地分担金をもって用

地の提供に代えることができる」とある.また幼児教育施設については,第24条で「通学
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区域及び幼児の交通の安全を考慮して配置するもの」とされ, 「計画戸数1800戸に幼稚園

2園と保育所1カ所を配置するものとし,その必要数地面積は幼稚園は3000平方メートル,

保育所は3000平方メートルを標準とする.ただし,当該開発区域内に市の幼稚園及び保育

所の設置計画がない場合は,別に定める幼児教育施設分担金を分担するものとする」とあ

る.つまり,分担金の支払によって開発区域内の教育施設を建設することを免れることが

でき,しかも小規模な計画戸数に分散させて申請する手法を開発業者がとった場合には,

学校用地提供を免れ,分担金の負担のみで済むことになる・

図Ⅲ41に示すように,亀岡市の場合,住宅団地内に小学校が設置されているのが,た

だ一つ計画戸数1800戸を上回る南つつじヶ丘団地と,市公社と民間業者が共同で開発した

西つつじヶ丘団地の2団地のみである.これら2つの団地は,既成市街地から離れて位置す

ることもあって団地内に小学校が設置されている.

宅地区画割面積については,第29条で「良好な居住環境の確保を図るため」 , 1区画の面

積は第1種住居専用地域では150m2以上,第2種住居専用地域では130mヲ以上その他の地域

では100m2以上(ただし, 1000m2未満の開発については用途地域を問わず100m2以上とする)

のように基準が設定されている.したがって亀岡市において大部分を占めているミニ開発

的な住宅団地では,安価な地価というメリットを十分に生かしておらず,狭小な区画面積

が許容されていることになっている.

このような公共施設の整備状況を,これまで研究対象とした広島市や福岡市の都市圏で

の事例と比較すると,宅地開発指導要綱施行との関連からみた開発時期や開発規模との差

異も考慮しなければならないが,亀岡市の場合,ミニ開発的なものが大部分を占めている
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こともあり,住宅団地内の公共施設の整備がほとんどなされていないといえる.ただし,

宅地開発指導要綱施行後の開発である西つつじが丘団地,南つつじが丘団地では,大規模

なため団地内に小学校も設置されるなど公共施設が整備されている.

Ⅲ章で明らかにしたように,広島市の場合,既成市街地と離れた丘陵地や山麓斜面,山

間部に住宅団地が造成されたため,小学校を整備せざるを得なかったような事例が多かっ

たが,福岡市都市圏の事例では,福岡市東区や太宰府市においてみられたように,かなり

大規模な住宅団地でも小学校が設置されていなかった.特に太宰府市では全く住宅団地内

に小学校が設置されず,行政は住宅団地の増加によって学校建設費の支出が膨大なものと

なったと考えられる.

次に,商業施設についてみると,表Ⅲ41に示すように,西つつじヶ丘団地や南つつじ

ヶ丘団地などの総区画数の多い大規模団地で,しかも既成市街地との距離を隔てて立地す

る住宅団地では商店数が多いが,その他の小規模な住宅団地では,商店数が少ない・ただ

し,一部小規模な住宅団地においても団地規模に比して,商店数の多いもめがみられるが,

これらは主要道路沿線にある喫茶店などの飲食店,自動車関連の商店などであり,ほとん

どが団地居住者のみを対象とした経営ではないことが推測される.大規模団地内の商店は,

食料品店やクリーニング店,酒屋などの生活関連商品やサービスを扱う小売り店が多いの

が特色としてあげられる.

以上のように,亀岡市における住宅団地の特色は次のようにまとめることができる・西

っっじヶ丘団地や南つつじヶ丘団地のように大規模に造成された住宅団地では,団地内に

学校などの教育施設や商業施設が計画的に整備されているが,それ以外の多くの小規模な
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住宅団地では,公園を除く各種公共施設,商業施設を既成市街地に依存しており,住宅機

能のみに特化した地域と考えられ,地域としての独立性に乏しい.また,住宅団地周辺に

っいても必ずしも生活関連施設の整備が十分であるとはいえず,住宅団地とその周辺地域

を含めた総合的な生活環境整備が望まれる.

4.住宅団地居住者の特性

住宅団地居住者の特性について1990年と1980年の国勢調査の統計資料を用いて分析した・

年齢別人口構成については, 1990年と′1980年の2時点においてそれぞれ住宅団地単位の統

計資料が得られるものを対象とし,その間の変化をみた.世帯状況と産業別就業人口構成

に関しては亀岡市において1980年資料を得ることができないという資料上の制約のため,

1990年のみを対象とした.また,最終学歴・就学状況と前任地・人口移動状況,住宅状況

に関しては, 1980年に関してほぼ住宅団地(町)単位で亀岡市が独自集計した資料が得ら

れるものと調査区単位で資料収集が可能なものを分析対象としたが,前者については必ず

Lも全てが住宅団地単位とは完全古ラ言致しないため, 1990年との比較は行わない・
(谷

①年齢別人口構成1980年と1990年の比較一

図Ⅲ42に示したように, 1980年においては若年世帯に関連する0-9歳, 25-39歳人口

率に著しく偏っていた年齢別人口構成が特徴である.グラフを詳細にみると,開発時期の

差異によるものかどうかは,前述したように住宅団地の開発に関する顔料の制約により検

討することができないが, 0-4歳あるいは5-9歳の年齢階層のピークの違いは,開発年次

の違いが反映したものではないかと考えられる.

1990年における住宅団地居住者の年齢別人口構成をみると,公団保津川団地や南つつじ
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図日蝣4-2　住宅団地における年齢別人口構成の変化(その2)
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ヶ丘団地などの中層集合住宅群や開発の新しい住宅団地において10歳未満と30歳台からな

る若年世帯に関連した年齢階層が卓越したものとなっているが,その他では10歳台の子供

と35∴54歳の親からなる中壮年世代の世帯に関連した年齢階層が卓越する住宅団地が多い・

また,芝原団地や東つつじヶ丘団地のように,比較的古い住宅団地の中には世帯主の年齢

階層が40歳台後半から50歳台に偏り,やや年齢層が高いものもある.

65歳以上の老年人口率を指標として,居住者の高齢化についてみると,大部分の住宅団

地で5-6%程度であり,高齢化の程度が低いことが明かとなった.老年人口率が極度に低

い団地(2-3%台)は,公団保津川団地,三宅荘園,君塚台,岩田団地,稲荷谷,東つつ

じヶ丘森区などであり,中層集合住宅群や交通の利便性の惑い団地などである・一方,老

年人口率が10%の住宅団地は清水住宅,芝原住宅,日吉台,保津が丘住宅であり,公営住

宅を含むものが多い.

東つつじヶ丘団地,西つつじヶ丘団地,南つつじヶ丘団地の開発時期の異なる大規模な

住宅団地についてみると,開発年次により高齢化の度合いが異なり,最も開発年次の新し

い南つつじヶ丘団地の老年人口率が最も低く,古い住宅団地ほど老年人口率が高い・しか

しながら,開発年次が古くても著しく高齢化の進行した住宅団地は少ない・これは,住宅

団地居住者の定着性が低いためというよりも,住宅団地居住者の年齢階層が若かったため,

30歳台中心の世代がまだ40歳台へと移行しただけのことであり,今後この「団塊の世代」

の加齢が住宅団地居住者の極端な高齢化をもたらすことも考えられる・

また,高齢化と住宅団地の各種施設との関連でみると,前述のように,亀岡市における

住宅団地には大規模な団地を除いて,生活関連の公共施設や商業施設が十分であるとはい
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えず,団地周辺や亀岡駅周辺などの中心商店街・大型スーパーマーケットに依存している.

さらに医療機関に関してもほとんどが団地外の施設に依存しているものが多い.このよう

な状況は,これまで若年世帯中心から中壮年世帯中心へと変化を経験し,今後も定着率が

高いままで「団塊の世代」として高齢化するならば,現在のような移動能力を維持するこ

とが困難になると考えられることからも,かなり多くの住宅団地では各種の施設利用を含

めた生活の利便性において危機的状況になることが予想される.

次に, 1980年から1990年にかけての年齢別人口構成の変化をみると,上記のように1980

年において若年世帯に関連する0-9歳, 25-39歳人口率に著しく偏っていた年齢別人口構

成は,いずれもそれらの年齢階層が10歳ずつ移行したこものとなっており10-19歳と35

～49歳の年齢階層が突出した構成となっている.一般的にニュータウンに関する既往の研

究で言われている画一的な年齢階層は維持されており,また一方では特定年齢階層に集中

するといった偏向した年齢階層は,若干の平準化もみられる.

②最多年齢階層とその変化からみた住宅団地の分類

居住者のライフステージの変化をみるために,年齢階層を0-50歳までを10歳階級ごとに

区分し,それらと65歳以上の老年人口をそれぞれの住宅団地別に1980年と1990年について

集計し,世帯主に該当する20歳台以上を対象に,最も比率の高い年齢階層を調べ,その分

布を図Ⅲ-4-3に示した.

その結果, 1980年においては大部分が30歳台が最多階層であったが, 1990年では40歳台

中心の住宅団地が大部分となっており, 30歳台中心の住宅団地は開発の新しい南つつじヶ

丘団地,東つつじヶ丘団地森区や中層集合住宅からなる公団保津川団地　ミニ開発の清華
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団地,中沢団地などである.大部分の住宅団地では, 40歳台が最多年齢階層であるため,

分布から地域的差異は確認できなかった.

③1990年における世帯状況

表ffl-4-2に示すように,ほとんどの住宅団地は戸建て住宅が大部分を占めるため,単身

世帯での居住は少なく, 3-4人世帯が50%以上を占める住宅団地が多い.また5人以上の世

帯が20%以上を占める団地も多く,住宅団地居住世帯における世帯人員は,世帯規模が大

きいといえる.一方,世帯人員の少ない世帯(1-2人世帯)の占める割合の高い住宅団地は,

公営住宅や民間アパートなどの共同住宅が含まれる清水住宅や北古世団地などや狭小な戸

建て住宅からなるグリーンハイツなどである.

核家族率に関してみると,核家族の占める割合の高い団地が多いが,例外的に日吉台や

北古世団地では単身世帯が多く,核家族率が低い.子供の独立により夫婦のみとなったと

考えられる核家族は,前述の年齢別人口構成から明かとなったように,若年世帯が多いこ

ともあって少なく,大部分は夫婦と子供からなる核家族である.

④1990年における産業別就業人口構成

経済的状況をみるために,産業別就業人口構成を分析した. 1990年の亀岡市における産

業別就業人口構成を国勢調査結果からみると,農業6.4%,建設業8. 1%,製造業27. 3%,

運輸・通信業5.7%,卸売・小売業,飲食店21.0%,サービス業22.3%であるが:この数値

と比較して,住宅団地居住者には農業就業者はほとんどおらず,製造業就業者の比率が高

いものが多い.表Ⅲ43に示したように,卸売・小売業,飲食店就業者とサービス業就業

者率は,亀岡市平均を大きく上回るものもあるが,一方で著しく下回る団地もあり,住宅
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3 2 .6 5%

3 5 ー5 %

6 .1 2 %

4 .4 4 %

1 2 .2 4 94

ー8 .7 7 W

3 5 .7 1 9も

ー9 一一%

4 5 .7 4 %

3 ー 6 3 %

2 0 .7 4 %

1 5 .5 9 %

ー9 .6 8 %

M 3 Z %
2 0 既 ケ 丘田 均 9 0 4 4 9 2 9 7 2 9 3 2 4 5 4 t

c
1 4 2 7 0 5 8 6 6 .1 5 %

6 ? .5 0 H

S S .2 6 %

6 0 .0 0%

ォ

2 .

4 .ー7 %

4 .S 4 W

5 2 .0 8 *も

2 4 .6 W

0 .0 0 %

ー4 5%

8 .3 3 *も

ー3 .0 4 *も

2 0 .8 3 %

2 3 .1 9 %

3 7 .5 0 %

S t 3 0 %

1 7 .5 0 %

3 3 ー2 %

1 7 .5 0 *も

5 .8 4 %2 1 姓 が 丘区 9 0 8 0 5 0 4 8 3 9 3 0 ー4 ー4

2 2 日吉 台 9 0 ー5 4 7 4 6 9 5 8 ー0 7 9 5 1

2 6

9

2 4

4 8 .0 5 %

6 2 .5 8 %

4 4 .8 ー

6 0 .0 0 %

2 4 .

1 3 .9 8 %

。

3 6 .S 6 H

9 1 %

4 .30 %

5 .5 8 %

1 7 .2 0 %

2 4 .4 6%

2 一.S 1H

2 0 .S 0 %

3 7 .4 2 94

3 5 .7 0 %

16 .7 7%

ー8 日 %

1 5 .4 8 %

1 3 .3 9 %2 3 西か すみ ケ丘 a * 9 0 1 5 5 9 7 9 3 8 3 8 5 8

1 3 6
2 4 か すみ ケ 丘田 均 9 0 3 8 ー 2 4 4 2 3 3 2 0 6 2 3

ー6

8

6 9 S I 6 4 .0 4 W 6 一.1 5 % 4 .2 9 % 3 6 - Y t ー8 9 一明 1 6 .3 9 %

2 5

2 6

小w ti S

iI 事EZ,也

9 0

9 0

2 3 6

一一8

ー4 ～

8 4

ー3 3

8 ー

一一9

7 ー

9 5

3 4

4 5

ー7

3 9

日

5 9 .5 6 %

7 1 .1 9 9*

5 7 .9 8 %

6 8 .6 4 9も

4 .3 5 H

5 .ー7 %

6 9弓

3 9 .8 G %

3 3 .3 3 %

3 7 .3 9 9 -

6 .5 2 %

7 .4 一%

7 .8 3 %

1 0 .1 4 %

～7 ,t G %

2 0 .0 0 %

2 7 .5 4 %

2 .4 7 W

2 0 .0 0 %

3 9 .9 2 。

2 8 .8 t y.

4 2 .3 8 %

。
14 .4 一%

ー9 .5 2 %

9 .3 2 サも

ー2 .8 6 *も

～7

2 8

2 9

書 種■

千 代 …田 地

保 3L ケ丘 tl 宅

9 c

9 0

9 0

2 ー0

2 ー0

2 1 5

ー2 0

1 2 6

ー2 6

1 ー5

1 1 5

1 1 9

9 8

10 3

8 5

1 4

8

8 9

8 3
4 ー

4 8

2 7

2 7

5 7 lt 4 9も

6 0 .0 0 M

5 4 .7 6 %

5 4 .7 6 %

G .9 ○

9 .5 7 M

。
2 7 8 3恥 6 .9 6 % 2 3 .4 8 % 1 6 .5 2 % 3 9 .S 2 % 2 2 .8 6 % ー2 .8 6 的

2 7 8 9 4 7 2 2 5 8 .6 0 % 5 5 .3 5 *も 2 0 .1 7% ー8 .4 9 H l l .7 6 % 17 .6 5 % 2 0 .1 7 % 4 一.4 0 W

4 2 .4 8 ォ

2 1 .8 6 %

1 9 .4 7 94

1 0 .2 3 %

ー8 .5 8 %

3 0

3 1

3 2

■毛 羽 n 缶 他

事 1 只明 田 穐

Ⅰ 2 失 明田 地

9 0

9 0

9 0

1 1 3

2 3 0

2 8 9

6 5

1 2 9

ー7 7

6 ～

1 2 5

1 7 3

5 3

日 0

7

ー4

4 8

一o o

2 2

5 3

2 1

3 5

5 7 .5 2 %

S6 .0 9M

5 4 .8 7*も

5 4 .3 5%

8 .0 6 H

8 .8 0 %
3 3 .8 7 %

3 2 .8 Cm

8 .0 6 *も

4 .8 0 %

30 .6 5 %

2 3 .2 0 %

6 .4 5 %

17 .6 0 %

.
4 3 .4 8 % 2 3 .0 4 % 15 .2 2 *も

1 5 1 I S 1 1 0 6 ー 3 7 6 1 .2 5% 5 9 .8 6 *も 9 .2 5 % 4 0 .4 6 *4 5 .78 % 2 0 .8 1M ー6 .1 B ・>

0 9{

3 8 .0 6 W

4 1.8 0 %

2 1 .1 一%

2 0 .2 8 9̂

12 .8 0 *も

1 5 .5 1%

3 3

3 4

3 5

九 * a 時

R nta 栂 II 田区

^ 吋a **

9 0

9 0

9 e

2 2 6 3

Z 4 5

Z 8 7

1 3 10

1 5 8

ー6 8

1 2 7 5

1 5 8

1 6 4

1 0 9 4

1 2 2

1 4 5

～5

9 4 6

8 6

4 5 9

4 3

3 5 1

2 4

5 7 .8 9 *も

6 4 .4 9 %

5 6 .3 4 *も

6 4 .4 9 %

4 .8 G H

7 .5 9 %

3 3 .7 3 %

2 7 .8 5 %
5 .4 一%

3 .8 0 %

2 1 .G S H

3 4 .1 8 %

2 4 .0 。

1 8 .9 9%
3 5 .1 0 %

。
ー7 .5 5 %

9 .8 0 %

1 4 .6 3 %

8 .6 0 %
ー4 4 18 日 7 5 S 4 2 5 8 .5 4 % 5 7 .1 4 <X> ー0 .9 8 % 2 4 .3 9 V . 9 .7 6 % 2 1 .3 4 % 2 0 .7 3 %

6 W <

4 0 .7 7V o

3 8 .7 ォ

1 9 .1 6 90

2 5 8 一%

3 6

3 7

3 8

中 沢田 均 9 0 9 3 5 2 5 1 4 7 3 3 6 2 4

5 9

3 1

8

3 0

2 5

5 5 .9 1 %

6 5 .8 2 %

6 3 .5 8 %

5 4 .8 4 %

S 4 .2 4 W

6 2 .6 3r o

5 4 .4 9 *

9 .8 0 *も

16 .7 5%

6 .7 2 %

5 .0 2 %

3 5 .2 9 ^ 0

3 4 一9 8 %

3 5 .2 9 %

3 7 .9 9 %

7 .8 4 %

3.4 5 W

5 .8 8 y o

7 .1 7 %

t S .6 9 W

2 4 .ー4 %

2 5 .2 1%

2 1 .5 1%

ー9 . 0

t S .7 6 %

○

3 4 ー8 % ー8 .6 7 % 9 .4 9 %

西山 EZ,也

ひは り ケ 丘田 地

9 C

9 0

3 ー6

1 9 0

2 0 8

ー～ー

2 0 3

一一9

ー4 7

9 9

3 5

ー4

ー0 8

6 7
2 一.0 1 %

2 1 . 5 %

3 5 .2 6 %

4 3 .7 5 %

1 6 .3 2 %

Z t .0 9 %

1 3 .1 6 %

14 .8 4 %

3 9 JEつ つ じ 丘 田 地 9 0 5 t Z 2 8 6 2 7 9 2 3 5 3 4 2 2 4 ー0 8 7 6 5 5 .8 6 % 0
i a n サi サg a サ* サiE d 1 3 9 8 4 3 8 6 3 .5 4 % 5 3 .8 7 *く

0 .4 0 M

i 1 2 .3 1 %

S .8 5 W

3 8 .9 7 K

3 8 .8 8 *も

。 日 .7 9 %

4 .6 8 %

2 0 .5 1%

2 0 .1 A Yt

2 3 .0 8 %

i 1 4 .7 5 W

3 8 .4 0 %

2 5 .0 4* 4

2 3 .2 0 %

1 5 .7 0 %

10 .5 0 %

6 .9 3 %
( 色Ⅰ 事含 tt 3 ) 9 0 3 6 2 ～ョo 1 9 5 ー7 0 2 3

4 0 琵琶 9 0 7 0 7 4 3 3 4 ～7 3 6 0 6 0 1 7 7 1 日 4 9 6 1 .2 4 % 6 0 . 1 %
ii e e k

O 。 。
4 ー 広 包区 . 寺 的区 9 0 B t 5 4 8 5 4 7 3 4 0 3 .6 0 3 2 6 ー6 8 日 5 5 9 . 5 耶 3 5 .9 2 9′ ー7 .5 4 W ー3 .8 3 %

4 2 平 耳珪 9 0 5 9 3 3 7 1 3 6 2 2 8 9

0 日 ー

5

9 2 0 1

3 2 ) 3

⊥ 旦9 2

ー0 4 8 2 6 2 .5 6 9も 6 一.0 5 %

% 56 .7 6 %

5 .5 2 W

6 .4 0 W

3 9 .7 8朋

2 9 .S O W

SI 6 .3 5 %

6 .5 5 %

2 4 .0 3 W

2 1 .4 4 %

。2 2 .6 3%

ー6 .8

2 5 .8 3 ォ

。

。 4 0 .9 6 %

。
2 2 .9 1 %

。
ー2 .9 0 %

4 3 西つ つ じ ヶ丘 田 蝿 9 0 1 2 4 4 9 ー4 3 S t 3 9 5 6 1 3 1 6 58 .6 0

8 3 %
S8 .3 9 % 6 .3 6 % 2 7 .3 0 *く。 S .3 4 * そ 2 4 .1 7耶。 3 9 .8 9 朋。2 6 .3 4 *く。 7 .7 3 %

4 4 雨 つつ じ ヶ丘 田 地 9 0 1 3 S S 7 2 t Z 8 2 0 7 7 ー7 5 9 2 4 4 ー4 1 9 9 3 7 2 7 5 5 9 . 1 9 9 0 年 国 勢 的 査 よ り 作 成
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団地による差異が大きい.

広島市や福岡市の住宅団地における住宅団地居住者に関する調査では,市街地に近い住

宅団地に卸売・小売り業就業者率やサービス業就業者率が高いという結果が得られたが,

しかしながら亀岡市内のみの分析では,都市規模が小さいこともあり,住宅団地の規模に

よる差異や位置による著しい差異は,あまり明瞭ではない.今後は都市圏レベルでの分析

も必要と思われる.

非労働力人口に関してみると,育児に関連していると思われる若年世帯の多い住宅団地

では,家事による非労働力人口率が高い.

⑤1980年における最終学歴・就学状況

居住者の最終学歴については,世代により就学状況の差異が大きすぎるため,社会・経

済的地位を表す指標としてはあまり有効な指標とはいえず,むしろ居住者の世代差に関連

しているのかも知れない.表Ⅲ44に示すように,最終学歴の高い団地には公団保津川団

也,芝原団地　古世ニュータウン,西つつじヶ丘団地などがあげられる.また,前述の年

齢別人口構成において若年世帯が多かった団地と対応しているものが多く,そのような住

宅団地ほど最終学歴において高学歴者が多い.

1980年の各住宅団地における就学者率をみると,公団保津川団地10.93　を最低として2

0%未満が10団地　20-30%が20団地　30%以上が2団地であり,就学者が居住者の5分の1

以上を占める団地が多い.しかもいずれの住宅団地においても小・中学校就学者率が80%

以上を占めた. 1980年の住宅団地における未就学者率もかなり高いものとなっており, 10

%未満は3団地のみである.

-　聖的　-



表‖-4-4　住宅団地居住者の最終学歴と就学状況
漢)各最終学歴は卒業老総数比

注)批学串.未就学串(幼稚閑・保市所)は人口総数比

蝿 国

番号

は宅田地 名

年次

未 就学 LB 柊学歴 準 就 学率 未就 学等

転義 幼 稚闇 保両所 小 . 中学 高校 大学 就学 率 小 . 中学 3 43 大学 未就学 畢 幼稚 冊 保 拝所

1 公団保津川 田地 8 0 7 5 ー3 6 2 2 1. 2% 5 2 .9 9 % 2 5 .9 0 % 0 .9 3 % 8 2 .5 0 ^0 ー2 .50 ー/ら 5.0 0 % 2 0 .4 9 % 3 .5 5 % 16 .9 4 %

2 余部前河原 住宅 80 5 3 6 4 7 3 8 .3 2ー/ら4 7.6 0 % 1 4 .0 7 % 2 3 .6 7% 5 8 .3 3 % 2 3.3 3 % 1 6 .6 7 % 1 0 .4 5 % 1 .18 % 9 .2 7 %

5 乏債団地 80 ー7 0 1 7 3 0 .3 8 % 3 9 .8 7% 2 9 .7 5 % 2 0 .8 1% 4 1.3 0 % 3 2 .6 一% 2 6 .0 9 % 7 .6 9 % 0 .0 0 % 7 .6 9 %

7 三 宅荘 園 8 0 9 6 Z 7 6 9 3 5 .2 7 % 5 3 .4 2 % l l .3 0 % ー9 .3 3 ー/(. 9 2 .4 7 % 7 .5 3 % 0 .0 0 % 1 9 .9 6 % 5 .6 1 % 1 4 .3 5 %

8 北古 世田地 8 0 3 7 2 3 5 2 6 .0 9 % 5 6 .5 2 % 1 7 .3 9 % 1 5.5 6 % 6 4 .2 9 ー/ら 1 4 .2 9 % 2 1 .4 3 % 2 0 ▼56 % 1 .1 1 % 1 9 .4 4 %

9 古 世ニュー" ン 8 0 7 6 1 8 5 8 1 7 .0 7 % 5 8 . 3 % 2 4 .8 0 ー/o 2 2 .0 3 % 8 0 .2 2 % 7 .6 9 % 1 2 .0 9 % 18 .4 0 % 4 .3 6 % 1 4 .0 4 %

1 ーク二:.テJt田地 (南 ) 8 0 6 8 1 4 5 4 2 1 .2 9 % 5 1 .9 8 % 2 6 .7 3 % ー9 .4 0 % 8 4 .6 2 % 9 .2 3 % 6 .1S サ/o 2 0 .3 0 % 4 .1 8 % ー6 .ー2 %

12 朝日ケ丘団地 8 0 1 4 3 4 ー 10 2 3 ー4 3 % 5 8 .7 8 % 9 .8 0 % 2 4 .3 7 % 8 1.8 6 % 13 .2 4 % 4 .9 0 % 1 7 .0 8 % 4 .9 0 % 2 .1 9 %

13 .7 7 %ー3 君 曙台 8 0 i 6 9 2 3 4 6 2 7 .7 2 % 5 2 .4 8 % ー9 .8 0 % 1 8 .8 6 % 7 7 .7 8 % ー5.8 7% 6 .3 5% 2 0 .6 6 % 6 .8 9 %

1 4 岩田団地 8 0 5 3 ー4 3 9 2 5 .3 9 % 5 9 .0 7% 1 5 .5 4 % 2 5 .9 0 % 8 3 .72 % 1 一.6 3 % 4 .6 5 % 1 5 .9 6 % 4 .2 2 % l l .7 5 %

1 5 中矢 酬 主宅 8 0 3 0 1 2 1 8 2 8 .7 8 % 5 3 .6 0 % 7 .6 3 % 3 2 .0 1% 7 6 .5 5 % l l .7 2 % l l .7 2 % 6 .6 2 % 2 .6 5 % 3 .9 7 <!も

1 8 ク '-ンハイツ 8 0 4 5 1 ー 3 4 4 3 .0 5"/ち 4 9 .6 7 % 7 .2 8 % 2 2 .5 3% 9 4 .74 % 3 .5 1 % 1 .7 5 % 17 .7 9 % 4 .3 5 % 1 3 .4 4 %

2 0

2 1

2 3

2 4

2 5

桜 ケ丘団地 8 0 10 7 1 5 9 2 3 0 .9 3% 4 8.9 5 % 2 0 .1 2 % 2 3 .4 8 % 9 4 .0 7 % 1 0 .3 7 % 2 .9 6 % ー8 .6 一% 2 .6 1 % 1 6 .0 0 %

はが 丘区 8 0 3 0 4 2 6 2 7.4 3 % 6 1 .0 6 % l l .5 0 % 2 3 .5 3 % 8 6 .3 6 % 1 3 .6 4 % 0 .0 0 % 6 .0 4 % 2 .1 4 % ー3 .9 0 %

西か すみケ丘 El)蝿 8 0 2 6 8 ー8 2 5 .8 6 % 5 6 .9 0 % 1 7 .2 4 % 2 6 .4 2 % 8 2 .3 5 % 1 7 .6 5% 0 .0 0 % 1 3 .4 7 % 4 .15 % 9 .3 3 %

か すみケ丘F )也 8 0 1 2 4 3 1 9 5 3 1 .8 1 % 5 3 .9 4 % 1 3 .9 9 % 2 0 .1 5 % 8 0 .1 5% 15 .2 7 % 4 .58 % ー9 .0 8 % 4 .7 7 % 4 .6 2 %

小林住宅 8 0 5 7 1 5 4 2 2 3 .4 2 % 5 6 .7 6 % 18 .9 2 % 1 4 .2 9 % 8 5 .7 1 % ー0 .7 1 % 3 .5 7 % 2 9 .0 8 % 7 .6 5% 2 1.4 3 %

2 6 清 華団地 8 0 3 1 3 2 8 2 8 .0 0 % 5 5 .0 0 % 1 7 .0 0 % 1 8 .6 3 % 8 0 .0 0 % 16 .6 7 % 3 .3 3 % 1 9 .2 5 % 1.8 6 % 17 .3 9 %

2 7 宝荘園 B O … 18 ー ー7 2 4 .6 9 % 6 0 .4 9 % ー4 .8 一% 2 0 .1 6 % 7 2 .0 0 % 2 0 .0 0 % 8 .0 0 % ー4 .5 2 % 0 .8 一% 1 3 .7 1 91)

2 8 千代 jlI同地 8 0 i 3 0 8 2 2 2 6 .1 5% 6 3 .0 8 % 1 0 .7 7 % 2 3 .4 4 % 8 5 .7 % 8 .1 6 % 6 .12 % 4 .3 5% 3 .8 3 % ー0 .5 3 %

2 9 保津 ケ丘住宅 8 0 1 3 8 5 3 3 57 .4 8 % 3 3 .ー8 % 9 .3 5 % 2 3 .8 7 % 6 8 .3 5 % 2 6 .5 8 % 5 .0 6 % l l.4 8 % 1 .5 1 % 9 .9 7 %

3 0 馬堀 駅前田地 8 0 2 0 9 l l 2 9 .7 9 % 5 6 .7 4 % 13 .4 8 % 3 2 .0 7 94 7 6 .3 2 % 17 .日 % 6 .5 8 % 8 .4 4 % 3 .8 0 % 4 .6 4 %

3 1 第 1 熊 明団地 8 0 5 6 1 9 3 7 3 5 .2 6 % 5 3 .2 1 % l l.5 4 % 2 0 .9 0 % 8 7 .50 % 8 .9 3 % 3 .57 % 2 0 .9 0 % 7 .0 9 %

4 .8 9 %

5 .7 1%

′

1 3 .8 1%

16 .3 0 %

∠
3 2 第 2 紫明用地 8 0 . 3 9 9 3 0 3 2 .4 8 % 4 7 .0 1 % 2 0 .5 1 % 1 5 .2 2 % 8 2 .14 % ー7.86 % 0 .0 0 % 2 1 .2 0 %

3 3 見時田地 8 0 3 8 2 1 2 7 2 5 5 2 3 .8 6 % 5 5 .1 5 % 2 0 .5 3 % 2 4 .8 一% 8 2 .7 9 % l l .7 8 % 5 .4 3 % ー7 .1 7 %

ー7 .3 7 %

18 .0 2 %

l l.4 6 %

o:3 5 八幡団地 8 0 6 2 17 4 5 3 3 .ー7 % 5 5 .7 7 % l l .0 6 % 2 4 .3 7% 8 2 .7 6 % l l .4 9 % 5 .7 5 % 4 .7 6 %

0

12 .6 1 ー/0

03 7 西山同地 8 0 6 9 1 6 8 3 3 .6 0 % 5 0 .6 1 % ー5 .3 8 % 1 7 .4 9 % 8 5 .0 7 % 1 0 .4 5 % 4 .4 8 % 0 .2 6 %

′

1 7 .7 5 %

○′3 9 東つつ じヶ丘同地 1 0 2 2 3 6 3 1 6 0 3 3 .7 3 % 53 .7 8 % 1 4 .6 8 % 2 6 .6 1 % 8 0 .3 4 % ー1 .4 1% 8 .2 5 % 14 .4 1 %

ー1.9 一%

4 .0 7 % 1 0 .3 4 %

0(中 tf 集合住宅) 8 0 9 3 5 8 8 5 1.8 7% 4 3 .9 8 % 4 .3 6 % 2 6 .3 8 % 8 2 .5 2 % 15 .5 3 % 1 .9 4 %

3 .13 %

0 .6 4 %

0

ー1 .2 7%

04 ー 広 田区 . 寺前 区 8 0 10 5 2 6 7 9 2 9 .0 2 % 59 .7 9 % ー1.19 % 1 1 9 .7 1 % 8 0 .2 1% ー6 .6 7 % Z t .5 6 %

0

5 .3 4 % 1 6 .2 2 %

o:4 2 平塚区 8 0 3 0 3 6 8 2 3 5 33 .2 3 %

1 9 .8 0 %

5 4 .5 4 % l l .8 2 % 1 2 4 .9 6 % 8 1 .2 6 % ー0 .3 0 % 1.6 4 % 1 7 .7 1 %

0

3 .9 7 %

0

ー3 .7 3 ノ0

0′4 3 西 つつ じヶ丘 団地 8 0 2 9 4 8 5 2 0 9 5 3 .1 1 % 2 6 .9 4 9L0 2 7 .1 5% 7 4 .4 5 % ー6 .5 1 % 8 .2 6 % 1 2 .4 3 弼0 3 .5 9 ー/ibl 8 .8 4 ー/○
1 9 8 0 年 国 勢 調 査 よ リ作 成

表=-4-5　住宅団地居住者の前住地・人口移動状況

地 国

番 号

は 宅 同 地 も

総 数

出 生 時

か ら

昭 和 5 0 f

9 月 以 前

昭 IH 5 0 年 1 0 0 - 5 4 年 9 昭 和 5 4 年 1 0 月 以 降

総 致 白 市 内 陣 内 他 県 総 数 自 市 内 佃 内 .他 県

1 公 E ll保 津 川 Ell蝿 3 6 6 i .6 <m 0 .0 0 勺/0 0 .2 7 % 1 0 0 .0 0 % d -o o ^ 0 .0 0 <!一も 9 8 .0 9 % 5 0 .7 0 % 3 5 .6 5 % ; 3 .6 5 ^

2 余 部 前 ,:q 擾 住 宅 5 0 7 1 7 . ^ i S 3 .2 5 % 2 2 .0 9 ′
′0

3 6 .6 一% 3 4 .8 2 9 .I. 2 8 .5 7 % 7 .5 0 % 5 2 .6 3 % 1 5 .7 9 % 喜 1 .5 8 - ',,

5

8

芝 原 団 地 ～Z t ー9 .4 6 ーo 6 4 .2 5 % 9 .9 5 5 0 .0 0 % 0 .9 一% 9 .0 9 % 6 .3 3 % 2 8 .5 7 % 5 0 .0 0 % 1 .4 3 %

北 古 世 団 地 1 8 0 7 .2 2 % 2 .7 8 % 8 3 .3 3 % 4 0 .0 0 % 4 9 .3 3 % 0 .6 7 % 6 .6 7 % 4 1 .6 7 % 5 0 .0 0 % 8 .3 3 ro

9 古 t! 二王. " ン 4 1 3 5 .3 3 <!'o 7 .2 6 ー'o 3 5 .5 9 % ～9 .ー8 % 3 6 .7 3 % 4 .0 8 % 5 1 .8 2 % 5 3 .7 4 % 4 1 . 1 2 % 5 .1 4 -

日 . クニ:Iテl同 地 (雨 ) 3 3 5 2 .6 9 n 一. ー9 ー/o 5 5 .8 2 % 2 4 .0 6 % 6 5 .7 8 % 1 0 . 6 % 4 0 .3 0 % 2 9 .6 3 % 6 0 .0 0 % ' 0 .3 7 %

2 朝 日 ケ 丘 田 地 8 3 7 9 .0 8 サi ー2 .9 0 ー,ら 6 9 .5 3 % 3 2 .1 3 % 6 4 .0 9 ー/o 3 .7 8 % 8 .4 8 % 2 6 .7 6 % 5 4 .9 3 % … 8 .3 1 %

1 3 君 曙 缶 3 3 4 7 .4 9 % 1 6 .4 7 % 4 9 . 1 0 % 1 6 .4 6 % 6 7 .0 7 ち 1 6 .4 6 % 2 6 .9 5 % 5 3 .3 3 % 3 5 .5 6 % l l . 1 1 %

ー4 岩 田 田 土色 3 3 2 9 .6 4 % 2 9 .5 2 ′0
5 1 .8 1 % 2 8 .4 9 -/< 6 4 . 5 3 /0 6 .9 8 % 9 .0 4 % 4 0 .0 0 % ! 4 6 .6 7 % i 3 .3 3 %

1 5 中 矢 田 住 宅 4 5 3 ー7 .0 0 % 6 6 .4 5 ′0 1 4 . S 7 9 'o 5 一.5 2 <!′ 3 1 .8 2 I
1 6 .6 7 % 0 .0 0 %

1 8 ク >)- ンハイ>J 2 5 3 日 .0 7 % 0 .0 0 .○ 8 3 .4 0 Yt, l l .3 7 W 8 2 .9 4 % 5 .6 9 % 5 .5 3 % 0 .0 0 % 7 1 .4 3 % 2 8 .5 7 %

Z 0 桜 ケ 丘 筏 地 5 7 5 1 2 .3 5 % 3 7 .5 7 .0 3 7 .7 4 7も 3 8 .7 T K 5 2 .0 7 % 9 .2 2 % 1 2 .3 5 % 4 9 .3 0 % 2 9 .5 8 % 2 1 .1 3 %

2 1

2 3

l 至が 丘 区 1 8 7 4 .2 8 % 4 .2 8 10 5 0 .8 0 m ¥ 3 2 .6 3 ^ 6 7 .3 7 % 0 .0 0 % 4 0 .6 4 % 4 0 .7 9 % 4 4 .7 4 % : 4 .4 7 %

西 か す み ケ 丘 田 ー9 3 9 .8 4 % 4 3 .0 1 ′0 3 9 .3 8 % 4 6 .0 5 9′ 3 8 . 6 % 1 5 .7 9 % 7 .2 5 % 6 4 .2 9 /0 4 ,2 9 V , 2 1 .4 3 -/o

2 4 か す み ケ 丘 印 地 6 ～0 2 0 .6 2 % 4 8 .9 2 /O 2 4 .0 0 % 3 8 .4 6 ?′ 5 1 .2 8 % 1 0 .2 6 % 6 .4 6 % 3 5 .7 1 0 2 8 .5 7 % 3 5 .7 1 %

2 5 中 綿 住 宅 1 9 6 9 .6 9 % 0 .5 1 I/0 7 3 .9 8 % 3 9 .3 T !′ 4 2 .0 7 % 1 8 .6 2 ?./0 1 5 .8 2 % 1 2 .9 0 Ve 3 5 .4 8 % 5 一.6 1 %

2 6 請 革 田 地 1 6 1 ; 1 0 . 5 6 % 4 2 .2 4 ../O 3 2 .9 2 % 5 2 .8 3 ー/′ 4 3 .4 0 % 3 .7 7 % 1 4 .2 9 % 8 2 .6 1 % 1 7 .3 9 % 0 .0 0 %

2 7 宝 荘 開 一之4 3 .2 3 % ー3 .7 1 VO 7 一.7 7 % 5 2 .8 1 <K 4 3 .8 2 % 3 .3 7 % l l .2 9 % 5 0 .0 0 % 3 5 .7 1 % 1 4 .2 9 %

2 8 千 代 川 EZ]地 2 0 9 1 .9 1 % 3 .3 5 % 8 6 .1 2 % 2 7 .2 2 "/ 6 6 .6 7 % 6 .1 1 % 8 .6 1 % 5 .5 6 % 6 6 .6 7 "/ 2 7 .7 8 %

2 9 保 淫 ケ 丘 住 宅 3 3 ー 2 6 .5 9 % 5 7 .1 0 % 9 .6 7 % 5 3 .1 3 ? 3 一.2 5 /0 1 5 .6 3 % 6 .6 5 % 9 5 .4 5 l l 0 .0 0 % 4 .5 5 %

3 0 馬 堀 駅 前 同 地 2 3 7 2 8 .2 7 % 6 0 .3 4 % 5 .9 1 % 2 1 .4 3 ー/ 7 8 .5 7 % 0 .0 0 % 5 .4 9 % 0 .0 0 % 1 0 0 .0 0 % 0 .0 0 %

3 1
I

莞 1 熊 明 田 地
2 6 8 ー8 .2 8 %

2 0 .6 5 %

4 5 .9 0 % 3 3 . 5 8 % 1 8 .8 9 9 7 一.1 1 % 1 0 .0 0 % 2 .2 4 % 0 .0 0 % 8 3 .3 3 % 1 6 .6 7 %

4 2 .9 3 % 3 2 .6 % 3 8 .3 3 ? 5 1 .6 7 % 1 0 .0 0 % 3 .8 0 % 7 1 .4 3 % 1 4 .2 9 % 1 4 .2 9 %
3 Z

3 3

3 ～

第 2 紫 明 田 地 ー8 4

見 時 EZ]地 2 0 6 2 ー2 .8 0 % 4 7 .0 9 % 3 3 .5 一% 2 3 .0 1 9 6 4 .6 9 % 1 2 .0 1 % 6 .6 0 % 2 7 .2 1 % 5 5 .8 8 % 1 6 .9 一%

^ 増 EZl地 3 5 7 1 3 .1 7 % 5 4 .6 2 % 3 0 .8 1 % 1 7 .2 7 6 9 .0 9 % ー3 .6 4 % 1 .4 0 % 0 .0 0 % 1 0 0 .0 0 % 0 .0 0 %

3 8 ひ は リ ケ 丘 田 地 3 8 3 l l .2 3 % 3 1 .0 7 % 4 9 .0 9 % S 3 2 ", 8 8 .8 3 % 5 .8 5 % 8 .6 2 % 1 2 . 1 2 V o 7 5 .7 6 % 1 2 .1 2 %

3 9 東 つ つ じ ヶ 丘 団 ー5 4 8 1 5 .8 9 % 4 7 .9 3 % 3 1 .0 7 % 2 8 .9 0 9 6 0 .2 9 % 1 0 .6 0 % 4 .9 1 % 3 5 .5 3 % S t .3 2 % 1 3 . ー6 %

( 集 ム 住 宅 ) 7 8 1 1 6 . 5 2 % 5 5 .4 4 % 2 2 .1 5 % 6 0 .1 2 3 2 .3 7 % 7 .5 1 % 5 .7 6 % 6 8 .8 9 % 2 4 .4 4 % 4 .4 4 %

4 1
.コ

広 田 区 . 寺 前 区
4 8 7 1 5 . 8 一% 4 7 .8 4 サo 2 7 .7 2 % 3 0 .3 7 ? 6 0 .0 0 % 9 .6 3 % 8 .6 2 % 9 .5 2 % 9 0 .4 8 % 0 .0 0 %

4 2 平 塚 区 ー7 日 8 .o i n 1 5 .3 1 % 6 4 .7 6 % 3 0 .7 8 ? 6 3 .0 0 % 6 .1 4 % l l .9 2 % 3 1 .3 7 % ! 5 3 .9 2 % 1 0 .7 8 %

4 3 西 つ つ じ ヶ 丘 田 2 3 6 5 1 4 .2 1 % 5 6 .2 8 % 2 3 .3 0 % 2 2 .8 7 1! 6 2 .4 3 % 1 4 .5 2 % 6 .0 5 % 4 6 .8 5 <K 3 8 .4 6 % ー4 .6 9 %

1 9 8 0 年 国 勢 調 査 よ り 作 成
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『統計でみるかめおかし』 (亀岡市)によると, 1985年から1992年にかけて小学校児童

数は一貫して微減し,幼稚園児,高等学校・中学校生徒数はいずれも1988年をピークに微

減状態にある.この状況を前述の年齢別人口構成やその変化と関連させてみると,現在も

分譲中の住宅団地があるが,今後児童・生徒数の増加は望めなく,住宅団地内に小学校等

をあまり建設せず既存の施設の収容力の強化で対応したことが,皮肉にも良かったのかも

しれない.

⑥1980年における前住地・人口移動状況

人口移動状況から住宅団地の入居開始時期を推測することができる.表Ⅲ45に示すよ

うに,例えば公団保津川団地では昭和54年10月以降の居住者が98. 09%を占めることは,当

団地が1979年10月から1980年9月の間に入居が開始されたことを示している.同様に, 197

5年9月以前に入居が開始された,亀岡市内で比較的古い団地は,余部前河原住宅,中矢田

住宅,馬堀駅前団地などである.

次に前任地についてみると, 1975年10月から1979年10月に入居した居住者と1979年10月

以降の居住者を比較すると,後者に他県を前住地とするものの比率が高い.また自市内ま

たは県内を前任地とする居住者についてみると,朝日ヶ丘団地,かすみヶ丘団地,美晴団

地東つつじヶ丘団地,西つつじヶ丘団地などの比較的規模の大きい団地において,県内

を前住地とした居住者が多い.西つつじヶ丘団地では,開発当初は県内を前任地とした居

住者が多かったが, 1979年10月以降は自市内を前住地とした居住者が増加している・

⑦1980年における住宅状況

資料的制約のため分析対象の団地数が少ないが,表Ⅲ46に示すように,中層集合住宅
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群からなる公団保津川団地は,町単位の集計により周辺の住宅をも含んだ資料であるが,

1世帯当たりの室数,畳数において他の団地より狭小であることがわかる.しかしながら,

グリーンハイツのように,戸建て住宅中心の他の住宅団地においても中層集合住宅からな

る公団保津川団地の住宅とそれほど居住空間の広さに差異の無いものもあり,居住室数が

5部屋未満の住宅がかなりある.したがって,比較的地価が安いといわれる亀岡市における

住宅団地では,必ずしも地価の安さを十分に生かした住居面積になっておらず,大都市圏

の縁辺地域にもかかわらず,あまり十分な居住空間を獲得していなかったということがい

える.位置的な差異をみると,西つつじヶ丘団地のように市街地と離れて位置する大規模

団地において比較的広い住居からなるものもあれば,一方で,同じように市街地から離れ

たミニ開発的なグリーン-イツでは,狭小であるように,位置的差異は兄いだしにくい.

5.小括

亀岡市は,交通条件から京阪神大都市圏の縁辺地域に位置すると考えられるが,そのよ

うな大都市圏縁辺地域における住宅団地の造成は,ミニ開発的な手法が中心となって活発

になされていることが明かとなった.そのため亀岡市内で大部分を占める小規模な住宅団

地では,開発申請が「駆け込み申請」的に宅地開発指導要綱施行以前になされたこともあ

り,学校等の公共施設や商業施設や医療機関などの生活施設を既存の市街地に依存するも

のが大部分を占めていることが明かとなった.

また,住宅団地居住者の特性を国勢調査によって分析した結果,住宅団地への入居開始

当初は, 0-4歳の乳幼児と20歳代後半から30歳代前半の夫婦からなる若年世帯が突出した

年齢別人口構成であったが,他の事例研究でもみられたように,年月の経過とともに年齢
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構成の平準化(突出年齢階層の解消)がみられた.しかしながら,福岡市,千里や泉北な

どの大都市圏内のニュータウンでの事例研究でみられたような住宅団地居住者の高齢化の

現象はほとんど確認することができなかった.これは,亀岡市の地価が他都市に比較して

相対的に安価であったために,比較的若い世帯が多く転入してきたため,まだ居住者の加

齢が進んでいないからである.

しかしながら,現在高齢化の進行がみられない住宅団地であっても,戸建て住宅の定着

性の高さから,子供の成長による独立に伴う転出(相対的高齢化)と親の世代の加齢(絶

対的高齢化)によって,現在40歳代に偏った年齢階層の高齢化への移行は免れることがで

きない.その結果,住宅団地内に各種の施設が整備されていない小規模な住宅団地では,

生活の利便性が悪いことがもたらす高齢者の生活への深刻な影響を推測することができる・

現在移動手段を持ち,それほど不便さを感じていない若年世帯であっても,来るべき将来

における生活を考えた住宅団地の今後の計画と既存住宅団地に対する生活基盤整備が課題

である.特に,亀岡市のような大都市圏縁辺地域における住宅団地では,中心都市である

京都市への各種サービスを依存した状態を解消し,亀岡市内での各種サービスの整備をし

ないならば,後に団塊の世代が高齢化したときに住宅団地が陸の孤島となってしまう危険

性がある.

以上前節と本節では,郊外地域の各種住宅団地の居住者特性の変化を明らかにするこ

とによって,年齢別人口構成などにおいてその居住者特性に偏りが生じ,住宅の種類ごと

に居住者の特徴が異なることが指摘できた.各種の住宅団地は,郊外地域においてそれぞ

れ偏った居住者集団を形成しながら分布し,居住者特性は年次とともに平準化しながらも
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維持されている.各自の移動性が高い若年世帯は,郊外地域に居住しても各種サービスを

中心市や既成市街地内に依存することが可能であるが,上記のように,高齢化により移動

能力が低下したときには,周辺地域への依存が困難となることが予想される.さらには,

住宅地ごとに偏った居住者集団が形成されているために,住宅団地内で必要とされるサー

ビスが開発時期ごとに異なるので,自治体は教育施設の整備・縮小などについて常に対応

を迫られるのである.

本章で対象とした大都市圏最縁辺部における住宅地開発地では,もう少し立地条件のよ

い大都市に隣接する地域に比べて地価が相対的に安いにも関わらず,必ずしも住宅状況は

よいとはいえなかった.また,生活関連施設の新設など居住環境の整備もあまりよいとは

いえず,単に住宅価格の安さのみを「売り」として住宅が供給されている印象を強く受け

た.このような大都市圏縁辺部における住宅開発は,大都市圏における地価の異常な高騰

がもたらした現象であるともいえるが,大都市圏縁辺地域にも関わらず,ミニ開発地が多

い現状は,居住環境整備事業などにおいて当該地域の今後の発展に何らかの悪影響をもた

-らすと思われる.このような地域であるからこそ可能な,良好な住宅とその環境を生かし

た宅地開発が求められている.

以上のように,本章では住宅の種類ごとに居住者特性が異なり,供給される住宅の単位

ごとにセグリゲーションされた居住空間が形成される.これまで都市計画段階においては,

主に社会階層の混合に目が向けられていたが,これまでの住宅が大量に供給された民間の

宅地開発では,供給が短期間に集中していたために, 「団塊の世代」が形成されやすい傾

向にある.今後の住宅開発への提言として,まず開発期間を長期化することによるジェネ
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レーション・ミックス(すなわち世代混在)をはかること,また今回は分析できなかった

が,社会経済的階層の融合をはかることも重要である.その方法として住宅団地内にさま

ざまな所有形態や建築形態,またさまざまな賃貸料,分譲価格を持つような開発形態,つ

まり社会階層の混合だけではない,より幅の広いミックス・ディベロップメントの採用が

望まれる.
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lV章　公営住宅における居住者特性とその変化のメカニズム

都市における住宅問題は,大量の人口流入に住宅供給が追いつかない量的な住宅不足の

問題と,最低居住水準未満の不良住宅の存在にみられるような質的な問題の二つに大きく

分けられる.公営住宅の供給は両者の解決策の一つとしてあげられ,量的な問題とともに

入居時における所得制限により住宅困窮世帯や最低居住水準未満の世帯-一定水準の住宅

供給を行うこと,及び住宅改良事業を含む点において,社会福祉的意味を強くもつ住宅供

給として位置づけることができる.地理学においては尾藤(1985)や北畠(1992)による事例

研究があるが,いずれも開発時期区分による公営住宅の立地に焦点があり,公営住宅のも

っ社会福祉的意義に関連させたアプローチはみられない1)

諸外国の公営住宅に関する地理学や関連分野の研究では,低所得世帯への福祉というよ

りも自然発生的集落の制御の手段として公営住宅計画を行うホンコンの事例(ドワイヤー

; 1984)を例外として,クアラルンプルにおけるスラム対策の低所得者向け公的住宅の建

設(生田; 1989)の事例にみられるように,発展途上国においてはスラム対策や市街地の

再開発と関連させた公的住宅の供給が特徴であるといえる.また,国により多様ではある

がイギリス,フランス,オーストリア,イタリア,ベルギー,旧西ドイツなどのヨーロッ

パ諸国やアメリカ合衆国においても公営住宅は,スラムクリアランスや難民・移民対策2)

などの特定日的をもつものもあるが,主に低所得者を対象とした供給が中心である(White,

P. ; 1984, Johnston,R.J. ;1984, Knox,P.1987, Smith,S.J. ;1989,富岡, 1992).

わが国における公営住宅の性格に関しては,戦後の住宅政策と関連させてみると荻田・
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リム(1989)は次のように述べている. 「日本の公営住宅建設が『戦災都市応急簡易住宅

建設要綱』 C1945C昭和20)年)で始められ, 1946C昭和21)年からは公共事業として国庫補助

庶民住宅が年間4万戸程度建設され」 (p.42),これらの事業がいずれも応急的なものにと

どまったため,この事業に法的な根拠と恒久性・計画性を持たせるために1951C昭和26)年

に公営住宅法が公布された.また,公営住宅の応急的,福祉的性格3)については「当初か

ら日本の住宅政策は基本的には持ち家取得を促すことを目的とし,公営住宅は国民すべて

が持ち家を取得するまでの一時的な仮の住まいを提供するものに過ぎなかった」 (p. 52)と

述べている.

次に,住宅政策と社会福祉政策との関連からみると公営住宅の歴史を概観した結果,荻

田・リム(1989)は「戦前の取り組みに比べて,戦後の建設省による公営住宅政策は福祉政

策とはほとんど対応していない」 (p.44)と指摘し,この原因を「公営住宅の性格が戦前

の不良住宅地区改良を主とするものから,戦後復興と都市化のもとでの低家賃住宅の大量

建設へと拡大された結果」 (p.44)とみている.つまり,これらの文脈からわが国の公営

住宅が社会福祉的性格より採算を重視した住宅経営を主眼としていたことが読み取れる.

しかしながら,公営住宅入居者に関する以下の研究の成果からはわが国の公営住宅は住

宅経営と同時に福祉的性格もある程度果たしてきたのではないかとみることができる.例

えば,公営住宅居住者や世帯の特性に関する事例研究においては,玉置(1976a, b, c)は名

古屋市や中部地方の地方都市を事例として公営住宅居住世帯の職業構成,収入階級におけ

る「沈澱層」の存在や多人数世帯や高齢化などの諸問題の存在を明らかにしている4).

「公営住宅はそもそも労働者階級の劣悪な居住環境を改善するために生まれてきたもの
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であり,その性質上,低所得階層に対する社会福祉施策と密接な関係をもたざるをえなか

った」 (荻田・リム1989, p.9)が,後に恩恵的な救貧施策から国民すべてが権利として

享受できる普遍的な社会保障へと発展したイギリスでは,公営住宅は質的に大きな変化を

経験している.この背景について,荻田・リム(1989)は社会福祉思想の進展とそれに影響

を与えた労働者階級の労働運動などの社会動向や劣悪な居住状況などの社会問題の深刻化

が関係すると指摘している.特に,大都市のインナーシティではさまざまな社会問題が深

刻化しており,そこで展開された住宅改良事業の社会福祉的意義は大きい.

社会福祉的意義をもった公営住宅に対する地理学的アプローチとして注目されるのは,

公営住宅の供給を都市の希少資源の配分として着目した福利厚生の観点であり,その資源

配分の行為者であるアーバン・マネージャーへの関心である(Gray;1976, Pinch;1977).ジ

ヨンストン(Johnston;1989)によると「例えば公営住宅-のアクセスや抵当権付き住宅(mo

rtgages)の配置をコントロールすることによって,都市地域の内的な空間構造に影響を及

ぼす意志決定をなすのは,プロフェッショナル(専門家)と官僚である.国家機構の一部

として働く官僚は,通常アーバン・マネージャー(都市管理者)と呼ばれ,一方民間部門

(不動産販売のような)に従事するプロフェッショナルはゲートキーパー(門番)と呼ば

れる」 (p.660).

都市地域の構造化においてアーバン・マネージャーとゲートキーパーは重要な役割を果

たすが,その役割の認定に関してレックス・モア(Rex and放oore;1967)は,住宅階級(hou

sing class)の概念から説明しており,その中では,住宅のような希少資源へのアクセスに

おける選択に対しての制約を構築し,住宅市場における力関係を住宅配分システムの操作
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者(行政すなわち官僚制)の重要性について述べている.西山(1986)はこのレックスの住

宅階級論の意義について,福祉国家における希少資源の配分と官僚制の役割を基軸に据え

た階級間の葛藤を理論化した点にあると評価した一方で,住宅階級にみられる階級矛盾は

階級意識が弱く鮮明でないこと,住宅市場が階級不平等の原因というより結果であること

などをあげて厳しい批判も紹介している.

また,ベリー(1976)は20世紀のヨーロッパの都市化を19世紀の工業化による都市化と区

別して「管理された都市化」と捉え,公共の介在を経た管理された変化とみなした.べリ

-は都市計画の公共性という視点からみた,北アメリカ及び第三世界の都市化とは異なる

ヨーロッパの都市化を再定義した.彼によると北アメリカの都市化は,競争経済と利害集

団的政治体制の条件のもとで都市開発の多くが自由な私企業の投機的事業にまかされ,ま

た第三世界の都市化は,公共の権力が高度に集中的で,政治機構は権威主義的であるのに,

あまりに大規模でペースの早い変化に圧倒され, 「都市開発が公共利益を求め公的事業と

して行われるにもかかわらず,すべてが私物化されてしまう性質のものである」 (西山, 1

986, p.137)としている.これらの都市化に対しヨーロッパの都市化は, 「公共の利益のた

めに都市の変化を規制したり,個人の投機的利益に対して公共的対策を講ずるなど,明ら

かに管理された都市化をつくるための多様で効果的な方法が開発されてきた」 (ベリー;19

76, p.5).すなわち, 「 『管理された都市化』とは,福祉国家の進展にともない都市空間

を公共的な性質のものにつくり変えていく,その過程を意味する」 (西山, 1986, p.137).

具体的な事例として,ロブソン(Robson;1969)は「20世紀のイギリスにおける公営住宅と

都市計画の発達が,ワース(Wirth-,1968)のアーバニズム論などにみられる古典的都市化理
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論の基盤を崩壊させた」 (p. 137)ことを引用し,またニュータウン法に基づく福祉国家の都

市政策に関連して,公営住宅供給に言及している.また,ノックス(Knox;1982)は英国の公

営住宅における居住者を分析した結果,マイノリティに対して明らかに不利な立地であり,

多くの公営住宅が都市から離れた郊外地域に集中して立地していることを指摘しているが,

これは公営住宅の開発された地域が既存の住宅地とのあつれきを回避するためであり,ア

-バン・マネージャーによる居住分化の形成であるといえる.同様にピールほか(Peel et

al. ;1971)はアメリカ合衆国のいくつかの都市において,中流階級のコミュニティが既存

のスラム地域以外に公営住宅の建設される機会をほとんど無くし,公営住宅の建設地を限

定していることを指摘している.

さらに,トゥワイン・ウィリアムス(Twine and Williams;1983)は,公営住宅における居

住者の社会的分化を職業構成や住宅の老朽度との関連から明らかにし,ウィンチェスター

(winchester;1990)はジェンダー問題との関連から,公営住宅に女性と子供からなる片親世

帯が集中していることを明らかにし,公営住宅政策が新たなる貧困の集中を生じさせたこ

とを指摘した.これについてノックス(Knox;1987)は, 「公営住宅が都市の空間構造に与え

る影響について,経済的・人種的居住分化を局地化することによって社会問題を合成しな

がら,強化している」 (224p.)と指摘している・一方,都市管理者の役割に関しては,ジョ

ンストン(Johnston;1979)は重要な役割を持つものとしてみるべきものではあるが,経済的

・社会的・政治的プロセスが活動に制限を与えるという都市システムの状況において,限

定的な重要性としてみるべきであると指摘しており,過大に評価すべきでもないとも思わ

れる.
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しかしながら,公営住宅の供給が直接的あるいは間接的に都市内の居住特性に影響を与

えることは前述のように明白であり,他の種類の住宅以上に都市管理者が「希少資源」の

配分への影響力を最も強く発揮できる分野の一つであると考えられ,都市マネジャリズム

論が生みだした多くの研究の関心は例外無く住宅に向けられている(ピンチ; 1990).

すなわち,公営住宅居住者の居住特性をコントロールするのは,住宅の種類などの決定

や配置を行う政策的な作用であるが,一方,民間住宅市場においては住宅の分譲価格や賃

貸料によるフィルタリング作用が働くことによって居住者特性を創出していくと考えられ

る.つまり民間住宅市場では,住宅の老朽化にともなう居住者の社会的ろ過作用(フィルタ

リングダウン)がみられ　年次経過とともに居住者の転出入が行われ,一般的には前住の世

帯より低い社会経済的地位の世帯が入居するという連鎖的居住地移動(chain migration)が

みられる.その際の居住者特性の形成や変容には,主として世帯の経済力を基準として居

住者選択する経済的論理が働いていると思われる.したがって,居住者特性には地価に対

する負担力をフィルターとした居住者選別作用が働くと考えられる.

それに対して,公営住宅では供給時において供給者側(地方自治体)が行う居住者の選

択は,必ずしも地価を反映した経済論理に従ったものではない.その場合に行われる地方

自治体の居住者選択には,入居条件としてあげられる申込者の世帯収入が最重要な基準と

して作用する.さらにその後の転出入の繰り返しの過程においては,公営住宅市場では民

間住宅市場と異なり,世帯の収入基準を制約条件とした転入世帯の行政側による選択とと

もに,高齢者や身体障害者世帯,低所得者層に対する優遇入居が行われ,福祉政策として

の公営住宅供給が,その福祉機能を果たす一方で,その弊害として低所得者層や高齢者層

-　395　-



の集積を政策の力によって創出しているのである.このような特定の社会階層を特定の住

区・住棟に住宅政策により結果的に集積させてしまう現象は,ハウジング・トラップと呼

ばれる(竹中; 1990).

大規模な公営住宅団地であれば町内会や小学校区などを構成し,それ自体で地域社会を

形成するため,これにより公営住宅への入居世帯の居住者特性に対するアーバン・マネー

ジャー的な役割に形成された居住者特性は住棟や住宅団地内部において等質的であるほど

それらの周辺地域とは異なり,しかも小学校区などにおいて周辺地域との交流がより少な

いために孤立した島状の地域社会の形成となると考えられる.この点について建築学の分

野において平山ほか(1986)は,大阪市平野区の公営住宅における被保護世帯(高齢者や生

活保護受給の世帯)の集積のメカニズムを明らかにしている.その居住者特性の分析の結

異として,低所得者や高齢者などの経済的弱者の集積が明らかにされており,公営住宅政

策がある程度は福祉的役割を果たしてきたといえる.

ところで,レックス・モア(Rex,J.A. and Moore,R. ;1967)による住宅F粗も(housing

class)の概念は,世帯の住宅へのアクセスの違いによる階層格差を指摘したものであると

理解できる5).ゎが国における公営住宅の供給の大部分は,住宅購入による住宅取得が困

難であったり,民間借家市場における家賃支払い能力が極めて脆弱な世帯を対象としたサ

ブマーケットに位置づけられる.そのため,良質の住宅に入居することが経済的に困難な

住宅階級向けに供給される公営住宅は,入居者の所得の上限が制定されていることによっ

て,住居費を指標とした経済状況においては等質的な居住集団が形成される可能性を包含

していることになる.
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同様に,竹中(1990)は住宅階m>定義を「住宅の所有関係と集合居住とによって相互

に区分けされた世帯の集合」であるとし,所得水準によってクラス分けされたニュータウ

ンにおいては差別や階層間の葛藤・紛争をさす住宅階層間題を発生させることを指摘して

いる.竹中によると地方自治体が建設・経営する公営住宅は,一種の社会的な櫨過作用

(フィルタリング効果)により特定の社会階層を特定の住区・住棟に集め,つねに低所得

者が滞留する-ウジング・トラップ(住宅政策のわな,落し穴)と呼ばれる問題を発生す

るとされている.

また竹中(1992)は,公営住宅における住宅階級間題のメカニズムを入居のための制度的

枠組み(公営住宅の場合の所得制限)が,居住者を階層的にふりわける一種の弁別メカニ

ズムとして機能し,所得の不平等を住宅の平等化として是正するはずの住宅政策が階層区

分をみえるかたちでの「空間化」することによって,新たな差別の形態を生み出すと指摘

している.

さらに,住田(1982)は住宅供給の観点から住宅階級を捉え,西山(1968)による「住宅

階層論」の理論的蓄積の根底にある住み手の住宅要求を層化して把握するねらいに注目し,

地域的に住宅階層論を適用した「居住地階層論6)」の概念をたてた.ところが,この概念

は地理的な意味での地域的把握ではなく,住宅の種類別にみた住宅地間の階層格差を示し

ている. 「居住地階層論」において住田は,居住者の住宅選択には社会階層の違いによっ

てまとまった傾向があり,供給される住宅の形態は需要のあり方や住宅の立地条件に制約

された一定の傾向を示すことから,居住者・住宅・地域の対応関係に基本的な型があり,

それが階層構造をなしているとしている.彼は大阪都市圏を事例として,居住地の塑別に
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居住者構成を明らかにし,公的住宅に関しては「大別して,公団・公社層は高収入・高学

歴のホワイトカラー層が多く,公営1種・ 2種層は相対的に収入・学歴が低く,筋肉労働

従事者の占める割合が高い.居住期間の長い団地になると,家族規模の若干の膨張,家族

型の多様化がみられる.また,公団・公社層における上層の持家化による住替え,公営層

における収入の増大と居住者のホワイトカラー化の傾向がみられ,公団・公社・公営の住

宅階層差が接近してくる」 (住田, 1982;38p.)と述べている.

公営住宅居住者の特性が他の種類の住宅との比較において階層的格差を示すことについ

て,平山・谷本(1985),平山他(1986),田中・三宅(1986)は公営住宅における生活保護者

世帯の集積を明らかにしている.また六披羅(1992)は,公営住宅において優先的に特定層

の入居を進めた結果,低所得層(特に障害者,母子,高齢者)などの被保護世帯の集積を

指摘している.

上記のように公営住宅法の成果には,住宅階層間題の顕在化など可否様々な指摘がなさ

れているが,共通していえることは種々の問題を含みつつも多くの住宅困窮世帯への住宅

供給を大量に行ったことである.木章は,わが国の公営住宅供給地(あるいは棟)におけ

る居住者や世帯の特性の変容を明らかにすることによって,公営住宅法がこれまで果たし

てきた役割を評価し,また公営住宅法が与える居住者特性の変容への影響とそのメカニズ

ムを明らかにすることを目的とする.
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1節.広島市における公営住宅の居住者特性の変容

1.研究対象地域の概観

研究対象地域とした広島市は,公営住宅の管理戸数が約24, 000戸(1991年12月31日現在)

7)で全国第10位の都市であり,全住宅に占める公営住宅戸数は1990年の国勢調査時におい

て約5%である.これはそのほかの政令指定都市と比較して少なく,特に市営住宅は極めて

脆弱な住宅ストックである8).さらに住宅・都市整備公団住宅に関しては,約1,600戸の管

理戸数で第9位の仙台市の約4, 100戸の半分にも満たず,政令都市の中で最も少ない.

広島市における公営住宅の建設は,他の大都市と同様に第二次世界大戦後の戦災復興と

1960年代の高度経済成長期における大量の人口流入に対処することを目的として行われて

きたが,特に広島市の特徴としては原爆被災者への住宅供給があげられる.市街地中心部

に隣接する通称「相生通り(基町地区) 」は, 1970年代前半まで「原爆スラム」とよばれ

た不良住宅地区であったが, 1967年の大火以来災害の危険性もあり, 1960年代後半から19

70年代にかけて大規模な住宅改良事業が行われた9).ユニークなデザインの高層形態の改

良住宅には「原爆スラム」住民のほかに余剰分は第二種住宅10)として一般募集により入居

が行われた.この住宅改良事業以前にも基町地区では戦災復興事業として中層の市営住宅

と県営住宅が建設されていたが,ほかにも高層の公団住宅が建設され,多様な公共住宅か

らなる中高層集合住宅群の地域ができあがった.大規模な住宅改良事業は河川改修にとも

なう西区福島町においてもみられる.

市街地内部における公営住宅は,中区青島地区,丹入・江披地区,両区宇品地区,西区
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観音地区などの臨海部の埋め立てなどによる公有地に多く,比較的住棟・住区当りの供給

戸数も多い.それに対して郊外における公営住宅は, 1960年代後半に広島市に編入された

町が編入前に建設した小規模な長屋建て町営住宅を広島市が引き継いで市営住宅として管

理しているものと, 1970年代に郊外の戸建て住宅団地内の一角に建設された県営住宅に大

きく分けられる.郊外地域には広島市に編入後,市営住宅は新築されておらず,近年,中

層化による老朽建物の更新による供給が数カ所でみられるのみである.郊外地域における

公営住宅は,市営住宅よりも中低層の集合住宅の県営住宅が比較的大規模に建設されてい

る点が特徴である.

2.研究方法

研究方法は以下のとおりである.まず,広島市作成の「平成2年度広島市域公営住宅団地

分布図」をもとに,広島市内の市営住宅と県営住宅及びその比較として住宅都市整備公団

住宅(以下では公団住宅)と広島県住宅供給公社住宅(以下では公社住宅)を対象として,国

勢調査区地図と対照させて1970年, 1975年, 1980年, 1985年, 1990年の5時点の国勢調査

において棟あるいは住宅地区単位での統計資料が得られるものについて,それぞれの時点

での調査区別統計資料を転記により得た.資料を得た国勢調査の項目は,年齢別人口構成,

世帯人員構成,産業別就業人口構成,最終学歴及び世帯状況である.次に,統計資料を得

られた棟・住宅の中から年次変化を追うことが可能なものを抽出した.さらに,公営住宅

との居住者の比較のために公団・公社住宅に関しても同様の作業の手順で調査区単位の統

計資料を得た.また,大規模な中区基町地区,西区の鈴が峰ニュータウン,安佐北区高陽

ニュータウンについては住宅の種類や構造別に分析を行うことが可能なものは,住宅地区
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単位を細分して入居開始時以降の統計資料を集計した.

この結果,市街地内部11)に関しては中高層の住棟・住区に関しては大部分の公営住宅が

分析対象であるが,郊外地域については小規模な長屋建て市営住宅の資料が得られず,中

高層の県営住宅が分析対象となった.分析対象の公営住宅は全市域の公営住宅戸数の69%

にあたり,研究対象の公営住宅と公団・公社住宅の分布は図Ⅳ-1-1に示した.

3.公営住宅における居住者の特性と変化

①年齢別人口構成

国勢調査の調査区別に得た統計資料によって1970年における公営住宅居住者の年齢別人

口構成をみると,広島市全域で老年人口(65歳以上)率が5.8%であったのに対して,これ

を超えるのは最も高い市営江波住宅の6. 7%などの建築年次の古い4住宅のみで,その他の

住宅は低い.また公営住宅における老年人口率の地域的差異は,郊外地域において3%未満,

市街地内部においては5%未満がそれぞれ大部分であることだが,あまり顕著な差異ではな

い.ところが, 1980年になると広島市全域で老年人口率が7.3%へと増加し,市街地内部の

公営住宅においては老年人口率が20%を超えたものが2住宅現れるなど大部分の住宅で10%

を上回った.一方,郊外地域の公営住宅では老年人口率の変化はほとんどみられず,市街

地内部の公営住宅での状況とは著しく異なることとなった.さらに1990年では,広島市全

域で9. 8%と高齢化が進行したが,市街地内部の大部分の公営住宅で老年人口率が15%を超

え,中には住宅内の人口総数の3分の1以上が老年人口となったものもある.一方,郊外地

域の公営住宅においては老年人口率が10%をわずかに超えたものが2住宅のみでそのような

急速な老年人口率の増加はみられなかった.
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図中の番号は研究対象住宅を示す.

I.(市)西白鳥2HRC, 2.(市)基町1-2RC, 3.(市)卿丁高層18号2HRC, 4.(市)基鵬層19号2HRC, 5.(市)甚田I

高層20号1・2HRC, 6.(県)基町1RC, 7.(輿)長寿園北1HRC, 8.(輿)長寿園南2HRC・ 9・(公)西白鳥市街即IRC,
10.(公)白鳥北町市街地HRC. ll.(公)白鳥(分言JO HRC, 12.(市)平和1RC, 13.(柿)河原町2RC・ 14.(輿)宮島1.2RC,

15.(輿)舟人1HRC・2RC, 16.(柿)江披2RC, 17.(市)若草北店舗付1RC, 18.(市)若草北1・2RC, 19.(市)若草南I

RC( 20.(市)尾長2・改RC. 21.(柿)戸坂川根東1・2W, 2LC, 22.(市)戸坂桜丘1・2TC, 1・2RC. 23.(市)戸坂東浄ト2
RC, 24.(市)戸坂百田2TC, 1-2RC, 25.(県)牛田2RC, 26.(市)京橋3RC, 27.(市)皆実平和1・2RC. 28.(市)仁保木

浦上1・2W, 1・2LC, 1TC, 29.(柿)字品あかつき2RC, 30.(輿)比治山1・2RC, 31.(輿)宇品1・2RC, 32.(輿)鯉港l・

2RC, 33.(市)己斐1・2RC, 34.(市)ふじハイツ1・2RC, 35.(市)新庄2RC, 36.(市)高須2TC, 1RC, 37.(市)庚午北2
TC, 1RC, 38.捕)如1LC・RC, 39.(市)給が峰1セットバックRC, 40.(市)鈴が峰アパート1-2RC. 1HRC, 41.(市)

飴が峰南2RC. 42.(輿)柏島那～9アパート改RC, 43.(輿)衆観音1 RC, 44.(公)中広HRC. 45.(公)天満町市街地HRC,

46.(輿) (市)下大町1・2LC, 2TC. 47.(輿)上安t・2LC. 48.(輿)安佐1・2RC. 49.(県)別所1TC・RC, 50.(市)可部中

島IRC, 51.(県)荒下1LC, 52.(輿)高馴2RC, 1IIRC. 53.(公)高陽金平RC, 54.(公)高閣市街那IRC, 55.(公社)金

平RC, 56.(公杜)高陽金平RC, 57.(輿)則」1-2LC, 58.(輿)あさひが丘1・2RC, 59.(輿)虹山1・2LC, 1・2-TC( 1RC.
(市)涌宮住宅(輿):県営住宅(公):(」宅都市鰹節公B]住宅(公社):広島県住宅脚告公社住宅

住宅名の右の数字は住宅の種績l :第1挿住宅　2:第2種住宅　改:改良住宅

ァルファベットは住宅の構造W:木造平朗て　LC:簡易耐火構造平屋建て　TC欄易耐火舶2剛て　RC:中鮒

火構造　HRC:高層耐火構造
(平成2年度広島市域公営住宅団地分布図より作成)・

国IV-H　広島市における公営住宅の分布と研究対象の公営住宅(由井;1993, p.666)
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図IV一卜2　公営住宅における年齢別人口構成の変容類型(由井;1993, p・668)

1970年から1990年にかけての5年次毎に研究対象の公営住宅における居住者の年齢別人口

構成の変化に関して,老年人口(65歳以上)率の変化を指標とした高齢層,中壮年層(40-5

9歳),および若年層(25-39歳人口)を指標とした各年齢階層の変化をもとに分類した結果,

図Ⅳ-ト2に示すような3つの型の存在が明らかとなった.

第1は, A型に示すように, 65歳以上の老年人口の急増(1990年において65歳以上人口比

率が15%以上)とそれ以外の年齢階層の減少からなる「高齢特化」型である・次節の世帯

状況の分析とも関連するが,公営住宅の大部分は狭小な居住空間のために2世帯の同居には

適さないので12)市街地内部の公営住宅のように長期間居住し続ける世帯では成長した子

どもの独立・転出が行われる.その結果,若年層の流出と40歳代以上の中壮年層と老年の
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残留現象がみられる.また,住宅内の世帯数の変化はないが,人口総数の減少がみられ,

中壮年層の加齢にともなう高齢化　さらには1980年の公営住宅法の改正による「単身高齢

者13)」への入居制限削除や「高齢者」への入居の優遇による「高齢者」の転入が重なるこ

とによって,老年人口率は老年人口の実数以上に急激な増加を示している.

第2は, B型に示すように, 1970年において乳幼児や小学校低学年と20歳代後半から30歳

代の若年世帯を主体とした年齢構成が,年次変化とともに推移した形態をとる「滞留」型

である.区分の指標は1990年において老年人口率が15%未満で, 45-49歳や50歳代の年齢

階層が増加し,この年齢階層のいずれかが10%以上を占めることとした.この変化型は加

齢により各年齢階層が漸次的に変化し, 「高齢特化」型のような特定年齢層の急激な変化

はみられない.

第3は, C型に示すように第2の「滞留」型に近い変化形態で, 40-44歳人口率の増加は

あるが40歳代後半以降の年齢階層の増加が顕著ではない型である.つまりj ZD' d。歳の若

年世帯に対応する年齢層への集中が年次経過とともに崩れつつも, 30歳代の年齢層が依然

として多く, 50歳以上の年齢層の人口比率が低い「若年層継続」型である. 「滞留」型と

の区別の指標として中壮年層の中でも45歳以上の各年齢階層がいずれも10%未満であるも

のとした.

以上の3つの年齢別人口構成変化の型による団地の分布をみると,図Ⅳ-1-3に示すように

なる.市街地内部の基町,若草,己斐などの公営住宅は「高齢特化」型であり,郊外の安

佐南区祇園や安古市,安佐北区荒下などの公営住宅は「滞留」型や「若年層継続」型が多

い.
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国IV-1-3　公営住宅における年齢別人口構成の変容類型の分布(由井;1993, p. 669)

-　405　-



市街地中心部の基町地区では各種の公的住宅供給がなされているが,それぞれの年齢別

人口構成の変化についてみると公営住宅では,市営高層20号棟などの一部の第1種住宅を除

いて65歳以上の老年人口率が20%以上に増加しており,特に第2種住宅の西白鳥住宅では老

年人口率が36. 8%と極めて高率である.

このように,同一地区内であっても公営住宅の種類の違いによって年齢別人口構成の変

化の過程に明瞭な差異が確認できた.この差異は,第1種住宅と第2種住宅の入居基準の差

異によるものと考えられ,入居時における世帯の収入が高い第1種住宅では,収入の増加に

ともなって転出することが可能となる.しかし,収入の低い第2種住宅入居者は民間の賃貸

住宅より公営住宅の家賃が相対的に低いため滞留する傾向にあり,さらに高齢の収入の低

い世帯の入居が入居募集時において優遇されるためであると思われる.

また,公団住宅と公営住宅とを比較すると,公団賃貸の西日島住宅と自島北住宅の老年

人口率は1990年においてそれぞれ8. 6%, 5. 3%で,第1種公営住宅との差異は顕著ではない・

公団分譲の長寿園住宅では持ち家のため定着傾向が強く,公団の賃貸住宅に比べて老年人

口率が11. 3%とやや高い.そのほかの地域の公団住宅においても1970-1975年では老年人

口率は0. 5-1. 6%であり, 1990年でも大部分が5-8%である.

郊外の公営住宅における年齢別人口構成の変化をみると「滞留」型は県営の大町住宅な

どのいずれもLC構造14)やTC構造の古い長屋建て住宅である.一方, 「若年層継続」型は高

陽住宅などのRC構造の1970年代以降に建築された県営住宅が主体である. 「滞留」型の県

営住宅では各年齢階層の漸次的移行がみられるが, 「若年層継続」型の県営住宅では,中

壮年層への漸次的移行はみられるものの高齢層への漸次的移行はみられず, 50歳以上の年
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齢層が極度に少なく,乳幼児や小中学生の子供と20歳代後半から30歳代後半にかけての戟

からなる若年世帯によって継続的に成り立っている.以上から, 40-50歳代の中壮年層の

転出と40歳未満の若年層の転入が継続的に行われていると推測できる・

②世帯人員別世帯構成

各年次の国勢調査によると, 1970年と1975年において広島市の公営住宅居住世帯は主に

3-4人世帯が中心で,研究対象の郊外地域の公営住宅では4人以上の世帯の占める割合は5

0%以上であった.この比率は4人以上の世帯が1970年と1975年においてそれぞれ39. 4%,

39.5%であった広島市全域の状況と比較して,かなり高い比率であるといえる.一方,市

街地内部の公営住宅では郊外地域に比べて4人以上の世帯が少ないという地域差がみられた

が, 3-4人世帯が半数近くを占めていた点で郊外地域の公営住宅と同じような特徴をもっ

ていた.しかし,単身世帯に関してみると1970年において全市域平均が17.8%であったの

に対して,市街地内部の第2種住宅と改良住宅の各1つの住宅で市内平均値を上回った以外

はすべて10%未満の単身世帯率であった.特に郊外地域においては,大部分の公営住宅の

単身世帯率は3%未満であった.これは,公営住宅の申し込み条件に「同居者がいる(見込

める)こと」があったため,単身の「高齢者」や生活保護受給者,身体障害者等の公営住

宅への申し込みが可能となった1980年の公営住宅法の改正まで,公営住宅への申し込みが

単身世帯には閉ざされていたことによるものである.つまり, 1980年以前の国勢調査時に

おける公営住宅での単身入居は,入居後に世帯人員が減少した結果であると思われる.

1990年においても同様の世帯人員構成に関する地域的差異がみられ,郊外地域ではいく

つかの公営住宅で4-5人世帯の増加が部分的にみられるなど, 4人以上の世帯が半数以上を
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占めた状態に大きな変化はみられない.一方,市街地内部の公営住宅では少人数化が著し

く進展しており,大部分の公営住宅で2人未満の世帯がしめる割合が50%を上回っている・

上記のような世帯人員の少人数化は,広島市全域においても単身世帯率29. 9%と2人世帯率

21. 0%が示すように全体的傾向としてみられたが,市街地内部の公営住宅においては,特

に建築年次の古い公営住宅の2人未満の世帯率は60%以上を占め,最も高い2人未満の世帯

率は市営平和住宅の85%である. 1970年代以前に建設された建築年次の古い公営住宅には,

単身者対象の2DKC2室または43m2)以下の住居が多いが,このうち最近10年間の単身世帯向

け空き家募集は県営・市営住宅合計で年平均約60戸の募集であり,広島市内における公営

住宅の家族向け募集全数の約5%である1 5)

このような世帯人員別構成から1970年から1990年にかけての世帯状況の変化は,いずれ

も少人数世帯の増加という点では共通性がある.しかしその増加程度の差異や世帯人員構

成の変化の差異によって図Ⅳ-1-4に示すような3つの型に分類ができる・また,それらの型

の住宅の分布を示した図Ⅳ」-5では,公営住宅の種類にかかわりなく,市街地内部と郊外

地域との地域的差異が明瞭である.

第1の型は,市営基町18号住宅などにみられるような単身世帯や2人世帯の増加と3人以上

の世帯の減少の組合せからなり, 「少人数世帯特化」を示す型といえる.この型では特に

単身世帯の急増と4人以上の世帯の急減が注目され,単身世帯と2人世帯からなる少人数世

帯が総世帯数の60%以上を占めていることに特色がある.少人数世帯特化型の分布は市街

地内部に限定され,また,第2種住宅において単身世帯が2人世帯より多いなど,第2種住宅

における少人数化の程度は第1種住宅より顕著である.この原因として,交通条件や生活関
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世帯構成八打
田県　基町79国県　毒町75田県　萎町瑚Ea県　董町尽囚県　婁町90

世帯捕庇ノ唱史

匂可部中島1975因可部中島1988田可部中勘935日可部中島1993

世帯構成人主文

E]長寿副い9TSロ長寿副k19S8悶真弓副い955蝪長寿副い開

国IV一卜4　公営住宅における世帯状況の変容類型(由井;1993. p.671)

連施設への利便性などの整った市街地内部の公営住宅は,家賃の相対的安さもあり長期間

居住する世帯が多いため,子供の独立などにより世帯の少人数化が進行すること,さらに

生活の利便性を強く指向すると思われる「単身高齢者」の入居も多く,世帯規模の少人数

化に拍車がかかっていることが考えられる.

第2の型は, 1970年時点や入居開始当初において既に2人以下の少人数世帯の比率が30%

以上とかなり高かった第1の型と異なり,それまで少なかった少人数世帯が年次経過ととも

に徐々に増加を示し,しかも3人以上の世帯が依然として過半数を占めている公営住宅であ

る.つまり,これらは少人数化の進行程度が弱い公営住宅であり, 「少人数・大規模世帯

混在」型であるといえる.事例としては,市街地内部の主に第1種住宅からなる県営長寿園
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図1V一卜5　公営住宅における世帯状況の変容類型の分布(由井;1993, p.672)
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北住宅などの数例である.特に県営長寿園北住宅は,隣接する第2種住宅からなる長寿園南

住宅と年齢別人口構成の変化も異なっていたが,世帯構成の変化も著しくことなっている・

っまり,入居募集時において所得上限が高い第1種住宅では,入居開始当初において若年世

帯中心で3-4人世帯を主体とした偏った構成であるのに対して,所得上限の低い第2種住宅

では少人数世帯や「高齢者」が入居開始当初からかなり入居しており,その後も所得上限

により少人数世帯や「単身高齢者」が入居しているのである.すなわち,公営住宅法によ

る制度的制約が公営住宅への入居時における入居者の選別を行ない,さらに空き家への入

居者募集時の入居条件を通して公営住宅の種類間の居住者特性の差異が顕著になっている

のである.

第3の型は,県営高陽住宅などの郊外地域の大部分でみられる4人世帯の特化が継続した

世帯構成である.この型は単身世帯の入居が極めて少なく, 4人以上の世帯が総世帯数の過

半数を占める.市街地内部の大部分の公営住宅においても1970-1975年では, 「4人世帯特

化」型のような世帯構成になっていたが,年次経過とともに第1の型や第2の型のように少

人数世帯化している.ところが第3の型は4人世帯の構成比の減少が少なく,先に分析した

年齢別人口構成と併せて考察すると,若年世帯の子供の増加による5人世帯の増加など世帯

規模の拡大を示す住宅も含まれる.また,若年世帯中心であるため子供が独立する年齢に

達しておらず,世帯人員の減少もあまりみられないことや「単身高齢者」の入居が少ない

などにより,世帯の少人数化が進行していない.

以上でみた公営住宅における世帯構成変化の3つの型を公団住宅における世帯構成変化と

比較してみると,中区西日島市街地住宅などの市街地内部における公団賃貸住宅では,公
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営住宅と同様に少人数化の傾向がみられた.つまり,住宅の所有関係や家賃の違いによら

ず,市内全域の傾向と同様に市街地内部の中高層集合住宅においても,居住スペースの狭

小さゆえに高齢化や子供の独立などの世帯内部の変動に伴い,少人数化の進行が著しいと

判断できる.さらに,分譲された公団住宅では長期の居住により子供が独立したために夫

婦のみの世帯となることによって少人数化したと思われる.

玉置(1976c)は地方都市に比べ,大都市の公営住宅において世帯人数が多いことを明らか

にしているが,本研究では大都市内部においても世帯人員構成に地域差が生じていること

が明らかとなった.このような公営住宅における世帯人員構成とその変化における地域的

差異の原因の一つとして,同様の間取りや家賃の条件下,世帯のライフステージに対応し

た居住地選好の差異による影響が考えられる.

また,鈴木(1973)は,公営1種・ 2種住宅,公団住宅を含めた公共住宅についてそれぞれ

入居対象を収入状況により階層的に分け,入居する世帯の家族構成の多様性に対応せずに

画一的な間取りで供給される問題点を指摘している.本研究では,所得階層差に対応した

多様な公営住宅供給の指摘というよりも,世帯規模や年齢構成により異なる多様な住宅需

要に対応していない画一的公営住宅供給の問題点が明らかとなった.

③産業別就業人口構成

公営住宅居住者の産業別就業人口構成については,その他の種類の住宅と構成比におい

て著しい差異の認められる建設業,製造業,卸業・小売業,サービス業の4業種に関して1

970年から1990年にかけての変化をみた.

1970年の建設業就業者率は,中区県営長寿園南住宅などの第2種住宅や改良住宅のみか第
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2種住宅を含む公営住宅において,全市域平均の9. 3%を大きく上回る30%以上の高い比率

となっているが,これらはすべて旧市内の市街地内部に位置する.郊外地域においては,

建設業就業者率は安佐南区の下大町住宅が15. 1%を示すものの,その他の住宅では5. 9-8.

2%で市街地内部の第1種公営住宅と同様に全市域平均値と大きな違いはみられない. 1990

年までの20年間において建設業就業者率は市内全体で1%強の変化であるが,公営住宅にお

いては1970年において高率の住宅で減少している.しかしながら,第2種住宅を含む郊外地

域の東山住宅などでは建設業就業者率は8%から12%になり,むしろ若干増加して市街地内

部の公営住宅と対照的である.

製造業就業者率は, 1970年において東区の市営尾長住宅や郊外地域の公営住宅で全市域

平均値(25. 0%)を大きく上回った比率であるが,これらの住宅では1990年においても大部

分が25%以上の製造業就業者率で市平均値(17. 9%)を大きく上回っている.

中区をはじめ市街地内部の公営住宅では1970年の製造業就業者率において市平均値と顕

著な違いはみられず,卸・小売業就業者率やサービス業就業者率が高いために製造業就業

者率や建設業就業者率は相対的に低い値である. 1970年から1990年にかけての産業構造の

全体的な変化に連動して,広島市においても第2次産業就業者率が34. 4%から28. 7%に減少

し,第3次産業就業者率が60. 2%から68. 7%に増加したが, 1990年の市街地内部の公営住宅

では卸・小売業就業者率とサービス業就業者率がそれぞれ30%以上をしめ,第3次産業就業

者率が70%以上と上記の1990年の市全体の平均よりやや高い.一方,安佐南区や安佐北区

の郊外地域においては比較的新しい県営高陽住宅を含めて製造業就業者率が各住宅内で最

も高く,第3次産業就業者率は大部分が60%未満で,市街地内部の公営住宅ほど高くない.
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以上の結果から,産業別就業人口構成の1970年から1990年にかけての変化と1990年時点

の産業別就業人口構成の特徴の組合せによって公営住宅を分類すると,大きくは次の2種類

に分けるととができる. 1つは市街地内部において卸・小売業とサービス業の第3次産業就

業者率が高い公営住宅である.もう1つは郊外地域において建設業・製造業の第2次産業就

業者率が高い公営住宅である.また,住宅の種類別にみると市街地内部においても第2種住

宅からなる公営住宅において建設業就業者率が著しく高く,住宅の種類による就業人口構

成に差異が確認できる.

公団住宅と公営住宅を比較すると,産業別就業人口構成における差異は顕著であり,第

3次産業就業者率が70%以上を占める公団住宅では1970^　-1990年において建設業就業者率

4-9%,製造業就業者率9-14%と第2次産業就業者率は極めて低く,入居時期において収

人により階層化されたことによる住宅の種類別の居住者特性の違いは明瞭である.

4.公営住宅における居住者特性変化の模式化と要因

①居住者特性変化の模式化

以上のの分析結果から, 1970年から1990年にかけての公営住宅における高齢化と世帯の

少人数化をもとに居住者特性の変化を類型化し,類型化された住宅の分布を図w-i一別こ示

した.公営住宅居住者の特性の変化のメカニズムに関しては,平山ほか(1986)による研究

があるが,その内容は,詳細な収入階層と年齢階層に関するアンケート調査結果に基づき,

公営住宅の空き家住宅への入居において若年世帯より中壮年世帯や被保護者世帯が集積す

る状況を大阪市生野区の事例で明らかにしたものである.その結果,わが国の公営住宅に

おける被保護者層等の集積にみられる「沈澱層」の発生をそれらの世帯の入居を優遇する
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[高齢化・少人数化の進行】 [若年層継続〕

図IV一卜7　公営住宅における地域別居住者特性の変容のメカニズム(由井;1993. p.671)

公営住宅法にも一因があるとしている.本研究では広島市全域を研究対象としたことによ

り,平山ほか(1986)による市街地内部に限定された研究結果に加えて,公営住宅における

居住者特性の市街地内部と郊外地域間の地域的差異が明らかとなった.ここで,公営住宅

における居住者特性の変化のメカニズムを,地域間の差異を考慮して市街地内部と郊外地

域に分けて模式化すると図Ⅳ-ト7に示すようになる.

市街地内部の公営住宅は, 1970年においては3-4人の核家族からなる若年世帯を主体と
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し,第3次産業(小売・卸売業とサービス業)就業者世帯の多い第1種住宅と,中壮年世帯と

若年世帯が混合し, 3-4人の核家族からなる,第2次産業(建設業と製造業)就業者世帯の多

い第2種住宅と改良住宅に分類できる. 1990年においては若年の3-4人世帯が急減し,対照

的に単身世帯と老年人口が増加したことによって世帯の少人数化と高齢化が進行した・世

帯の少人数化と高齢化の程度は,第2種住宅の方が進行しており,また第2種住宅では第2次

産業就業者率が微増しており,第1種住宅との居住者特性の差異が明瞭化している.

一方,郊外地域の公営住宅における居住者特性は, 1970年では3-4人からなる45歳未満

の若年及び中壮年層の核家族の占める割合が極めて高い.市街地内部と異なる点は,建設

業と製造業就業者率が高く,職住近接の必要性の高いサービス業と小売・卸売業就業者率

が低いことである.また,郊外地域の第1種住宅と第2種住宅では居住者特性の差異は市街

地内部ほど明瞭ではなかった.

1990年の郊外地域では,産業別就業人口構成において第2種住宅で第2次産業就業者率が

増加しているものの,第1種住宅は第3次産業就業者率が全体的に増加し,住宅の種類間の

格差が生じている.しかしながら,年齢別人口構成と世帯人員構成に関しては1990年にお

いても3-4人の若年および中壮年層の核家族を主体としていることに変化はみられず,年

齢別人口構成における老年人口と少人数世帯が極めて少ないことは1970年と大きくは変化

してはいない.つまり,郊外地域の公営住宅においては若年世帯が定着せずに転出し,そ

の空き家に別の若年の核家族世帯の転入が繰り返して行われていることが考えられる.

②居住者特性変化の要因

先に述べた公営住宅の居住者特性の変容過程において現れた,市街地内部と郊外地域間
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の地域的差異の要因は,地域別にみた公営住宅における入居及び退去世帯数と入居世帯募

集数によって推測される.

資料の制約から県営住宅に限定して考察すると,表Ⅳ」-1に示すように,住宅管理戸数

と比較して,旧市内の入居及び退去世帯数は少なく,郊外地域の安古市や高陽地区の大過

去世帯数が極めて多いことから,居住者の定着性に地域的差異が存在することが明らかと

なった.個々の住宅での資料は得られず,年次により数値の変動がみられるものの高陽地

区の退去世帯数は1990年までは管理戸数の約10%をしめ,居住者の入れ替わりが活発に行

われていたことがわかる.また,住宅の種類別にみると第1種住宅では住宅管理戸数約7, 0

oo戸に対して1988-1991年の転入・転出世帯数がそれぞれ平均して417世帯, 460世帯に比

べ,第2種住宅では管理戸数約3, 800戸に対して同時期の転入・転出世帯数が161世帯, 165

世帯となっており,第2種住宅に比べて第1種住宅の方が管理戸数に比較して入居及び退去

世帯数が多い.すなわち,第2種住宅における居住者の滞留と第1種住宅における居住者の

流動性が資料から読み取れる.この傾向は,表Ⅳ」-1からもわかるように旧市内において

顕著であり,旧市内の公営住宅では住宅の種類間の転出入世帯数の差異は大きい.市営住

宅に関しての資料は得られなかったが,広島市住宅管理課からの聞き取りによると,市営

住宅においても第2種住宅の入居及び退去世帯数は第1種住宅より相対的に少なく,第2種住

宅居住者が滞留しているとのことであった.

同様に地区別の県営住宅に関して,空き家住宅の入居募集世帯数の推移をみると,表Ⅳ

-1-2に示すように,市街地内部(表中の旧市内及び自島)における募集は住宅管理戸数に

比べて非常に少なく,特に第2種住宅はほとんど募集されていない.一方,郊外地域におい
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表IV一H　広島市内の県営住宅における地区別にみた転出入世帯数の推移

(由井;1993. p.676)

(単位:戸)
県営 住宅 管理 戸数 1988- 】991年の 1988- 199!年の 1988- 1991年の

(戸) 転入世帯総数 年平均転人世耳数 転 出世帯総数

) 挿 2 穏 計 l 幡 2 用 計 l l種 2 用 計 1 種 2 稚 計

1988-1991年の
年平均転出世帯数

1持　2種　計

1 ,0 30 89 8 1 .92 8 113 63 17 6 28 16 4 4

4 8 6 68 1 1 ,16 7 114 52 16 6 29 13 4 2

16 3 15 8 32 1 48 4 1 8 9 12 10 2 2

8 7 8 36 6 1 .2′ILI 2 03 6 5 268 5 1 16 67

2 8 0 18 0 46 0 6 7 5 4 12 1 17 13 30

・15 9 8 8 54 7 12 5 18 143 3 1 36

8 7 3 14 6 1.0 19 9 9 2 2 12ー 25 30

2 . 16 8 72 2 2 ,89 0 68 2 17 9 17 0 -15 2 15

l…6 .33 7 3 ,23 9 9▼57 6 1.45 1 49 4 1 ,945 36 3 123 4 86
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表iv-1-2　広島市内の地区別にみた県営住宅における入居者募集世帯数の推移

(由井;1993, p.677)
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ては,老朽住宅の立替事業のために募集を政策的に止めている祇園地区以外で常時募集の

形態をとっており,常に空き家住宅が多い状況が継続されていることがわかる.これは,

先にみたように市街地内部の公営住宅においては利便性の良さと周辺住宅に比べて家賃が

安いため,居住者の滞留性が高いことが考えられる.一方,郊外地域の公営住宅において

は世帯の年齢別人口構成や世帯構成から推測できるように,若年の世帯の入居にともなう

世帯人員の増加や子供の成長,世帯の住宅取得能力の拡大などが,入居者の流動性が高い

要因として考えられる.

資料的裏付けは得られなかったものの,市営住宅においても第2種住宅の入居者募集は,

特に旧市内の基町地区など利便性のよい住宅では退去世帯が少ないために,第1種住宅に比

べ第2種住宅の入居募集の倍率は約6倍という高倍率となるなど,公営住宅の需給関係に不

均衡が存在することが広島市住宅管理課からの聞き取りによって明らかとなった.また聞

き取りによると,市営住宅では募集方法が県営住宅と異なり,高層階の住居に「高齢者」

が抽選で当たったときに入居辞退が多いのでそれを避けるために戸別募集を行っていると

のことであったが,市街地内部では,高齢者が転出することも少なく,しかも低層階を希

望することが多いために,そのような住宅への入居が極めて困難になりつつあるとのこと

である.

また, 1980年に改正された公営住宅法が60歳以上の「単身高齢者」の入居申込を可能と

したことや,入居時の抽選において「高齢者」の当選倍率が高められるという優遇処置を

受けていることが,公営住宅における世帯の少人数化と高齢化に大きな影響を与えたと思

われる.特に1980年以降の公営住宅における少人数化と高齢化現象は,公営住宅法改正と
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の関係について今後追求する必要がある.

5.小括

広島市の公営住宅における居住者特性の変容に関するこれまでの分析と考察は,以下の

とおりにまとめることができる.

1970年においては公営住宅に居住する世帯の特性として, 3-4人の若年の核家族世帯を

主体とした居住者により構成され,市街地内部と郊外地域における違いは産業別就業人口

構成において前者が第3次産業就業者が,後者が第2次産業就業者のしめる割合が多いこと

であった.また,市街地内部の公営住宅においても第1種住宅が若年世帯に偏った構成であ

ったのに対して,第2種住宅には第1種住宅に比べて老年人口や2人以下の世帯の割合が高い

ことであった.

1990年までの20年間にかけての年齢別人口構成と世帯人員別世帯構成からみた居住者特

性の変化パターンの違いによって公営住宅を分類すると,大きく3つに分けることができる・

第1は市街地内部に立地し,少人数化と高齢化が極度に進行した公営住宅で, 1990年におい

て2人以下の世帯が過半数を, 65歳以上の人口がそれぞれ25%以上をしめる.また,第3次

産業就業人口率が高い.第2は同じように市街地内部に立地し,第3次産業就業人口率が高

いものの,少人数化と高齢化の進行の程度が低い,一部の第1種住宅である.第3は郊外地

域に立地し, 3-4人の若年及び中壮年世帯による構成があまり変化していない公営住宅で

ある.産業別就業人口構成は,市街地内部に比べて第2次産業就業人口のしめる割合が高い.

このような公営住宅における居住者特性の変容の違いは,住宅の種類の違いと公営住宅

の立地する地域間の著しい違いが現れている.つまり,居住者特性の変容のパターンの差
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異は,転出入数や居住者募集数に違いがみられることからもわかるように,住宅の種類別

にある入居条件による制約と,利便性などを含む地域的差異が居住者の定着性に影響した

ためであると指摘できる.

注)

1 )公営住宅の社会福祉的意義に関連して,由井(1991a)は広島市の公営住宅の数例を対象

として,公営住宅法が社会福祉的効果とともに急速な高齢化の問題の一因となっているこ

とを述べた.公営住宅そのものを対象としてはいないが,水内(1984)は住宅改良事業の社

会福祉的意義とその問題点を指摘した.

2)例えば移民対策としての公営住宅については,崎山(1985)がロンドンを事例として移

民労働者の集積について記述している.

3)荻田・リム(1989)によると, 「195K昭和26)年に公営住宅法が制定された当初,その

入居対象枠が国民の80%を占めており,その後,なし崩し的に対象枠が狭められ　ついに

限定的な福祉住宅になった」とわが国の公営住宅の供給目的の変化を述べている.

4)この他にも公営住宅居住者の特性に関しては,上野(1976;1977)が都営住宅を,佐藤

(1989)や谷口・加藤(1985)が東京都内や神奈川県の公共住宅を事例に,また金城(1983),

住田(1984),店田(1987)がニュータウン内の居住者特性の一部として公営住宅居住者特性

を分析し,周辺住宅地域住民との差異を明らかにしている.また由井(1991b)も福岡市を事

例として,住宅の種類の違いによる居住特性の差異を明らかにした.
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5)世帯の住宅取得-のアクセスの階層格差に関しては,住宅政策との関連からみたDiel

eman,F.M. (1982), Gray,F. (1976), Kirby,A. (1981), Pinch,P.P. (1977)などの研究例があ

る.

6)住田(1982)による「居住地階層諭」でいう階層差の把握は,戸建て住宅からなる住宅

団地や公団住宅,公営住宅などからなる住宅団地間の居住者の社会階層差を捉えようとす

るものであり,地域間の社会階層差というよりも住宅の種類別間の社会階層の違いを明ら

かにしようとしたものであると理解できる.

7)広島市企画調整局情報統計課編(1992) : 『第13回広島市統計書平成3年度版』より資料

を得た.

8) 7)掲載の資料によると,広島市の市営住宅は約14,000戸で,同規模の政令指定都市

である福岡市の約29, 000戸,北九州市の約33, 000戸などと比較すると市営住宅のストック

が少ない.

9)広島市編(1983) 『新修広島新史　地理編』 『新修広島新史　都市文化編』による.

10)公営住宅は第1種住宅と第2種住宅に大きく分けることができ,この他に不良住宅地区

の住宅改良事業による改良住宅もある.第1種住宅と第2種住宅の区別は広島県の「県営住

宅入居者募集の申し込みのしおり」によると,申し込み前年の世帯の総収入額で分けられ,

広島県では目安として第1種住宅は月額10万円を超えて16. 2万円まx<　　種住宅は月額10

万円以下の世帯が入居資格を有するとあり,入居申し込み時において住宅の種類別の入居

者の選別が行なわれる.

ll)本研究では広島市域を1970年の広域合併以前の旧市域である中区,両区,東区(旧安
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芸町を除く) ,西区を市街地内部,合併により編入された新市域の安佐南区,安佐北区,

安芸区,佐伯区を郊外地域とした.

12) 1990年国勢調査によると,広島市では持ち家の1世帯当り延べ面積と1人当り延べ面積

は103. 6rがと　32. lirfで,公営住宅ではそれぞれ45. 6m2と17. 0m2,公団・公社住宅では50・

71がと17. 2m2である.また民営借家ではそれぞれ38. 6ntfと18.4m2である.

13)高齢者とは行政・民生関係では一般に65歳以上の年齢層をさし,本稿においても65歳以

上の年齢層を高齢者とする.しかし,公営住宅入居申請における高齢者の条件は「男子60

歳以上,女子55歳以上」と他の民生関係で定義されるものと異なるため,本稿では公営住

宅入居申請に関する対象者を「高齢者」として区別した.

14) LC構造, TC構造とは,それぞれ簡易耐火造平家建,簡易耐火造2階建を指し, RC

構造とは中層耐火造をさす.ちなみに中区基町地区の高層耐火造はHRC構造という.

15)単身者対象の公営住宅は,市営住宅の約65%にあたる約9, 500戸のストックがあるが,

単身者向けに入居者の募集を行なうにあたっては,自治活動への影響等を考慮して各住宅

内の最大30%未満となるように決められている.市営住宅では,単身者向けの募集は年平

均で約50戸で約5倍の倍率(家族向けは,同約400戸,約5倍) ,県営住宅では年平均で約1

o戸の募集(市街地内部で約20倍,郊外地域で約2倍の倍率)である.また,公団住宅では建

築当初から単身者向けに募集しているものは1棟しかないが,空き家の多かった2DK以下の

住宅を振り替えて, 1985年頃より単身者向けの募集を行なったが,最近3年間の平均で15戸

程度である.
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2節.大都市内部における公営住宅居住者特性の変容

一大阪市の事例-

1.研究目的

従来から建築学の分野において,入居世帯の所得階層をもとにした公営住宅の居住階層

の問題の指摘がなされ(玉置;1976a, 1976b,住田;1982,平山・谷本;1985,竹中;1990,

1992など) ,被保護層などの貧困層の集中などが明らかにされてきた.また,それと関連

して,公営住宅居住者の高齢化や高齢者の集中なども明らかにされており(上野;1977,令

口・加藤;1985,田中・三宅;1986など) , 1970年代半ばという早い段階から公営住宅居住

者の高齢化問題に研究の関心が向かっていた.大阪市の公営住宅を対象とした研究では,

平山ほか(1986)は,大阪市生野区の公営住宅を事例として,高齢者や生活保護世帯などの

被保護世帯の集積とそd)メカニズムを明らかにした.そこで本節では,平山・谷本(1985)

による研究成果や先に分析した広島市の公営住宅における居住者の年齢別人口構成と世帯

状況の変化との比較を行いながら,大阪市を事例として,都心周辺部などの市街地内部の

利便性の高い地域における公営住宅では著しい高齢化がみられるのか否か・また,公営住

宅における高齢化現象を大都市においても確認し,そのメカニズムを考察することを目的

とする.

1951年公営住宅法の施行以来,わが国の公営住宅は既に40年以上の歴史をもつようにな

ってきたが,公営住宅はその設立の目的の通りに住宅困窮者に対して住宅を供給してきた・

しかし,住宅困窮者のみに対して行われた住宅供給は,イギリスの事例において指摘され
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たような低所得者層に偏った居住特性を形成し,所得階層による一種のセグリゲーション

をひきおこしてはいないであろうか.下総(1975)によるとイギリスのニュータウン開発は,

所得階層の偏りなどに配慮がなされ,所得階層のバランスをとることに細心の注意が払わ

れたうえに,開発期間を最低でも15年程度とることによって,年齢階層にも偏りを生じさ

せないような工夫がなされている.市街地内部に供給される公営住宅は,周辺地域とのつ

ながりをもつことによって地域全体で居住者の社会・経済的階層や年齢階層にバランスが

とれれば問題はそれほど深刻ではないが,丘陵地などに造成され,周辺地域とのつながり

があまり強くもてないような大規模な公営住宅団地では,これまでの内外の研究事例にも

あるような居住者の偏りがもたらす諸問題の発生はみられないのであろうか・

本節の研究対象地域は,大阪市である.研究対象とした理由として,大阪市は公営・公

団・公社住宅比率が1990年の大阪市平均で13. 6%であり,極めて高い都市の一つであるこ

とがあげられる.この比率は,前節で分析した広辱市の約5%や東京都区部の8. 6%に比べ
=/

て極めて高いものであるといえるからである.また,インナーシティ問題なども抱え込ん

だ都市として,老朽化した公営住宅の更新事業や工場跡地の転換などにおいて公営住宅に

行政が積極的な施策を採った大阪市は,その膨大な公営住宅ストックの建設と管理を行っ

ている点で東京都と並んで注目される.

また,本節では研究対象として公営住宅のうち府営住宅を取り上げた・その癖由は,東

京都住宅局管理部発行の『東京都営住宅一覧』と同様に,大阪府作成の『大阪府営住宅一

覧表』が地図付きで整理されており,大阪市営住宅に比べて住宅リストの利用価値が高い

ことがあげられる.広島市で明らかにしたように,今後市街地内部と郊外地区の公営住宅
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居住者の地域的比較のためにも府営住宅の方が都合が良かったためである.また,府営住

宅ほど棟ごとに詳細な分析は行わないが,府営住宅との比較のために大阪市営住宅居住者

および公団住宅との年齢別人口構成や世帯状況の変化についても考察を行う.

2.研究対象地域の概観

(む大阪市における住宅状況

公営住宅における居住者の年齢別人口構成をみる前に,ここで大阪市における公営住宅

の供給について概観する. 『まちに住まう-大阪都市住宅史-』 (大阪市都市住宅史編集

委員会編;1989)によると,第二次世界大戦後に戦災復興の応急的な住宅が大量に供給され

た大阪市でも,市営のバス住宅・学校住宅・市場住宅などの転用住宅が22年度で打ち切ら

れ,不十分な設備ながらも各戸に台所や便所を備えた10坪程度の木造住宅が大量に建設さ

れることになった.当時の公的な木造住宅は1棟2戸が中心で,間取りは6畳と4畳半の和室,

3畳の板の間,台所,便所といった構成であった. 1948年以降は建設省の標準設計案に基づ

いてRC (鉄筋コンクリート)造りのアパートの建設が始まり,大阪市では天王寺区の市営

小宮住宅(7棟168戸) ,府営筆ヶ崎住宅(4棟96戸) ,府営夕陽ヶ丘住宅(2棟32戸)の3団

地が最初に建設された.

1951 (昭和26)年6月公営住宅法の制定は, 1946 (昭和21)年から行われた国庫補助によ

る賃貸庶民住宅の建設事業に法的な基礎を与えるものであり,公営住宅は地方公共団体が

国の援助を受けて建設する形態をとった公共事業として位置づけられた・ここで注目され

るのは,公営住宅は現在の管轄が建設省であることからわかるように住宅供給・住宅経営

が重視された点である(荻田・リム; 1989).社会福祉的意義については,入居時におけ
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る所得制限によって低所得者向けの住宅と位置づけることができ,低所得者に対して低家

賃で地方自治体が供給する住宅であると定義することができる.特に入居者の収入の程度

に応じて国の補助率が二種類用意され,第二種公営住宅には建設費の3分の2の国庫の補助

があり,より低家賃に設定できた.一方でこのような所得水準をもとにした入居基準は,

居住者を所得階層ごとに振り分け,所得格差を住宅の種類によってみえる形で表現してし

まうとの指摘もある(竹中;1992),

このような大阪市における公営住宅の供給数の推移は,表Ⅳ-2-1に示すように, 1960年

代後半をピークに近年供給量がやや少なくなっているものの,コンスタントに年間2,000戸

程度の公的住宅供給の中では最多の大量供給がなされ,合計約115, 000戸弱の供給であった・

大阪市営住宅の立地動向をみると,東淀川・城東・住吉・東住吉の区内の建設戸数が1948

(昭和23)年度までは3割程度であったが, 1949年度には約6割を占め, 1951 (昭和26)年

度以降は毎年7割以上となっていった.こうした周辺部での大規模開発には,全国的なモデ

ル総合団地といわれた古市中団地の建設も含まれている.

「公営住宅の建設にあたって都心部の用地難が表面化し,また,住宅の大量供給の必要

から,周辺部に大団地が開発されることが多くなっていった」 (大阪市都市住宅史編集委

員会編1989, p.401)このような公営住宅の立地傾向は,著しい住宅難に苦しむ大阪市

のような大都市地域では次のような問題を引き起こした.すなわち地価の値上がりに伴っ

て,低所得階層の多い市内に土地が求められず,公営住宅の立地が遠隔化することにより,

職住の近接を強く望むような低所得の居住立地限定階層の需要をかトできない問題であ

る(牛見; 1983).図IV-2-1に示すように,大阪市内における公営住宅の分布には地域的
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表IV-2-1大阪市における公営住宅の供給数の推移

単位:戸

市営住宅 府営住宅 市公社 住宅 府公社住宅 公団住宅

年度 公営合計 1棲 2種 改良 集貨 分練 寛貸 分譲 某貸 分譲

ー9 45 ~ 9 5 0

1 9 5 1 ~ 1 9 5 5

2 4 2 2 0 3 4 8 0

と4 i 6

2 4 0 0

0

ー94 0 0 0

0 0 1 5 (ー94 5 ~ 1 9 6 0年 ) 0 7 6 4 9 12 0 10 9 9 1 8

9 5 6 - 9 6 0

1 9 6 1へ一19 6 5

ー9 6 6 ~ 9 7 0

一一7 ー8 ( 1 8 3 9 8 ) (ー53 8 1 ) 5 0 4 8 5 8 7 3 8 4 5 5 4 2 2 2 8 7 3 5 5 1 2 7

1 2 4 5 2

ー90 9 8

3 3 8 4

5 3 9

9 0 6 8

ー3 7 0 7

9 6 9

2 0 3 6

2 2 3 7 3 8 2 7 ー5 0 1 2 4 2 4 9 7 0

1 6 5 6 0 5 5 9 3 50 0 5 1 2 7 3 1 7

1 9 7 1 - 1 9 7 5 6 8 6 9 1 日 4 3 5 7 2 6 1 4 4 8 ー4 8 1 0 4 3 4 2 0 ー8 9 6 6 7 0

1 9 7 6 - ー9 8 0 ー3 7 0 0 1 1 2 2 5 2 4 7 5 7 5 9 9 7 0 0 4 7 9 0 0 4 4 1 9 2 1 5 3

1 9 8 ー9 8 5 1 0 9 5 1 9 5 6 0 1 4 9 0 7 3 5 1 3 7 6 0 2 7 2 6 0 2 0 1 9 9 0 0

1 9 8 6 - ー9 9 0 7 4 由 6 1テ由 i.乏§テ 48 6 1 2 6 3 0 わ 6j 0 0 3 1 4 7 4 6 3

計 1 ー4 7 6 0 6 5 2 8 0 4 9 1 3 2 6 4 8 3 1 9 5 0 7 2 2 9 5 2 0 5 0 ー 99 8 3 9 0 3 5 3 0 3 0 7 8

r大阪市の住宅権第1991年」より作成
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この他に3種市宮住宅が戦前に4521戸,戦後から1960年の間に376戸建設
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国iv-2-1大阪市における公営住宅の分布　　r大附の住宅施策1991Jより作成
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図IV2-2　市営住宅の種類別分布　　　r大阪市の住宅権第1991」より作成

な偏りが強く,市営住宅は東淀川区(約12,000戸) ・淀川区の北部,平野区(約21,000戸)

・住吉区・住之江区(8,600戸)の南部,此花区・港区・大正区の臨海部(住之江区も含む) ,

鶴見区(7,600戸)など市域の周辺部に多く,市内中心部の各区では少なく,福島区・西区

には供給されていない.

さらに, 1952 (昭和27)年度以降は,公営住宅法による第二種公営住宅の予算に特別枠

が設けられ,不良住宅地区の改良事業が開始された.大阪市においても,戦後のバラック

密集地区や民間老朽住宅地区に対して, 1955 (昭和30)年度より改良事業が開始され,市

内の同和地区に対しては1958年度からこの制度を用いた住宅建設が行われた. 1960年度5月

には住宅地区改良法が制定公布され, 「地区整備事業と改良住宅建設事業を一体化した住

宅地区改良事業が本格的に進められるようになり,市内の同和地区では6地区において事業

が着手された」 (大阪市都市住宅史編集委員会編1989, p.402)図Ⅳ12-2に示すように,

第-種住宅と第二種住宅は市域周辺部においてはほぼ同数のバランスで供給されているが,
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改良住宅は,地域的に偏っており,大正区(866戸) ・浪速区(887戸) ・東淀川区(820戸)

・旭区(662戸)などのように臨海部と東北部に集中している.

公営住宅とは別に, 1955 (昭和30)年7月に日本住宅公団法が公布施行され,その結果,

「賃貸住宅は,主として都市周辺部に集団的に建設される団地住宅と,既成市街地内に都

市施設と一体に建設される市街地住宅に大別される.団地住宅の第1号は大阪府堺市にある

金岡団地であった.市街地住宅は俗に下駄ばき住宅と呼ばれる高層並存住宅である」 (大

阪市都市住宅史編集委員会編; 1989, p.402).大阪市内では, 1957 ((離日32)年から市街

地住宅の建設が進められ,昭和30年代半ばには団地住宅よりもむしろ一般化したともいえ

るが, 「大阪市内の初期の公団住宅で特に注目されるのは, 1957年度に建設された西区西

長堀高層住宅で(中略)東京の晴海アパートと対をなす都心部高層住宅の試みの一つであ

り, (中略)単身者住宅50戸を含む263戸の店舗並存住宅　であった」 (大阪市都市住宅史

編集委員会編1989, p.403)

ところで, 1990年の国勢調査によると,大阪市における持ち家率は39.5%,公的借家率

は13. 6%,民営借家率は43.4%であった. 1970年時点の持ち家率32・ k 公営借家率10. 2%,

民営借家率50. 7%と比較すると,かつて大量の民間木賃住宅を抱えていた大阪市の住宅状

況が,持ち家と公営住宅の大量供給によりそれらの比率が高まってることが読み取れる・

地域的な特徴を述べると,図Ⅳ-2-3に示すように,持ち家率が高いのは都心周由部の西区,

福島区や東部の東成区・生野区で,一方持ち家率が低いのは,浪速区・西成区・住吉区・

平野区・東淀川区である.次に民営借家率が高いのは,中央区などの都心とその周辺部お

よび東成区などの東部と住吉区などの南部で,臨海部では低い・また,図′Ⅳ-2-4に示すよ
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図IV-2-3　大阪市における持ち家率・民営借家率　国IV-214　大阪市における公的借家率

うに,臨海部や東部・南部の周辺地域のこれらの区では平野区の33. 2%を最高に住之江区

28.9%,此花区25.9%,東成区25.2%,鶴見区24.1%のように,公的借家の占める割合が

非常に高い地区である.

②研究対象の公営住宅の概要

1970年から1990年までの20年間における居住者特性の変容を時系列的に分析することが

可能な府営住宅は,調査区境界の変更により調査区番号の対照が困難なものや, 1970年と

1990年のどちらかの資料に欠損がみられるものを除いた24住宅で,また,比較対照の公団

住宅についても1970年と1990年の国勢調査資料を用いた比較が可能な住宅が24住宅(団地)

あり,それらの分布を図IV-2-5に示した.公営住宅のうち府営住宅のみについて詳細な分

析を行うのは,今後大阪府内の府営住宅と比較を行うためであり,府営住宅と比較対照す

る意味で大阪市営住宅のうち年次比較可能な158住宅についても居住者人口に関する分析を
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●府営住宅,・番号は表IV-2-2の番号と対応

■公団住宅・・記号は*IV-2-3の妃号と対応
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表IV-2-2　研究対象の府営住宅の概要　表IV-2-3　研究対象の公団住宅の概要

番号 区名 住宅名 住宅の柵頬 慮努年 (年) 建瞥年 I)取U 家貫 く円)

1 此花- 千鳥檎住宅 1柵70声

2檀15 0戸

19 6 5~ 6 6 1穣3D K

2ォ2K

15 6 0 0 ~ ー57 0 0

8 6 0 0 ~ 8 9 0 0

2 天王車 簸ケ.嶋町住宅 1ォ17 2 p ー94 8 ~ 50 ZK

3 K

10 4 0 0 ~ 1 0 6 0 0

2 50 0 0 ~ 2 5 50 0

3 西淀川 痩嶋住宅

ナ●

2穐112戸 19 6 9 2 K 6 4 0 0

4 責汝川 上新庄住宅

,

1握128芦 19 5 4 2 D K

3 D K

1 1 3 0 0

2 3 3 00

5 責汝川 下新庄住宅 2サ90 p ー97 6 ~

1 9 8 0

2 S L D K 3 3 1 0 0 ~ 3 5 1 0 0

6 東淀川 下新庄鉄筋住 Z穐25 6戸 19 57 ~ 58 2K 6 5 0 0 ~ 6 7 0 0

7 東淀川--井高野住宅 2柵43 5戸 19 5 7 ~ 5 8 2 K

ホ並含む

840 0

6 8 0 0 ~ 6 9 0 0

8 旭 檎専住宅 2棟14 0戸

,

1 9 6 5 ~ 6 6 2 K .2 D K

3 K

8 SO O ~ 9 4 0 0

2 4 6 0 0 - 2 5 5 0 0

9 糠責 すみれ北住畢 2穣70戸 19 6 9 2 D K 1 1 4 0 0 ~ 1 1 5 0 0

10 (平素)

義兄

壕責住宅 1櫨1戸

2 糠27 0戸

19 6 1~ 6 2 簡嗣平慮 2K

2Ⅸ

99 0 0 ~ 1 17 0 0

1 4 9 0 0

l l 西成 天下茶JL住宅 1柵64 声 ー9 53 2 SK 1 15 0 0

1 2 阿倍野 北島住宅 一種80戸 19 5 1 2 SK 13 0 0 0

1 3 住吉 鶴ヶ丘住宅 . 1櫨3 50戸

2穐8戸

ー柵40戸

ー97 9 ~ 8 5 3 D K

4 D K

4 2 7 0 0 ~ 5 7 80 0

6 6 50 0

住吉 鶴ヶ丘鉄筋住 195 1~ 5 2 簡之建て -云DK 1 3 0 0 0 - 1 3 4 0 0

14 住吉 刈ffl tt を 1柵24 8戸 19 5 6 2 SK .2 U K

3U K

10 4 0 0 ~ 2 5 6 0 0

2 7 6 0 0

1 5 住畠 丙国責tt宅 1韓日 ～声 195 3 2 SK .2 U K 1 2 2 0 0

1 6 住吉 丙困住宅 1鶴15 2声 19 5 3 2 SK 12 2 0 0

ー7 佐古 西島膚住専 1亀28 0芦 19 5 2 ~ 5 5 a s k 一一50 0 ~ 24 50 0

ー8 責住吉 上大和川住宅 Z糠26 4戸 19 5 8 ~ 5 9 2 K

3 K

7 0 0 0

2 1 7 0 0

1 9 東住吉 轟音ttを 1糧22 8声 78 ~ 8 3 3 L D K▼4し 36 6 0 0 - 6 2 9 0 0

平野 2柵2 1 6戸 3D K 3 5 3 0 0 ~ 3 8 8 0 0

2 0 東住吉

平静

瓜破東住宅 2柵264 P ー96 0 ~ 6 ー ZK 7 2 0 0 ~ 7 3 0 0

2ー東住吉 瓜破館離団地 一棟1芦 ー96 3 簡平慮 2D K 1柵 154 0 0

平野 2糧31 0芦 ZK 2柵 10 10 0

2 2 責任者

平野

真野大概住宅 1柵34 8声 19 6 2 ~ 6 3 2 D K .2 S K

3 D K

12 8 0 0~ 2 3 00 0

2 7 8 0 0 ~ 2 8 40 0

2 3 (住吉)

住之江

住之江tt宅 ー柵72戸 19 5 2 - 5 3 2 D K 1 2 5 0 0 ~ 1 2 80 0

2 4 渡川 責三四住宅 1穆36 6戸 19 6 8 ~ 6 9 ～SK

3 K

1 7 4 0 0

1 9 3 0 0 ~ 2 0 8 0 0

リス 住宅名 所有 立教 建策毎

A . 都島団地 賃貸 輩.1.2 ▼3 ー9 59

B 西長堀7八一一ト

(マンモス7八㌧り

1 貸 1 . 2 19 58

c ニユ.才" ′tJ、シと.ル 賃貸 1 . 2 19 5 8

D f -け小 策港 賃貸 2 19 56

E 雨味川住宅 賃貸 1.2 .3 ー9 6 7

ド 大泊●■ tt tt 1 . 2 19 G 3

G 錦町市ai地 ォサ 1.2 .3 19 68

H 上本町住宅 只貸 1.2 ,3 ー9 6 2

I 出来島田地 W K 2 19 5 7

J 下新庄田地 賃貸 2 19 S6

K 中富P77ハ一一ト 千貸 1.2 .3 19 66

し 赤…BT7/V 一ト 賃貸 1,2 ,3 ー9 6 1

M 関 目第 2 住宅 * サ ・.1.2 ー9 57

- 19 59

N 関 目第 一B )地 ff tt 2 19 5G

0 森之宮住宅 Ⅰ貸 1.2 .3 9 G 7

~ 19 G8

P 天満楕北住宅 Ⅰ貸 1.2 ,3 ー9 7 0

Q 久宝寺住宅 1 貸 1 . 2 19 6 ー

R 真申専住宅 賃貸 単(罪) 19 G 3

～ 東谷町と.ル 賃貸 1.2 ,3 19 6 7

T 西上汐Bltt 宅 賃貸 ー9 6 6

∪ 瓦ォB]<i * ff tf 1.2 ,3 19 60

∨ 田辺団租 9 9 単(男). 1 19 60

W 兼長届第2 住宅 1 貸 単(男). I .
-
3

19 58

× 刈田P7住宅 1 貸 2, 3

ー9 57

行うが,建築年次等との関係に関する分析は府営住宅と公団住宅に関してのみ行う・

研究対象の府営住宅の概要は,表Ⅳ-212に示した.リストの内容に関しては, 『大阪府

営住宅一覧表　昭和63年版』を利用した. 1970年代後半に建て替えのあった下新庄住宅と

鶴ヶ丘住宅,長吉住宅を除いて, 20年間の変化が比較可能な住宅は,公営住宅法施行直後

の住宅が多く,狭い間取りの住宅が大半である.現在供給される公営住宅の間取りは,全
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国の公営住宅と同様に,第-種住宅は3DK,第二種住宅が2DKが基本であるが,対象の住宅

では,第一種住宅であっても必ずしもそのようにはなっていない.また,第一種住宅のみ

からなるのは9住宅,第二種住宅のみからなる8住宅であるが, 10番の城東住宅と20番の瓜

破国塚団地では,第一種住宅が各1戸で非常に少ないため,第二種住宅からなる住宅として

扱うことにする.また, 2種類の住宅からなる団地は「混合」した住宅群とした.

また,表Ⅳ-2-3は比較となる公団住宅の概要を示したものである.表からわかるように,

多様な室構成からなる住宅と1種類の間取りのみからなる住宅に大別できるが,都島団地・

関目第2住宅・東中寺住宅・田辺団地・東長居第2住宅のように単身者用住宅を含むものも

あり,世帯状況の分析のおりには留意しておく必要がある.

大阪市営住宅に関しては,上記と同様に1970年と1990年との年次比較が可能な住宅のリ

ストを作成し,府営住宅・公団住宅と比較対照した.

3.大阪市における公営住宅居住者の年齢別人口構成の変化

府営住宅について, 1970年から1990年にかけての各年齢層別人口構成の推移を大阪市営

住宅や公団住宅の居住者と比較しながら分析した.

①0-9歳人口率の変化

図Ⅳ-2-6に示すように, 1970年において20%以上を占めていた府営住宅の大部分で急減

している.しかしながら,平野区の公営住宅の一部では建物の更新のあった住宅も含まれ

比率の上昇しているものもある.また,中心部の中央区や城東区および南部の住吉・住之

江区などでは1960年代前半に建設された住宅が多く, 1970年において既にこの年齢層が少

ない.第-種住宅と第二種住宅を比較してみると,住宅の種類による差異は認められず,
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図IV-2-6府営住宅における0-9歳人口率の変化　国IV-2-7公団住宅における0-9歳人口率
(1970年・ 1990年国幹調査より作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1970. 1990年国勢網重より作成)

いずれの種類の住宅においても乳幼児から小学生低学年にあたるこの年齢階層が減少して

いるβ

市営住宅でも1970年には0-9歳人口率が20%以上を占める住宅が64住宅あり　30%以上

の住宅も21住宅あった.これは, 1970年当時において市営住宅がおもに若年世帯を中心と

して供給されていたことを示すものである.また, 0-9歳人口率の分布状況は,城東区・

住吉区,東住吉区などの市域周辺の地域で高い比率となっていた・

ところが, 1990年では0-9歳人口率が20%以上を占める住宅は14住宅へと大幅な減少を

し　30%以上を占めるものはなくなった.また,大部分が10%未満となり,市営住宅にお
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いて児童数に該当する子どもの人口率の減少が著しいことが明らかとなった.地域的な違

いは,あまり顕著ではないが,住吉区などの市域縁辺地域ではやや高めとなっている.

府営住宅と同様に,公団住宅においても0-9歳人口率の著しい減少がみられ,図IV-2-7

に示すように府営住宅以上の減少をしていることが明らかとなった.これは賃貸だけでは

なく,分譲住宅においても同じような傾向にある.

②10-19歳人口率

図IV-2-8に示すように,ほとんど変化がみられず,また住宅の種類による差異もみられ

ない.また,地域的な差異もほとんど無い.先に述べた0-9歳人口率の変化で大幅な減少

がみられたことと相違して,まだこの年齢階層の子どもの減少がないことを示しているが,

これは1970年当時入居した若年世帯の子どもが成長した後,第2子以降の子どもの成長によ

るものと新たに入居した若年世帯に付随した子どもの増加によるものと思われる.

③20-29歳人口率

20-29歳人口率は,若年世帯主と中高年夫婦のまだ独立していない子どもの年齢階層が

重なる年齢階層であると考えられる. 1970年当時に集中した子供の世代が成長して年齢層

が移行するため,世帯主の加齢による減少を補うものと予想されたが,図Ⅳ-2-9に示すよ

うに,北部の東淀川区などでは急激な減少をしており,子供の世代の成長による独立と20

歳代の若年世代の転入が少なかったことが予想される.住宅の種類による差異も認められ

ないが,地域的な差異としては平野区や東淀川区,城東区,鶴見区などにはこの年齢階層

の減少がみられないものも多くあり,どちらかというと平野区など市域周辺部において20

～29歳人口率は高い.
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④30-39歳人口率

1970年の府営住宅において20-29歳人口とともに30-39歳人口率は,最も高い比率を占

める住宅が多かったが,図Ⅳ-2-10に示すように,住宅の種類にはほとんど関係なく,減少

しているものが多い.しかし,建て替えがあった住宅では, 30歳代の転入があったためか

増加していたり,ほとんど比率の変わらないものもある.

⑤40-49歳人口率

図IV-2-11に示すように, 1970年において多かった20歳代人口率の高かった住宅では,大

部分が残留したならば, 1990年ではこの年齢階層が高くなるはずであるが,急激な増加を

示す住宅はみられず,地域的な差異もなく,ほとんどの住宅で1970年と急激な変化を示し

ていない.これは, 1970年において偏って多かった若年世帯の転出などにより年齢階層の

平準化が生じたためであると考えられる.

⑥50-59歳人口率

図Ⅳ12-12に示すように, 1970年においては,すべての住宅で50歳代人口率が高くなかっ

たが, 1990年では大部分の住宅で増加がみられる.特に,西淀川区・平野区・鶴見区など

でみられるように,第二種住宅では第一種住宅より50歳代人口率が高い傾向にある.これ

は　40-50歳代の年齢階層の転入が1970-90年までに多かったというよりも,第二種住宅

において1970年当時の居住者の残留が多くみられたためと考えられる.なぜなら,第二種

住宅への入居希望者は,収入制限が低いため若年世帯や年金生活の高齢者世帯に多いと考

えられるからである.また,地域的差異はあまり顕著ではない.

1990年において,ほかの年齢階層に比べて50-59歳人口率の増加は,後で述べる65歳以
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上人口率とともに際立つものであり,この二つの年齢階層だけで居住者の半数近くを占め

る住宅もかなりみられる. 50-59歳人口率の高さは,わずか数年後の老年人口の予備軍的

な存在であり, 1970年当時「団塊の世代」として入居してきた若年世帯の残留が続いた状

態でこのまま高齢化したならば,住宅内だけでなく一気に周辺地域をも巻き込んだ地域社

会全体の高齢化を呼び起こすことになると思われる.また,市域周辺部などの大規模な公

営住宅団地では,高齢化予備軍的なこの年齢階層が団塊として残留することは,老人扶養

や医療などの面で多くの問題を生じさせることを予測させるものである・

公団住宅と比較してみると,図Ⅳ12-13に示すように, 1970年においては50歳代人口率が

著しく低かったが, 1990年ではすべての住宅で著しく増加し　20%以上を占める住宅が大
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部分となっている.これは, 1970年において比率の高かった30歳代人口が定着・残留した

ため,その年齢層が50-59歳に移行したためであると考える.また,都心部と周辺部間の

地域的差異は認められない.公団住宅においても,たとえ現在高齢化率が低くとも居住者

の年齢階層の高年齢化への移行がみられ,近い将来に公営住宅と同様の高齢化の問題が懸

念される.

⑦老年(65歳以上)人口率

図Ⅳ12-14に示すように, 1970年では全ての府営住宅において老年人口率が著しく低かっ

たが, 1990年では著しく老年人口率が高くなった住宅とそうでない住宅の二分化が生じて

いる.その差は,住宅の種類の差異というよりも都心周辺部の住宅での高齢化の進行に対

して,市内の周辺部にあたる東住吉区・平野区の公営住宅で老年人口率が低いことから・

地域的差異によるものであるといえる.また,老朽化に伴う建て替えが行われた住宅にお

いては,新たな入居者募集により若年世帯の流入もかなりあるため,割合の上ではそれほ

ど老年人口率が高くなっていないようにみえるが,前住者も優先的に入居できるため・実

数では老年人口の増加は顕著である.さらに,前述のように, 1990年にも老年人口率が19

70年時点と同様に低い状態が続いている住宅においても,その予備軍的な50歳代人口への

年齢階層の集中がみられる住宅が多いことからも分かるように,近い将来の高齢化進行の

問題が予想される.

また,これらの高齢化した府営住宅とその周辺地域との関係でみると,図IV-2-15に示す

ように,都心や都心周辺地域などでは,区全体としてかなりの高齢化の進行がみられ,府

営住宅だけでなく,地域社会全体として高齢化している.しかし,東淀川区・西淀川区・
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住之江区などの老年人口率の低い区であっても,それらの区内の府営住宅をみると,地域

的特色と異なり,老年人口率は高い.このような高齢化がそれほど進行していない区にお

いては,府営住宅などの公営住宅が老年人口を集積させることによって,高齢化の核をつ

くり出しているともいえる.

府営住宅と同様に市営住宅においても,図IV-2-16に示すように, 1970年には浪速区・天

王寺区などの市域中心部で既に老年人口率の高い住宅が数多くみられるが,この他の大部

分の市営住宅では老年人口率は5%未満の低い状態であり, 2-3%のものが多い.特に,市

域南端部にある平野区(1970年当時は東住吉区)内の市営住宅では,老年人口率は極めて低

い状態にあった.しかしながら, 1990年の市営住宅における65歳以上の老年人口率は,図

Ⅳ-2-17に示すように,ほとんどすべての市営住宅で高くなっており,特に,浪速区・天王

寺区内の市域中心部での老年人口率はますます高くなっている.また,此花区や港区内で

も30%を超える老年人口率となった市営住宅が出現し,激しい高齢化の進行となっている.

一方,市域周辺部における平野区や鶴見区などの市営住宅では,上記の区に比べて老年人

口率は相対的に低い.それでも1970年時点と比べれば,老年人口率はかなり増加している

のであるが,増加の仕方が中心部や臨海部に比べて顕著ではない.平野区や鶴見区内の高

齢化の進行が顕著でない住宅では, 50歳代の増加が著しいものもあるが,建て替えなどに

より新たに若年世帯の転入がかなりあったためか　30-40歳代の年齢層も多く,必ずしも

大部分が高齢化予備軍的な状況でもない.

このように,市営住宅においても府営住宅と同様に,老年人口率の変化傾向に二分化が

みられ,中心地域やその周辺部にみられる高齢化の顕著なものと,市域周辺部にみられる

-　E!朋　-



高齢化が顕著でないものに大きく分けることができる.

公団住宅における老年人口率の変化についてみると,図Ⅳ-2-18に示すように, 1970年で

は全ての住宅で全くあるいはほとんど老年人口がいないか,わずかであったが, 1990年に

おいては都心周辺部や南部を中心に老年人口率の上昇がみられる.しかしながら,上昇し

たといっても1990年の老年人口率は府営住宅に比べて著しく低い状態であるといえ,府営

住宅での高齢化とは対照的であるが,公団住宅においても50歳代の人口率は著しく増加し

ているものが多く, 1970年に30歳代であった若年世帯のうちかなりの部分が定着・残留し

たものと考えられる.

このような結果となった原因について考察すると, 1970年当時において公営住宅は大量

に都市への人口移動があったことに対する対策として,住宅に困窮する若年世帯を主とし

て入居対象としていたため, 20-30歳代の若年世帯に著しく偏った年齢別人口構成であっ

た.また,当時の大阪市においては民営借家のストックも大きく,昔ながらの木造賃貸住

宅も多くあり,しかも高齢者が階段の上り下りを伴う中高層集合住宅を避ける傾向が強か

ったことが影響したのか,いずれにしても1970年時点においては公営住宅・公団住宅のい

ずれにおいても,中高層集合住宅形態には高齢者が少なかった.

しかし1990年の公営住宅における高齢化は,居住者の加齢以上に激しく進行しているも

のが多く出現しており,その原因として, 1980年の公営住宅法改正に伴う高齢者世帯への

優遇入居の影響も考えられる.しかしそれ以上に,資料的裏付けがないが,居住地選択に

対する世代間の選好の差異が現れるのではないかと考える.すなわち,若年世帯にとって

入居申し込みが可能な公営住宅は,市域周辺地域の都心から離れた住宅も選択肢となる.
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しかし,移動に対する体力的な制約などが強い高齢者にとって,都市の中心地域から離れ

ることは,医療行動などを含めた日常生活にかなりの影響を与えると考えられ,若年世帯

にとってそれほど不便でもない地域に対しても,高齢者にとってはかなり不便を心理的に

感じ,またなじみの地域から離れたくないという希望も強くもつ高齢者も多いと思われる.

以上,各年齢階層の1970-90年にかけての変化をみてきたが,いずれの年齢階層の変化

においても府営住宅では住宅の種類による違いは顕著なものではなく,年齢階層ごとの人

口率の変化の差異は, 50-59歳人口率や65歳以上の老年人口率の変化を除いて場所による

違いもあまり明瞭ではない.これは,建築年次や建て替えによる居住者の入れ替わりなど

の要因がより強く反映されるためであり,建築年次の古い住宅ほど老年人口率が高い.

⑧最多年齢階層の変化パターンによる類型化

府営住宅において, 10歳ごとの各年齢階層の人口率の変化をもとに,各住宅での最多年

齢階層の変化パターンについて分析した.図IV-2-19に示すように,府営住宅における最多

年齢階層の変化では,市域全体にわたり大部分の住宅で老年人口が最多と変化している.

住宅の種類別にみると,市域中心部の中央区から南部の住吉・住之江区にかけての第一種

住宅では, 1970年の40歳代が最多年齢階層から1990年には60歳以上が最多年齢階層へと平

行移動的に変化しており,西淀川区・平野区などの第二種住宅では, 1970年に30歳代が最

多年齢階層であったものが, 1990年には平行移動的に50歳代が最多となっておらず,一気

に60歳以上が最多年齢階層となっている.この他にも,城東区や東淀川区などでも1970年

に20歳代が最多年齢階層であったものが1990年には60歳以上が最多階層へと変化してきて

おり,定着・残留による年齢階層の変化だけではなく,子どもの世代の若年層の転出によ
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る相対的な人口率の増加と絶対数の増加による2つの原因が考えられる.また,平野区な

どの一部の住宅では,建て替えなどによる若年層の転入のためか,若年層が最多となった

状態や40歳代が最多の状態が継続されており,老年人口率が最多へと変化していない・

次に,図IV-2-19に示すように,公団住宅における最多年齢階層の変化をみると, 60歳以

上人口率が最多になった住宅は全体の半数近くを占め,府営住宅や市営住宅と同様に公団

住宅においても高齢化の進行の顕著な住宅が存在することが明らかとなった.これらの高

齢化した公団住宅の大部分は定着性の高い分譲住宅であるが,一部の賃貸住宅でも高齢化

が顕著である.しかし,ほとんどの賃貸住宅では40歳代や50歳代が最多であり,住宅所有

状況により年齢階層の変化に違いがみられる.その分布は,中央区・天王寺区などの中心

部のほかにも南部や北部で高齢化の住宅がみられ, 40歳代や50歳代が最多へと変化した住

宅も中心部のほかに市域全体にわたり分布しているため,地域的差異はあまり明瞭ではな

い.

市営住宅においては,図IV-2-20に示すように,研究対象住宅が多いことにより地域的な

違いが府営住宅に比べて明瞭に現れている.北区・天王寺区・浪速区などの市域中心部や

港区・此花区などの市域西部の臨海地区,城東区・旭区などでは, 60歳以上人口率が最大

を占める住宅が多い.それに対して,市域周辺地域にある平野区・鶴見区・東淀川区では・

60歳人口率が最多年齢階層となった住宅のほかに, 50歳代が最多年齢階層の住宅や30歳代

が最多年齢階層として継続された住宅が多くあり,必ずしも大部分の住宅で高齢化が顕著

となっていないため,年齢階層の変化が多様である.市営住宅における最多年齢階層の変

化は,府営住宅と同様に地域中心地域と市域周辺地域の地域差が明瞭に現れたものとなり,
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市域中心地域において,より高齢化が進んだ状態であることが明らかとなった・

また,高齢化直前ともいえる準高齢化(50歳代への年齢階層の移行)は,平野区や鶴見区,

東淀川区などで多くみられるが,それらは建て替えにより新たに若年世帯の流入があった

住宅のほかに, 1970年時点で20-30歳代の人口率が最大であったために,平行移動的に居

住者の定着・残留があっても60歳以上人口率がまだ最大となっていない住宅である.

府営住宅・市営住宅および公団住宅における変化類型の特徴をみると,表IV-2-4に示し

たようになる.住宅の種類による明瞭な差異はサンプルが少ないためにはっきりしたこと

はいえないが,建築年次別にみると,高齢化の程度の違いが説明できる.高齢特化した都

営住宅は1954年以前の建築であり,建て替えが行われても建て替え前の居住者が再び入居

したためか,高齢化の程度が高い. 50歳代が最多の府営住宅は1970年の国勢調査直前に入

居が開始された住宅であり,その入居当初において若年世代の集中したものが,残留が多

かったためか1990年で50歳代の集中へと移行したものと思われる.公団住宅では,中年化

・準高齢化ともに建築年次による差異はみられない.例えば単身者用の住宅などでは若年

者が多いことが継続されているなど,室構成が居住者の年齢構成に影響すると思われるこ

と,あるいは,老年人口の少なさから予想されるように,高齢になると転出することが予

想される.

4.コーホート分析による年齢別人口構成の変化

各府営住宅における年齢別人口構成の変化をより詳細にとらえるために,コーホート変

化率を用いた分析を行った.表IV-2-5は,府営住宅の種類別にみた分析の一部を示したも

のである.表の左から2番目と3番目の欄は1970年と1990年における人口総数と5歳階級ご
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との実数で,さらにその右は両者の差である.また「増減率」は1970-1990年にかけての

1970年を基準とした増減率である. 「コーホート差」は例えば1970年の0-4歳人口が1990

年の20-24歳人口へと移行するものと仮定して, 1990年における20-24歳人口との差を求

めたものである.このような分析は,香川(1987;1988;1990;1991)によりその有効性が述べ

られている.次に「修正コーホート」は全人口の増減率を加味して,例えば1970年の0-4

歳人口が1990年の20-24歳人口への移行に対して全人口の増減率をかけて, 1990年におけ

る20-24歳人口を推測した. 「修正差1」は「修正コーホート」と1990年におけるその年

齢層との差を求めたものである.また,各年齢階層ごとの死亡率を順次加算して,ある年

齢階層の予想値を出したのが「死亡率加算」である.ただしその死亡率は1985年のもので

あり,厳密には各年次における5歳階級ごとに死亡率を加算しなければならないこと,ま

た地方により5歳階級ごとの死亡率が異なるにもかかわらず,全国的な数値を利用したこ

となどの問題点を含んでいる.分析手法については, 20年間という長い時間スケールでは

住宅内の人口総数の変動も大きく,それらの変動をいかに適切に分析するのかまだ課題は

多いが,本節では全体的変動のなかでの各年齢階層の相対的な変化をとらえるためにこの

手法を用いた.

表IV-2-5に示した事例は, 1970′ '90年の間に建て替えが無い府営住宅と建て替えの行

Iq

われた府営住宅である.千鳥橋は第-種と第二種住宅により構成され,老年人口があまり

増加していないが, 「修正差」欄から推測されるように, 1970年に集中していた子供の年

齢層が1990年に移行した20-34歳の年齢層の転出が全体の転出量に比べて多いといえる・

そのほかの年齢層は全体的な変動と著しい差がない.その下の筆ヶ崎住宅は第一種住宅で
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はあるが2K中心の間取りであり, 1948年建築のかなり古い都営住宅であることもあって,

40%を越える人口減少である.その減少の仕方は各年齢層とも-様な減少であるが,若年

層,中高年層の減少が著しいために,老年人口率が相対的に増加を示しており,その老年

人口率は25. 7%である.

姫島住宅では, 20-34歳人口が減少し, 1970年当時子供であった世代が成長・転出した

と予想され,全体的な変動より減少量が激しい. 40-49歳人口は, 1970年当時集中してい

た若年の年齢層が全体的な減少に比較して残留が多かったことにより増加したと思われる・

老年人口率は約17. 9%と高齢化も進行している.最後に示した高野大橋住宅は, 25-44歳

人口の減少率が少なく, 50歳以上の人口の減少が著しい.これはこの住宅で若年層の転入

が活発であることを予想させる.

このように,研究対象となったすべての府営住宅に関して上記の分析を行ったが,住宅

の種類別に特色を明らかにすることはできなかった;山花入居当初に若年世帯に集中したこ

とから,建築時期別にみると1970年において20歳代に集中していた場合には, 1990年では

そのまま子供の年齢層も伴って平行移行し,世帯規模の少人数化の影響の中でも1970年に

おいてそれに関連した年齢層が,それぞれ残留により増加し,そのほかの年齢層は全体的

減少よりも転出童が多い. 1970年において30歳代に集中している場合は, 1990年には子供

の世代がほとんど転出し,全体的変動より減少量が多い.

5.大規模府営住宅における住宅の種類別にみた年齢別人口構成の変化

同一敷地内の都営住宅において住宅の種類別に居住者特性変容の比較を試みることは,

立地による違いを考慮せず,純粋に住宅の種類の違いを検討することができる.住宅の種
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類別に主要年齢階層の変容に関して分析することが可能な,すべての大規模な府営住宅に

ついて,それぞれの府営住宅内での住宅の種類別にみた主要年齢階層の変化パターンをみ

た結果,ほとんど同じような変化パターンであり,住宅の種類による差異が確認できない

ものも多い.

このような結果は,東京都江東区においても確認できており,住宅の種類による年齢別

人口構成の変化の違いはほとんどない.ソーシャル・ミックスをねらった計画にみられる

ような,大規模な同一敷地内に複数の種類の公営住宅を取り混ぜて配置することは,大規

模な公営住宅団地においてもみられる.しかしながら,都営住宅で明らかにされたように,

年齢階層の混合を意図して,長期間にわたって居住者を計画的に配置することは,はとん

どの公営住宅においてなされていない.年齢別人口構成での著しい偏りをなくす上でも重

要な開発方式であると思われるが,公営住宅の建設は短期間に行われるため,入居時にお

ける所得階層は多少異なっても年齢階層が等質的であるために,このような結果となった

と思われる.

しかしながら,公営住宅の老朽化に伴い増加した近年の公営住宅の建て替え事業は,こ

のような年齢階層の偏りを崩すことに成功している. 「住宅の種類」よりも「建て替え年」

による年齢別人口構成の変化の違いは,建て替え年が新しいほど児童数や若年世帯の比率

l

が高い.つまり,集合住宅化・高層化などの建て替え事業によって住宅供給数が増え,前

任者を優先的に入居した残りの増加分は主に一般世帯向けに募集される・その結果,建て

替え住宅には若年世帯を中心とした転入がみられ,建て替え以前からの居住者との混在に

より,見かけ上それほど高い老年人口率とはならない.
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一方,いまだ建て替えの行われていない公営住宅では,居住世帯の定着化や子どもが独

立した後も親の世代が残留することによる居住者の加齢(絶対的高齢化)が問題となり,

さらに子どもの成長・転出により住宅内の人口総数に対する老年人口率は相対的に増加

(相対的高齢化)するのである.

6.世帯人員構成から見た世帯状況の変化

上記でみた年齢別人口構成の変化には,どのような要因が絡んでいるのだろうか.特に

老年人口率が1970-90年の間に急激な増加を示している点に注目して,世帯のライフステ

-ジの変化と公営住宅の年齢別人口構成の変化との関連が密接なものとなっていることか

ら,世帯人員構成の変化から原因を探ってみた.

府営住宅と公団住宅における1970-90年の間の世帯人員の変化では　3-4人世帯中心か

ら単身あるいは2人世帯などの少人数世帯率が増加したことが特徴である.すなわち,府営

住宅と公団住宅において共通して世帯人員の減少という世帯状況の変化がみられる・府営

住宅では, 1980年公営住宅法の一部改正以前は,単身世帯などの入居が制度上できなく,

入居後の世帯人員の転出によって少人数化することに原因を求めた方がよいであろう・ 3-

4人世帯は, 1970年当時の府営住宅では世帯総数の半数以上を占めていた・市営住宅におい

ても同様で,入居者選抜の制度的制約によって3-4人世帯や5人以上の世帯に偏ったものと

なっている.

5人以上世帯率の変化についてみると,図IV-2-21に示されるように, 1970年の府営住宅

においては大部分で30%以上を占めていたが, 1990年においては15%未満の住宅が増えて

いる.その減少の状況では,地域的な差異は明瞭ではない.市営住宅においても,図Ⅳ12
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ĉr轡
′や

ノ

4

ド

1

-

・T"/-l瀞)

6I棚
q　　　=コ　　　<c

図IV-2-22市営住宅における5人以上世帯率　図IV-2-23　市営住宅における5人以上世帯率

(1970年)
KEhm融ra i r mijjfl

-　454　-

(1990年)
(1990年tA努tHi 'J作成)



-22に示すように, 1970年には5人以上世帯率は20%以上を占める住宅が半分以上あり,な

かには5人以上世帯だけで世帯総数の35%以上を占めているものもかなりみられた.しかし,

1990年には図IV-2-23に示すように,著しく5人以上世帯率が低下した.これは全国的傾向

での世帯の少人数化以上に急激な現象であり,先に分析した年齢別人口構成の変化と考え

合わせてみると,長期間の居住に伴う子どもの独立によるものと思われる.

一方, 1人世帯の変化についてみると,図Ⅳ12-24に示されるように,府営住宅では197

0年において大部分の住宅で10%未満であったが, 1990年には1世帯率がわずかしか増えて

いない住宅と　20%以上を占めるまで増加した住宅に分けられる. 1970年当時, 1人世帯が

少なかったのは,当時の入居資格で同居する世帯人員がいることが条件としてあったため

であるが, 1990年においてこのように1人世帯率が増加したのは, 1人世帯の転入が多かっ

たというより居住世帯の長期間の居住による世帯の縮小によるものと考えられる.もちろ

ん,単身世帯向けの公営住宅も供給が一部ではあったが,その供給数には限りがあるため,

それらの影響は考えにくい.

以上のような結見　本来住宅困窮者に対して一時的な住居として供給されたはずの公営

住宅では,世帯のライフステージにおいて世帯拡大期から世帯縮小期にわたるまでの長期

間の居住が多かったということになる.世帯縮小期においても公営住宅に残留し,居住し

続けるのは, 2DKの間取り中心の公営住宅の狭小さが親の世代のみが残った世帯には十分な

広さと感じてしまうこと,長期間の居住によって住宅や地域に対しで慣性あるいは愛着が

形成されるためなどが考えられる.また,世帯の長期間の居住によって,本来住宅困窮者

に対する一時的居住地を提供する公営住宅が,新たに世帯を構えたり,高齢化などによる
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収入の減少した住宅に因窮する世帯に対して,十分な量を供給することが困難となり,あ

らたな公営住宅の建設に追われることになるのである.

公団住宅では,単身向けの住宅でもともと1人世帯率が高かったのを除いて考察すると,

府営住宅と同様に,一般世帯向けの公団住宅でも1人世帯率は1970年当時低かったものが,

1990年には20%以上を占めるまでに増加している.公団住宅への入居も1人世帯よりは夫婦

と子どもからなる世帯が多いことから, 1人世帯率の増加は定着・残留に伴う世帯縮小期の

特徴を示したものと解釈できる.

市営住宅での1人世帯率の変化をみると,図IV-2-25に示すように, 1970年では浪速区・

此花区・住吉区などで15%以上を占める住宅が多くみられたが,市域周辺地域の平野区に

みられるように大部分の市営住宅では5%未満であった.これは府営住宅と同様に,当時の

入居資格で同居する世帯人員がいることと定められていたからである. 1990年には図Ⅳ-2

-26に示すように,市内はば全域にわたり1人世帯率が増加し,過半数の住宅で1人世帯率が

20%以上となっている.特に中心地域やその周辺地域では1人世帯率が高く,平野区や鶴見

区・東淀川区では低い住宅がやや多くなっており,地域的な差異がみられる・

また,世帯人員の減少に関連して夫婦のみの世帯率をみると,資料が1990年のみしかな

いため年次比較はできないが,夫婦のみからなる世帯が20%以上を占める住宅が非常に多

いことが明らかとなった.全国平均の15.5%と比較しても非常に高い比率であるといえる・

市営住宅においても同様で, 1970年当時には夫婦と子どもからなる4人以上の世帯が多くを

占めた公営住宅で,子どもの成長・独立と親の残留・定着が多かったことが原因と思われ

る.
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以上のように,子どもの世代の転出と親の世代の定着・残留による世帯人員の減少が多

くの公営住宅でみられるが,これにより居住者の年齢別人口構成において相対的に老年人

口率が高くなることが裏付けられる.しかしながら,公営住宅における高齢化の度合いは,

若年層の転出と親の世代の残留による相対的な比率の上昇のみによる高齢化以上に顕著な

ものであり,高齢者あるいは高齢化直前の50歳代の世帯の転入などが公営住宅における著

しい高齢化の原因として加わったのではないかと思われる.

7.年齢別人口構成の変化の模式化

最後に,公営住宅における年齢構成の変化のメカニズムについて考察する.

世帯の住み替えについてみると, 1983年, 1988年の住宅統計調査結果から明らかにされ

ているように,世帯の住居移動における住宅の所有の変化のなかで,公営住宅は民営借家

からの転出者と親族の家からの独立者の受け皿として,また公団・公社住宅も同様の移動

の受け皿として位置づけられていることが分かる.どちらも持ち家からの流入は少なく,

移動方向が一方通行的な流動である.

また,単身高齢者世帯の住居移動では民営借家や親族の家からの移動の他,持ち家から

の移動も多く,公営住宅が高齢者世帯にとって重要な受け皿としての役割を持っていると

考えられる.それに比べて,公団・公社住宅は高齢者の住居移動にはあまり重要な位置を

占めているとは読み取れず,民営借家-の転出もみられるなど,受け皿という役割のみで

はない.

住居の面積の観点からみると,表Ⅳ-2-6に示すように,公営住宅の1住宅当たりの面積は,

民営借家よりひろいものの,持ち家住宅の半分以下の面積である.徐々に建て替えが進む
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表Iv-2-6　住居の種類別にみた住宅の居住面積

所 有 関 係

1 住 宅 当 た り 居 住

室 数 ( 室 )

1 住 宅 当 た り 畳 教

( 畳 )
1 住 宅 当 た り 延 べ

而 研 ( rf )

昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 昭 和 昭 和

53 年 5 8 年 6 3 年 5 3 年 58 ^ 6 3 年 5 3 年 58 年 6 3 年

6 8 .1
総 数 3 .92 4 .12 4 .23 2 1 .0 8 00 Q Q 24 .5 8 6 0 .3 4 66 .7 9

専 用 住 . 宅 3 .86 4 .0 8 4 .18 20 .6 4 2 2 .57 24 .18 5 6 .54 63 .2 8 6 5 .27

持 ち 家 5 .3 6 5 .43 5 .5 1 3 0 .16 3 1 .3 8 33 .4 3 8 5 .7 5 9 0 .3 6 9 2 .2 9

借 家 2 .7 8 2 .8 4 2 .9 1 1 3 .76 14 .4 8 15 .4 1 35 .4 6 3 8 .43 39 .6 2

公 営 の 借 家 3 ‥19 3 .2 4 3 .3 1 15 .6 1 16 .0 1 16 .93 39 .6 4 4 3 .65
4 5 .8占

公 田 . 公 社 の 借 家

民 営 借 家

2 .99 3 .0 3 3 .15 15 .5 6 16 .0 4 16 .8 9 4 3 .06 44 .6 0 4 4 .8 3

(木 造 . 設 肺 専用 )

民 営 借家

2 .89 2 .9 2 3 .0 7 13 .7 2 14 .0 4 14 .9 6 3 5 .76 38 .0 3 3 9 .3 4

(木 造 . 設 解共 用 )

民 営 一昔家

1 .3 0 1.26 1 .2 7 5 .9 9 5 .96 5 .9 4 1 3 .52 13 .5 1 1 3 .7 9

(非木 造 . 獅 用 )

民 営 借家

2 .7 2 2 .74 2 .6 7 14 .8 1 15 .5 0 15 .90 35 .19 3 7 .80 38 .10

(非木 造 . 駿 府 共 用 )
1 .3 3 1 .19 1 .2 4 6 .28 5 .9 8 6 .65 13 .6 1 13 .36 15 .2 4

給 与住 宅 3 .44 3 .5 5 3 .54 1 8 .5 8 19 .8 6 2 0 .14 50 .4 9 5 3 .5 1 5 2 .36

頗 林 漁 業 Df- 用 住 宅 7 .49 7 .2 6 7 .90 42 .9 2 4 2 .1 4 49 .16 1 37 .46 152 .5 7 15 8 .62

店 細 そ の 他 の 併 用 住 宅 4 .61 4 .6 4 4 .99 25 .9 5 2 6 .63 30 .3 7 10 4 .44 110 .3 1 12 1 .72

資 料 : 住 宅 統 計 調 査 ′

ことによって,あまり建て替えが進んでいない公団・公社住宅より若干広くなってはいる

が, 1988年住宅統計調査によると約35%が最低居住水準以下である.このような公営住宅

の狭小さは,世帯拡大期の世帯にとっては非常に住宅事情が悉くなるため,世帯転出の大

きな原因となる.また一方で,公営住宅におけるこのような狭小さが,子育てとは関係の

ない高齢の夫婦のみの世帯や単身高齢者などの健帯人数の少ない世帯にとっては,適度と

はいかないまでも世帯人数の多い世帯ほど狭小さを感じずることが相対的に少ないのかも

しれない.

しかし,一方で府営住宅と公団住宅における1970年から1990年にかけての単身世帯比率
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の変化をみると,府営住宅では1980年の公営住宅法の改正により高齢者や身体障害者など

が入居の応募すらできない状況であったため, 1970年では大部分が10%以下であり10%

を越える住宅は建築年次が古く,既に1970年には子供が独立したような世帯であったと思

われる.ところが, 1990年には南部の住宅や建て替えの行われた住宅を除いてほとんどの

住宅において,単身世帯の占める割合が大きく増加している. 1970年においては4人の世帯

が占めている割合が住宅の内で最多であるものが大部分であったが, 1990年では2人世帯が

最多の住宅が, 21住宅のうち15住宅である.それに対して,公団住宅では,単身世帯用の

住宅が設定されていたこともあり, 1970年において単身者の占める割合が高いため,その

ような住宅では大きな変化はみられない.しかし,中央区・城東区・旭区の一般世帯向け

の住宅では,単身世帯の増加がみられる.

表IV-2-7は,公共賃貸住宅における空き家発生件数をみたものであるが,地域的な差異

はみれないものの, 1986 (昭和61)年から1991 (平成3)年にかけて公団賃貸住宅の退去率

が府営住宅に比べて非常に高いことが分かる.また府営住宅に比べて市町村営住宅の退去

率が低い.それと関連して,表IV-2-8に示すように,公共賃貸住宅の応募状況をみると,

府公社の賃貸住宅は募集数が少ないこともあり,近年倍率が下がっているが,そのほかの

府営住宅・市営住宅・公団住宅では募集戸数の急激な減少もあり,異常な倍率となってい

る.また,この資料も地域的な差異は読めないため,住宅の種類による違いのみしか分か

らないが,その差異も小さい.

ここで,公営住宅への入居のしくみ(総所得金額に対する収入基準)をみると,公営住

宅法に基づく全国的な収入基準は,住宅の種類による収入基準の設定がなされており,収
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表IV-2-7　公共賃貸住宅における空き家発生率

1993年3月31日現在

公社薫貸住宅は大阪府公社分のみ

表IV-2-8　公共賃貸住宅の応募状況

募 集 年 耳 ( 年 ) 6 8 - 7 0 ' 7 1 - 7 5 7 6 - 8 0 蝣 8 1 - 8 5 8 6 - 9 0 ' 9 1 - 9 2

内 宮 住 宅

m m )

募 集 戸 事 1 9 7 0 2 2 8 5 0 1 0 4 3 9 4 9 0 4 2 8 0 6 ー9 5 1

応 募 者 ‡ 1 0 5 9 3 4 ー4 5 3 9 0 2 8 3 9 5 ー9 G 3 7 3 9 9 4 9 4 5 3 5 9

応 募 倍 率 5 . 7 5 . I 2 . 7 4 . 0 1 4 . 2 2 3 . 2

網 苫 住 宅

( 空 き 屋 )

募 集 戸 ま 1 0 4 5 2 3 4 9 G 2 7 2 7 3 ー5 0 1 7 4 0 0 7

応 募 著 書

応 募 倍 率

G 5 0 8 3 1 1 6 5 5 ー2 4 4 5 0 ー6 4 6 5 2 一一 6 8 0

6 . 2 3 . 3 4 . 6 一 一. 0 2 7 . 9

市 営 住 宅

(斬 築 )

募 集 声 ‡ 8 6 0 7 8 5 9 2 8 5 5 7 4 7 2 3 2 2 5 9 7 ～G

応 募 者 ‡

応 募 倍 率

9 7 8 9 1 ー1 4 8 3 4 5 2 8 7 1 4 4 9 1 3 3 0 3 8 9 2 1 9 8 1

ー 1 . 4 ー 3 . 4 6 . 2 9 . 5 ー 3 . 5 3 0 . 3

市 営 住 宅

(空 き 屋 )

募 集 芦 事

応 募 毒 草

応 募 倍 寒

2 8 0 2 9 8 4 9 1 0 7 0 1 1 日 9 8 ー9 0 6

3 0 3 9 4

ー 0 . 8

7 6 ー5 5 3 6 9 7 7 1 5 1 7 6 6

ー 3 . 6

6 0 0 3 2

7 . 7 ー 2 . 8 3 一 . 5

痢 公 社 賃 貸 佳

( 新 築 )

募 集 戸 事

応 募 者 ま

4 9 ー9 5 8 0 5 1 3 0 5 7 0 2 5 9 3 0

6 2 6 8 G 3 5 3 5 3 1 7 5 5 7 0 1 0 6 ー 日 9

応 募 倍 ′- ー 2 . 7 6 . I 1 . 3 一. 0 4 . I 3 - 9

府 公 社 賃 貸 住 一

( 空 き 崖 )

募 集 芦 事 3 7 2 5 7 4 ー4 5 9 1 4 3 3 9 3 1 3 6 5

応 募 者 ま 3 6 4 9 6 1 2 3 2 5 9 7 6 0 6 5 4 7 5 9 8 ー8 9 9 7

応 募 倍 率 3 S . G 1 6 . 6 1 2 . 9 ー 4 . 0 ー 3 . 9

公 団 賃 貸 住 宅

( 関 西 支 社 分 )

募 集 戸 事

応 草 書 事

2 1 7 2 6 4 3 9 6 9 3 ー9 3 5 2 0 7 9 4 8 5 1 2 7 9 8

( ー0 3 2 2 ) ( 9 5 0 4 ( 3 6 3 3 ( ー5 4 8

ー0 6 6 7 1 9 5 4 7 4 2 5 3 2 3 ー6 5 6 5 5 0 5 0 7 8 7 1 7 3

応 募 倍 率

～ 6 9 9 7 9 2 1 ー)

0 . 8

(2 7 2 6 4 (5 8 2 1 8 )

4 . 9 2 . 2 0 . 8 5 . 9

( 7 . 5

3 一. 2

( 0 . 7 ( 一 . 0 ) ( 3 7 . 6

r　93　大阪府住宅統計年軸Jより作成

的苫住宅と府公社賃貸住宅は1973年からの資料

市嘗住宅(空き屋)は1974年からの賃料

公団賃貸住宅(関西支社分)は1978年からの失料
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入基準設定の入居システムがもたらす公営住宅居住者への影響は,入居応募者の年収を基

準とした入居者選抜の反映であり,収入階層による「輪切り」が行われる.公営住宅への

入居応募の際,収入基準の年収つまり申込可能な年収が決められており,第一種住宅で基

準月額115, 001-198, 000円, 4人世帯で366,000-49 3,999円となっており,第二種住宅で

は基準月額115, 000円以下, 4人世帯で365, 999円以下である.この他に生活保護者や年金生

活者の枠や特目世帯(母子,老人,心身陣容者など)への優遇がある.

前節で明らかにした広島市における公営住宅居住者の居住特性変容のメカニズムでは,

市街地内部と郊外地域での居住者特性の変容パターンの地域的差異が明瞭であった.その

なかで市街地内部の公営住宅では,世帯の加齢とそれに伴う子供の成長・独立, 50歳代の

高年化した親の世代と高齢者の残留により,さらに,転出した世帯の空き家には公営住宅

法の改正による高齢者の優遇入居がおこなわれ,つまり高齢者の相対的増加と絶対的増加

により,著しい高齢化の進行の現象が明かとなった.一方,・郊外地域の公営住宅では,加

齢した世帯が転出した空き家には高齢者の入居はほとんど無く,高齢化の進行がみられな

い.

これまでの研究結果をもとに,図IV-2-27は, 1970^ -1990年にかけての府営住宅と公団

住宅における年齢別人口構成の変化に関する概念的なモデルを示した. 1980年に関しては

推測である.ただし,面積比率は相対的なものであり,厳密な比率に基づくものではない・

このモデルにおいて,入居開始当初においてはいずれの住宅も20, 30歳代とそれに対応

する子供の年齢層からなる若年世帯中心によ蝣'>構成されている.その後, 1990年には成人

に達した子供の年齢層の転出と若年世代の減少に伴う子供の年齢層の減少という傾向をた
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図IV-2-27　府営住宅と公団住宅における年齢別人口構成の変化の概念図
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どるが,その中で,世帯の住み替えの違いから,まず市街地内部の府営住宅では若年世代

の流出と親の世代の残留による相対的高齢化率の上昇(相対的高齢化)と高齢者の優遇入

居による絶対数の増加(絶対的高齢化) ,特に生活利便性を周辺地域に負うところが大き

い高齢者にとっては,市街地内部の府営住宅が魅力的であるため,それによって高齢化が

著しく進行すると考えられる.郊外,すなわち市域周辺部の生活の利便性に劣る地域の府

営住宅では,子供の成長・独立により若年世代の流出と親の世代の残留もみられるが,高

齢者の流入はあまりみられず,空き家へはあらたに若年世帯の流入が若干みられるため,

高齢化の進行が著しくない.

高齢化の進行した府営住宅とそうでない府営住宅では,入居当初において若年層に集中

する傾向から,現在の居住者の年齢構成の違いは,建築年次の違いによるところが大きい

と考えられる.さらに2DKの間取りが基本の第二種住宅は,子供が幼少の世帯や高齢者には

狭さを強く感じさせるものではないが,子供が成長期の中壮年世帯にとっては狭小に感じ

ざるを得ないと思われるため,第一種住宅より中壮年世帯が少ないと考えられるが,実際

には住宅の種類による差異が確認できなかった.

一方,衰Ⅳ-2-9に示すように,賃料が公営住宅に比べて高く,居住者の所得階層が高い

公団住宅では,入居当初の若年世帯の加齢・移行により40-50歳代が中心の世帯構成には

なるが,住宅取得能力が高いため,老年に達するまでに転出する傾向にあるのではないか

と考えられる.また,高齢者への優遇入居もないため,高齢者の転入が公営住宅に比べて

少ないと思われる.

公営住宅は公営住宅法制定の経緯や居住面積からしても,長期間定住する世帯用に建設
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表IV-2-9　公共住宅の家賃

年 度 ‥経 営 開 始 年 度 単 位 : 円

重 豊 幸イ太 **I*Z-zzMil ・KH K 19 8 1鑑 定 19 82缶 唐 19 83缶 昏 1

府 営 住 宅 1 種 30 30 0 32 ,80 0 33 ,80 0 34 ,80 0 34ー80 0 34ー0 00 36 ,40 0

2 種 2 1.2 00 23 .70 0 24 .50 0 24 .40 0 24 .50 0 24 .60 0 25 .40 0

3 2 ,0 00 3 6,5 00 3 6,50 0 29 ,50 0 40 ,50 0 44 ,80 0 4 5,30 0大 阪 市 営 住 宅 1 種

2 2 1.0 00 2 3 .0 00 24 .5 00 2 6.30 0 2 8.50 0 32 ,50 0 3 3ー0 00

、公社 住 宅

住 宅 . 都 市 整 備 公 団住 宅

3 9 .500 5.6 .3 00

4 8 .300 5 1ー700 6 2ー800 6 1 ,4 00 6 2ー700 7 3,5 00 74 ,70 0

幸 怯 !T:f」3 e… 9 88 缶 庶 19 8 9 缶 庶 19 9 0 鑑 定 1 ・I!VJ」:fB…

府 営 住 宅 1 P種 34 ,4 0 0 3 5 ,0 0 0 3 5 ー90 0 3 6 ,3 0 0 3 6 ,0 0 0 3 6 ,0 0 0 4 0 ,2 0 0

2 2 4 .9 0 0 2 4 .5 0 0 2 4 .5 0 0 2 4 -3 0 0 2 5 .1 0 0 2 5 .6 0 0 2 7 ,3 0 0

大 阪 市 営 住 宅 1 種 4 9,5 0 0 5 1 ,0 0 0 5 1 ,0 0 0 5 1 ,0 0 0 5 1 ,0 0 0 5 7 ,1 0 0 5 7 ,10 0

2 種 3 6.10 0 3 6 .10 0 3 6 .3 0 0 3 6ー30 0 3 6 -3 0 0 3 9 .8 0 0 3 9ー80 0

^ 社 住 宅 5 8.5 0 0 5 8 .3 0 0 6 3 .8 0 0 9 8 .0 0 0

、ム
住 宅 . 都 市 整 備 公 団 住 宅 7 6 ,2 0 0 6 8ー9 00 7 0 ,0 0 0 7 2ー70 0 7 9ー8 27 8 2▼8 37 8 9 ,8 1 0

『 '93　大阪府住宅統計年報』より作成

注)家賃額は100円未満を端数整理したもの
大阪府営住宅と府公社住宅の197 4年度以降は傾斜滅韻の初年度分(年度は募集年度)
住宅・都市整備公団住宅は,関西支社の当年度新規供給住宅の平均家賃
大阪市営住宅の家賃は,傾斜減額の初年度分

・、公団住宅の1989年度分は消費税抜きの家賃
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されたものではなく,このような高齢化には設備面など十分に対応していないことが問題

となる.また,収入の上昇した世帯が割り増し賃料を払っても残存するため,深刻に住宅

に困窮する低所得の世帯にとって公営住宅への入居が阻止されるという問題もある・

大阪市は市域が狭く,しかも市街化された大都市内部の地域が大部分である・市域が広

く,郊外地域と市街地域の差異が明瞭な広島市で明かとなったような,居住者の高齢化に

関する地域的差異は確認できなかった.高齢化の進行程度からみると,市街地内部の公営

住宅で高齢化の著しい進行がみられ,南部や東部の市域周辺部地域の一部の住宅では高齢

化が顕著ではないものがあり,地域的な違いを全く否定することができないが,地域的差

異よりも建築年次による差異の方が大きい.

8.小括

市街地内部における居住者特性は,住宅を指標として分析することにより,住宅のサブ

マーケットごとに特色がみられることが,福岡市や広島市・東京都江東区の事例研究によ

って指摘されたが,これは住宅供給システムとそれに対応した居住者特性の密接な関係が

あるためであり,特に行政側により入居条件において所得による明瞭な「輪切り」のよう

な入居者選抜が作用する公営住宅では,規模の大小を問わず周辺地域と明らかに異なった

入居システムにより居住地域が形成されることになる・問題となるのは・公営住宅が福祉

的意義を持つが故に,経済力の向上した世帯や子供の成長による独立・転出の一方で,経

済力の向上があまり期待できない高齢者の残留や生活困窮者や高齢者の転入などの,転出

入の繰り返しにより特定階層の集積の問題である.本節においても大阪市の府営住宅や市

営住宅において,居住者の著しい高齢化がみられた.しかしながら,公営住宅における高
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齢化の程度に関しては,広島市でみられたような地域差は,大阪市内では南部の郊外で-

部みられたもののあまり顕著ではなかった.大阪市のような大都市圏では,より研究対象

地域を広げ,より距離的に隔たった遠距離にある郊外地域の公営住宅をも含めて分析する

必要がある.
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3節.インナーシティにおける公営住宅居住者の年齢別人口構成の変化

-東京都江東区における都営住宅居住者の事例-

1.研究の目的

前節までは,広島市や大阪市を対象としてひとつの都市を事例に公営住宅における居住

者特性の変化をみてきた.そこで,本節では最も高齢化の程度が深刻であるとされる巨大

都市内部のインナーシティ地域を対象として,そこで供給される公営住宅に居住する世帯

の居住特性とその変化について分析を試みた.

本節は公営住宅居住者の年齢別人口構成の変化を分析することにより, 1 - 2節と同様

に,都市管理者により創出された居住地における居住特性の変化を明らかにし,その変化

のメカニズムがどのようになっているのかを世帯人員構成の変化と関連させて考察するこ

とを目的とする.

2.研究対象地域の概観

①東京都区部内における住宅状況と研究対象地域の概観

Ⅲ章2節において概観したように, 1990年国勢調査によると,東京都における持ち家率

は40.9%,公的借家率は8. 4%,民営借家率は43. 6%であった.地域的な特徴を述べると,

持ち家率が高いのは都心地域の千代田区,中央区やその周辺部の台東区,文京区,墨田区

などである.公的借家率は都区部北部地域の板橋区,北区,足立区と下町地域の江東区,

東部地域の葛飾区,江戸川区などで高く,民営借家率と対照的な分布である・都営住宅に

限定してみると, 『東京都営住宅一覧』 (東京都住宅局管理部)によると,都区部内で最

-　468　-



も多いのは足立区の31,485戸(1990年3月31日現在)で,次いで江東区の19, 562戸となってい

m

本節では,都区部内で最も公的借家率の高い江東区を研究対象地域として選定した・江

東区は1990年国勢調査において41. 9%の持ち家率で,民営借家率は24. 6%,公的借家率は

著しく高く25.6%であったことからわかるように,都区部23区内では民営借家率が低く,

一方で公的借家率が都内で最も高い区である.また民間マンションの建設も活発になされ

ており1),多様な住宅供給がなされた区でもある.

また,図IV-3-1に示すように江東区は都心3区の東側に隣接し,区域の北部にはJR総武本

線と東武鉄道亀戸線,中央部には営団地下鉄東西線,南部には営団地下鉄有楽町線とJR京

葉線が通るなど,区内の南北を結ぶ軌道系の交通路がないものの,路線数も多く,都心地

域には非常に短時間で到達できるという利便性の高い地域である・

②都区部における年齢別人口構成

世帯主の年齢階層にあたると考えられる30-34歳人口率に関して, 1990年国勢調査結果

を用いて都区部内での分布状況をみた結果は以下の通りである　30-34歳人口率は都心3区

で6%未満と低く,西部地域の世田谷区や杉並区では7. 5%以上と高い・また下町地域の江

東区やそれに隣接する東部地域における30-34歳人口は,都区部平均値と同程度(6. 5'

である.次に40-44歳人口率は西部地域と都心3区で低く,その他の南部地域,某部地域,

北部地域の各区で高く,特に江東区,港区で高い. 50-54歳人口率の西部地域以外におけ

る分布パターンは分散的で複雑なパターンである　50-54歳人口率は西部地域で低く,下

町地域と東部地域で高いという地域的差異が明瞭であった・
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65歳以上の老年人口率は都心3区と江東区を除く都心周辺地域で高く,さらにその外緑地

域で低く,特に東部地域で極めて低くなっている.江東区では都心3区と同様に老年人口率

が高くなっているが,それについて松原(1988)は,江東区は活発な民間マンションの供給

によって,若年世帯が大量に転入した一方で,既存の住宅に継続して居住している世帯の

高齢化が平行したため,複合した年齢構成になるとともに,それへの対応として行政は,

学校の新設と共に高齢者への対応という二重の対応が同時に迫られることとなったことを

指摘している.

3.研究対象の都営住宅の概要

1970年と1990年との20年間における居住者特性の変容を時系列により分析することが可

能な都営住宅は, 25住宅でそれらの分布は図Ⅳ-3-1に示されている.研究対象の都営住宅

の内訳は,第1種住宅のみからなる3住宅,第2種住宅のみからなる5住宅である.営団東西

線の木場駅から北西部に広がる区内の西部地域に研究対象住宅がないが,全体的には南北

にわたり分散したものとなっている.

また,全国の公営住宅と同様に第1種住宅は3DK.(3居室とダイニングキッチン) ,第2種

住宅と改良住宅は2DKの間取りが基本であり,例外は第1種住宅では千石町第2アパート(逮

築年次が昭和33年と古く, 4-5号棟は中世帯向けの1DK) ,千石町アパート(昭和29年築で

2K) ,南砂町第2アパート(3-4号棟が小世帯向けで1DK)である.また,第2種・改良住宅で

3DKの間取りは大島4丁目,亀戸7丁目11-12号棟,南砂3丁目第3アパート1号棟である・なお

老人室向け住宅が含まれている都営住宅は,老人向け公営住宅が供給される以前の古いも

のが研究対象であるため,年次比較可能な本研究の対象住宅にはない・

-　470　-



(r東京都宮住宅一覧」より作成)

住宅名(戸数●,建築(建て替え)年)
1.亀戸8丁目住宅(899戸, 1949 (1967-72)), 2.大島8丁目アパート(80戸, 1967), 3.大島8
丁目住宅(28戸, 1948), 4.大島6丁目アパート(110戸, 1948(1967)), 5.大島5丁目第2アパー
ト(610戸, 1950 (1967-70)), 6.大島5丁巨けバート(349戸, 1946-53 (1966-68)), 7.大島
4丁目アパート(180戸, 1947(1975-80)), 8.深川千石町アパート(149戸, 1950(1966-67)), 9.
千石町第2アパート(168戸, 1958), 10.越中島3丁目アパート(131戸, 1968), ll.洲崎弁天町
アパート(283戸, 1947(1965-69)), 12.南砂3丁目第2アパート(175戸, 1967), 13.南砂3丁
目アパート(595戸1948-50 (1966-68)), 14.南砂3丁目第3アパート(350戸1955-56 (一部
1984)), 15.南砂5丁目第1アパート(716戸, 1968), 16.北砂7丁目アパート(144戸, 1953),
17.北砂1丁目アパート(287戸1968), 18.東砂2丁目第2アパート(330戸, 1968), 19.東砂
2丁目アパート(1.295戸, 1968), 20.東砂7丁目アパート(499戸, 1967), 21.東砂8丁目アパー
ト(110戸, 1947(1966)), 22.塩浜2丁目アパート(300戸, 1967), 23.塩浜2丁目第3アパート
(72戸, 1959(1975)), 24.豊洲4丁目アパート(577戸, 1947(1967-71)), 25.辰巳1丁目アパー
ト(3.266戸, 1967)
'戸数は研究対象棟内住宅の合計戸数

図IV-3-1研究対象地域と研究対象の都営住宅(由井:1996. P- 259)
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図Ⅳ-3-1下欄に研究対象住宅の概要を示した.改良住宅のみの都営住宅は研究対象には

ないが,住宅の種類ごとに居住者特性の変化を詳細に検討するために,棟単位で住宅の種

類別に調査区番号を対照させた.後の分析では,住宅の種類ごとに小計を得ることができ

るものと,調査区番号が住宅の種類の異なる複数の棟の組み合わせからなり,しかも種類

の異なる棟の組み合わせが1970年と1990年で異なった場合には,種類の「混合」した住宅

群として一括した.

4.江東区の都営住宅における居住者の年齢別人口構成

①1970年から1990年にかけての年齢別人口構成の変化

Ⅲ章でみたように, 10歳階級ごとの年齢階層が全人口に対して20%以上をしめた場合,

著しく年齢階層に偏りがみられると判断できるため,そのような特化した年齢階層を指標

として分類した結果,民間マンションでは20 - 30歳代や40歳代が居住者の主要部分を占め

たが,都営住宅では40歳代, 50歳代が中心の住宅が多く,さらに高齢者が卓越した住宅も

全体の4分の1強を占め,また15%以上をしめる年齢階層の組み合わせをも含めて考察する

と, 50歳代以上と高齢者が多数を占める都営住宅が全都営住宅の60%になることが明かと

なった.しかしながら,所有関係などの住宅の種類による最多年齢階層の差異が顕著であ

ったのに対して,研究対象地域内における地域的な差異は明瞭ではなかった・

本節では,都営住宅居住者について1970年から1990年にかけての乳幼児と小学校低学年

に該当する0-9歳,成年層では20-29歳, 50-59歳,さらに老年人口に該当する65歳以上

の各年齢層別人口構成の変化について分析した.

0-9歳人口率の変化は図IV-3-2に示すように, 1970年において20%以上を占めていた都
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図1V-3-2　都営住宅における0-9歳人口率の変化　図IV-3-3　20-29歳人口率の変化

(1970年, 1990年国勢調査より作成　　　　　　　　　(1970年, 1990年国勢調査より作成)

営住宅のほとんどすべてが1990年には急減し10%未満となっている.この傾向はすべて

の種類の都営住宅においてみられ,住宅による差異は認められない. 1990年では大部分の

都営住宅において10%未満であるが,いくつかの第1種都営住宅では1970年においても既に

低い比率となっており,それらは1950年代に建築された古い住宅が多い.

20-29歳人口率の変化は図Ⅳ-3-3に示すように,いくつかの都営住宅では著しく減少し
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ているものもあり,区内西部から中央部にかけてやや減少しているが,一見して著しく大

きな変化が認められないようにみえる.これは1970年当時に多か,・た子供の世代が加齢に

より移行したため, 1970年当時の健帯主の加齢による減少を補っている.そのため, 20歳

代の人口総数としては変化が少ないようにみえるが,この年齢階層の内容としてはかつて

の世帯主から,彼らの子供の第2世代の年齢層へと変化していると思われる.しかしながら

この年齢層が減少している都営住宅では,子供の世代の成長による独立が原因と考えられ

る.これらの変化では,住宅の種類による差異は認められない.

次に50-59歳人口率の変化についてみると,図IV-3-4に示すように, 1970年にははとん

どの都営住宅において50歳代人口率は10%未満であったが, 1970年代において集中してい

た30歳代人口の加齢による移行により,大部分が著しい増加を示している.このような年

齢階層の加齢による平行移動的な移行は,都営住宅居住者の定着率が高いことを示してい

るのではないかと推測される. 1970年において50歳代人口がやや高かった住宅では, 1990

年にはそれほど高くなくなっている.また,いずれの種類の都営住宅も増加傾向にあり,

住宅の種類による差異は確認できない.

65歳以上の老年人口率については,図IV-3-5に示すように1970年ではすべての都営住宅

において老年人口が著しく少なく,当時の都営住宅が主に住宅に因窮する若年世帯を対象

として供給されたことが窺うことができる(荻田・リム;1989). 1990年では著しく老年

人口率が高い住宅とそうでない住宅の二分化が生じている.しかしながら,高齢化の程度

に関して二分化しているとは言いつつも,高齢化直前の50歳代人口率をも関連させて考察

すると, 1990年に老年人口率が低い都営住宅においてもその予備軍的な50歳代人口の集中
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図IV-3-4　都営住宅における50-59歳人口率の変化　園IV-3-6　老年人口率の変化

(1970年. 1990年国勢調査より作成)

表IV-3-1江東区の都営住宅における住宅の種類別・建築年次別老年(65歳以上)人口率

老年人口率

(% )

1990 年

19 70 年住宅の種類 建築年次 (午)

1 種 2 種 1 . 2 種 1 - 2 改 -1954 ～64 -74 -84

0~ 4 .9

9 .9 1

1

1

2 3 2

5

4

2

1

2 6

(1)

(1)

22

10- 14 .9

15- 19 .9

20~ 24 .9

25'

2 2

2

1

5

2

1

4
(5)

(3)

(1)

建築年次欄下段の( )内は建て替え年次別の場合
1970年1990年国勢調査より作成
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が大部分でみられることから,近い将来に高齢化の進行が顕著となることが予想され,今

後の都営住宅における高齢化が極めて深刻な問題となる可能性が高い.軌道系の交通手段

からやや離れて区内の他地域に比べて利便性の劣る辰巳1丁目などの一部の都営住宅では老

年人口率の変化があまり顕著ではないが,住宅の種類差や地域的な差異が明確には判断で

きない.

表Ⅳ-3-1に示すように, 1970年における都営住宅居住者の老年人口率は大部分が5%未満

であったが, 1990年では5%未満のものはなく10%以上が約3分の2を占め　20%以上のも

のも4住宅出現している.住宅の種類別にみると,第1種住宅で老年人口率が著しく高いも

のがあるが,サンプルが少なく第1種住宅の特徴とは言い切れない.その他の種類では際だ

った特徴を判別できない.

建築年次別にみると, 1954 (昭和29)年以前に入居が始まった住宅の老年人口率が,そ

れ以降に建築された住宅に比べて高いことが明かとなった.すなわち建築年次の違いが居

住者の高齢化に反映されているといえる.また建築年次欄の下段にある括弧内の数値は建

て替え年次ごとの分析結果であるが,建て替えられても元の住宅の建築年次が古い場合に

老年人口率は高いことが明かとなった.これは建て替え後も高齢化した前任者が優先的に

入居できたからであると考えられる.

②最多年齢階層の変化パターンによる類型化

個々の年齢階層レベルでの考察をまとめる・ために,それぞれの都営住宅における居住者

の年齢階層の構成を,成人の年齢階層の中で最も比率の高い年齢層が1970年から1990年に

かけてどのように変化してきたのかについて明かにすることにより考察した. 1970年から
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中年化(Y一一M) 0　20歳代から40歳代へ移行
準高齢化(Y-∪) 0　20歳代から50歳代へ移行

(LサーU) 0　30歳代から50歳代へ移行

(M-・U) 0　40歳代から50歳代へ移行
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(M-E)・　40歳代から老年層へ移行

19704? *- 1990*」

。.,塾

g
 
C
o

o
%

.
○

.
1
u
l
卜
-
-
I
-
-
-

(1970年, 1990年国勢調査より作成)

3kn

図IV-3-6　最大年齢階層の変化による都営住宅の類型(由井:1996. P-263)

表IV-3-2　類型化された都営住宅の種類と建築年次(由井;1996, p. 264)

類 型
年齢層の
変化類型

住宅の種類 建築年次 (午 )

1 種 2 種 混在 -195 4 '55~ '64 '65~ 7 4 7 5~ '84

中 年 化 M 1 1 (1)

準高齢化

Y → U

L -→ U

M → U

1 4

2

7

1

1

2 1

1

1 (1)

9 2

(1

高齢特化 Y → E 1 6 7

1 ▼

(5) (1)

M → E 1 1 1 (1)

建築年次柵の( )内は建て替え年次別に分類した場合
変化類型欄のアルファベット:最多年齢階層の変化

Y (young): 20歳代, L (lowermiddle): 30歳代, M (middle): 40歳代
U (uppermiddle) : 50歳代, E (elder) : 65歳以上
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1990年にかけての最多年齢階層の変化には以下の6パターン「20歳代から40歳代への移行」 ,

「20歳代から50歳代への移行」 , 「30歳代から50歳代-の移行」 , 「40歳代から50歳代へ

の移行」 , 「20歳代から老年層(65歳以上)への移行」 , 「40歳代から老年層への移行」が

あることが明かとなった.これらの6パターンは, 1990年における最多年齢階層から, 40歳

代への移行は「中年化」 , 50歳代への移行は高齢化直前の状況と解釈できることから「準

高齢化」 ,また老年層が最多年齢階層になった移行を「高齢特化」とみなすことができる・

図Ⅳ-3-6は各住宅内における最多年齢階層の変化パターンの類型を示したものである・

老年人口が最多年齢階層である「高齢特化」について特に分布の特徴が分かりやすくなる

ように凡例をセッティングしたが,分布図から地域的な差異はほとんど無いことが明かと

なった.個々の住宅についてみると,亀戸7丁目だけが20歳代から40歳代への20年間にわた

る加齢による平行移動的な最多年齢階層の移行がみられるが,この住宅は1970年前後の建

て替えにより,若年層の転入があり,それらの世代が中年化したと考えられる・それ以外

の60%の都営住宅は, 1970年の30歳代が最多から1990年には50歳代最多へと平行移動的な

変化をし,高齢化する直前の状態である.

これは前述のように,供給開始当初の都営住宅は高度経済成長期における東京大都市圏

への大量な転入超過により生じた住宅不足に対処するために供給されたものであり,その

ため1970年前後の都営住宅入居者は20-30歳代の若年層に特化していた・しかしながら,

当初住宅に困窮する若年世帯に対して一時的住居として供給されていた都営住宅は,実際

には定着した世帯が多かったために,このような年齢階層の移行となったと考えられる・

さらに残りの35%は1970年の20歳代最多から一気に90年には高齢者が最多となった高齢化
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lG特化した住宅である.これには加齢の他に別の要因が考えられ,前節で述べたように,

近年の公営住宅が,住宅に困窮する若年世帯への住宅供給というよりむしろ生活困窮の高

齢者などの経済的弱者への供給へと変容したためと考えられる2'

類型別の住宅の特色は,表IV-3-2に示したように,住宅の種類による明瞭な差異はサン

プルが少ないために一般的傾向として断言はできないが,第1種住宅のみからなる都営住宅

では「準高齢化」が1住宅, 「高齢特化」が2住宅と,他の第2種住宅のみからなる住宅や第

1種住宅と第2種住宅が混在する住宅に比べて高齢化が進展している.建築年次別にみると,

高齢化の程度の違いが説明できる.高齢特化した都営住宅は1954年以前の建築であり,前

述のように建て替えが行われても建て替え前の居住者が再び優先的に入居したため,高齢

化の程度が高くなったと思われる. 50歳代が最多の都営住宅は1970年の国勢調査直前に入

居が開始された都営住宅であり,その入居当初において集中していた若年世代の多くが残

留したと思われ, 1990年で50歳代の集中へと平行移動的に加齢したと考えられる・

5.住宅の種類別にみた年齢別人口構成の変化

①住宅地別にみた年齢別人口構成の変化

個々の都営住宅における5歳階級ごとの変化について,コーホート変化率等の指標を用い

て分析を試みた.

いくつかの事例に関する分析結果は表Ⅳ-3-3に示す通りである.表の左から2番目と3番

目の欄は1970年と1990年における人口総数と5歳階級ごとの実数である・その右の「増減数」

はその年齢階層の実数差である.表の「増減率」は1970-1990年にかけての1970年を基準

とした年齢階層ごとの増減率である. 「コーホート差」は例えば1970年の0-4歳人口が19
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表IV-3-6　都営住宅の種類別にみた年齢別人口構成の変化

大島 8 丁 目アパ ー ト (第 2 租 , 196 7 年築) 修正

コーホー ト
変化率年齢 (顔) 197 0 年 199 0 年 増減数 増 減率 コーホー ト差 コー ホー ト

変化率

. 修正

コI ホ- ト
修正差

人 口総 数 26 3 19 4 ー 69 - 2 6 .2 4 %

0 ~ 4

5 ~ 9

10 - 14

15- 19

2 0- 2 4

46

30

-2 3

8

10

0

3

8

2 1

2.2

- 14

- 2 7

- 15

13

12

- 9 5 .6 5 %

- 90 .00 %

- 6 5 .22 %

16 2 .5 0 %

12 0 .0 0 % - 2 4 4 7 .83 S 3 3 .9 3 - 12 - 25 .94 %

2 5 ~ 29 3 5 ll ー 24 - 6 8 .5 7 % - 19 3 6 .6 7% 2 2 .13 - ll - 3 7 .10 %

30 - 3 4 34 4 - 30 - 88 .24 % - 19 17 .3 9% 16 .9 7 - 13 - 5 6 .3 7 %

35 ~ 3 9 32 9 - 2 3 - 7 1 .88 % 1 1 12 .5 0 % 5 .90 3 3 8 .7 4 5

40 ~ 44 2 1 8 - 16 - 6 6 .6 7% - 2 80 .00 % 7 .38 l 6 .2 4 %

4 5~ 49 9 2 4 15 16 6 .6 7 % - ll 68 .57 % 2 5 .8 2 - 9 -5 .19 5

5 0 ~ 5 4 1 29 2 8 2 .80 0 .0 0 % - 5 8 5 .29 ?^ 2 5 .0 8 4 l l .5 3 %

55～ 5 9 3 2 5 20 40 0 .0 0 % ー7 78 . 135 2 3 .6 0 1 4 .3 6 =

60 - 6 4 2 15 13 6 50 .00 % - 9 6 2 .5 0 % 17 .70 - 3 - l l .26 %

65 ' 4 13 9 2 25 .00 % - 8 6 1 .9 0 % 15 .49 - 2 - ll .86 %

(19 7 0 年 , 19 90 年国 勢調査 よ り作成)

増減数; 1990年年齢別人ロー1970年年齢別人口くその年齢階層の変化)
増減率(1990年人ロー1970年人口)/1970年人口
コーホート差; 1990年のA歳年齢層人ロー1970年の(A-20)歳年齢層人口
コーホート変化率; 1990年のA歳年齢層人口/1970年の(A-20)歳年齢層人口

修正コーホート; (A-20)歳年齢層人口×人口総数の増減率
修正差; 1990年のA歳年齢層人ロー修正コーホート
修正コーホート変化率; A歳年齢層の修正差/1970年の(A-20)歳年齢層の人口

越 中 島 (2 櫨 . 改 , 196 8 年 築 )

.
修正

コー ホー ト
変 化 率

年 齢 (歳 ) 19 70 年 199 0 年 増 減 数 増 減 率 コー ホ ー ト差
コ ー ホ ー ト

変 化 率

修 正

コー ホ ー ト
修 正 差

人 口 総 数 4 0 1 39 2 - 9 ー 2 .2 49 c

0 ～ 4

5一、 9

10 ~ 1 4

15 - 19

20 ~ 2 4

7 2

3 8

2 4

16

35

7

9

18

38

5 6

- 6 5

- 2 9

- 6

22

2 1

- 9 0 .2 8 9`

- 7 6 .3 2 %

- 2 5 .0 0 %

1 37 .50 %

60 .00 % - 16 7 7 .7 8 % 70 .38 - 14 - 19 .;

25 - 2 9 67 18 - 19 ー 73 .13 % - 2 0 47 .3 7 % 37 .15 - 19 - 50 .39 %

3 0- 3-4 45 12 - 3 3 - 7 3 .3 3% - 12 50 .0 0 % 2 3 .46 - ll - 4 7 .76 %

3 5~ 39 3 8 14 ー 2 1 - 6 3 .16 % - 2 8 7 .50 % 15 .6 4 - 2 - 10 .2 6 ー'

4 0 - 44 2 1 22 1 4 .7 6 % - 1 3 6 2 .86 % 3 4 .2 1 - 12 - 34 .9 0 %

4 5 ~ 49 17 12 2 5 1 47 .0 6 % - 2 5 6 2 .69 % 6 5 .0 0 - 23 - 35 .0 7 ー乙

50 ~ 5 4 13 50 37 2 84 .62 % 〇 1 11 . 11 96 43 .9 9 6 13 .36 %

55 ~ 0 9 8 3 9 3 1 3 8 7 .50 % 1 10 2 .6 3 % 37 .15 9 4 .83 ーム

60 ~ 64 6 . 2 6 2 0 3 3 3 .3 3 % a
123 .8 1% 20 .53 〇

2 6 .0 5? a

6 5 - 3 40 3 7 1 .23 3 .3 3 % - 7 85 .1 1% 4 5 .9 5 - 6 蝣12 .6 5 %
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表IV-3-6　都営住宅の種類別にみた年齢別人口構成の変化(つづき)

千石 町第 2 (斉 l 種 , 195 8 年築 )
修正

コー ホー ト
変化率年齢 (歳) 19 7 0 年 199 0 年 増 減数 増減率 コー ホー ト差

コーホl ト

変 化率

修正

コー ホー ト
修正差

人 口総数 58 4 23 9 - 3 4 5 _ =Q A Q O/J3 .U O /o

0～ 1

5 ~ 9

10 - 14

15 ~ 1 9

2 0 - 2 4

4 2

5 0

6 7

3 7

.4 4

2

9

9

2 3

3 6

- 4 0

- 4 1

- 5 8

- 1 4

- 8

- 95 .2 4 %

- 82 .0 0 %

- 86 .5 7 %

- 37 .8 4 %

- 18 .18 %
I 6 8 5 .7 1 5 17 . 19 19 44 .79 %

2 5 ~ 29 5 1 7 - 4 4 - 86 .2 7 % - 4 3 14 .0 0 % 20 .4 6 - 13 - 26 .9 2 %

3 0 - 3 4 4 7 〇 - 4 2 - 89 .36 % - 6 2 7 .4 6 % 27 .4 2 - 22 - 33 .46 %

3 5 ~ 39 6 3 6 - 5 7 - 90 .48 % - 3 1 16 .2 2 % 15 .14 - 9 - 24 .7 1%

4 0 ~ 4 4 7 1 19 - 5 2 - 73 .24 % - 2 5 43 .18 % 18 .0 1 1 2 .2 6 %

4 5 ~ 4 9 3 7 3 0 - 7 - 18 .92 % - 2 1 5 8 .8 2 % 20 .8 7 9 17 .9 0 5

d O ~ 0 4 2 5 3 1 6 24 .0 0 % - 16 6 5 .9 6 % 19 .2 3 12 25 .0 3 %

5 5 ~ 5 9 2 2 2 4 2 9 .0 9 % - 39 3 8 .10 % 25 .7 8 - 2 - 2 .8 3 %

6 0 .、6 4 14 19 5 35 .7 1% - 5 2 2 6 .76 % 29 .0 6 - 10 - 14 .16 %

6 5 - 1 4 19 a 35 .7 1% - 9 3 16 .9 6 % 45 .8 4 - 2 7 - 23 .96 %

千石町 (1 - 2 改 , 19 50 年築 19 6 6 ・67 年建 て替 え)
修正

コ- ホー ト
変化率年齢 (義) 19 7 0 年 1 99 0 年 増 減数 増減率 コ- ホ- ト差

コーホー ト

変化率

修正

コー ホー ト
修正差

人 口総 数 50 3 37 5 - 12 8 ー 25 .45 %

0 ~ 4

5 ~ 9

10 ~ 14

15 - 19

2 0 - 2 4

4 2

4 1

4 1

3 9

5 6

15

16

2 0

2 2

2 5

⊥2 7

- 2 5

- 2 1

- 17

- 3 1

ー 64 .29 %

- 60 .98 %

- 5 1 .22 %

- 43 .59 %

- 55 .36 % - 17 ' 59 .52 % 3 1 .31 - 6 - 15 .03 %

25 - 2 9 4 1 2 0 - 2 1 - 5 1 .22 % - 2 1 48 .78 % 3 0 .5 / - ll -25 .77 !

30 - 3 4 4 5 2 3 - 2 2 - 48 .89 % - 18 56 .10 % 30 .d i - 8 - 18 .46 %

35 - 3 9 3 9 2 1 - 18 - 46 .15 % - 18 53 .85 % 2 9 .0 8 - 8. - 20 .7 1%

40 - 4 4 4 1 2 5 - 16 - 39 .02 % - 3 1 44 .64 % 4 1 .75 † 17 - 29 .9 1%

45 ~ 4 9 3 0 3 2 2 6 .67 % - 9 78 .05 % 3 0 .57 1 3 .50 %

50 ~ 0 4 2 7 3 5 8 29 .63 % - 10 7 7 .78 % 3 3 .55 1 3 .23 ?

55 ~ o 9 2 7 2 8 1 3 .70 % - l l 7 1 .79 % 2 9 .08 - I - 2 .76 %

60 ~ 6 4 13 2 5 12 92 .3 1% - 16 60 .98 % 3 0 .57 - 6 - 13 .58 %

65 - 2 1 6 8 4 7 3 23 .8 1% - 50 5 7 .63 % 8 7 .97 - 2 0 - 16 .9 3%
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90年の20-24歳人口へと移行するものと仮定して, 1990年における20-24歳人口との差を

求めたものである.このような分析は,香川(1987;1988;1990;1991)によりその有効性が述

べられているが,本稿では一般的に用いられている「コーホート変化率」に加えて,人口

総数の増減を考慮した「修正コーホート」についても考察することを試みた・ 「コーホー

ト変化率」は「コーホート差」と変化前の年齢別人口との差を示したものであり,例えば

1970年における0-4歳人口に比して1990年における20-24歳人口がどのように変化したの

かを示したものである.また「修正コーホート」は全人口の増減率を加味して,例えば19

70年の0-4歳人口が1990年の20-24歳人口への移行に対して人口総数の増減率をかけあわ

せて求めた値である.これは1970年から1990年にかけての20年間における住宅内の人口総

数の変化が,世帯の少人数化等のさまざまな要因によって大きく変化しているためであり・

一般的に行われるコーホート変化率の分析のみでは不十分と判断したためである・

「修正差」は「修正コーホート」と1990年におけるその年齢層との差を求めたものであ

る.例えば, 1970年における0-4歳人口と人口総数の増減率を加味して求められた1990年

における20-24歳の「修正コーホート」との差を求めたものである・これにより「コーホ

ート差」より住宅内の全体的な人口変動を対比させて考慮した考察ができると考える・

また「修正コーホート変化率」は, 1970年における年齢別人口とその年齢層の20年後に該

当する年齢層の1990年における「修正コーホート」との変化率を求めた値であり,例えば・

1970年における0-4歳人口に対する1990年における20-24歳の「修正コーホート」の変化

率を求めたものである.

「修正コーホート」などの分析手法は,過去20年間という長い時間スケールのような人
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口総数の変動が大きい場合には,全変動に対してある年齢階層の変動の程度を知る目安に

なる.しかしながら,将来の予測に関しては今後検討の必要がある.

表Ⅳ-3-3であげた事例は,いずれも1970、ノ蝣-90年の20年間に建て替えが無い都営住宅で

ある.大島8丁目アパートは第2種住宅のみにより構成され, 1970年には世帯主が25-44歳

の若年層から中年層とそれらに対応した子供の年齢層に著しく偏った年齢別人口構成であ

った. 1990年には加齢による平行移動的な年齢階層の移行がみられる. 65歳以上の老年人

口があまり増加していないが,高齢化直前の50歳代人口率は著しく高くなっている. 「修

正差」欄から推測されるように, 1970年に集中していた子供の年齢層が1990年に移行した

20-34歳の年齢層の転出が全体の転出量に比べて多いといえる.つまり,第2世代にあたる

子供の年齢層は成長による独立により他の年齢層よりも多く転出したものと思われる.

「修正コーホート変化率」をみると20歳代と50歳代の増加が読み取れ,全体的減少の中で

これらの年齢層の残存あるいは流入が多かったと考えられる.そのほかの年齢層は全体的

な変動と著しい差がない.

千石町第2アパートは,第1種住宅のみからなる1958年に建築された古い都営住宅である・

20-24歳人口が全体的な減少に対して増加しているが,これは1970年で集中していた0-4

歳人口の残留・移行と若年健帯の流入により増加し, 25-34歳人口は1970年当時10歳feの

子供であった世代が成長・転出したことによると予想され,全体的な変動より減少量が激

しい. 40-49歳人口は, 1970年当時集中していた若年の年齢層が全体的な減少に比較して

残留が多かったことにより増加したと解釈できる.老年人口率は約8%と高齢化の程度が低

く,これは高齢者の転出が全体的変動より多いためと思われる.越中島アパートも千石町
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第2アパートと同様の変化で1970年における20-30歳代の年齢層の定着率が高いことが明ら

かにされた.以上のように住宅の種類による年齢別人口構成の違いはあまり顕著ではなか

った.

このように,研究対象となったすべての都営住宅に関して上記の分析を行ったが,住宅

の種類別に特色を明らかにすることはできなかった.これは入居当初に若年健帯に集中し

たことから,建築時期別にみると1970年において20歳代に集中していた場合には, 1990年

ではそのまま子供の年齢層も伴って平行移動的に加齢し,世帯規模の少人数化の影響の中

でも1970年においてそれに関連した年齢層が,それぞれ残留により増加し,そのほかの年

齢層は全体的減少よりも転出量が多いことによるものと思われる. 1970年において30歳代

に集中している場合は, 1990年には子供の世代がほとんど転出し,全体的変動より減少量

が多い.

②大規模都営住宅における年齢別人口構成の変化

同一敷地内の都営住宅において住宅の種類別に居住者特性変容の比較を試みることは,

立地による違いを考慮せず,さらに建築年次にも大きな差異があることは少ないため,純

粋に住宅の種類の違いを検討する事ができる.表IV-3-4は,住宅の種類別に主要年齢階層

の変化に関して分析することが可能なすべての大規模な都営住宅について,それぞれの都

営住宅内での住宅の種類別に主要年齢階層の変化パターンを示したものである・

表IV-3-4から,亀戸7丁目アパート,千石町アパート,東陽1丁目アパートなどのように

住宅の種類による明瞭な違いを確認できる住宅も一部にみられるが,一方で南砂3丁目アパ

ートなどにみられるようにそのほかの大部分の都営住宅では,全く同じ変化パターンある
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表IV-3-4　大規模都営住宅における住宅の種類別にみた年齢別人口構成の類型

在宅名 特化 年齢階層
類型(住宅の種 類) 19 70 年 → 19 9 0 年

亀戸 7 丁 目 20 ▼4 0 , 50 → 4 0 Y - M

(改 良) 20 . 4 0 → 老 Y .→E

(1 . 2 億 ) 20 ▼4 0 . 50 → 40 L .→ U

大島 5 丁 目第 2 20 ▼3 0 → 40 . 5 0 Y .→U

(第 2 櫨) 20 . 3 0 → 50 .老 Y - E

(改 良) 30 .→ 50 L .→ U

1 - 2 改 ) 20 , 3 0 40 , 5 0 L → U

大島 5 丁 目 20 . 3 0 → 40 , 5 0 L → U

(2 種 . 改) 20 . 30 → 40 , 5 0 Y .→U

I (改 良) 30 50 L - U

千石町 アパー ト 20 , 3 0 → 40 . 50 .老 Y 一→E

(2 種 . 改 ) 2 0 , 3 0 - SO , & L .→U

1 - 2 種 ) 2 0 , 30 40 , so . m Y → E

東陽 1 丁 目 20 . 50 → 40 , 50 .老 Y → E

(改良) 2 0 . 30 . 5 0 40 . 50 Y .→ M
(第 1 種) 2 0 , 50 - 30 . =g Y - E

南砂 3 丁 目住宅 20 . 4 0 → 30 , 老 Y → E

(1 - 2 種 ) 2 0 , 40 → 40 . 老 M l→E

(斉 l 種) 2 0 , 30 , 4 0 40 . 50 . # Y - E

南砂 3 丁 目7 パI ト 2 0 - 40 → 4 0 . 50 .考 Y .→ E

(第 1 種) 2 0 , 40 → 4 0 . 老 Y 一→E

(第 2 種) 2 0 . 50 → 4 0 . 50 .老 Y → E

(改良) 2 0 . 30 → 4 0 . 50 .老 Y → E

南砂 5 丁 目 20 . 3 0 4 0 . 50 L .→ U

(斉 l 柾) 2 0 . 3 0 4 0 , 50 L → U

(第 2 穣) 2 0 . 3 0 - 4 0 . 50 L - U

(改良) 2 0 . 30 4 0 , 50 L - U

(1 - 2 種 ) 2 0 ▼30 .→ 4 0 , 50 L -→U

(2 嶺 .改 ) 20 , 30 → 4 0 . 50 L - U

東砂 2 丁目第 2 20 , 3 0 -→ 4 0 , 50 L .→ U

(斉 l 種) 30 . 4 0 → 5 0 L → U

(第 2 種) 20 . 3 0 → 4 0 . 50 L -* U

東砂 2 丁 目アパ ー ト 20 , 3 0 4 0 . 50 L .→U

(第 1 種 ) 20 . 3 0 → 4 0 . 5 0 L - U

(第 2 種 ) 20 . 3 0 一→ 40 . 5 0 L → U

東砂 7 丁 目 20 ▼3 0 .→ 40 . 50 L → U

(斉 l 種 ) 20 . 3 0 → 40 , 5 0 Y ^ U

(第 2 種 ) 30 l→ 5 0 L → U

(改良) 20 . 3 0 4 0 . 5 0 L .→ U

(2 種 . 敬) 30 .→ 5 0 L - U

辰 巳 1 丁 目 20 . 3 0 40 . 5 0 L → U

(第 1種 ) 2 0 . 3 0 40 . 5 0 L .→ U

(第 2 種 ) 2 0 . 3 0 40 . 5 0 L -サU

(1 - 2 種 ) 2 0 . 3 0 → 40 . 5 0 L - U

(1970年1990年国勢調査より作成)
年齢階層間の細字: 15%以上の年齢階層,斜体は最多年齢階層

太字: 20%以上の年齢階層
類型は最多年齢階層を用いた
類型欄のアル77ベット:最多年齢階層の変化

Y (young): 20歳代, L (lowermiddle): 30歳代, M (middle): 40歳代,
U (uppermiddle) : 50歳代, E (elder) : 65歳以上
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いはほとんど同じ変化パターンであり,住宅の種類による差異が確認できないものも多い.

さらに,亀戸7丁目アパートでは改良住宅の方が高齢化の程度が激しいことが明らかにさ

れたが,東陽1丁目アパートでは改良住宅の方が高齢化の程度が低いなど,多様な変化バク

-ンとなっている.また第1種と第2種の住宅の違いによる年齢別人口構成の変化パターン

の違いは確認できなかった.

次に,大規模都営住宅の中からすべての住宅の種類について考察する事ができる南砂5丁

目アパートの事例を用いて年齢別人口構成の変化について考察する.この住宅は住宅の種

類による最多年齢階層の変化パターンに差異が確認できない都営住宅であり, 30歳代の卓

越した年齢構成から20年後に50歳代の卓越というように加齢による平行移動的な年齢構成

の変化がみられた.

南砂5丁目アパートは高齢化の直前の年齢構成の推移を示しているが,いずれの種類の住

宅も20-30歳代人口の転出が多く,この20年間に子供の成長・独立による転出がおこなわ

れたと推測される.また第2種住宅では,全体的な人口変動に対して50歳代の残留度が高く,

転出数が少ないこと,あるいは転入があったことが考えられる. 「コーホート変化率」を

みても上述のことが確認でき, 25-34歳の年齢層が著しく減少し,第2世代の成長・独立が

窺われる.それに対して親の第1世代にあたる年齢層はあまり減少しておらず,残留する率

が高いと思われる.第1種住宅では20歳代と45-54歳人口の減少率が他の種類の住宅に比べ

て高く,入居時において所得水準の高かった第1種住宅の方が残留しない傾向にあるのでは

ないかと考えられる. 1970年における子供の年齢層が1990年にはいずれの種類の住宅にお

いても減少していが, 30歳代の「コーホート変化率」が他の種類の住宅より大きくないの
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は,残留によるものというより, 30歳代の世帯主による新たな空き家への入居があったた

めではないかと思われる.

ここで都営住宅における居住者の年齢別人口構成の変容について, 1節で検討した公営

住宅における地域別居住者特性の変容のメカニズムとの関連から比較・考察を試みた.症

島市における公営住宅居住者の居住特性変容のメカニズムを示したモデルでは,市街地内

部と郊外地域での居住者特性の変容パターンの地域的差異を示した.その中で市街地内部

の公営住宅では,親の世代の加齢(絶対的高齢化)と,子供の成長・独立に伴う若年層の

転出による高年齢化した親の世代の残留(相対的高齢化)により高齢化が進行する上に,

さらに,転出した世帯の空き家には公営住宅法の改正による高齢者の優遇入居がおこなわ

れ,これも高齢者の絶対数の増加となる.すなわち高齢者の相対的増加と絶対的増加によ

り,著しい高齢化の進行の現象が明かとなった.一方,郊外地域の公営住宅では,加齢に

伴って世帯が転出し,それらの空き家には若年世帯が多く入居するため高齢化の進行がみ

られなかった.

本節で対象とした江東区は,大都市内部でも特に都心部からの距離も近い地域であるた

め,先にみた広島市で明かとなったような居住者特性変容の地域的差異は確認できなかっ

たが)広島市の事例で考えられたモデルの市街地内部部分に該当すると考えられる・これ

までみてきたように住宅の種類や建築年次などのさまざまな要因により,年齢階層におけ

る高齢化の程度が多様であった.都営住宅における高齢化の進行度の違いは,入居当初に

おいて若年層に集中する傾向したことを考慮すると建築年次の違いによるところが大きい・

都営住宅に共通した傾向として,高齢化の進行が顕著であることや高齢化直前の50歳代人
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口の特化した住宅が大部分を占めていることが明かとなり,都営住宅においては現在の高

齢化の深刻さとともに近い将来にさらに一層の深刻な高齢化問題が予想されることが明か

となった.

6.世帯人員構成の変化

以上のような都営住宅における高齢化の進行に関して,世帯人員構成の変化からその原

因について考察を試みた.

公営住宅への入居は公営住宅の申し込み条件に「同居者がいる(見込めること) 」があ

り,しかも住宅に困窮している条件として収入の他に世帯人数による住宅の困窮度合いが

考慮されたため, 1980年以前は入居後単身となった世帯などを除いて少人数世帯はあまり

公営住宅にはみられなかった.しかし1980年に公営住宅法が改正され,いまだに割当枠は

少数ではあるが高齢者や生活保護受給者,身体障賓者などが単身でも入居申し込みができ

るようになった.しかしながら都営住宅における高齢化の進行に対する単身高齢者の転入

の影響については,東京都住宅局から単身高齢者の入居申し込みやその入居実績に関する

資料を得ることができなかった.

そこで本節では,世帯人員構成の1970年から1990年にかけての変化をみることにより都

営住宅における高齢化の一因を考察した.すなわち夫婦と子供からなる世帯が子供の成長

・独立という次のライフステージに入ったことにより,親の世代のみが残留して結果的に

高齢化してしまうことを明らかにすることを試みた.考察は先に分析した高齢化の進行度

別の類型ごとに行い,結果は表Ⅳ-3-5に示すとおりである・

1人世帯率の変化に関してみると, 1970年においては1住宅を除いてすべてが10%未満で
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表IV-3-5　年齢別人口構成の類型別にみた世帯人員の変化

世帯 人員

類型

世帯 比率

中年化 準 高齢化 高齢特化

19 70 年 19 90 年 19 70 年 19 9 0 年 19 7 0 年 19 9 0 年

1 人世帯 率

0~ 9.9 %

10- 14 .9%

1 5- 19 .9%

20 % -

1

1

15 1

5

6

3

8

1

I

4

4

2 人 世帯率

0 - 14 .9 96

1 5- 19 .9 %

20 ~ 2 4 .9 %

25 ~ 2 9 .9 %

30 ~ 3 4 .9 %

35 % -

1

1

1

6

.6
2

7

7

1

2

6

1

1

2

3

3

3 人世帯 率

0 - 14.9 %

15 - 19.9 %

2 0 ~ 24 .9 %

1

1

1

ワ

i

9

2

5

4

4

2 5 - 29 .9 %

3 0~ 3 4 .9 %

35 % -

6

4

2

5 2 l

4 人 世帯率

0 - 14 .9 %

15 - 19 .9 %

2 0 ~ 2 4 .9 %

2 5 ~ 29 .9 %

3 0 ~ 34 .9 %

3 5 % -

1 1 4

7

4

2

1 .

8

4

1

3

1

4

1

4

3

1

5 人以上 世帯率

0~ 9.9 %

1 0- 14 .9 %

1 5- 19 .9%

20 5 1

1 1

8

3

3

13

2 1

8

8

1 .

夫婦 のみの世 帯率

0 - 14 .9%

15 - 19 .9 %

20 c

1

l l

3

1

4

5

1970, 1990年図勢調査より作成
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あり・しかもその大部分が3%未満という極めて低い率であったカ<1990年には準高齢化型の

千石町第2住宅の53%や高齢特化型の東陽1丁目アパートの28%などにみられるように急激

な増加である.類型別にみると準高齢化型に比べて高齢特化型住宅において1人世帯が著し

い増加であった.さらに住宅内の棟ごとにみると大島4丁目アパート1号棟,南砂3丁目第1

アパートなどのように単身世帯が30%以上を占めるものも多数みられる. 2人世帯率の変化

に関しても同様の結果が得られ,準高齢化型より高齢特化型において増加が顕著であった・

また2人世帯のうち1990年国勢調査では核家族に関した項目の集計がなされており,その中

で夫婦のみの世帯に関する項目を住宅ごとにみると高齢特化型において夫婦のみの世帯の

比率が高いことが明らかとなった.

3人世帯に関しては準高齢化型の住宅で3人世帯率の高かった住宅が減少しているが, 19

90年においても20%以上を占める住宅が多い.一方4人世帯率では入居条件の影響で1970年

にはいずれの類型においても大部分が25%以上であったが, 1990年にはいずれの類型にお

いても比率が減少しており,高齢特化型の住宅の方がやや4人世帯率が低い`・t 5人以上世帯

率ではより減少が著しく,特に高齢特化型の住宅では1970年には20%以上がほとんどであ

ったが, 1990年には10%未満となっている.これは高齢特化型の住宅において子供の独立

により親の世代が残留したために著しく高齢化したことを裏付けるものと思われる・

以上のように世帯人員構成の変化から明らかになったことは,年齢別人口構成によるい

ずれの類型の住宅においても世帯の少人数化が進行しているが,高齢化の著しい住宅ほど

少人数世帯の占める比率が高く,子供の世帯の成長・独立により親の酎七が残留した結果,

高齢者の絶対数の増加以上に若年層の流出が高齢者の比率の相対的増加を招いたことによ
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る影響も多いといえる.

7.小括

市街地内部における居住者特性は,住宅を指標として分析することにより,住宅のサブ

マーケットごとに特色がみられることが,福岡市や広島市の事例研究によって指摘された・

これは住宅供給システムとそれに対応した居住者特性との間に密接な関係があるためであ

り,特に入居条件において所得による明瞭な「輪切り」が作用する公営住宅は,規模の大

小を問わず周辺地域と明らかに異なった入居システムにより居住地域を形成することにな

る.問題となるのは,公営住宅が福祉的意義を持つが故に,経済力の向上した世帯や子供

の成長による独立・転出の一方で,経済力の向上があまり期待できない高齢者の残留や生

活困窮者や高齢者の転入などの,転出入の繰り返しにより特定階層の集積の問題が深刻化

しつつあることである.本節では前節と同様に大都市圏内の一部分のみの分析対象であっ

たために, 1節の広島市における事例のように公営住宅居住者の地域的差異はあまり明確

ではなかったが,広島市の市街地内部や大阪市でみられたような公営住宅居住者の高齢化

と世帯人員の減少に関しては共通した現象であることが明らかとなった・

郊外地域でのニュータウンの開発計画においては,小森(1983)が述べるような社会的に

バランスのとれた地域社会の創出を目的としたソーシャル・ミックス,あるいは住田(198

4)によるミックス・ディベロップメントの問題が指摘されるが,都営住宅においては入居

当時に世帯収入を基準として入居者の選定が行われることにより,世帯収入の相対的に低

い若年世帯などの特定年齢層に集中がみられる.これらの都営住宅では,子供の世代の独

立・転出があるものの世帯主世代(親の世代)の残留とそれに伴う高齢化が問題となるこ
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とに加えて,福祉目的を持つが故に新たに入居が優遇される高齢者や低所得者世帯が政策

的に増加してしまうというジレンマに陥ってしまうのである.今後,いかにして特定の年

齢層に偏らないようにするというジェネレーション・ミックスが課題となると思われるが,

公営住宅の場合その福祉的意義のために空き家入居に対して生活保護世帯や高齢者などへ

の優遇入居をせざるを得ず,いわゆる「ハウジング・トラップ」が課題となる.

今後,都区部内における都営住宅居住者の特性の地域的な差異を検討するために,都区

部内の他の地域にある都営住宅や東京大都市圏内の郊外地域を対象として居住者特性の比

較を試みる必要がある.

注)

1 )江東区に関して松原(1988)は, 「1960年代後半から70年代前半にかけては『港湾地区』 ,

『城東地区』での公共集合住宅団地の建設が, 1970年代後半以降は民間マンションの分譲

が活発になされた区であった」と述べている.この原因について松原は1959年制定の「首

都圏の規制市街地における工業などの制限法」や1967年制定の「公害対策基本法」などに

ょり工場の移転が相次ぎ,その跡地利用として公共住宅建設がすすめられたという制度的

背景を指摘している.

1

2 )都営住宅への入居は総所得金額に対する収入基準(公営住宅法に基づく全国的な収入

基準)があり,さらに住宅の種類による収入基準の設定があるため収入基準設定の入居シ

ステムがもたらす都営住宅居住者への影響がいかなるものか注目される.申込可能な年収
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となる収入基準の年収は,第1種住宅では基準月額115, 001-198, 000円であり, 4人世帯で

366,000-4903,999円となっている.また第2種住宅では基準月額115,000円以下, 4人世帯

で365999円以下である.この上に生活保護者や年金生活者の枠や特目世帯(母子,老人,

心身障害者など)への優遇がある.

-　493　-



4節.公営住宅における居住者の高齢化とその対策

1.公営住宅における諸問題

引き揚げ者住宅や戦災復興事業としての「戦災都市応急簡易住宅建設要綱」で始められ

た応急的な公営住宅は,公営住宅法の制定により福祉的意義を持つようになった.すなわ

ち, 1951 (昭和26)年に制定された公営住宅法第1条には, 「この法律は,国及び地方故

郷団体が協力して,健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を建設し,これを住宅に困窮

する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより,国民生串の安定と社会福祉の増

進に寄与することを目的とする. 」と法の目的が明記されている.公営住宅の供給はその

目的に従い,憲法第25条の基本的人権の保障を具体化するために実施されるものである・

その結果,公営住宅には住宅に困窮する低所得者が優先されて入居できることとなるが,

そこには本章1-3節で明らかにされたように, 「住宅に困窮する低所得者」が集積した

地域社会が形成されるというハウジング・トラップ現象が生じることにもなる・

公営住宅の供給の意義や公営住宅における現状と課題,住宅政策とその評価に関しては,

下山他編(1979) ,五井・丸尾(1984) ,萩田・リム(1989) ,佐藤(1989) ,社会保障

研究所編(1990) ,森反(1990)において詳細に紹介されており,岸本他(1984)では高齢

者住宅政策の分析もなされている.また,公営住宅居住者に関しては,建築学において非

常に多量で多彩な研究が蓄積されており,玉置(1976a,b,c)による公営住宅居住者の人口

特性に関する一連の研究,前田・酒井(1982)による千里ニュータウンでの問題に関する

紹介,谷口・加藤(1985)による神奈川県公共賃貸住宅の住宅の種類別の人口特性,上野
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(1976, 1977a, 1977b)による都営住宅や都公社住宅における居住者の人口構造,鈴木・西

久保(1984)による独居老人の公営住宅での生活実態調査,さらに,田中・三宅(1986).

平山・谷本(1985) ,平山他(1986)の研究では,公営住宅における高齢・貧困者層の集

積が指摘された.

公営住宅に関した欧米の地理学的研究では,都市内の住宅地域の発展や都市内の居住地

域構造の研究において,公営住宅の供給とその居住者について公営住宅地区での社会経済

的階層が周辺地域に比較して著しく低く,結果的に特定の居住階層に集中した地域をつく

りだしてしまうことが指摘されてきた.しかしながら,わが国の地理学的研究ではかかる

観点からのアプローチはされておらず,行政によりつくり出された居住空間である公営住

宅に関しては,政策的評価も含めて都市構造全体への影響も考察されていない・以下では,

公営住宅の供給とそれに伴う諸問題を整理し,それらに対する自治体の対応をまとめる・

2.公営住宅の供給

住宅困窮者に対する住宅供給を目的とする公営住宅は,農村部からの過剰な流入により

深刻な住宅不足となっている大都市圏を中心として大量に供給されてきた・大都市圏にお

ける供給位置は, I章および本章1-3節で述べたように,大規模な公共用地,埋め立て

地や山間部や丘陵地など地価の安い特定地域に集中していた.また,地方都市においても・

上記の都市と同様に,市街地の縁辺部に供給されることが多い・

近年は地価の高騰による市街地内部での土地の入手難などにより,各都市において市域

の周辺部に建設されている.また一方で,市街地内部に立地する老朽化した公営住宅にお

いて住宅の建て替え事業が進められており,高層化などにより土地の有効利用をはかって
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いる.今後,高度経済成長期に建設された大規模な公営住宅群が建て替え事業の対象とな

ったならば,行政側にとっては膨大な財政負担を背負うことになる.

3.公営住宅居住者の居住特性

①公営住宅居住者の居住特性

公営住宅は,中流階層や低所得者階層をおもに対象として供給されるものであるため,

そこにはその目的に沿って経済的弱者である世帯が優先的に入居するようになる.特に,

第二種公営住宅や改良住宅では,経済的に国や地方自治体が住宅面において保護をする必

要のある,月額10万円以下の低所得者階層の比率が高くなっており,この中には,母子世

帯や高齢者世帯が多く含まれている. I章で明らかにされたように,公営住宅居住者は世

帯の収入階層が他の種類の住宅に比べて低く,世帯の一般的特徴は同じ居住形態をとる集

合住宅で比べてみても, Ⅲ章およびⅢ章で明らかにされたように,年齢別人口構成などに

おいて他の種類の住宅とは異なった居住特性を持つことが明かとなっている.

広島市の公営住宅においても,図IV-4-1に示すように,居住者の加齢のみが原因だとは

考えられないような著しい高齢化がみられる住宅がある.

②住居移動からみた公営住宅の位置づけ

世帯の住居移動において,公営住宅の占める地位は図Ⅳ-4-2に示すように重要なものと

はなってはいない.公営住宅への入居は,親族の家,寮・下宿等からの新規世帯形成に伴

う住居移動や民営借家からの住居移動に伴うものが大半を占めており,転出入の差からみ

た純移動量でみると,新規の世帯形成に伴う住居移動の5. 4%,民営借家からの住居移動の

18. 9%を占めているに過ぎない.これは,住宅困窮に直面する所得階層の低い世帯への住
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図IV-4-1事例別にみた公営住宅における老年人口率の変化(由井; 1991a, p.170)
1970, 1975. 1980, 1985年国勢調査より作成

酢ト: r昭和58年住宅統計調査」 (総務庁統計局)　　(昭和54年～58年9月)

注: 1矢印は反対方向への移動を差し引いた純移動の方向と丑をあらわす。なお吟
は新規性描形成に伴う住居移軌・+ほ世帯の住替えによる住居移動をあらわし
ている。

2　所有関係の下の数字は世帯数。

国IV-4-2　世帯の住居移動( 『図説日本の住宅事情』. 1986, p.69)
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宅供給を目的とした公営住宅の入居基準による影響によるものである.つまり,新規世帯

形成の際における世帯の状況は所得面では入居が優先される場合が多いと思われるが,世

帯人員の面では少人数のために優先順位が下がるものと思われる・また,民営借家に居住

する世帯は民営借家の住宅市場内での移動が多いが,民営借家に居住する持ち家取得が困

難な階層にとっては,特に世帯人員の増加や家賃負担の軽減のために住居移動をする必要

のある世帯にとっては,公営住宅は重要な受け皿となっている.

次に,単身高齢者世帯(65歳以上)の住替え状況をみると,図Ⅳ43に示すように, 19

80年に公営住宅法が単身高齢者も入居できるように改正がなされたことも大きな要因と思

われるが,住居移動における公営住宅の占める地位は非常に大きなものとなっている・純

移動量からみると,公営住宅への住替えは親族の家,寮・下宿等からの移動の6.5%に過ぎ

ないが,持ち家からの移動の12. 1%を占めるなど,世帯の住居移動全体からはみられなか

ったこととして,公営住宅は親族の家,寮・下宿等や民営借家からの住替えだけではなく,

持ち家や公団住宅などのあらゆる種類の住居からの転入が転出を上回っていることである・

すなわち,所得の上からも決して豊かな世帯が多いとはいえない単身高齢者世帯にとって

は,低家賃であるという経済的な原因だけではなく,一般世帯からは敬遠されかちな狭小

な居住空間であることがかえって一人暮しに好都合となることもあり,公営住宅は単身高

齢者世帯にとって非常に重要な受け皿としての役割を持っているといえよう・

③公営住宅居住者の住替え状況

公営住宅居住者の住替え状況に関する考察をした研究例では,平山他(1986)は,公営住

宅の集中する大阪市平野区の公営住宅居住者にアンケート調査を行い,入居時期と年齢の
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組合せから世帯の類型化を行い,各類型における諸属性の変化や定住指向を明らかにした・

その結果として,公営住宅に入居している世帯は,図Ⅳ44に示すように, 「空家入居・

若年型」 , 「空家入居・中高年型」 , 「建設時入居・中年型」 , 「建設時入居・高年型」

される.それぞれの類型について,例えば「技能・労務職」が30%を越えており,また

「建設時入居・中年型」の類型を除いて世帯の年収が200万円未満の世帯が25%を越えてい

ること,無職率や被生活保護者の比率が高いことなど決して経済状況がよいとはいえない

ことなどが明らかにされている.

特に高齢者世帯に関連することとして, 「空き家入居・中高年型」と「建設時入居・高

年塑」の相違について以下のようなことが明らかにされている・前者は被生活保護者世帯

の比率が4つの類型の中で最も高く,世帯主の「無職」が多い・そのうち過半数が入居時

から「無職」で,転失職からみて就労状況が不安定であるといえる・それに対して,後者

にも前者と同様に世帯主の「無職」や非稼働世帯が多いが,その反面多就業世帯も多い・

っまり,後者は高齢化や子供の転出につれて非稼働化していくため,就労状況や年収等が

二極に分解してしているのである.すなわち,この研究結果から,公営住宅世帯における

高齢化には長期間居住者の緩やかな高齢化と経済状況があまり良好とはいえない高齢者の

流入に伴う急速な高齢化という,二つの異質な高齢化が混在し,それらが同時進行してい

ることが読み取れる.

平山他(1986)の論文では,公営住宅における居住者構成の変動に関して・図Ⅳ45に示

すようなモデルが提示されている・このモデルについて概略すると・公営住宅においては

空き家の発生に伴い,転居希望の強い「空き家入居・若年型」と定住指向の強い「空き家
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入居・中高年型」の入居がみられる.前者が転出した後には,再びこの両者の類型に該当

する世帯の転入がみられ,建築年次の古い公営住宅はどこのような居住者構成の変化が進

み,その結果として公営住宅における居住者の高齢化が,一般の住宅地と比較してより急

速に進むのである.

このような結果となるのは,公営住宅の持つ本質的な役割からみると必然的なことであ

り,経済的理由から住宅に困窮している被生活保護世帯を含めて,福祉的見地から住宅困

窮度の高い高齢者世帯を優先して入居させるようなシステムになっているからである.す

なわち,公営住宅においては供給対象の制度的限定化に伴い,高齢者を含めて被保護者層

が加速度的に増える構造をしているのである.それに伴い,公営住宅には高齢者が集積し,

大規模な公営住宅団地には高齢者の集積した地域が形成されるのである.大都市内部にお

けるこのような高齢者の集積地域の発生は,それらの地域における高齢者向けの医療施設

や老人ホームなどの各種の高齢者福祉に関連する施設の整備など,深刻な地域間題の発生

を生む可能性が大きい.

4.小結

公営住宅は,その供給目的から住宅に困窮する世帯に対する賃貸住宅の供給を行ってき

た.その結果,住宅に困窮する低所得世帯の集積を生み,特に1980年以降は独居老人への

門戸を開いたために高齢者世帯の転入を招き,公営住宅における高齢者の集積という問題

を抱えるに至っている.

しかしながら,本章1-3節の事例にみられるように公営住宅全てにおいて高齢化が著

しく進行しているわけではない.郊外の公営住宅では,定住希望の弱い若年世帯の転出入
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が繰り返されるために,高齢化はほとんど進行していない.それに対して,利便性のよい

市内中心部の公営住宅では,付近の他の住宅ストックに比べて賃貸料が廉価であること,

定住指向の強いことなどによって建設時からの入居者が緩やかに高齢化していく.

このように高齢化の程度に地域的な差異があることが明らかとなったが,生活上の利便

性や行政サービスなどの各種サービスへのアクセスの点からみると,市街地内部に点在す

る公営住宅では,各種のサービスを周辺..地戒に依存できる.しかし,現在は高齢化が顕

著ではない郊外地域における問題は,高齢化直前の中高年世代が高齢化したときであり,

これらの各種サービスを周辺地域に依存できず,しかも移動することが困難な高齢者がこ

のような郊外地域に集中したときである.特に,福祉サービスにおいて行政側の新たな対

策が求められよう.

さらに,空き家が発生すると,無職や低所得などにより高齢者が優先されて入居してく

るために急速な高齢化が発生するのである.公営住宅における高齢化は,高齢者の増加そ

のものより高齢化の質的問題が他の種類の住宅より深刻な問題となる.すなわち,公営住

宅における高齢化は,福祉政策が被保護層の集積を招き,被生活保護,非就業,独居老人

などの重層的問題を付随して発生するという構造的現象である.特に,空き家入居におい

ては,福祉的役割のために長期間にわたる転出入の繰り返しによって被保護者層の増加を

生じ,それにより地域社会への影響が大きくなるというジレンマがある・

住宅福祉という観点からみれば,被保護者層とともに一般世帯にも門戸を広げる必要が

あり,多様な住宅供給により,公営住宅居住者構成にもソーシャルミックスの実現を検討

する必要がある.なぜなら,公営住宅における高齢化に伴い,表Ⅳ4-3に示すように全国
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表V-4-1地方自治体における公営住宅居住者の高齢化対策(由井; 1991a, p・171)

内 容

串齢化 ●電算による管理 を行っているので数的な状況は把握 している0 (大寂府)

.の状沢 ●入居時の書類から把握 (広島市)

把握 ●数的な状況を把握 (神奈川県)

入居面 ●特定 日的公営住宅として老人向け住宅を建設し. 老人世帯を対象に入居募集を行なう0 (北海道)

●男60歳, 女50歳以上を対象に単身入居を認めている○(東京都 .北海道 .神奈川県 . 三重県 . 大阪帝 .

岡山県 .広島市 (対象住宅を増やした) .北九州市)

●定期募集時に老人性帯も含め優先枠を設けている0 (宮城県 .三重県 .埼玉県 .岡山県)

●低層住宅の空 き家があるため特に対策はとっていない (秋田県)

●二股募集以外に蜘枠で福祉世帯向け住宅として募集を行ない, 次のような高齢者世帯等の優遇 を図って

いる0 (福祉住宅 (老人世帯 .母子世帯 . 障害音吐帯) を仝募集戸数の 2 割 (新築年 2 臥 空 き家年 4

回) (大阪府)

.●特別設計住宅 (老人別居向 きペア, 老人同居世帯向け車椅子常用者世帯向けの募集 (大阪桝 .入居者

選考における高齢者世帯の当選率優遇 (広島市- 般の1.5 - 2 倍 .神奈川県一般の 5 倍)

. ペア住宅 (新規建設住宅において高齢者 とそのこども世帯とが同～団地に同時に入居できる) (広島

市)

●中層住宅において, 下肢障害等のある高齢者のいる牡帯から希望があれば上層階から下層階への住み替

えを認めている0 (広島市 .北九州市)

●高齢者同居世帯については, 収入条件を積和している0 (広島市)

. 年 1 回高齢者牲帯を対象に募集 し▼ 1 年間登録 優先入居 (北九.)叶市)

●入居申請があれば, 老人世帯及げ単身高齢者世帯については名簿に登録 しておき, 空家ができしだい順

次斡旋する登録入居制度により優先的に入居 (香川県)

高齢化 ●道営住宅においては, 平成 2 年度より住棟の 1 階部分は高齢者対応が可能な設置を設けることとしてい

対策で る (段差解消, 落ち込み浴槽)0 (北海道)

の計画 ●「北海道シルバーハウジング構想」の具体的な取り組みの一環として, 江別市大聴町地区道営住宅立て

替え事業の実施にあわせて.. 住宅 .福祉 . 保健医療の各即 1が. それぞれ連携を保ちながら, r江別市サ

ンコートヴィラ構想」の具体化を進める0 (北海道)

. 高齢者住まいづ くり整備方針の策定 (住宅, 住環境の現状調査及び高齢者に対するアンケI ト調査)

(宮城県)

●高齢者に対する設計上の配慮 (宮城県 .大阪府)

●地域福祉型公営住宅の建設計画 (神奈川県)

●高齢者 をは じめ. 誰 もが住みやすいように設計上の配慮を行ない 「エイジレスハウス」の建設 (大阪

府)

.建築 . 設備面での高齢化対策 (福井県)

.●長寿社会住 まいづ くり推進事業等を計画中 (三重県)

●来年度▼高齢化対策を考慮 した標準設計の見直しを行なう予定 (埼玉県)

●高齢者向け住宅を元年～3 年にわたり建設中 (風呂の手摺 り. 車椅子で も移動可能なスロI プ, ライフ

サボI トア ドバイザI (相談員) の常駐)0 (徳島県)

●既存の一般住宅について も高齢者が入居 している住宅について. 設備の改善を行なっている0 (岡山

県 .香川県)

●今後の建設 (建替え) 住宅について. 1 階部分に高齢者住宅を配置するように配膿する (岡山県)

. 平成 2 年度シルバーハウジングプロジェクト事業計画を策定 し. ケアつき公営住宅の供給について検討

する (香川県 .広島市 .北九州市)

郵送によるアンケート調査により作成
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の地方自治体では入居面・設備面・建設計画において高齢者専用の公営住宅の建設など・

様々な高齢化対策をとる必要に迫られているからである.このような現象に関しては, ~

方では高齢者を集中させることにより,高齢者の集中した公営住宅を地域の高齢者対策事

業の中心として利用しようとする計画も出されているようである.しかし,それは効率的

な施設配置の観点を重視したものであり,今後さらに増加することが確実な高齢者対策と

しては,高齢者を施設に収容することではなく,高齢者が可能な限り通常の生活を送るこ

とができるような地域社会を創ることである.そのように,高齢者が通常の生活を送れる

ようなノーマライゼーションが今後の高齢化対策には検討課題とされ,それには,山口県

などで行われているような1棟当りの高齢者の比率の上限を定めて,ソーシャルミックス

化とジェネレーションミックス化された社会の創造を図るなどの計画は,有効な手段の-

っといえよう.そのためには,制度上企画化された住宅供給のみではなく,多様な住宅の

供給を政策的に混合させることもひとつの手法である・

公営住宅は政策的に行政によってつくられた居住空間であり,大規模な住宅供給ならば

市街地内部からの人口移動を誘導するのである・また,前述のように公営住宅には入居基

準があるために,政策的に居住者の選別が行われ,年齢構成や所得水準に偏った居住者集

団が形成されやすい傾向にある.さらに,公営住宅の配置は,近年,都市経営的には地価

の安い郊外地域に供給され,そのような偏った居住者集団を郊外地域につくり出す結果と

なる.大都市地域内に点在する大規模な公営住宅団地は,住宅難解消が第一義的なもので

あった時期につくられたため,公営住宅団地建設によりいかに都市構造をつくりあげ,ま

た都市構造を改造するかという配慮に欠けていたといわざるを得ない・公営住宅における
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高齢化は,公営住宅のみの問題としてとらえるのではなく,都市構造全体の問題としてみ

る必要がある.
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∨章.居住者特性の変化と居住地移動

今日の都市における居住地域構造は,旧来の都市構造の上に,郊外住宅団地や都市内部

における中高層集合住宅の供給などによる住宅市場の多様化がもたらした新しい都市構造

が重複したものといえる.田辺(1979)は,このような複層的な都市構造を城下町の都市構

造の変化を例として,封建時代から明治期への変化と対応した形で,鉄道駅がもたらした

地域構造の観点からわが国における都市構造の再編を明らかにした.しかし,封建制度の

崩壊による武家屋敷の消滅と商人町の残存,および鉄道駅による都市構造の再編と並んで,

あるいはそれ以上に,今日の民間不動産資本による住宅地開発や商業地再開発や都市計画

による都市利用規制などが,現代都市の構造を大きく変動させていると考えられる.特に,

郊外住宅地の造成と並んで,市街地内部における中高層集合住宅の建設の急増は,郊外方

向への一方的な流動から,新しい都市内居住の方向性を創造するものであり,都市内部地

域構造へもたらす影響は大きい.このような多様な住宅市場の形成は,世帯の流動性を高

めるものであり,これらの世帯の都市内での流動性が新たな都市構造をつくりだしている

ともいえる.

近年の住宅統計調査によると,都市内における住宅供給では,中高層集合住宅の占める

割合が高く,特に市街地内部においては,住宅供給のほとんどが中高層集合住宅の供給に

よるものである.このように都市内部における住宅供給が,戸建て住宅から集合住宅にと

って代わった現在において,中高層集合住宅への住居移動は都市内部地域における象徴的

な現象である.もちろん,都市内部の住居移動には戸建て住宅への移動も含まれるが,そ
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れらへの移動は,供給される住宅の位置も郊外や市街地周辺に限定され,市街地内部やそ

の周辺を含めた比較的狭い範囲での移動ではなく,都市圏レベルで考察した方が適切な事

象である.それに対して,市街地内部に大量に供給される中高層集合住宅は,都心とその

周辺地域に居住空間を創造し,それらの地域に再び人口を定着させるものである.その移

動は,住宅販売業者からの聞き取り調査によっても確認されたように,近隣地域内での移

動が過半数を占め,市街地内部での移動が多いものとなっている.

そこで本章では, Ⅲ章とⅢ章で明らかにした中高層集合住宅居住者の特性が,いかなる

居住地移動の結果により現れたものであるのかを考察するために,広島市と福岡市を事例

として居住者の居住地移動における空間的パターンの特徴や移動者の特性を明らかにする

ことを試みる.

1節.広島市における中高層集合住宅居住者の住居移動

I.研究目的

近年の都市内部における中高層集合住宅の急増1)は,公団住宅や公営住宅などの公的住

宅といわゆるマンションと呼ばれる民間住宅とを問わず,その立地地域に多量の人口を吸

収し2),その過程で入居のための住居移動が発生する.三宅(1980)が指摘するように,大

都市では既に1970年代において住宅の集合化の進行,非木造アパートの急増がみられ　広

島市においても1983年以降は分譲マンションの供給戸数が住宅団地の戸建て住宅のそれを

上回っていて,中高層集合住宅は現在及び今後の市街地内部の住宅供給において圧倒的多
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数を占めるものである.つまり,都市内部においては中高層集合住宅は従来の戸建住宅に

取って代わるものであると考えられ,中高層集合住宅への住居移動は都市内部地域におけ

る居住地域構造変化を示す象徴的現象であると言ってもよい.また,近年の中古住宅流通

の活性化に伴う都市内住居移動の活発化を考え合わせると,その影響力を軽視することは

できない.したがって,中高層集合住宅居住者の特性や彼らの住居移動の特徴を明らかに

することは,都市の居住地域構造を知る上で意義深いものと思われる.

都市内居住者の住居移動は,都市地域の成長に影響するだけでなく,都市の内部構造に

も重要な影響を与える(Clark, 1985).例えば,スプロール的な郊外の拡大や市街地内部の

集合住宅の建設は住居移動を発生させ,それに伴い都市内部の居住地域構造も変容するの

である.ブラウン・ホルムズ(Brown and Holmes;1971)は,都市内部における居住地の移動

が都市の空間構造の変化において重要な役割を演ずると指摘している.つまり,各世帯が

都市内の居住地周辺の物理的環境や社会的環境,日常生活パターンの変化に反応して居住

地を替える一方で,世帯の移動は居住地周辺の性格や快適性の空間的分布を変化させるの

である3).

都市内の住居移動と都市構造との関係を明らかにすることは,都市の生態学的パターン

の理解のために必要であり(Short;1978a),地理学においては,住居移動の空間的パターン

や移動率と都市構造との関係から,シモンズ(Simmons;1968)がライフステージの変化によ

る住宅要求の変化や住宅地近隣の人口学的特徴の影響を分析したように,モア(Moore;196

9),ジョンストン(Johnston;1969),クラーク(Clark;1970;1976;1981),ドナルドソン(Do

naldson;1973),ショート(Short;1978a),カドワラダー(Cadwallader;1979, 1982),ベギ
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ン(Beguin;1982)など,この観点からの研究が多くなされた.わが国においては田辺(1962),

斎野(1972),斉藤(1976;1979),上野(1978;1980),加藤(1980),森(1980)などの研究例が

ある.

居住地近隣の社会経済的地位と住居移動との関係については,クラーク(Clark;1976)が

都市内住居移動に短距離の移動が卓越することを明らかにするとともに,同じ社会経済的

地位の地域内での住居移動が半数以上を占めることから,地域の社会経済的な地位の影響

を認めたが,それよりも住宅価格などの移動における経済的要因を強調している.また,

居住者の住み分け(segregation)の研究と関連させて,人種による移動パターンの違いと

都市構造との関係を分析した研究もある( Margulis;1982, Gilbert;1982).

ここで,住居移動について定義すると,クラーク(Clark;1985)は国内の居住地の移動(m

igration)杏,同じ仕事(職場)に通勤し続けるには遠過ぎることによる移動(relocation

or displacement)と通勤を続けながらの移動(residential mobilityあるいはintraurba

n mobility)に分類している.以下では,後者の都市内住居移動に関するこれまでの地理学

的研究の動向4)を概観することによって,都市内住居移動の一般的特徴を整理する.

大都市内(あるいは大都市圏内)での住居移動に関する研究の多くは,大都市圏の外延

的拡大に伴う移動を対象としたものであり,世帯の転出入からみた都市化と移動傾向の概

要を明らかにした研究例(堀川;1968,岸本;1975,石黒;1976) ,岸本;1978,伊藤ほか;1

979)などで,都心を背にした外方への移動の卓越が明らかにされている.さらに,単なる

外方だけではなく,移動方向に偏りがみられることが明らかにされている.このような移

動方向の偏俺については,ジョンストン(Johnston;1969),ドナルドソン(Donaldson;1973),
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ドナルドソン・ジョンストン(Donaldson and Johnston;1973)などにより,郊外方向への都

市内住居移動を主として対象とした研究において,移動方向は都心(CBD)を頂点とした扇

状のセクター内に半数近くが偏り,方向偏俺を確認している・

さらに,住居移動をその発着地からみた空間的移動パターンだけではなく,移動する世

帯の特徴や世帯の意志決定過程の考察を試みる行動論的観点に立つ研究においても, 1960

年代後半から1970年代前半にかけての初期的段階では都市内住居移動の空間的パターンの

分析が中心であった.その発端となったの古ノまアダムズ(Adams;1969)によるミネアポリスで

の移動距離と移動方向の偏俺に関する研究で,通勤や買物行動などの都市生活上の移動を

通して形成される居住者個々人の都市空間に関するメンタル・イメージが,空間的行動と

しての都市内人口移動を規制する(石水, 1980)ために移動距離と移動方向に偏侍がみら

れるとしたものである.

アダムズ(Adams;1969)によると,ミネアポリス市における都市内の住居移動は比較的短

距離で(distance bias), CBDから離れた(directional bias),既知のセクター(home sect

or)内で起こる(sectoral bias).同様に,ジョンストン(Johnston;1969)もメルボルン市の

都市内人口移動において短距離移動の卓越を明らかにした.また,シモンズ(Simmons;196

8)は移動の4分の1が同じ統計区内で起こり,高い社会階層に長距離移動が多いことを明ら

かにした.一方,フォード・スミス(Ford and Smith;1981)は,平均直線距離を用いて住

宅の種類(住宅市場のサブマーケット)による移動距離の違いを検討し,その結果として

戸建て持ち家より共同住宅に長距離移動が多いことを明らかにした.わが国においても石

黒(1976)は名古屋市中心部の移動において同一区と隣接区への短距離移動が多いことを明
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らかにしている.石黒はその理由としてローズマン(Roseman;1971)を例に出し,住み慣れ

た場所の離れ難さと就業先が変化しないことなどをあげている.また,加藤(1980)も隣接

地域への短距離移動の卓越を明らかにしている.しかし,ブラウン・ホルムズ(Brown and

Holmes;1971)による中規模都市のシーダー・ラピッズ(Cedar Rapids)内の住居移動研究で

は距離の偏俺は存在せず,より遠い目的地への移動に対する距離の偏侍は確認されなかっ

た.

ウォルパート(Wolpert;1965)は,住居移動での方向の偏俺は住居の探索行動に方向偏俺

によるものと考え,探索行動を活動空間(action space)の概念の使用により説明を試みた.

このような住居の探索行動における方向偏侍の存在を明らかにしようとした試みは,ブラ

ウン・モア(Brown and Moore;1970)による2段階モデルからの影響が大きい.この2段階モ

デルにおける第2段階の住宅探索行動は,意識空間(awareness space)内で行われ　ウォル

パートによる場所の効用(place utility)の概念を用いて新居の評価がなされる. 2段階モ

デルの検証例には,ブラウン・ホルムズ(Brown and Holmes;1971),パレット(Barrett;19

73),フロワーデュー(Flowerdew;1973),トロイ(Troy;1973),ハーバート(Herbert;1973),

フォード・スミス(Ford and Smith;1981),スミス・フォード(Smith and Ford;1985)など

があり,その多くは探索空間に方向偏俺が存在することを明らかにしている.しかし,中

小規模の都市を対象としたブラウン・ホルムズ(Brown and Holmes;1971)による事例研究で

は,住宅が質的に分化していないため,アダムズの示したほど方向偏俺が強くないことが

明かとなった.

この他に,ジョンストン(Johnston;1972),ドナルドソン(Donaldson;1973),ドナルドソ

-　511 -



ン・ジョンストン(Donaldson and Johnston;1973),フォード・スミス( Ford and Smith;

1981)などの認知領域と住居移動を関連させた研究は,住居移動の空間的パターンを移動

者のメンタルマップと関連づけた点で有益な示唆を与えたが, CBDを頂点とする居住地方向

へ扇状メンタルマップが形成されるとするモデルの妥当性やメンタルマップと住居移動と

の関係については十分な検討が行われたとはいえない.

ウォルパート(Wolpert;1965)は,都市内の住居移動の空間的パターンを分析するととも

に,移動を生起させる意志決定過程の考察を試みた.つまり,現象の分析から営力をも含

めた分析へと研究対象を展開したのである.この視点からの研究ではブラウン・モア(Bro

wn and Moore;1970)による2段階モデルが著名であり,これは住居移動の意志決定過程とし

て,移動決定(decision to move)と再立地(移動先)決定(relocation decision)の2段階

を考え,後者の段階はさらに空き家の探索行動とその評価の2段階に区分されるとするもの

である.そのなかで移動決定段階は,世帯の内的要因と世帯を取り巻く外的要因によって

世帯が現住居に不満を持つようになり移動することをを決心するというもので,ウォルパ

-トのほかブラウン・ロングブレイク(Brown and Longbrake;1970),ゲスタバス・ブラウ

ン(Gestavus and Brown;1977),リーバー(Lieber;1978)などによる場所の効用(place uti

lity)と類似するものである.この概念と同様の住居移動に対するストレスについて分析

した研究例として,スジャステッド(Sjaasted;1960),ローズマン(Roseman;1971),クラー

ク(Clark;1976)などが挙げられる.

また,ブラウン・モアモデルの移動決定段階における意志決定としては,世帯の内的要

因としてのライフステージの変化からくる住宅要求と住宅不満に対する適応が考えられ,
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マッカーシー(MaCarthy;1976),クィグリー・ワインバーグ(Quigley and Weinberg;1977)

などによっても両者の検証がなされている.しかし,クラーク(Clark;1976),スタブレト

ン(Stapleton;1980),スミス・クラーク(Smith and Clark;1982),クラーク・オナカ(Cla

rk and Onaka;1983)などの研究では,住宅市場などの世帯の外的要因や世帯の外的要因の

役割が重視されている.

新居の探索行動については,ブラウン・ホルムズ(Brown and Holmes;1971),パレット

(Barrett;1973),フラワーデュー(Flowerdew;1973),トロイ(Troy;1973),ハーバート(He

rbert;1973)などによりブラウン・モアモデルの再検討が行われ,アダムズの仮説と同様

に探索空間が世帯の活動空間あるいは知覚空間(awareness space)内にあることが明らか

にされた.しかし,知覚空間の範囲や知覚するレベルの定量的把握が困難なこともあり,

住居移動と知覚空間の関係については再検討の余地が残されている.

再立地決定段階における新居の探索行動の大部分は,住宅供給に伴う住宅取得機会や住

宅価格などの,世帯が移動しようと考える地域内で機能する住宅市場のシステムにより制

約を受ける.この両者の関係についてはグレイ(Gray;1976),ダンカン(Duncan;1976),バ

-ド(Bird;1976),ショート(Short;1977, 1978b),ホッジ(Hodge;1981),フォード・スミ

ス(Ford and Smith;1981),クラーク・スミス(Clark and Smith;1982),オローリン・グリ

-ブ(O'Loughlin and Glebe;1984),スミス・フォード(Smith and Ford;1985)などの多数

の研究例がある.わが国においては資料的制約もあるため非常に研究例が少ないが,石水

(1980)が住居選好についての分析を行い,河野(1979),大関(1985)は住宅機会を考慮した

都市内住居移動のシミュレーションを行っている.
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上述のように,従来の都市内住居移動研究では,移動の空間的パターンの特徴として短

距離移動の卓越と方向偏侍の存在が明らかにされ,移動要因についても考察がなされてき

た.中高層集合住宅居住者の住居移動における方向偏俺は,郊外への外方移動を対象とす

ることの多い従来の都市内住居移動研究での結果と比較して,住宅の供給が必ずしも外方

にないことから偏俺はそれほど強くないと考えられる.しかし,情報収拾量の違いなどか

らみれば,例えば鉄道に沿った移動なども考えられ,ある程度の移動方向の偏侍は,予想

できる.

中高層集合住宅への住居移動に限定した場合,その移動は市街地内部への移動と市街地

内部での移動が圧倒的多数となる.従って,従来の研究成果である,都市内住居移動にお

ける短距離移動の卓越は予想される.この理由として,市街地内部での移動は就業先の移

動を伴うことが少ないため,職場近接傾向を強く持ち,前住地から比較的短距離の範囲内

での移動になり易いこと,また市街地内部に住居があるからといっても市街地内部全ての

地域について熟知していることは希であるため,既知の前住地近隣地域への移動となり易

いことなどが考えられる.さらに,利便性の高い中心地域に居住している世帯が利便性を

捨てて郊外に移動するためには,世帯人員の増加や退職等の重大なイベントがない限り利

便性を捨てる可能性が少ないことも考えられる.

本節では,これまでの都市地理学の分野の研究で欠如していた中高層集合住宅居住者の

住居移動の実態及び要因を明らかにするために,都市内住居移動に関する従来の都市地理

学的研究の成果と関連させて,移動の空間的パターンや移動過程における移動の誘因と新

居の選択について考察する.
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2.研究の方法

調査対象となった中高層集合住宅の棟数は34棟であり, 1970年代前半からアンケート調

査時(1984年7月)までに広島市において分譲された全棟数の約15%である. Ⅲ章2節で述べ

たように,調査対象の民間中高層集合住宅は,図Ⅴ-1-1に示すように,広島市の旧市内に

ある21コミュニティ区5)から,民間中高層集合住宅の分譲戸数が少ない5地区を除いた21地

区の各々から20戸以上の規模の棟を1-3棟無作為抽出したもので,戸別訪問あるいは郵便

受けへの投函により調査対象棟内の全世帯に調査票の配布を行い,回収箱と郵送による回

収を併用した・その結果,配布した1340枚の調査票から599^45. 1%)の有効回答を得たが,

調査対象の世帯数は棟およびコミュニティ区によりばらつきが大きく,全ての対象棟の集

計結果がコミュニティ区内の民間中高層集合住宅居住者の特徴を必ずしも代表するもので

はない.

本研究は,アンケート調査結果から住居移動に関する項目(前任地,住宅所有の変化,

住居空間の変化など)を選出して分析を行ったもので,対象とする住居移動は,中高層集

合住宅居住者の直前の前住地と現住地との間の移動である.そのなかには就業地の移動を

伴わない都市内住居移動だけでなく転勤などによる地域間移動をも含み,クラーク(Clark

;1985)による分類の両者の住居移動が含まれることになる.

3.住居移動の距離

アダムズ(Adams;1968)やジョンストン(Johnston;1969)などにより明らかにされたよう

に,都市内住居移動には短距離移動が卓越するという距離の偏俺が存在する.本研究にお

いても,調査対象の世帯の移動では,図Ⅴ」-2に示すように2km以内の移動距離が40%以上
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であり,しかも同一地区内や近隣地区からの近距離移動が多いことに特徴がある.この点

に関して不動産業者からの聞き取りによる移動状況と対応し,販売活動の影響も考えられ

る.さらに近距離移動は,学齢期の子どもの転校の障害とならず,既知の場所に移動する

ために心理的負担が軽減されるなどの諸要因が考えられる.

また,移動前後の住居間の移動距離には地区により特徴が現れ,図Ⅴ-1-3に示すように,

都心部およびその周辺地域に立地する棟では, 2km以内の移動距離の世帯が多く,短距離の

居住地移動が卓越している. 「太,東区や西区内の旧市内縁辺地域に立地する棟では,近

隣地域からの短距離移動は少なく,都心周辺地域や郊外地域からの移動が多い.

Ⅲ章2節では中高層集合住宅居住世帯の住居移動に関して移動距離が2km以内の世帯が40%

を越え,なかでも市街地内部の同一コミュニティ区内では短距離移動した世帯が非常に多

く,反対に市街地縁辺地域の東区や西区の棟では都市中心地域からの流出や都市圏外から

の流入による中・長距離の移動世帯が多いことを明らかにした.

以下では,属性別に中高層集合住宅居住者の平均移動距離の差の検定を行うが,都市圏

外からの移動距離は短距離移動の多い都市圏内住居移動の平均移動距離に大きな影響を与

え,都市圏外からの移動の有無により平均移動距離に著しい違いを発生させるために,都

市圏外からの移動を除いた都市圏内での移動距離から得られた平均移動距離を分析対象と

する.

平均移動距離を世帯主の現在の年齢階層別にみると,表V-l-1に示すように, 30歳代未

満の若年世帯が3. 38kmで最も長距離であり, 40歳代の世帯が2. 84kmで最も短いが,この40

歳代を除くと高齢になるにつれて平均移動距離が漸減する傾向にある.しかし,同一コミ
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表V-卜1属性別平均移動距離のt検定とF検定

(1)世帯主の年齢階層別(age of head of household)

(2)住宅の所有別(ownership of house)

MEAN(km) S.D.　F値(t価)

3.26　　　4.59 1.31 (0.37)

3.02　　　　5. 25

ユニティ地区内での移動が多いことや移動距離のレンジが大きいことが影響して, t検定

では5%の有意水準で差異はみられなかった. 40歳代の世帯の平均移動距離が他の年齢層に

比べて短いのは,学齢期の子供の有無が関係していると推定される・つまり,学齢期の子

供がいる世帯では転校などの煩わしさを避けるために,居住地域近隣内での移動が多くな

°

るからである.また,この世代以上になると子どもを通した地域社会との結びつきが若年

世代以上に強くなることも考えられる・

世帯主の職業別就業状況からみると,開業医などの自由業,商工・サービス業就業者世

帯の平均移動距離が短く,専門的事務技術職就業者世帯は長い・管理的職業就業者世帯の
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平均移動距離は, CBDを越えて反対側に移動することも少なく, 2. 68kmと比較的短距離の

移動である.職業別にみた平均移動距離のt検定では,自由業と専門的事務技術職,商工

・サービス業,技能・労務職の間で有意な差がみられる.これは,開業医などの自由業就

業者世帯が地域との密着性を重視するために平均移動距離が2. 29kmと短距離になったため

と思われる.

住宅の所有状況別にみると,持ち家居住世帯と借家居住世帯との間には平均移動距離の

有意差は認められない.しかし,借家居住世帯の平均移動距離のレンジは大きく,短距離

移動と長距離移動の混合したものであるといえる.居住年数別にみると居住期間1年末満の

世帯の平均移動距離が長く,居住期間1年以上の世帯の平均移動距離とは5%有意水準で分

散に有意差が認められる.これは1年未満の居住年数の世帯に移動性の高い若年世帯の長距

離移動が含まれ,居住期間が短いために前住地-の愛着が少ないことが原因のひとつと考

えられる.

4.住宅移動の空間的パターン

アダムズモデルの検証においてドナルドソン(Donaldson;1973)やブラウン・ホルムズ(B

rown and Holmes;1971)は,中小規模の都市においては郊外以外にセクター状の方向偏俺が

存在しないと述べている.本節で対象とする広島市は,周囲を山に囲まれるという地形的

制約が存在する.しかし,人口規模及び住宅供給量の点から,当市が住居移動に対する制

約が中小規模の都市に比べて小さいと思われる.そこで,広島市内の中高層集合住宅居住

者には住居移動の方向偏侍が果して存在するのかどうかということと,存在するとすれば

都市の空間構造とどのように関係するのかについて考察する.
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そのためにまず,図v-1-4に示すように, CBD(中区紙屋町のバスセンター)を中心とし

て広島都市圏6)を北,北東,莱, ・ ・ -北西方向に8セクター7)に区分し,各セクターに

ついて中高層集合住宅が位置するセクターを居住セクター,その両隣のセクターを隣接セ

ククー, CBDに関して居住セクターと対置されるセクターを対向セクター,その他のセクタ

-を圏内他セクター,都市圏外を圏外と呼ぶことにする.また,都市圏内他セクターの中

で,対向セクターの両側のセクターからの移動は,対向セクターからの移動と同様にCBD

を越えた移動として捉えた方がより現実に近いと考えられるため,対向セクターに含める.

以上の手順により区分されたセクター間の移動は,居住セクター内での移動が34. 8%,

隣接セクターからの移動が25.8%となり, 3つのセクター(隣接セクターは両側に2つある)

からの移動が60%以上を占める.これは,中高層集合住宅居住者の移動パターンに方向偏

俺があることを示すといえる.以下では,さらにセクター別,距離帯別,世帯の属性別に

みて,これが都市の空間構造にどのように関係するのかを考察する.

①セクター別移動傾向

表Ⅴ-1-2に示すように都心から方向別に移動傾向をみると,共通した特徴として居住セ

ククー内での移動と隣接セクターからの移動の比率が,一般に高いといえる.方向別では

cBDを中心として北方向と両方向のセクターで居住セクター内での移動がやや少なく,莱

・南東方向および西方向のセクターでは居住セクター内の移動が多い.しかし詳細にみる

と,セクターのそれぞれにおいても特徴的な移動傾向がある.

南北方向のセクターでは,東西方向のセクターに比べてデルタの地形的制約を大きく受

け,南北に長いそれぞれの中州の中で住居移動を行う傾向があるため,居住セクター内で
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第2図　　セクター区分

A:居住セクター　B:隣接セクタ_

C:対向セクター( )内は正反対セクタ_
D:中心地域　E:都市圏内の他セクター
F :都市圏外　●;現在の居住地

図V一卜4　セクターの区分

表V一卜2　都心から方向別にみたセクター別移動状況

居住セクター　隣接セクタ-　対向セクター　中心地域　都市圏内地セクター　都市国外
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(アンケ-ト調査より作成).

の移動が卓越する.この傾向は特に南方向のセクターで顕著である.この原因は,川が移

動に対してある種の障書として機能しているためであると思われ,これは田中・若林(198

5)が指摘するように,川(及び経路としての橋)が認知距離において一種の障書物とみな

されているのと共通するものである.この点では,広島市は特殊な事例であるかもしれな

い.

東西方向内のセクターでは,いくつかの川を越えて居住セクター内で移動するよりも南
f

北に連なるデルタの島の中で移動する傾向が強いために,隣接セクターからの移動が卓越

したと考えられる.さらに,北方向のセクターにおける都市圏内他セクターからの移動の

多さは,東方向のセクター内にある広島駅周辺地域や南区の東雲地区からの移動が多いこ
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とによるもので,バス路線などの局地的な結び付きの強さがその原因であると思われる.

都市圏外からの移動は北部と西部方向のセクターに多く,これらのセクター内に社宅や

借家の多いことと関連していると思われる.また,社宅以外の住宅においても管理職など

の社会経済的地位の高い世帯は,都心周辺地域より森川(1976)のいうこれらの社会経済的

地位の高い地域へと移動している.さらに,北方向内の社会経済的地位の高い地域におい

ては都市圏内他方向からの移動も多く,都市圏外と都市圏内の多様なセクターからの移動

の組合せになっていることに特色がある.このような傾向は, Clark(1976)による地域の

社会経済的地位と住居移動の関係を求めた研究結果と比較して,それほど明確なものとは

いえないが,わが国の都市においては都市圏内の社会経済的地域の分化が欧米の諸都市ほ

ど明瞭ではないことを反映しているためと思われる8).

(塾距離帯別移動パターン

調査対象となった中高層集合住宅をCBDからの距離帯によって区分し,距離帯別の居住

者の移動傾向をみると,表Ⅴ-ト3に示すように　CBDから2km以内の地域を除いていずれ

の距離帯においても居住セクター内での移動が高い比率を占めることがわかる.ここで,

5-6kmの距離帯では他の距離帯とかけ離れた移動傾向を持っているが,それはこの距離帯

のサンプル数が少なく,企業所有の社宅や借家居住者が多いことが原因であると思われる.

事実,この距離帯には東区や西区の社宅の多い地域が含まれるので,特殊な事例として考

えなければならない.

対向セクターからの移動では,都心周辺の地域を除いて, CBDを越えて正反対のセクタ

-から移動することは非常に少ないといえる.また,都心から2km以内の中心地域では地域
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表V-1丁3　都心からの距離帯別移動傾向

内で移動することが多く,以前都心周辺に居住していた世帯は,その身近な地域から離れ

るのが少ないことを示している.都市圏内他セクターからの移動は2-3kmの距離帯に多く,

4-5kmの距離帯9)では少ない.

さらに,都市圏外からの移動では都心から離れた距離帯(CBDから4km以上)で高い比率で

あるが,これは前述のように,この距離帯に社宅や賃貸住宅が多く,都市圏外からの転勤

者の移動の受け皿になっているためと思われる.実際,昭和55年国勢調査結果でも県外か

らの移動者の比率がこれらの地帯において高く,東区,西区内のこれらの地帯が企業の杜

宅や低家賃の借家を大量に保有していて,都市圏外からの住居移動の吸引地域であること

を示している.従って,都市圏外からの流入者は最初から市街地の中心地域に居住するの

ではなく,都心にあまり遠過ぎず,しかも住宅費の安い市街地縁辺地域にまず居住する傾

向があるといえる.

以上をまとめると,全体的傾向として,都心からの距離が増加するにつれて居住セクタ

-内での移動の比率が漸増傾向にあり,反対に都心に近い地域では居住セクター内の移動
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が少なく10)また隣接セクターからの移動では都心に近い距離帯ほど移動比率が高くなっ

ているといえる.つまり, 2-3km距離帯の中高層集合住宅居住者が移動方向に強い偏俺を

持たず,対向セクター以外の多様なセクターからの住居移動であることを示していること

になる.

(③住宅の所有別移動傾向

住宅の所有状況別に移動傾向をみると,表Ⅴ-ト4に示すように,持ち家居住者の移動は

借家居住者の移動より居住セクター内及び隣接セクターからの移動の比率が高い.借家居

住者の場合も居住セクター内と隣接セクターからの比率がかなり高くなっているが,都市

圏外からの移動比率が高いことが特に注目される点である.これは,借家が転勤族の受け

皿としての役割を果していることによると思われる.

④居住者の属性別移動傾向

世帯主の年齢別の移動傾向をみると,何れの年齢層においてもほぼ同様の移動傾向を示

しているが, 30歳未満の若年世帯と40代の壮年世帯で都市圏外からの移動が多い.それに

対して60歳以上の高齢者世帯では隣接セクターからの移動が卓越する点に特色がみられる.

高齢者世帯は,対向セクターからの移動が極端に少ないことから,これまでに住んでいた

地域に対して愛着が強いために短距離の移動が多くなり,居住セクター内や隣接セクター

からの短距離移動の占める比率が高くなったと思われる.

居住年数別にみると,表V-l-5に示すように,居住年数による移動傾向の差が顕著に現

れる.居住年数が1年未満の世帯では都市圏外からの移動が多く,最近の中高層集合住宅が

都市圏外からの移動の一時的受け皿としての役割をもってきたためと考えられる.一方,
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表V-卜4　住宅所有別移動傾向

居住セクター　隣接セクター　対向セクター　中心地域　都市圏内　都市圏外　計

184

(38. 4)

m

(24. 5)

Hm
(28. 2)

m

(22. 6)

52(1
(10.芸11
(2.3)70
(14.5)(5描2
(3.8)4
(7.5)

28　　　　483

( 5. 8)　(100)

17　　　　53

(32. 1)　(100)

上段は戸数,下段の( )は所有別比率(%).
上段の( )内は正反対のセクターからの移動世帯数・

表V-卜5　居住年数別移動傾向

居住セクター　隣接セクター　対向セクター　中心地域　都市圏内　都市圏外
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(アンケート調査より作成).

表V-1-6　移動時期別・移動時の世帯主の年齢階層別移動傾向

年齢階層(移動時期) I居住セクター
隣接セクター　対向セクター　中心地域　都市圏内地セクター　都市圏外

30歳未満(1979年以前)

(1984年以前)

30歳代(1979年以前)

(1984年以前)

40歳代(1979年以前)

(1984年以前)

50歳代(1979年以前)

(1984年以前)

60歳以上(1984年以前)

25.5

40.0

22. 6

37. 3

26.9

41.9

25.0

31.6

36.4

38.3　　　　　12.8

16. 7　　　　　13. 3

32.3　　　　　14. 5

19.7　　　　　12. 7

31.3　　　　　11.9

18.1　　　　10.5

41.7　　　　　　8.3

19.3　　　　　10.5

36.4　　　　　　4.5

0.0　　　　　10. 6　　　　　12. 8

0.0　　　　　　16.7　　　　　　13.3

0.0　　　　　　22. 6

2.　　　　　　19. 0

3.0　　　　　　25.4

1.9　　　　　　10.5

0.0　　　　　　　8Q
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4.5　　　　　　13.6
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表∨一卜7　世帯主の職業別移動傾向

!居住セクター 隣接セクター　対向セクター 中心地域　都市圏内　都市圏外　計

商工業・サービス

管　　理　　壌

専　　門　　職

技　能・労　務

無　職・学　生

32

(34. 0)

7

(23. 3

23

(24. 5)

I*

(43. 3)

10( 2)

(10. 6)

15( 3)
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20( 5)
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10年間以上居住している世帯では居住セクター内や都市圏外からの移動が少なく,都市圏

内の他セクターからの移動が多いことに特徴がある.これは当時の住宅ストックが十分な

量ではなく,居住セクターや他のセクターの区分に関係なく近隣地域の一円からの移動が

多かったためであると思われる.

次に,世帯主の年齢層と居住年数から世帯主の移動時における年齢層を求め,移動時の

年齢層別に移動傾向をみると,表Ⅴ-ト6に示すように,何れの年齢層においても1980-84

年の移動傾向は,それ以前に比べて居住セクター内での移動の増加を示しており,相対的

に隣接セクターからの移動は減少している.つまり,移動時の年齢層による移動傾向の差

異は認められるものの,住居移動の全体的傾向としては居住セクター内での移動が卓越し

ているといえる.

世帯主の職業別にみた移動傾向は,表V-l-7に示すように,技能・労務的職業就業者世

帯の移動では居住セクター内の移動が半数近くを占め,対向セクターと都市圏内他セクタ
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-からの移動が少ない.これに対して,商工業・サービス業就業者世帯では,中心地域か

らの移動比率が高いことに特色があり,市街地内部での職住近接化傾向の強さを示すもの

である.また,管理的職業就業者世帯の移動は転勤によると推定される都市圏外からの移

動が非常に多い.

5.住居移動の空間的パターンの模式化

これまで明らかにされた居住セクター内と隣接セクターからの移動量の卓越は,図Ⅴ-1

-5に示すように模式化することができる.都心周辺の中高層集合住宅の場合には隣接セク

クーや都市圏内他セクターからの移動が卓越し,市内全体にわたって知名度が高く,市内

全域からの移動が発生しやすいこと　CBDに近接するために移動方向に対する偏向感が弱く,

CBDを越えた対向セクターや隣接セクターからの移動など,多様な方向からの移動が起こ

り易いことが考えられる.さらに何よりも都心に近接して立地する中高層集合住宅と市街

地縁辺に立地する中高層集合住宅とでは,分譲価格や賃貸価格などの経済的側面に著しい

差があり,そのために前者に入居できる世帯は後者に入居する世帯に比べて強く選別され

前者への移動は広い範囲からのものとなり,移動方向の偏俺が非常に弱いものとなる.

これに対して,市街地縁辺の中高層集合住宅の場合には,居住セクターからの移動が卓

越し,隣接セクターからの移動は少ない.これは,広島市における縁辺地域では,交通粂

件に反映されるように市街地縁辺地域間の関係より都心との関係がより密接なために,都

心と前住地間の行程やその延長上にある中高層集合住宅に関する情報を得る可能性が高い

ことによるものと考えられる.

以上を要約すると,広島市においては市街地縁辺の中高層集合住宅居住者の移動につい
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a :都心周辺地域への移動^'ターン　b :市脚的辺地域への移動Jl・ターン
●:現在の居住地　0;都心

図V-卜5　距離帯別移動パターンの模式図

′
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c ;都心周辺地域-の借家世帯の移動バターン
a :市閏地緑辺地城への借家世帯の移動バターン
●:現在の居住地　○:都心

国V-116　住宅所有別移動パターンの模式図
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ては方向偏俺が確認できるが,都心周辺地域に位置する中高層集合住宅では移動傾向に偏

俺が弱く,アダムズモデルが妥当しないことになる.これは広島市だけの特例ではなく,

都心周辺部におけるメンタルマップの扇状性についてはブラウン・ホルムズ(Brown and H

olmes;1971)の指摘のように,都市規模の違いによるメンタルマップの形状設定の妥当性に

ついて検討する必要がある.

住宅所有別にみた移動傾向を模式化すると図Ⅴ-主6のようになる.持ち家居住者は,都

心周辺地域においては居住セクター内の移動が少なく,隣接セクターからの移動が多いが,

市街地縁辺地域においては居住セクター内の移動が多く,隣接セクターからの移動は少な

い.つまり,都市圏内での移動は,住宅所有が同一の状況でも都心からの距離により住居

移動の傾向が全く逆のものとなる.他方,借家居住者の場合は,都心周辺地域において居

住セクター内の移動が多く,隣接セクターからの移動は少ない.しかし,市街地縁辺地域

においては居住セクター内の移動が少なく,都市圏外からの移動が大部分を占めるものと

なる.

世帯の属性別にみた移動傾向では,世帯主の年齢層別移動傾向を模式化すると図Ⅴ-1-7

に示すようになる. 30歳代の若年世帯では,都心周辺地域で隣接セクターからの移動が多

く,市街地縁辺地域で居住セクター内の移動が多い.それに対して50歳代の壮年世帯では,

居住セクター内の移動では都心周辺地域と市街地縁辺地域との差はあまり強くなく,都心

周辺地域において隣接セクターからの移動が多い.これは,両年齢層の経済状況を反映し

たものと考えられる.すなわち,戸建て住宅の卓越する郊外に近い市街地縁辺部において

は,大衆向けの中高層集合住宅に相対的に経済力の弱い若年世帯が入居し,経済力があり
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広い居住空間を欲する壮年世帯は,それらの地域や郊外に供給される戸建て住宅へ移動す

るためではないかと推測される.

世帯主の職業別に移動パターンを模式化すると,図Ⅴ-ト8に示すように,管理職就業者

世帯の場合は都心周辺地域を除いて都市圏外からの移動が多く,市街地縁辺地域における

居住セクター内の移動は少ない.一方,専門的職業就業者世帯は市街地縁辺地域では居住

セクター内の移動が多く,都心周辺地域では隣接セクターと都市圏外からの移動が多いこ

とに特色がある.商工・サービス業就業者世帯では,都心周辺地域における隣接セクター

からの移動と都心から2-4kmの中間地帯における居住セクター内の移動が多い.

これらの模式図から,広島市における中高層集合住宅居住者の住居移動は以下のように

まとめることができる.すなわち,都心周辺地域の中高層集合住宅では,方向偏俺が弱く,

この傾向は世帯の何れの属性においてもみられる.他方,市街地縁辺地域では,居住セク

クー内の移動が半数近くを占め,方向偏侍が非常に強い.この傾向は, 30歳代の若年世帯,

専門職就業者世帯の移動パターンにおいて顕著であるが,借家世帯と管理職就業者世帯で

は都市圏外からの移動が多く,市街地縁辺地域の借家が都市圏外からの転勤族に対して重

要な役割を果しているといえる.

6.住居移動の誘因と新居の選択

ブラウン・モアモデルをもとに,前住居からの移動理由と新居(現住居)の選択理由か

ら住居移動プロセスの解明を試みる.ただし調査において複数選択方式にして優先順位を

問わなかったために前住居からの移動の誘因やその原因となるストレスの強さなどの測定

は困難であり,ストレスの測定に関しては考察せず,意志決定過程におけるストレスの種
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図∨一卜7　世帯主の年齢階層別移動パターンの模式図

国V一卜8　世帯主の職業別移動傾向の模式図

-　531 -

--一一>　5　-　9鳥

10　-19

>20　-29

吉30　-39

≡寺40 -49
琶章50 -

a :都心周辺地域への30歳代世帯の移動パターン
b :市街地縁辺地域への30歳代位帯の移動バタ_ン
C :都心周辺地域への50歳代世帯の移動バターン
d :市街地縁辺地域への50歳代世帯の移動Jl・ターン
●:現在の居住地　○:都心



類や選択理由についてだけ考察する.

(彰住居移動の誘因

移動決定段階の意志決定は,前住居とその周囲の環境に対する個人レベルの満足・不満

足感を指標として分析されるのがブラウン・モア(Brown and Moore;1970)による研究をは

じめとして一般的である.

本調査で得られた移動理由は,表Ⅴ-1-8に示すように「その他」の理由が非常に多く,

選択肢の設定が不十分であった. 「居住空間の拡大欲求」 (18.7%), 「転勤」 (18.7%),

「子供の成長」 (15. 8%)の順となり,次いで前住地における交通や買い物の不便さが主要

要因となっている.すなわち,移動を決意させた動機付けとして居住空間の拡大欲求,刺

便怪志向などが前任地からの転出において強い影響を与えるものと思われる.特に,居住

空間の拡大を求めている世帯には,子どもが成長期にある35-49歳の壮年世帯が多い.し

かし,居住空間の拡大を望んだにもかかわらず,より広い住居である戸建て住宅を選択せ

ず,市街地内部の集合住宅へと転居しているのは,世帯の家賃負担能力に応じた経済的制

約によるもの以外にも居住観などが反映されたものであろう.また,旧市内のいずれの対

象棟においても上記の理由による転出が多く,地域的な差異は明瞭ではない・フ者i))

居住空間の拡大という世帯の内的要因と転勤による外的要因が卓越している11)

これらの移動理由を世帯主の年齢階層別にみると,以下のように要約される.すなわち

30歳未満においては「結婚による独立」が37. 0%を占め,結婚直後の新居として中高層集

合住宅が機能するという一面が窺える.また,転勤による移動は30歳代から50歳代にかけ

ての各年齢層において共通してみられ,広島市の特徴である支店経済の影響による転勤族
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の受け皿としても中高層集合住宅が役割を果していることを示している.

職業別では,管理的職業就業者世帯の約3分の1が転勤によるものである.世帯の内的要

因である居住空間の拡大を求めての移動は,いずれの職業においても高率であり,特に商

工・サービス業就業者と技能・労務的職業就業者の世帯では高率となっている.これらの

世帯では移動前には借家の共同住宅に居住していた世帯が多く,移動により住居空間を拡

大した世帯が多い.これは,転勤などにより再移動するために住居を拡大する必要のない

管理職世帯に比べて,ブルーカラー的職業の世帯では住居の拡大は重要な移動要因である

ことを示している.

表V-1-8　世帯主の年齢階層別・住宅所有別にみた前住居からの移動理由

(アンケート調査より作成).
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住宅の所有別にみると,表Ⅴ」-8に示すように,持ち家居住世帯が居住空間の拡大を理

由に移動を決意し,借家居住世帯では「転勤」が40.7%, 「結婚による独立」が20.4%と

なり,居住空間の拡大を求めた移動は少ない.このように中高層集合住宅居住者の移動理

由は住宅所有状況により大きく異なったものであるが,それは借家が持ち家に比べて一時

的居住地の感が強いためであり12)広い居住空間を求めるような欲求はあまり重要ではな

く,前住地への不満などの内的な要因よりも転勤とか結婚などの世帯の外的要因が重要な

役割を果たしているためである.

以上から,ウォルパート(Wolpert;1965)やシモンズ(Simmons;1968)などが明らかにした

欧米の都市居住者にみられる場所の効用の概念の重要性とか,フォード・スミス(Ford an

d Smith;1981)やスミス・フォード(Smith and Ford;1985)などの研究に示される環境の影

響というような地域の全体的魅力度に対する評価は,広島市内の中高層集合住宅居住者の

移動決定にはあまり強い影響を与えていないことが明らかになった. 1983年住宅統計調査

結果によると,この傾向は広島市だけでなくわが国の大都市においてもみられ,居住環境

の恵化よりも住宅の狭小さや通勤の不便さを転居の理由とした移動が多い.

一方,年齢階層別にみた移動理由から判断されるように,世帯のライフステージによっ

て居住空間の拡大要求が異なり,ライフステージと住居移動の意志決定との関係が強く認

められる.この関係の強さについては,ショート(Short;1978b),スタブレトン(Stapleto

n;1980)などの研究では認められている.しかし,それよりも世帯の外的要因である住宅市

場や居住環境の変化などの影響の強さを指摘した研究もあり(Brown and Moore, 1970, Sho

rt,1978bなど) ,クィグリー・ワインバーグ(Quigley and Weinberg;1977)やクラーク・オ

-　534　-



ナカ(Clark and Onaka;1983)による指摘のように,移動の誘因としてのライフステージの

役割については,それだけで作用するものではなく住宅供給状況や居住環境など多くの要

因と関連するものであり,その点に関して今後検討される必要がある.

②新居の選択理由

ブラウン・モアモデルにおける再立地決定段階は,さらに新居の探索行動と住居の評価

に分けられるが,本節では資料の制約により,住宅の選択理由から後者の問題を考察する.

現在の住宅の選択理由では,表Ⅴ」-9に示すように,交通の便の良さ,職場への近接性

が重要視され,郊外の戸建て住宅に対して旧市内の集合住宅の立地に対する評価が高い.

また,分譲価格や住宅金融公庫の融資などの経済的側面についても評価が高いが,居住環

境面に関しては低い評価となっている.

表Ⅴ-1-10に示すように,世帯主の現在の年齢階層別にみた住居の選択理由では何れの年

齢階層においても交通の便に対する高い評価がみられ,市街地内部に立地するという利便

性が重視される.しかし,若年世帯では職場への近接性とともに妥当な価格や公的補助な

どの経済性も重要視され,他方高齢者世帯では,前住地に対する愛着の強さから前住地に

近いこと,環境の良さ,販売会社の信頼などが居住地選択に強く影響するなど,年齢によ

る住居選択の違いがみられる.

世帯主の職業別にみると,商工・サービス業就業者世帯の選択理由に特色がみられ,前

住地に近いことや職場への近接性などに高い評価があり,職住近接傾向の強さがみられる.

高齢者を含む無職の世帯では,交通や買物の便,居住環境の良さを選択理由にしたものが

多い.また住宅の所有別では,持ち家世帯においては交通の便と価格に対する評価が高く,
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表V-ト9　現在の住居の選択理由(由井; 1986, 74p.)
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借家居住世帯では職場への近接性が高く評価されている.

このように新居の選択には,先にみた前住地を出る誘因の場合と同様に,一般に居住環

境に関する考慮は少なく,ジョンストン(Johnston;1969),トロイ(Troy;1973),ハーバー

ト(Herbert;1973),カドワラダー(Cadwallader;1979)などにより,欧米の都市では同程度

の社会経済的地位をもつ近隣地域への近接性や良質の自然環境が新居の選択には重要であ

るとしているのと大きな差がみられる.しかし,スミス・フォード(Smith and Ford;1985)

が指摘するように,これらの属性の持つ重要性は全ての世帯にとって等しいわけではない.

本研究のように中高層集合住宅居住者に限った場合の住居移動は,住宅への不満感の大き

さにより住宅の周囲への評価が相対的に低下し,交通の利便性や職場への近接性に重点が

おかれ　都市内部に立地する中高層集合住宅が評価される.したがって,スミス・フォー

ドの指摘のように買物や公共交通機関への近接性が都市住民の住居選択に重要な評価基準

であるとすれば,今後の都市内部の住宅供給において利便性の高い中高層集合住宅の果た

す役割は,ますます重要になると思われる.

7.小括

本節では,広島市の中高層集合住宅居住者を対象として住居移動の空間的パターンと移

動のプロセスにおける移動決定と移動先の選択について分析を行った.その結果は以下の

ように要約される.

①世帯の属性別に都市圏内における平均移動距離を求めると,年齢階層別では若年世帯の

平均移動距離が長く,職業別では自由業業就業者世帯の平均移動距離が短く,他の職業の

世帯のそれとは有意差がみられる.これは自由業就業者世帯が地域に対する愛着(関係)
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をより強く持つためであることを示している.また住宅所有別では,持ち家居住世帯に比

ぺて借家居住世帯の平均移動距離が長い.さらに居住年数の長短によっても平均移動距離

の有意差は確認できる.

②広島市の中高層集合住宅居住者の住居移動では,同一コミュニティ地区内の移動が卓越

するが,これをさらに都市圏内を8つのセクターに区分して移動傾向をみると,居住セクタ

-内移動と隣接セクターからの移動が約60%をしめ,明らかに移動方向に偏俺が存在する.

特に居住セクター内での移動は現住地の都心からの距離が増すほど増加し,隣接セクター

間移動はその逆である.

また世帯主の年齢構成や住宅所有などの属性別にみてもそれぞれの特徴が現れ,若年世

帯では都心周辺地域において隣接セクターからの移動が多く,市街地縁辺地域では居住セ

ククー内の移動が多い.壮年世帯は経済力が強いため,郊外の戸建て住宅の影響を強く受

けて市街地縁辺地域における居住セクター内の移動が少ない.一方,高齢者世帯は,居住

セクター内と隣接セクターからの移動が多く,対向セクターからの移動はほとんどない.

住宅所有別にみると,持ち家世帯では都心周辺地域において隣接セクターからの,市衝地

縁辺地域において居住セクター内の移動が卓越する.これとは異なり,借家居住世帯は都

心周辺地域で居住セクター内,市街地縁辺地域では都市圏外からの移動が多い.

③前任地を出る誘因は,旧広島市内に社会経済的地位の顕著な地域差がないために,欧米

での研究結果とは異なり,居住環境に対する評価が重要なものとはならない.しかし,世

帯の属性別にみた場合,壮年世帯では居住空間の拡大を求める傾向が強いが,高齢者世帯

では良質の居住環境を求めるなど,移動の誘因に違いが認められる.なかでも,住宅所有

-　538　-



による違いが顕著で,持ち家世帯では世帯の内的要因である空間拡大要求が,借家居住世

帯では世帯の外的要因である転勤がそれぞれ重要な要因となっている.

④現住居を選択した理由についても世帯の属性による違いがみられる.しかし,欧米で重

要であるとされる居住環境については,高齢者世帯を除いてそれほど重要ではない.それ

よりも職場への近接性や交通の利便性など,都市内に位置する中高層集合住宅の特徴が高

く評価されたものであると考える.

注)

1) 1983年住宅統計調査結果によると,全国的には市部では32%,広島市では40.7%,広

島市中心部の中区では67%が共同住宅居住世帯である.

2)鈴木(1982)によると, 1980年以降民間マンションの供給戸数は全国で年間約10万戸で

あり,これは供給される全住宅戸数の10%強である. 「広島の土地」 (1986)によると,広

島市では1978年以降1000-1500戸の民間マンションの供給があり,市内の戸建て住宅の供

給を上回る.

3 )例えば工場の跡地に中高層集合住宅が建設された場合には,世帯の流入に伴い居住地

域の活性化が起こったり,反対に世帯の流出に伴い町内が寂れたりすることを指す.

4)社会学においても,浦野(1987)による多摩ニュータウン居住者の移動調査などにみら

れるように,都市圏内の住居移動についての研究が多いが,本稿では主として移動の空間

的パターンを研究対象として,それに関係した地理学的研究に限って整理した.
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5)コミュニティ区は, 1980年国勢調査時の広島市の独自集計単位であり,いくつかの国

勢統計区を合わせた程度の規模である.

6 )本研究では厳密な意味での都市圏を設定していないが,広島市への通勤圏を考慮して

広島市の中心部(紙屋町交差点)から半径40km未満の同心円上の地域を広島都市圏とした.

7)市街地内部におけるセクター別人口の概数は,北,北東,東・ ・ ・北西の順に7.0万人,

4.6万人,7.4万人,7.5万人,7.3万人,9.7万人,4.5万人,3.9万人である.西,北西,北東方向

のセクターでは山間部が含まれているために人口が少ない.

8)この傾向を広島市内の全体的人口移動パターンと比較することは,資料上の制約から

できないが,区間移動と区内移動の量をみると,中区内および中区から西区と,南区から

東区への移動が卓越しており,中高層集合住宅居住者の移動と同様の傾向である.

9)これは,面積的な問題が反映されたと思われることから,都心に近い地域に関しては

cBDから1km以内の中心地域をも居住セクターと同様に扱って考察したが,その場合でも,

都心に近い地域では居住セクター内の移動比率は低い.

10)広島市における土地利用からみた都市構造は,石丸(1986)によると,都心から1km圏

内で商業系1. 5- 2 km圏で事務系, 2-4km圏で住居系(特に2-2. 5km圏で高密度な住居

系) , 4-5. 5km圏で工業系の卓越した土地利用がみられる.

ll) 1983年住宅統計調査結果においても広島市での共同住宅居住者の移動理由は,転勤16.

1%,住宅事情40.5% (このうち狭いことを理由にしたのは14.9%)であり,ほぼ同様の結

異を得た.

12)特に転勤や結婚直後の移動がこれに含まれる.
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2節.中高層集合住宅居住者の居住地移動一福岡市の事例-

1.研究目的

本節は,前節で分析し住居移動の空間的パターンや移動過程における移動の誘因と新居

の選択理由について分析するとともに,前節では触れなかった住居移動と居住特性からみ

た都市構造との関連についても考察を試みる.その目的を達成するために,研究対象地域

として福岡市を選定した.これは,前節の広島市での調査結果と比較する上で,次のよう

な点で都合がよかったためである・まず,広島市のように慣市街地に迫った地形ではな

く,地形の制約が少ないこと,東西と南北方向に公共交通機関が発達し,通勤範囲が広い

こと,また他の大都市圏に属さず,単独の都市圏を形成していること,さらに広島市と同

様に広域中心都市としての性格を強く持ち,都市圏外からの転勤者を大量に抱えているこ

とである.また,人口規模が広島市とほぼ同等でありながら,福岡市では民間資本による

中高層集合住宅の建設が広島市に比べて歴史も古く,非常に供給数も多いため,住宅選択

時の選択可能な住居が多いことである.

2.研究の方法

中高層集合住宅居住者の住居移動の特徴を分析するために,アンケート調査票を配布し

た.調査対象の中高層集合住宅は,入居世帯が20戸以上の元来分譲用に建築された22棟で,

それらの分布は図Ⅴ-2-1に示した.これらは,交通条件を類似させて居住環境の評価をみ

るために「福岡県中高層集合住宅資料」の昭和53-59年版(福岡県マンション年鑑)から

J R線,地下鉄,私鉄沿線の棟を抽出したものである.アンケート調査票の配布は, 1985

-　541 -



国V-2-1調査対象の中高層集合住宅の位置(由井; 1989, p.105)

年12月から1986年2月にかけて郵便受けへの投函,あるいは個別訪問によって行い,その回

収は各棟に設置した回収箱と郵送による回収を併用した.その結果,配布した988票の調

査票から206票の有効回答を得たが,回収率も21%と低く,棟により回収率のばらつきも

大きいため,全ての調査対象の棟の結果が,その地域の民間資本による中高層集合住宅の

居住者の特性及び住居移動の特徴を必ずしも代表するものではなく,事例研究としての位

置付けとなる.

本節は,アンケート調査の集計結果から,居住者の特性と住居移動に関する項目を選出

し,住居移動の空間的パターンと意志決定過程における移動理由と選択理由について分析

を行ったもので,現住地とその直前の前任地との間の住居移動を分析対象とする・

3.居住者の属性と住居移動の概要

①居住者の属性

アンケート調査票の回収結果,調査対象棟が元来分譲用のため,回答世帯の73. 3%は持
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ち家居住世帯であり16.0%が借家居住世帯　9.7%が社宅居住世帯であった.住宅の種

類別に世帯主の年齢構成をみると,持ち家居住世帯では30歳代, 40歳代, 50歳代と60歳以

上がそれぞれおよそ4分の1ずつを占めるが,借家居住世帯で40歳未満の世帯主の世帯が約

60%を占め,若年世帯の比率が高い.

住宅の種類別に世帯人員をみると,持ち家居住世帯では2人世帯も35. 3%と多いが, 4人

以上の世帯が39. 4%と世帯規模の大きい世帯が多い.それに対して借家居住世帯では1人世

帯が24. 2%,約3分の2が2人以下の世帯人員からなる少人数世帯である.また,社宅居住世

帯では入居基準があるため4人以上の世帯人員からなる世帯が半数以上を占め,世帯規模の

大きい世帯が多い.

②住居移動の概要

調査対象世帯の住居移動の概要は,以下の通りである.

住居移動に伴う住宅所有の変化をみると,現在の持ち家居住世帯のうち,移動前には戸

建て持ち家,賃貸の中高層集合住宅,社宅がそれぞれ4分の1である.他方,現在賃貸の中

高層集合住宅居住世帯では以前も賃貸の中高層集合住宅に居住していた世帯が半数を占め

る.社宅居住世帯では　30%が以前も社宅居住世帯である.

次に,住居移動に伴う住居空間の変化をみると,現在4部屋以上からなる広い住居空間を

持つ世帯(63.5%)では,前住居より住居空間を拡大した世帯が約60%を占め16.3%は

住居空間に変化がなく,住居空間を縮小させているのは約4分の1である.他方,現在3部屋

以下の住居に住む世帯(36. 5%)においても住居空間を拡大した世帯は35. 1%であるが,

一方で住居空間を縮小させた世帯も多く41. 9%である.これは狭い住宅には転勤族用の-
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CBD
A:移動角

D :移動距離

国V-2-2　移動距離と移動角の測定

時的住居の性格を持った住宅が含まれるためである・

結婚(独立)後からの転居回数をみると,これまでに3回以上転居の経験のある世帯が6

7. 5%あり,中高層集合住宅居住世帯に移動性の高い世帯が入居しているといえる・

4.住居移動の距離

従来の欧米の諸都市における研究を始め,わが国においても都市圏内の住居移動には短

距離移動の卓越がみられることが確認されている.調査対象の住居移動には,都市圏での

移動だけではなく都市圏外からの移動も含まれるため,平均移動距離を求めると都市圏外

からの移動の有無により平均値に著しい差異が発生する.そのため,平均移動距離の分析

は福岡市の都心から40km以内の都市圏内での住居移動についてのみを対象とし,図V-Z-2

に示すように,移動距離は現住地と前任地間の直線距離をディジタイザーを使用して測定

した.
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①居住地別平均移動距離の検定

都心(天神)からの距離帯別に移動距離をみると,いずれの距離帯においても同一地区

内の移動を含めて, 2km未満の移動が約30%を占め,短距離移動が卓越する.これは,前節

において広島市内の中高層集合住宅居住者の住居移動に短距離移動が卓越した結果と同様

である.しかし都市圏外からの流入は福岡市においてはいずれの距離帯にも多く,特に都

心周辺の利便性のよい距離帯に多い.

平均移動距離を都心からの距離帯別に求め, t検定とF検定により距離帯別の差を検定

した.その結果,表Ⅴ-2-1に示すように,平均移動距離は都心から3-5km帯で最も短く,

2-3km, 5-10kmの距離帯では10kmを越える長距離移動となっているが, t検定によると

5%水準では3-5kmと5-10kmの距離帯間を除いて有意な差はみられなかった.また, F検

定の結果では移動距離の分散には距離帯による差が顕著に現れ　長短距離の移動の混じっ

た1km未満　2-3km, 5-10kmの距離帯では3-5km帯に比べて分散に有意な差がみられる.

都心からの方向別に平均移動距離をみると,西方向と両方向では短く,東方向では10km

を越えた長距離となって有意な差が認められる.分散では,東方向と西方向との間に有意

差が認められ,東方向への移動は南方向とともに長距離移動と短距離移動とが混合された

ものとなっている.この二つの方向に共通するのは,地形の制約と地下鉄の開通により近

年になって利便性を増した西方向と異なり, JR線,私鉄により古くから利便性の高かった

ことである.そのため,西方向への移動が身近な地域からの移動が卓越するのに対して,

両方向と東方向への移動は,身近な地域に加えて都市圏内からの流入者を集めることがで

普,多様な構成になったと思われる.
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表V-2-1住宅の位置別にみた平均移動距離のt検定とF検定
(a)都心からの距思別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　* : 5%有意水準

平均
(km ) S .D

～ 2 ~ 3 ～ 5

F 値 t値 F 値 t 値 F 値 t 値 ≡

7 .9 9 1 5 . 2 8 2 .0 1 0 . 5 8 1 . 1 7 - 0 . 6 3 7 .0 2 * 1 . 0 9 1 . 2 5

6 . 1 6 1 0 . 7 6 2 .3 7 * - 1 . 1 3 3 .4 9 0 . 7 8 2 . 5 2 *

l l . 1 3

4 .7 5

1 0 .9 9

1 6 . 5 5

5 . 7 7

1 7 . 0 7

8 .2 4 * 1 .4 9 1 . 2 2

8 . 7 7 *

(ら)都心からの方向別

良
S.D

南 .

F値 t値 巨車]
1 0 .8 1 1 6 .3 9 1 .4 5 0 .8 6 2 .7 6 *

7 .4 3

6 . 1 8

1 3 .6 1

9 .8 7

1 .4 4

表V-2-2　世帯の属性別にみた平均移動距離のt検定とF検定

(a)旺荷主の年齢朋

平均
(km )

可 30歳代 40栽代 .

F値 tfi F値 t値 F値 ー te

60鍍以上

8 . 2 3 1 5 . 4 4 . l l - 0 . l l 1 . 2 9 0 . 2 3 1 .3 5 0 . 1 6 2 . 7 8 *

8 . 7 4 1 4 . 6 4 1 . 1 6 0 . 5 2 1 . 2 1 0 .4 0 2 . 5 0 *

7 . 1 7

7 . 5 2

7 . 1 3

1 3 . 5 8

13 .3 0

9 .2 7

1 . 0 4 - 0 . l l 2 . 1 5 *

2 .0 6 *

30歳未満

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

M
 
t
-
　
-
I
 
T
}
"

n

 

i

n

 

o

o

 

o

 

o

　

ゥ

(b)住宅所有

平均
(km ) S.D

借 家

F 値 t債 「諒「
6 . 1 7 1 0 . 1 5 2 . 5 4 * - 0 .5 4 6 . 3 6 *

8 . 2 9

3 8 . 9 5

1 6 . 1 9

2 5 . 6 1

2 . 5 0 *

(d)世帯主の社業

(C)牡荷主の学歴

平 均

(k m ) S .D F 債 t 値

高 卒 5 .19 5 .8 5 2 .78 ♯ - 1 .94

大 +辛 8 .8 5 14 .7 6

平均
(km ) S.D

自由業 管理職 専門職 . 事務職

F 値 tit F 値 t 値 F 値 t値

2 . 1 6 2 .7 0 1 5 . 5 8 * - 1 . 5 4 3 0 . 1 7 * - 2 . 6 3 * 3 5 . 2 6 * - 2 . 6 1 * 2 7 . 3 9 *

6 . 7 3 1 0 .6 6 1 .9 4 - 0 . 5 3 2 . 2 6 - 0 . 6 9 1 . 7 6

8 . 5 3

9 . 2 0

9 .4 1

1 4 .8 3

1 6 .0 3

1 4 . 1 3

1 . 1 7 - 0 . 2 0 1 . 1 0

′ 1 .2 9

(e)福岡市の居住年致

平均
(km ) S.D

1980年以降
「 1975年以降

1965年以降

F 値 t 値 F 債 t 値 F 値 t値

1965年以前

[=車重]
2 2 .6 0 7 . 7 8 6 . 1 5 1 .3 9 2 . 2 8 * 2 . 3 1 * 2 . 5 5 * 2 . 5 1 " 9 . 2 0 *

13 .9 2 1 9 . 2 9 2 . 1 4 * 1 . 3 6 2 . 4 r 1 . 6 6 5 6 . 6 0 *

8 .6 9

7 .6 1

2 .7 1

1 3 . 2 0

1 2 . 4 2

2 . 5 6

1 . 1 3 0 . 3 2 2 6 . 4 8 *

2 3 . 4 5

1985年以降

1980年以降

1975年以降

1965年以降

1965年以前

*
　
　
*
　
　
*
　
　
*

1

 

A

T

　

2

　

7

<
」
>
　
t
~
-
　
t
t
 
O

n

 

t

o

 

c

u

 

n
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居住世帯の平均移動距離は借家居住世帯と同様に短距離移動となっており,長距離移動の

卓越する給与住宅とは平均値,分散に有意な差が確認できた.これは,給与住宅への移動

は移動者の場所に対する選好により選ばれることが少なく,移動距離の制約が働かないた

めである.また,分散では借家居住世帯の標準偏差値が持ち家居住世帯に対して大きく,

多様な移動距離の構成になっているといえる.

世帯主の年齢構成をみると,世帯主が30歳未満と30歳代の若い世帯では長距離移動であ

り, 40歳以上の世帯ではそれらより移動距離が短い.しかも各年齢層の標準偏差値は,高

齢になるにつれて低下する傾向にあり,特に60歳以上の世帯の住居移動は標準偏差値が小

さく,短距離移動の卓越した移動である.この傾向は前稿の広島市においても確認できた.

世帯主の職業別就業構成をみると,商工業・サービス業就業者世帯は短距離移動であり,

平均値や分散に他の職業の就業者世帯と有意差を持つことが確認できた.また広島市での

結果と同様に開業医などの自由業就業者世帯の移動も短距離移動となっており,商工業・

サービス業就業者世帯とともに職住近接化傾向,あるいは地域との密着重視の傾向がみら

れる.

福岡市内での居住年数別にみると, 1965年以前からの長期居住世帯の平均移動距離は2.

71km, 1985年以降の短期居住世帯は22. 60kmとなり,福岡市内での居住期間が長いほど短

距離になる傾向がある.これはt検定でも確認でき,また標準偏差値も長期間の居住ほど

債が低くなり, F検定では分散にも有意差が認められた.この要因として,長期間の居住
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ほど地域に対する愛着度が高まり,近隣地域に対する居住慣性も増加して長距離移動が減

るのではないかと思われる.

シモンズ(Simmons;1968)やジョンストン(Johnston;1969)は高い社会階層ほど長距離移動

が卓越することを明らかにしているが,これを世帯主の学歴に代用してみると,分散に有

意差が認められ,高卒者世帯より大卒者世帯の移動距離の長短の差が大きいことが明かと

なった.

5.住居移動の空間的パターン

都市内人口移動に関する従来の数多くの研究から,短距離移動の卓越とともに方向偏俺

の存在も確認されている.前節では,広島市において都心からの方向別,距離帯別,世帯

の属性別に移動方向の偏侍を確認した.本節で対象とする福岡市は,宅地開発の方向に著

しい偏りもなく,市街地内部における中高層集合住宅の建設棟数も多く,住宅選択の範囲

に対する制約も少ない.そのため,ブラウン・ホルムズ(Brown and Holmes;1971)やドナル

ドソン(Donaldson;1973)の指摘するような都市規模の小ささが原因の,移動方向の偏侍-

の影響は小さいと判断した.

調査対象である中高層集合住宅居住者における住居移動の方向偏俺の有無を調べるため

に,前節と同様の方法により移動方向を分析した.前節と同様に,都心(天神)を中心と

して福岡都市圏を北,北東,丸　- ・北西方向に8セクターに区分し,現住地の位置する

セクターを居住セクター,その両側を隣接セクター　CBDに関して居住セクターと対置する

セクターを対向セクター,都市圏内の残りのセクターを他セクターとし,都心から1km以内

を中心地域とした.また,対向セクターには現住地と正反対のセクターに隣接するセクタ
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-も含めた.

その結果,全体でみると各セクター間の移動は,居住セクター内での移動が29.5%,防

接セクターからの移動が20.6%,この3つのセクター内での移動は約半分を占め,先の短距

離移動の卓越と共に移動方向の偏俺も確認できる.以下では,この移動方向の偏俺が,現

任地の位置や居住者の属性により如何なる様相を持つのかについて分析し考察を行う・

①都心からの距離帯別移動傾向

都心から距離帯別に移動傾向をみると,表Ⅴ-2-3に示すように,いずれの距離帯におい

ても居住セクター内と隣接セクターからの移動比率が高く,移動方向の偏俺を確認するこ

とができる.しかし,都心から4km以上離れた位置にある棟においては居住セクター内での

移動の卓越もみられるが,対向セクターからの移動も比較的多く,方向偏俺はそれほど強

いとはいえない.また,都心から2km以内の都心周辺地域の棟では居住セクター内での移動

が少なく,またこの地域での移動においてのみ,中心地域からの移動がみられる・これは,

都心周辺に居住している世帯はそこに就業地があることが多く,利便性を重視して都心周

辺地域内で移動する傾向のあることを示している.

都市圏外からの移動は,都心から2-3km帯と3-4km帯において多い.都市圏外からの移

動の大部分は転勤世帯の移動であるが,利便性の良い都心周辺地域がその受け皿といえる・

以上の結果から全体的傾向として,都心からの距離が増すほど居住セクターからの移動

が増加し,福岡市においても広島市での結果と同様に方向偏俺が確認できた.しかし,福

同市での結果では距離帯による隣接セクターからの移動の差異は小さく,また対向セクタ

ーからの移動は多い.これは,福岡市の方が広島市に比べて東西間を結ぶ公共交通機関が
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表∨-2-3　都心からの位置(距離・方向)別移動傾向(由井;1989, p.109)
(単位:%)

居 住 隣 接 対 向 中 心 都 市 圏 内 都 市
計

セ ク ター セ ク タ ー セ ク ター 地 域 他 セ ク ター 圏 外

距
2 k m 未 満 23 .9 2 3 .9 13 .4 7 .5 14 .9 16 .4 10 0 .0

2 - 3 k m 30 .4 21 .7 8 .7 0 .0 8 .7 30 .4 10 0 .0

痩
3 ~ 4 k m 23 .8 9 .5 19 .0 0 .0 4 .8 42 .9 10 0 .0

4 k m 以 上 38 .3 2 1 .7 16 .7 0 .0 8 .3 18 .3 100 .0

計　　　　　29.5　　　　20.8　　　14.5　　　　2.9　　　10.4　　　　22.0　　　100.0

方
莱 4 6 .2 7 .7 15 .4 0 .0 0 .0 3 0 .8 100 .0

南 2 6 .6 27 .8 ll .4 2 .5 8 .9 22 .8 10 0 .0

向
西 2 9 .6 16 .0 17 .3 3 .7 13 .6 19 .8 10 0 .0

アンケート調査より作成

表V-2-4　世帯の属性別移動傾向(由井;1989, p.110)
(単位:%)

居 住 隣 接 対 向 中 心 都 市 圏 内 都 市
計

セ ク タ ー セ ク タ ー セ ク タ ー 地 域 他 セ ク タ ー 圏 外

住

宅

( 持 ち 家 ) 34 .4 2 5 .0 1 3 .3 3 .1 14 .1 10 .2 10 0 .0

距 経 常 別

2 k m 未 満 2 3 .4 2 9 .8 14 .9 6 .4 19 .1 6 .4 10 0 .0

所
2 ~ 3 k m 5 8 .3 2 5 .0 0 .0 0 .0 8 .3 8 .3 100 .0

3 ~ 4 k m 29 .4 l l .8 2 3 .5 0 .0 5 .9 2 9 .4 100 .0

有
4 k m 以 上 40 .0 26 .0 12 .0 0 .0 14 .0 8 .0 100 .0

( 借 家 ) 25 .9 l l .1 l l .1 3 .7 3 .7 4 4 .4 100 .0

世
3 0歳 未 満 23 .1 23 .1 0 .0 0 .0 7 .7 4 6 .2 100 .0

帯 3 0能 代 23 .6 18 .2 12 .7 0 .0 2 3 .6 2 1 .8 100 .0

主
4 0歳 代 30 .2 2 5 .6 4 .7 4 .7 14 .0 20 .9 100 .0

の

午

5 0歳 代 36 .1 l l .1 ll .1 8 .3 13 .ら 19 .4 100 .0

齢
6 0 巌 以 上 33 .3 2 9 .6 18 .5 0 .0 3 .7 14 .8 100 .0

B e

サ ー ビ ス 39 .1 13 .0 17 .4 0 .0 13 .3 17 .4 10 0 .0

管 埋 戟 24 .6 10 .8 12 .3 4 .6 9 .2 38 .5 10 0 .0

専 門 戟 2 9 .5 2 5 .0 13 .6 0 .0 18 .2 13 .6 10 0 .0

莱 自由 業 15 .8 15 .8 15 .8 15 .8 26 .3 10 .5 100 .0

技 能 工 18 .2 6 3 .6 0 .0 0 .0 18 .2 0 .0 100 .0

居

住

期

間

1 年 未 満 3 0 .8 15 .4 20 .5 2 .6 7 .7 2 3 .1 100 .0

1 - 2 ^ 19 .5 22 .2 9 .8 0 .0 1 7 .1 3 1 .7 100 .0

3 ~ 4 # 25 .6 25 .6 14 .0 2 .3 18 .6 14 .0 100 .0

5 - 9 年 38 .5 15 .4 7 .7 7 .7 ll .8 19 .2 10Q .0 ▼

10 年 以 上 55 .6 22 .2 l l .1 22 .2 ll .1 l l.1 100 .0

アンケート調査より作成
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発達しているため,交通の利便性がCBDを越えた移動を容易にさせたためと思われる・

②都心からの方向別移動傾向

いずれの方向においても居住セクター内と隣接セクターからの移動が多いが,特に東方

向のセクターでは居住セクター内での移動が半数近くを占め,また対向セクターや都市圏

外からの移動に特色がある.この理由として,東方向のセクターでは距離が増すほど東側

に山地,西側に海が迫り,地形の制約が働くことが考えられる.他方,両方向と西方向の

セクターでは,ほぼ同様の移動傾向を示すが,前者では隣接セクター,後者では対向セク

クーや都市圏内他セクターからの移動が他の方向に比べて多い.

③世帯の属性別移動傾向

住宅の所有別にみると,表Ⅴ-2-4に示すように,持ち家居住世帯の移動は居住セクター

内での移動が最も多く,隣接セクターからの移動をも合わせると60%近くを占める・他方,

借家居住世帯の移動は,居住セクターからの移動が多いものの,隣接セクターからの移動

が少なく,合わせても37%にすぎない.この結果から,持ち家居住世帯の移動は借家居住

世帯に比べて方向偏侍が強いといえる.また,都市圏外からの移動は持ち家居住世帯では

少ないが,借家居住世帯では40%を越え,借家の中高層集合住宅は,永続的に居住するこ

との少ない転勤による都市圏外からの移動者を一時的に収容する役割を持っているといえ

る.

世帯主の属性(年齢,職業,居住年数)別に移動傾向をみると,世帯主の年齢層別では,

40歳代, 50歳代, 60歳以上の中高年齢層の世帯は, 30歳未満や30歳代の若年世帯に比べて

居住セクター内での移動が多い.特に若年世帯で都市圏内他セクターや都市圏外からの移
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動が多く方向偏侍が弱いのに対して, 60歳以上の高齢者世帯には居住セクターと隣接セク

タ-からの移動が卓越し,方向偏侍が強い.

世帯主の職業別にみると,商工業・サービス業就業者世帯の移動に居住セクター内での

移動が多く,管理的職業,専門的職業就業者世帯の移動においても同様である.技能・労

務的職業就業者世帯の移動は,前章の分析で明らかになったように長距離移動の卓越した

ものであるが,隣接セクターからの移動が60%以上を占め,居住セクターと合わせると80

o/o以上がこれら3つのセクター内での移動となる.商工業・サービス業就業者世帯の移動は,

広島市においては中心地域からの移動に特色があったが,福岡市においては自由業就業者

世帯に中心地域からの移動が多い.全体的にみると,都市圏内の移動は就業地の変化がな

いため,市街地内部にとどまることにより職住近接傾向を示す.都市圏外からの移動は,

広島市での結果と同様に管理的職業就業者世帯において多く,転勤によるものである・

現住居での居住年数別にみると, 1年未満の世帯で居住セクター内での移動が多いことを

例外として,居住年数が長いほど居住セクターからの移動が多くなり,移動方向の偏俺が

強くなる.特に10年以上居住している世帯では,半数以上が居住セクター内での移動であ

る. 10年以上の居住は強い永住希望の現れであり,それだけ既知の地域内の住宅を選んだ

ものと思われる.

④移動角による方向偏債の検定

上述のように,世帯の移動方向には方向偏俺が存在することが明らかになったが,さら

に厳密に方向偏俺をみるために,移動角の測定により移動方向の偏俺を属性別に検定した.

移動角は,図V-2-2に示すように　CBDを頂点に現住地と前住地の間に挟まれる角度をデ
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ィジタイザ一により測定したものである.ただし,同一地域内での移動は移動角を0度とし

たが,測定の際に問題となるのは,現住地あるいは前任地が都心に極めて近い場合に,た

とえ移動距離が短くとも移動角が誇張して現れることである.

移動角の測定結果では,絶対値で45度未満が最も多く,このことからも方向偏俺が確認

できる.都心からの距離帯別にみると,平均移動角は距離によってかなりの差があるが,

t検定によると2-3kmと3-5kmとの距離帯間に有意差がみられるだけである.

都心からの方向別にみると,東方向への移動角は小さく,西方向への移動角は大きく,

両者の間には有意差が確認される.これは,前述のように,東方向に地形による制約が働

いたためであると思われる.

世帯主の属性別に平均移動角をみると,表Ⅴ-2-5に示すように,世帯主の年齢構成別で

は,有意な差がみられなかった.住宅所有別にみても持ち家居住世帯と借家居住世帯との

間に有意な差が認められない.これは,借家居住世帯の住居移動のうち都市圏内での移動

に限ってみると,持ち家世帯と同様に居住セクター内と隣接セクターからの移動が偏って

いたことからも明らかなように,方向偏俺の強い移動と解釈される.世帯主の学歴別では,

高卒者世帯に比べて大卒者世帯の移動角が大きい.これは職業とも関連し,高卒者の多い

商工業・サービス業就業者世帯に居住セクター内と隣接セクターからの移動が多かったこ

とにつながる.

福岡市での居住年数別にみると,調査時の1年以上前から福岡市に居住していた世帯と1

年未満の世帯では顕著な差がみられ,前者は後者に比べて移動角が小さく,有意差が認め

られる.古くから福岡市に居住している世帯ほど移動角は小さく,移動方向の偏俺が強い
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表V-2-5　居住者の属性別平均移動角のF検定とt検定(由井; 1989. p.112)

(a)牡荷主の年齢
*: 5%水準で有意

ft
平均

( k m
S . D

3Q 妓 代 40 鼓 代 50 鼓 代 6 0 故 以 上 ′

F 値 t 値 F 値 t 値 F 値 t 値 F 値 t 値

30 歳 未 満 57 .92 5 3 .43 1 .26 - 0 .45 1 .l l 0 .ll 1 .00 - 0 .03 1 .14 0 .5 7

30 歳 代 66 .38 5 9 .88 1 .14 0 .8 5 1 .2 6 0 .63 1.43 1.4 1

40 歳 代

50 歳 代

6 0 歳 以 上

55 .83

58 .43

47 .60

56 .19

53 .40

50 .0 3

1 .ll - 0 .2 1 1.26

1 .14

0 .6 0

0 .8 1

(c)世帯主の学歴

平均
(皮 ) S .D F 値 t M

高 卒 4 7 .48 50 .85 1 .28 - 1 .9 8*

大 卒 64 .68 57 .6 1

(d ) 福 岡 市 の 居 住 年 致

居 住 年 数
平 均

(k m
S . D

19 80 年 以 降 197 5 年 以 降 19 65 年以 降 19 65 年 以 前 ′

F 値 t 値 F 値 t 値 F 値 t 値 . F 値 t 値

2 .2 5* 1 .90 * 2 .5 2* 2 .00 * 2 .53 * 1 .6 1 3 .15 *
19 85 年 以 降 137 .50 4 0 .3 1 1 .95

19 80 年 以 降 70 .4 5 56 .24 1 .02 0 .70 1 .03 0 .72 1 .2 1 2 .32 *

19 7 5年 以 降

1 96 5 年 以 降

196 5 年 以 前

60 .9 7

60 .4 6

4 5 .26

55 .6 2

56 .9 9

5 1 .0 7

1 .0 5 0 .03 1 .19

1 .2 5

1 .32

1 .26
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ことがわかる.この理由として居住年数が長いほど地域-の愛着が強くなること,既知の

地域内で移動する傾向にあることなどが考えられる.

⑤住居移動の空間的パターンの模式化

以上から,調査対象となった福岡市における中高層集合住宅居住者の住居移動の空間的

パターンを模式化すると,以下のようになる.

都心からの距離帯別にみると,都心から2km未満でも居住セクター内と隣接セクターから

の移動が多く,方向偏俺は認められる.しかしそれよりも4km以上の距離帯では居住セクタ

-内での移動は40%近くを占め,都心周辺地域に比べて方向偏侍は強い.

世帯の属性別に模式化を行う場合,前節の広島市での事例研究では世帯の属性が同じで

も,都心周辺地域と市街地縁辺地域との住居移動パターンは異なり,福岡市でも同様のた

め都心からの距離別に住居移動の空間的パターンの模式化を試みる.

住宅の所有別では,持ち家居住世帯では都心周辺において方向偏侍が弱く,都心からは

なれると居住セクター内での移動が卓越する.一方,借家居住世帯では都心からの距離に

関係なく居住セクター内と都市圏外からの移動が多い.特に,都心から離れた地域の借家

居住世帯では都市圏外からの移動が多く,これらを模式化すると図V-2-3に示すようにな

る.

世帯主の年齢層別では, 30歳代の若年世帯と40歳代の壮年世帯, 60歳以上の高齢者世帯

を例に模式化すると,図Ⅴ-2-4に示すように, 30歳代の世帯では都心からの距離に関わら

ず弱い方向偏俺ながらも居住セクター内と隣接セクターからの移動が多い. 40歳代と60歳

以上の世帯では都心地域での方向偏侍は弱いが,都心から4km以上離れると居住セクター内
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図V-2-3　住宅所有別移動パターンの模式図(由井; 1989, p.112)

li0歳以上

市街地縁辺

(凡例は第4図に同じ)

国V-2-4　世帯主の年齢層別移動パターンの模式図(由井; 1989, p.113)
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での移動は半数近くを占め,方向偏俺は強い.

以上のことから,調査対象の中高層集合住宅居住者の住居移動は以下のようにまとめる

ことができる.すなわち,都心周辺地域での方向偏俺の弱さと,都心から離れた地域での

方向偏侍の強さは,広島市での事例と同様であり,また,若年世帯や管理的職業就業者世

帯,そして借家居住世帯においては都市圏外からの移動に特色があることは,中高層集合

住宅への住居移動の独特のものといえる.

このように都市内住居移動における方向偏俺は,居住地により異なる.これはアダムズ

(Adams;1969)による研究を始めとして,方向偏俺に関する研究が都市内部から郊外への外

方移動を対象としていることとは異なり,市街地内部における移動を対象としたためであ

る.アダムズモデルの検証ではジョンストン(Johnston;1972),ドナルドソン・ジョンスト

ン(Donaldson and Johnston;1973),フォード・スミス(Ford and Smith;1981)は方向偏侍を

確認しているが,ブラウン・ホルムズ(1971)やドナルドソン(Donaldson;1973)は,中小規

横の都市と郊外方向以外には,方向偏俺が認められないことを明らかにした.市街地内部

に限られる中高層集合住宅への移動においても中心地域での移動方向に偏侍が弱く,この

ことが確認された.

6.都市内部の居住特性との関係

従来,近隣地域の居住特性と都市内住居移動との関連については,シモンズ(Simmons;1

968),クラーク(Clark;1970;1976;1981),ショート(Short;1978)などによりなされており,

移動者は現住地の社会経済的な地位と同等あるいは上方への移動を志向することが明らか

になっている.また,因子生態学による社会地域の区分と住居移動との関係については,
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カドワラダー(Cadwallader;1979, 1982),ビーガン(Beguin;1982)や森(1980)などによりな

されているが,斉藤(1977)は,その試みは住居移動に関する説明の補助的手段としては役

立つが,それのみでは全てを説明することはできないと指摘した.またクラーク(1976)は

同じ社会的地位の地域内での移動の卓越から地域の社会経済的地位の影響を認めたが,そ

れ以上に住宅価格などの経済的要因を強調している.

しかしながら,行動論的観点にたつ研究においてもブラウン・モアモデルを始めとして,

住居移動と居住地域特性との関連性は注目され,前住居からの移動理由に近隣地域の社会

経済的特性の影響が反映され,新居の探索行動にも近隣地域の社会経済的地位の評価と影

響が深く関連するとされている.

ところで,中高層集合住宅居住者の住居移動は市街地内部に限定されるため,郊外と都

心周辺との地域間の対比ほど居住特性に明瞭な差異がないため,必ずしも居住特性に影響

された移動になるとはいえないかも知れない.また,中高層集合住宅居住者は近隣の旧住

民と融合することは少なく,利便性と住居そのものの評価より,近隣の居住特性に対して

過小評価する可能性もある.しかし,住居移動の際に移動先の居住特性を全く無視した選

好はありえないため,移動による居住特性の変化をみることにより住居選好についての考

寮ができる.

以下では, 1980年国勢調査結果から統計区単位の資料を用いた因子分析により,居住特

性からみた地域構造を捉え,前住地と現住地との居住特性の比較をした.表V-2-6に示す

ように, 1980年国勢調査結果から年齢構成,居住年数,産業別就業人口構成,世帯人員別

世帯構成,住宅所有状況,通勤・通学状況に関する29変数を用い,バリマックス回転によ
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表V-2-6　入力変数と因子負荷量および寄与率(由井; 1989, p.114)

入 力 変 致 . 平 均 第 1 因 子 第 2 因 子 第 3 因 子

性 比 ( % ) 49 .1%

0 .5 02

0 .6 1 5

- 0 .77 4

- 0 .54 7 - 0 .50 8

0 .44 4

9 歳 未 満 人 口 比 率 (% ) 16 .2

10 - 14 歳 人 口 比 率 (% ) 7 .0 - 0 .56 8

15 - 2 4 歳 人 口 比 率 (% ) 16 .7 0 .54 5

0 .6 50

0 .8 34

- 0 .7 0 1

30 - 3 9 鼓 人 口 比 率 (% ) 17 .8

4 0 - 4 9 歳 人 口 比 率 (% ) 13 .1

5 0 - 5 4 歳 人 口 比 率 (% ) 9 .4

65 歳 以 上 人 口 比 率 (% ) 7 .0 - 0 .668 0 .54 1

0 .5 10

0 .6 64

0 .8 5 1

出 生 時 か ら の 入 居 比 率 (% ) 、11 .6 - 0 .86 1

19 6 4 年 以 前 か ら の 入 居 比 率 (% ) 10 .6 - 0 .73 8

0 .44 5

19 6 5 - 69 年 の 入 居 比 率 (% ) 8 .1

19 70 - 75 年 の 入 居 比 率 (% ) 2 0 .6

19 7 5 - 8 0 年 の .入 居 比 率 (% ) 4 9 .1 0 .78 8

雇 用 者 比 率 ( % ) 7 9 .7 0 .56 8

-0 .89 9

- 0 .6 1 1

粗 設 業 . 製 造 業 就 業 者 比 率 (% ) 22 .8

卸 . 小 売 . 金 敵 . 不 動 産 業 (% ) 4 1 .0

サ ー ビ ス 業 就 業 者 比 率 (% ) 2 3 .6

公 務 就 業 者 比 率 (% ) 3 .7

完 全 失 業 者 比 率 (% ) 1.5

非 労 働 力 人 口 比 率 (% ) 29 .7

1 人 世 帯 比 率 (% ) 26 .7

2 人 性 帯 比 率 (% ) 18 .2

3 , 4 人 陛 帯 比 率 (% ) 42 .4

持 ち 家 事 (% ) 37 .4 - 0 .5 24

0 .9 6 1

公 営 . 公 団 住 宅 比 率 (% ) 14 .2 0 .55 8 ▼

0 .5 6 1

民 営 借 家 比 率 (% ) 39 .6

高 齢 者 夫 婦 世 帯 比 率 (% ) 2 .1

自 区 内 通 勤 者 比 率 (% ) 44 .3

自 市 内 他 区 通 勤 者 比 率 ( % ) 36 .6

固 有 値 7 .7 6 5 .6 6 2 .7 6

寄 与 . 率 (% ) 35 .6 26 .0 12 .7

累 捕 寄 与 率 (% ) 35 .6 6 1 .6 74 .3

資料: 1980年国勢調査結果

-　559　-



る因子分析の結果,第1因子として年齢構成や入居時期などと関連性の深い家族状況を示す

因子が抽出された.この因子は正の負荷量には比較的若い世帯と関連した変数,負の負荷

量には古くから居住している高齢者世帯に関連した変数の因子負荷量構成となる.第1因子

の因子得点は,図Ⅴ-2-5に示すように,都心部と都心から約5kmの郊外住宅地に同心円上に

分布し,若年世帯の集中がみられる.一方,都心周辺と都心から離れた郊外には負の得点

が分布し,高齢者世帯の多い地域である.

福岡市内での移動を対象として移動前後の居住地の因子得点の変化をみると,表Ⅴ-2-7

に示すように,移動前後における因子得点の大きな変化はあまり見られず,同レベルの因

子得点間の移動が大部分である.つまり,若年世帯は同じような若年世帯の多い地域に移

動し,また,高齢者世帯も同様に高齢者世帯の多い地域へと移動するのである.すなわち,

このような移動傾向は,同じ年齢階層の集中化を生みだしているといえる.これは,世帯

の経済的状況にも反映され,住宅費に対する世帯の負担能力も関連していると思われる.

つまり,都心周辺の古い住宅地に居住していた世帯は,住宅の売却によりそれに見合うだ

けの中高層集合住宅を購入でき,一方,若年世帯はその収入に見合うような地域を選好す

る.

都市内住居移動においての従来の研究と同様に,居住特性の評価に関していくらかの示

唆を得たが,分析の課題としては,因子の説明量が少ないことと,実際目に見えない居住

特性が如何に住居移動と関わるのか不明であり,実際の移動に関連すると思われる土地利

用や町並み,公園などの地域のイメージを作り上げるハードとソフトの両因との関連性が

把握できなかったことである.
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国V-2-5　第1因子の得点分布(由井;1989, p.115)

表V-2-7　現住地と前住地の因子得点の変化(由井; 1989. p.116)
(単位:%)

前 任 地 の 因 子 得 点

2 .0 、 - - 1 .0 - 0 .0 - 1 .0 - 2 .0 -3 .0 計

現 - - 2 .0 68 .5 1 .4 ll .0 0 .0 9 .6 9 .6 3 5 .4 '

住 ~ - 1 .0 16 .7 6 6 .7 5 .6 5 .6 0 .0 5 .6 8 .7

也

の
~ 0 .0 ′ 4 .0 0 .0 78 .0 4 .0 8 .0 6 .0 24 .3

因 ~ 1 .0 4 .2 0 .0 0 .0 97 .5 0 .0 8 .3 l l.7

千

梓
~ 2 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 -0 100 .0 0 .0 I .0

点 - 3 .0 2 .6 0 .0 2 .6 10 .3 0 .0 84 .6 18 .9

計 2 7 .7 6 .3 23 .8 13 .6 6 .3 22 .3 10 0 .0
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7.住居移動理由と新居の選択

移動行動における意志決定のプロセスについては,ブラウン・モア(1970)によるアプロ

-チが知られている.そのモデルによると,住居の移動は移動決定段階と再立地決定段階

の2段階からなり,さらに後者は新居の探索行動とその評価からなる.その検証例について

は,前節に示した.中高層集合住宅居住者の住宅選択は,選好対象とする住居の種類を限

定し,また戸建て住宅ほど住宅そのものの違いは大きくないため,移動先の地域も市街地

内部に限定され,一般的に利便性を追求した選好となりがちである.本節では,前住居か

らの移動理由と現住居の選択理由から,調査対象となった中高層集合住宅居住者の住居移

動における意志決定について,ストレスの種類や住居の選択に重要な条件について考察す

る.

①住居移動の理由

前住居の移動理由は,前節と同様に「その他」の理由が多く,選択肢の設定が不十分で

あった.しかし,表V-2-8に示すように「転勤」による移動が約3分の1を占め,次いで世

帯の外的要因である「交通や買物の不便」 , 「居住環境の悪さ」 ,世帯の内的要因の「子

供の成長」となっている.これらを世帯の属性別にみると,以下のようになる.

世帯主の年齢層別では,いずれも転勤を理由として移動した世帯が多い.若年世帯や壮

年世帯では子供の成長期を迎えているため,世帯の内的要因による移動が多く,職業別で

は労務・技能的職業就業者や商工業・サービス業就業者世帯も同様である.一方,転勤な

どの世帯の外的要因は年齢層と関係は少なく,高学歴世帯や管理的職業就業者世帯に多い.

これは同様に支店経済下にある広島市においても明かとなったことであり,他の都市圏か
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(単位:%)

結 婚
- 子 供 の 子供 の 悪 い 交 通 の 仕 坤 .

そ の 他
誕 生 成 長 , 環 境 不 便 転 勤

午
30 歳 未 満 10 .5 0 .0 5 .3 15 .8 5 .3 36 .8 42 .1

齢
30 歳 代 14 .8 1 .6 19 .7 9 .8 4 .9 32 .8 29 .5

階
40 歳 代 2 .0 2 .0 2 0 .0 12 .0 10 .0 26 .0 36 .0

局
50 能 代 0 .0 0 .0 15 .9 4 .5 15 .9 36 .4 38 .6

60 歳 以 上 0 .0 0 .0 6 .7 16 .7 2 6 .7 20 .0 60 .0

学

歴

中 卒 0 .0 0 .0 0 .0 3 3 .3 33 .3 0 .0 66 .7

高 卒 2 .7 0 .0 14 .9 13 .5 13 .5 2 1 .6 48 .6

大 卒 8 .1 1 .6 16 .9 8 .9 10 .5 35 .5 33 .9

居
1 年 未 満 1 2 .2 0 .0 14 .6 7 .3 12 .2 29 .3 34 .1

住
1 ～ 2 年 5 .7 0 .0 15 .1 3 Q.O 7 .5 49 .1 32 .1

午
3 ～ 4 年 2 .i 2 .1 10 .4 2 5 .0 10 .4 22 .9 45 .8

致
5 - 10 年 8 .1 2 .7 16 .2 10 .8 2 1 .6 16 .2 43 .2

10 年 以 上 0 .0 0 .0 2 4 .0 4 .0 8 .0 32 .0 48 .0

敬

策

商工 .サ ー ビス 3 .6 0 .0 3 2 .1 17 .9 3 .6 10 .7 42 .9

自 由 業 0 .0 0 .0 15 .8 10 .5 15 .8 3 1 .6 52 .6

管 理 職 0 .0 1 .4 ll .0 5 .5 15 .1 47 .9 3 1.5

専 門 職 12 .2 0 .0 18 .4 8 .2 8 .2 28 .6 34 .7

技 能工 . 労 務 3 1 .3 0 .0 0 .0 18 .8 6 .3 12 .5 4 3 .8

無 戟 0 .0 0 .0 1 5 .8 15 .8 2 1 .1 15 .8 63 .2

表V-2-8　世帯の属性別にみた前住地からの移動理由(由井; 1989. p.117)

らの転勤を理由とした移動の収容先として,中高層集合住宅が重要な役割を果たしている

といえる.この理由として,再移動の可能性が高く,持ち家傾向にない転勤族にとって借

家の戸建て住宅のストックは少なく,しかも賃料は高い.それに対して中高層集合住宅に

はそれらの大量のストックと分譲であっても会社が借り上げて社宅として利用できるなど

の融通性があることが挙げられる.

前任地の居住環境への不満を理由とするものは,年齢別では若年世帯と高齢者世帯にお

いて高く,商工業・サービス業,技能・労務的職業就業者と退職後の無職の高齢者世帯で

も重要な理由とされている.また,利便性に対する評価はどの属性でも高いが,管理的職

業就業者世帯で重視され,若年世帯では住宅価格の点から利便性を追求できないようにな

っている.一方,高齢者世帯では利便性と居住環境の両方を重視した移動理由である.
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表V-・2-9　世帯の属性別にみた現住居の選択理由(由井; 1989. p.118)

(単位:%)

前 任 地 交 通 の サ サ K 買物 に 子供 の 広 い 良 . い 価 痛 が 社 会 の 公 庫 の 持 ち家
そ の 他

に 近 い 便 利 近 い 便 利 教 育 間取 り 環 境 適 当 信 頼 対 象 希 望

年

齢

30 歳 未 満 10 .5 5 7 .9 4 7 .4 3 1 .6 10 .5 10 .5 15 .8 21 .1 2 1 .1 5 .3 0 .0 2 6 .3

30 歳 代 4 .9 8 2 .0 4 2 .7 2 7 .9 23 .0 19 .9 26 .2 32 .8 34 .4 23 .0 26 .2 14 .8

40 歳 代 18 .0 90 .0 4 6 .0 4 0 .0 22 .0 14 .0 22 .0 38 .0 28 .0 14 .0 18 .0 10 .0

50 能 代 17 .8 8 6 .7 4 0 .0 4 4 .4 20 .0 8 .9 15 .6 17 .8 17 .8 4 .4 17 .8 l l .1

60 歳 代 3 .3 7 0 .0 13 .3 3 6 .7 0 .0 16 .7 20 .0 40 .0 30 .0 0 .0 20 .0 20 .0

居

住

年

致

1 年 未 満 9 .8 7 3 .2 2 9 .3 2 6 .8 7 .3 19 .5 17 .1 26 .8 3 1 .7 2 2 .0 14 .6 19 .5

1 - 2 * 1 .9 7 7 .4 4 7 .2 3 2 .1 1 5 .1 15 .1 32 .1 30 .2 28 .3 l l .3 18 .9 18 .9

3 - 4 年 14 .6 8 3 .3 4 3 .8 3 9 .6 20 .8 16 .7 20 .8 27 .1 25 .0 1 2 .5 20 .8 18 .8

5 - 10 年 16 .2 8 3 .8 3 5 .1 3 5 .1 18 .9 10 .8 10 .8 29 .7 24 .3 8 .1 2 1 .6 5 .4

10 年 以 上 19 .2 .5 3 4 .6 5 3 .8 30 .8 7 .7 19 .2 46 .2 26 .9 0 .0 19 .2 7 .7

学

磨

中 卒 0 .0 100 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 33 .3 33 .3 0 .0 0 .0 0 .0

高 卒 18 .7 8 5 .3 3 0 .7 26 .7 18 .7 8 .0 16 .0 30 .7 25 .3 8 .0 24 .0 14 .7

大 卒 6 .5 7 7 .4 4 5 .2 4 2 .7 17 .7 19 .4 25 .0 3 1 .5 27 .4 14 .5 16 .1 14 .5

J$

m

商工 .サ ー ビス 14 .3 7 8 .6 2 8 .6 2 5 .0 1 7 .9 17 .9 2 1 .4 32 . 32 .1 2 1 .4 25 .0 14 .3

自 由 業 15 .8 6 3 .2 3 1 .6 4 2 .1 10 .5 2 1 .1 10 .5 3 1 .6 3 1 .6 5 .3 15 .8 3 1.6

管 理 職 12 .2 8 2 .4 4 0 .5 4 0 .5 28 .<< 9 .5 20 .3 20 .3 16 .2 5 .4 16 .2 14 .9

坤 El1 職 8 .2 8 3 .7 4 9 .0 3 6 .7 1 2 .2 20 .4 26 .5 40 .8 36 .7 16 .3 20 .4 4 .3

技 能 労 務 12 .5 8 7 .5 5 0 .0 2 5 .0 0 .0 6 .3 18 .8 3 1 .3 3 1 .3 25 .0 25 .0 6 .3

無 職 5 .3 7 8 .9 15 .8 3 6 .8 10 .5 10 ㌧5 2 1 .1 36 .8 26 .3 0 .0 0 .5 10 .5

②現住居の選択理由

世帯の現住居に対する選択理由は,世帯の属性別にみると表V-2-9に示す通りである.

全体的にみて, 「交通の便」 , 「職場への近さ」 , 「買物の便利さ」などの利便性に対す

る評価が高く,市街地内部の利便性の良い地域に立地する中高層集合住宅の長所が高く評

価されている.従って,利便性に対する評価には世帯の属性による違いはみられず,職住

近接傾向で短距離移動の卓越する商工業・サービス業就業者世帯においても特別評価が高

いわけではない.

居住環境に対する評価は,概して高くなく,それよりも住宅価格や販売会社の信頼に対

する評価が高い.また,住宅価格や住宅金融公庫の融資対象などの経済的条件に対しては,

若年世帯や商工業・サービス業就業者世帯において評価が高い.
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8.小括

本節では,住居移動の空間的パターンと移動プロセスにおける移動決定と移動先の選択

について,昔時の広島市を対象にした事例研究に続いて,福岡市の中高層集合住宅居住者

の住居移動から分析,考察を行った.その結果は,以下のように要約される・

①福岡市内の中高層集合住宅のうち, 22棟, 206票のアンケート調査結果から居住者の属性

を把握した後で,住居移動の移動距離について居住地別,世帯の属性別に平均移動距離の

違いを検定した.

都市内の住居移動の一般的傾向として,多くの研究で短距離移動の卓越が明らかにされ

ているが,本研究においても都市圏内の移動に限ってみると,同一地区内での移動の多さ

に加えて近隣地域からの短距離移動が卓越しており,移動距離の偏侍が認められる.これ

を都心からの距離帯別にみると,有意差は認められないが,都心から2-3km, 5-10kmの距

離帯で分散が大きく,短距離移動と長距離移動の混合した移動により構成されているとい

える.また,都心からの方向別では,東方向での移動は長距離で,地形的制約から近隣地

域よりも都市圏内の他地域からの移動が多いことが影響している.

世帯の属性別にみると,世帯主の年齢層別では有意な差はみられないが,若年世帯の平

均移動距離は他の年齢層に比べて長距離である.また移動距離の標準偏差値は,高齢にな

るほど小さくなり,高齢者世帯の移動は居住地に対する愛着から短距離移動に偏るといえ

る.世帯主の職業別では,地域との密着性を重視する商工業・サービス業就業者世帯や白

由業就業者世帯に短距離移動が卓越し,広島市における研究結果と同様の結果を得た.シ

モンズ(1968)やジョンストン(1969)などの外国の諸都市における事例研究では,社会的階
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層が高いほど長距離移動が卓越することが明らかにされているが,学歴で代用してみると

同様に高学歴者ほど長距離移動が多い.

②都市内住居移動の空間的パターンからセクター別の分析と移動角の検定により,移動方

向に偏侍が確認された.セクタ一別移動傾向の分析では,居住セクター内と隣接セクター

からの移動が合わせて半数以上を占め,移動方向に偏俺の存在することが明らかになった.

住居移動の方向偏侍は,都心周辺地域に比べて都心から離れた地域の居住者ほど強い傾向

にあり,また,高齢者ほど居住セクター内での移動が多く,方向偏侍が強い.居住年数別

では,長期間の居住者ほど方向偏俺の強いことが明かとなった.これらの方向偏俺を平均

移動角から居住地別と属性別にt検定とF検定により違いをみた結果,居住地及び世帯の

属性による移動角の相違を確認した.

③1980年国勢調査結果をもとに因子分析を行い,統計区単位で居住特性からみた地域構造

を明らかにした.その結果,第1因子として家族状況に関する因子が抽出され,移動前後に

おける居住地の因子得点変化をみると,同レベルの因子得点をもった地区間の移動が大部

分を占めることが明かとなった.つまり,移動前後に因子得点の変化が少ないことから,

若年世帯は若年世帯の多い地域へ,また高齢者世帯は高齢者の多い地域へ移動している・

④ブラウン・モアモデルによる2段階モデルをもとに,前住居からの移動理由と現住居の選

択理由から住居移動のプロセスにおける意志決定の内容について考察した.前住居からの

移動理由では転勤による世帯の外的要因によるものが最も多く,次いで世帯の内的要因で

ある子供の成長となっている.世帯の内的要因による移動は,若年世帯と壮年世帯に多く,

外的要因である転勤による移動では年齢による差はみられず,職業による差異が顕著であ
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現住居の選択理由では,利便性の評価が高く,市街地内部に立地する中高層集合住宅の

特色が高く評価されている.欧米諸国での諸研究で強調されるような社会経済的地位に関

する地域差が顕著でないため,居住環境の評価はそれほど高くない.前節の広島市におけ

る調査結果でも高齢者以外の世帯で同様の結果となったが,これは,調査対象が利便性を

重視して市街地内部の居住地を選ぶことの多い中高層集合住宅居住者に限ったため,利便

性の重視に比べて相対的に評価が低かったと判断できる.また,住宅団地では,周辺地域

から孤立していることが多いために,住宅団地自体の居住環境が評価されることが多いと

思われる.それに対して,市街地内部の集合住宅では,よほど住工混在地域や騒音の激し

い主要幹線道路沿いに立地していない限り,入居者は通勤時間のかかる郊外の住宅団地よ

り利便性の高い市街地内部を選好しているため,相対的に居住環境よりも利便性を重視し

たと考えられる.

広島市と福岡市における中高層集合住宅居住者の居住地移動を調べた結果,共通してい

えることは,上記のような短距離移動の卓越と移動方向に偏侍がみられるという移動バク

-ンの類似性のほかに,中高層集合住宅の建設が市街地内部における居住地移動を活発化

させていることであり,従来の郊外方向への移動の卓越から居住地近隣地域内での移動へ

と導き,移動先の選択肢を多様化させたことである.しかし,郊外からの転入は少ないこ

とからわかるように,中高層集合住宅は一度郊外へ流出した人口を還流させるようには影

聾していないと思われる.
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結論-ハウジング研究の成果と課題-

地理学におけるハウジング研究は,器である建物の分布や開発に関する研究とそのなか

に住む居住者の研究に大きく分けることができる.本論文の各論で嶺塙した内容は主とし

て後者で,主に居住者の特性をもとにした世帯状況の把握である.バージェスらによる研

究以来,これまでの都市内部地域構造研究で明らかにされた居住者の属性に関する研究で

は,郊外方向へと外延的に拡大する住宅開発と都市構造との関係が明らかにされた.特に,

家族状況に関する空間的パターンは,従来の諸研究で明らかにされたように,外方的拡大

を示す都市化との対応から同心円的な空間的パターンをとることが指摘されてきた.この

ような外方向への住宅地の発展形態は,比較的単純な都市構造をつくり出していった.こ

の点においては,わが国の都市においてもアメリカ合衆国の諸都市と同じような都市構造。

が形成されてきたといえる.この要因として,わが国の大都市地域においても,都心から

離れるほど新しい開発となり,遠距離の郊外ほど住宅購入に積極的な若年層からなる世帯

の入居が多いことが考えられる.

さらに,住宅開発の郊外方向への立地展開に加えて,これまでの都市構造が比較的単純

な空間的パターンとなっていたのは,それらの開発方式'(ニ阜鈍のと思われる.すなわち,こ

れまでの同心円的な都市構造をつくり出してきたのは,供給される住宅が比較的均質的で

しかも大量であったことである.そのような住宅供給が,図Ⅵ-1に示すように,等質的な

居住者特性をモザイク状に形成させ,その結果として比較的単純な同心円構造をつくりだ

してきたともいえる.このような視点は,都市の空間形成Ta:大量生産と大量消費の産物と
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するものであり,マクロにみたフォーディズ

%=通ず

るものがある.このように考えると,

大量で等質的な住宅供給とそれに対応した住宅購入者の大量消費社会が今日の都市構造の

形成に与えた影響は,非常に大きく,造成年代別に同一世代を集積させたり,また供給す

る住宅の種類や構造あるいは所有状況や賃料・分譲価格などをコントロールすることによ

って,居住者の社会経済的状況を操作することもできる.その典型的な事例が,千里ニュ

ータウンなどにみられた住区ごとに住宅の種類を分けて供給したミックス・デベロップメ

ントである.

しかしながら,均質的であまりにも単調な住宅供給がもたらした弊書は,イギリスやフ

ランスのニュータウン開発において指摘されてきたように,居住者の属性の均質化による

弊害やそれに伴う公共施設の有効利用の問題などのさまざまな面において出現している・

過去における均質的で大量な住宅供給の反省から,今日のわが国における住宅開発は,さ

まざまな種類の住宅を混在させることにより,さまざまな年齢階層や所得階層の居住者を

計画的に混合させる「ミックス・デベロップメント方式」をとる場合がほとんどである・

この開発方式では,多様な居住者の構成が計画的に誘導され,居住者属性に関する都市構

造の点からみると,今後複雑な空間的パターンが形成されることが予想される・

このミックス・デベロップメント方式による開発は,開発地全体のスケールからみると

戸建て住宅や民間集合住宅,公営住宅など多様な住宅の構成からなり,それに対応した居

住者構成も多様なものとなる.しかしながら,分析スケールを変えてみると,開発地域内

のそれぞれの住宅の種類ごとに均質的なモザイクが形成され,諸外国の研究で指摘された

ような住宅の種類による居住階層の分離の状態が,わが国においても千里ニュータウンの
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事例などで確認されている.

また,今日のわが国の都市構造は,都市内部における中高層集合住宅の供給の増大によ

って複雑化している.これは,地価の高騰や職住近接を求める世帯の需要の増大などによ

り,郊外地域の戸建て住宅より市街地内部の集合住宅を購入する世帯が増加したという側

面と,郊外地域での開発がインフラストラクチャー整備や公共用地提供などの負担があり,

開発業者に利益が少なくなってきた側面がある.住宅購入者による市街地居住の再評価と

ともに,開発業者にとってはインフラストラクチャー整備の負担をせず,それらを周辺市

街地に依存させることで,開発コストのみで利潤率のよい中高層集合住宅の方に魅力を持

ったともいえる.松原(1988)による横浜市での事例のように,マンションが急増した地域

では,児童数が急激に増加したため,学校の施設が許容量を超えるなどの現象が生じ,マ

ンションの開発を制限するなどの対策もとられている.

市街地内部において居住空間が大量に創出されることによって,これまで外方向に限定▼

されていた新規の住宅購入が,図Ⅵ-2に示すように,市街地内部の内方向へも向けられる

こととなった.市街地内部から郊外へ流出した郊外1世代目の子どもは,より外方向の郊

外に住居を求め,住宅団地内の戸建て住宅か公営・公団住宅へと独立していくか,あるい

は市街地内部の中高層集合住宅へと向かう.郊外の戸建て住宅の価格が若年世帯の手が届

かないほど上昇すれば,市街地内部の中高層集合住宅-の移動が多くなる・一方,市衝地

内部の公営住宅では,子どもが独立した後,独居老人となったり夫婦のみとなった借家世

帯が,市街地内部の公営住宅に多く応募し,入居が続くのである・若年世帯の希望が多く

とも市街地内部を希望する高齢者が優遇されるため,郊外の2世代目にあたる若年世帯や
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郊外の公営住宅

図V卜2　居住地移動の概念図
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市街地内部からの若年世帯の入居は少ない.

このような居住地移動は∴世帯の核家族化傾向が継続することによって子どもの世代が

独立することを前提としているが,これまで大量に供給された画一的な住居は,戸建て住

居車こおいても2世代が居住する余裕はあまりないので,子どもの世帯の親の世代からの独

立は継続されると思われる.

このような多様な住宅供給は,今後も継続され,都市構造はこれまでになく複雑に変化

していくと考えられるが,最も重要なのは,さまざまな住宅供給が,都市計画や公的な住

宅供給計画などによりコントロールされていることである.この点において,制度論的な

アプローチが着目されるが,都市構造をどのように創造し,またどのように変えていくの

か,アーバン・マネージャーの役割に着目することも必要である.本研究では,アーバン

・マネージャーの役割については,それの直接的影響下にある公営住宅における居住者特

性の変化をみることで,公営住宅が福祉的役割をもつがゆえに経済的に弱い立場の高齢者

を集中させてしまうという「住宅政策の民(ハウジング・トラップ) 」のメカニズムを明

らかにできた.しかしながら,その他の種類の住宅については,住宅団地などを事例とし

て都市計画の影響についてふれることができなかった.

今後の研究の課題としては,第一に,住宅の種類による居住者特性の違いをさらにタイ

ム・スパンを長くとってみることである.現代の先進諸国の都市における居住地は,自然

発生的なものというより,大部分は郊外ニュータウンや,公的大規模団地,市街地内部の

集合住宅などにみられるような人工的な工作物であるといっても過言ではない・このよう

な住宅地では,家族のライフサイクルの変化にともないどのような変化がみられるのか,
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また,コミュニティ形成など社会的な成熟がみられるのか否か,住民属性の変化以外にも

どのような地域社会の変化となっているのかについてみることも必要である.

第二に,都市内部における住宅供給と都市構造の変化との対応をみることにより,住宅

開発と都市構造との関係におけるアーバン・マネージャーの役割を明らかにすることであ

る.それにより,都市内で行政や民間不動産資本によりコントロールされている居住地の

配置や供給量に関する行政の都市計画や住宅施策の評価を行うことができるからである・

地理学におけるハウジング研究は,最も古くから都市地理学の分野において主要な位置

を占めていたにも関わらず,資料的制約が大きくなかなか研究の進展の困難な分野の一つ

であると思われる.その要因として,第一に研究の源となる資料があまりにも乏しいとい

うことである.総務庁による国家規模の統計である住宅統計は,サンプル調査であり,し

かも都道府県や市町村レベルのマクロレベルやメソスケールでの集計結果しか公表されな

いため,都道府県や都市圏別の比較しかできない.そのため,住宅統計では悉皆調査であ

る国勢調査のような都市内部における諦細な分析は困難である.さらに,国勢調査結果と

別時点で調査が行われるため,居住者特性に関してこれらの統計を関連させることが困難

なことがあげられる.住宅に関する統計は,資産価値やそれにまつわる税金問題,また都

市内部の不良住宅地区間題に関わる複雑な問題を含んでいるが故に,重要な問題であるに

も関わらず,非常にデリケートな問題でもある.第二に,住宅供給の状況が把握できない

ことである.都市圏内におけるサブマーケット別の住宅供給数をとらえることが困難であ

るために,行政単位での概数しか把握できないことである.人々の居住地の選好に対して

どのような市場の状況の影響が出てきたのか,あるいは住宅供給がどのように都市構造の
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変化に影響を与えてきたのかについては分析が困難である.

しかしながら,地理学において都市内の住宅状況や居住者特性とその変化を明らかにす

ることは,これまでの住宅供給や都市計画などに対する政策評価だけでなく,今後の住宅

地開発を考える上でも貴重な資料を提示すると考えられ,ひいては,今後の都市構造をい

かに導いていくのかについても考察することができ,その研究の意義は大きい・
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Housing Geography in Japan: Changing Characteristics of Residents

Yoshimichi YUI

HousingisoneofthemostseriousproblemsinJapaneseurbanareas.
4fe翫not

manygeographicalstudieshavedealtwiththeseproblems.Geographicalstudiestend

toanalyzethepatternofurbanresidentialcharacteristicsandurbanization.Many

Japaneseurbangeographersdidnottrytoclarifythehousingsupplysystemandthe

mechanismofresidentialstructurebecauseofthelackofdata.Housingsupply

systemsareverycomplexandwecangetonlyprefecturaldataonhousing.Thenwe

cannotanalyzeurbanhousingconditionsindetail.Butwecananalyzethe

characteristicsofurbanresidentsbyusingtheNationalCensus.Fromtheviewpoint

ofresidentialstructureanditschangingprocess,wecanonlyapproachthishousing

theme.

InJapan,masssupplyofhousingwasperformedandmaintainedbythe

privatesectorandpublicsector.Mostofhousingmasssupplycomprisesofhousing

estatesinsuburbanareasandresidentialbuildingswhichcontaincondominiumsor

publichousing.Housingestateshaveplayedanimportantroleinsuburbanization.In

mosthousingestateswhichwereconstructedbyprivatesectors,suppliedhousesare

similarstylebecauserealestatescangetmoreinterestthroughstandardizationof

l

housingconstructionandbecausetheneedsandpreferenceofhouseholdsareuniform.

Theconstructionofcondominiumswasstartedbyprivatedevelopersinbuilt-

upareas.Theirconstructioninducedreturnmigrationsandredevelopmentin

establishedareas.Theattractionsofcondominiumsareconveniencetomanyurban

services.Butsomeconstructionsofcondominiumshavedestroyedtheresidential
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environment and some condominiums brought financial troubles upon local

government. Because many residents of condominiums are younger households and

their children increased rapidly, local government must establish many schools in

order to resolve the lack of educational facilities. Recently locations of condominiums

expanded to suburban area because land prices have soared. Some condominiums were

not convenient for their residents.

Public housing is mainly supplied by local government in order to assist lower

income households. Their construction is aided by the national government in order to

resolve serious lack of houses and to perform welfare service. Much public housing is

located in built-up areas. But newly constructed public housing is located in suburban

areas, and locations are isolated from built-up areas. And a serious problem has

occurred in public housing. This is the aging of buildings and of residents.

This study aims to review the studies on housing and to clarify the

characteristics of newly developed residential areas; housing estates, condominiums,

apartment houses and public housing. Furthermoreノthis article tries to clarify the

segregation process in different housing types in Japanese urban area.

This study consists of two parts. In the first part, after defining the term

`housing, the author reviewed the studies on housing from the view point of their

approach and their results or their outcomes. In the next part, there are five chapters.

The first chapter is the overview of Japanese housing conditions. In the second chapter,

in the case of Hiroshima, the author tried to analyze the relationship between the

housing supply and the characteristics of residents who lived in housing estates and

condominiums. In the third chapter, the divisions of resident according to housing type

were analyzed by using National Census. When the housing were supplied similar

kinds in each unit, these supplies standardize the characteristics of their residents, as
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to the family status, family composition and soci0-economic status. In this chapter, the

author aims to clarify how housing supply segregates residential structure. In the

forth chapter, the characteristics of residents in public housing were analyzed in order

to clarify why the concentration of specific households occurred in public housing. Is it

true that housing policy made the social segregation in the city? In the last chapter,

the spatial patterns of migration and the preferences and decision-making process of

residents in condominiums were analyzed. The results are summarized as follows;

The developing process of housing estates in Hiroshima city is divided into

three periods. The firstperiod is before 1969. Most of the housing estates in this period

were developed in the built-up area within 10 km from the city center. Many of them

were small scale, less than 100 houses, and were constructed by public enterprises or

landowners. In the second period which was from 1970 to 1974, many private real

estate companies started to construct large-scale housing estates in suburban areas

more than 10 km from the city center. In the third period, housing estates have been

developed both in the adjacent areas to built-up area and in suburbs far from the city

center.

As the consequence of these constructions, the urban area has enlarged rapidly.

In the neighborhoods of built-up areas, urban sprawl has developed because new

housing estates are contiguous to established ones. On the other hand, in the distant

suburbs newly developed housing estates are isolated. Recently housing estates have
l

been accumulating in the more accessible areas. While large scale housing estates in

distant suburbs form independent communities by establishing schools, hospitals,

parks and stores, the old small scale housing estates which are located in areas

adjacent to built-up areas have depended on the surrounding urbanized areas for such

services.
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The residential structure of housing estates in all of the city region was

clarified by the method of factor analysis. Using 43 variables which represent

residential characteristics and housing conditions, 5 factors were JXf叫. The five

factors are the condition of housing, family status, the state of employment, socio-

economic status and family size. The factorial score which consists of housing

conditions has concentric pattern. Because housing estates were developed outward,

new housing estates located in outer suburbs. The cheaper land price is able to offer

better housing space. So their newly constructed houses in outer suburbs are bigger

than inner ones. Another factors are not so clearly patterns, their patterns show

complexity. But socio-economic factor partly shows a sectoral pattern.

The neighborhoods紬built-up areas show different characteristics from

suburbs. Thus in the built-up areas, many middle-aged householders who live in small

rental houses with their teen-age children are engaged in white collar occupations. In

suburbs where many housing estates are newly constructed, younger householders

who are engaged in blue-collar occupations live in larger houses with their young

children.

The author thinks that residents in housing estates make homogeneous

groups within each unit, because the similarity of supplied houses causes the residents

in housing estates to uniformize their characteristics by dwellers selection system.

Their residential structure shows a spatial pattern more clearly than other types of
°

housing within the city. Because the housing space in housing estates clearly reflects

their economical status, their family status reflects the respective times of their

development.

Recently high-rise residential buildings are increasing in Japanese cities.

Their role more and more important, because residential buildings are able to supply

veto間1
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dwelling space in built-up areas. Rapid increases in residential buildings cause change

in the residential structure of the whole city. Residence in condominiums and

apartment houses is a new life style in Japanese cities, because Japanese did not have

the habit of dwelling in multistoried housing. The purpose of this study is.clarify the

development process of condominiums and the characteristics of residents in

residential buildings in Hiroshima city. The results of this study are summarized as

follows.

There are some areas adjacent to the city center in which the decreasing of

population has stopped and population has begun to increase. Because some private

developers constructed a lot of condominiums in those areas, many home owners

migrated in the neighborhoods of the city center. After 1978, condominiums which were

supplied by private developers have been concentrated in inner-city areas which is

surrounding the CBD. In these areas many land use conversions occurred. For

example, some office怒es and many parking lots were changed to condominiums.
On也e other hand, in the marginal built-up area many warehouses and old apartment

houses were converted into condominiums. The location and quality of condominiums

are different according to their developers, and their environment and housing

conditions are various.

Analyzed by using Census data, it was clear that the age compositions of

residents, family status and occupations of householders vary according to the kinds of

house. So some kind of segregation has appeared from the view point of housing. The

characteristics of residents in condominiums, public housing and company housing for

employees are different from each other.

In rental condominiums, there are many younger households with few

members. But in other type of condominiums which are owned by the resident, many
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middle aged householders live with their family members. In the latter type of

condominiums, the number of household members is larger than in former ones. And

many residents in condominiums are engaged in white collar occupations.

In public housing, there are many elderly people in the adjacent to the central

built-up areas. And the ratio of elderly people who rent old public housing is rapidly

and drastically increasing. One of main reasons is that many residents in public

housing tend to stay a long time because of cheap rents. By contrast, in public housing

which is located in suburbs, the age composition of residents continues to be young. In

both types of public housing, many residents are engaged in blue collar occupations.

And blue collar workers who live in company provided houses are younger than the

clerks who live in officially provided housing.

It is thought that the recent increase of condominiums in built-up areas is

inducing gentrification because many residents in condominiums are white collar with

a high socio-economic status.

From the sample data through questionnaires given to 699 residents in 34

condominiums which were sampled randomly in the built-up region of Hiroshima city,

the characteristics of residents are nearly the same as the results of Census analysis.

And from the sample data, the migration processes and the migration patterns of

residents are clarified. The needs for enlargement of their living space induced

migration. And there were many residents who transferred from other cities because of
l

work transfers. When they purchase their house, they think much about living space,

the convenience of public transportation, access to their work places and convenience of

shopping rather than the quality of the environment. This may be because there is not

a clean differentiation of environmental quality in Hiroshima city.

636



As is mentioned above, it is thought that the increasing of condominiums in

built-up areas will play an even greater role in urban renewal processes. So it is

important to analyze the construction process and characteristics of condominiums,

because we can estimate that the constructions 。f condominiums led佃a change of

neighborhoods in built-up areas.

Housing supply systems have a close relationship to the characteristics of

residents, especially in the sub-market of public housing. Because there are strict

regulations for applicants for public housing, local governments mainly select tenants

in regard to their income conditions. In Japan, public housing owned by municipal and

prefectural governments is generally supplied for households which cannot afford to

buy or rent也eir houses in the private housing market. Japanese public housing

consists of three types; Type 1 house for lower income households, Type 2 for the lowest

も
income households (lower than Type 1) and Type 3丘)r households which have been

displaced from redevelopment areas located in poor quality residential areas.

This study aims to examine the change in characteristics of residents in public

housing and to clarify the cause of this transformation process. For the former aim, the

author used the age data from the National Census in 1970 and 1990, and for the latter

aim, the author attempted to outline mechanisms responsible for the changing

characteristics of residents. The study areas are Hiroshima city, Osaka city and Koto

ward in the Tokyo metropolitan area. In this study, the author tries to clarify the
°

characteristics of residents in public housing in each city and to compare each case

study.

In Hiroshima city, there are about 24,000 publicly owned houses and they are

distributed in all areas of the city. In World War n, Hiroshima city was destroyed

completely by the atomic bomb. The local government had to supply a large number of
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houses for the many victims. Furthermore, the slum which was located adjacent to the

CBD had to be cleared rapidly. Most of the slum people were victims of the war. In

order to resolve these problems, the local government constructed high-rise public

housing near the city center. This project was assisted by the national government.

And after 1960, Hiroshima city experienced rapid economic growth and considerable

in・migration from local region occurred. The shortage of houses was one of the serious

problems. The local government constructed much public housing in suburban areas

because there were cheap land prices.

In 1970, the mode ofchildren's age was under 4 years old, and that of adults was

30-34 years old. These suggest that the residents in public housing consisted of

younger households. In 1990, the compositions of residents'age and family size were

completely different. Three types of transformation patterns are recognized during

these period.

Firstly, the rates of elderly families and single or 2 person (almost elderly

couple) households increased

1k

e 1 and Type 2 public housing in the inner built-up

area. This was caused by the stay of residents for long periods. They hardly ever

moved out because accessibility to the city center in the built-up area is regarded as

important among elderly people, and this also contributed to elderly in-migration too.

This is because the Public Housing Act is favorable to elderly and low income

households in order to provide a welfare service.

Secondly, some public housing located in built-up area is composed of Type 1

only and has few older or small sized families. Less favorable provisions for lowest

income householders and the elderly prevents them from moving into this type of

housing.
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Thirdly, in the suburban areas, aging of residents and decrease in household

members did not became prominent in any types of public housing. In suburbs, most

young families in public housing tend to move out when they grow older, and the elderly

without their own transportation avoid the inconvenience of suburban public housing.

The composition of the labor force status of residents in public housing from

1970 to 1990 had not changed evidently. Regardless of any public housing types, the

employment rates in primary, secondary and tertiary industries remained unchanged

during these period in both the built-up area and suburbs. However the tertiary

industries workers consider accessibility to their working place as one of the most

important factors in selecting their house. The rate for secondary industries was

higher among the residents in all types of suburban public housing.

In the next case study, Osaka city has the largest stock of public housing in

Japan. Because Osaka city is famous as an early industrialized city local government

provided for a lot of migrated people in order to resolve the lack of workers houses. In

this case, there is serious aging in much public housing. Terrible aging occurred in

some old public housing.

In the third case, Koto ward has the second largest stock of public housing in

Tokyo but the ratio of public housing is the highest. And Koto ward locates in the inner

city which is adjacent to the eastern part of the CBD. It contains the second largest

stock of public housing in the 23 wards of Tokyo. And there are many smaller factories
°

and workshops, therefore the land use pattern is a mix of factories and workers

residential areas. After the mid-1950s', the local government in Koto ward supplied a

large amount of public houses for many young households to cope with the serious

housing shortage. The results may be summarized as follows.
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Many younger households, with householders younger than 39 years old and

children under 9, resided in public housing in 1970. But in 1990, the age structures of

residents in public housing showed a different pattern. An extraordinary aging of

residents appeared in some public housing. The same phenomenon has been observed

in the case of built-up areas of Hiroshima city except for the suburban area. Elderly

people without their own transportation tend to avoid inconvenient suburban public

housing. In the case of Koto ward, spatial differentiation of aging in public housing has

not appeared because the study area is too small to research spatial differentiation and

has the homogeneous characteristics of the inner city.

The causes of aging in public housing may be summarized as follows. First,

many residents in public housing were long stayers. When their children grew up and

took employment, many of them moved out of their parents'homes because the houses

were too small to live together in. Therefore the size of household decreased, only the

aged parents were left behind, since public housing is large enough for a couple or

individual to live in, and is cheap to rent. The ratio of aging increased as the result of

the increase in aged parents and the decrease in younger people.

Secondly, for welfare purposes, the Public Housing Act gives priority to lower

income households. In accordance with the Act, the public housing department offers

accommodation to lower income households, which contain many younger households,

older and handicapped people. Most of them stay for long periods except for younger
°

people and some of the older people who were allowed to move into vacant public

housing for welfare purposes. Consequently serious and rapid aging occurred in some

public housing. Thus the Public Housing Act induced the aging of residents. This

mechanism is called "the housing trap". And the government supplied housing for
〃

lower income households induced the concentration of lower income people.
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Aging in public housing has caused the accumulation of a specific social class

which need welfare services. It is important to point out such serious aging in public

housing and clarify its mechanism in order to resolve this social problem.

The supplies of condominiums create and stimulate intra-urban migration m

built-up areas. In the last chapter, the author tries to analyze the spatial patterns of

residents in condominiums and to clarify their decision-making processes in the case of

Hiroshima and Fukuoka city.

In both sample cases, there is distance and directional bias in migration

patterns. Short distance migrations are predominant among residents in

condominiums. Sample residents migrated within the neighborhoods of their previous

dwelling. That is found in the works of Simmons(1968) and Johnston(1969). This

distance bias differs from one group to another according to the attributes of the

household. Younger households move longer distances than older. Because elderly

people avoid to moving out of their familiar region. They are attached to their

neighborhoods. And residents who are engaged in commerce and service industries,

which are well rooted in their localities, move shorter distances than other

occupational groups. And also, distance bias differs according to their residential

location. The further from the CBD, the longer distance migration.

Another migration bias is recognized, too. Intra-urban migration in the

sample case of condominiums residents occurred in the same sector. Their migration
°

within the same sector increases with the distance from the CBD, while migration from

adjacent sector decreases outward. This directional bias of residents near the CBD is

not stronger than that of residents who locate on the fringe of built-up area. And long

term residents in their present houses have a strong directional bias.
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In the case of Fukuoka city; many sample residents migrated within similar

regions. For example, younger households tend to move to regions where many

younger households live, on the other hand, the elderly migrated to the regions where

many elderly households reside in.

Applying the two stage model proposed by Brown and Moore(1970), in the

decision-making process, an uncomfortable and inconvenient environment are major

reasons for moving from the previous house. And remarkably, many sample households

moved due to work transfers.

Since the sample households are located in the built-up areas without clear

regional disparities of socio-economic status, the quality of neighborhood is not

important in their decision to move, although it is important in western European

cities. In the selection of condominiums, the quality of neighborhood is not important,

except for elder household. When many of them select new residence in built-up area,

accessibility to transportation facilities and to work place are very important. But on

the other hand, the quality of the neighborhoods is not so important.

This study stands at the starting point of housing study. Because housing

conditions in Japanese city are getting worse and these problems remain unresolved,

we must continue to try to clarify these problems and their mechanisms.
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あとがき

今から15年前,卒業論文のテーマを松山市の宅地化にしようと森川先生に相談に伺った

ところ,先輩の土居氏(覗,大分大学)と重なるから団地の居住者について調べてみては

どうかと指導を受けた.その当時,なぜ人々は郊外の住宅地へ向かうのかという疑問をも

っていた私は,郊外の宅地開発に加えて郊外の人々の人口学的特徴を明らかにすれば,何

かわかるかもしれないと思い,早速広島市役所の統計課に通って国勢調査資料を転記した.

愛媛の田舎出身の私にとって都市における各種の利便性,特に病院などの充実,映画館や

美術館などの文化的刺激など,多少の住宅の狭さはあっても都市のなかに居住することは

魅力的なことと感じていた.しかしながら,都市住民はこの利便性を捨てて通勤時間を1

時間以上もかけて,しかも渋滞にあったり,息苦しい満員電車やバスを利用するのを覚悟

で郊外に移住している.郊外生活におけるこのような通勤の負担の点や都市的魅力の欠如

などからみると,欧米の諸都市においてみられるジェントリフィケーションは,都市の文

化的魅力が再評価されたものであり,私個人の考えからいえば,都市経済からの説明より

もメンタルな側面からの文化的アプローチの方が説得力を感じる.しかしながら,そのよ

うな不便さにも関わらず,人々は郊外-の流出に殺到している.家を持つことの魅九　地

価の安いところで広い住宅に住むことの魅力,自然に囲まれた生活を好む魅力など,さま

ざまな魅力が郊外生活にあることも説明としてはわかりやすい.

しかし,イギリスのヴィクトリア朝期において郊外への魅力が地主と不動産業者により

創造されたものであり,その社会的背景や経済的背景などについて歴史的に紐解いた文献

-　643　-



を読むにつれて,郊外の宅地開発とそれらへの人々の移動や,市街地内部での集合住宅建

設とそれらへの人々の入居は,いずれももっと大きな枠組みのなかで考える必然性を感じ

た.

その後も市街地内部の中高層集合住宅居住者に関する分析を行い,市街地内部に残り,

都市の利便性を好んだ集合住宅居住者と,郊外へ流出した住宅団地居住者の居住特性を明

らかにした.しかしながら,統計資料から得た結果では,居住地選好の違いは十分に明ら

かにできたわけではない.居住地選好の背後にあって大きな役割を果たしているのは,宅

地開発指導要綱,インフラストラクチャー整備などの行政によるコントロールであり,そ

れらの住宅供給に対する制度的な諸条件に加えて,金融政策などの条件も加わり,広い意

味でみた都市システムのなかで考察することの重要性に気づいた.この点で,制度的制約

が明瞭に反映された公営住宅における居住者特性の研究は,福祉的政策がもたらせた居住

者の特化現象としてみることができる.

卒業論文以来の住宅研究ではあるが,自分が極めて限られた財力のなかで住宅を探索す

る時には,全く成果がみられなかった.利便性重視の私ではあったが,娘ができてアトビ

-性皮膚炎を患っている事態になって,病院に行くための市街地に残る必要性と境の少な

いよりよい居住環境の両方を満足する居住地を探さなければならなくなったのである.つ

まり,いろいろな制約条件が,いろいろなライフステージで作用し,そのなかで世帯は居

任地を選択せざるを得なくなっていることを再認識させられた.

何気なく毎日通っているJ R沿線沿いの住宅をみても,さまざまな立地を示したそれら

の住宅には,それぞれの制約条件のもとでそれぞれの選好を反映させた居住者集団が形成
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されていることを考えさせられる.なぜ,このような山間の孤立した場所にまでそれらの

住宅地は存在し,どのような選好のもとに人々は移り住んでいったのか.なぜ不動産業者

は,その地に開発行為を行ったのか.ひとそれぞれに,あるいは世帯それぞれにもってい

る居住観とそのような居住地移動を誘発していく宅地開発は,このような複雑に絡み合っ

た制約条件のなかでつくられ,また実行に移される.このように考えると,それらの複雑

な諸条件やメカニズムを解明することこそ住宅研究に求められているのではないだろうか.

本研究は,巨大な住宅研究の登山道の入り口に立っているにすぎないものであるかもし

れない.なぜなら,本研究は膨大な「宝の山?」的な居住の事象に対して,新しい住宅団

地や集合住宅,公営住宅などの居住者について分析したのみであり,既成市街地内の住宅

地における居住者特性の変化などについて検討していない.社会や経済の複雑なシステム

とそのなかで選択し,意志決定をする人間行動をいかに把握するのか,残された課題とい

うより,住宅開発や団地の分布以外の研究分野はほとんど手つかずの状態であるといえる.

まえがきにも述べたが,最後に森川先生をはじめこれまでお世話になった先生方に重ね

て謝意を表し,今後も研鍵に励むことによって頂いたご恩をお返ししたいと思う.また,

これまで自由に研究させてくれた家族にも感謝している.
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